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第 87回日本感染症学会西日本地方会学術集会
第 60回日本感染症学会中日本地方会学術集会後抄録

会 期 2017年 10月 26日（木）～ 28日（土）
会 場 長崎ブリックホール
第 87回日本感染症学会西日本地方会学術集会
会 長 草野 展周（岡山大学病院感染症内科）
第 60回日本感染症学会中日本地方会学術集会
会 長 飯沼 由嗣（金沢医科大学臨床感染症学講座）

特別講演 1
新しい肺炎診療ガイドラインは，肺炎診療にどのような
影響を与えうるか？

長崎大学理事・副学長
河野 茂

2017年 4月，新しい肺炎診療ガイドラインが日本呼吸
器学会より発表された．
本ガイドラインの作成が始まったのは 3年前の 2013年

である．当時，日本呼吸器学会より出されていた肺炎診療
ガイドラインは市中肺炎，院内肺炎，そして医療・介護関
連肺炎の 3種類があった．2011年に出された医療・介護
関連肺炎は肺炎診療の現場に大きなインパクトを与え，そ
の流れが新しい肺炎診療ガイドラインにも受け継がれてい
る．肺炎は感染症であり，適切な抗菌薬投与と全身管理を
すれば完治できる病気である，と一般的には捉えられがち
である．肺炎を感染症としてのみで捉えるのであれば，両
ガイドラインは重症度分類という極めて医学的根拠に基づ
いて治療の場と治療薬の選択を示しており，大変優れた内
容のガイドラインである．しかし，医学的な重症度だけで
は治療方針を決めることが難しい肺炎患者が急増している
ことがより超高齢社会となって今日の日本ではより大きな
問題となっている．具体的には介護施設や療養病床病院に
入所・入院していたり，入退院を繰り返していたり，自宅
で寝たきりであったり，血液透析のために定期的に通院し
ているような方に発症する肺炎である．このように医療ケ
アや介護を受けている方に発症する肺炎は耐性菌リスクが
比較的高いことや，誤嚥性肺炎を繰り返していることが病
態として重要である．特に，老衰や疾患終末期であったり，
脳卒中後遺症等により誤嚥性肺炎を繰り返している肺炎患
者は，医学的な理由のみで強力な治療を推し進めるよりも，
患者の QOLを重視した治療が必要である．そのような考
えの中，欧米の医療ケア関連肺炎とは異なったアプローチ
で市中肺炎と院内肺炎の間にある肺炎患者に対する治療指
針を提案したのが医療・介護関連肺炎診療ガイドラインで
あった．こうして肺炎に関する 3つのガイドラインが完成
し，臨床現場で使用されていたが，やはり 3つもあると非
専門医には分かりにくく，統一感にも欠ける．また，医療・
介護関連肺炎で重視された患者の QOLを重視した治療方
針を，他の肺炎群にも適応するべきかという課題もあった．

そこで，市中肺炎，院内肺炎診療ガイドラインの改訂時
期でもあった 2013年に 3つのガイドラインを統一した肺
炎診療ガイドラインの作成が始まり，フローチャートを中
心とした診療の流れやクリニカルクエスチョンと推奨に関
して長い時間をかけてエビデンスの収集・解析と，議論を
重ねた上で，本ガイドラインが完成した．本ガイドライン
の最も大きな特徴は，院内肺炎と医療・介護関連肺炎患者
の診療において，まず最初に患者背景のアセスメント（老
衰や疾患終末期ではないか，誤嚥性肺炎を繰り返しやすい
方ではないか）を行い，該当する場合は患者の QOLを重
視し，緩和ケアを主体とした治療を推奨している点である．
このような指針は欧米にはない日本独自のものであり，日
本の実情や臨床現場の悩みを十分に考慮したものである．
また，クリニカルクエスチョンに対するエビデンスを収
集・解析するなかで現時点で分かっていることと分かって
いないことが浮かび上がってきたことも本ガイドラインを
作成した成果の一つである．肺炎診療に携わる医療従事者
の方には是非本ガイドラインを手にとって頂き，肺炎診療
の手引きとして，また，新たなエビデンスを創出する際の
手助けとして活用していただけると幸いである．
特別講演 2
大村 智博士開発のイベルメクチンによる糞線虫症撲滅
の記録

佐世保同仁会病院院長
齊藤 厚

2015年北里大学の大村智博士がノーベル医学生理学賞
を受賞された．受賞は主としてイベルメクチンの開発によ
るアフリカをはじめとするオンコセルカ症の撲滅に寄与し
た功績に与えられた．実は，沖縄の糞線虫症撲滅の研究が
成功したのもこの薬によるものであった．
1987年当時，熱帯・亜熱帯地方の腸管寄生虫疾患であ
る糞線虫症はわが国では沖縄・奄美地方の風土病的存在で
あった．感染率は 0.1～0.3%と低く，感染しても無症状の
場合が多くすぐれた治療薬がないこともあって，過剰感染
に伴う致死的全身感染症（播種性糞線虫症：敗血症，化膿
性髄膜炎，細菌性肺炎）が見られる事があるとはいえ，積
極的治療に関しては臨床医の間では賛否両論の状態であっ
た．1988年教室の新垣が細菌培養の寒天培地を用いて画
期的な検出法を考案した．この検査法で住民の 5～10%（人
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口 120万人の 6～12万人）が感染しており，男性は女性の
約 2倍，60歳以上の男性では実に 12%以上という予想も
しなかった高い感染率が判明した．糞線虫は一旦感染した
ら，自然治癒は生涯望めないこと，ATLやステロイドホ
ルモン使用者などの細胞性免疫能が低下した場合は播種性
糞線虫症を発症する頻度が高いこと，治療後の再感染は見
られないことが想定されることから，1989年沖縄県糞線
虫症治療研究会を設立し，わが国で使用可能なあらゆる駆
虫薬について，投与量，投与期間，駆虫率および副作用の
検討を開始した．結果は惨憺たるもので，有力なサイアベ
ンダゾール，メベンダゾール，アルベンダゾールなどもす
べて満足すべき成績は得られなかった．ところが，1989
年新刊の洋書「Strongyloidiasis」に人には使われたこと
がないが Ivermectinという動物薬が効くかも知れないと
いう記述を見つけた．この時点では，まだこの薬剤が大村
博士によって開発された薬剤であることを知る由もなく，
販売特許を有するアメリカのメルク社に輸入の要望書を送
付した．ちょうどこの時，のちのノーベル賞受賞理由とな
るアフリカのオンコセルカ症撲滅のためにWHOが大量に
買い上げている最中であったが，度重なる交渉によってつ
いに当方が求める量の薬剤をその都度無償でお送りすると
の朗報を得ることができた．
効くかもしれない治療薬の確保はできたが，日本人にお
ける前臨床試験もない状態では人への使用はできない．幸
運にも，厚労省の「熱帯病治療薬研究班」の班長，大友弘
士慈恵医大教授の発案で研究班主導の下に「瀬踏み」的な
治験を開始することとなった．世界で初めての Ivermectin
によるヒトにおける糞線虫症の治療が開始された．この時
大村博士のことをはじめて知り，基礎的指導を仰いだ．結
果は予想以上の高い有用性が得られ，その後も多くの困難
があったが，鹿児島県の与論町立診療所での open-trialを
最後に 2002年本薬剤は糞線虫症の治療薬剤として認可さ
れた．研究会を立ち上げてから，すでに 13年の月日が経っ
ていた．糞線虫は熱帯・亜熱帯を中心に世界中で感染者は
3,500万人とされているが，私たちの検査法から推定する
とこの数倍の 1～3億人の感染者がいると思われる．
なお，研究の途中であったが，本薬剤は当時猛威を振るっ
ていた疥癬の特効薬でもあることを経験した．これまでの
成績と外国の成績から私たちが苦労した治験を行うことな
く 2006年に疥癬の治療薬としても認可された．あの 2002
年からさらに 13年を経た 2015年が大村先生のノーベル賞
受賞であった．治験を行った思いで深い小さな町立診療所
も今はなく隔世の感を強くするが，ひとつの研究が大きな
評価を得るにはよほどの永い年月が必要であることを実感
する．
特別講演 3
鳥インフルエンザ，パンデミックインフルエンザと季節
性インフルエンザ対策の要

北海道大学人獣共通感染症リサーチセンター１），長
崎大学感染症共同研究拠点２）

喜田 宏１）2）

鳥インフルエンザ対策の要は，感染家禽の早期摘発，淘
汰と発生農場からのウイルスの拡散防止により，被害を最
小限にくい止めることである．私達は，農林水産省ならび
に全国の家畜保健衛生所と緊密に連携し，2004年以来，10
度，日本で発生した鳥インフルエンザを悉く，摘発・淘汰
策により，発生農場の家禽の犠牲に止め，他農場への感染
拡大を防ぐことができた．
世界動物衛生機関（OIE）は，2009年に演者が提案し
た鳥インフルエンザ対策指針を 2010年に勧告として発出
した．その要点は，「鳥インフルエンザは，摘発・淘汰策
によって制圧することを基本とし，ワクチンを使うとして
も，摘発・淘汰策に加えて使うものとする．ワクチンを先
に使うと，摘発・淘汰策が無効になる．すなわち見えない
流行を拡大する結果を招く．」ことである．しかしながら，
未だに勧告に従わない国が鳥インフルエンザウイルスの供
給源となっている．
さて，パンデミックインフルエンザに対する備えは十分
であろうか．日本では，パンデミックと季節性インフルエ
ンザを別扱いしている．ウイルスの病原性と伝播性の混同
と“新型”インフルエンザなる誤訳が，間違いの源である．
毎年冬季に流行し，日本で数千名を死亡させ，少なくとも
数百名の小児に脳症を起こす季節性インフルエンザ対策の
強化こそが，パンデミックインフルエンザ対策の要である．
これまでに出現したパンデミックウイルスは，カモ由来
ウイルスがヒトの季節性インフルエンザウイルスと同時感
染したブタの呼吸器で生じた遺伝子再集合体である．その
HA遺伝子は，カモのウイルスに由来する．カモの間で循
環している間はウイルスの遺伝子と抗原性が保存されてい
る．したがって，カモから分離されるウイルスの中から，
抗原性，生物性状と遺伝子の解析成績に基づいて各 HA
と NA亜型のウイルス株を選出しておけば，パンデミッ
クウイルスの出現に際して，ワクチンと診断のために的確
な株を直ちに提供できる．私達は，すべての HAと NA
亜型の組み合わせ 144通りのインフルエンザ Aウイルス，
2,900余株とその遺伝子のライブラリーを構築し，ウェブ
サイトに公開した．このライブラリーから H1N1，H5N1，
H6N2，H7N7，H7N9および H9N2ウイルスを選び，不活
化ウイルス全粒子ワクチンを試製し，ニワトリ，マウス，
およびサルに対して高い免疫力価を示すことを確認した．
すなわち，これから出現するパンデミックインフルエンザ
のワクチン製造株は既にライブラリーに在ることを確認し
た．
世界の季節性インフルエンザワクチンは，ウイルスを
エーテルまたは界面活性剤で分解したスプリットワクチン
が主流である．スプリットワクチンは，副反応（実は免疫
応答）を除くことを主眼に，免疫力価を犠牲にして開発さ
れたものである．これが 45年に亘り改良されることなく
多くのヒトに接種されてきた．季節性インフルエンザワク
チンの抜本的改善は，喫緊の国際課題であり，かつパンデ
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ミック対策の要である．2015年 4月に日本の 5全インフ
ルエンザワクチンメーカーと北海道大学が，全日本インフ
ルエンザワクチン研究会を発足させた．さらに，産学官連
携により，優れた季節性インフルエンザワクチンを開発・
実用化して，これを世界基準とするためのプロジェクトに
取り組んでいる．これまでに予期以上の成績が得られたの
で，今年度から，非臨床試験，次いで臨床研究を進める計
画である．
教育講演 1
新しい薬剤耐性菌の出現とその国際的動向

名古屋大学大学院医学系研究科分子病原細菌学/
耐性菌制御学分野

荒川 宜親
2010年にインドやその周辺地域から NDM-1と命名され
た新しいメタロ―β―ラクタマーゼ（MBL）が出現し世界的
に拡散しつつある．また，2015年の終わり頃に，中国か
ら，コリスチン耐性を獲得した大腸菌などが報告されはじ
めた．そのコリスチン耐性には，グラム陰性菌の外膜に存
在するリポ多糖（LPS）のリン酸基にホスホエタノールア
ミンを結合させるMCR-1と命名された新しいプラスミド
媒介性の酵素の産生が関与しており，MCR-1産生株も世
界各地から分離される事態となっている．
厄介なことは，NDM-1などのMBLや KPC型のカルバ

ペネマーゼを産生する株の中にMCR-1を同時に産生する
株が出現しており，さらに，ホスホマイシン耐性遺伝子
（fosA3）を保有する株や 16SrRNAメチル基転移酵素
（RmtBや ArmA，RmtCなど）を同時に産生する広範囲
多剤耐性株も中国辺りから世界各地へと拡散しつつある点
である．
国内では，NDM型などのMBLや KPC型カルバペネ
マーゼを産生する株の報告は未だ散発的であるものの，既
に，IMP-1や IMP-6などのMBLを産生する株が各地に広
がっており，また，病気の豚や市販食肉などからMCR-1
を産生する株が分離されているという現状を考えると，近
い将来，国内でも IMP型などのカルバペネマーゼとMCR-
1を同時に産生するような多剤耐性腸内細菌科細菌が臨床
現場に侵入し蔓延する危険性もあり，特段の警戒が必要と
なっている．
カルバペネム系やフルオロキノロン系，アミノ配糖体系
のみならず，コリスチン等にも広範囲な耐性を獲得した腸
内細菌科細菌の医療環境への侵入と増加は，診療上も大き
な脅威となりうるため，それらの早期の検出と迅速な対策
の実施が，これまで以上に重要となっている．
教育講演 2
抗がん剤治療における感染症対策

国立がん研究センター東病院総合内科１），国立が
ん研究センター中央病院造血幹細胞移植科２）

冲中 敬二１）2）

未知のリスクへの注意
抗 EGFR，抗 HER2，抗 VEGFモノクローナル抗体の

メタ解析では Grade 3（点滴治療を要するなど）の感染症
の相対リスクが 1.2～1.6と有意な増加を示すことが示さ
れ，mTOR阻害剤では相対リスクが 2に至るという報告
もある．近年話題の免疫チェックポイント阻害剤の感染症
に関する情報は乏しいものの，免疫関連副作用のために用
いられたステロイド，インフリキシマブ投与を主な感染症
のリスク因子として抽出した報告もある．これら新規抗が
ん剤の登場に伴い感染症のリスクが高くなる可能性が示さ
れているものの，多くの新規薬剤における免疫不全の詳細
は不明である．過去にも新規の薬剤の発売後しばらくして
から，特定の感染症の増加が問題となることも少なくない
ため，最新の情報に注意する必要がある．
既知のリスクへの対応
1．内因性感染症予防
多くのガイドラインが既知のリスクに応じた対策を推奨
している．一般的に推奨されている代表的な予防対策とし
ては以下のようなものがある．
・好中球 100未満・1週間以上が予測される→フルコナ
ゾールなどの抗真菌薬の予防投与
・プレドニゾロン換算 16～20mg/kg・1カ月以上の投
与やテモゾロミド治療＋放射線治療，プリンアナログ製剤
の使用→ST合剤などによるニューモシスチス肺炎予防
・プロテアソーム阻害剤やプリンアナログ製剤の使用→
アシクロビルなどのウイルス感染予防
細菌感染予防も高度の好中球減少がある場合の推奨はあ
るが，日本国内ではレボフロキサシンへの感受性率は大腸
菌で 60.2％，緑膿菌で 81.4%（JANIS，2015年度）と低い．
抗菌薬の適正使用も念頭に，抗菌薬の予防投与の対象は慎
重に検討する必要がある．
B型肝炎の再活性化にも注意を払う必要がある．NCCN
ガイドラインでは化学療法や免疫抑制療法を受けるすべて
の症例に B型肝炎のスクリーニングを行い，エンテカビ
ルの予防投与の必要性を検討することが推奨されている．
2．外因性感染症予防
手指衛生を中心とした標準予防策の遵守は，がん診療に
おいても最重要対策である．
好中球 100/μL以下が 10日以上持続することが予測さ
れるような場合は，環境中の真菌胞子への曝露を防ぐため
に防護環境での治療を検討する．また，高度の好中球減少
患者に対する無菌食の適用も賛否のあるところだが，現時
点では十分なデータが揃っているとは言い難い．過去の主
なデータでは，“抗菌薬，抗糸状真菌薬，抗ウイルス薬の
予防投与を受けた急性白血病や自家移植患者などへ適切に
管理された生野菜や生フルーツを提供しても問題はなかっ
た“ということが示されている．日本人独特の食生活を考
慮した研究は乏しく注意が必要である．現時点では，造血
幹細胞移植患者のような高度の免疫不全患者でも大量調理
食マニュアルに従った食事であれば問題ないだろうと考え
られている．
外来化学療法件数の増加に伴い，化学療法中の患者の市
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中感染症への曝露のリスクが懸念される．がん患者におけ
るインフルエンザの死亡率は欧米では 8～9%程度と報告
されている．侵襲性肺炎球菌感染症も健常人の 30倍以上
の罹患率と報告され，化学療法中の固形腫瘍患者では致死
率が 40%近くなるとの報告もある．脾摘後がん患者の死
亡相対リスク比も 10以上との報告がある．がん患者への
ワクチン効果は多少劣る可能性が示唆されているものの，
問題となる副反応の増加は示されておらず，積極的な接種
が推奨される．患者のワクチン接種行動につながる因子と
して，主治医（腫瘍医）の推奨が最も効果的とされるもの
の，プライマリーケア医の推奨も有用であるとの報告も複
数ある．また，患者に接触する人々もインフルエンザなど
のワクチンを接種し，がん患者が伝染性疾患に曝露する機
会を減らすことも重要である．
教育講演 3
次世代シーケンサを用いた細菌ゲノム研究と細菌感染症
研究

九州大学大学院医学研究院基礎医学部門病態制御
学講座細菌学分野

林 哲也
我々の研究室は，2001年に O157堺株の全ゲノム配列を
発表した後，大腸菌を中止した様々な微生物のゲノム解析
に関与してきた．対象とする微生物は，病原菌だけでなく，
動物の病原体やヒト・動物の常在細菌，環境微生物まで多
岐にわたるが，基本的な興味は細菌のゲノム多様性，特に
菌種内のゲノム多様性である．ゲノム多様性は，菌株間の
病原性等の差異に直結するだけでなく，細菌の進化過程の
解明といった極めて基礎的な研究から集団感染の検出など
の疫学的・臨床的研究まで，細菌とその感染症にかかわる
幅広い研究分野の基盤となる．
病原細菌のゲノム解析は，1990年代半ばから始まり，ゲ
ノム情報を基盤とした様々な基礎的・応用的研究が多くの
病原菌種において進んできた．この流れは，2005年以降
の次世代シーケンサの登場とその性能の急速な向上によっ
て大きく加速された．その結果，弱毒菌を含む，ほとんど
の病原菌種においてゲノム情報が整備されてきた．さらに，
シーケンシングの低コスト化と高速度化によって，多数の
菌株のゲノムを短期間に解読することが可能となったこと
により，菌種内や特定系統内などでの大規模な比較ゲノム
解析や一つの集団感染事例に由来する菌株群などの比較ゲ
ノム解析など，かつては実施することがほぼ不可能であっ
たような解析が可能となってきた．また，微生物集団を対
象としたメタゲノム解析も比較的容易に，かつ大規模に実
施できる時代となった．さらに，単分子シーケンシングを
特徴とし，ロングリードが可能な次世代シーケンサ（第 3
世代のシーケンサ）の登場とその性能向上により，イルミ
ナなどのシーケンサが算出するショートリード配列でのみ
は困難であった全長配列の取得も容易になってきた．
本講演では，こういった背景を基に，まず，（1）現在主
に使われている次世代シーケンサの特徴を簡単に紹介す

る．次に，（2）次世代シーケンサの登場によって可能となっ
た解析法や研究分野を俯瞰した後，その中から，我々の研
究室での経験を基に，（3）科・属・種や血清型・病原型な
どの切り口で多数の菌株を網羅した大規模な比較ゲノム解
析とそういったゲノム解析から得られるゲノムワイドな
SNP情報を用いた高精度な系統解析と，（4）院内感染や
市中での集団感染への次世代シーケンサを用いたゲノム解
析（クリニカルシーケンシング clinical sequencing）の応
用について解説する．（3）に関しては，上記のように我々
のゲノム研究のスタートが腸管出血性（EHEC）O157堺
株のゲノム解析であり，現在の主要な解析対象も EHEC
を中心とした大腸菌であるため，EHECを例として，多
数の菌株を網羅した大規模な比較ゲノム解析から見えてく
る細菌の多様性や進化の過程について紹介する．また，（4）
に関しては，院内感染事例および市中での集団感染事例（そ
れぞれ 1例ずつ）を対象とした次世代シーケンサを用いた
ゲノム解析の実際を紹介するとともに，今後の幅広い臨床
応用に向けた課題について考えてみる．
教育講演 4
我が国のダニ媒介感染症の現状とトピックス

岡山県環境保健センター
岸本 寿男

リケッチア症
我が国における主なダニ媒介感染症としては，従来から
リケッチア症のつつが虫病や日本紅斑熱が知られ，現在も
多くの報告がなされている．つつが虫病については，北海
道以外の全ての都道府県で感染が確認されており，毎年
4～500例と 4類感染症として，常に 2番目の報告数であ
る．患者，ベクターと保有病原体の地域的集積がみられる
ことから，疫学的な特徴を理解することが重要であり，地
域的な特徴について紹介する．検査についてもコマーシャ
ルラボでの血清診断のみでは確実な診断が困難な場合があ
り，刺し口からの遺伝子検出が推奨される．日本紅斑熱は，
近年西日本中心に増加傾向が著しく，ほぼ 300例近い報告
数となっている．重症例も多いことから早期診断が重要で
あるが，つつが虫病と臨床像が類似し鑑別のつきがたい症
例も多く，両者の感染が存在する地域では，検査について
保健所や地方衛生研究所との連携もポイントとなる．いず
れも有効な抗菌薬がありながら，残念ながら毎年死亡例が
報告されており，さらなる啓発が必要である．
最近ではこれらに加えて，欧米で多くの患者報告がある
ヒト顆粒球性アナプラズマ症の国内での確認がなされた．
また輸入ダニ媒介感染症としても，東南アジア等からのつ
つが虫病や，紅斑熱群リケッチア症（ヨーロッパからの地
中海紅斑熱，African tick bite fever等）が報告されてい
る．今後，ロッキー山紅斑熱の輸入例発生も危惧されてい
る．
ボレリア感染症
従来から，北海道や高山地域ではボレリア・ガリニによ
るライム病が知られてきた．近年ロシアで患者報告がされ
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ているボレリア・ミヤモトイ（Borrelia miyamotoi）によ
る新興回帰熱の国内での存在も明らかとなった．これらの
現状について述べる．
重症熱性血小板減少症候群（SFTS）
2011年に中国で報告された重症熱性血小板減少症候群

（SFTS）が，2013年に我が国でも確認されて以来，西日
本を中心に毎年 50～60例報告されるようになった．治療
薬が無く 20%を超える致死率の高さから大きな問題と
なっている．また中国では人―人感染の事例もあり，院内
感染対策も必要な疾患である．現状と課題について述べる．
ダニ媒介性脳炎
2016年に，1993年以来となるダニ媒介性脳炎の患者が
北海道で発生し，患者は死亡した．その後本年になり，北
海道でさらに 2例が確認された．マダニでの保有の確認や
動物の感染歴の高さも確認されていることから，今後の予
防啓発等の対策が求められている．
本講演では，これらの多様化するダニ媒介感染症の現状
を紹介し，トピックスや課題，対策について述べる．
教育講演 5
16S rRNA遺伝子を用いた網羅的細菌叢解析法による呼

吸器感染症の病態の解明
産業医科大学医学部呼吸器内科学

矢寺 和博
近年の遺伝子工学の発展により，これまで無菌と考えら
れていた下気道にも多くの細菌が存在することや，身体の
各部位における細菌叢が様々な病態に関与している可能性
が示されてきている．肺炎などの呼吸器感染症の原因菌検
索はこれまで喀痰培養などを中心に行われてきたが，口腔
内常在菌の影響を受けるため，一部の菌種の病原性の評価
が喀痰を用いた培養法では非常に困難であることや，培養
条件などに左右されやすい嫌気性菌などの一部菌種につい
ても，培養法では正確な情報が得られにくい面があること
が推測され，培養を用いた呼吸器感染症の原因菌の評価の
限界や問題点の解決が望まれる．遺伝子工学的手法は主に
結核菌などの，少量ではあるが臨床的意義が大きく，診断
及び治療に重要な情報となる菌種については，培養を経ず
に検体内の細菌の遺伝子を同定する手法が既に臨床的に汎
用されているが，細菌の同定にも応用される．
16S ribosomal RNA（rRNA）は，原核生物のリボソー
ムを構成しており，それらをコードするのが rRNA遺伝
子（rDNA）である．すべての原核生物に存在しており，
進化速度が比較的遅く，種のレベルで高い相同性を示すた
め，微生物の進化系統解析に用いることが可能である．細
菌では，23S，16S，5S rRNAに分類され，系統分類には
約 1,500塩基の 16SrDNAの配列が用いられる．
我々は，産業医科大学医学部微生物学教室との共同研究
で，16S rRNA遺伝子配列による網羅的細菌叢解析法を用
いて，各種呼吸器感染症の原因菌検索を 2005年から行っ
ている．検体の 16S rRNA遺伝子を universal primersを
用いて増幅し，大腸菌にクローニング後，約 100個のクロー

ンを無作為に抽出して Sanger法で約 600bpの配列を同定
し，in-houseのデータベースを用いて基準株との相同性か
ら菌種の推定及び検体内での各菌種の割合を検出する．
これまでに，各種肺炎（市中肺炎，院内肺炎，医療介護
関連肺炎，間質性肺炎），細菌性胸膜炎，非結核性抗酸菌
症などの各種呼吸器感染症について，喀痰に加えて，呼吸
器内視鏡などを用いて肺炎などの病巣から直接採取した検
体を用いて，従来の培養法と 16S rRNA遺伝子を用いた
網羅的細菌叢解析法での結果を比較検討した．従来の培養
法の結果との相違点として，細菌性胸膜炎患者の胸水の遺
伝子解析では嫌気性菌がより多く検出されることが分かっ
た．また，肺炎の病巣から直接採取した検体の解析では，
口腔レンサ球菌がより多く検出され，さらに身体活動性が
低い患者でより高く検出されたことから，誤嚥との関連性
が示唆された．一方で，誤嚥性肺炎で多いと考えられてい
た嫌気性菌については，むしろ身体活動性とはあまり相関
がないことや，比較的若年者でむしろ多い結果であり，従
来の概念とは異なる結果であった．さらに，非結核性抗酸
菌症の病巣から嫌気性菌が多く検出される例では，気管支
拡張所見などの進行が速い可能性が示唆される結果も得ら
れた．メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）について
は，培養でMRSAが検出されていても，病巣ではブドウ
球菌自体の検出割合が 1%未満である例も多く，抗MRSA
薬以外で改善している症例も多いことから，培養による
MRSAの検出感度が非常に高く，肺炎の原因菌の検出と
いう意味ではあまりうまく反映されていない可能性も示唆
された．
本講演では，主に呼吸器感染症における 16SrRNA遺伝
子を用いた網羅的細菌叢解析法で分かってきた知見につい
て考察したい．
教育講演 6
ウイルス性出血熱―西アフリカにおけるエボラウイルス
病の大規模流行と日本における SFTS流行―

国立感染症研究所ウイルス第一部
西條 政幸

2014～2015年西アフリカ（ギニア，リベリア，シエラ
レオネ）でかつてないスケールのエボラ出血熱（エボラウ
イルス病，EVD）の大規模流行が発生した．世界保健機
関（WHO）による発表では疑い例を含む EVD患者が約
28,000人に達し，約 12,000人の患者が死亡した．米国，英
国，イタリアでは輸入感染事例が発生した．幸い 2015年
に入り徐々に新規患者数が減少傾向を示し，EVDの流行
は収束しつつある．基本的に EVDの流行は西アフリカに
限局した流行にとどまっているが，流行国では社会システ
ムの崩壊に近い状況に陥り，この流行の流行発生国および
国際社会に与えた影響の大きさは計り知れない．基本的に
EVDの原因ウイルスであるエボラウイルスは接触感染経
路でしかヒトからヒトへ感染しないものと考えられてき
た．しかし，稀ではあるが性行為を介して感染することが
あることが明らかとなった．流行国やアフリカ各国の専門
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家，そして，海外の専門家や支援団体が協力して，この流
行阻止に対応した．ワクチン開発と臨床研究，抗ウイルス
薬ファビピラビルの EVDに対する治療効果について研究
が進んだ．
一方，2013年 1月に日本で重症熱性血小板減少症候群

（SFTS）と呼ばれる新規ブニヤウイルス感染症の流行が
確認された．2012年の秋に海外渡航歴のない山口県在住
の方は発熱症状が出現してから約 7日間の経過で死亡し
た．原因を探索した結果，2011年に中国の研究者らによ
り N Engl J Medに報告された SFTSと呼ばれるダニ媒介
性ウイルス感染症であることが明らかにされた．SFTSは，
日本の感染症法で 1類感染症に指定されているクリミア・
コンゴ出血熱（CCHF）と多くの特徴が類似している．2013
年には 40名が，2014年以降毎年約 60人の患者が，主に
西日本から報告されている．その致死率は約 25％である．
この高い致死率の背景には，患者において多臓器不全（DIC
を含む），循環不全，出血，血球貪食症候群等が病態に関
わっている．原因ウイルスである SFTSウイルス（SFTSV）
は，ブニヤウイルス科フレボウイルス属に分類される RNA
ウイルスで，自然界ではシカ等の哺乳動物とマダニの間で
維持されている．そのためこのウイルス感染症のリスクか
ら私たちは逃れることはできない．治療法と予防法の開発
が求められる．インターフェロン α受容体欠損マウスを
用いた SFTSV感染モデルを用いた抗ウイルス薬ファビピ
ラビルの感染予防，治療効果に関する研究で，ファビピラ
ビルに SFTSに治療効果が期待されることが示唆された．
実際，AMEDとファビピラビルを製造している製薬メー
カー富山化学工業（株）の支援を得て，SFTS患者をファ
ビピラビルを投与する医師主導型臨床研究が実施された．
致死率が高いウイルス性出血熱は海外だけではなく，実は
日本国内にも存在することが明らかにされた．日本国内で
流行している SFTSの対策なくして，海外で発生してい
るウイルス性出血熱対策に貢献することは難しい．
本講演では EVDの特徴について概説し，かつてない規

模の流行に発展したその背景についても考察する．また，
SFTSの日本国内における流行状況，最近の私たちの抗ウ
イルス療法，感染病理，ワクチン開発状況等に関する研究
の取り組みについて解説したい．
教育講演 7
炎上が続く胎内感染（TORCH症候群）―トキソプラズ
マとサイトメガロウイルス―

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科小児科学分野
森内 浩幸

胎内感染する代表的な病原体は TORCH complex（T：
トキソプラズマ，Others：梅毒など，R：風疹，C：サイ
トメガロウイルス，H：ヘルペス）としてまとめられてい
る．この松明（TORCH）の火の粉が妊婦に飛び，胎児へ
燃え移ると，とんでもないことに成りかねない．その悲劇
を防ぐには「火の気を断つ（予防）」と「火を消す（治療）」
に加えて，普段からの「火の用心（啓発）」が重要である．

この中でも，今なお有効な対策が取られておらず炎上が続
いているサイトメガロウイルス［CMV］とトキソプラズ
マの先天性感染の現状と課題について述べる．
トキソプラズマはネコを終宿主とし，その消化管内で増
殖する原虫である．ネコの糞に排泄された oocystが土壌
を汚染し，全ての温血動物が中間宿主として感染すると筋
肉の中に潜伏する．人はネコの糞を扱って，生の肉（レア
ステーキ，馬刺し，ユッケ，レバ刺し，生ハムなど）を食
べて，または庭仕事・畑仕事を介して感染する．特に生肉
食が最大のリスクと考えられ，九州にあっては南九州三県
で感染率が高く，馬刺しや鳥刺し等の生肉食が影響してい
ると思われる．長崎県の妊婦のトキソプラズマ抗体保有率
は 2%弱と低く，しかも陽性者の約 3割を南九州出身者が
占めていることからも，地域差の大きさを示している．従っ
て，妊婦の生活上の注意を啓発することが重要であるとと
もに，感染妊婦から胎児の感染を防ぐ手段（アセチルスピ
ラマイシンの投与）や治療薬（ピリメタミン＋スルファジ
アジン）があるので，妊婦のスクリーニングによって初感
染妊婦を同定することが望まれる．
CMVは生後に垂直感染（経産道または経母乳）または
水平感染（唾液や尿を介して，または性行為感染）によっ
て多くの人が感染する，殆どの場合は無害なごくありふれ
たウイルスである．しかし胎内で感染すると，一部のベビー
に難聴，発達遅滞，てんかん，自閉症などのトラブル（先
天性 CMV感染症）をもたらす．わが国において先天性
CMV感染は全出生の 0.31%に認められ，そのうち約 2割
には出生時に何らかの異常が認める．さらに出生時に不顕
性であった先天性感染児の約 1～2割は遅発性に様々な障
害を起こしてくる．従って，先天性 CMV感染症の症例数
（年間千例程度）はダウン症候群と遜色ないことになるが，
その大多数は見逃されている．有効なワクチンもなく，胎
内感染を防ぐ薬物療法もないため，最大の感染源である小
さな子どもの唾液や尿への曝露を防ぐように妊婦を啓発す
ることが求められる．また，顕性発症の先天性感染児に対
しては，抗ウイルス療法が長期予後を改善することが知ら
れており，早期診断に続く早期治療介入が望まれるが，信
頼できる診断法（PCR）が保険未収載で抗ウイルス薬も保
険適用外であることが妨げとなっている．
現状を打開すべく，患者会（トーチの会）を中心とした
啓発活動が繰り広げられてきたが，現在は AMEDの母子
感染研究班（代表者：藤井知行）が様々な課題の克服に向
けて動いており，その成果に期待が寄せられる．
教育講演 8
手術部位感染の予防―術後感染予防抗菌薬を中心に―

兵庫医科大学感染制御学
竹末 芳生

手術部位感染（SSI）予防対策に関するガイドラインを，
WHOが 2016年に作成し，それに引き続き American Col-
lege of Surgeons/Surgical Infection Society（Am Coll
Surg. 2017），CDC（JAMA surgery 2017）が発表した．WHO
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は基本 1990年以降の研究を対象としたメタ解析を独自で
行い，それを元に勧告を行った（章によっては観察研究も
含め検討）．一方，CDCはランダム化比較試験によるエビ
デンスのみを採用し，正しい手法を追及するあまり，他の
ガイドラインや専門家が一般に推奨する内容が unre-
solved issueとされ，実臨床に用いるにはもどかしいもの
となっている．本講演では，これらのガイドラインで述べ
られている予防抗菌薬の適正使用に関する紹介と日本で使
用する場合の問題点に加え，従来と異なった勧告がなされ
た項目（血糖管理，創洗浄，MRSA保菌者対策，正常体
温維持，高濃度酸素投与）について解説を行う．
教育講演 9
口腔細菌と全身疾患の関連性

岡山大学大学院医歯薬学総合研究科口腔微生物学
分野

大原 直也
身体の外界と接する部位には常在菌が存在することは一
般にも知られるようになったが，口腔にも数百種類以上の
細菌が生息するとされている．そして唾液 1mL中，ある
いは歯垢 1gram中には 1億個の細菌が含まれるという報
告もある．このような環境で，口腔における 2大感染症は
う蝕と歯周疾患であり，歯科においては今でも最も重視さ
れている．この 2大疾患以外にも細菌，ウイルス，あるい
は真菌による感染症が顎顔面領域に発症する．いずれも感
染症であることに間違いはないが，もともと口腔内に常在
する病原体によって発症する場合も少なくない．口腔感染
症のもうひとつの特徴として，う蝕と歯周疾患は単一の病
原体ではなく，複数の病原体による混合感染ということが
あげられる．このような口腔内の病変が身体の他の部位に
病変を起こすという概念は古くからあった．
歴史をさかのぼると，2000年以上も前にヒポクラテス
は，「罹患歯を抜去すると関節炎が治癒することがある」と
記載している．20世紀に入ると，口腔内の慢性炎症性病
巣が放置されると，遠隔の臓器・組織に一定の器質的変化
や機能的障害をもたらす二次疾患を起こす，とする歯性病
巣感染説がもてはやされ，種々の疾患との関連性を示す報
告が種々行われた．しかし，歯性病巣感染説を裏付ける決
定的な証拠は示されなかった．1980年以降，口腔感染症，
特に歯周疾患が慢性疾患を中心とする様々な全身性の疾患
の発症・病態の進行に関わっているのではないか，という
ことが再び大きく言われ始めるようになった．卑近なとこ
ろでは，高齢者で口腔内の管理状況が良い，すなわち口腔
細菌がコントロールされている方が，管理状況の悪い方よ
りも誤嚥性肺炎に罹患する率が低い，あるいは軽度で済む，
ということは良く言われているところである．他の疾患に
ついても中大規模な疫学調査に加え，実験的な検討も多く
行われてきた．今では心血管疾患や糖尿病についてはかな
り疑われるところであり，ほかにリウマチ性疾患，膵臓が
ん，アルツハイマー症，あるいは骨粗鬆症など関連性を示
唆された報告のある疾患も多い．

ところで，歯周病原細菌が脳膿瘍や肝膿瘍などから検出
されることがある．これらは異所性感染症であり，本来の
棲息部位とは異なる部位において増殖・発症した際には大
きな病原性を発揮したことを示すものである．
本講演では口腔細菌が全身に及ぼす影響についてこれま
で述べたことを中心に研究の現状を解説したい．
教育講演 10
麻疹と風疹の排除（elimination）

川崎市健康安全研究所
岡部 信彦

かつては「日本は麻疹も輸出する国」などと不面目な評
判を受けていたが，多くの人の理解と努力から，2015年 3
月WHOより麻疹排除measles elimination状態にあると
の認定を受けた．2016年もその前半は，前年 2015年（年
間 35例）をさらに下回る発生状況でであったが，8月に
入って千葉県松戸市での発生，次いで大阪府を中心とした
関西方面で大人での発生が相次いだ．さらに松戸市の近隣
にある千葉県幕張メッセでは，若者に大人気の歌手のコン
サートが開催されおよそ 2万 5千人の若者が集まり，その
中に麻疹を発症していた関西方面のから来た若者 Aがコ
ンサートを聴きに行っていたという報告が続いた．さらに
大阪方面の麻疹は国際空港である関西空港に勤務する職員
Bを初発とした同空港職員の間での集団発生であることも
分かってきた．松戸市は海外旅行歴のない大人でのインド
ネシア由来と考えられる D8ウイルス感染であった．Aは
インドネシアから関西空港を経て，神戸の自宅から千葉へ
移動していた．Aを含めた関空関連患者からは中国由来
と考えられる H1ウイルスが検知され，Aからも H1が検
知された．なおかつ関空の初発患者 Aの推定感染日，コ
ンサートした若者 Bの推定感染日は，ほぼ一致をしてお
り，その日に Bは関空内で旅行者に近接する仕事に携わ
り，Aはその日にインドネシから関空に帰国しており，両
者は関空内で誰かから H1ウイルスに感染したと強く推定
された．関空・幕張メッセは同一，松戸市は別のクラスター
であることが判明した．それぞれの地域では患者調査や緊
急ワクチン接種などが行われ感染の拡大は抑えられた．何
よりも，背景として日常からのワクチン接種者が多いため，
免疫の保持が高く保たれていたため大規模な拡大とならな
かったといえる．また 2017年は山形県での自動車免許証
取得のための合宿訓練に参加した海外旅行から帰ってきた
若者の麻疹に端を発した集団感染とそこから他都市での拡
散などが見られているが，そこからの拡大はかつてに比べ
れば極めて小規模に抑えられており，わが国の麻疹排除所
状態は維持されているといえる．ジカウイルス感染と小頭
症の関係が関心を集めているが，国内において妊婦感染・
胎児感染のリスクを考えるのであれば，風疹への無警戒の
ほうがはるかにそのリスクは高い．2012～13年の国内で
の成人を中心にした風疹流行では，風疹と報告された患者
は約 17,000例で，この影響で眼・耳・心臓・発育などに
障害のあらわれる先天性風疹症候群（CRS）の発生が 45
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例報告され，11例は生後 6カ月以内に亡くなっている．こ
のリスクは風疹ワクチンによってほぼ確実に解消される
が，世の中全体は大人の風疹の危険性の予防，すなわち大
人の風疹ワクチンの接種に対して残念ながら関心は薄い．
わが国では 2012年までに，風疹の elimination（排除）そ
して CRSの発生をゼロにすることが国の目標にするとさ
れているが，平成 29年 6月に開催された厚生科学審議会
感染症部会において，風疹排除が改めて強調され，麻疹と
同様に遺伝子診断を行い，診断確定後は直ちに届けを行う
などの方針が了承された．またWHO日太平洋地域の会議
（TAG Meeting）においても，風疹の排除方針とその目標
年などについて議論が行われているとろである．今回の教
育講演では，麻疹風疹に関する国内外の疫学状況，麻疹に
ついては排除の維持，風疹については排除の達成に向けて
の現状と課題についてご紹介する予定である．
教育講演 11
海外渡航関連感染症の現状と対策

久留米大学医学部感染制御学講座
渡邊 浩

近年わが国の海外渡航者数は年間 1,700万人前後で推移
している．一方，海外からの訪日外国人旅行者数は急増し，
年間 2,400万人以上となった．渡航先や渡航形態にも変化
がみられ，仕事で長期間途上国に赴任する場合や辺境地に
足を踏み入れる場合も多くなり，渡航者が様々な感染症に
罹患し，海外で流行する感染症が国内に持ち込まれるリス
クが高くなっている．とりわけ近年はエボラウイルス感染
症や中東呼吸器症候群（MERS）などの新興感染症の流行
や関西国際空港での麻疹集団感染事例もあり，輸入感染症
への体制作りが急がれる．海外に滞在中，渡航者はその地
域で流行する感染症の危険にさらされるため，できる限り
適切なワクチンを受けておくことが望ましい．ワクチンを
選ぶ際には，インターネットのサイトである厚生労働省検
疫所の FORTH海外で健康に過ごすため（http://www.fo
rth.go.jp/）や市販されている地域別の感染症情報を参考
に，渡航先だけでなく渡航期間，渡航形態，宿泊施設，職
種など様々な因子を考慮する必要があり，もちろん経済的
な事情にも配慮しなくてはならない．現在，わが国では海
外で通常に使用されているワクチンの多くが未承認であ
り，腸チフス，コレラ，ダニ媒介性脳炎ワクチンなどは海
外で接種するか，あるいは輸入代行業者などを通じ個人輸
入している医療機関でしか接種できないのが現状である．
また，ワクチンを接種できる医療機関が十分に整備されて
おらず，渡航者が海外ほど積極的にワクチン接種を行わな
いなどの問題があり，渡航者のためのワクチン接種の環境
が十分に整っているとは言えない状況である．
日本渡航医学会は，2010年渡航者にとって本来必要な
ワクチンを大きな支障なく接種できるようにすることを目
的として「海外渡航者のためのワクチンガイドライン
2010」を発刊した．本ガイドラインには各ワクチンの解説
だけでなく，接種法についてのわが国と国際基準の比較，

法律的事項，ワクチン基礎講座も示されている．日本内科
学会も 2012年に「成人予防接種のガイダンス」を発表し，
この中には「海外渡航時のワクチン」の項が盛り込まれて
いるが，このガイダンスの改訂版が 2016年に出版された．
日本渡航医学会は，2011年よりトラベルクリニックを全
国に普及させることを目的としたトラベルクリニックサ
ポート事業を開始し，トラベルクリニックは地方において
も徐々に増えてきている．日本渡航医学会のホームページ
に掲載されている国内のトラベルクリニックは事業開始前
の 2011年 3月の時点では 45施設であったが，2017年 5
月には 101施設と 2倍以上になった．同学会のホームペー
ジ（http://jstah.umin.jp/）には国内のトラベルクリニッ
クのリストが公開されており，診療時間，未承認ワクチン
を含め取り扱っているワクチンの種類，健診，英文診断書
作成，高山病・マラリアの予防内服処方，帰国後診療の可
否などについて詳細に掲載されている．また，渡航後にマ
ラリアなどの輸入感染症が疑われる場合に診療可能な帰国
後診療医療機関リストも公開された．日本人が以前より頻
繁に海外渡航するようになり，渡航地に存在する感染症に
罹患する機会は今後も増加することが予想される．わが国
における渡航者のためのワクチンの環境整備が向上すると
ともに，渡航者が事前に渡航地の感染症情報を収集し，必
要な感染症対策を準備する習慣をもてるよう啓発していく
べきであろう．
教育講演 12
救急領域における感染対策―輸入感染症を中心に―

地方独立行政法人りんくう総合医療センター総合
内科・感染症内科兼感染症センター

倭 正也
病院の救急分野における感染対策のレベルは，その病院
全体の感染対策のレベル，さらには病院管理責任者の感染
対策における意識の高さを反映しているといっても過言で
はない．なぜなら対応する患者の年齢層，疾患の多様性お
よび想定する必要がある病原体が多岐にわたることを考え
ると，医療スタッフの感染リスクが最も高く，狭い空間に
おける患者の滞在時間の長さによる他の患者への感染リス
クが最も高い救急外来こそが最も重要と考えるからであ
る．対応としてはまずは標準予防策の徹底こそが最重要視
される．さらに近年では新興・再興感染症も念頭に置く必
要性が高まり，海外渡航歴などの問診の重要性や救急外来
における陰圧個室も必要である．当院は国内 4カ所，西日
本唯一の特定感染症指定医療機関であり，特に近年にはエ
ボラ出血熱や中東呼吸器症候群（MERS）の疑い例の対応
を行ってきた．幸い，関西空港検疫所からの直接搬送例で
あったため，医療スタッフはしかるべき PPEをあらかじ
め着用し，また患者も救急外来を経ずに別の入り口から高
度の陰圧隔離個室に直接搬入することができ，結果はいず
れも陰性であった．しかし，現実的には疑い患者が発熱な
どの症状を主訴に一般の救急外来を直接受診することが十
分に予想される．実際，2014年には米国においてリベリ
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アから渡航した男性が発熱などを主訴に受診した病院の救
急外来において，長時間待たされ，さらには渡航歴が医療
スタッフ間で十分に伝わらずに一旦帰宅とされ，後日の再
受診時にエボラ出血熱と診断された例が見られた．最終的
に死亡され，また入院中に 2名の看護師への 2次感染例も
発生した．さらに 2015年には韓国において 14番目の
MERS患者が診断されるまで個室隔離されずに二日半に
わたって救急病棟に滞在し，その間に多数の 2次感染例が
発生し，多くの死亡例を伴った病院内アウトブレイクが発
生したことは記憶に新しい．
エボラ出血熱やMERSなどの国内発生に備え，全国お

よそ 520の救急医療機関を対象とした日本救急医学会のア
ンケート調査において，救急部門において陰圧隔離個室を
有する施設は約半数にとどまることやマニュアル整備も不
十分との調査結果が報告された．搬送にかかわる救急隊や
自治体との連携の重要性もエボラ出血熱対応の過程で浮か
び上がってきた．どの病院においてもすべての感染症の一
定レベルの初期対応ができるような体制構築が今後の課題
であると考えられる．さらに，昨年夏には関西空港におい
て麻疹のアウトブレイクが発生し，当院ではそのうちの約
半数例の対応を行ってきた．その際に，当院においてどの
ような対応を実際に行ったのかについて事例を挙げて詳細
に述べさせていただく．ぜひとも今後の皆様方の救急領域
における感染対策に生かしていただきたい．
教育講演 13
感染制御の新時代―病院感染から医療・介護感染対策
へ―

大阪大学医学部附属病院感染制御部
朝野 和典

2000年前後から始まる日本の組織的な感染制御の歴史
を振り返ると，薬剤耐性菌のアウトブレイクは主に病院の
なかで起こり，菌種としてはMRSAやMDRPであった．
各医療機関に感染対策が義務付けられ，2012年の感染防
止対策加算が診療報酬に収載されたことによって，制度と
しての一定の完成に到達した．その間にMRSAの減少と，
MDRPやMDRAの拡大防止が成果としてわが校の医療現
場にもたらされている．国際的な視点に立つと，2010年
代になり，NDM型 CREをはじめとする超多剤耐性菌“su-
perbugs”の拡大が危惧され 2011年にWHOが世界保健
ディで，もはや抗菌薬の効かない時代，すなわち「ポスト
抗菌薬時代」に直面していると警鐘を鳴らした．2016年
の G7首脳による伊勢志摩サミットにおいても AMR対策
は健康上の重要な議題となった．
CREの問題点は，今ある抗菌薬のほとんどに耐性であ

ることと同時に，高齢化社会の進展に伴って，医療機関の
みならず，施設においても広がり，医療機関との間の行き
来によって拡大する点である．すなわち病院感染対策の限
界を意味し，新しい概念としての福祉施設での感染対策の
充実が必要となってきている．世界的には healthcare asso-
ciated infection；HAIと呼称されるが，日本独特の医療

保険制度の名から，「医療・介護感染（Nursing and health-
care associated infection；NHI」と名付けたい．高齢化社
会において介護福祉施設は，観血的処置を除けば，医療機
関におけると同じ介護処置が行われている．CREや VRE
は，排せつ物や痰，膿に含まれ，感染のリスクは医療機関
と同様である．それにもかかわらず，福祉施設においては，
専門的人材が少なく，財政的措置もなく，施設内感染対策
は質的にも量的にも不十分なままである．もちろん，医療
機関の感染対策も加算が設定されるまで 20年近くの年月
を要しているので，一朝一夕に施設の感染対策が充実する
ことは不可能であるものの，可及的速やかな感染対策の普
及を目指すべきである．
CRE時代の AMR細菌対策は，標準予防策の徹底と，器
具の消毒が，重要かつ有効な対策である．介護福祉施設で
はすでにノロウイルスやインフルエンザに対する感染対策
は実施されているのが一般的であるため，基本的な感染対
策は実施されている．その対策を日常的に敷衍することが
実現可能な第一の戦略となる．すなわち，有症状者に対す
る対応を標準的にすべての介護対象者に実施することであ
る．介護福祉施設における感染対策は，専門的人材の不足，
感染対策のための財源的不足，職員の感染対策に関する知
識の不足がまず克服すべき根本的な問題点である．財源的
な問題は，知識と手技でできるだけカバーして，必要最小
限の費用負担にするという戦略が重要である．そのために
は，発展してきた地域の医療機関の感染対策を利用するこ
とが最も効率的であると考えている．この戦略の実現のた
めには，地域を包括する医療と介護施設をネットワークで
結ぶことが求められる．医療機関の専門家が，介護施設の
感染対策の質的向上のために，教育やコンサルテーション
を引き受けることである．特に地域連携加算，すなわち感
染防止対策加算 1を取得している医療機関は積極的にネッ
トワークに関与，貢献すべきである．地域包括的医療・介
護ネットワークの構築には地域保健所の関与は不可欠であ
る．任意のネットワークでは，参加しない医療機関や介護
福祉施設がでてくるため，感染対策に穴ができてしまう．
そのため，行政機関である保健所の関与によって公的な性
質が加わり，参加が義務的な性質を帯びてくるため，保健
所の関与も必須である．のようにして医療―介護の連携す
る保健所をハブとする地域包括ネットワークの構築がこれ
からの耐性菌対策の強力な武器になると考えている．
シンポジウム 1：AMR対策アクションプランが求める
感染症診療における新展開
司会のことば

東邦大学医学部微生物・感染症学講座感染症病
態・治療学分野１），宮崎大学医学部内科学講座免
疫感染病態学分野２）

舘田 一博１） 岡山 昭彦２）

2016年 4月に薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン
2016～2020が発表された．これは，世界規模で進行する
耐性菌問題に関して我が国が進むべき方向性を示し，果た
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すべき責任を明確に宣言した行動目標である．その内容は
大きく 6項目からなっており，それぞれに達成目標が示さ
れていることが特徴である．（1）普及啓発・教育，（2）動
向調査・監視，（3）感染予防・管理，（4）抗微生物剤の適
正使用，（5）研究開発・創薬，（6）国際協力の 6項目すべ
てが耐性菌対策にとって必須の事項であり，1つでも欠け
てしまえば達成が困難になることは明らかである．しかし，
本アクションプランの活動期間は限られており，2020年
までに明記された数値目標を達成できるのか，かなり挑戦
的な数値目標が掲げられているという意見も散見される．
本目標の達成には，学会，行政，企業，そして市民を巻き
込んだ活動の展開が極めて重要である．特にWHOから提
案されたワンヘルス・ポリシーはグローバル社会における
新しい耐性菌対策の根幹をなす概念であり，医療機関だけ
でなく市民，動物，食品，環境の全てを含めた協働の重要
性を示している．この点で，本アクションプランは世界の
耐性菌問題に対する日本の壮大な挑戦目標と考えることも
できる．たとえ数値目標は到達できなかったとしても，本
アクションプラン 6項目はいずれも必須かつ絶対的に正し
い方向性であり，私たちが進み続けなければいけない未来
を明示している．さらに 6項目の最後に国際協力が記入さ
れたことも特徴である．耐性菌を日本だけの問題として考
えるのではなく，世界の問題，地球全体の問題として捉え，
それに対する日本の責任と貢献を約束していることが大き
い．世界の状況と比較してみると，日本の耐性菌問題はか
なり制御されていると言っていいかもしれない．それだけ
に，日本の経験・技術・活動を海外に紹介することは重要
であり，耐性菌問題における世界のリーダーとしての責任
を果たしていかなければいけない．
本シンポジウムでは，このアクションプランに関して 4

人の演者からご講演いただく．アクションプランの内容お
よび目指す方向性を行政の立場から野田博之先生（厚生労
働省健康局結核感染症課）に御発表いただく．そして，本
アクションプランが求める抗菌薬の適正使用の理想と現実
を大学病院（泉川公一先生），開業医（中浜力先生），薬剤
師（村木優一先生）の立場からそれぞれ御発表いただく．
本シンポジウムの中で本アクションプランが目指す方向性
を今一度理解していただき，その数値目標の妥当性，我々
の目指す方向性をご参加の皆様と議論できればと考えてい
る．
1．薬剤耐性（AMR）対策アクションプランの方向性

厚生労働省健康局結核感染症課
野田 博之

薬剤耐性（AMR）対策は，近年，世界的な公衆衛生上
の課題となっている．AMR対策は，2015年に開催された
先進 7カ国首脳会議（G7）エルマウサミットや 2016年に
開催された G7伊勢志摩サミットにおいて課題の 1つとし
て取り上げられた他，2016年 9月には国連総会ハイレベ
ル会合として世界中の首脳陣が集い，その対策が議論され
た．

日本では，2016年 4月に公表された薬剤耐性（AMR）
対策アクションプランに沿って，AMR対策が進められて
いる．薬剤耐性（AMR）対策アクションプランでは，世
界保健総会で採択された薬剤耐性（AMR）に関する世界
行動計画にも掲げられている，①普及啓発・教育，②動向
調査・監視，③感染予防・管理，④適正使用，⑤研究開発
に⑥国際協力を加えた 6つの柱として，2016年から 2020
年までの行動計画が示されている．また，この薬剤耐性
（AMR）対策アクションプランには，ヒト及び動物におけ
る耐性率とヒトにおける抗菌薬使用量に関する成果指標が
掲げられている．
厚生労働省では，薬剤耐性（AMR）対策アクションプ
ランに沿って，院内感染対策サーベイランス事業（JANIS）
等，これまでも実施してきた施策と共に，AMR臨床リファ
レンスセンター等の設置や抗微生物薬適正使用の手引きの
作成・公表等を行ってきた．特に抗菌薬使用量に関しては，
外来診療における使用量が多く，また，セファロスポリン
系抗菌薬，フルオロキノロン系抗菌薬，マクロライド系抗
菌薬の使用割合が多いことが指摘されていることから，感
冒や下痢症等において抗菌薬が必要ないことがあることを
含めて，感染症の適切な診断と抗菌薬の適切な使用につい
ての普及啓発を進めている．
さらに，AMR対策においては，新規の抗微生物薬を使
用できるようにするために，研究開発を推進していくこと
も重要であることから，薬剤耐性感染症（ARI）治療薬・
診断薬の実用化の加速を図る施策等も進めている．
厚生労働省としては，引き続き，抗微生物薬の研究開発
の支援を進めると共に，国民及び医療関係者に対する普及
啓発により，感染症の適切な診断と抗菌薬の適切な使用を
進めることなどを通して，AMR対策を行っていきたいと
考えている．
2．大学病院における課題と取り組み

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学
分野１），長崎大学病院感染制御教育センター２）

泉川 公一１）2）

2015年 3月に米国で，National action plan for combat-
ing antibiotic-resistant bacteriaが発表された．大統領の
直属にあたる presidential committeeが組織され，国を挙
げて耐性菌対策に取り組むことが表明された．それに続き，
2015年 5月に行われた世界保健機構（World Health Or-
ganization：WHO）総会では，薬剤耐性（AMR）に関す
るグローバル・アクションプランが採択され，加盟各国は
2年以内に薬剤耐性に関する国家行動計画を策定すること
を求められた．それをうけ，日本でも 2016年に AMRア
クションプランの提言がされた．おもに，（1）啓発・教育，
（2）サーベイランス，（3）感染予防・管理，（4）抗菌薬適
正使用，（5）研究開発・創薬，（6）国際協力の 6項目が掲
げられた．特に抗菌薬適正使用については，2020年の人
口千人当たりの 1日抗菌薬使用量を 2013年水準の 3分の
2に減少させることが目標となっており，注射用抗菌薬に
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関しては使用量を 20%以上削減することが成果指標と
なっている．日本で使用される抗菌薬の種類は，欧州諸国
と比べて，マクロライド系，セファロスポリン系，広域の
フルオロキノロン系の抗菌薬の割合が大きく，ペニシリン
系の使用頻度が低い点が特徴である．抗菌薬適正使用につ
いて，医療機関の形態により違いがあるものの様々な取り
組みが行われている．大学病院のように，地域の主導，教
育的立場にある医療機関においては，Infection Control
Teamを中心とした組織的な取り組みが行われており，今
後，成果指標達成のために大きな役割を果たすものと思わ
れる．
本シンポジウムでは，国内外の抗菌薬使用の現状，大学
病院における抗菌薬の使用状況などについて紹介し，成果
指標達成のための課題について検証し，今後，取り組むべ
き対策について，会場の皆さんと一緒に考えてみたい．
3．開業医の立場から

中浜医院院長
中浜 力

本年 4月の本学会総会にて，AMR問題について臨床医
へのアンケート調査を報告した．前回は開業医と勤務医の
2群間での AMRに対する意識比較を発表したが，今回は
診療科別に比較した成績を報告する．科別の人数は内科
420名，小児科 98名，泌尿器科 24名，耳鼻科 12名，そ
の他の科 58名である．診療科間で人数に差があるが，科
別の特徴を検証する目的で行った．まずかぜ症候群への抗
菌薬の投与割合は耳鼻科が投与する割合が高く，最も多く
投与する抗菌薬は，内科・他科はマクロライド，小児科は
ペニシリン，耳鼻科はセフェムとペニシリンと科で異なっ
ていた．投与理由としては，内科・小児科はウイルスと細
菌の鑑別苦慮が多かったが，耳鼻科・他科ではそれ以外の
理由も多かった．患者・家族が適応外でも抗菌薬を希望す
る割合では，小児科が他 3科よりも最も少なかったが，説
明後も納得が得られない時の対応は，診療科間に差はなく
約 50%の医師が抗菌薬を処方していた．外来での培養検
査の実施率は，泌尿器科が圧倒的に高く，また耐性菌感染
症で苦慮した経験があるのは，泌尿器科と耳鼻科が有意に
多かった．これらの結果から，かぜ症候群に対する対応に
ついて科別に特徴があることが窺われた．しかし抗菌薬を
希望する患者に対する対応には，いずれの診療科であって
も同様に難渋している現状である．また外来細菌感染症で
は，ESBL，緑膿菌，MRSA，PRSPなどによる耐性菌感
染が多い現状も明らかになった．
前の本学会では 5種類の耐性菌に関して，過去 10年間
で比較しても開業医で分離された株は病院外来での分離株
と耐性頻度がほぼ同様であったことを報告したが，その際
に LVFX耐性肺炎球菌の院内感染の存在を報告した．す
なわち全肺炎球菌株の LVFX耐性率は平均 5.4%と従来の
報告と同様であるが，入院症例の成人・高齢者からの分離
株はこの 10年間，20～30％と高い耐性率が続いている．
そこで成人・高齢者の入院している 91病院を，LVFX耐

性菌率の平均値 25%の上下の 2群に分けて耐性菌率を比
較すると，平均以下の 70病院では LVFX耐性菌率は 5％
と低いが，平均以上の 21病院では 60%を超えており，パ
ルスフィールド法による検証結果からも院内流行の存在が
示唆された．この 21病院には，12の療養型病院，4つの
リハビリ病院，2つの精神科病院が含まれており，いわゆ
る一般病院に比較して患者間の接触が濃密で，また院内感
染対策も不足がちと考えられる病院群であった．すなわち
大規模調査では対象に入りにくい療養型病院や精神科病院
では，LVFX耐性肺炎球菌の院内流行が起っている可能
性があり，将来の多剤耐性菌肺炎球菌の発生母地になる恐
れも想定された．
すでに大阪大学の朝野教授らは，CREの地域での潜在
的拡散の危険性を指摘している．またその地域拡散の原因
のひとつとして高齢者収容施設での感染経路を挙げ，その
感染拡大の予防策として，各保健所を中心とした感染予防
ネットワークを構築し，各施設での効率的なサーベイラン
ス活動，そして ICNによるラウンドと感染予防教育の徹
底を提唱し実施している．今回の LVFX耐性肺炎球菌の
偏在的増加も含めて，このように院内にとどまらず地域へ
の耐性遺伝子の拡散・定着は AMR問題の大きなテーマで
あり，今後は地域の療養型病院や高齢者収容施設での耐性
菌のリザーバーとなるリスクの予防対策を進める財政的支
援などの制度の確立が必要と考える．
4．AMR対策アクションプランの成果に薬剤師はどう
関わるべきか

京都薬科大学臨床薬剤疫学分野
村木 優一

抗菌薬耐性（AMR：antimicrobial resistance）は，世
界的な公衆衛生上の緊急事態として宣言され，このまま対
策を取らなければ，2050年における死亡者数はがん患者
を超えることが予想されている．こうして拡大するパンデ
ミックに対処するには，社会全体のアクションが必要とさ
れ，世界保健機関（WHO）は加盟国に対して国家行動計
画の策定を求めた．それを受け，日本においても 2016年
4月 5日に行われた国際的に脅威となる感染症対策関係閣
僚会議において｢薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン｣
が決定された．そのなかで薬剤師が積極的に関わるべき項
目には，①普及啓発・教育，②動向調査・監視，③感染予
防・管理および④抗微生物剤の適正使用があげられる．
近年，医療機関における薬剤師の活動範囲は，従来から
の薬剤部内での調剤業務に加え，病棟（ベッドサイド）や
感染対策チームなどのチーム医療，手術場，集中治療室な
ど拡大し続けている．また，薬局の薬剤師においても 2016
年度診療報酬改定において「かかりつけ機能」が評価され
るなど対物業務から対人業務への転換が求められている．
また，より専門性の高い知識・技能・態度を有した薬剤
師に対する専門・認定資格制度が導入されている．感染症
領域においては，2006年に感染制御専門薬剤師，2009年
に感染制御認定薬剤師，2010年に抗菌化学療法認定薬剤
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師といった資格制度が発足した．2017年 5月における総
延べ人数は 2,000名程度と日本の約 8,500もの病院に対し
て圧倒的に少ない状況にある．さらに，これらの認定者の
ほとんどは，医療機関に在籍する薬剤師であり，申請資格
の要件からも薬局の薬剤師が取得することは困難な状況に
ある．
現在，各国から抗菌薬適正使用支援プログラム（ASP：

antimicrobial stewardship program）による影響が報告さ
れ，ガイドラインも作成されている．我が国においても
ASPのガイダンスや外来診療の手引きなどの作成作業が
進められている．さらに，抗菌薬使用や耐性菌動向を把握
する仕組みや普及啓発活動の資材作成などが進められてお
り，我が国独自の ASPに対する評価やエビデンス構築が
喫緊の課題となっている．
今回，こうした我々を取り巻く環境の中で，薬剤師が院
内外問わず，多職種と連携し，AMR対策アクションプラ
ンの成果に如何にして関与していくべきかについて論じた
い．
シンポジウム 2：進化する抗菌薬 TDMガイドライン
2016―使用する立場から見たガイドライン―
司会のことば

富山大学附属病院感染症科１），兵庫医科大学病院
薬剤部２）

山本 善裕１） 高橋 佳子２）

2012年に発刊された初版の抗菌薬 TDMガイドライン
は，TDMの「標準化」が目標であった．そして，改訂版
ガイドラインの目的は「実用化」で，改訂が必要となった
大きな理由が 3つある．第 1に，各薬剤の TDMならびに
投与設計について，深く理解するために総論を充実したこ
とである．とくに侵襲下の薬物動態について図を加え，さ
らに詳細に記載した．第 2に，近年，基質特異性拡張型 β―
ラクタマーゼ（ESBL）産生菌の分離頻度の増加や，カル
バペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）の国内での拡がり
に伴い，それらに良好な抗菌活性を示すアミノグリコシド
系薬の使用機会が増えてきていることから，実用的なアミ
ノグリコシド系薬の TDMガイドラインが必要になった．
第 3に，抗菌薬投与設計を行う際の腎機能評価として，
Cockcroft-Gault式で算出する推定クレアチニンクリアラ
ンスを使用している施設が多く見られるが，これにはいく
つかの問題があり，その問題点を認識した上での評価を行
わなければ，投与設計に支障が生じる可能性があることが
挙げられる．
このように進化したガイドラインであるが，課題もまだ
散見される．間歇的血液透析においては，投与設計に関し
て一定の見解が示されたが，持続的血液濾過透析（CRRT）
においては，日本独自の低流量の設定のため，欧米の推奨
用量を参考にすることができず，委員会が提案した投与設
計に関しては理論的にも問題がある．その他，「今後の検
証が必要な課題」として，ガイドラインの中に明記されて
いる項目がいくつか残されている．

今までの抗菌薬 TDMガイドラインに関するシンポジウ
ムでは，作成に携わった委員の先生方を中心に，改訂のポ
イントなど解説が行われてきたが，改訂後 1年ほど経過し
た今，ガイドラインを使用する立場の臨床薬剤師の先生方
に，実際に活用する上での問題点や疑問について現場の意
見をお話しいただきたいと考え，本シンポジウムを企画し
た．
バンコマイシンは佐賀大学の浦上先生，テイコプラニン
は広島大学の冨田先生，アミノグリコシドは鹿児島大学の
茂見先生，ボリコナゾールは愛知医科大学の萩原先生に，
担当をお願いした．本シンポジウムに参加される医師，薬
剤師の先生方の代弁者として，委員以外の眼からみた意見
を聞くことができれば，今後の再改訂で，さらに進化した
ガイドラインにするためにも有用な情報となる．積極的な
フロアからのご質問，コメントも期待し，多くの先生方の
ご参加をお願いしたい．
1．バンコマイシンの適正使用と TDMガイドラインに

基づく臨床アプローチ
佐賀大学医学部附属病院感染制御部

浦上 宗治
2012年に発表された本邦初の抗菌薬 TDMガイドライ

ンは治療域や採血ポイントなど当時統一されていなかった
TDMの要素を標準化する基盤となった．2016年には新し
いエビデンスや腎機能評価手法，特殊病態下の投与計画を
はじめとする追記がされ，実用化を目的とした改訂版が作
成された．本講演ではバンコマイシンについて，改訂版抗
菌薬 TDMガイドラインの主目的である臨床での実践に
フォーカスしてその注意点や課題について述べる．
バンコマイシンはMRSA以外にも coagulase-negative
staphyloccoci（methicillin-resistant），Bacillus cereus，Co-
rynebacterium species，penicillin-resistant Streptococcus
pneumoniae など β―ラクタム耐性のグラム陽性菌に対す
る標準的な治療薬である．バンコマイシンの PK-PD指標
と臨床効果に関する検討はMRSA感染症で多く集積され
ており，初期投与時の目標トラフ値は 10～15mcg/mLが
推奨されている．細菌ごとに臨床効果を検討したものは乏
しく，現時点ではMRSA感染症で得られた治療域を応用
しながらその他の細菌に対する臨床効果を検討して新たな
エビデンスを構築してゆくことが望まれる．
腎機能正常者では早期治療域確保を目的とした負荷投与

（loading dose）が推奨されている．日常臨床では高齢者
や基礎疾患により腎機能が低下しているケースに遭遇する
ことも多いが，腎機能低下者の負荷投与量について確立し
たものはない．治療域への到達時間が延長している腎機能
低下者にとって負荷投与は大きなメリットが期待できる投
与法であり，症例に応じて安全性に留意しながら検討すべ
きと考える．また TDM実施のタイミングについては，体
内動態の予測精度を高めるために定常状態で行うことが必
要である．腎機能正常者では 4～5回投与（3日目）が推
奨されている．負荷投与を行った際の TDMのタイミング
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については，維持量に移行後およそ 24～48時間に定常状
態に至るというのが合理的であるため採血のタイミングが
非定常状態とならないように現場では多少の調整を考慮す
ることが TDMの精度を向上させることにつながる．もし
血行動態の変動要因が多く血中濃度の予測が困難である場
合は，無理矢理に TDMソフトウェアを適応するのではな
く頻回の血中濃度測定に基づいて投与量を調節する方が無
難である．
バンコマイシンの適正使用の中で，TDMが活用される
のは原因菌とその感受性が判明した最適治療（definitive
therapy）の段階である．本ガイドラインでも TDMの指
示は感染症の診断・治療のプロセス留意しなければ結果が
無駄になる可能性について言及されており，TDMは血中
濃度解析業務としてではなく antibiotic streamliningの一
環として感染症治療に活かすことが必要である．
以上のように，患者病態や治療プロセスに合わせてガイ
ドラインを適応させて適正使用を遂行することにより，よ
り進化したガイドラインとして実臨床で活用することがで
きる．本講演では，バンコマイシン投与の自験例を交えな
がらガイドラインの適応法について考えてみたい．
2．テイコプラニンの投与設計とMRSA感染症治療にお
ける位置づけ

広島大学病院薬剤部
冨田 隆志

グリコペプチド系抗菌薬テイコプラニンは，同系薬のバ
ンコマイシンに比べ腎毒性，皮疹，レッドネック症候群，
その他有害事象全般が少なく，臨床的治癒，微生物学的治
癒，死亡率ともにバンコマイシンと同等であるとされてい
（Cochrane Database Syst Rev 2010；（6）：CD007022）．
バンコマイシンと比べ，臨床データの豊富さに劣ることは
否めず，ガイドラインでの推奨度も相対的に低くなっては
いるが，腎機能障害例や，その懸念が強い患者では，重要
な選択肢となりうるものと考えられる．他方，その薬物動
態的な特徴による治療初期の血中濃度の立ち上がりの鈍さ
から，重篤な病態での治療効果への強い懸念を持たれてい
る印象があり，例えば腎機能障害のある患者の治療を考え
る際に，腎への負担軽減の観点と治療の確実性への懸念か
ら，本剤の使用について意見の衝突が起こる場面もある．
グリコペプチド系薬の有効性は曝露量と相関するとされ，
その代替マーカとなるトラフ血中濃度を目標レベルに到達
させることが重要視されている．テイコプラニンの血中濃
度を近年提唱されている高水準の目標レベルに早期に到達
させようとすると，承認されている用法用量での初期負荷
投与が不十分であることは，種々の報告からも，あるいは
自施設での経験からもほぼ異論のないところである．当院
においても，治療開始初期のテイコプラニンの総投与量は
かなり増加してきている．
本シンポジウムのトピックである抗菌薬 TDMガイドラ

インでも，テイコプラニンの血中濃度を速やかに目標レベ
ルに到達させるための初期負荷投与の設計について多く記

述されている．2016年改訂では，これからの検証が必要
なものとしてではあるが，高用量の初期負荷投与用法用量
案が提示されている．これによって，不慣れな施設におい
ても，治療の最初から添付文書の標準用量を超えた投与設
計にも踏み出しやすくなっていると考えられる．初期負荷
投与のより適切投与設計を検討していく上で，早期に高い
血中濃度を達成することを考えると，消失が遅く，安全面
の懸念も少ないと考えられるテイコプラニンについて，負
荷投与として必要な投与量をどこまで分割投与する必要性
があるのかは，追求の余地があると考えられる．また，高
用量の負荷投与により早期の目標レベル到達を実現した，
ある水準の治療成績を達成したとする報告は集積してきて
いるが，前述したような治療の確実性の懸念を払拭するに
は，速やかに目標レベルの血中濃度到達を達成することで，
例えばバンコマイシンに劣らない重症例の治療や治療開始
早期の病態改善を得ることができるかというデータの構築
も必要と考えられる．本剤の投与設計は発展途上にあり，
見出された適切な初期負荷投与のもとで，グリコペプチド
の高用量時代にもバンコマイシンと同等の治療成績を達成
できることが確認されれば，相対的に好ましい副作用プロ
ファイルをもつ本剤の位置づけもまた見直されうるものと
考えられる．本ガイドラインがこの過程を支える形で発展
していくことが期待される．
3．アミノグリコシド系薬の TDMの実際―抗菌薬 TDM
ガイドライン 2016の活用―

鹿児島大学病院薬剤部１），同 医療環境安全部感
染制御部門２）

茂見 茜里１）2）

基質拡張型ベータラクタマーゼ産生菌や多剤耐性緑膿菌
に加え，近年カルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）の
増加が懸念され，その動向が監視されている．CRE感染
症は 2015年の厚生労働省院内感染対策サーベイランス報
告で菌血症が 27.6％と最も多く，当院でも複雑性菌血症
をきたし治療に難渋する症例を経験する．腸内細菌科細菌
のアミカシン感受性は 99%以上，緑膿菌でも 96.2％とカ
ルバペネム系薬やキノロン系薬に比べ感性率が高く，薬剤
耐性グラム陰性菌感染症治療薬にアミノグリコシド系薬が
選択肢となり得る．
実用化を目的に改訂された抗菌薬 TDMガイドライン
2016では，アミカシン（AMK）・ゲンタマイシン（GM）・
トブラマイシンのグラム陰性菌に対する標準治療の場合，
原因微生物のMIC別の初期投与量と目標 Cpeak濃度，ト
ラフ濃度が 2段階で設定され，MICが低い原因菌の場合，
Cpeak/MIC8～10達成には低用量での投与が可能となる．そ
こで当院では感染制御部門医師，細菌検査技師とグラム陰
性菌の薬剤感受性試験（微量液体希釈法）の濃度設定範囲
を見直し，AMK 8μg/mL→2μg/mL，GM 2.0μg/mL→0.5
μg/mLへと最小希釈濃度を変更した．アミノグリコシド
系薬の総投与量の増加は腎障害の発生率を上昇させるとの
報告もあり，不要な増量回避で安全性向上が期待される．
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また腎機能低下時の投与レジメンとして eGFR（mL/
min/1.73m2）とMICに応じた投与量および投与間隔の推
奨が新たに設けられ，腎機能低下患者での TDMはトラフ
値に基づく投与量の調節が推奨された．重症例や原因菌の
MIC=8.0μg/mLの場合，40≦eGFR（mL/min/1.73m2）≦
59で AMKは 1回 12mg/kgを 24時間毎，60≦eGFR≦79
で 1回 15mg/kgを 24時間毎の投与が可能となっている．
2010年以降に当院での AMK投与例 72例を検討した結
果，実測トラフ濃度が確認できた 61例中 35例（57.4％）
は AMKの推奨トラフ濃度の＜4.0μg/mLであった．一方
で残りの 26例ではトラフ濃度が 4.0μg/mLを超え，その
中で透析症例 2例，持続的血液濾過透析（CHDF）症例 12
例を除外した 12例の投与量の中央値は 15.0mg/kg，eGFR
（mL/min/1.73m2）は 63.8mL/minと推奨投与量でもトラ
フ濃度が高値となり，減量または投与間隔の延長を要した．
これらの中には体重 40kg以下の患者が 5例（38.4％），65
歳以上の高齢者が 8例（61.5％）と高率に含まれ，低体重
または高齢者での血清クレアチニン値推測 eGFRでは腎
機能過大評価の可能性を考慮する必要がある．
アミノグリコシド系薬投与を要する場合，敗血症性

ショックによる臓器障害を合併し腎代替療法やメディエー
ター除去目的で CHDFを必要とする症例も少なくはなく，
当院でも 72例中 22例（30.5％）は CHDFを施行してい
た．本ガイドラインでは CHDF時には各施設での流量条
件も考慮した投与設計が提唱され，初期投与設計の際に良
い目安となる一方で，透析条件や患者の残存腎機能の変化
で血中濃度が変動する症例を経験することから TDMに基
づいた投与間隔（48時間を上限）や投与量調節が重要と
なる．
抗菌薬 TDMガイドライン 2016の改訂で，アミノグリ
コシド系薬の使用に際し初期投与設計しやすくなった一
方，その中で直面する問題点や腎機能評価など注意すべき
点はあり，アミノグリコシド系薬の適正使用において
TDMが果たす役割は大きいと考える．
4．TDMガイドラインに基づくボリコナゾール投与時
の問題点への薬物動態学的アプローチ

愛知医科大学分子疫学・疾病制御学寄附講座１），愛
知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学２），愛
知医科大学薬剤部３），同 感染症科４），同 感染制
御部５）

萩原 真生１） 横山 優樹２）3）塩田 有史３）5）

柴田 祐一２）3）加藤 秀雄２）3）5）渡邊 弘樹４）5）

浅井 信博４）5）小泉 祐介４）5）山岸 由佳４）5）

三鴨 廣繁２）4）5）

ボリコナゾール（VRCZ）は広域な抗真菌スペクトルを
有するアゾール系の深在性真菌症治療薬の一つである．
VRCZは侵襲性肺アスペルギルス症を含む浸剤性真菌症患
者に対して臨床効果と血中濃度の関連性が認められ，現在，
VRCZは TDMの実施可能な唯一の抗真菌薬であり，血中
濃度測定結果による用量調節が推奨されている．2016年

に TDMの実用化を目的とした抗菌薬 TDMガイドライン
2016が発刊されたが，その中で VRCZの有効治療域は，ト
ラフ濃度が 1.0～2.0μg/mL以上を推奨しており，トラフ
濃度が 4.0～5.0μg/mLを超えると視覚障害や肝障害など
の発現リスクが高まるとされている．しかし，感染症の種
類や感染部位，患者の重症度に関わらず VRCZの目標濃
度は一定でいいのかといった問題に対しては依然として疑
問が残る．
また，VRCZは非線形性の薬物動態を示すことが知られ
ており，cytchromeP450（CYP2C19）の遺伝子多型が薬
物代謝における変動の主要な決定因子と考えられている．
Poor metabolizer（PM）の患者は VRCZの代謝が遅延し，
添付文書通りの投与では血中濃度が高くなり，肝機能障害
の発現リスクが上昇する．現在までに，遺伝子多型解析の
結果が VRCZの投与量適正化に有用であった報告は多数
認められる．しかし，問題は臨床現場で CYP2C19の遺伝
子多型を患者毎に測定するのは困難であり，添付文書通り
の投与を行っても，血中濃度が高くなり過ぎてしまう場合
がある．
そこで，我々は当院における VRCZの使用実態調査を
行い，初回 TDM施行時において得られた VRCZの血中
トラフ濃度を基に各症例を血中濃度低値群と高値群に分
け，感染症の種類を加味した各群の母集団パラメータを算
出し，VRCZの血中濃度推移を予測・比較検討を行った．
また，同パラメータを用いて VRCZの初期投与量と維持
投与量の至適投与量の算出を行った．
また，VRCZの有害事象として肝障害の他に中枢性症状

（幻覚・幻視）・視覚障害が報告されている．既報によれ
ば，幻聴や幻覚などの神経障害は VRCZの血中トラフ値
が高くなることで増加する可能性が示され，TDMガイド
ラインでは，視覚障害と血中 VRCZ濃度に優位な相関が
認められるとの記述がある．そこで，当院において VRCZ
の投与中に中枢性症状および視覚障害をきたした症例につ
いて臨床的経過を精査した結果，VRCZの血中トラフ値が
指標域内の濃度でも中枢性症状（幻覚・幻視）・視覚障害
は認められ，特に，視覚障害を発現した症例の VRCZの
トラフ値は，視覚障害を発現しなかった症例のトラフ値よ
り高値を示した．そのため，VRCZによる視覚障害は血中
濃度がリスク因子として関与する可能性が考えられた一方
で，VRCZの投与を開始した患者は，その血中濃度の高低
に関わらず中枢性症状（幻覚・幻視）の出現について注意
深く観察する必要性が示唆された．
本発表では，上内容の TDMガイドラインに基づくボリ
コナゾール投与時の問題点に対して自験例を含め薬物動態
学的考察を含めた報告を行う．
シンポジウム 3：動物由来感染症の新潮流
司会のことば

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科微生物学分
野１），福井大学医学部附属病院感染制御部感染症
膠原病内科２）
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西 順一郎１） 岩﨑 博道２）

近年“One Health”という言葉が注目されている．One
Healthは，人と動物と環境は一体をなし，相互関係の中
でこれらの健全性が維持されるという考え方である．この
概念が急速に広がった背景には，世界的な環境の変化やグ
ローバリゼーションに関連する人獣共通感染症（ズーノー
シス）の流行がある．その中に新興・再興感染症，さらに
は輸入感染症として扱われるものも含まれ，動物由来感染
症とも表現される．この数年では鳥インフルエンザ，中東
呼吸器症候群（MERS），重症熱性血小板減少症候群（SFTS）
およびエボラウイルス感染症等が大きな話題となった．本
来野生動物が有する病原体に直接さらされる機会や，病原
体を媒介する節足動物に接触する機会が増えたことが要因
と考えられる．自然豊かな地域での新たな開発事業や，ア
ウトサイドブームの広がりに伴う人の動物活動地域への侵
入，さらには地球規模の温暖化等の気候変動による野生動
物生育環境の拡大等と関係し，動物由来感染症が発生しや
すくなっていると考えられる．本シンポジウムでは最近注
目を集めている動物由来感染症を取り上げ，この領域でご
活躍の先生方にそれぞれのご専門の感染症の概説と最新の
情報提供をいただく予定である．
最初に，国立国際医療研究センターの忽那賢志先生から，
動物由来感染症の近年の動態につき総論的解説をいただ
く．次に福井大学の田居克規先生から，ダニ媒介感染症を
取り上げていただき，とくにつつが虫病や日本紅斑熱を含
むリケッチア感染症について我が国の現状を報告していた
だく．さらに東京都立墨東病院の岩渕千太郎先生からは，
デング熱やジカウイルス感染症で話題となり，最近急激な
患者数の増加をみる蚊媒介感染症について触れていただ
く．最後に，世界に広く分布し，このところ新知見の多い
レプトスピラ症について動物側の視点も含めて，産業医科
大学の齋藤光正先生より報告をいただく予定である．
日本はこれまでは動物由来感染症の発生が比較的少な
かったため，グローバル化の進んだ現代社会において，と
もするとこれらの感染症の診断には苦慮することが多い．
したがって，各動物由来感染症の疫学，臨床症状および治
療法等，疾患の特徴を理解しておくことは日常診療の一助
になると考える．このシンポジウムの中で，今我が国にお
いて動物由来感染症をどのように捉え，実臨床の中でどの
ように対応していくか，One Healthの視点も含めご聴講
いただき，この領域の新潮流を感じ取っていただければ幸
いである．
1．動物由来感染症の近年の動向

国立国際医療研究センター国際感染症センター
忽那 賢志

動物由来感染症（人畜共通感染症）は大別すると，感染
源である動物から直接人間にうつる直接伝播と，感染源で
ある動物と人間との間に何らかの媒介物が存在する間接伝
播とに分けられる．直接伝播の動物由来感染症には，動物
に まれたり引っかかれたりすることによって感染する狂

犬病，パスツレラ症，カプノサイトファーガ・カルモニサ
ス感染症，猫ひっかき病，糞便や飛沫から感染するクリプ
トコッカス症，オウム病，トキソプラズマ症などがある．
間接伝播する動物由来感染症は，ベクター媒介性，環境媒
介性，動物性食品媒介性の 3つに大別され，環境媒介性に
は水が媒介するクリプトスポリジウム症，レプトスピラ症，
土壌が媒介する破傷風や炭疽などがあり，動物性食品媒介
性には食肉が媒介するキャンピロバクター感染症や E型
肝炎など，鶏卵が媒介するサルモネラ症，乳製品が媒介す
るブルセラ症，魚介類が媒介するクドア症などがある．ベ
クター媒介性の動物由来感染症には，蚊媒介性，ダニ媒介
性，ノミ媒介性，シラミ媒介性などがあるが，これらのベ
クター媒介性動物由来感染症のうち，近年，大きく疫学を
変化させているのは蚊媒介性およびダニ媒介性の動物由来
感染症である．蚊媒介性感染症にはデング熱，チクングニ
ア熱，ジカウイルス感染症，黄熱などがある．2014年の
日本国内におけるデング熱のアウトブレイク，アメリカ大
陸におけるチクングニア熱のアウトブレイク，そして 2007
年のヤップ島でのアウトブレイクから世界中に広がり続け
るジカウイルス感染症など近年，蚊媒介性感染症は世界に
おける公衆衛生上の大きな問題と言える．またこれらの比
較的近年流行が広がった感染症だけでなく，古くから知ら
れている感染症である黄熱も近年はアンゴラやブラジルで
アウトブレイクを起こしている．こうした蚊媒介性感染症
の広がりは，温暖化，人口密集，国際化などが関与してい
るものと考えられている．ダニ媒介性感染症にはリケッチ
ア症，重症熱性血小板減少症候群（SFTS），ダニ媒介性
脳炎などがある．日本国内でみられるリケッチア症にはツ
ツガムシが媒介するツツガムシ症，マダニが媒介する日本
紅斑熱の報告が大半を占めるが，近年は極東紅斑熱（Rick-
ettsia heilongjiangensis 感染症），Rickettsia Helvetica 感
染症，Rickettsia tamurae 感染症が国内でも報告されてお
り，また中国ではヒトの Candidatus Rickettsia tarasevi-
chiae感染症が報告されているが，このリケッチアは日本
国内のマダニも保有していることが分かっており，今後国
内例が報告される可能性も考えられる．SFTSは 2013年
に国内第 1例が報告されて以降，2017年 5月 30日現在 250
例の感染例が報告されている．死亡率は 22％と未だに高
く，また当初は西日本に集中していたが，近年は近畿・北
陸地域からの報告も出ている．その他の国内で問題となる
マダニ媒介性感染症として，ライム病，ボレリア・ミヤモ
トイ感染症，ダニ媒介性脳炎がある．これらは北海道を中
心に感染例が報告されている．ダニ媒介性脳炎は 2016年
に本邦 2例目が報告されており，今後の疫学の解明が待た
れる．ボレリア・ミヤモトイ感染症は近年世界中で注目を
集めている感染症であるが，シュルツェマダニなどのマダ
ニが保有することがあり，ときにライム病との共感染例も
報告されている．
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2．ダニ媒介感染症―リケッチア感染症の現状を中心
に―

福井大学医学部附属病院感染症・膠原病内科感染
制御部１），同 内科学（1）２）

田居 克規１）2）伊藤 和広１）2）重見 博子１）

山内 高弘２） 岩﨑 博道１）

【近年のダニ媒介感染症】
わが国における主なダニ媒介感染症は，リケッチアによ
るつつが虫病や日本紅斑熱と，ボレリアによるライム病な
どが知られてきた．近年ではこれらに加えて，欧米で多く
の患者報告があるヒトアナプラズマ症（Anaplasma phago-
cytophilum 感染）や，ロシアで患者報告がされている新
興回帰熱（Borrelia miyamotoi 感染）の国内発症例も明
らかとなった．さらに 2011年に中国で報告された重症熱
性血小板減少症候群（severe fever with thrombocytopenia
syndrome：SFTS）が，2013年に我が国でも確認され，致
死率の高さから大きな問題となっている．本シンポジウム
では，主にリケッチア感染症を中心に述べたい．
【わが国のリケッチア症の現況】
リケッチア目・リケッチア科に属する病原体は世界各地
に分布し，その中で紅斑熱群およびつつが虫病群がダニ媒
介性の病原体である．リケッチアは細胞内でのみ増殖可能
な偏性細胞内寄生病原体であり，人工培地では増殖できな
いため，通常の培養検査で原因病原体として同定すること
はできない．急性の発熱と発疹を主徴とし，北米大陸にみ
られるロッキー山紅斑熱，地中海沿岸にみられる地中海紅
斑熱，オーストラリアにみられるクインズランドダニチフ
スなどが代表的なものである．わが国のリケッチア症とし
ては，つつが虫病（Orientia tsutsugamushi 感染）が長く
知られていたが，マダニに刺 されることにより感染する
新興リケッチア症としての日本紅斑熱（Rickettsia japonica
感染）が，1984年に初めて確認された．さらに感染地域
も拡大し，死亡例の報告も相ついで，感染症対策上の大き
な課題となっている．以下，リケッチア症としてわが国に
おいて大多数を占めるつつが虫病と日本紅斑熱の現状を概
説する．
【つつが虫病と日本紅斑熱】
つつが虫病は，病原リケッチアを保有する小型のダニ（ツ

ツガムシ）の幼虫がヒトを刺 して感染する．O. tustsuga-
mushi は血清学的に多様であり，わが国では Gilliam，
Karp，Katoの標準 3型に，近年報告例の増加した
Kawasaki（または Irie），Kuroki，Shimokoshiの 3型 を
加えた 6型に分類される．わが国における届け出患者数は
年間おおよそ 400～500例で，発生地域は全国都府県に及
んでいる．発症時期はつつが虫の活動時期に一致し，秋～
初冬または春～初夏に多発する．本症は感染症法に基づく
全数届出の 4類感染症に分類されている．日本紅班熱は，
2014年の集計で年間 241例，2015年の集計で年間 215例，
2016年の集計で年間 275例の報告があり，増加傾向にあ
る．発症時期はマダニの活動期に一致し，4月～11月に発

生し夏から秋に多い．また，発生地域としては主に関東以
西の比較的温暖な太平洋沿岸に多いが，近年北上を続けて
いる．さらに最近では Rickettsia heilongjiangensis，Rick-
ettsia Helvetica および Rickettsia tamurae 等の新種の病
原体が確認されており，わが国の紅斑熱群リケッチア症の
多様化が進んでいる．本症も感染症法の 4類感染症に分類
されている．つつが虫病の治療薬としてテトラサイクリン
系薬が第一選択として使用され著効するのに対し，日本紅
斑熱ではその有効性が十分ではないことが経験され，つつ
が虫病より重篤化し易く，死亡例も散発しているのが現状
である．
3．最近の蚊媒介感染症の話題

東京都立墨東病院感染症科
岩渕千太郎

日本では大きな問題となることは少ないが，現在まで蚊
媒介感染症は世界の中では，感染症の原因として大きな割
合を占めている．蚊媒介感染症は大別すると，マラリアと
ウイルス感染症，それ以外に分けられる．
マラリアは重要な問題であるが，現在の国内流行は無く，
輸入感染症として対応が必要な疾患である．治療薬も過去
は国内で使用可能なものも限られていた．少しずつではあ
るが，熱帯病治療薬研究班の尽力により，国内承認薬も増
えている．近年の国内承認薬などの現状について紹介する．
蚊媒介によるウイルス感染症は近年の重要なトピックで
ある．2014年に東京都内で発生したデング熱の国内流行
は記憶に新しい．2015年，2016年には国内流行は発生し
ていなかったが，今後も発生する可能性はあるため注意が
必要である．デング熱以外ではこの数年で急速に流行範囲
が拡大しているジカウイルス感染症も重要なトピックであ
る．当初は，症状も軽度と考えられていたが，2016年の
中南米の流行から，妊娠中の感染による胎児奇形の増加が
報告され，一気に大きな問題となった．デング熱，ジカウ
イルス以外にも，チクングニア熱，ウエストナイル熱など
も過去に話題となっている．これらの疾患のいずれも，輸
入感染症としても注意が必要であり，かつ，媒介する蚊は
日本にも生息しているため，国内発生にも注意したい．蚊
媒介感染症に対して，現場はどのように取り組むかなどに
ついて紹介をする．
4．身近な動物に潜むレプトスピラ

産業医科大学医学部微生物学
齋藤 光正

レプトスピラ感染症は代表的な人獣共通感染症である．
病原性レプトスピラは，野生動物（ネズミ，イノシシなど），
家畜（ウシ，ウマ，ブタなど），ペット（イヌ）などに病
原性を示すほか，これらの動物は保菌動物となって腎臓に
保菌し，尿中に菌を排出する．動物における保菌期間は種
によって異なり，例えばウシでは数週間以下，ブタは数カ
月から 1年以上，イヌは数年から一生涯といわれている．
ヒトは，保菌動物の尿，または尿で汚染された水や土壌に
接触することにより，皮膚または粘膜（口腔，気道，眼な
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ど）を通して感染する．ヒト―ヒト感染は稀であるため，
感染源は動物または汚染された環境に限定される．
ヒトが感染した場合，症状の程度はさまざまである．重
症型（ワイル病）は，黄疸，肺出血，腎障害の三主要徴候
が出現し，死亡することがある．これに対し，軽症型（秋
季レプトスピラ病）は，黄疸を伴わず感冒様症状のみであ
る．
レプトスピラ感染症は世界中に広くみられ，年間 30万～
50万人が重症化していると推測されている．高温多湿の
熱帯，亜熱帯では雨期に多発している．一般に，家畜を取
り扱う職業や，農業従事者などの野外労働者に感染機会が
多いが，洪水発生時にはしばしばアウトブレイクが起こる．
わが国においては，1970年代前半まではレプトスピラ感
染症で年間 50～250名が死亡していたが，その後発生数が
激減し，現在では年間 20例ほどの報告数にとどまってい
る．衛生環境が改善し，農業の機械化，作業者の長靴，手
袋着用など経皮感染の機会が減少したことが，その理由で
ある．かわって近年では河川でのレジャーの際に感染した
と推定される事例が増加していて，2016年 8月沖縄県国
頭村において集団感染が発生した．沖縄県全体では同年，
統計のある 2003年以降最多の年間報告数となった．
一方で，都市部での感染も増加しつつある．これは，都
心に生息するネズミがレプトスピラを保有しており，ネズ
ミの尿などで汚染された水などを介して感染する機会が増
えたためと考えられる．実際，東京都心，名古屋市などの
ドブネズミからレプトスピラが分離されている．2013～
2014年に Saitoらが福岡市都心部の市場でドブネズミを捕
獲して調査したところ，驚くべきことに 72％のネズミが
レプトスピラを保菌していた．ネズミの腎臓から 2種類の
株を分離したが，両株もハムスターに対する LD50は 1×10
以下で，高い病原性を示した．1株については，これまで
日本土着の血清群として認識されていなかった血清群 Po-
monaであることがわかった．このように，日本の都市の
ネズミは高病原性のレプトスピラを高率に保菌しているこ
とが明らかになった．
飼い犬などペットが保菌していて感染源となる可能性も
指摘されている．小泉らは，日本の猟犬，ペット犬にもレ
プトスピラ感染症が多く発生しており，その分離株は病原
性が強く，血清型がこれまでの Canicolaもしくは Ictero-
haemorrhagiaeから Hebdomadisに変遷してきていること
を報告した．また，輸入愛玩動物（アメリカモモンガ，ア
ライグマなど）の中にもレプトスピラを保菌している動物
がいる．とくにアライグマは近年国内で野生化して繁殖し，
その被害が深刻化しているが，野生化したアライグマから
もレプトスピラが分離されている．今後は野生の保菌動物
として注意する必要がある．
シンポジウム 4：嫌気性菌感染症の新展開に向けて―ト
ランスレーショナルリサーチの探求―
司会のことば

名古屋市立大学大学院医学研究科呼吸器・免疫ア

レルギー内科学１），愛知医科大学病院感染症科/感
染制御部２）

中村 敦１） 山岸 由佳２）

嫌気性菌は土壌などの環境に存在するとともに，ヒトの
腸内や腟内の常在菌叢を構成する微生物の一つでもある．
ヒトにとって嫌気性菌は，通常は常在菌叢を構成する有益
な菌であるが，免疫不全宿主などでは内因感染により感染
症を発症し，時に慢性化することもある．実際の臨床現場
において，嫌気性菌は好気性菌や他の嫌気性菌と同時に複
数で検出されることも多い．酸素曝露に脆弱であること，
発育には栄養要求性が高い菌種が多いことなどから，嫌気
性菌を検出する精度は臨床検査技師の知識や経験に負うと
ころも多い．また，菌種名が分類学の進歩に伴ってしばし
ば変更されることが多いため，混乱をきたす場合も少なく
ない．
本シンポジウムでは，基礎と臨床の各領域から嫌気性菌
に関する新しい話題を発表いただき，新たな基礎的，臨床
的研究の課題を探求する機会にしたいと考えている．岐阜
大学嫌気性菌研究分野の田中香お里先生には，嫌気性菌の
菌名や検査法など基礎領域の最新の話題を解説いただく．
愛知医科大学の松本麻未先生には難治性虫垂炎の原因菌で
ある可能性が指摘されている Bilophila 属について臨床的
意義とゲノム研究の解析結果を報告していただく．産業医
科大学の川波敏則先生には各種肺炎などの呼吸器感染症に
対する細菌叢解析結果について言及していただく．岐阜県
可茂保健所の伊藤陽一郎先生には医療関連感染病原体とし
て重要な嫌気性菌の一つである Clostridioides difficile 感
染症について述べていただく．本シンポジウムが，参加さ
れた先生方の新たな研究課題の発見に繋がれば幸いであ
る．
1．基礎領域の話題

岐阜大学生命科学総合研究支援センター嫌気性菌
研究分野１），岐阜大学大学院連合創薬医療情報研
究科２），岐阜大学研究推進・社会連携機構微生物
遺伝資源保存センター３）

田中香お里１）2）3）

嫌気性菌感染症に関与する嫌気性菌のうち，Clostridium
属を中心とした外毒素性の疾患をおこす菌種については一
般に病原的意義が明確で病原因子としての毒素タンパク質
や毒素産生に関わるゲノム解析についても研究が進んでい
る．他方，嫌気性菌感染症の多くを占める内因性感染症に
ついては，通常複数菌種による感染で，皮膚や口腔・腸管・
女性泌尿生殖器領域の粘膜とその近傍に常在する多種多様
な嫌気性菌が分離される．こういった内因性感染症に関与
する嫌気性菌ついては，Bacteroides 属や歯周病関連の陰
性桿菌については研究が進んでいるが，比較的よく分離さ
れる菌種でも病原的意義が不明な菌も多い．特に，無芽胞
グラム陽性桿菌については，この菌群自体，これまで分離
同定される菌種が限定的であったこともあり，グラム陰性
桿菌に比べて病原的意義についての検討は少ない．
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こういった中で，Cutibacterium acnes（旧 Propionibac-
teroium acnes）は，従来からよく知られている嫌気性無
芽胞グラム陽性桿菌の主要菌種で，研究が進められている
菌種である．皮膚，口腔，腸管の常在菌でニキビの炎症に
関わることはよく知られている．一般的に病原性は低いと
されており，日和見感染的に人工関節や人工心臓弁，遅発
性眼内炎や皮膚軟部組織感染症から時に分離される．C. ac-
nes については，以前から 2つの血清型（Type I，II）が
存在することが知られていた．2004年に全ゲノム解析が
実施されて以降，病原因子として hemolysinと考えられ
る遺伝子（tly）や CAMPファクターに関わる遺伝子
（camp）が見いだされ，これらの遺伝子による鑑別も導
入され，現在では，Type IA1，IA2，IB，IC，II，IIIの
タイプに分けられている．これらのタイプは病態により分
布傾向が異なることが報告されており，Type IA1はニキ
ビに多く，IB，IIは皮膚軟部組織感染症や人工物関連の
感染から多く分離されるとされている．こういったことか
ら，C. acnes のタイピングは，ハウスキーピング遺伝子
と上記の病原因子遺伝子によるMLSTにより，さらに細
かいタイプ別と病原性の関連付けが試みられている．
分子生物学的手法や機器の進歩は，非培養法による菌叢
解析を可能にし，培養法で認識されていなかった嫌気性菌
の存在を明らかにしつつある．新菌種の提案も増えており，
これまで同定不能菌として埋もれていた菌種が定義された
ことにより，嫌気性菌感染症の新たな疫学情報に繋がって
いくものと考えられる．また，全ゲノム解析が以前より容
易になったことから，感染症材料からよく分離されながら，
検討が困難で病態への関与が未解明であった菌種について
も検討が進むことが期待される．
2．Bilophila 属細菌の臨床学的意義とゲノム研究

愛知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学１），愛
知医科大学病院感染症科２），ミヤリサン製薬株式
会社東京研究部３）

松本 麻未１）3）山岸 由佳１）2）

高橋 志達２）3）三鴨 廣繁１）2）

近年，嫌気性菌を中心とした腸内細菌叢に関連する研究
は，分子生物学的手法やメタゲノム解析法によって急速に
進化している．嫌気性菌分野の発展と共に新たな細菌が命
名されてきたが，その一つに Bilophila 属細菌が挙げられ
る．Bilophila 属細菌は 1989年に新規に承認された無芽胞
性の偏性嫌気性グラム陰性菌である．Bilophila 属細菌の
type speciesである Bilophila wadsworthia は Baronらに
よって壊死性・穿孔性虫垂炎の組織と人の糞便から初めて
分離され，当初は虫垂炎原因菌の一つとして注目されてい
たが，その後の研究により胸水，血液，肝膿瘍，下顎骨髄
炎等多様な臨床材料からも分離されることがわかり，本菌
と種々の感染症との関連が示唆されるようになった．B.
wadsworthia の特徴として，βラクタマーゼを産生し，β
ラクタム薬に耐性傾向を示すことが知られている．B. wad-
sworthia は無芽胞嫌気性菌のため弱毒株であることが推

察されているが，本菌はほとんどが混合感染であるため，
投与された βラクタム薬が分解され混合菌による感染を
制御できない可能性もあり，治療上問題になりうることも
示唆されている．B. wadsworthia の分離・同定に関する
報告は極めて少ないが，この理由として，本菌の酸素感受
性が比較的高いため輸送中に死滅している可能性があるこ
と，発育が遅く嫌気性菌用非選択培地ではほとんど見過ご
されていることなどが考えられる．しかし，近年は培養に
依存しない細菌のゲノムデータを用いた解析法が導入され
てきたことで，Bilophila 属細菌が感染症原因菌としての
みならず他の疾病においても宿主に影響を及ぼす可能性が
明らかにされつつある．分子生物学的手法や次世代シーケ
ンサーによるゲノムデータ解析により，腸内細菌叢を構成
する細菌の一つである Bilophila 属細菌は，産生する硫化
水素により腸管粘膜を傷つけることで腸管での炎症を誘導
することが報告されている．さらに，Bilophila 属細菌の
炎症誘導能は，炎症性腸疾患や腺腫性ポリープ，若年性特
発性関節炎等多岐にわたる疾病において示唆されている．
現在腸内細菌叢における Bilophila 属細菌の存在意義の解
明に関心が集まってはいるが，その詳細は未だ明らかと
なっていない．本講演では，上記を含めた Bilophila 属細
菌の各種疾病における臨床学的意義に関する知見と共に，
B. wadsworthia と疾患との関連性を明らかにするため，本
邦で分離された B. wadsworthia を用いたゲノム解析結果
及び炎症性サイトカイン誘導能についても紹介する予定で
ある．
3．細菌叢解析からみた呼吸器感染症における嫌気性菌
の役割

産業医科大学呼吸器内科学
川波 敏則

2017年 7月に，新しく日本呼吸器学会から「成人肺炎
診療ガイドライン」が策定され，市中肺炎（community-
acquired pneumonia，CAP），医療・介護関連肺炎（nurs-
ing and healthcare-associated pneumonia，NHCAP）お
よび院内肺炎（hospital-acquired pneumonia，HAP）が
まとめられ 1つのガイドラインに集約された．特に，
NHCAPおよび HAPでは，まず誤嚥性肺炎のリスクの有
無について検討し，リスク因子の保有があれば，嫌気性菌
をカバーすることを検討するように記載されている．
さて，このように誤嚥性肺炎では本当に嫌気性菌が多く
関与されているのであろうか．誤嚥性肺炎の原因菌につい
ては，1970年代に検討が行われ，嫌気性菌が 87.5～100%
を占めていたといういくつかの報告があり，現在でも誤嚥
性肺炎では嫌気性菌が重要であるとされている．
われわれは，これまで本学微生物学教室との共同研究で，
呼吸器感染症患者の呼吸器検体について，培養に依存しな
い遺伝子工学的手法による細菌叢解析法を行ってきた．細
菌叢解析法とは 16S ribosomal RNA遺伝子を PCRで網羅
的に増幅し，PCR産物のクローンラブラリーを作成した
後に無作為に選択した 96クローンの塩基配列を評価する



166

感染症学雑誌 第92巻 第 2号

ことで，その検体中の優占菌種を把握する手法である．
この方法を用いて，市中肺炎（Yamasaki K，et al. PLoS
One 2013）や医療ケア関連肺炎（Nogutchi S，et al. PLoS
One 2015）の気管支肺胞洗浄液を用いて細菌叢解析を行っ
たところ，既報の原因菌に加えて，嫌気性菌やレンサ球菌
が多数認められたことを報告した．さらに，誤嚥リスクの
有無と細菌叢との比較検討では，誤嚥リスク群では口腔レ
ンサ球菌がより多く検出され，誤嚥リスクに口腔レンサ球
菌の関与が最も大きい可能性が見出された．一方で，以前
から誤嚥との関連性が指摘されていた嫌気性菌の検出率に
ついては，誤嚥のリスクの有無では差は見られなかった
（Akata K，et al. BMC Pulm Med 2016）．現在，下気道
から嫌気性菌が検出される肺炎群の背景因子について，口
腔内衛生や歯周疾患と肺炎の細菌叢を検討している．また，
肺化膿症についても気管支肺胞洗浄液の細菌叢解析では，
既報の通り，嫌気性菌および Streptococcus anginosus
group（SAG）が多数検出された（Mukae H，et al. Respi-
ration 2016）．
われわれは，細菌性胸膜炎や膿胸といった細菌感染関連
胸水においても同様に検討を行い，約半数の症例で嫌気性
菌が検出され，これまでの予想よりはるかに嫌気性菌が細
菌感染関連胸水に関与している可能性を明らかにした
（Kawanami T，et al. Chest 2011）が，これまで細菌感染
関連胸水の症例の後方視的検討では，嫌気性菌および
SAG，その他の原因菌群と 3群において，SAGに比べて
嫌気性菌が検出された症例で年齢が若く，基礎疾患の合併
が少ないこと，また，嫌気性菌では発症から入院期間まで
の期間が長く，混合感染（胸水から複数の細菌 rRNA遺
伝子が検出された）の割合が多い傾向がみられた．
今回は，細菌叢解析を用いて得られたデータを多方面か
ら検討し，呼吸器感染症における嫌気性菌の位置づけにつ
いて概説する．
4．Clostridioides difficile 感染症の分子疫学的検討

岐阜県可茂保健所１），国立感染症研究所細菌第二
部２），岐阜赤十字病院感染対策チーム３）

伊藤陽一郎１） 加藤 はる２） 森田 恵理３）

松田みどり３） 宇野 太志３） 木村 繁和３）

2000年初め以降北米，欧州で Clostridioides difficile の
PCR-ribotype 027の流行が報告される一方，国や地域で
分離状況が異なることが報告されている．日本では海外に
比べ標準化されたサーベイランス定義に基づいた C. diffi-
cile 感染症（CDI）の疫学報告は少なく，さらに長期にわ
たって分子疫学的解析を加えた報告はない．
2005年 1月から 2015年 12月までの 11年間に岐阜赤十

字病院（311床）にて CDIと診断された 125症例，159エ
ピソードから分離された 159菌株を対象とした．CDIは
下痢かつ毒素産生性 C. difficile 分離培養（TC）陽性例と
定義した．サーベイランス定義は 2010年の米国医療疫学
学会/米国感染症学会ガイドラインに従った．分離株の毒
素遺伝子は PCR法にて検出し，タイピング解析は PCR ri-

botypingによって行った．
CDI症例は男性 61例（49％），女性 64例（51％），年
齢中央値は 78歳（範囲 16～97歳）であった．25例（20%）
に計 34エピソードの再発が認められた．検査頻度は迅速
診断キットが 11.9/10,000患者日数，TCが 31.8/10,000患
者日数であった．（1）Healthcare facility（HCF）-onset，HCF-
associated CDIは 98例（78％），（2）Community onset，
HCF-associated CDIは 12例（10％），（3）Indeterminate
は 3例（2％），（4）Community associated CDI は 12 例
（10％）であった．HCF-onset，HCF-associated CDIの発
症率は 1.04症例/10,000患者日数であった．重症例は 23
例（18％）で 3例にショックの合併症があった．イレウス
や巨大結腸症の合併症はなく，外科的介入例もなかった．
全死因死亡率は，診断後 30日 6.4％，60日 21.6％であっ
た．
検討した 159菌株のうち，107株（67.3％）が toxin A
陽性 toxin B陽性 binary toxin陰性（A＋B＋CDT－），34株
（21.4％）が toxin A陰 性 toxin B陽 性 binary toxin陰 性
（A－B＋CDT－），18株（11.3％）が toxin A陽性 toxin B陽
性 binary toxin陽性（A＋B＋CDT＋）であった．最も優勢
な PCR-ribotypeは PCR-ribotype 369（A－B＋CDT－）で 34
株（21.4％），次に PCR-ribotype 018（A＋B＋CDT－）が
33株（20.8％），PCR-ribotype 002（A＋B＋CDT－）が 29
株（18.2％）の順であった．2005年には PCR-ribotype 018
が優勢であったが，2006年と 2007年は PCR-ribotype 369，
2009年には PCR-ribotype 002，2011年には PCR-ribotype
018，2015年には PCR-ribotype 002と優勢株が変動した．
PCR-ribotype 027株は 4患者の 9エピソードにおいて分
離された．
合併症のある重症例は少なく，死因は基礎疾患の悪化に
よるものが多かった．優勢な菌株は時とともに変動し，11
年間で 4回のシフトが認められた．PCR-ribotype 027は 4
患者より分離され 3患者が再発したが，散発例と考えられ
た．
シンポジウム 5：他科から泌尿器科にコンサルトすべき
尿路・性器感染症―治療すべき症例選択―
司会のことば

産業医科大学名誉教授１），兵庫医科大学泌尿器科
学教室２）

松本 哲朗１） 山本 新吾２）

尿路・性器感染症は重篤化しやすく，一般に尿路に何ら
かの原因を伴う複雑性尿路感染症として発症することも稀
ではない．複雑性尿路感染症の原因の多くは尿路結石や尿
路カテーテルなどの異物であり，異物に付着したバイオ
フィルムまたは異物そのものによる尿路の閉塞が発症起因
となっている．その一方で，糖尿病や免疫抑制状態など，
全身性の易感染性によって発症する重症尿路感染症も重要
である．
本シンポジウムでは，「他科から泌尿器科にコンサルト
していただきたい尿路・性器感染症」として，まず濵砂良



167

平成30年 3月20日

一先生より尿路・性器感染症の診断と治療について総論的
に overviewしていただいた後に，小林加直先生には水腎
症を伴う腎盂腎炎，和田耕一郎先生にはカテーテル関連尿
路感染症，山根隆史先生には透析患者における尿路感染症，
東郷容和先生には精巣上体炎・前立腺炎，について解説し
ていただく予定である．いずれの疾患においても求められ
ることは，より重症化を防ぐために，1）全身状態の把握
とコントロール，2）複雑性尿路感染症の起因となってい
る原因の排除，3）速やかな外科的処置または手術の介入，
である．これらの病態においては内科的または外科的治療
の開始時期が生死を分ける重要な要因となっていること
が，多くの後ろ向き研究によって明らかにされている．ま
た，カテーテル関連尿路感染症や透析患者における尿路感
染症の無症候性細菌尿についても，多剤耐性菌の誘導を招
かないためにも不必要な抗菌薬投与をしないこと，真に治
療が必要な病態においては迅速かつ的確な診断のもとに
個々の病態に応じた的確な対応を行う必要がある．
1．どのような時に泌尿器科感染症を疑い，治療を行う
か

産業医科大学泌尿器科
濵砂 良一

泌尿器科は主に尿路，男性性器や後腹膜の疾患などを扱
う診療科である．腎盂腎炎，膀胱炎，精巣上体炎，前立腺
炎，後腹膜膿瘍などが主な感染疾患であり，他の診療科と
連携して治療を行うこともある．不明熱の患者の原因検索
の際，検尿で膿尿があるとコンサルトを受ける時がある．
しかし，すべての症例が不明熱の原因ではない．たまたま，
他の原因により膿尿が検出されたり，尿路にカテーテルが
入っているために膿尿，細菌尿がみられてるだけで，発熱
の原因ではないことも多い．逆に，明らかに陰嚢が腫大し
ていて急性細菌性精巣上体炎と考えられる症例や，水腎症
を伴った腎盂腎炎にも関わらず抗菌薬治療で粘った結果，
全身状態が悪化した状態で紹介を受けることもある．感染
症治療において，泌尿器科がどのように貢献していけるか
を本シンポジウムでは議論してみたい．泌尿器科の特徴は
尿路や後腹膜の感染症に対して，外科的なアプローチがで
きるということである．以下に泌尿器科の感染症に対する
大まかなアプローチ法を示す．尿路感染症において基礎疾
患を有しない膀胱炎や腎盂腎炎は，内科的なアプローチ，
つまり輸液や抗菌薬投与により治療が可能な疾患である．
しかし，尿路の閉塞や異物がある複雑性の尿路感染症は泌
尿器科的なアプローチが必要となる．一般に複雑性尿路感
染症は慢性に経過するため，抗菌薬治療とともに原疾患の
治療を行う．従って慢性的に尿路感染症がある患者では，
原疾患の検索が必要となる．複雑性尿路感染症のうち，急
性または急性再燃と考えられる疾患では，泌尿器科への緊
急のコンサルトが必要となる．尿路の閉塞を合併する急性
の腎盂腎炎や膿瘍を合併する症例では，ドレナージを早期
に行う必要があり，尿管ステントや腎瘻などが行われる．
また，ガス産生菌による腎盂腎炎（気腫性腎盂腎炎）もド

レナージを要することがあり，時には緊急の腎摘や開放ド
レナージが必要となる．
男性性器の感染症も，重症感染症の一つである．内科で
は男性性器の診察が遅れることがある，陰嚢の腫大，陰茎
からの排膿などがある場合には，泌尿器科疾患を強く疑う．
フルニエ壊疽は，緊急ドレナージ，つまり陰嚢の開放が必
要な感染症であり，致死率も高い．また，強い排尿障害を
伴う感染症では，前立腺疾患や尿道狭窄が基礎疾患として
重要である．時には尿閉状態であることもまれではない．
急性細菌前立腺炎では，直腸診により熱感のある腫大した
前立腺を蝕知することが診断の決め手となる．女性の場合
は，膀胱膣瘻は遷延する尿路感染症を合併する．
尿路にカテーテルが挿入されると，30日以内にはほと
んどの症例で膿尿，細菌尿を合併する．カテーテル関連尿
路感染症では，発熱や下腹部痛などの症状があるときに治
療を行い，症状のない場合は無治療とする．しかし，現在
も無症状のカテーテル関連尿路感染症の治療に関するコン
サルトは多い．症状を有する症例の多くは，カテーテルの
閉塞や屈曲が，発熱の原因となるため，カテーテル交換は
重要である．透析患者は尿流が少なく膿尿，細菌尿を呈し
やすい状態である．症状を有する場合は治療を行うが，完
治に至らない症例も多い．
2．水腎症を伴う急性腎盂腎炎「よし！泌尿器科に相談
だ！」

労働者健康安全機構中国労災病院泌尿器科
小林 加直

尿路感染症の中で，水腎症を伴う急性腎盂腎炎は，重症
化しやすい疾患である．夜間・休日の救急来院からスター
トとなることもあり，内科や外科系診療科など，泌尿器科
以外の科の医師にて初期対応が行われることも少なくな
い．治療では，尿路のドレナージが最も効果的のため，わ
れわれ泌尿器科医としても積極的な関与をすべき疾患と考
えている．
水腎症は，大きく上部尿路の閉塞と下部尿路の閉塞に分
かれる．原因としては，尿路結石，尿路の腫瘍，前立腺疾
患，尿道狭窄，神経因性膀胱，尿路外からの圧迫，先天性
疾患など様々である．その中で，尿管結石による閉塞が最
も頻度が高く，閉塞の症状も劇的であることから重症化し
やすい．
水腎症を伴う急性腎盂腎炎の治療の基本は，全身管理，
抗菌薬投与，尿路に対するドレナージである．多くが敗血
症の状態にあり，敗血症/sepsisに対するガイドラインに
準じた厳重な全身管理が必要である．DICに対してはト
ロンボモジュリンが使用されており，その有効性が報告さ
れている．
原因菌については，疫学調査の結果から，グラム陰性桿
菌が 76%を占める．また，我が国の複雑性尿路感染症の
原因菌の薬剤感受性サーベイランスでは，年々 ESBL産
生菌の割合が増えてきている．そのため，重症尿路感染症
である本疾患に対する抗菌薬の初期選択としては，グラム
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陰性桿菌に強い抗菌活性を有し，ESBL産生菌や緑膿菌も
カバーできるカルバペネム系抗菌薬または βラクタマー
ゼ阻害薬配合ペニシリンの中で最も抗菌活性の高いタゾバ
クタム/ピペラシリンがよいと考えられる．尿および血液
培養（2セット以上）の提出は，抗菌薬を投与する前に必
須であり，薬剤感受性試験の結果が出れば，抗菌スペクト
ラムの狭い抗菌薬に変更する（de-escalation）ことも忘れ
てはならない．一般に，抗菌薬の効果は，投与開始 3～4
日後に判断し，抗菌薬の変更を考慮する．解熱すれば，24
時間以内に感受性のある経口抗菌薬に変更して，合計 14
日間の抗菌薬投与を原則とする．
本疾患において最も重要な治療法が，尿路のドレナージ
である．早期の感染源コントロール（12時間以内を推奨）
が敗血症/sepsisの治療ガイドラインで示されており，早
期の積極的なドレナージは，泌尿器科の果たすべき使命と
いえる．夜間や休日であったとしても，泌尿器科医へのコ
ンタクトは躊躇することなく行って欲しい．
本セッションでは，症例を呈示しながら，泌尿器科が得
意とするドレナージを紹介するとともに，他科との連携の
重要性について今一度みなさんと考えてみたい．
3．カテーテル関連尿路感染症の臨床的意義

岡山大学病院泌尿器科１），同 総合患者支援セン
ター２），岡山大学大学院医歯薬学総合研究科泌尿
器病態学３）

和田耕一郎１）3）定平 卓也１）3）山本満寿美３）

光畑 律子３） 石井亜矢乃２）3）渡邉 豊彦３）

那須 保友３）

カテーテル関連尿路感染症（Catheter-associated urinary
tract infections，CAUTI）は，すべての臨床科において
問題となりうる慢性，難治性の感染症であり，紫色採尿バッ
グ症候群（Purple urine bag syndrome，PUBS）もこれ
に含まれる．その病態は尿路バイオフィルム感染症であり，
一般的にカテーテルを留置したままの状態で感染が消失す
ることはない．CAUTIの対策として，①予防，②急性増
悪期の治療，③慢性期の対応が重要である．
①予防については，尿路カテーテルをできるだけ留置せ
ず，必要な場合でもできるだけ短期間の留置にとどめる．
長期留置症例では CAUTIが必発であり，カテーテル尿に
は常に膿尿および細菌尿が認められる．②急性増悪期とは，
カテーテルの屈曲や沈着物による閉塞から尿の鬱滞が起こ
り，発熱や炎症反応の上昇を伴った状態を指す．急性増悪
は尿性敗血症（ウロセプシス：Urosepsis）へと容易に進
行しうるため注意が必要である．急性増悪に対してはカ
テーテル交換に加え，抗菌化学療法の絶対的な適応となり，
敗血症まで至った場合には全身管理が必要である．治療に
よって急性期を脱したら，完全な除菌を目指すのではなく
慢性期の管理に移行する．③慢性期とは，カテーテル尿に
膿尿，細菌尿を認めるものの，尿の鬱滞や発熱は見られな
い状態をいう．重要な点は，尿混濁や膿尿，細菌尿を認め
ても抗菌薬の投与をしないことである．慢性期の CAUTI

は尿路バイオフィルム感染症として対応すべきであり，抗
菌薬の投与によって浮遊菌が消失することで見かけ上は細
菌尿が消失しても，バイオフィルムが存在する限り細菌尿
の再燃は必至であり，原因菌のさらなる薬剤耐性化を助長
するためである．慢性期は安易に抗菌薬による除菌をめざ
すことをせず，尿流の確保を最優先とした管理に努めるべ
きである．
CAUTI患者が発熱した場合，熱源が尿路かそれ以外か，
というのは臨床医にとって容易に判断できないことも珍し
くない．CAUTI患者では常に膿尿，細菌尿が認められて
いるためであるが，熱型や他の感染症の有無，細菌学的検
査の結果等で判断する．一般的に有熱性尿路感染症は弛張
熱または間欠熱を呈する事が多い．CAUTI患者が発熱し
たら肺炎など他の感染症の有無を検索するとともに，抗菌
薬の投与開始前に血液を含む臨床検体の細菌学的検査を実
施する．血液と尿から分離された菌種と薬剤感受性が一致
すれば尿路が原因と判断できるが，血液からは分離されな
いことや，一致しないことも多い．重要な点は，尿の鬱滞
がないかどうかを超音波や CTで検索し，尿路からの発熱
を疑えばカテーテル交換や抗菌薬による治療を開始するこ
とである．また，手洗いを中心とした交差感染対策を徹底
することも忘れてはならない．
総会では具体的な事例を挙げながら，CAUTIに関する
マネジメントについて概説し，その臨床的意義と課題につ
いて考察したい．
4．透析患者における尿路感染症の見極め方

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科泌尿器科学分
野１），鹿児島大学病院血液浄化療法部２）

山根 隆史１） 速見 浩士２）

尿路感染症は透析患者の感染症のうち，罹患率の高い疾
患の 1つであり約 11～25％と報告されている．また，そ
のうちの約 9%の患者が死亡したとの報告もあり，易感染
状態の透析患者においては，注意を要する病態である．透
析患者に尿路感染が起こりやすい原因としては，①尿量減
少による洗浄能の低下，②易感染性，③神経因性膀胱など
の残尿やカテーテル留置などの複雑性尿路感染症の要素，
④尿量減少や代謝異常に伴う尿路結石の存在，などが考え
られている．透析患者では，28～90％に膿尿，25％に細
菌尿がみられ，尿路は細菌感染の供給源になるが，膀胱炎
の場合，通常は下部尿路症状（ 痛や頻尿，残尿感などの
膀胱刺激症状）を欠く場合は抗菌薬治療の適応とならず，
症状を有する急性増悪時にのみ抗菌薬の投与がなされる．
透析患者における尿路感染症の検出菌は，Escherichia
coli，Klebsiella 属などの腸内細菌科のグラム陰性菌から，
Enterococcus 属，Staphylococcus 属などのグラム陽性菌
まで多岐にわたり，Empiric therapyとして，膀胱炎には
新経口セフェム系薬やキノロン系薬など抗菌スペクトルが
広く抗菌力に優れている薬剤が JAID/JSC感染症治療ガ
イドでも第一選択薬となっているが，透析患者の特性上，
抗菌薬などへの曝露歴も多いことから，Pseudomonas
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aeruginosa などのブドウ糖非発酵菌や，キノロン耐性菌，
ESBL産生菌にも注意が必要である．尿量も少なく，尿検
体が採取困難なことが多く，治療効果の判定は膀胱刺激症
状の改善度を指標とする場合が多いが起炎菌も多岐にわた
ることから，可能なかぎり尿培養により原因菌と薬剤感受
性を把握しておくことが重要である．透析患者の膀胱炎な
どの尿路感染症の治療においては薬剤感受性検査成績の判
明後はその結果に基づいて薬剤選択を行う必要がある．抗
生剤の投与期間は，透析患者の易感染性を考慮し，腎障害
が軽度な患者よりも長期の治療が求められ 7～14日間が必
要であるが，症例によってはもっと長期の投与も必要に
なってくる．特に腎不全患者では感染症治療のガイドライ
ンが少ないこと，TDMの煩雑さから，抗菌薬の蓄積によっ
て生じる有害事象を恐れ，投与量を控え，治療効果が得ら
れない状況も多々みられる．また膀胱炎においても治療失
敗，遷延例では，特に透析患者では神経因性膀胱，尿管結
石や嚢胞腎などの尿路の基礎疾患から水腎症や嚢胞内感染
などを伴う腎盂腎炎や膿腎症を起こすこともあり，早急な
尿管ステント留置や腎瘻造設術などが必要な症例もある．
以上より初期治療として適切な抗菌薬の種類と量，投与期
間の選択，初期治療の失敗時の抗菌薬変更や泌尿器科的処
置の必要性について，症例を交えながら発表予定である．
5．前立腺炎・精巣上体炎の診断と治療

医療法人協和会協立病院泌尿器科
東郷 容和

前立腺炎は外尿道口から逆行性に細菌が侵入し，前立腺
内で炎症を引き起こすことで症状が現れる．前立腺炎は
National Institutes of Health（NIH）が提唱した 4つのカ
テゴリーに分けられている．カテゴリー Iは急性細菌性前
立腺炎，カテゴリー IIは慢性細菌性前立腺炎，カテゴリー
IIIは慢性非細菌性前立腺炎/慢性骨盤痛症候群（III A：
炎症性，III B：非炎症性），カテゴリー IVは無症候性炎
症性前立腺炎である．急性前立腺炎は発熱，倦怠感などの
全身症状，排尿時痛，頻尿，排尿困難などの局所症状，尿
検査で膿尿や細菌尿，血液検査で白血球数や CRP値の上
昇を認め，直腸診による前立腺部の圧痛と腫大を認める．
原因菌は約 6割が大腸菌であり，約 8割でグラム陰性桿菌
が占めている．性活動期の青壮年の場合は淋菌やクラミジ
アも考慮する必要がある．治療は軽症・中等症ではキノロ
ン系経口薬を 14日間，重症ではまず第 2～3世代セフェム
系，BLI配合ペニシリン系，キノロン系注射剤を使用し，
症状寛解後に経口薬に切り替え，計 14～28日間の投与が
推奨されている．難治性であれば前立腺膿瘍を併発してい
ることがある．経直腸的超音波検査や造影 CTなどが診断
に有用である．膿瘍のサイズが大きい場合，外科的ドレナー
ジが必要となる．慢性前立腺炎は頻尿，排尿時違和感，会
陰部・鼠径部・下腹部違和感や 痛などの局所症状，直腸
診などの所見と併せて診断する．通常，発熱を伴わない．
慢性細菌性前立腺炎の治療は急性細菌性前立腺炎同様，抗
菌薬治療が主であるが，慢性非細菌性前立腺炎/慢性骨盤

痛症候群では特異的・非特異的な症状に対しての緩和治療
が主となってくる．その複雑な病態から，UPOINTS（U：
排尿症状，P：精神症状，O：前立腺特異症候，I：感染症
候，N：神経学的/全身症状，T：骨格筋痛，S：性機能障
害）の症状別に標的治療を行う試みがなされている．精巣
上体炎は前立腺炎と同様に外尿道口から逆行性に侵入した
細菌が，精管を経て精巣上体で炎症を引き起こすことで症
状が現れる．発熱の有無や症状の期間により急性と慢性に
分けられる．急性精巣上体炎は発熱，倦怠感などの全身症
状，陰嚢の腫大・ 痛および尿道炎を伴っている場合には
排尿時痛などの局所症状，尿検査で膿尿や細菌尿，血液検
査で白血球数や CRP値の上昇を認める．原因菌は大腸菌
が多いが，特定できないことも多い．性活動期の青壮年の
場合は尿道炎から引き続いて起こることがあるため，淋菌
やクラミジアの検索も必要である．また，思春期などの若
年者の場合は急性陰嚢症として精巣捻転症などと鑑別する
必要がある．重症例は炎症が精巣まで波及することがあり，
精巣上体精巣炎となる．診断は超音波検査が有用であり，
局所の症状と併せて行う．治療は軽症・中等症ではキノロ
ン系経口薬を 14日間，重症ではまず第 3～4世代セフェム
系，BLI配合ペニシリン系注射剤を使用し，症状寛解後に
経口薬に切り替え，計 14～21日間の投与が推奨されてい
る．膿瘍形成時には外科的ドレナージや摘出術が必要とな
る場合がある．慢性精巣上体炎は陰嚢の鈍い痛みや違和感
が長期間持続し，急性期を過ぎても精巣上体の硬結が残る
ことがある．通常，発熱を伴わない．治療抵抗性や高齢者
では結核菌の検索を行う必要がある．抗菌治療無効例では
鎮痛剤などの保存的治療となる．前立腺炎や精巣上体炎は
日常の外来診療において頻繁に遭遇する男性性器感染症で
あるが，本セッションではその診断と治療について概説す
る．
シンポジウム 6：多職種で考える深在性真菌症診療の新
たな展開
司会のことば

福岡大学病院感染制御部/福岡大学医学部腫瘍・
血液・感染症内科１），長崎大学大学院医歯薬学総
合研究科臨床感染症学２）

高田 徹１） 宮崎 泰可２）

臓器移植や各種免疫抑制療法，抗がん化学療法など医療
の高度化や高齢化に伴う免疫不全患者の増加により，日和
見感染症対策はきわめて重要な課題となっている．なかで
も，侵襲性カンジダ症や侵襲性アスペルギルス症，ムーコ
ル症などの侵襲性真菌感染症は早期診断が困難で致死的な
経過をとることも少なくない．細胞性免疫が低下している
場合には，ニューモシスチス肺炎やクリプトコックス症が
問題となる．また，近年増加傾向にある肺非結核性抗酸菌
症と慢性肺アスペルギルス症の合併例は治療の適応や薬剤
の選択に悩むことも多い．
現在，高精度の迅速診断法が存在せず，新薬の開発も滞っ
ているなかで，既存薬剤の有効利用および適正使用がより
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一層求められている．本シンポジウムでは，深在性真菌症
の診断と治療に関して，それぞれエキスパートの先生にコ
ツとピットフォール，実臨床に役立つ最新情報をご発表い
ただきたい．
九州大学の清祐麻紀子先生には，真菌学的検査を行う上
で検査部が欲しい情報や臨床医が知っておきたい鏡検・培
養の基本的な内容，新しい検査についてご講演いただく．
治療については，限られた既存薬を上手に使うことで，臨
床効果や予後を改善し，副作用や耐性菌の出現を抑える必
要がある．例えば，アゾール系薬の TDM，loading，antifun-
gal stewardshipとしての de-escalation，経口薬スイッチ
のタイミングや注意点，薬物相互作用の問題など考慮すべ
き点は多い．これらを踏まえ，兵庫医科大学の植田貴史先
生に，抗真菌薬の特徴と適正使用についてご解説いただく．
更に，長崎大学の西條知見先生には，海外の新しいガイド
ラインを日本での診療にどのように活かしていくか，また，
生物学的製剤を含む免疫抑制療法や外来化学療法が増えて
きているため，ニューモシスチス肺炎に代表される真菌症
の予防やモニタリングの方法についてご解説いただく．福
岡大学の串間尚子先生には，外科治療を要するような難治
例・特殊病態への対応について，ガイドラインでの推奨に
加え，自験例や国内外の報告をもとにご解説いただく．
本シンポジウムでは，多職種の視点から深在性真菌症診
療の現状と問題点を考え，本領域の発展のためにどのよう
な課題に取り組むべきか議論したい．情報のアップデート
となり，皆様の日常診療や研究にお役立ていただければ幸
いである．
1．深在性真菌症検査の現状とピットフォール

九州大学病院検査部
清祐麻紀子

広域抗菌薬の使用や易感染患者の増加に伴い，深在性真
菌症の増加が懸念されている．しかし，血液以外の臨床材
料からの真菌の検出は感度が低く，原因菌の同定も難しい
のが現状である．深在性真菌症の多様化もふまえ，真菌検
査について現状を把握し，理解すべきピットフォールを紹
介しながら検査室で実施可能な診療に役立つ検査について
考えてみたい．
細菌検査室で真菌検査を実施する際には患者の臨床背
景，抗菌薬の使用状況，画像診断や病理診断の結果等が重
要な情報となる．検査室で実施できる検査は，グラム染色，
培養，同定，薬剤感受性，血清マーカー，遺伝子検査等で
あるが，施設によりその実施状況は異なる．真菌を検出す
るためには，まず材料をよく観察することから始まり，少
し「手間」をかけることで真菌を検出できるケースがある．
その際に必要なのが患者情報であり，臨床とのコミュニ
ケーションが必須となる．糸状菌を目的にする場合には培
養期間は最低でも 1週間必要であり，長期培養を実施する
ためにも検査依頼時に目的菌を検査室に伝えることが重要
である．
また，近年話 題 のMatrix-Assisted Laser Desorption

Ionization-Time of Flight Mass Spectrometry（MALDI-
TOF MS）は真菌の同定にも使用できる．酵母様真菌だ
けでなく，糸状菌もデータベースに登録されており，迅速
な菌種同定が可能になった．しかし，MALDI-TOF MS
も同定ツールの 1つであるため，従来からの形態観察や遺
伝子検査との総合判断が必要となるケースもある．遺伝子
検査でも鑑別できない隠蔽種や Candida auris のような新
菌種の報告もあり，真菌の同定に関する課題は多い．真菌
の薬剤感受性は Candida sp.以外は困難なことが多く，糸
状菌の感受性検査は一般的な検査室では実施されていない
のが現状である．Candida sp.の感受性検査には 24～48時
間を要し，測定法によりMICのバラツキもあることから
臨床経過をふまえた判断が必要となる．
深在性真菌症の診断において原因真菌が判明することは
重要であり，培養で真菌が検出できれば同定だけでなく薬
剤感受性試験も実施することができる．しかし，実際の培
養検査の感度は低く，時にはコンタミネーションとの鑑別
も必要となる．今後，深在性真菌症診断のための感度，特
異度が高い血清マーカーの開発が期待されるが，現状では，
自施設で実施可能な検査に少し「手間」をかけながら経過
報告を含めた臨床との情報交換が重要である．
2．侵襲性カンジダ症治療における薬剤師の関わり

兵庫医科大学病院感染制御部１），同 薬剤部２）

植田 貴史１） 竹末 芳生１） 中嶋 一彦１）

一木 薫１） 石川かおり１） 和田 恭直１）

山田久美子１） 土田 敏恵１） 高橋 佳子２）

石原 美佳２） 木村 健２）

近年，抗菌薬だけでなく，抗真菌薬に関しても Antifun-
gal Stewardship Programの実践が重要視されており，薬
剤師は各抗真菌薬の特徴を把握し，抗真菌薬の選択，投与
設計，TDM，相互作用，経口薬への step-down等への関
与が求められている．本シンポジウムではカンジダ血症に
おける薬剤師の関わりについて，自験例を踏まえながら以
下の項目について示す．
【抗真菌薬の選択】
カンジダ血症に対する抗真菌薬の初期選択は重症度と眼
病変などの播種性病変を評価し，その後は治療効果や菌種
に合わせて変更を検討する．重症度を APACHE IIスコア
で評価した場合，兵庫医科大学病院では軽症（APACHE
IIスコア≦10）ではアゾール系，易感染例での中等症（11～
15），重症（16～25）ならキャンディン系，Sepsis/septic
shock（＞25）なら liposomal amphotericin B（L-AMB）
の適応としている．
眼病変はカンジダ血症のうち 20%前後の頻度で発現し，
キャンディン系やイトラコナゾール（ITCZ）は硝子体移
行が不良のため適応としない．硝子体への波及や視覚異常
を認めた症例では，L-AMB＋フルシトン（5-FC）の併用
とする．
治療開始 3～5日後に臨床効果を評価し，効果不良な場

合は他の抗真菌薬への変更を検討する．フルコナゾール
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（FLCZ）使用例で Candida glabrata，Candida krusei が
検出され，臨床症状の改善が得られなければキャンディン
系への変更を推奨し，キャンディン系使用例で Candida
parapsilosis が 検 出 さ れ れ ば ア ゾ ー ル 系，Candida
guillemondii では感受性試験を参考に他の抗真菌薬への変
更を考慮する．
【腎機能・肝機能に合わせた投与設計】
FLZCは腎機能に合わせた投与設計が必要であり，ボリ
コナゾール（VRCZ），ITCZの注射薬は可溶化剤が蓄積す
るため CLcr 30mL/min未満では経口薬への切り替えが可
能か評価する．L-AMBは腎機能低下のリスクを有するが，
感染が原因の臓器障害により腎機能が低下している症例に
は，L-AMB投与により腎機能が改善する場合もあるため
適応となる．一方，カスポファンギン（CPFG）は中等度
の肝機能障害（Child-Pughスコア B），VRCZは軽度～中
等度の肝機能障害（スコア A及び B）では 2日目以降減
量とする．重度の肝機能障害（スコア C）では CPFG，VRCZ
共に使用成績がない．
【相互作用】
アゾール系薬の CYP3A4阻害率の程度は異なり，ITCZ，

VRCZの阻害率は高く，FLCZは比較的低いことが報告さ
れている．特に，VRCZは CYP2C19，2C9，3A4で代謝
されると同時にその阻害作用も有するため，ワルファリン
カリウム，プロトンポンプ阻害薬，免疫抑制薬などとの併
用時には注意が必要である．
【TDM】
VRCZが TDMの対象となり，2016年 6月に改訂され
た抗菌薬 TDMガイドライン 2016では，経口薬において
も体重あたりの投与設計を行うこと，小児や病的肥満患者
に対する投与設計などが変更された．
【経口薬への step-down】
近年，キャンディン耐性 C. glabrata の増加が認められ
ており，抗真菌薬においてもバランスの取れた使い分けの
必要性が見直されている．カンジダ血症では播種性病変が
ない場合，血液培養陰性化から 14日間の投与が推奨され
ており，経口薬への step-downを行うことは，14日間投
与の遵守率の上昇と，抗真菌薬のバランスの取れた使い分
けに繋がると考える．
3．深在性真菌症の診断・治療・予防―ガイドラインを
どう活用するか―

長崎大学病院呼吸器内科
西條 知見，迎 寛

近年，造血幹細胞移植を含む臓器移植や癌に対する化学
療法の進歩とともに免疫不全患者が増加しており，カンジ
ダ症，アスペルギルス症に代表される深在性真菌症は注意
すべき日和見感染症である．また，生物学的製剤使用患者
におけるニューモシスティス肺炎の合併も問題となってい
る．
真菌症の診断法としては，病変部の菌の存在を示す確定
診断法と，菌の関与を示唆する補助診断法がある．確定診

断は培養検査，鏡検および病理組織学的検査により行われ
るが，培養陽性率は低く，侵襲的な検査が困難な症例も多
いことから，臨床情報と血清診断，遺伝子診断，および画
像診断などの補助診断を組み合わせて暫定的な診断を行わ
ざるを得ないことも多い．特に確定診断が得られない場合
には，患者の基礎疾患や免疫状態，および現在受けている
治療内容などから原因真菌を推定する必要がある．
治療においては，経験的治療，標的治療，先制攻撃的治
療，および予防投薬があり，免疫状態などの患者背景を考
慮して上記治療を選択する．治療の中心は抗真菌薬である
が，本邦で深在性真菌症に使用できるものは 4系統 9種類
しかなく，その中から抗真菌スペクトル，（判明すれば）薬
剤感受性，臓器移行性，および毒性を考慮して抗真菌薬を
選択する必要がある．さらに，近年ではアゾール系薬やキャ
ンディン系薬に耐性を有するカンジダ，アゾール系薬に耐
性を有するアスペルギルスが出現してきており，耐性菌の
出現を防止するための抗真菌薬の適正使用が重要度を増し
てきている．
さらに深在性真菌症は免疫不全患者に発症することが多
く，暴露予防も重要である．上記のように深在性真菌症の
診断・治療・予防は複雑であるが，本邦・海外から種々の
ガイドラインが刊行されており，参考にすることができる．
本邦では真菌症フォーラムが作成した「深在性真菌症の診
断・治療ガイドライン 2014」，日本医真菌学会が作成した
「侵襲性カンジダ症の診断・治療ガイドライン 2013」と「ア
スペルギルス症の診断・治療ガイドライン 2015」がある．
米国では 2016年にカンジダ，アスペルギルスともに IDSA
ガイドラインが改訂されている．
本シンポジウムでは，日和見感染症として多く遭遇する
カンジダ症，アスペルギルス症の診断・治療における最新
知見，および日常臨床でのガイドラインの活用について，
本邦と海外のガイドラインを参考にして言及する．また，
真菌症の予防について，カンジダ症とアスペルギルス症に
加え，ニューモシスティス感染症に対する予防についても
言及する．
4．肺移植とアスペルギルス症

福岡大学病院呼吸器内科
串間 尚子

臓器移植における深在性真菌症の発症頻度は，臓器別，
報告ごとに差があり，肺・心肺移植で 15～35％，心移植
で 5～21％，肝移植で 5～42％，腎移植で 1.4～14％，膵移
植で 18～38％とされている．日本における肺移植は臓器
移植法の改正以降増加しており，5年生存率は 70％以上
と良好な成績である．しかし術後早期・慢性期を通じて死
亡した症例をみると，死亡原因の 30％以上が感染症であ
る．問題となる感染症は通常の細菌感染のみならず，サイ
トメガロウイルス感染，ニューモシスチス肺炎，アスペル
ギルス症など多岐にわたる．そのうち肺移植において最も
頻度の高い真菌感染症は肺アスペルギルス症である．した
がって肺移植後の肺アスペルギルス症をいかに予防する
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か，またいかに早期に診断し適切に治療できるかが長期成
績を向上させるといえる．肺移植後の肺アスペルギルス症
の発症リスクとして，気管支吻合部の虚血や気管内ステン
ト，急性拒絶反応，片肺移植，術前や術後 1年以内のアス
ペルギルス定着などがある．片肺移植では，残存肺に定着
したアスペルギルスが発症原因となることが分かってい
る．当院の肺移植待機患者は，原因疾患として間質性肺炎
の割合が約 60％（全国平均は約 30％）と非常に多い．間
質性肺炎はそれ自体が肺アスペルギルス症のリスクファク
ターであり，脳死肺移植の多くが片肺移植であることを合
わせると，肺アスペルギルス症発症の危険性は他施設と比
べて高いと考えられる．肺アスペルギルス症の予防に様々
な薬剤が用いられているが，施設ごとに異なり，最適な薬
剤や投与量の明確な規定はない．アムホテリシン Bの吸
入を行っている施設が多いものの，単独使用でアスペルギ
ルス症を予防できるか不明である．アスペルギルス症の診
断については，気管支鏡で直視下に得られた検体の病理組
織学的検査，培養検査の有用性が高いが，画像所見や，血
清・気管支肺胞洗浄液中のガラクトマンナン抗原の有用性
は不明確である．なおアスペルギルス沈降抗体は陽性とな
ることが多いが，保険適用外である点が問題である．福岡
大学では 2006年に第 1例目の脳死肺移植を実施し，12年
間で 27例を経験した．本シンポジウムでは肺アスペルギ
ルス症に焦点をあて，肺移植後の感染症予防の実際を紹介
するとともに，これまで経験した感染性の合併症とその対
処を報告する．脳死肺移植症例の 84％は仕事や学校ある
いは家庭生活へ復帰できたが，100％の患者に輝く未来を
与えることが移植医らの希望であり，それをサポートする
ことが我々内科医の役割である．
シンポジウム 7：進化する遺伝子検査と感染症診断
司会のことば

長崎大学病院検査部１），東邦大学医学部微生物・
感染症学講座２）

栁原 克紀１） 石井 良和２）

感染症診療において，病原微生物の同定は非常に重要で
ある．菌種の同定や薬剤感受性では，分離培養法や生化学
的同定法など一定の時間を要する検査が中心となってい
る．近年では，MALDI-TOF MSの臨床への導入によっ
て，これまでよりも迅速に菌種の同定は可能となっている．
しかし，ESBL産生菌やカルバペネマーゼ産生菌などの多
剤耐性菌が増加してきていることから，感染症診療および
感染制御の両面から，そのような病原微生物を迅速に検
出・同定することが求められている．
近年，核酸の抽出・増幅・解析を全自動で行う全自動遺
伝子検査システムが開発され，そのようなシステムを用い
て同時に多くの微生物遺伝子や薬剤耐性遺伝子を検出する
感染症遺伝子検査が実用化されている．さらに，次世代シー
ケンサーなど新たな機器が登場してきており，感染症遺伝
子検査は今後更に発展すると考えられる．これらの新しい
技術を用いることで，従来から行われている検査よりも迅

速に病原微生物の同定や薬剤耐性遺伝子の検出が可能とな
る．
本シンポジウムでは，はじめに，賀来敬仁先生から「全
自動遺伝子検査システムと感染症診療」として，今後本邦
でも本格的に導入される全自動遺伝子検査システムの有用
性とその限界について，自施設での経験も含めてご講演い
ただく．次に，鈴木匡弘先生から「マルチプレックス PCR
を利用した最近のクローナリティーの解析」として，多く
の微生物検査室で行われるようになった PCR-based ORF
typing法（POT法）を用いた分子疫学解析についてご講
演いただく．そして，松村康史先生には，「Whole-genome
sequencingによる耐性因子検出」として，最近のトピッ
クである次世代シーケンサーを用いた薬剤耐性遺伝子の検
出についてご講演いただく．最後に，飯田哲也先生に「次
世代シーケンサーを用いたメタゲノム解析による病原体検
出：現状と課題」として，近年多くの研究で用いられてい
るメタゲノム解析についてご講演いただく．
本シンポジウムでの講演を通して，感染症遺伝子検査の
発展について知り，これからの臨床現場での活用について
考える契機になれば幸いである．
1．全自動遺伝子検査システムと感染症診療

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診
断学１），長崎大学病院検査部２）

賀来 敬仁１）2）栁原 克紀１）2）

感染症領域における遺伝子検査は，ルーチン検査での培
養が困難な微生物や抗酸菌など長期間の培養が必要な微生
物の補助診断として用いられている．また，pulsed-field gel
electrophoresis（PFGE）や multilocus sequence typing
（MLST）などによるゲノムタイピングや，病原因子や薬
剤耐性遺伝子の検出でも遺伝子解析技術が応用され，とく
に疫学調査や感染対策で重要な役割を担っている．しかし，
これまでの感染症遺伝子検査では，核酸の抽出，核酸の増
幅，検出を別々に行う必要があり，高額な機器や遺伝子解
析技術に精通した人材も必要であることから，微生物検査
室のルーチン検査の一つとして行える施設は限られてい
た．
近年，核酸抽出から増幅反応・検出までをすべて自動で
行うことができる全自動遺伝子検査システムが開発されて
いる．このようなシステムでは，臨床検体を試薬に懸濁し
て機器に装着した後は全自動でこれらの過程を行うため，
コンタミネーションのリスクが回避でき，施行者の技術に
も左右されないという利点がある．また，同時に多項目の
微生物や薬剤耐性遺伝子の検出が可能な機器もある．この
ような全自動遺伝子検査システムが普及すると，これまで
よりも迅速に病原微生物および薬剤耐性遺伝子を検出する
ことができるようになる．また，これまで遺伝子検査を行
えなかった施設でも実施可能となることから，感染症診療
に与えるインパクトは大きいと考える．
長崎大学病院では，2009年に感染症遺伝子検査室を設
置し，菌種の同定，ゲノムタイピング，病原因子や薬剤耐
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性遺伝子の解析などを行ってきた．本講演では，我々が行っ
てきた全自動遺伝子検査システムの検討をもとに，その利
点と限界を議論し，微生物検査における遺伝子検査の今後
の位置づけや活用法を考えたい．
2．マルチプレックス PCRを利用した細菌のクローナ
リティーの解析

藤田保健衛生大学１），愛知県衛生研究所２）

鈴木 匡弘１）2）

耐性菌などによる集団感染が発生した際には，感染源調
査の一環として，分子疫学解析を行う場合がある．従来，
同一菌株の拡散を確認するためにはパルスフィールドゲル
電気泳動法（PFGE），また対象となる菌がどのような遺
伝的バックグラウンドを持つのかを解析するにはmultilo-
cus sequence typing（MLST）が用いられてきた．さら
に，近年は全ゲノム解析が容易となり，分子疫学解析への
応用も多くなってきた．それぞれ，目的とする情報を得る
のに優れた方法である一方，手間やコストの問題から，臨
床検査への応用はなかなか進まなかった．
15年ほど前から細菌の全ゲノム情報が公開されるよう
になり，分子疫学解析法開発に利用できるようになってき
た．全ゲノム情報を比較すると菌株を特徴付ける部分や，
MLST法による Sequence type（ST型）を反映する部分
を見いだすことができ，PCR-based ORF typing法（POT
法）の開発につながった．POT法では菌株毎に保有状態
の異なる ORFを複数検出し，その保有パターンから遺伝
子型を決めている．
POT法をはじめとした遺伝子検査を行う上で問題とな
る検出ターゲットの増加は，マルチプレックス PCRを行
うことで解決できる．適切なプライマー設計と条件設定を
行うことで，多くの場合 8-plex以上のマルチプレックス
化が可能である．POT法では最大 13-plex PCRを行って
いる．
POT法は院内感染発生時の分子疫学解析ツールとして
開発されたため，PFGEの代わりとして，分離株の遺伝子
型が同一か否かを判断できるように設計されている．さら
に，分離株の遺伝的バックグラウンド情報が得られるよう，
流行しやすいクローン（MRSAの NY/Japanクローン，
ESBL産生大腸菌の O25b-ST131，Acinetobacter bauman-
nii の international clone II等）の同定も可能となるよう，
検出 ORFを組み合わせてある．流行クローンを同定する
ことで，間接的に分離菌の病原性や伝播のしやすさなど推
定が可能であり，感染管理のための補助的な情報となり得
る．
検査法として普及させるには自動化が必要となるが，複
雑なマルチプレックス PCRの自動化は克服すべき課題が
多くあり，短期的に解決することは困難である．しかし，
分離菌の遺伝子情報は検査室や実験室で得られるデータと
しては有益であり，PCR機器の導入コストも低い．例え
ばマルチプレックス PCRを応用することで，近年問題視
されているにも関わらず種類が多いため，検出が困難な場

合もあるカルバペネマーゼ遺伝子検出の省力化にも効果が
期待できる．PCRによる遺伝子検出を利用することで，感
染症診断に精密さと迅速性がもたらされると期待される．
3．Whole genome sequencingによる耐性因子検出

京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学１），京
都大学医学部附属病院検査部・感染制御部２）

松村 康史１）2）

【WGSとは】
Whole-genome sequencing（WGS：全ゲノム解析）と
は，2005年に発売された次世代シークエンサーにより可
能となった，微生物のゲノム全てを短時間で解読する技術
である．近年の性能向上とコストダウンにより，研究レベ
ルではその利用が急速に進んでいる．次世代シークエン
サーでは網羅的蛋白発現解析なども可能だが，ここでは
WGSによる耐性遺伝子検出について述べる．
【WGSによる耐性遺伝子検出の利点】
WGSでは，基本的にプラスミド・染色体を含む全ての
遺伝子配列を決定することができる．従って，PCRやマ
イクロアレイのように検出対象とする遺伝子を検査前にあ
らかじめ決める必要はなく，一度データが得られれば，コ
ンピューター上で何度でも再解析が可能である．さらに，
菌種・multilocus sequence type・クローン・プラスミド
タイプ，病原遺伝子等についての情報も同時に得られる．
PFGE等の既存の方法に比べ，高い分解能と客観性をもっ
て菌株間の相同性に関する情報が得られるため，アウトブ
レイク株か否かの判定も正確に行うことができる．
【耐性遺伝子検出の実際】
解析に用いる機器や手法にもよるが，最も普及している
イルミナ社の機器を用いた場合，まず DNA抽出を行い，
次に DNAライブラリーを作成，そして実際のシーケンス
を行う（約 3日）．これら生のデータを得る作業の難易度
は高くないため，PCR等の基本的知識に習熟していれば
まず失敗することはない．この後の処理，すなわち得られ
た生データを解析するステップが最も重要となる．一般的
な手法としては，生データをもとに de novo アセンブリ
と呼ばれる手法を使い，ドラフトゲノムと呼ばれる仮のゲ
ノム（数十～数百個に断片化され，部分的に塩基配列が不
明な場合もある状態）を作成し，この中から既知の耐性遺
伝子の網羅的データベース（例：ResFinder）を利用して
耐性遺伝子を検索する．ドラフトゲノムの作成には数十
分～数時間を要するが，遺伝子の検索は数秒～数分単位で
ある．データ解析は，GUIやWebベースの解析システム
が利用できるようになり簡便になってきている．こういっ
たフローにより，大腸菌や Klebsiella の耐性遺伝子検出か
ら薬剤感受性を予測をすることが，95％の精度で可能と
いう報告もなされている．
【耐性遺伝子検出の課題】
コストダウンされたとはいえ，1株あたり数万円する現
状ではまだ安価とは言えない．またWGS解析に慣れた人
材も十分とは言えない．技術的課題としては，1）現在主
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流の技術では，100～300bp程度の短い領域ずつしか塩基
配列が読めないため，ドラフトゲノムの質が低くなり，耐
性遺伝子の周辺構造が解析できない，また局在診断（遺伝
子がどこに存在するのか）に限界がある．2）WGSデータ
の妥当性を保証する基準，国際的な耐性因子の標準データ
ベースの整備，耐性遺伝子検出ソフトウェアの性能評価基
準などが存在しない．また，現在の耐性遺伝子データベー
スではほとんどの染色体性耐性機構は検出できない．3）遺
伝子型と表現型の対応についてのデータが不足している．
多くの研究者と資金がWGSによる耐性遺伝子検出の発

展に寄与しており，今後の技術革新や標準化により，さら
に低コスト・簡便で信頼性が高い解析が可能になり，WGS
による臨床微生物検査が導入される可能性もあるといえ
る．
4．次世代シーケンサーを用いたメタゲノム解析による
病原体検出―現状と課題―

大阪大学微生物病研究所細菌感染分野１），感染症
メタゲノム研究分野２）

飯田 哲也１）2）

近年の DNA配列解析技術の進歩はめざましい．いわゆ
る次世代 DNAシーケンサー（NGS）のプロトタイプであ
り，2005年に登場した 454ライフサイエンス社の Genome
Sequencer20は，1回のシーケンシングラン（数時間程度
の解析時間）で約 20万本の DNA配列を解析することが
できた．これは従来のサンガー法に基づく DNAシーケン
サー（1ランで 100配列程度を解析）と比較して圧倒的な
解析配列数であった．それから 10年を経て，イルミナ社
の HiSeq4000は，一度に 50億配列もの情報量を生み出す．
10年間で 4桁の伸びを示した急速な DNAシーケンサー
の進化は現在も続いている．
NGSの出現・進化とコンピューターによる情報処理能
力の向上は，網羅的な病原体検出を可能としつつある．こ
れまでに多くの研究者が NGSを用いたメタゲノム解析に
よる臨床検体からの病原体検出を行い，成果をあげてきて
いる．一方でその病原体検出率は，当初の「なんでも検出
できる」のではないかという期待からすると現状ではその
期待には達していない．技術的にさらなる改良の余地があ
るといえる．研究レベルではなく臨床の現場で，感染症の
診断に日常的にメタゲノム解析を用いるのは，検出率の問
題および保険診療が認められていないこと等から，現時点
ではあまり現実的ではない．今後の臨床への応用のために
は，現在研究レベルで遭遇している技術的な問題（特に検
出率）に加え，コストの点についての改善が必要である．
この新しいアプローチの利点のひとつは，従来の検査法
のような手間や経験，習熟を必要とすることなく，比較的
シンプルなプロトコールでさまざまな微生物が検出できる
可能性があるということである．その結果，通常想定しな
いような病原体やこれまで知られていなかった新規病原体
の検出が報告されている．その一方で，特に想定外の微生
物が検出された場合には，得られた結果が臨床的に（病気

の原因となる微生物の特定に）どこまで意味があるかを評
価することが求められる．メタゲノム解析により見出され
た候補微生物が真に病因微生物であることを確定させるた
めには，臨床症状や疫学情報，ならびにこれまでに積み上
げられてきた各病原体に対する幅広い知識をもって評価す
るとともに，場合によっては PCR等による実験的確認が
必要となることは頭に入れておく必要がある．
本講演では，次世代シーケンサーを用いたメタゲノム解
析による病原体検出のこれまでの成果を紹介するととも
に，現時点における課題について考察したい．
シンポジウム 8：進化した HIV感染症診療―AIDS指標
疾患以外の臨床的課題―
司会のことば

長崎大学熱帯医学研究所臨床感染症学分野１），九
州大学病院総合診療科/九州大学大学院感染制御
医学２）

有吉 紅也１） 古庄 憲浩２）

ニューモシスチス肺炎を患った元来健康なロサンジェル
スの同性愛者 5名が原因不明の後天性免疫不全症候群
（AIDS）として，世界ではじめて報告されたのは 1981年
夏のことである（CDC MMWR 30：250-252，1981；CDC
MMWR 30：305-8，1981）．Barre-Sinoussiらによって，患
者から HIVウイルスが分離されたことが報告されるのが
1983年 5月（Science. 220：868-71，1983）．AIDSと抗 HIV
抗体陽性との相関が証明され，AIDSの原因として HIV
感染が広く認知され始めるのに，さらに数年の年月がか
かっている．一方，米国 CDCによるサーベイランスのた
めの最初の AIDS診断基準がつくられたのは，これらの因
果関係が判明する前の 1982年である．その後，各国の
AIDS診断基準は，改訂される機会はあったが，当初から，
そして，現在においても，これらはサーベイランスのため
に作られた診断基準であり，HIV・AIDSの病態を直接表
しているものではない．過去に，抗 HIV薬治療の開始の
指標とされていた時代もあったことや，現在も，発展途上
国のように CD4値が頻繁に測定できない状況においては，
Revised WHO Clinical Stagingを治療の開始の指標として
いることが，混乱の一因となっている．
HIV・AIDSの本質は，急性 HIV感染症に引き続いて
起こる慢性 HIV感染症，そして，その結果数年～10数年
にわたり誘導され続ける全身の慢性炎症であり，これらの
結末として発症する HIV関連疾患は幅広い．抗 HIV薬療
法が普及し始めて 20年以上が経ち，患者の長期予後は革
命的に向上し，もはや，AIDSは不治の病ではなくなった．
その結果，当初の AIDS指標疾患では注目されていなかっ
た様々な病態が明らかになってきている．
そこで，本シンポジウムでは，「進化した HIV感染症診
療―AIDS指標疾患以外の臨床的課題―」と題して，最先
端で AIDS診療に携わっておられる臨床経験豊富な 4名の
先生方より，あえて，AIDS指標疾患以外で重要と思われ
る臨床的課題に焦点をあてて，ご講演をお願いした．
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1．HIV感染症と生活習慣病
九州大学病院総合診療科

村田 昌之，古庄 憲浩
HIV感染者は抗 HIV療法（ART）の進歩に伴い，非感

染者と同程度の生存率が得られるようになった．そして，
長期予後と他者への感染防止の観点から ART早期導入が
推奨されている．これらに伴い，今後は感染者の高齢化と
長期治療に伴う合併症対策が課題となると想定されてい
る．
欧米では 50歳以上の感染者が 2012年の時点で 30%を

超えていると報告されている．死亡原因も変化し，AIDS
指標疾患の減少と非 AIDS悪性腫瘍，心血管疾患，肝疾患
の頻度が増加している．当院でも 50歳以上の患者が 24%
を占めており，今後もその割合は増加すると予想される．
HIV感染者の高齢化に伴い，非感染者と同様に合併症
を有する頻度が高くなるが，HIV感染者では同年代の非
感染者と比較し，より多くの合併症を有していることが報
告されている．原因として，ARTにより HIV RNAが抑
制された状況においても慢性炎症が持続していることが影
響しているという報告がある．
合併症の中では，特に脳心血管病，骨粗鬆症，糖尿病，
腎障害，肝疾患，悪性腫瘍，神経認知障害などには注意が
必要である．
HIV感染者では脂質異常症，高血圧，肥満，糖尿病，喫
煙者の割合が高く，それらを背景に脳心血管病の頻度が高
いとされている．HIV感染者では肝炎ウイルス重複感染
が多いが，脂肪肝の頻度も増えている．当院患者において
肝脂肪化の非侵襲的定量評価である transient elastogra-
phyを用いた controlled attenuation parameter（CAP）値
を測定すると，58％で脂肪肝が認められた．肝線維化に
至ると肝硬変，肝癌の合併が懸念されるため，生活習慣の
改善によるリスク管理が重要である．
2．AIDS指標疾患以外の具体的症例について

国立病院機構名古屋医療センター
横幕 能行

米国で多剤併用療法（HAART（Highly Active Anti-
Retroviral Therapy））が導入され，HIV感染者（未発症
者）/エイズ発症者（エイズ患者）（以下あわせて，患者等）
の生命予後は劇的に改善されてから 20年以上が経過した．
HIV感染症そのものの診療はさらに目覚ましい進歩を遂
げ，今や HIV感染症は未発症で診断され抗 HIV療法が導
入・継続され他疾患や依存症の合併がなければ非感染者と
同等の予後を約束できる疾病となった．また，HIVに感
染しエイズ指標疾患を発症したエイズ患者であってもほと
んどの場合，救命及び社会復帰が可能である．
現代の我が国の極めて優れた HIV感染症診療レベルを
考えると，我が国で定められている AIDS指標疾患以外の
臨床的課題，特に HIV陽性者の診療に付随して診察室で
遭遇する多種多様な感染症について知見を共有すること
は，新規患者等の届出数減，早期診断治療，予後改善及び

昨今の海外渡航者や来日外国人増加の問題への対応に極め
て重要である．
現在，我が国の HIV陽性者の主体は同性間性交渉によ
る男性（Men who have Sex with Men：MSM）であるこ
とが関連してか，HIV感染の診断前後及び抗 HIV療法継
続中に，糞口感染によって罹患したと推察される疾患の診
断治療に取り組むことは少なくない．例えば，アメーバ感
染症（大腸炎，肝膿瘍），ジアルジア症，A型肝炎，細菌
性赤痢，腸チフスなどは，常に鑑別診断の中に加えて診療
に当たる必要がある．
また，性的に活動的な年代が HIV陽性者の主体である

ことから，性感染症罹患，疾患によっては再感染の可能性
を常に考慮しつつ診療を行う必要がある．B型肝炎，C型
肝炎，クラミジア感染症，淋菌感染症，梅毒は代表的な疾
病である．上述のアメーバ感染症も頻繁に遭遇する性感染
症の一つである．
最近の在留外国人の増加とその国籍を考えると，HIV
陽性者が様々な輸入感染症を我が国に持ち込む可能性があ
る．例えば，エイズ指標疾患に含まれていない輸入真菌症
の一つである Penicillium marneffei 感染症は現在日本で
はバイオセーフティーレベル 3の封じ込めが必要とされて
おり，診断と治療に加えて適切な院内感染対策を講じる必
要がある．易感染性患者の診療機会の多い HIV感染症/エ
イズ診療従事医は積極的に知見の収集を行うことが求めら
れる．
HIV陽性者の予後を左右する要因として肝炎ウイルス
の持続感染の有無は重要である．薬剤耐性化の問題がなけ
れば，直接作用型抗ウイルス薬（Direct Acting Antivirals：
DAA）によって C型肝炎が治癒可能となった現在，今後，
B型肝炎が HIV陽性者の予後に最も大きく影響する疾病
となり得る．HIV陽性者に対しては，HBV感染の既往が
ない場合はワクチン接種の勧奨，HBs抗原陽性者に対し
ては抗 HIV療法等による seroconversionを試みつつ最低
限でも抗 HIV療養の工夫により HBV DNA抑制維持が求
められる．
今回，様々なエイズ指標疾患以外疾患中でも上述のよう
な生命予後に影響を与えたり HIV以上に院内感染対策が
問題となる感染症に注目する．実際の症例を提示しながら
知見の共有をはかる．
3．HIV感染症と血球異常

広島大学病院輸血部・エイズ医療対策室
藤井 輝久

HIV感染症においては，様々な血球異常が起こりうる．
HIVは CD4陽性細胞に感染し，その細胞を細胞死に至ら
しめるので，CD4数の減少が起こる．そのため，CD4陽
性細胞が含まれる集団，つまりリンパ球減少が起こり，こ
れが HIV感染の契機となった症例もある．また機序は明
らかになっていないが，貧血や血小板減少も見られ，これ
ら cytopeniaが認められるときは，その原因として HIV
感染も鑑別に入れることは，臨床医として当然な時代に
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なっている．CD34陽性細胞，すなわち Hematopoietic cells
（HPCs）の 25～65%は CD4抗原も有しており，また分化
の段階に応じて，CXCR4や CCR5の発現が見られるよう
になる．そのため，HPCsに HIVが感染後，分化せず細
胞死に至り，上記の血球減少になることが想像されている．
また HIVに感染したことが原因で遺伝子異常を起こし，骨
髄異形成症候群（Myelodysplastic syndrome：MDS）を
起こすこともある．本院でもMDSとして治療されていた
高齢患者が，実は HIV感染症であった，といった例を経
験している．
HIV感染症患者は，非感染者に比べて白血病の罹患率
が高いことが報告されているが，そのことも HPCsに HIV
が感染し，疾患の発症に何らかの影響を与えていることを
示唆させる．HIV感染症は，経過中に自己免疫疾患を起
こすことも知られている．その中で最も頻度が多いのは，
免疫性血小板減少症である．HIV関連免疫性血小板減少
症は，AIDS発病者あるいは CD4数が＜200/uL，高ウイ
ルス量がリスク因子として存在する．発症機序は次の二つ
が想像されている．一つ目は，古典的な ITPと同様，HIV
感染を契機に液性免疫異常が起こり，血小板膜蛋白に対す
る抗体が産生され，抗原である血小板膜蛋白と結合して免
疫複合体が形成され，肝脾での破壊が亢進することによる．
もう一つは，HPCsからMegakaryocyteまでの分化のい
ずれかの段階で HIV感染が起こり，maturation arrestや
遺伝子異常を来すため，産生障害となってしまう機序であ
る．前者の場合，抗 HIV療法が奏功し，液性免疫異常が
軽快すれば血小板増多が起こるが，後者の場合は，HPCs
レベルの異常のために，速やかな血小板の回復は見込めず
遷延化することが予想される．HIV感染未発病者の 10％，
エイズ発病者の 90％に貧血を認める．貧血は血小板減少
と比べると軽度なものが多く，またMDSのような形態異
常を示すことは稀である．これも産生障害が主な原因であ
るので，抗 HIV薬が奏功しても回復は遅い．AZTや 3TC
などの核酸系逆転写酵素阻害剤は造血障害を起こすことが
知られており，特に AZTは重篤な貧血を起こすことがあ
る．現在 AZTはほとんど使用されていないと思われるが，
HIV感染妊婦からの出産時に，児に対して感染予防のた
めに AZTシロップを服用することを推奨されているの
で，そういった児には，貧血の発症に注意が必要である．
なお 3TCと構造が似ている FTCでは，造血障害特に貧
血の報告はほとんどない．このシンポジウムでは，HIV
感染に伴う血球障害を紹介するだけでなく，ディスカッ
ションを通じて，その対処法についても触れていきたい．
4．HIV関連神経認知障害の病態と診断

琉球大学大学院感染症・呼吸器・消化器内科学
健山 正男，上 薫，仲村 秀太
宮城 一也，金城 武，鍋谷大二郎
原永 修作，藤田 次郎

1990年後半にプロテアーゼを中心とした多剤併用療法
が登場して以来，HIV感染症に対する多剤抗レトロウイ

ルス療法（combination antiretroviral therapy：cART）は
生命予後を著しく改善させた．次の課題は合併症をいかに
コントロールし，良好な QOLを維持するかである．
近年，その有病率の高さからも注目されている合併症と
して，HIV関連神経認知障害（HIV-associated neurocogni-
tive disorders：HAND）があり，本邦でも報告が相次い
でいる．HANDの発症頻度は，調査年代や患者背景の違
いにより幅広いが，認知機能障害を自覚していない患者で
も，半数強で HANDが認められると報告されている．
HIVはヒトにおける感染曝露例での観察から，感染後
は他のどの臓器よりも早く，少なくとも 15日後までには，
central nervous system（CNS）から分離されることが知
られている．CNSには，レトロウイルスに感受性のある 5
つの細胞が知られているが，これらの感染細胞からは Gp
120や Tat蛋白などの神経毒性物質が放出され，神経細胞
にアポトーシス誘導や毒性を発揮する．また，CNSの慢
性の炎症と神経毒性物質は，神経細胞のみならず樹状突起
にも損傷をもたらして，神経ネットワークに深刻なダメー
ジを与える．これらは HAND患者の脳病理像に多く認め
られる，白質の変性機序と符合している．本症を発症すれ
ば QOL低下やアドヒアランスの維持が困難なだけでな
く，薬剤耐性の出現が危惧され，最終的には予後に重大な
影響を与える．
これらのことから，HANDの早期発見と有効な治療法
を明らかにすべく，多くの研究者が取り組んでいるが，既
に提唱されている国際的なスクリーニング法は，感度や特
異度がいまだ十分でない．2007年に HANDの診断基準が
提唱されたが，その核となる神経心理学的検査が統一され
ておらず，また，その普及が進んでいないことが，有効な
治療戦略を探る臨床研究のハードルを高くしている．
HIVの CNSの潜伏感染や複製が HANDを引き起こす
のであれば，CNSの HIV複製を抑制するためのストラテ
ジーが必要である．HAND治療のレジメン選択に現在最
も用いられている CNS penetration-effectiveness（CPE）
rank（CPEランク）は，抗 HIV薬の薬剤特性と cerebrospi-
nal fluid（CSF）の薬剤濃度，臨床試験成績をもとに，有
効性を 1～4にランキングしたものである．CPEスコアを
指標に，HANDに有効性が期待されるレジメン（neuro
cART）を検証した 6つの縦断研究では有用性が示された
とされる．一方，CSFの HIV量を抑制することが，認知
機能の改善に結びつかないとの報告もある．
これまで述べたように，HANDの治療戦略はまだ未解
明の問題を多く有しているため，米国保健福祉省（DHHS）
のガイドラインおよび欧州 AIDS学会ガイドラインにおい
ても，HANDと診断された患者全てに neuro cARTの開
始を考慮すべきでありと記載されているが，具体的なレジ
メンは呈示されていない．
当教室では，300人以上の HIV/AIDS患者の診療経験
があり，早期から HANDの診断と治療に取り組んできた．
本講演では HANDに関する自験例および現在まで明らか
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にされている臨床研究の動向を中心に概説する．
シンポジウム 9：呼吸器感染症診療の新展開
司会のことば

国立病院機構近畿中央胸部疾患センター１），国立
病院機構東名古屋病院呼吸器内科２）

鈴木 克洋１） 小川 賢二２）

呼吸器感染症は，発症原因となる病原体がウイルス・細
菌・真菌・その他と種類が多く，同じ病原体でも急性・慢
性とさまざまな経過をたどることが知られている．今回の
シンポジウムでは，日常診療で誰もが経験する呼吸器感染
症に注目し，現状の問題点や今後の新しい展開について各
先生にご講演をいただくことになった．
最初は川崎医科大学総合内科学 1の宮下修行先生に，呼

吸器感染症の最もポピュラーな症状である咳嗽に焦点をあ
て，特定の病原体で見られる特徴や非感染症の場合の特徴
など，症状の程度や推移から鑑別診断を進める重要性を講
義していただく．なお今後は「咳嗽に関するガイドライン」
を喀痰症状も含めた診療指針に改訂中とのことである．
次に，本年 4月に改訂された「成人肺炎診療ガイドライ
ン」の内容を，公益財団法人大原記念倉敷中央医療機構倉
敷中央病院呼吸器内科の石田直先生に解説していただく．
CAP治療については従来の重症度分類に加え，敗血症の
有無の判定が治療薬選択に重要であること，米国では
HCAPが除外されたのに対し我が国では NHCAPが存在
しており，NHCAPの位置づけを再考する必要があるとし
ている．また，高齢者肺炎の診療において，QOLに配慮
した緩和ケアを中心とした治療選択肢が示されたこと，CQ
推奨を行っている点なども今回のガイドラインの特徴とし
ている．今後の展開に関してはプロカルシトニンの位置づ
けや抗菌薬の吸入療法などについて言及していただく．
次に，抗酸菌感染症診療の現状と未来を，国立病院機構
近畿中央胸部疾患センターの露口一成先生に講演していた
だく．我が国の結核罹患率は減少しているが，空気感染に
より伝播する感染症としてその対策の重要性は低下してい
ない．特に多剤耐性結核は治療成功率が低かったが，デラ
マニドやべダキリンの登場により多剤耐性結核制圧の光が
見えはじめた．また LTBIからの発症者を抑制することが
さらなる罹患率の低下に重要であるとしている．一方非結
核性抗酸菌症は疫学調査により増加傾向にあることが指摘
されている．特に我が国の肺 NTM症の 90%近くを占め
る肺MAC症に対する対策は重要で，治療開始時期・治療
期間・治療薬（特に新規薬），および感染防止策さらには
難治性のMycobacterium abscessus complex症について
も解説していただく．
最後に，呼吸器領域における深在性真菌症のトピックス
を長崎大学第二内科の今村圭文先生にお話ししていただ
く．呼吸器領域ではアスペルギルス症・クリプトコックス
症・ムーコル症が代表的であるとし，その新しい診断法が
トピックスとなっている．アスペルギルスでは BALF中
のガラクトマンナン抗原測定の意義および呼気中のアスペ

ルギルス属産生二次性代謝産物の解析，クリプトコックス
では BALF中のクリプトコックス抗原測定の意義，ムー
コルではシグナルシークエンス・トラップ法を用いた血液
検体での診断法を解説していただく．
4人の先生方の講演内容はいずれも身近な診療で経験さ
れる問題が多く，本シンポジウムに参加される先生方の日
常診療のお役に立てることを祈念している．
1．咳嗽診療の現状と未来

川崎医科大学総合内科学 1
宮下 修行

咳嗽は風邪症候群のみならず呼吸器疾患の主症状であ
り，患者が医療機関を受診する動機として頻度の高い症状
のひとつである．しかし医療機関を受診したにも関わらず
咳嗽が遷延し専門外来を受診する患者も多く，その鑑別に
苦慮することも少なくない．なかでも百日咳，マイコプラ
ズマ，肺炎クラミジアは咳嗽の原因となる多くの疾患と鑑
別困難な微生物であり，しばしば集団感染を引き起こす．
実地医家を受診する患者の多くは，急性咳嗽で，その最
も一般的な原因は感染症で普通感冒や気管支炎がその大半
を占める．感染症による咳嗽の特徴は 8週間以上持続する
ことは少なく，8週間以上持続する場合には感染症以外の
疾患を考慮する．遷延性・慢性咳嗽の原因としては，咳喘
息と気管支喘息が最も多く，まず考慮すべき疾患である．
また，副鼻腔気管支症候群の多い事が本邦の特徴で，アト
ピー咳嗽，慢性閉塞性肺疾患，胃食道逆流などが続く．
咳嗽診療で重要な点は，咳嗽の原因となる非感染性疾患
の咳嗽が感染を機に誘発されることが多いため，急性咳嗽
の診療では感染症を含めた全ての咳嗽疾患を考慮して詳細
な病歴聴取，身体診察，検査をすることである．また，普
通感冒による咳嗽は 2週間以内に軽快することが多く，感
染後に 2週間以上続く，または増強する咳嗽の場合はウイ
ルス以外の微生物―百日咳，マイコプラズマ，クラミジア―
を考慮する必要がある．外来診療では，詳細な病歴聴取と
検査データ，薬剤反応性などから遷延性，慢性咳嗽の原因
を除外すること，すなわち陰性所見を拾い上げることが最
も重要と考える．この場合，頻度の高い咳喘息や喘息との
鑑別が最も重要となる．その後，感染性咳嗽に非特異的だ
が比較的観察される所見を組み合わせることが日常診療の
実際と考える．
「咳嗽に関するガイドライン」は，日本呼吸器学会 2005
年に公表され，2012年に改訂された．現在は喀痰を含め
た診療指針に改訂中で，咳嗽・喀痰診療の向上に期待され
ている．
2．新肺炎診療ガイドラインの検証

公益財団法人大原記念倉敷中央医療機構倉敷中央
病院呼吸器内科

石田 直
本年 4月に，日本呼吸器学会より「成人肺炎診療ガイド
ライン」が発表された．この新ガイドラインは，従来の市
中肺炎（CAP），院内肺炎（HAP），医療・介護関連肺炎
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（NHCAP）の 3つのガイドラインを 1冊に統合したもの
である．このガイドラインの概要を示しながら，私見を交
えて検証を行ってみたい．
この新ガイドラインでは，肺炎を大きく CAPと HAP
＋NHCAPの 2つに分けた構成となっている．CAPの治
療を行うにおいて，従来の A-DROPの重症度分類に加え
て，新たに qSOFAスコアを用いて敗血症の有無を判定す
ることを薦めており，これらに応じて治療の場や治療薬が
推奨されている．HAPや NHCAPでは，重症度（A-DROP
または I-ROAD），敗血症の有無，耐性菌リスクの有無を
総合して，治療薬の決定（escalationを行う場合と de- esca-
lationを行う場合）を行うこととなる．推奨抗菌薬も，具
体的な薬品名と用量が記載されており，実用的である．一
方，昨年発表された米国胸部学会（ATS）/米国感染症学
会（IDSA）の院内肺炎・人工呼吸器関連肺炎（HAP/VAP）
ガイドラインでは，従来 HAPと同一の治療カテゴリーと
なっていた HCAP（医療ケア関連肺炎）は，その後の臨
床研究より，多剤耐性菌のリスクでないとするエビデンス
が多く発表されたことより，ガイドラインより外され，今
後発表予定の CAPガイドラインに含まれると予想されて
いる．今後，海外データとの比較において，本邦の NHCAP
の概念との整合性を図る必要がある．
また，高齢者肺炎においては，疾患終末期や老衰，誤嚥
性肺炎を反復する場合には，患者や家人の意思を尊重し，
強力な肺炎治療を差し控え，QOLに配慮した緩和ケアを
中心とした治療の選択肢もあることを示したことが今回の
ガイドラインの大きな特徴である．高齢者社会の到来で，
実臨床では高齢者肺炎に対して日常的にこのように対応し
ているのが現実であり，ガイドラインとして明記されたこ
とは，大変意義のあることと思われる．
予防の項目として，インフルエンザワクチンと肺炎球菌
ワクチンの接種と口腔ケアの実施もエビデンスに基づき，
推奨されている．
今回のガイドラインは「Mind診療ガイドライン作成の
手引き」に則って作成され，クリニカルクエスチョン（CQ）
として 25項目が設定され，それぞれについてシステミッ
クレビューを行い，エビデンスの強さ，リスクとベネフィッ
トのバランス，患者の価値観，コストも考慮して，CQ推
奨を行っている点も特徴として挙げられる．臨床医が，普
段から関心を持っている，｢CAPのエンピリック治療で非
定型肺炎をカバーすべきか｣，｢CAPのエンピリック治療
で β―ラクタム系薬にマクロライド系薬を併用すべきか｣，
｢CAPにステロイド薬を補助的に併用することは推奨され
るか｣，｢HAP/NHCAPで耐性菌感染が疑われる場合には，
多剤耐性菌をカバーする初期治療が推奨されるか｣，｢肺炎
の治療期間はどのくらいでよいか｣などの CQについて詳
述されているが，これらに対する CQ推奨度の強さを，具
体的に臨床でどのように反映させるかも今後の検討課題で
ある．
その他，プロカルシトニン等のバイオマーカーをどのよ

うに臨床に取り入れていくか，抗菌薬の吸入慮法などの新
しい治療法については，今後，本邦でのエビデンスの蓄積
が必要と思われ，次回の改訂に盛り込まれることを期待し
たい．
3．抗酸菌感染症診療の現状と未来

国立病院機構近畿中央胸部疾患センター臨床研究
センター

露口 一成
【抗酸菌感染症診療の現状と未来】
わが国での結核罹患率は近年順調に減少しており，か
わって非結核性抗酸菌症が増加傾向にありその対策が問題
となりつつある．しかし結核も欧米に比べればまだ罹患率
は高く，空気感染により伝播する感染症であることも考え
ると，未だなお重要な感染症であることに変わりはない．
本シンポジウムではこれら抗酸菌感染症についての現状で
の問題点をとりあげ今後の対策について考察を行いたい．
【結核】
1．多剤耐性結核，新規抗結核薬
現在では結核は治療法の確立した疾患であるが，標準化
学療法が行えない多剤耐性結核では当然ながら治療困難と
なる．その治療成功率は 60%程度とされている．しかし
近年，デラマニドやベダキリンを初めとする種々の新規抗
結核薬の開発が進み治療にも光が見えつつある．
2．潜在性結核感染（LTBI）
結核では，感染はしているが発病していない LTBIとい

う状態があり，感染から長期間を経て LTBIから発病する
ことが根絶を困難にしている．現在，インターフェロン γ
遊離試験（IGRA）の普及により正確な LTBI診断が可能
となった．結核発病リスクの高い LTBI集団に対しては積
極的に治療を行って活動性結核発病を予防することが，今
後さらに罹患率低下を目指すためには欠かせない．
【非結核性抗酸菌症】
非結核性抗酸菌症は，Mycobacterium kansasii 症など
薬剤効果が良好な一部の菌種を除いては，多くが治癒困難
な難治性の慢性感染症であり結核とは大きく様相が異な
る．最大の課題は，もっとも多いMycobacterium avium
complex症である．
【M. avium complex（MAC）症】
1．MAC症に対する薬剤
MACに対してもっとも有効な薬剤はクラリスロマイシ

ンなどのマクロライド薬であり，これにエサンブトールや
リファンピシンを加えた多剤併用療法が標準治療法とされ
ているが治療成功率は満足できるものではなく，新たな薬
剤の開発が待たれる．現在，アミカシンリポソーム製剤の
吸入治療の治験が行われており結果が期待されている．
2．MAC症治療のタイミング，期間
MAC症については，薬剤効果が不十分であり，かつ経
過に個人差が大きく急速に悪化する例から長年にわたって
ほとんど進行しない例まで幅があることが，治療開始のタ
イミングを難しくしている．予後の悪い線維空洞型は直ち
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に治療開始すべきであり，結節・気管支拡張型の軽症例で
は経過観察もあり得る．毒力の強い菌と弱い菌を見出そう
とする試みもあり，治療適応決定にも有用となる可能性が
ある．また，治療期間についても，排菌陰性化から 1年と
する意見から，より長期が望ましいとする意見までさまざ
まであり定まっていない．
3．MAC感染の防止
土壌や水環境がMACの感染源となることを示唆する報
告が相次いでおり，これらの曝露を避けることもMAC症
治療の一助となる可能性がある．
【Mycobacterium abscessus complex症】
従来M. abscessus とされていた菌種は，M. abscessus

subsp. abscessus，M. abscessus subsp. massiliense，M.
abscessus subsp. bolletii の 3亜種に分類されることが最
近報告された．これまでM. abscessus 症はきわめて治療
困難な非結核性抗酸菌症であったが，亜種により治療反応
性や予後に差があることが報告されたため，正確な同定が
治療方針決定に有用となる可能性がある．
4．呼吸器領域における深在性真菌症のトピックス

長崎大学病院第二内科
今村 圭文

呼吸器領域の深在性真菌症を引き起こす代表的な病原真
菌にはアスペルギルス，クリプトコックス，ムーコルがあ
る．本セッションではこれらの真菌に関する最近の知見に
ついて述べたい．
呼吸器領域で重要なアスペルギルス感染症は慢性肺アス
ペルギルス症である．本感染症は極めて難治性であり，ま
た診断にも難渋しやすい．慢性肺アスペルギルス症の病態
として近年注目されているのは，肺非結核性抗酸菌症を背
景とした慢性肺アスペルギルス症の増加である．我々の調
査では肺非結核性抗酸菌症の約 10％強でアスペルギルス
感染が認められており，アスペルギルス感染合併例では予
後不良であり，治療薬選択の点でも問題が多く，今後の大
きな臨床的課題である．アスペルギルス症の診断では血清
学的検査としてガラクトマンガン抗原検査が頻用されてい
るが，特に慢性肺アスペルギルス症では感度，特異度共に
十分な検査とはいえない．そこで，近年は気管支洗浄中の
ガラクトマンガン抗原検査測定の有用性についての検討が
なされており，ある程度のエビデンスも集積しつつある．
その有用性や参考とするべき閾値について考察したい．肺
アスペルギルス症診断の新たなツールとして，呼気中のア
スペルギルス属の二次性代謝産物の解析という興味深い報
告が報告されている．肺アスペルギルス症の確定診断には
呼吸器検体からのアスペルギルスの分離や肺組織中のアス
ペルギルス菌体の証明が必要であるが，これらの検査は侵
襲性を伴うことが多く，血清学的な臨床診断のみで治療を
開始されることも多い．呼気の解析という非侵襲的な検査
が有用であれば，今後のアスペルギルス症診療に大きな影
響を与えると思われる．薬剤耐性菌は世界的に大きな問題
となっており，日本も伊勢湾サミットを受けて薬剤耐性

（AMR）対策アクションプランを作成し，国を挙げて対策
に望む姿勢を示している．このプランの中で柱の一つと
なっているのが医療，畜水産の分野における抗微生物剤の
適正な使用の推進である．従来から畜水産における抗菌薬
の使用が環境中微生物の薬剤耐性を誘導することが問題と
なっていたが，アスペルギルスにおいても欧州を中心に環
境型の耐性獲得が問題となっていた．昨年，日本において
も同様の耐性機構をもつアスペルギルスが分離されてお
り，今後の対策が重要である．
呼吸器領域でアスペルギルスと並び重要なのが肺クリプ
トコックス症である．クリプトコックスの診断においては
血清中のアスペルギルス抗原検査が極めて有用であるが，
それでも偽陰性となることもあることが臨床上の課題で
あった．そこで我々は気管支洗浄液におけるクリプトコッ
クス抗原検査の有用性について検討した所，血清中抗原測
定よりも感度，特異度の点で優位であった．特に胸部陰影
が小さい場合にその有用性が高く，発症早期の肺クリプト
コックス症診断において有用であると考えられる．
ムーコルは免疫抑制下や血球減少下において稀ながら致
死的な呼吸器感染症を引き起こす真菌である．本真菌の診
断には培養検査や病理組織検査が必須であり，アスペルギ
ルスやクリプトコックスのような血清診断がなく，生前診
断は極めて困難であった．最近，代表的なムーコルである
Rhizopus oryzae の菌体蛋白に注目し，シグナルシークエ
ンス・トラップ法を用いて，血液検査で抗原（菌体の一部）
を検出する方法の開発が報告されており，今後の臨床活用
が期待されている．
シンポジウム 10：ヒトマイクロバイオーム―メタ 16S
解析から機能メタゲノミクスへの新展―
司会のことば

香川大学医学部分子微生物学１），海洋研究開発機
構横浜研究所環境影響評価グループ２）

桑原 知巳１） 髙見 英人２）

これまで感染症研究は主に病原性の高い微生物を対象と
して行われ，常在菌について大きな関心が向けられること
はなかった．しかしながら，抗菌薬の使用量の増加に伴い
薬剤耐性の分子メカニズムや疫学研究の重要性がクローズ
アップされ，近年では高度先進医療や超高齢化に伴う常在
菌による内因性感染やその耐性化が大きな問題となってき
た．今後，抗菌薬の適正使用や感染管理の重要性が臨床医
学において益々重要な役割を担うことは想像に難くない．
私たちの皮膚や腸管には無数の微生物から構成される常
在菌フローラ（マイクロビオーム）が存在し，その重要性
はこれまでの様々な知見から認知されていた．しかし，分
離培養法のみに頼るアプローチでは，複雑な常在菌フロー
ラの解明には限界があるため（労力やコスト，難培養性菌
の存在），新たな解析手法が求められていた．この現状を
一変させたのが，シーケンシングの飛躍的技術革新により
生まれたいわゆる次世代シークエンサーである．
これにより，現在では 16S ribosomal RNA遺伝子（16S
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rDNA）を標的としたヒトマイクロビオームのメタゲノム
解析が凄まじい勢いで進められ，これまで微生物との関連
性が想定されていなかった代謝性疾患や精神疾患への常在
フローラの関与が示唆されるようになった．感染症領域に
おいても，次世代シークエンサーが検体中の微生物の網羅
的検出に日常的に用いられている．本シンポジウムに参加
される多くの先生が，様々な方面から常在菌フローラに関
心を示され，新たな研究計画をお考えであるとするならば，
それは，常在菌フローラの解析によって得られる知見が，
先に述べた感染症領域の諸問題を解決する糸口になると実
感されているからに違いない．
そこで本シンポジウムは，マイクロビオーム研究の第一
線で活躍しておられる諸先生をシンポジストとしてお招き
し，具体的な研究データをご提示いただくことで，メタゲ
ノム研究からどのような知見が得られ，それがどのように
新たな感染症研究の展開をもたらすのかを議論することと
した．
1．九州大学の山下喜久先生には，口腔内マイクロビー
ムと高齢者呼吸器疾患の関連性ついてご講演いただき，2．
国立病院機構大阪医療センターの小島将裕先生には，重症
救急患者における腸内マイクロビオームに関する最新の研
究成果について，3．近畿大学医学部附属堺病院眼科の江
口洋先生には，腸管や皮膚に比較して菌数が少なくマイク
ロビオーム研究が遅れている眼表面の解析について，感染
症領域の立場から研究の一端をそれぞれご紹介いただく予
定である．最後に，海洋研究開発機構の髙見英人先生には，
メタ 16S rDNA解析の問題提起とメタ 16S rDNA解析で
は評価できないマイクロビオームの機能評価にどのように
迫るか，そのノウハウをご自身が開発された解析ツール
MAPLEを使った研究データを通じてご教示いただく．
現在，自然環境のマイクロビオーム研究は，メタ 16S
解析から機能メタゲノミクスへの移行期にあるが，環境微
生物生態系はヒトマイクロビオームよりもはるかに複雑
で，長い研究の歴史を持つ．したがって，環境メタゲノミ
クスで培われた解析手法は，臨床医学にも十分応用可能で，
ヒトマイクロビオーム研究の強力な解析ツールとなること
に疑いはない．本シンポジウムが，これからマイクロビオー
ム研究を始められる諸先生のみならず，すでにマイクロビ
オーム研究を進めておられる方々にとっても有意義な情報
収集の場となることを期待して本シンポジウムを企画し
た．
1．口腔マイクロバイオームのバランスと高齢者の呼吸
器疾患の関連性

九州大学大学院歯学研究院口腔保健推進学講座口
腔予防医学分野

山下 喜久
多くの先進国では年々平均寿命が延伸する一方で，出生
率は低下しており，社会の少子高齢化の急速な進行が先進
国の共通課題となっている．中でも日本の高齢化率は世界
でも群を抜いており，総務省統計局の公表によると 2016

年 12月 1日時点で 65歳以上の高齢者が総人口の 27%を
超えている．2055年には老年人口は全人口の 40％を超え
て，「超高齢者社会」を迎えると予測されている．現行の
年金制度や医療制度にはこのような超高齢化社会の到来は
想定されておらず，従前のピラミッド型人口分布を基盤と
したこれまでの社会保障制度は遠からず機能不全に陥るも
のと思われる．
2009年度の厚生労働省の統計データでは，高齢者の死
亡原因の第 1位は悪性新生物，第 2位は心疾患，第 3位は
脳血管疾患，そして第 4位が肺炎であった．さらに 85歳
以上になると肺炎が脳血管疾患を抜いて第 3位となり，90
歳以上では第 2位と，加齢に伴って肺炎を原因とする死亡
割合が増加する．このことから，肺炎が超高齢化社会を迎
えている我が国の重要な健康問題であることが分かる．高
齢者の肺炎の多くは誤嚥性肺炎であるが，多くの高齢者が
入所する医療機関では人工呼吸器関連肺炎が多発してい
る．これらの肺炎には口腔細菌が少なからず関係している
との報告があり，口腔ケアによって口腔細菌をコントロー
ルすることで高齢者の肺炎のリスクを低減できる可能性も
示唆されている．
一方で，高齢者に多発する誤嚥性肺炎は，若年者で発症
する市中肺炎とは異なり，その原因菌については，あまり
明確になっていない．その一つの理由として，生体の抵抗
力が減弱した高齢者では口腔の常在菌が大きく影響してい
る可能性が否定できないからである．しかし，口腔には 700
種を超す細菌種が生息していると言われ，これらの細菌種
が高齢者の肺炎にどのように関連しているのかを明らかに
することは容易ではない．我々の研究室ではこれまでに，
ヒト大規模集団を対象として口腔マイクロバイオームを網
羅的に解析し，口腔の健康のみならず全身の健康に関連す
る口腔マイクロバイオームの特徴の解明を試みてきた．
本講演では，その中から明らかとなった高齢者の肺炎に
関わる口腔マイクロバイオームの量ではなく質の特徴と，
そのような特徴が実はライフステージの早い段階で派生し
ていることを紹介する．さらにその事実から，高齢者の肺
炎を効率的に予防する意味では，より早期の段階からの口
腔ケアが高齢者の健康維持に重要である．我が国における
社会保障制度を安定的に維持するためにも高齢者になる前
からの成人の口腔ケアシステムを社会制度化する必要性を
考察したい．
2．眼科におけるマイクロバイオーム

近畿大学医学部堺病院眼科
江口 洋

眼球は神経組織であり，同時に光学器でもある．よって，
眼内への細菌の侵入は失明につながる重篤な眼内感染症を
引き起こす可能性がある．しかし，眼球が閉鎖空間である
ため，臨床導入されている手術や処置の多くは，無菌とさ
れる眼内に眼外からアプローチせざるを得ない．よって，
眼内感染予防の観点から，眼表面常在細菌叢を把握するこ
とは重要である．
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これまで，眼表面常在細菌叢に関する培養法による報告
は多数あるが，眼表面が環境由来の細菌汚染にさらされて
いるにもかかわらず，環境菌の分離頻度は低い．これは，
常在細菌叢が外来微生物の侵入やコロナイズを食い止めて
いる真の結果なのか，環境菌の一部が難培養である偽りの
結果なのか，あるいは何らかの人的バイアスが入った結果
なのか，詳細な検証はなされていない．眼表面が日常的に
環境菌による汚染を受けていること，および眼表面の生体
材料感染症の起炎菌に，環境由来と思しきグラム陰性桿菌
の報告が多いことを鑑みると，眼表面常在細菌叢のメタゲ
ノム解析は，眼感染症の発症予防のみならず，厳密な病態
の把握と的確な治療戦略の確立に有用と思われる．
本講演では，正常眼表面拭い液や涙嚢分泌物の次世代
シークエンス解析結果を呈示し，眼感染症診療におけるメ
タゲノム解析の問題点と今後の可能性について言及した
い．
3．重症救急患者の腸内細菌叢・腸内環境の変化と臨床
との関連

国立病院機構大阪医療センター救命救急セン
ター１），大阪大学医学部附属病院高度救命救急セ
ンター２），大阪大学微生物病研究所３）

小島 将裕１） 清水健太郎２） 元岡 大祐３）

中村 昇太３） 小倉 裕司２） 飯田 哲也３）

嶋津 岳士２）

健康なヒト成人の腸内には 1,000種，1014個を超える細
菌が存在しており，その大部分を構成するのは偏性嫌気性
菌である．腸内細菌は宿主との共生関係にあり，宿主の免
疫や代謝などに重要な役割を持ち，正常細菌叢の維持が病
原性菌の繁殖を未然に防ぎ，宿主の健康を維持する．近年
腸内細菌叢の変化が様々な病態と関連することが指摘され
ており，我々は重症病態下での腸内細菌叢や腸内環境の変
化について検討してきた．敗血症や多発外傷など重度の全
身性炎症症候群（SIRS）患者では，便中の総偏性嫌気性
菌の著明な低下が認められ，Bifidobacterium といった善
玉菌が減少する一方で，Staphylococcus や Pseudomonas
など病原性菌の増加が認められ，しかも一旦変化した細菌
数は長期にわたって回復しなかった．また，便のグラム染
色で腸内細菌叢の単純化・消失を認め，便の pHの上昇や
短鎖脂肪酸低下など腸内環境の悪化も認めた．このような
ダイナミックな変化は腸炎，腸管蠕動不全，菌血症といっ
た合併症の発症や予後の悪化とも関連性を示した．しかし，
これらの検討は従来の培養法や PCR法を用いた検討であ
り，限られた菌種しか同定できず，腸内細菌叢全体として
の変化は不明であった．我々は近年確立された高速大量
シークエンサーを用い，重症患者の便中細菌のメタ 16S
解析を行い，網羅的な腸内細菌叢の検討を経日的に行った．
門レベルで検討したところ，入院時に各患者は特有の腸内
細菌叢を有していたが，入院早期から腸内細菌叢は劇的に
変化していた．その変化は特に入院から 1週間に集中して
おり，その後は新たな安定した腸内細菌叢を獲得していた．

また，腸内細菌叢を変化させる因子を検討したところ，抗
生物質や疾患の重症度が関連していた．さらに，過度な腸
内細菌叢の変化は患者の生命予後の悪化にも関連すること
も明らかとなった．
重症患者における腸内細菌叢維持を目的に Probiotics/
Synbiotics療法を行い，腸内細菌叢や腸内環境の改善に伴
い感染合併症が減少する可能性を我々のグループは示して
きた．今後は腸内細菌叢の変化が宿主の免疫機能にどのよ
うな影響を与えているのかを検討することが新たな課題と
なる．これまでの当センターで行った上記研究を概説する
とともに，今後の腸管内治療の方向性について論じる．
4．機能からマイクロバイオームを見る―自然環境から
ヒト腸内細菌叢まで―

海洋研究開発機構横浜研究所環境影響評価グルー
プ

髙見 英人
メタゲノム解析の主たる目的の一つは，マイクロバイ
オーム（微生物叢）を構成する“だれが”，“どのぐらいの
割合で存在し”，“どんな機能を”，“どのぐらいもっている
か”を知ることにあるが，実際には，主に 16S rRNA遺
伝子の PCR産物に基づく菌叢解析や特定の機能に関与す
る一部の 遺伝子の多様性解析が行われてきたにすぎな
い．これは，メタゲノム配列から詳細な生理・代謝機能を
簡便に調べる術がなく，微生物叢の網羅的機能ポテンシャ
ル解析が困難だったからである．しかし，ゲノム中の 16S
rRNA遺伝子のコピー数が生物種により異なることや，
PCR用のプライマー設計にも限界があるため，多くの未
培養菌を含む菌叢の実態をどこまで正確に捉えているの
か，はなはだ疑問である．そこで演者らは，これらの問題
を解決すべく，KEGGに登録された機能モジュールを用
いた生理・代謝機能評価法を考案し 1），webインター
フェースを介して解析可能なMAPLEシステムを開発し
た 2, 3）．京大・バイオインフォマティクスセンターの協力
を得て 2013年に公開し，本年 1月には解析を高速化した
MAPLE-2.3.0を公開した．
KEGGデータベースには，代謝パスウェイから各反応
単位（解糖系，TCAサイクル，アミノ酸合成など）で切
り出された小さなパスウェイとして定義された 730種の機
能モジュールが登録されている．この KEGGデータベー
スを用いたMAPLEシステムを用いることで，
1．機能モジュールの充足率に基づく生理・代謝機能の
有無
2．機能モジュールが充足される場合の機能アバンダン
ス
3．機能モジュールを充足する生物種組成
4．リボソームタンパク質に基づく微生物叢（メタゲノ
ム）を構成する生物種組成
主に上記 4項目にわたる情報が得られるので，特に項目
2を対象とする微生物叢間，個別生物種間で比較解析する
ことによって，菌叢の生物種組成だけでなく，機能的特徴
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づけが可能である．
ヒト腸内細菌叢は，食生活の変化やストレス，加齢，疾
病時に処方される薬の影響などにより変化する．しかし，
これらの環境変化に対する応答，適応機構には個人差があ
るため，菌叢の回復までにかかるプロセスや日数にも違い
があると考えられる．一方，自然環境に生息する環境微生
物も，環境条件に適応した微生物叢を形成し，様々な環境
変化に応答しながらミクロ，マクロなレベルで微生物叢を
維持している．したがって，ヒト腸内，自然環境を問わず，
複数の機能の関与によって構築される微生物叢の構築原
理，維持，環境適応機構の理解には，微生物叢が持つ機能
とそのつながり，頑強性などを網羅的に把握する必要があ
る．一見，自然環境と腸内環境には大きな隔たりを感じる
が，環境微生物学で得られた知見は，腸内細菌叢を中心と
した医学・細菌分野における問題解決にも大きく貢献する
と考えられる．
そこで，本発表では，MAPLEの基本概念に加え，演者
らがMAPLEを用いて現在進めている機能メタゲノミク
ス研究のうち，赤道域を挟む南北太平洋で採取した表層水
や抗生物質投与前後の乳児の微生物叢の機能的解析によっ
て得られた知見について紹介する．
（文献）
1）Takami, H. et al. BMC Genomics , 13, 699 (2012)
2）Takami, H. et al. DNA Res . 23, 467-475 (2016)
3）髙見英人，荒井渉「NGSアプリケーション 今すぐ

始める！メタゲノム解析実験プロトコール」pp. 215-225
（2016）
シンポジウム 11：黄色ブドウ球菌感染症の診断と治療
戦略，および予防の今日的課題
司会のことば

川崎医科大学小児科学１），佐賀大学医学部国際医
療学２）

寺田 喜平１） 青木 洋介２）

黄色ブドウ球菌，とくにMRSAは医療機関におけるもっ
とも重要な菌です．昨年 G7の伊勢志摩サミット後に政府
が示した AMR対策アクションプランでは，2020年まで
に黄色ブドウ球菌に占めるメチシリン耐性率を 20％未満
にするという目標を示しました．多くの病院ではメチシリ
ン耐性率は減少傾向にあると思いますが，なお 50％前後
が多いと思われますので，感染症専門医はその目標値の低
さに驚いたことと思います．しかし，これを無理と諦めて
しまうのではなくどのようにこの目標に近づいていくか
が，私たちに求められていることであると思っています．
また 2017年 5月には日本化学療法学会と日本感染症学会
の合同委員会が「MRSA治療ガイドライン 2017」を改訂
し，新たな治療ガイドラインが示されました．またその中
でエビデンスレベルが A-1であるものとして，適切な手
指衛生や Antimicrobial Stewardshipを含めた抗菌薬適正
使用などの取り組み，院外からの持ち込みに対するアク
ティブサーベイランスが示されています．

今回私たちが取り組むべきことについて，4名の先生方
に講演をお願いいたしました．まず，わが国における
「MRSA感染対策の現状と課題」を示していただき，英国
などの成功例を参考に，目標達成にはどこに焦点を絞るべ
きか課題を示していただきます．また更に死亡率の高い黄
色ブドウ球菌菌血症について「黄色ブドウ球菌菌血症の治
療適正化と課題」として，特に心内膜炎の診断や治療を中
心に解説してもらいます．次にMRSA感染が多い皮膚軟
部組織感染などについて，「MRSAによる皮膚軟部組織感
染・手術部位感染症の予防と治療」として，CA-MRSA
および ASOなどの虚血肢における感染の問題，SSIなど
を新しい治療ガイドラインに沿って解説されます．最後に
特殊な NICU領域における「小児MRSA感染症」につい
て，その対策や治療を成人領域と対比されながら解説して
いただきます．このシンポジウムが明日からの診療に役立
てば幸いです．
1．MRSA感染対策の現状と課題

三重大学医学部附属病院感染制御部
田辺 正樹

2016年 4月に薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン
が策定され，日本の AMR対策は新たなステージへと入っ
た．アクションプランの成果指標として，MRSAについ
ては，2020年の黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率を 20％
以下に低下させることが挙げられている．日本のメチシリ
ン耐性率は，2014年時点で 50％程度であり，現状，年率
2％の減少傾向であるが，英国では対策を強化し，2006年
から 2011年にかけて年率 5％の減少を達成している．そ
こで，日本においても感染対策，抗菌適正使用を推進し，
年率 5％の減少とすることで，2020年に 20％以下を目指
すとされている．
この目標を達成するためには，どのような取組みが必要
となるだろうか？MRSAの検出率を低下させるためには，
水平伝播防止を主とする感染対策は重要な要素であり，
個々の病院で対策を強化する（各病院のメチシリン耐性率
を 20％に以下にする）必要がある．急性期病院において
は，感染防止対策加算の追い風もあり，ICT活動が活発
となり，標準予防策・感染経路別予防策など感染対策の基
本的な考え方は浸透してきており，MRSA検出率が低下
傾向を示している病院も多いと思われる．では，今後，需
要の増加が予想される療養型病院や高齢者施設の感染対策
の現状はどうなっているのであろうか？医療機関・高齢者
施設・在宅医療など医療関連施設間の連携が進む中で，耐
性菌も伝播していくため，急性期病院における対策のみで
はMRSAの制御は不可能である．アクションプランでは，
医療機関の入院・外来部門，高齢者施設，在宅医療などの
様々な臨床現場において感染予防・管理に一体的に取り組
めるような連携体制を推進するとされており，今後は，地
域連携の推進とともに医療関連施設全体の感染対策のレベ
ルアップがますます重要になってくると思われる．
本発表では，MRSAに対して先駆的な取組みを行った
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英国の状況，及び，日本の医療機関・施設の現状を踏まえ，
今後のMRSA感染対策の方向性も含め報告する．
2．黄色ブドウ球菌血症の治療の適正化と課題

京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
長尾 美紀

血液培養から黄色ブドウ球菌が検出された場合，約 90%
が真の菌血症であり，まずは真の黄色ブドウ球菌血症
（Staphylococcus aureus bacteremia；SAB）を想定して
対応する必要がある．SAB診療においては，感染症専門
医の介入が診療の質を向上させ，死亡率の減少や再発率・
再入院率を下げると報告されている．なかでも感染フォー
カスに応じた適切なマネージメントと転移性病変の積極的
な検索が予後の改善に大きく寄与しているのではないかと
考えられている．SABの最適治療のエビデンスは未だ十
分ではないが，①一刻も早い適切な治療薬の投与，②フォー
カス検索とソースコントロール，③血培陰性化を確認した
上での十分な治療期間，が適切な診療マネージメントの指
標となる．実際に，われわれの検討でもこれらの指標がど
の程度遵守されているかにより SABの予測死亡率が異な
ることが明らかとなった．このようなわかりやすい診療指
標は，診療内容の標準化・底上げに用いることができると
期待される．その一方で，各々の診療ポイントの詳細につ
いては未解決の部分もある．たとえば，心エコーと抗菌薬
の選択・期間に関してである．
すべての SAB患者は，心エコーを行うことが推奨され
ている．その場合，経食道心エコー（TEE）を行うべき
なのか，あるいは経胸壁心エコー（TTE）でよいのだろ
うか．実際には，全例に TEEを施行するのは困難なこと
が多く，実臨床では TTEにとどまることが多いのではな
いだろうか．既報によると，臨床的に感染性心内膜炎（IE）
の所見がない・TTEで所見がない患者であっても TEE
で疣贅所見がある事例が 15～20％程度あるとされている．
一方で，非透析・血培の陰性化がすみやか・心臓内デバイ
スがない等のケースは IEのリスクが低い群とされてお
り，そのような群では TTEのみでも許容されるという報
告があるのも事実である．
また，②最適な治療薬は何か，③適切な治療期間はどれ
くらいか，という点についても検討が必要である．治療薬
や治療期間に関し，その多くがエキスパートオピニオンや，
観察研究・非 RCT研究から導き出されたものであり，特
に新しい治療レジメンは非劣性試験という形で検討される
ことが多い．MRSAによる SABの治療薬の選択肢として
はバンコマイシンやダプトマイシンがあり，MSSAによ
る SABはセファゾリンがその選択肢となるのであるが，
アミノグリコシドの併用に始まり，MRSAの SABに対す
る βラクタム薬の併用や人工物感染に対するリファンピ
シン併用などについて議論される中，何が最適な治療なの
かということに関しては詳細に検討していく必要があると
思われる．また，治療期間に関しても原則 4～6週間とさ
れているが，短期間治療の可否については検討の余地があ

る．
SABは日常の診療でしばしば経験される重症感染症で
ある．いわゆる high-qualityなエビデンスという観点から
すると十分ではないかもしれないが，本講演では今まで蓄
積されてきた知見をもとに最適な治療マネージメントにつ
いて考えてみたい．
3．MRSAによる皮膚軟部組織感染症・手術部位感染症

の予防と治療
鹿児島大学病院医療環境安全部感染制御部門

川村 英樹
2015年の厚生労働省院内感染対策サーベイランス全入
院患者部門の公開情報によると，MRSA感染症の中で，皮
膚・軟部組織感染（14.0%），手術創感染（9.7%）は，肺炎
（39.4%），菌血症（16.6%）に次いで多い．MRSAは SCCmec
が染色体遺伝子に組み込まれることによって薬剤耐性化す
る．わが国では New York/Japanクローンと呼ばれる
SCCmec II型の院内感染型MRSA（HA-MRSA）が主流
であるが，近年入院歴のない健康な若年層からもMRSA
が検出され，市中型MRSA（CA-MRSA）と呼ばれてい
る．CA-MRSAの多くは SCCmec IV，V型であり，HA-
MRSAと比較し，テトラサイクリン系，ニューキノロン
系に感受性が高い．伝染性膿痂疹など小児の皮膚軟部組織
感染症の原因菌として CA-MRSAが多いと報告されてい
る．軽症例では外用療法で加療されることが多いが，重症
例では ST合剤，テトラサイクリン系，ニューキノロン系
などの内服薬で加療されることが多い．一方，人口の高齢
化にともない糖尿病性足感染症や下肢虚血に合併する感染
性皮膚潰瘍・足壊疽の増加も問題となっている．当院に血
行再建目的に入院し患部からMRSAが検出された重症下
肢虚血肢 15例の検討では，レボフロキサシンに 100％，ミ
ノサイクリンに 66.7％の耐性を示し，大部分が多剤耐性
化した HA-MRSAと考えられる．これら患者は血液透析
など濃厚に医療環境に接する機会があること，医療機関で
の創傷処置が必要となることなどが HA-MRSAの伝播リ
スクになっていると思われる．手術部位感染（SSI）では，
特に心臓血管外科や整形外科などの清潔手術でMRSAが
問題となりやすい．MRSA保菌はMRSAによる SSIの発
症リスクの一つとされ，ムピロシン鼻腔塗布などによる除
菌が推奨されている．我々は整形外科病棟において SSI由
来 87菌株，鼻腔保菌由来 95菌株でその遺伝子型を検討し
た．SSI由来株では SCCmec II型が 64.4%（56/87）で優
位であったが，鼻腔保菌由来株では SCCmec IV型が
38.0％（36/95）と優位であった．鼻腔保菌株と手術部位
感染株には遺伝子型に相違があり，保菌株の菌側因子が手
術部位感染発症リスクに影響を与えている可能性もある．
HA-MRSAが問題となる糖尿病性足疾患や手術部位感染
予防として，接触予防策を中心とした院内での伝播予防策
も重要である．
MRSA感染症の治療ガイドラインでは，これらの領域
ではバンコマイシン・ダプトマイシン・リネゾリドを第 1
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選択薬としている．壊死性筋膜炎や手術部位感染症のコン
トロールではデブリードマンや人工物の除去など外科的ア
プローチも重要である．ただし末梢動脈疾患の場合外科的
デブリードマンを行うことで，周囲の血行障害や壊死が進
行する可能性もあり，血行再建や切断術なども考慮する必
要がある．糖尿病患者ではバンコマイシンの軟部組織移行
性は良好ではないという報告もある．ダプトマイシンは炎
症が存在する軟部組織・骨組織にも良好に移行することが
報告されているが，バンコマイシンとの交 耐性に注意が
必要である．リネゾリドも優れた組織移行性を有するが，
長期投与によって骨髄抑制が起こりやすいため特に血小板
数に注意をはらう必要がある．
4．小児MRSA感染症

九州大学病院小児科
西尾 壽乘

無菌状態で出生し徐々に常在菌叢を形成していくが，小
児の常在菌叢は多様性（diversity）と安定性（stability）
が未熟であり，MRSAが常在化しやすい状況と言える．そ
の一部が小児の未熟な感染免疫機構を突破し，感染症を引
き起こす．
小児のMRSA感染症は，成人でもみられる菌血症，感

染性心内膜炎，骨・関節感染症，皮膚・軟部組織感染症な
どの他，ブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群や新生児 TSS
（toxic shock syndrome）様発疹症が特徴的である．さら
に，小児期にMRSAを含む黄色ブドウ球菌感染症を繰り
返す場合には，高 IgE症候群や慢性肉芽腫症といった原
発性免疫不全症を考える必要がある．
MRSA感染症の治療についても，年齢による投与量・

投与回数の違い，使用可能抗菌薬の限定など，成人領域と
違う部分も多い．例えば，バンコマイシンは小児では 1回
15～20mg/kgを 1日 4回，新生児では 1回 10～20mg/kg
を 1日 2回投与する．テイコプラニンについては高容量投
与のエビデンスはなく，リネゾリドは 2012年 11月に小児
適応が承認されたばかりで使用経験が少なく，ダプトマイ
シンは安全性・有効性すら十分確立されていない状況であ
る．
また，新生児医療では免疫不全状態の新生児に対して侵
襲的医療を行うこととなり，MRSA感染症はもちろん，新
生児集中治療室（NICU，Neonatal Intensive Care Unit）
環境中のMRSAやMRSA常在化は大きな問題となり，
NICUでのMRSA院内感染管理は重要である．しかし，そ
のMRSA管理は保育器という狭い環境，医療行為の細か
さなどから非常に難しい．
本講演では，小児MRSA感染症について成人領域と比
較しながら概説し，NICUでのMRSA院内感染について
も自験例を交えて議論していきたい．
シンポジウム 12：耐性菌対策―各職種の役割新展開―
司会のことば

西福岡病院１），山陽学園大学看護学部２）

青木 知信１） 渡邉都貴子２）

2015年 5月には，世界保健機関（WHO）総会で，薬剤
耐性菌に関する国際行動計画が採択された．これを受け，
2016年 4月に厚生労働省は，向こう 5年間の対策をまと
めた「多剤耐性菌のアクションプラン」を提示した．この
アクションプランの枠組みは，①普及啓発・教育，②動向
調査・監視，③感染予防・管理，④抗微生物剤の適正使，
⑤研究開発・創薬，⑥国際協力の 6分野からなりそれぞれ
の分野について，目標（大項目），戦略（中項目），具体的
な取組（小項目）が策定されている．これは，今後取り組
むべき国としての取り組みを記載しているのであるが，こ
のアクションプランからは，様々な関連分野（医療・介護
分野，畜水産・獣医療分野），施設，職種の取らなければ
ならない行動が記載されており，各施設で，そしてそれぞ
れの職種において積極的に耐性菌問題に取り組まなければ
ならいことが明示されている．目標として示された耐性菌
の薬剤耐性率は，非常に厳しい値であるが，実現するため
にどのように戦略を立て実行するかは，各施設における責
務ともいえる．今回は，医療施設（特に病院）における耐
性菌対策について取り上げるが，医療施設での耐性菌対策
は，行政の医療監視への対応という受動的な取り組みから，
各施設または連携施設も含めて何をしなければならないか
何ができるかという感染対策を担う各専門職種による能動
的な取り組みへの変容が必要であり，急務である．アクショ
ンプランに明記された取り組みに対し，感染対策チームと
して，またそれぞれの各職種がどのように取り組むのかを
具体的に行動化していかなければならない．
このシンポジウムでは，アクションプランが提示されて
から 1年以上が過ぎ，医師，薬剤師，臨床検査技師，看護
師の各職種において，それぞれの立場からどのように耐性
菌対策に取り組んでいるか，また今後どのような取り組み
が必要かを各シンポジストの方にご発表していただき，そ
れぞれの職種の耐性菌対策における役割について検討した
い．
1．当院における耐性菌対策の実際

兵庫医科大学病院感染制御部１），兵庫医療大学看
護学部２）

一木 薫１） 竹末 芳生１） 中嶋 一彦１）

植田 貴史１） 石川かおり１） 和田 恭直１）

土田 敏恵１）2）

当院では，過去カルバペネマーゼ産生腸内細菌科細菌
（ Carbapenemase-producing Enterobacteriaceae ；
CPE），バンコマイシン耐性腸球菌（vancomycin-resistant
enterococci：VRE）のアウトブレイクを経験した．この
アウトブレイクを機に，当院における耐性菌介入のタイミ
ングや管理を見直し，耐性菌対策のシステムを再構築した．
1．耐性菌検出患者の即時介入とフォローによる適切な
管理
現在医療関連感染で問題となる耐性菌は，MRSA，ESBL
産生グラム陰性菌，多剤耐性緑膿菌，バンコマイシン耐性
腸球菌，カルバペネム耐性腸内細菌科細菌などである．こ
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れら耐性菌の適切な隔離や接触予防策の実施を目的とし
て，検査室からの耐性菌検出の連絡時の ontimeの介入に
加え，過去検出歴のある保菌者も含めた，1回/週のフォ
ローを行うシステムに変更し，独自に作成したリスクアセ
スメント表と指示票により，電子カルテ上で病棟スタッフ
が確認できるシステムを再構築した．
2．アウトブレイクの新たな基準
耐性菌を 4つに分類し，VREや CPEなどでは 1例目の
発見をもってアウトブレイクとみなし，他患者の監視培養，
環境の培養調査，診療制限の決定，スタッフ全員を対象と
するフィードバックなどの対策を具体的に取り決めてい
る．
3．手指衛生遵守への多面的取り組み
2010年から多職種で構成するプロジェクトチームを結

成し，従来とは異なるクリーンハンドキャンペーンの実施，
WHOが提唱する手指衛生が必要な 5場面の啓発活動，ア
ルコール手指消毒薬使用量から算出した手指消毒回数のベ
ンチマークとの比較とフィードバック，アルコール手指消
毒製剤の変更等を行った．これらの全病院を対象とする水
平的な（以下 horizontal）活動に加え，MRSA高リスク病
棟にターゲットを絞った垂直的な（以下 vertical）活動と
して，ICNによる手指衛生手技とタイミングの直接観察
とフィードバックを行った．キャンペーン参加率は 48.7％
から 90.4％に増加し（p＜0.001），入院患者日当たりの消
毒薬使用回数が 5.6±5.5回から 8.5±10.3回に向上した（p
＜0.001）．1,000入院患者日当たりのMRSA院内発生は
1.07から 0.74に低下し（p＜0.001），耐性緑膿菌も減少し
た．MRSA高リスク病棟では手指衛生の介入に加え新し
い病棟への移転もMRSA減少に影響した．カルバペネム
系薬の%AUDは 36.4％から 25.1％に減少し，抗菌薬使い
分 け 指 標 の antibiotic heterogeneity indexは 0.82か ら
0.87に改善した．手指衛生の遵守に関し，全職員を対象と
した Horizontalな活動に加え，MRSA高リスク病棟をター
ゲットに絞った Verticalな活動により全病院的な遵守率
向上を認めた．またそれに伴い耐性菌の院内発生は減少し
たが，これに関しては，抗菌薬適正使用や医療環境の改善
などの影響を考慮する必要がある．
2．薬剤耐性（AMR）対策における臨床検査技師の役割

神戸大学医学部附属病院感染制御部
中村 竜也

2016年 4月 5日，「薬剤耐性（AMR）対策アクション
プラン」が公開された．その中で 6つの分野と目標が示さ
れ，2020年までに達成すべき成果指標も提示された．感
染制御に携わる各職種が，それぞれの役割を果たすことで，
このアクションプランは成功すると考える．これらの中か
ら臨床検査技師が取り組むべき役割と微生物検査の重要ポ
イントについて述べる．臨床検査技師として大きな役割の
1つに，薬剤耐性微生物（ARO）の動向調査と監視がある．
検査室では AROを継続的にモニタリングし，その傾向や
拡散をいち早く察知する役割がある．また，検出された

AROを線で結びつけることができるのも検査室である．多
くの情報を集約することが可能な検査室では，病院の中で
も ARO検出の最前線にいることを忘れてはならない．ま
た，アクションプラン戦略 2.4に，「医療機関，検査機関，
行政機関等における薬剤耐性に対する検査手法の標準化と
検査機能の強化」が挙げられている．日本における ARO
の検出は，主に CLSI法で実施された結果に基づいている．
MICのみで判定可能な AROであれば問題とはならない
が，薬剤耐性因子の保有を確認するための追加試験が必要
な AROに関しては，採用している方法により検出に差が
出ると考えられる．特に日本では，カルバペネム系薬の
MICが低値を示すカルバペネマーゼ産生菌が多いため，ス
クリーニングも含めて CLSI法のみの基準では，見逃しが
危惧される．スクリーニングから確定試験まで，日本独自
の検査方法を定義することも今後視野に入れる必要があ
る．
次にアクションプラン戦略 3.1に，「医療，介護におけ
る感染予防・管理と地域連携の推進」が挙げられているが，
ここでは院内感染対策におけるチーム医療にどのように関
与するかが焦点となる．検査室は AROを検出した際に，
診療側もしくは ICTにどのような情報を提供すればよい
かを考える必要がある．検出された耐性菌の意義を明確に
することも臨床検査技師の役割である．また，感染防止対
策地域連携加算により，地域の医療機関の連携が今まで以
上に強化されている．戦略 3.3には「薬剤耐性感染症の集
団発生への対応能力の強化」が挙げられており，地域にお
ける AROの集団発生を未然に防止するために，データ解
析の能力向上が求められる．
近年，ARO検出技術も急速に発展している．薬剤耐性
遺伝子を検出する Verigene（日立ハイテク）や GENE-
CUBE（東洋紡）は保険収載もされた．また，MALDI-
TOFMSを使用した βラクタマーゼの検出法も登場してお
り，AMR対策にこれらの新技術を導入していくことも合
わせて考えることが，臨床検査技師に求められる AMR対
策に対する役割である．
3．薬剤耐性菌対策に対する薬剤師の役割

大阪市立大学医学部附属病院薬剤部
中村 安孝

2013年 4月より感染制御部が設立され，感染制御部の
薬剤師として院内感染対策に他職種との連携を取りながら
様々なことに取り組んできた．主に薬剤関連で取り組んだ
内容として，①届け出制の対象薬剤の見直し，②毎朝カン
ファレンスにて届け出が必要な薬剤の開始情報の共有，③
週 1回の抗菌薬ラウンドを通して薬剤の適正使用推進，④
病棟担当薬剤師と連携による血中濃度モニタリング
（TDM）を用いた薬物療法支援，⑤毎月の抗菌薬の使用状
況の報告などである．
TDMによる薬物療法支援については，これまで医薬品
情報室の薬剤師や ICTに参加している薬剤師が病棟から
の依頼に応じて投与設計を行っていた．しかし，病棟薬剤
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業務の実施に伴い，病棟担当薬剤師が投与設計し主治医へ
連絡する運用に変更した．感染制御部の薬剤師は，病棟担
当薬剤師への教育と処方設計の相談を常に受けることで，
薬剤師により考え方にバラツキがないように努めてきた．
これらの結果により，病棟薬剤業務開始した前後 2年間に
おける塩酸バンコマイシンの TDM実施率は 72.8％（169/
232）から 91.8％（236/257）へ有意に上昇した．また，TDM
を実施した症例においては，VCMによる急性腎障害発生
率が開始前は 5.3％（9/169）に対して，開始後は 1.7％（4/
236）と有意に低下した．また，感染制御部の医師による
別の調査では，MRSAによる菌血症患者における予後の
推移として，AST開始前後において，30日後死亡率は
23.4％から 13.0％へ低下している．AST開始時期は，病
棟薬剤業務開始時期とほぼ同じであり，薬剤師による
TDMを介した薬物療法支援が少なからず影響しているの
ではないかと考えられる．
また，抗菌薬の使用量に関するサーベイランスについて
も薬剤師の役割の一つとなっている．現在，WHOが設定
する defineddaily dose（DDD）を基にした Anatomical
Therapeutic Chemical（ATC）/DDDや Days of therapy
（DOT）などにより実施されている．当院においては，1
カ月に 1回 ICT会議において注射用抗菌薬の使用量につ
いて報告を行い，使用量からの監視を行っている．当院の
注射用抗菌薬の ATC/DDDは増加しているが，系統別に
分類するとペニシリン系，第 1～3セフェム系までの狭域
抗菌薬の使用量が増加しており，第 4セフェム系，カルバ
ペネム系，キノロン系などの広域抗菌薬の使用量は横ばい
で推移している．DOTは，各年において一定傾向は認め
られないが，広域抗菌薬については，2015年，2016年が
低下傾向であった．抗菌薬ラウンドでは，血培陽性の患者
や長期投与（14日以上使用）症例を中心にカンファンス
を行い，病棟ラウンドを通して主治医と治療方針の確認を
行っている．DOTの短縮は，抗菌薬ラウンドが寄与して
いると考えられる．
2016年に厚生労働省より発表された薬剤耐性（AMR）

対策アクションプラン（2016～2020）が発表され，様々な
成果指標が掲げられている中の一つに，2020年の人口千
人あたりの 1日静注抗菌薬使用量を 2013年の水準から
20%削減することと記載されているが，抗菌薬使用量の
サーベイランスをするだけではこの成果指標の達成は難し
いと考えられる．成果指標達成のためには，薬剤師がサー
ベイランスの結果から問題点を抽出し対策していくこと
や，病棟薬剤業務などを通して個々の症例に対して抗菌薬
の適正使用を推進していく必要がある．
4．耐性菌対策に携わる医師の役割

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診
断学

森永 芳智，栁原 克紀
“耐性菌対策に携わる医師”がどのような立場の医師か
を考えた場合，院内の感染対策チームに所属する医師，微

生物検査部門と連繋が取れる医師，感染症を専門に治療や
コンサルテーションに携わる医師などその具体的立場は
様々である．施設環境によりおのずと求められる役割の範
囲も変わってくるが，これからの時代に“耐性菌対策に携
わる医師”にはどのような役割があるのだろうか．
俯瞰的に耐性菌対策を考えてみた場合，知識により行動
できる一般的な対策と，データを基に練られるローカルな
対策に分けられる．前者は既存の知見で補えるのに対し，
後者は自ら行動をおこさないと生み出されることはない．
“耐性菌対策に携わる医師”に求められる大切なことの一
つとして，耐性菌に関連する情報を積極的に収集し，解釈
し，導かれる適切な判断に至るまでのプロセスが挙げられ
る．
基盤となる微生物検査が行われない限り，広い視野に基
づいた耐性菌対策に結び付くことはない．そのためには，
いかに感染症を専門としていない医師にもうまく協力して
もらうかということも大切な役割である．微生物検査は，
患者単位で必要となる治療方針や，病院単位で求められる
感染対策の判断の根拠となる．このような専門外の医療従
事者への動機づけとして何ができるのかを，それぞれの立
場で工夫をこらしてその重要性をうまく伝えていくことが
大切である．
抗菌薬の適応をより厳密に判断する能力も問われてきて
いる．どの抗菌薬をどれだけの量で，どれほどの期間投与
するかということは，これまでも議論されてきた重要なこ
とである．また，ウイルスによる上気道感染などに対する
不適切使用は，長らくのわが国の課題である．外来診療で
もっともありふれた疾患のひとつであり，適切な抗菌薬使
用についてすべての医師に共通意識をもってもらう必要が
ある．
耐性菌の蔓延・拡散の背景には，医療施設の事情だけで
はなく，様々な環境が複雑に絡んでいることも知られるよ
うになってきた．包括的な取り組みが求められる中，目の
前の患者診療でできること，チーム医療の中でできること，
教育の面でできること，多方面から考えていきたい．
日本環境感染学会合同シンポジウム：グラム陰性薬剤耐
性菌の最近の話題
司会のことば

金沢医科大学臨床感染症学講座１），長崎大学病院
検査部２）

飯沼 由嗣１） 栁原 克紀２）

1980年代にわが国で問題となった薬剤耐性菌はメチシ
リン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）をはじめとするグラム
陽性菌が主体であったが，近年様々な耐性メカニズムを保
有するグラム陰性薬剤耐性菌の増加が著しい．当初グラム
陰性耐性菌は，メタロ―β―ラクタマーゼ（MBL）を保有す
る緑膿菌などのブドウ糖非発酵菌が問題となったが，欧米
での流行がみられた多剤耐性アシネトバクター（MDRA）
がわが国の医療機関においても検出されるようになり，
2010年前後に複数の大学病院における院内感染事例が報
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告された．これに対応して，日本環境感染学会は，多剤耐
性菌感染制御委員会が中心となり，MDRA対策を中心と
した多剤耐性グラム陰性菌感染制御のためのポジション
ペーパー（第 1版）を作成し公開した．
その後，耐性菌は非発酵菌から腸内細菌科細菌へと拡大
を見せている．特に，基質特異性拡張型―β―ラクタマーゼ
（ESBL）産生大腸菌の増加は著しく，医療環境と接触歴
の無い市中感染症例も増加傾向にある．さらに，グラム陰
性菌治療の特効薬であるカルバペネムにも耐性を獲得した
カルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）による院内感
染事例が多数報告されるに至った．CREの耐性化機序は
多様であり，欧米では KPC産生株が，わが国ではMBL
産生菌が主体である．MBL産生 CREの一部はカルバペ
ネム耐性を示さない（ステルス型）ため，発見が遅れ，大
規模な院内感染につながっている可能性も報告されてい
る．このような耐性菌のダイナミックな変化に対応するた
め，日本環境感染学会多剤耐性菌感染制御委員会では，上
記ポジションペーパーを改訂し，第 2版を発刊した．
本シンポジウムは，日本感染症学会および日本化学療法
学会との合同シンポジウムとして，改訂版ポジションペー
パーの周知も含めて，薬剤耐性グラム陰性桿菌の最新情報
を提供することを目的として企画された．奈良県立医科大
学矢野寿一先生からは，わが国における薬剤耐性グラム陰
性桿菌の現状についてご報告いただく．次に，大阪市立大
学金子幸弘先生からは海外における薬剤耐性菌の現状につ
いてご報告いただく．山陽学園大学渡邉都喜子先生からは，
耐性菌の感染防止対策の基礎知識についてご報告いただ
く．最後に名古屋大学八木哲也先生からは，AMR対策ア
クションプランについてご報告いただく．本シンポジウム
における討議が，各施設の薬剤耐性菌対策の一助となれば
幸甚である．
1．我が国における薬剤耐性グラム陰性桿菌の現状

奈良県立医科大学微生物感染症学講座
矢野 寿一

基質特異性拡張型 β―ラクタマーゼ（ESBL）産生菌やカ
ルバペネム耐性腸内細菌科（CRE），多剤耐性アシネトバ
クター（MDRA），多剤耐性緑膿菌（MDRP）などの薬剤
耐性菌は，医療関連施設や介護施設などで分離され，治療
上，あるいは感染管理上の問題となることがある．
ESBLは，クラス A型に属するペニシリナーゼの構造
遺伝子が変異を起こし，セファロスポリン系薬やモノバク
タム系薬をも加水分解する基質特異性の拡張した β―ラク
タマーゼである．かつて ESBL産生菌は，ICU患者や長
期入院患者など医療関連感染の代表的な原因菌として分離
されていたが，2000年以降，医療関連感染のみならず市
中感染症の原因菌としても分離されるようになった．現在，
本邦において大腸菌での ESBL検出率が上昇しており，大
腸菌の 10～30%が ESBL産生菌と報告されている．ESBL
産生大腸菌のうち，CTX-M-9グループ，とくに CTX-M-14
や CTX-M-27が優位に検出され，この二つで 60～75%を

占めている．続いて CTX-M-15（CTX-M-1グループ）が
10%前後検出され，これは海外で流行している CTX-M-15
産生大腸菌 ST131というクローンと考えられている．本
邦で分離される CTX-M-15以外の ESBL産生大腸菌の多
くも ST131であり，フルオロキノロンやホスホマイシン，
一部のアミノ配糖体に耐性を示す多剤耐性傾向にある．
CREはカルバペネム系薬に耐性を示す腸内細菌科の総
称である．2014年 9月 19日に感染症法施行規則が改正さ
れ，MICがメロペネムに 2μg/mL以上，あるいはイミペ
ネムに 2μg/mL以上かつセフメタゾールに 64μg/mL以上
の腸内細菌科は CREと判定され，CREによる感染症は 5
類全数報告疾患として医師の報告が義務付けられている．
CREの主な耐性機序のひとつはカルバペネマーゼの産生
による．主なカルバペネマーゼには IMP型，NDM型，VIM
型，KPC型，OXA-48型などが知られているが，本邦で
は IMP型が大部分を占め，特に IMP-6が優位である．こ
の IMP-6遺伝子保有プラスミドの多くは CTX-M-2遺伝子
を保有しており，大腸菌，肺炎桿菌を中心に広く腸内細菌
科を宿主とすることができる．本邦においては CREの検
出頻度は腸内細菌科のうち 1%程度とそれほど高くない
が，西日本を中心にアウトブレイク事例も報告されている．
本邦におけるMDRAのカルバペネム耐性は，Acineto-
bacter baumannii では OXA-51型である OXA-66産生菌
が多く，non―baumannii Acinetobacter spp.では IMP型
酵素産生菌が多い．MDRPのカルバペネム耐性は，酵素
産生によるものは IMP型が優位であるが，カルバペネマー
ゼを産生していない D2ポーリンの変異による耐性も多く
みられる．MDRA，MDRPの分離率は，近年，増加傾向
にはなく，アシネトバクター属菌，緑膿菌のうち，それぞ
れ 0.5%，1%程度と低い検出率となっている．しかしなが
ら，感染症を発症すると治療薬が非常に限られること，さ
らには環境への親和性が高く医療関連感染の原因菌となり
やすい点から，十分な感染対策が求められる．本シンポジ
ウムでは，上記耐性菌を中心に，本邦での現状について報
告する．
2．世界における薬剤耐性菌の現状

大阪市立大学大学院医学研究科細菌学
金子 幸弘

耐性菌の代表であるメチシリン耐性黄色ブドウ球菌
（MRSA）は，適切な感染制御の取り組みによって減少傾
向であるが，2000年代に入り，多剤耐性緑膿菌（MDRP）
や多剤耐性アシネトバクター（MDRA）による集団感染
事例やカルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）など，グ
ラム陰性菌の耐性が世界的に拡大し，新たな脅威となって
いる．薬剤耐性菌に対するグローバルアクションプランに
引き続き，日本でも薬剤耐性菌アクションプランが提示さ
れた．日本における薬剤耐性率は他の先進諸国に比べ高く
ないものの，グローバル化による薬剤耐性菌の急速な拡大
を受け，国内への侵入に備えて，世界的な現状を把握して
おく必要がある．
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1．基質特異性拡張型 β―ラクタマーゼ（ESBL）産生菌
ESBLは，主に，点突然変異が生じたクラス Aに属す
る β―ラクタマーゼで，第三世代セファロスポリンに耐性
を示し，腸内細菌科細菌主要な産生菌である．CTX型，
TEM型，SHV型などに分類され，現在は CTX-M型が主
流である．ヨーロッパでは第 3世代セファロスポリンに対
する耐性の Escherichia coli が 2001年から 2012年までの
10年程度で急速の増加しており，ESBL産生菌の増加を
反映していると考えられる．アジア・太平洋地域では，
ニュージーランドを除く多くの国と地方で ESBLの割合
が 10%を超えており，中国では大腸菌と肺炎桿菌の 60%
以上が ESBL産生菌である．
2．カルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）
CREのうちカルバペネマーゼ産生腸内細菌科細菌

（CPE）が産生するカルバペネマーゼのうち，メタロ―β―
ラクタマーゼ（MBL）としては，IMP―型や VIM―型，NDM―
型が知られている．NDM-1は，インドの病院で尿から分
離された肺炎桿菌から初めて検出されたが，その後，腸内
細菌科細菌で多く見られ，世界的にも広く分布している．
また，米国ではMBLよりも KPCが多く見られるが，MBL
のなかでは NDMが最も多い．
緑膿菌およびアシネトバクター多剤耐性緑膿菌（MDRP）

や多剤耐性アシネトバクター（MDRA）は，本邦ではカ
ルバペネム系，フルオロキノロン系，アミノグリコシド系
の抗菌薬全てに耐性を示す株と定義されているが，海外の
定義とはやや異なる点に注意が必要である．
MDRAは当初欧米で問題となっていたが，中国や韓国，
東南アジア諸国でも流行が報告されている．MDRAの多
くが，特定起源の菌株であることが知られており，Euro-
pean clone IIや ST92とそれを含む CC92と呼ばれるク
ローンである．
3．コリスチン耐性
コリスチンはポリペプチド系抗菌薬で，多剤耐性菌に対
する「last resort」と表現されている抗菌薬であるが，プ
ロテウスやセラチアは，コリスチンに自然耐性を示す．二
次耐性として，Acinetobacter baumannii では，LPSの合
成に関与するタンパク質をコードする遺伝子が変異するこ
とによりコリスチンに耐性化することが報告されている．
また，コリスチンに自然耐性を示す Acinetobacter spp.と
して Acinetobacter GS13BJ/14TUが知られており，韓国
を中心に拡大している．近年では，プラスミド上にコリス
チン耐性因子をコードする mcr-1 が見つかり，その伝播・
拡散が懸念されている．
3．いまさら聞けない薬剤耐性菌の基礎知識―グラム陰
性桿菌を中心に感染防止対策編―

山陽学園大学看護学部
渡邉都貴子

2014年 4月，WHOは初めて行った耐性菌のグローバル
レポートを発表した．そして「高度な抗菌薬耐性菌は，す
でに世界中に広がっている．また，ここ 30年以上新たな

メジャーな抗菌薬の開発がない．これは，早急な対応をし
なければ，ポスト抗菌薬時代，すなわち一般的な感染症や
軽症の傷で再び命を落とす時代へと向かう」と警告した．
2015年 5月には，世界保健機関（WHO）総会で，薬剤耐
性菌に関する国際行動計画が採択された．これを受け，2016
年 4月に厚生労働省は，向こう 5年間の対策をまとめた「多
剤耐性菌のアクションプラン」を提示した．米国 CDCは，
2009 年 に「Guidance for Control of Infections with
Carbapenem-Resistant or Carbapenemase-Producing En-
terobacteriaceae in Acute Care Facilities」を発表した．そ
の後改正版として 2012年に「Guidance for Control of
Carbapenem-resistant Enterobacteriaceae（CRE）」を 発
表し，更に 2015年にはアップデート版を発表した．この
ガイダンスでは，1）手指衛生，2）接触予防策（急性期施
設，長期療養型施設），3）医療従事者の教育，4）ディバ
イスの最小限の使用（CVカテーテル，気管チューブ，尿
道カテーテルなど），5）検査室の迅速な報告システム，6）
施設内のコミュニケーション/入院時の CRE患者の確認，
7）抗菌薬の管理，8）環境の清浄化，9）患者とスタッフ
のコホーティング，10）接触者のスクリーニング，11）ア
クティブサーベイランス，12）クロルヘキシジン浴につい
て述べており，対策が強化されていた．本邦における多剤
耐性グラム陰性桿菌は，多剤耐性緑膿菌のアウトブレイク
に続き，多剤耐性アシネトバクターのアウトブレイク，そ
して ESBL産生菌の増加，CREのアウトブレイクや分離
の増加が報告され，近年では多剤耐性グラム陰性桿菌の対
策が重視されるようになった．日本環境感染学会では，早々
に多剤耐性菌対策委員会において「多剤耐性グラム陰性菌
感染制御のためのポジションペーパー」を作成した．患者
が多様化，重症化するに伴い易感染者が増加することによ
る問題だけでなく，長期療養型の施設や老健施設などにお
ける耐性菌問題も重要である．さらには，農林，畜産，水
産分野での多剤耐性菌対策の必要性に加え，国際的な視野
からも耐性菌管理が必要となった医療現場において，耐性
菌の出現を抑制し，蔓延を防ぐ方法として，主に抗菌薬の
管理と感染防止対策の二大対策が挙げられるが，このシン
ポジウムでは，感染防止対策を中心に述べる．
4．我が国の薬剤耐性（AMR）対策―AMR対策アクショ
ンプラン 2016～2020―

名古屋大学大学院医学系研究科臨床感染統御学
八木 哲也

多剤耐性アシネトバクターやカルバペネム耐性腸内細菌
科細菌などの多剤耐性菌の世界的な蔓延は，公衆衛生上の
大きな問題である．薬剤耐性（AMR）の問題は世界的な
問題として，WHOや G7サミットでも取り上げられ，先
進各国もそれぞれの国でのアクションプランの確立が必要
となった．我が国でも伊勢志摩サミットに先立って，2016
年 4月に AMR対策アクションプランが公開された．
我が国の AMR対策アクションプランの内容は，①普及
啓発・教育，②動向調査・監視，③感染予防・管理，④抗
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微生物薬の適正使用，⑤研究開発・創薬，⑥国際協力の 6
項目からなり，2016年から 5年間での達成目標が設定さ
れている．その内容を見てみると，
1）啓発普及・教育：抗菌薬適正使用と薬剤耐性の問題

について，医療者だけでなく，国民一人ひとりに正しい知
識の普及が必要で，今後様々な形での啓発活動が展開され
ることが期待される．
2）動向調査・監視：薬剤耐性の問題に対して対策を立
てるためには，まず動向調査・モニタリングが大切である．
国立国際医療センターに AMR臨床リファレンスセンター
が設置され，JANISや抗菌薬使用量調査のデータが集約
され，後述する医療機関での感染対策に対して支援が行わ
れていくことになる．
3）感染予防・管理：我が国に特徴的な感染防止対策加

算に基づいた地域連携を中心に，密な情報共有と相互支援
が必要となる．
4）抗微生物薬の適正使用：薬剤耐性菌の発生には，抗
菌薬使用が関連しており，抗菌薬は必要な時に必要な量を
適正に使用することが重要である．厚生労働省からは，ま
ず抗菌薬が不要な場合の多い急性気道感染症と急性下痢症
について診断や治療の考え方，患者・家族への説明などを
盛り込んだ，「抗微生物薬適正使用の手引き第 1版」が作
成された．
5）研究開発・創薬：新しい薬剤耐性に打ち勝つ新しい
抗微生物薬の開発は必須で，それに対するインセンティブ
などの国からの方策が期待される．
6）国際協力：AMR対策の前記のそれぞれの項目につ
いて，日本はリーダーシップを取って推進していくことが
謳われている．
我が国の AMR対策アクションプランでは，こうした総
合的な活動を推進して，下記の目標を達成しようとしてい
る．
1）2020年の人口千人当たりの 1日抗菌薬使用量を 2013

年水準の 3分の 2に減少させる．
2）2020年の経口セファロスポリン系（≒セフェム系），
フルオロキノロン系，マクロライド系の人口千人あたりの
1日使用量を 2013年水準から 50%削減する．
3）2020年の人口千人当たりの 1日静注抗菌薬使用を
2013年水準から 20%削減する．
その結果薬剤耐性菌の検出レベルを，
1）2020年の肺炎球菌のペニシリン耐性率を 15%以下
に低下させる．
2）2020年の黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率を 20%
以下に低下させる．
3）2020年の大腸菌のフルオロキノロン耐性率を 25%
以下に低下させる．
4）2020年の緑膿菌のカルバペネム（イミペネム）耐性

率を 10%以下に低下させる．
5）2020年の大腸菌および肺炎桿菌のカルバペネム耐性
率 0.2%以下を維持する．

というもので，目標は非常に高くその実現のためには，
医療従事者だけではなく国民全体が同じ方向を志向して行
動することが求められる．
特別企画：敗血症ガイドライン 2016―新たな変更点と
臨床実践への影響―
司会のことば

長崎大学病院救命救急センター１），広島大学大学
院救急集中治療医学２）

田﨑 修１） 志馬 伸朗２）

敗血症に対する適切な診療戦略の構築と臨床現場への普
及は，救急集中治療領域のみならず，内科，感染症内科を
含めたすべての診療領域において遍く重要である．その高
い致死率を克服するために，診療ガイドラインという共通
言語を上手く利用し，共同して診療に当たる価値がある．
2016年，新しい敗血症の定義（Sepsis-3）が提案され，2017
年にはこの定義を取り入れた国内外における敗血症診療ガ
イドラインの改訂版（SSCG2016，J-SSCG2016）が発表さ
れた．
改訂ガイドラインの内容は定義，診断から初期治療，補
助治療までを含む膨大なものである．本シンポジウムでは，
ガイドラインのなかで，1）従前の記述から大幅な変更が
あった，｢定義｣および｢初期循環蘇生｣とりわけ早期目標施
行型治 療（early goal-directed therapy：EGDT），2）エ
ビデンス吟味から臨床適用まで依然として議論が続いてい
る｢免疫グロブリン療法｣，に対象を限定した上で，それぞ
れを専門とする九州地方を代表する救急集中治療医に解説
頂く．
講演では，国内外ガイドラインの比較も含め，新しいガ
イドラインの内容をご紹介頂くとともに，今後解決すべき
問題点を提示頂いた上で，会場を交えたディスカッション
を行いたい．救急集中治療領域以外の聴講者からの積極的
な参加も頂きながら，敗血症診療のこれから進むべき方向
について議論できれば幸いである．
シンポジウム内容：
1）新たな定義，Sepsis-3の作成経緯とその意義
真弓俊彦先生（産業医科大学）
2）初期蘇生の再考：EGDTをどう考えるか
垣花泰之先生（鹿児島大学）
3）免疫グロブリン療法
後藤孝治先生（大分大学）
参考文献
1. Seymour CW, Liu VX, Iwashyna TJ, et al . Assess-

ment of Clinical Criteria for Sepsis : For the Third Inter-
national Consensus Definitions for Sepsis and Septic
Shock (Sepsis-3). JAMA. 2016 ; 315 : 762-74
2. Shankar-Hari M, Phillips GS, Levy ML, et al ; Sepsis
Definitions Task Force. Developing a New Definition and
Assessing New Clinical Criteria for Septic Shock : For
the Third International Consensus Definitions for Sepsis
and Septic Shock (Sepsis-3). JAMA. 2016 ; 315 : 775-87.
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3. Singer M, Deutschman CS, Seymour CW, et al . The
Third International Consensus Definitions for Sepsis and
Septic Shock (Sepsis-3). JAMA 2016 ; 315 : 801-10.
4. Rhodes A, Evans LE, Alhazzani W et al . Surviving
sepsis campaign : international guidelines for the man-
agement of sepsis and septic shock―2016. Crit Care
Med. 2017 ; 45 : 486-552.
5. 日本版敗血症診療ガイドライン 2016作成特別委員

会．日本版敗血症診療ガイドライン 2016 The Japanese
Clinical Practice Guidelines for Management of Sepsis
and Septic Shock 2016（J-SSCG2016）．日 救 急 医 会 誌．
2017；28：S1-S 232.
1．敗血症の定義と診断基準が変わって何が変わるか？

産業医科大学医学部救急医学講座
真弓 俊彦

新たな敗血症の定義と診断基準が 2016年に提唱された．
1992年の「感染に伴う SIRS=敗血症」という Sepsis-1
の基準が，2003年の Sepsis-2を経て，2016年に Sepsis-3
が提唱された．
Sepsis-3では，敗血症は「感染に対する生体反応の調節
不全で，生命を脅かす臓器障害を生じた状態」と定義され，
敗血症の診断は，感染症を疑った症において，ICU外で
は qSOFAでスクリーニングし，該当すれば SOFAスコ
アをチェックする，ICUでは SOFAをチェックする．い
ずれも SOFAで 2点以上の上昇が認められる場合に敗血
症と診断することとなった．また，敗血症性ショックは「適
切な初期輸液にも関わらず，平均動脈圧 65mmHg以上を
維持するために血管作動薬を必要とし，血清乳酸値が 2
mmol/Lを超える敗血症」と定義された．つまり，Sepsis-
3では，今までの重症敗血症が新たな敗血症となり，敗血
症性ショックは今までよりも重症な病態となった．
これらは大規模なデータベースを用いた非常に多くの症
例で死亡に寄与する因子の解析から得られたものである．
しかしながら，後ろ向きな解析であり，そもそも抗菌薬使
用例を解析したが，本当感染があった症例であったか定か
ではない，意識レベルなど検討した閾値と異なる値が採用
されている，SOFAの基準値など問題点が少なくない．
日本救急医学会はじめ世界中から，qSOFAの妥当性に

ついて，種々の報告が行われつつあるように，qSOFAの
有用性について今後検討する必要がある．
2．初期蘇生の再考―EGDT（Early Goal-Directed Ther-
apy）をどう考えるか―

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科救急・集中治
療医学分野

垣花 泰之
敗血症性ショックの初期の病態は，血管拡張に伴う相対
的循環血液量減少であり，左室拡張末期容量（LVEDV）
が低下するため，初期蘇生の概念としては，急速大量輸液
により LVEDVを増加させ，低下した心拍出量や酸素供
給量を改善し，組織の酸素需給バランスを適切に維持する

ことである．しかし，1990年代に敗血症性ショックに対
して，目標達成指向型管理法（Goal-Directed Therapy：
GDT）の有効性を検討するいくつかの RCTが行われたが，
予後改善効果を示すことは出来なかった．一方，Rivers
らは GDTに時間の因子（早期：early）を導入することで，
敗血症性ショック患者の予後改善効果を示すことに成功し
た．Riversらが提唱した早期目標達成指向型管理法（Ear-
lyGDT：EGDT）のポイントは，（1）できるだけ早く，（2）
十分な輸液（大量輸液）を行い，（3）定められた 4つの目
標値（中心静脈血圧（CVP）8～12mmHg，平均動脈血圧
65mmHg以上，尿量 0.5ml/kg/hr以上，中心静脈血酸素
飽和度（ScvO2）70%以上など）を 6時間内に達成するこ
とである．敗血症性ショックの GDTに関するメタ解析に
おいても，6時間以内という時間制限を設けた GDT群に
限っては死亡率を有意に低下させることが示されている．
これから分かることは，敗血症性ショックにおける初期蘇
生には時間の因子が極めて重要であり，スピード感という
時間の概念をプロトコルに明確に示すことが，初期蘇生を
成功させる最も重要なポイントであるといえる．しかし，
近年報告された 3つの大規模 RCT（ProCESS，ARISE，
ProMISe）では，EGDTの有用性を示すことはできなかっ
た．この 3つの RCTの結果の中で最大の要因は，対照群
においてもランダム化する以前に 2Lの輸液負荷により循
環動態の安定化，初期輸液蘇生がすでに行われていたこと
であり，時間を考慮した初期輸液による酸素需給バランス
の改善というコンセプトに基づいた治療法が，介入群だけ
でなく対照群でも行われていたということである．つまり，
この結果は EGDTのすべてを否定するものではないと考
えている．一方，EGDTは血管拡張に伴う循環不全の回
復に焦点があてられた治療概念であり，輸液過剰により予
後不良となる症例が報告されている．敗血症性ショックで
拡張障害のある症例では，急速な輸液負荷により容易に左
室拡張期圧が上昇し肺水腫を来たす可能性がある．そのた
め，「敗血症性ショックに対して EGDTはもはや必要ない
のか？」を検討する際には，（1）左室の拡張障害の有無，（2）
「狭義の EGDT」と「広義の EGDT」の明確な区別，が重
要である．「狭義の EGDT」とはもちろん Riversらが提
唱した初期蘇生プロトコル（CVP，平均動脈血圧，尿量，
ScvO2の目標値を 6時間内に達成）であり，CVPの代わ
りに SVV，ScvO2の代わりに乳酸値などを指標とした場
合には「EGDT」で管理したことにはならないので注意が
必要である．敗血症性ショック患者は実に様々な病態を呈
するため，これらの事をしっかり踏まえた上で，もう一度
「敗血症性ショックに対して EGDTはもはや必要ないの
か？」を考えたい．
3．敗血症患者に対する免疫グロブリン療法は否定され
たのか？

大分大学医学部附属病院集中治療部
後藤 孝治

日本版敗血症診療ガイドライン 2016において，「成人の
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敗血症患者に対する免疫グロブリン（IVIG）投与の予後
改善効果は現時点の RCTでは不明であり，委員会では
IVIG投与に関して明確な根拠を提示できない」という結
論となった．しかし，この結論から，すべての敗血症患者
に IVIGを投与しないという選択は危険ではなかろうか？
なぜなら，抽出された全ての RCTは敗血症の標準治療（早
期の抗菌薬投与や呼吸循環管理など）が一般的になる
（SSCG2004年）前のデータによる論文である．そのうち
大規模な RCTはMasaoka研究とWerdan研究の 2つが
存在するが，敗血症患者に低用量の IVIGを投与した
Masaoka研究では臨床症状は改善し 28日死亡率は低下し
たが，同時期に重症な敗血症患者に高用量 IVIGを投与し
たWerdan研究では人工呼吸期間の短縮や ICU死亡率の
低下を認めたが 28日死亡率は低下しなかった．これら結
果をもとに，今回の結論となった背景を知る必要がある．
日本救急医学会 Sepsis Registry委員会において 2011年 5
月までの 2年間に敗血症 624例のデータをロジスティック
回帰分析で検討したところ，発症 48時間以内の早期 IVIG
投与は敗血症性ショックの 28日生存率に影響する独立因
子であることから，IVIG投与による敗血症性ショックの
予後改善効果が示唆された．一方，Tagamiらは DPCデー
タを用い，人工呼吸を要した敗血症性ショックのうち下部
消化管穿孔による緊急開腹術症例と重症肺炎症例の 2疾患
に対する IVIG投与後の 28日死亡率をプロペンシティ解
析したところ有意差はみられなかったと報告した．但し，
DPCでは調査し得ない敗血症の定義の充足度や重症度評
価に加え，発症から IVIG投与までの時間関係も不明であ
ることを考慮する必要がある．敗血症患者では産生抑制や
漏出・消耗により発症早期に血中 IgG値が低くなること
や，低 IgG血症（650mg/dL未満）の場合，血清 IgG値
正常患者と比較しショック発症率や死亡率が有意に増加す
ることが報告されている．我々は，当院 ICU入室後に IVIG
が投与された敗血症患者を後方視的に調査し，IVIG投与
前の血清 IgG値により，L群（IgG：650mg/dL未満）と
N群（IgG：650mg/dL以上）群での予後を比較検討した
ところ，生命予後に両群間で有意差を認めなかったことを
報告した．よって，低 IgG血症の敗血症患者に対し保険
適応量（5g/日，3日間）の IVIGを投与することで，血清
IgG値正常患者と同等の生命予後をもたらす可能性が考え
られた．ちなみに，当 ICUにおける敗血症患者の 28日死
亡率は，2012年：16.0%（8/50），2013年：10.6%（5/47），
2014年：8.3%（4/48），2015年：8.9%（4/45），2016年：
8.7%（4/46）と良好に推移しているが，敗血症の標準治療
とともに保険適応量の IVIGを使用している．以上から，
敗血症患者に対する IVIGは今回の日本版敗血症診療ガイ
ドライン 2016で否定されたわけでなく，患者・施設背景
によっては有効な治療手段となる可能性がある．今後，日
本において感染巣や患者背景を統一し，近年の敗血症治療
ができる多施設での IVIGの有効性に関する RCTが行わ
れない限り，ガイドライン上の IVIG推奨度は不変だろう．

パネルディスカッション 1：感染症領域における治療薬
物モニタリング―現状と将来展望―
司会のことば

愛知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学１），同
志社女子大学薬学部臨床薬剤学２）

三鴨 廣繁１） 森田 邦彦２）

1980年に躁うつ病治療剤である炭酸リチウム，次いで
1981年に抗てんかん薬とジギタリス薬について，血中濃
度をモニタリングし治療に役立てること，すなわち TDM
が診療報酬制度の中で特定薬剤治療管理料として保険点数
化された．特定薬剤治療管理料が導入された当初，感染症
治療の分野での対象薬はアミカシンをはじめとするいくつ
かのアミノグリコシド系薬のみであったが，その後，グリ
コペプチド系薬やアゾール系のボリコナゾールが順次追加
され，今日に至っている．
感染症治療薬の TDMを振り返るとき，上述のような対
象薬物の種類の増加もさることながら，それ以上に特筆す
べきは，その主たる目的意識の変革である．すなわち，副
作用発現の未然防止こそを目的とする考え方から，いかに
有効性を高めるかという点も重要な目的として認識される
ようになってきたことがあげられる．こういった意識改革
の機運は，今世紀に入って薬物体内動態（PK）と有効性
（PD）の関係，すなわち PK/PD理論が注目されるように
なったこととも相まって，急速に高まりはじめたといえよ
う．
薬剤耐性菌の蔓延が世界規模で憂慮される現状を顧みる
とき，我々人類の手元にある限られた感染症治療薬をより
有効に，より科学性をもって使い続けるための有用なツー
ルとして TDMを捉え，その適用を拡大していくことこそ
が，先述の TDM領域で高まりを見せる機運の先にあるも
のではないか．
以上の観点からこのパネルディスカッションでは，抗
HIV薬，抗真菌薬，β―ラクタム系薬，および新規抗MRSA
薬に焦点を当て，近未来の TDM対象としての展望を探っ
てみることにする．
1．抗真菌薬の治療薬物モニタリング―現状と将来展
望―

同志社女子大学薬学部臨床薬剤学
松元 加奈，仲村弥栄子，森田 邦彦

感染症領域の治療薬物モニタリング（TDM）は，抗細
菌薬，なかでも抗MRSA薬を対象に盛んに行われている．
一方，本パネルディスカッションで演者が担当する抗真菌
薬では，現在までに特定薬剤治療管理料算定対象薬（TDM
対象薬）に指定されているのはボリコナゾールのみであり，
抗MRSA薬の場合のような TDMの活発な取り組み行わ
れていないのが現状である．TDM対象薬となり得る条件
として，薬物動態（PK）と薬理効果（PD）との間に高い
相関性が認められること，有効・安全濃度域が狭いこと，
PKの個体差が大きいこと等があげられるが，この観点か
らすると，抗真菌薬は抗細菌薬に比べて，患者の PKすら
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十分な評価が行われておらず，TDM対象にすべきがどう
かの検討に資する情報に乏しい．
本セッションでは，抗真菌薬の PK変動の様相やその変
動要因および PKと PDとの関係に関する知見について自
験例を中心に紹介し，抗真菌薬の TDMの将来展望を論じ
たい．
【アムホテリシン Bリポソーム製剤（L-AMB）】
アムホテリシン Bの毒性を軽減すべく開発された L-

AMBは，炎症（感染）によりその組織への移行性が高ま
るという製剤特性から，患者炎症度によって，その血中動
態が個体内でも個体間でも変動する．そのため，薬物血中
濃度が有効性の指標とはなり難い．一方で，L-AMB投与
により炎症度が低下してくると，血中濃度が上昇し，毒性
をもたらすことも考えられるため，毒性軽減を目的とした
TDMの可能性は残されている．しかし，L-AMBが投与
される患者は，多種多様な薬剤が併用されていることや，
容態も一様ではないことから，L-AMBの患者 PKと PD
との関係を的確に評価することは難しく，薬物濃度よりも
他の臨床検査値を慎重にモニタリングすることの方が現実
的対応であろう．
【アゾール系抗真菌薬】
フルコナゾール：PKの変動は腎機能によりおおよその
検討がつくため，TDMの必要性は低い．
イトラコナゾール：併用薬や疾患等で血中濃度が影響を
受け，PKの変動が大きい．さらには，予防投与されるケー
スも少なくないが，薬物血中濃度はその効果を予測するた
めの数少ない指標の一つとなり得ることが示されており，
TDM対象薬に指定されることが強く望まれる．
ボリコナゾール：TDMが実施されているが，近年では，
予想外の低濃度を示すという報告も散見され，有効性向上
を目指した TDMについての見直しが必要であろう．
【キャンディン系抗真菌薬】
総ビリルビン値や γ-GTP値が高値を示す重度肝機能障

害患者では，ミカファンギンの血中濃度が上昇するとの報
告があるが，PK変動とそれにともなう用量設定との関係
は明確にされていない．重度肝機能障害患者での TDM導
入を検討する余地はあるが，現時点では日常的な TDMの
必要性は低いといえる．
2．β―ラクタム系薬の治療薬物モニタリング

広島大学大学院臨床薬物治療学
猪川 和朗

抗MRSA薬，アミノグリコシド系薬，アゾール系抗真
菌薬と違って，β―ラクタム系薬は特定薬剤治療管理料の
算定薬となっていないが，治療薬物モニタリング（TDM）
の対象薬と言うことができる．なぜなら，これらの抗感染
症薬は保険診療報酬上の取り扱いが異なるものの，TDM
の目的すなわち最も効率的な抗菌治療を行うために抗菌療
法を適正化するという点では同じだからである．本発表で
は，薬物動態―薬力学（PK-PD）に基づく投与法の個別
最適化へのアプローチや実例を示したい．

【小児患者におけるビアペネム投与法の最適化支援】
限外ろ過デバイスを用いた簡便迅速な測定系を確立した
うえで，抗菌効果の指標となる T＞MIC（薬物濃度が菌の
最小発育阻止濃度を超える時間の割合）を解析するツール
を開発した．そして，投与・採血に測定・解析を連動させ
て効率を高め，短時間で医師に報告可能なシステムを構築
した．小児患者を対象にリアルタイム TDMを実践したと
ころ，臨床的な有用性が示唆された．しかし，カルバペネ
ム系薬には簡易測定キットもなく，通常の医療現場では容
易に血中濃度測定されていない．それゆえ血中濃度測定を
行わない状況下での，患者や細菌の変動を考慮した確率論
的アプローチが有用となり得る．
【成人患者におけるメロペネム投与法の最適化支援】
血中メロペネム濃度を 2-コンパートメントモデルにて母
集団 PK解析した．続いて，代表的な想定患者 4群におけ
る投与法の有効性をランダムシミュレーションにより検討
した．T＞MICの目標値には 40%を設定した．各MIC値
での目標値達成確率を算出した後，重要菌種に対する目標
値達成確率期待値を求めた．母集団 PKパラメータ平均値
では，クリアランス CL（L/h）にクレアチニンクリアラ
ンス（CLcr，mL/min）が，中心コンパートメント分布容
積 V1（L）に体重（BW，kg）が，それぞれ有意に相関し
た．目標値達成確率の値は想定患者 4群で異なったが，感
染症の主要菌種である大腸菌，黄色ブドウ球菌，インフル
エンザ菌，肺炎球菌のMIC分布に対して，メロペネム 0.25
g/0.5hの 1日 2回投与による目標値達成確率期待値は，想
定患者 4群ですべて 80%以上であった．しかし，緑膿菌
のMIC分布に対する目標値達成確率期待値は低く，患者
の CLcrと BWに応じた増量の必要性が示唆された．これ
らの情報を活用することで，原因菌MICが既知または未
知の治療状況別に，患者の背景因子に応じた個別的で最適
な投与支援が可能となる．実際に確率論的アプローチの
ツールを開発・活用することで，日常診療における投与支
援を実践できた．
【高齢患者におけるピペラシリン/タゾバクタム投与法の最
適化支援】
前述のメロペネムと同様の手法により，75歳以上高齢
肺炎患者におけるピペラシリン PKでは，CLcrが有意な
個体間変動要因であることが明らかとなった．そして，構
築した母集団 PKパラメータを用いたツールの臨床適用有
用性が示された．
このように PK-PDを臨床応用し，血中濃度測定の有無

にかかわらず，個別的で最適な β―ラクタム系薬投与を支
援することは実践可能である．血中濃度測定を伴えば“real
TDM”，血中濃度測定を伴わなければ“PK-PD-based vir-
tual TDM”と言えるかもしれない．
3．抗 HIV療法に対する治療薬物モニタリング

国立病院機構大阪医療センター薬剤部
矢倉 裕輝

HIV感染症に対する，抗レトロウイルス療法（Anti-



193

平成30年 3月20日

Retroviral Therapy；ART）は 1990年代後半に確立され，
確実な服薬を継続して行うことで長期にわたる HIVの増
殖抑制および免疫の再構築が可能となった．そのため近年
では，慢性の感染症の一つと捉えられつつある．しかしな
がら，現在の抗 HIV薬は長期的な安全性，有効性のエビ
デンスが乏しく，忍容性についても他の慢性疾患治療薬と
比較して低い薬剤が多いことから，これらの改善を目的と
した新規薬剤が毎年のように発売されている．また，抗
HIV薬は国内の治験を経ることなく，海外データのみで
迅速承認されるため，承認時点で日本人 HIV感染者に投
与した際のデータは皆無である．そのため，市販後は薬物
動態を含めた日本人 HIV感染者に投与した際のデータを
可及的速やかに収集を行い，有効性および安全性を評価す
る必要がある．このような背景から，現在の抗 HIV薬の
血中濃度測定は研究班から測定システムが提供されてお
り，併せて情報の収集が行われている．
抗 HIV薬の効果および有害事象の血中濃度モニタリン
グ指標の多くは定常状態におけるトラフ濃度である．ART
確立当初は，主に CYP3Aを代謝される HIVプロテアー
ゼ阻害剤に，吸収増加および半減期延長による投与回数の
減少を目的としたブースターとして，強力な p糖タンパ
クおよび CYP3A阻害剤である，リトナビル（RTV）を
併用する「ブースト PI療法」が主流であった．当時の PI
は比較的薬剤耐性の誘導に対するバリア能は低く，RTV
の CYP阻害能は濃度に依存するため，投与方法の設定を
行う上で血中濃度測定が実施されていた．その後，薬剤の
改良がなされ，現在では特殊な病態を除き，血中濃度モニ
タリングを実施せずとも殆どのケースで治療域に到達する
ブースターを併用する薬剤やブースターを併用せずとも 1
日 1回の投与が可能な薬剤も登場している．しかしながら，
依然多くの薬剤は，チトクロム P450（CYP）や UDP―グ
ルクロノシルトランスフェラーゼが関連するため，合併症
の治療薬との薬物間相互作用が懸念される場合や，吸収不
良等が考えられる病態，服薬アドヒアランス確認および副
作用モニタリングを行うために，臨床の現場では血中濃度
測定の実施が考慮されることがある．また，近年では代謝
酵素の遺伝子多型の保有の有無と薬物動態の相違を根拠と
した投与量の変更試験の実施も試みられている．
近年，新たに承認されている薬剤の共通点に p糖タン
パクをはじめとする ABCトランスポーターや有機カチオ
ントランスポーターの関与があり，これらについても遺伝
子多型の存在が示唆されている．今後，個別化医療の実現
に向けて，これらの遺伝子多型と薬物動態パラメータを併
せて，抗 HIV効果，副作用発現との関連および臨床検査
値への影響に関する検討が加えられるものと考えられる．
また，HIV感染症治療は長期予後が見込まれるようになっ
たことから，患者の高齢化に伴う体内動態の変化等につい
ても併せて検討を加える必要がある．
4．新規抗MRSA薬の TDMと臨床応用

富山大学大学院医学薬学研究部（薬学）医療薬学

研究室１），富山大学附属病院感染症科２）

辻 泰弘１） 山本 善裕２）

薬物速度論モデルは，生化学および生理学的な患者の情
報（投与量，薬物血中濃度，年齢，性別および血液検査値
等）を定量的に組み込み，薬物の吸収，代謝，分布および
排泄を予測・説明するものである．生体内における薬物の
動態を表現するために，主要な組織をコンパートメントに
分け，コンパートメント間を薬剤が移行するモデルが基礎
となる．感染症治療において抗菌薬を適正に使用する際に
は，薬物血中濃度（pharmacokinetics：PK―薬物動態学）
および有効性・安全性（pharmacodynamics：PD―薬動力
学）理論が不可欠である．また，わが国では，急速な高齢
化と共に慢性腎臓病を基礎疾患とするメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（MRSA）感染症患者は今も増え続けている．
さらに，抗MRSA薬の反応性は個体差が大きく，画一的
な投与量や投与間隔を適応できない場合が多い．一方で，
抗菌薬の PKPD解析などの情報が集積され，薬物投与後
の血中濃度の推移が予測可能となり，治療薬物モニタリン
グ（TDM）業務が普及した．
抗MRSA薬として，2000年以降はリネゾリド（LZD）

およびダプトマイシン（DAP）が上市され，テジゾリド
（TZD）の開発も欧米および国内において Phase3まで進
捗しており，MRSA治療の選択肢が増えることになった．
MRSA感染症治療における抗菌化学療法では，有効域ま
で用量（濃度）を高め効果を得ることと，用量（濃度）依
存的な副作用の発現は紙一重であるが，現状，新規抗
MRSA薬の薬物血中濃度を指標とした TDMは実施され
ていない．しかしながら，LZDをより安全に有効に活用
するために，患者の病態によっては血中濃度を測定した上
での用量調節が有用であるという報告が相次いでいる
（Pea F et al .，J Antimicrob Chemother 2012. Matsumoto
K et al.，Int J Antimicrob Agents 2014）．他 方，DAPの
投与期間中は，血中の CPK値を週に 1回以上モリタリン
グする必要がある．特に，血中 DAP濃度のトラフ値が 24.3
mg/L以上の場合，CPK値が上昇することが知られてい
る．さらに，血中の DAPはタンパク結合率が平均 90%
と高く，組織中で抗菌活性および毒性を示す遊離型 DAP
は総濃度の 10%程度しか血中に存在していない．従って，
タンパク結合率のわずかな変化が，DAPの臨床効果や副
作用発現に影響を及ぼす可能性がある．また TZDでも，
皮膚・軟部組織感染症における PKPDパラメータのター
ゲット値が報告されている（Flanagan S et al .，Antimicrob
Agents Chemother 2014）．
富山大学附属病院では感染症科と薬学部との共同研究体
制を整え，LZDおよび DAPの血中濃度をリアルタイムに
測定可能な環境を整備し，多くの症例で TDMを活用して
いる．本講演では，症例を交えて LZDおよび DAPの
PKPD，TZDの文献的考察を含めて，新規抗MRSA薬の
TDMについて議論したい．
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パネルディスカッション 2：誤嚥性肺炎高齢者肺炎の予
防を多職種で考える
司会のことば

神戸大学医学部附属病院感染制御部１），大分大学
医学部医療安全管理医学講座２）

時松 一成１） 平松 和史２）

日本では，肺炎で亡くなる方は年間 12万人と言われ，悪
性新生物，心疾患に続いて死因の 3位になった．年齢階級
別の肺炎死亡者数では，全体の 95％を 65歳以上の高齢者
が占め，肺炎死亡者数の増加している主な背景は人口の高
齢化によるものと推測される．高齢者は体力や栄養状態，
免疫能の低下に伴って肺炎に罹患しやすくなるといった生
理的な変化に加え，発熱や咳嗽，痰などの典型的な肺炎の
症状が出にくいことなどで，診断や発見が遅れて重症化し
やすいと考えられている．また，高齢者は心疾患や慢性呼
吸器疾患，脳血管障害，糖尿病，悪性新生物などの合併症
が多く，これも重症化の要因となっている．このようなこ
とから，特に高齢者においては，「肺炎を予防する」とい
うことは極めて重要なことである．
高齢者の肺炎の原因菌は，若年者が「マイコプラズマ・
ニューモニエ」が多いことと対称的に，「肺炎球菌」に代
表されるような「細菌性肺炎」のことが多い．これは，単
独の菌でも発症するが，他の微生物と合併感染し，また，「イ
ンフルエンザ」に続発する例をしばしば経験する．さらに，
高齢者は嚥下機能が低下していることも多く，「誤嚥性肺
炎」にも注意が必要である．誤嚥性肺炎は口腔内の常在菌
や異物を誤嚥することで引き起こる肺炎であるが，高齢者
にありがちな「歯周病」や「入れ歯の手入れ不足」なども，
口腔内の菌を繁殖させ，誤嚥性肺炎の原因になると考えら
れる．
日本呼吸器学会が発表した「成人肺炎診療ガイドライン
2017」では，「診断」，「治療」に加え，肺炎の「予防」に
ついても，多くのエビデンスを収集し，さらにシステマ
ティックレビューが行われている．その中で，肺炎予防に
対し，「肺炎球菌ワクチン」，「インフルエンザワクチンと
肺炎球菌ワクチンの併用」，「早期（2日以内）の抗インフ
ルエンザ薬投与」，「口腔ケア」の実施を，強弱の差はある
ものの「推奨」と位置付けた．
このパネルディスカッションでは，「成人肺炎診療ガイ
ドライン 2017」の作成委員のほか，高齢者の肺炎や誤嚥
性肺炎の予防を目的に，積極的に口腔ケアやリハビリテー
ションについて取り組んでおられる専門家をパネラーに迎
え，それぞれの職種の視点から，基本的なことや問題点を
整理していただく．また，これらの予防策は「単独」で行
うよりも，いわゆる「あわせ技」や「システム化」で行う
ことが高齢者肺炎の予防に有効と思われることより，それ
ぞれ地域・中核病院・大学病院，あるいはリハビリテー
ション，介護サービス，歯科分野など，さまざまな医療機
関や職種の専門職が連携したサポート体制をいかに構築で
きるかを，参加者も交えて議論する．

このパネルディスカッションが，今後ますます増加して
いくであろう誤嚥性肺炎・高齢者肺炎に対し，その予防を
より充実させることに繋がるよう願っている．
1．誤嚥性肺炎の診断および予後との関連について

産業医科大学医学部呼吸器内科学
野口 真吾

超高齢化社会を迎えるわが国においては，高齢者におけ
る肺炎診療が重要な課題となる．今春に日本呼吸器学会か
ら発表された「成人肺炎診療ガイドライン 2017」におい
ても，診療の第一ステップとして，誤嚥リスクの評価を行
うことが記載された．また，ガイドライン作成にあたり施
行された systematic reviewの結果では，誤嚥性肺炎の存
在は，短期（non-ICU）および長期死亡，および，肺炎再
発率の増加に関連していることが明らかとなっており，正
確な誤嚥性肺炎患者の把握と適切な治療戦略が重要な課題
の一つである．われわれは，入院肺炎患者 322名を対象に，
水飲み試験の結果を誤嚥リスクありと定義して誤嚥リスク
と予後について検討を行った．単変量解析の結果，誤嚥の
リスク因子に関して，年齢 80歳以上，全身衰弱，脳血管
障害，認知症，低アルブミン血症が有用な予後予測因子で
あり，さらに，多変量解析の結果では，全身衰弱，認知症，
睡眠薬が有意な因子であり，オッズ比（95%信頼区間）は
それぞれ，3.07（1.67～5.63），5.38（2.34～12.36），2.38（1.18～
4.79）であった．また，誤嚥リスクの存在は 30日死亡に
は影響を与えなかったが，肺炎再発，6カ月死亡に対して
は影響した．さらに，新ガイドラインにてリスク因子とし
て記載された因子のうち，6つの因子（意識障害，全身衰
弱，脳血管障害，認知症，睡眠薬，胃食道疾患）を用いた
保有数（0～1，2，3，4�）と予後の検討では，これら因
子の保有数の増加は肺炎再発や死亡割合の増加につなが
り，4個以上を保有する患者では，肺炎再発割合 54.2%，30
日死亡割合 24.1%，6カ月死亡割合 50%であった．このよ
うに，肺炎診療においては，各リスク因子の有無のみなら
ず，リスク因子の保有数についても検証していくことが重
要であるのかもしれない．誤嚥リスク因子以外にも，高齢
者では予後を規定する様々な因子が存在し，高齢者肺炎に
おける予後推定因子を明確に規定することは困難である．
われわれは，元々は急性期脳卒中患者の誤嚥の評価法とし
て作成された嚥下機能評価法の一つであるMann Assess-
ment of Swallowing Ability（MASA）が肺炎患者の予後
や肺炎再発を予測することができるかに注目して検証し
た．その結果，MASAスコアは，肺炎再発，入院死亡，6
カ月死亡に対して，それぞれ，0.75，0.74，0.72と高い AUC
（area under the curve）を示し，MASAスコアが高齢者
肺炎患者の予後を予測する有用な手段であることを明らか
にした．さらに，24の項目からなるやや複雑なMASAス
コアをより実臨床で使い易いように，簡易版である As-
sessment of Swallowing Ability for Pneumonia（ASAP）
という新たな評価法を開発し，本評価法がMASAの代用
としての有用性を明らかにした．こうした評価法を用いる
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ことで，実臨床でより簡便に高齢者肺炎患者の予後予測に
役立つことができればと考える．現在のところ，誤嚥性肺
炎の的確な定義や分類は厳密な意味では存在しないが，「成
人肺炎診療ガイドライン 2017」でも記載されているよう
に，いかに誤嚥性肺炎患者を抽出するかは重要な問題であ
る．今回，これまでのわれわれの検討結果を踏まえ，誤嚥
性肺炎の診断，予後との関連について発表する．
2．高齢者の誤嚥性肺炎を地域の歯科診療所で予防する

岩間歯科
青木久美子，岩間總一郎

高齢者の誤嚥性肺炎予防において歯科医療職が担う重要
な役割は，「口腔内細菌のコントロール」と「嚥下機能の
低下を抑止すること」である．
8020運動に代表される様々な活動の成果から，う蝕は
減り，一人平均残存歯数もすべての年代において増加の一
途をたどっている．歯科医師の 85%は一般歯科診療所で
勤務しているが，患者背景の変化に伴い，う蝕や補綴など
の治療主体の診療から，歯周病を中心とした疾病予防を目
的とした診療を行う医院が増加している．残存歯数は増え
たが，歯周病に罹患した歯の本数は 75歳以上で増加して
おり，高齢者が口腔内細菌数をコントロールするには，よ
りよい口腔内環境を維持することが重要である．そのため
には定期的な歯科受診による専門的口腔清掃とセルフケア
の指導が必要である．
一般歯科診療所である当院は開設して約 40年経過して
いる．家族 3世代で通っていただいている方も多い．学童
が成人，成人が高齢者へと変化し，口腔機能の変化も見守
る体制があると言える．患者も歯科医療者も口腔内細菌の
コントロールを主な目的として掲げていたが，それだけで
はなく，口腔機能の変化にも注目することにより，「嚥下
機能の低下を抑止すること」の一助を担う必要が出てきた．
脳血管障害や頭頸部手術等により急激な機能の低下をきた
した症例よりも，徐々に時間をかけて機能が低下し，誤嚥
性肺炎と診断された症例の方が，その後の機能回復が困難
である場合が多いと思われる．日常を見守っているからこ
そ気がつくことのできる少しの機能低下を見逃さず評価
し，悪化させないことは長い年月を見守ることができる定
期的な受診体制が整った地域の一般歯科診療所ならではの
役割ではないだろうか．
そのような考えに至った当院で経験した症例をもとに，
定期的な受診体制の変化を報告する．
3．口腔アセスメント OHATを用いた口腔ケアの多職種
連携

藤田保健衛生大学医学部歯科・口腔外科
松尾浩一郎

口腔ケアによる肺炎予防効果は広く認知されるように
なってきた．そのため，医療，介護の現場でも感染対策の
一つとして，口腔ケアが行われるようになっている．日常
臨床において，口腔ケアを行う主体者は，看護師や介護者
である．一方，歯科医師や歯科衛生士は口腔のプロフェッ

ショナルであるため，歯科医療者が行う口腔ケアで，ケア
の質が高まることは間違いないだろう．実際，歯科衛生士
による Professional Oral careの感染対策効果についても
報告されている．そのため，歯科衛生士が病院や施設で口
腔ケアを行う機会が増えているが，歯科衛生士がすべての
患者に対して口腔ケアを行うことは不可能である．そこで，
看護師が行う日常的な口腔ケアと歯科衛生士が行う専門的
な口腔ケアとの役割分担を明確にし，職種間の連携を強く
することで，口腔ケアの質と効率を高めることが可能とな
る．実際，看護師が口腔ケアを標準化し，ケアの効率を高
めて，感染予防効果を示している報告でも，介入前の口腔
ケアプロトコルの開発や実技指導に，歯科医師や歯科衛生
士が関わっていることが多い．口腔ケアの職種間連携は，
急性期病院と老人保健施設では，関わる職種も異なるかも
知れないが，口腔ケアを効率的かつ効果的に実施するため
には，どの施設においても多職種連携が不可欠である．多
職種連携による口腔ケアのポイントは，「均てん化」と「個
別化」である．看護師による日常的なケア手技の標準化と
技術向上を図ることで，口腔ケアの均てん化を目指し，口
腔ケアが困難な症例に対して，個別の対応として歯科衛生
士が専門的な口腔ケアを実施する．この均てん化と個別化
により，効率的かつ効果的に口腔衛生状態を改善すること
が可能となる．口腔ケアの均てん化は，口腔内の汚染や乾
燥の程度を評価（口腔アセスメント）することから始まる．
口腔ケアの頻度や内容は，口腔内の汚染状況や ADLの自
立度などによって変化する．そこで，口腔アセスメントに
より定量的に口腔内の状況を評価し，口腔の汚染度にあわ
せてケアプロトコルを作成することで，介助者間での口腔
ケアの手技や介入回数の統一を図ることができる．また，
汚染状況がひどい，口腔乾燥が強い，開口拒否が強いなど
口腔ケアの実施が困難，または時間がかかってしまうよう
な場合には，歯科衛生士による専門的な口腔ケアが必要と
なる．アセスメントにより汚染状況を定量化し，ある点数
以上の汚染状況の場合には歯科衛生士に依頼できるような
パスが出来上がると，歯科への依頼がしやすくなる．汚染
がひどい場合などに，歯科衛生士が個別化の対応を取り，
専門的な口腔ケアを実施するとともに，看護師による標準
化されたケアを実施することで，効率的に口腔ケアの質を
高めることができる．その後，再評価を実施し，口腔衛生
状態が改善を認めれば，看護師による口腔ケアに戻すこと
が可能となる．さらに，アセスメントにより，義歯の不適
合なども把握することができれば，それに対する歯科への
依頼を行うことで，歯科医師による義歯の修理や新製が行
え，口腔衛生管理だけでなく，口腔機能の回復も図れる．
今回は当院で最近用いている口腔アセスメント OHAT
（oral health assessment tool）とケアプロトコールによる
口腔ケアのチームアプローチの取組みについてご報告す
る．
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4．誤嚥性肺炎，高齢者肺炎の予防―リハビリテーショ
ンの立場から―

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科内部障害リハ
ビリテーション学分野１），同 医歯薬学総合研究
科理学療法学分野２）

神津 玲１） 森下 辰也２） 禹 炫在１）

田中 貴子２） 石松 祐二１）

高齢者肺炎の病態の多くは誤嚥が契機となる肺炎，すな
わち誤嚥性肺炎である．特に脳血管障害や胃食道逆流など
に起因する不顕性誤嚥（特に唾液誤嚥）がその発症に深く
関与することが知られている．誤嚥性肺炎は全身状態が低
下した合併症の多い高齢者に生じやすいため重症化しやす
く，ひとたび発症すると全身状態の悪化とともに，嚥下お
よび咳嗽反射が低下，不顕性誤嚥を繰り返すことで，肺炎
を再発しやすくなるといった悪循環を形成する．そのため，
誤嚥性肺炎は単に肺炎を治療するだけではなく，全身管理
と同時進行で再発予防に努めることも求められるが，困難
な場合も少なくない．
誤嚥性肺炎予防の一環として，不顕性誤嚥をいかにコン
トロールするかがキーポイントとなる．これには薬物療法
と非薬物療法があり，前者は嚥下および咳嗽反射の重要な
トリガーであるサブスタンス Pを薬物によって上昇させ
ることを目指す治療的アプローチである．これに対して後
者は，不顕性誤嚥による悪影響を最小限にとどめることを
目標に残存機能の向上を目指す代償的アプローチである．
リハビリテーションの関わりは後者に位置づけられ，具体
的には口腔ケア，体位管理が急性期から安定期にわたって
有用な手段となる．また，誤嚥性肺炎患者では物理的な気
道防御機構の障害によって日常から気道分泌物の排出障害
と貯留をきたしていることが多く，気道クリアランスのサ
ポートも必要となる．加えて，摂食嚥下機能の維持および
向上も重要であり，定期的な評価とゴール設定に基づいた
段階的摂食練習（体位，食事形態，介助法の段階的選択）
を中心とした摂食嚥下リハビリテーションも不可欠であ
る．高齢者肺炎では全身状態，特に運動機能や栄養状態が
不良であり，入院治療に伴う臥床期間の長期化によって容
易に ADLが障害され，運動機能も低下する．ADLの低
下予防は重要な課題であり，早期離床や運動を中心とした
介入もリハビリテーションの必須の役割となる．
これまで，誤嚥性肺炎，高齢者肺炎患者に対するリハビ
リテーションの介入研究，なかでも「肺炎の発生予防」を
アウトカムとした臨床研究は限定されており，具体的な予
防の役割と効果に関しては不明な点が少なくない．本パネ
ルディスカッションでは，リハビリテーション・アプロー
チによる誤嚥性肺炎予防の考え方と実践に関して自験例を
中心に紹介するとともに，文献的考察を加え，その可能性
や今後の方向性について提言させていただく予定である．
5．インフルエンザワクチンと肺炎球菌ワクチンの重要
性

国立病院機構三重病院呼吸器内科

丸山 貴也
高齢者肺炎の予防にはインフルエンザワクチンと肺炎球
菌ワクチンを両方接種することが重要である．高齢者に使
用できる肺炎球菌ワクチンには 23価莢膜多糖体型肺炎球
菌ワクチン（PPSV23）と 13価蛋白結合型肺炎球菌ワク
チン（PCV13）2種類あるが，それぞれに長所と短所を有
する．PPSV23は 23種類の莢膜型を含まれるため，広範
囲の莢膜型をカバーできるが，T細胞を介さず B細胞を
直接刺激するために免疫記憶が得られず免疫効果は弱い．
一方，PCV13の免疫機序は T細胞を介することで免疫記
憶が得られ，免疫効果も強いが，含まれる莢膜型は 13種
類と PPSV23よりも 10種類少なく，カバー率が低い．
PPSV23の臨床的予防効果は国内では 3報の無作為化比較
試験（RCT）から，1．慢性閉塞性肺疾患（COPD）の感
染に伴う急性増悪（Furumoto A，Vaccine，2008），2．75
歳以上の基礎疾患を有する高齢者に対する肺炎の発症
（Kawakami K，Vaccine，2010），3. 高齢者施設の入所者
に対する肺炎球菌性肺炎の発症，全ての肺炎の発症，肺炎
球菌性肺炎による死亡（Maruyama T，BMJ，2010）の
抑制効果が報告されている．いずれの研究でも，ほぼ全例
にインフルエンザワクチンが接種されており，これらの結
果はインフルエンザワクチンと PPSV23の併用効果と考
えられている．日本呼吸器学会成人肺炎診療ガイドライン
作成委員会では，インフルエンザワクチンと肺炎球菌ワク
チンの併用接種の予防効果についてシステマティックレ
ビュー（SR）を実施したところ，上記の日本人を対象と
した 3つの RCTが抽出され，「すべての肺炎」に対する
有意な抑制効果が示された．我々が国立病院機構 25施設
で実施した季節性インフルエンザの入院症例の疫学調査で
は，最も予後に影響を与えた因子は肺炎の合併であった．
また，インフルエンザとの混合感染の原因微生物で最も頻
度が高かったのは肺炎球菌であったことから，インフルエ
ンザワクチンと肺炎球菌ワクチンの両接種の重要性が示唆
された（Maruyama T，CHEST，2016）．PCV13の臨床
的予防効果についてはオランダで健常高齢者 84,496例を
対象とした RCTが施行されており，PCV13がカバーする
莢膜型について，非侵襲性肺炎球菌性肺炎を 45%，侵襲
性肺炎球菌感染症（IPD）を 75%削減するという予防効
果が報告されている（Bonten MJ，NEJM，2015）．
PPSV23と PCV13の接種法を検討するうえで，もう 1
つ重要なことは実際に感染する肺炎球菌の莢膜型である．
日本では厚生労働省の研究班で人口ベースに調査されてお
り，小児では IPD全体が減少する一方で，PCVでカバー
できない莢膜型が増加し（Suga S，Vaccine，2015），成
人では肺炎球菌ワクチンのカバー率の低下（PCV13：46%，
PPSV23：66%）が認められた（Fukusumi M，BMC Infec-
tious Diseases，2017）．小児に対する PCVの導入に伴い，
小児，高齢者ともに，PCVがカバーする莢膜型の IPDが
減少する一方でカバーできない莢膜型の IPDが増加して
いる．肺炎球菌は主に小児から高齢者に感染するため，間
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接的に高齢者も小児の PCV普及の影響を受けているもの
と考えられている．
ACIPは PCV13の高い免疫原性と PPSV23の高いカ
バー率を有効に生かすため，両者を組み合わせて接種する
ことを推奨し，日本呼吸器学会と感染症学会の合同委員会
は PPSV23の定期接種を優先したうえで，両ワクチンの
接種方法を示している．
本パネルディスカッションでは PPSV23と PCV13の特
徴を比較し，インフルエンザワクチンと肺炎球菌ワクチン
を両接種する重要性を検討する．
ワークショップ：Clinical Interactive Cases in ID
司会のことば

名古屋大学大学院医学系研究科臨床感染統御学１），
奈良県立医科大学感染症センター２）

八木 哲也１） 笠原 敬２）

「患者から学べ」といわれるように，臨床は症例に始ま
り症例に終わるといっても過言ではない．特に感染症の領
域では，宿主の状態と原因微生物との組み合わせで，その
臨床像にさまざまなバリエーションが生じることになり，1
例 1例を大切に詳しく診る必要がある．我々が一生で経験
できる症例数には限りがあり，また知らない所見や疾患は，
気付かないうちに目の前を通り過ぎているかもしれない．
その点で，学会の症例報告は学びの宝庫であるが，時間的
制約のため病院で日常的に行われている症例検討会のよう
に十分なディスカッションができないことも多い．
“Clinical Interactive Cases in ID”が目指すところは，
「学会の場」での病院の症例検討会である．症例の選定に
あたっては，「教育的な症例かどうか」を選定基準として，
本学会に応募のあった症例報告の抄録の全てに座長二名が
目を通して厳選した．一般的な症例報告よりも発表時間お
よび質疑応答の時間を長めにとり，十分な意見交換ができ
るようにした．
良き学びには，良き教育者が欠かせない．そこで本企画
では座長が日頃から尊敬している clinical educatorの先生
方にコメンテーターを依頼した．病院の症例検討会を再現
するために，コメンテーターの先生方には症例の内容を知
らせていない．コメンテーターの先生方の一つ一つのコメ
ントが，症例の学びを一層深めてくれるであろう．”Clinical
Interactive Cases in ID”は，一般演題でも，シンポジウム
でも，ワークショップでもない．新しい教育企画である．
本企画によって参加者それぞれの「学び」や「気づき」を
一つでも多く持って帰っていただければ幸いである．
1．原因不明のショックを呈し，診断に難渋した 77歳
男性

トヨタ記念病院救急科１），同 集中治療科２），同
感染症科３）

笠原 大輔１） 西川 佳友１）

南 仁哲２） 川端 厚３）

【症例】77歳男性．
【主訴】意識障害，黒色吐物．

【既往歴】大腸癌術後，高血圧症，アルコール依存症，不
眠症．
【現病歴】入院当日に自宅で意識障害，黒色吐物を認め，救
急搬送された．
【入院時現症】来院時バイタルサイン：体温 34.8℃，脈拍
94回/分，血圧 83/46mmHg，呼吸数 30回/分，SpO2：96％
BVM10L/分．GCS：E1V1M4．採血では，高アンモニア
血症を伴う肝障害，高カリウム血症（K 7.0mmol/L）を伴
う腎障害，高 Lac血症（180mg/dL），低血糖を認めた．CT
では，右肺野背側に軽度の誤嚥を疑う浸潤影を認めた．頭
部，腹腔内に明らかな異常所見は認めなかった．
【入院後経過】原因不明のショック，意識障害，多臓器不
全，DICで入院となった．気管挿管人工呼吸器管理とし
た．初期選択抗菌薬はMEPMを使用し，CHDFを含めた
集学的治療を開始した．第 2病日に意識状態は改善傾向で
あったが，呼吸状態は悪化し，胸部 Xpで右肺野透過性低
下が顕在化したため，重症肺炎を考慮し，LVFXを追加
投与とした．その後の臨床経過は良好で，第 4病日に
CHDF終了し，第 6病日に抜管となった．入院時血液培
養陰性，尿培養陰性であった．痰培養では起因菌は同定で
きなかった．第 5病日の LAMP法は陰性であったが，マ
イコプラズマ抗体が 640倍と高値であったため，第 19病
日に再検し，2,560倍と抗体価の上昇を認め，マイコプラ
ズマ肺炎による敗血症性ショックと診断した．
【考察】マイコプラズマ肺炎は重症化することは非常にま
れである．また，LAMP法は感度，特異度ともに非常に
高いとされている．本症例は LAMP法陰性で，診断に難
渋したが，抗体価のペア血清で診断された劇症型マイコプ
ラズマ肺炎の 1例であり，貴重な症例を経験したため若干
の文献的考察を加え報告する．
2．心嚢液貯留および全身のリンパ節腫脹と右前腕の腫
脹・ 痛とを認めた 1例

大阪市立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
柴多 渉，山入 和志，並川 浩己
藤本 寛樹，山田 康一，掛屋 弘

【症例】54歳男性．
【はじめに】播種性結核症においては画像上の肺病変を呈
さず，診断に苦慮するケースがある．今回，発症 3カ月経
過後も画像上の肺病変を認めず，右前腕滑膜生検により診
断に至った播種性結核症の 1例を経験したので報告する．
【既往歴】アルコール性肝障害，十二指腸潰瘍，右人工股
関節置換術．
【現病歴】X-3カ月から 37℃台の発熱，全身倦怠感，右手
関節痛が出現したため X-1カ月の時点で前医へ入院．心嚢
液貯留を認めたため穿刺排液が行われたが確定診断に至ら
ず，精査・加療のため X日に当院へ入院となった．診察
上，右前腕に腫脹・ 痛があり，画像検査では胸腹部造影
CTにて多量の胸腹水と少量の心嚢液貯留，腋窩・縦隔リ
ンパ節腫脹を，FDG-PETにて心膜・胸膜・腹膜，縦隔リ
ンパ節，右手～前腕軟部組織に異常集積が認められた．胸
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水は滲出性で ADA 49.9U/Lと上昇を認めたが，胸水・腹
水ともに抗酸菌検査は塗抹・培養・Tb-PCRともに陰性，
IGRA検査も陰性であった．播種性結核以外にも sIL2rが
5,430U/mLと高値であったことからキャッスルマン病や
サルコイドーシスも鑑別にあがり，骨髄生検・右腋窩リン
パ節生検を施行したところリンパ節に肉芽腫変化が認めら
れた．確定診断が得られない状況であったが，X＋25日に
右前腕腫脹部に対して滑膜切除術を実施し組織検体から抗
酸菌塗抹陽性，Tb-PCR陽性（後に培養陽性）の結果が得
られ，播種性結核症と診断し抗結核療法を開始した．
【考察】右前腕滑膜生検により診断に至った播種性結核症
の 1例を経験した．臨床的に播種性結核が疑われるものの
確定診断が得られない症例においては，症状を呈している
箇所の組織検査の有用性が高いと考えられた．当日は若干
の文献的考察を含め報告する．
3．感染症科コンサルトとなった CAPD腹膜炎の 1例

埼玉医科大学総合医療センター総合診療内科・感
染症科１），同 感染制御科・感染症科２）

岡 秀昭１） 大野 秀明２）

症例は 42歳男性原因不明の慢性腎不全で，5年前から
腹膜透析を導入している．急性に 39℃の発熱と嘔気をみ
とめ，2日間解熱せず，倦怠感が強まり当院腎臓内科を受
診した．腹痛や透析カテーテルの感染兆候は認めなかった
ものの，腹水の混濁と細胞数増加があり，CAPD腹膜炎
と診断され入院となった．入院時の血液培養 1セットより，
らせん菌が検出されたため，感染症科コンサルトとなった．
らせん菌は Helicobacter cinaedi と判明した．H. cinaedi
の CAPD腹膜炎の報告は見当たらず，貴重な症例と考え
られたため，臨床症状，腹水の性状，透析カテーテルの抜
去の是非，抗菌薬選択，治療期間を報告する．
（非学会員共同研究者：長谷川元，羽田野実，寺尾政昭；
同腎高血圧内科）
4．急性咽頭炎で紹介され診断に苦慮した 1例

宮崎県立宮崎病院内科１），同 小児科２）

山中 篤志１） 原尾 拓朗１） 中谷 圭吾２）

内藤 敦１） 上田 尚靖１）

【背景】川崎病は成人でも発症するが，稀であり診断の遅
れにつながることがある．今回我々は，急性咽頭炎との鑑
別に苦慮した成人発症型川崎病の 1例を経験したので報告
する．
【症例】生来健康な 19歳女性．発熱，咽頭痛，頸部リンパ
節腫大を自覚し近医を受診した．急性咽頭炎の診断で
LVFX処方されたが症状の改善乏しく，前医再診した．
PIPCが投与されたが翌日には皮疹が出現し，高熱も持続
したため当院に紹介入院となった．
入院時は 39℃台の発熱，眼球結膜の充血，咽頭痛，左
頸部に圧痛を伴うリンパ節腫脹を認めた．耳鼻科診察でも
急性咽頭炎疑いとされ，伝染性単核球症などを鑑別に補液
のみで経過観察を行った．入院 2日日（第 6病日）より発
熱・咽頭痛増悪した．炎症所見上昇みられプロカルシトニ

ンも強陽性であったため，扁桃周囲膿瘍などの細菌感染を
考えて CTRX，CLDM投与を開始した．頭頸部 CTを施
行したが膿瘍形成は認めず，ウイルス抗体検査から CMV，
EBV感染症も否定的であった．入院 3日目（第 7病日）に
非感染性疾患として川崎病を鑑別に挙げ，診断基準を満た
すことから小児科にコンサルトした．冠動脈エコーで冠動
脈の拡張を認めたことから成人川崎病と診断した．免疫グ
ロブリン大量療法，バイアスピリン内服を開始し，治療翌
日には速やかに解熱した．以後発熱なく経過し，他症状も
徐々に改善したため入院 11日目に退院となった．
【考察】初診時には川崎病の主要徴候全て揃っておらず，急
性咽頭炎として加療を開始した．治療に反応せず，眼球結
膜充血，体幹部・四肢の紅斑など多岐にわたる症状が出現
したことから川崎病を疑い，診断に至ることができた．
【結語】川崎病患者の冠動脈瘤形成予防には早期診断およ
び治療が重要となる．多彩な随伴症状を呈する咽頭炎をみ
た際には，年齢に捉われず川崎病も鑑別に挙げたい．
5．猫好きの女性が重症肺炎となり ICU管理を要した 1
例

長崎大学病院感染症内科（熱研内科）１），同 集中
治療部２），同 検査部３），国立感染症研究所バイオ
セーフティ管理室４）

安田 一行１） 山下 嘉郎１） 池田恵理子１）

高木 理博１） 田中 健之１） 関野 元裕２）

栁原 克紀３） 山本 明彦４） 森本浩之輔１）

有吉 紅也１）

【症例】症例は 67歳，女性．肝細胞癌，肥大型心筋症，2
型糖尿病を基礎疾患として有し，猫の飼育歴があった．来
院 4日前に咽頭痛，鼻汁，咳嗽が出現，来院 2日前から呼
吸困難感が出現，増強し来院した．来院時は体温 38.0℃，
心拍数 100回/分，血圧 110/82mmHg，呼吸数 32回/分，
リザーバーマスク酸素 10L/分投与下で酸素飽和度は 70%，
身体所見では右胸部呼吸音の減弱を認めた．上気道に偽膜
などの特徴的所見はなかった．入院時検査では，WBC
13,800/μL，CRP 13.58mg/dLと上昇を認めた．胸部単純
写真で右中肺野に浸潤影を呈し，胸部 CTで右上下肺葉に
すりガラス影を伴う浸潤影と無気肺，右胸水を認めた．来
院直後にショックの状態となり ICUに入室となった．
SOFAスコアは 8点で，挿管下に人工呼吸管理を行い，重
症肺炎として VCM，TAZ/PIPC，AZMを投与開始した．
挿管直後に施行した気管支鏡検査では右主気管支が偽膜様
の黄白色の浸出物で閉塞しており，これを取り除くことで
胸部単純写真上，一部の無気肺の解消と酸素化の改善が得
られた．気管内浸出物のグラム染色で多数のグラム陽性桿
菌を認め，培養で Corynebacterium ulcerans を検出した．
同菌を起炎菌と考え，感受性結果から上記抗生剤を SBT/
ABPCに変更し改善した．検出された C. ulcerans はジフ
テリア毒素産生株であることが判明し，患者のジフテリア
毒素に対する抗体価が低値であったためワクチン接種を
行った．
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【考察】C. ulcerans にはジフテリア毒素を産生してジフテ
リア類似の症状を引き起こす株が存在する．猫などのペッ
トや家畜からの感染が疑われた報告があり，人獣共通感染
症である．C. ulcerans による肺炎の症例はしばしば重症
化することが知られているが，稀であり臨床家の間でも認
知度が低い．若干の考察を加えて報告する．
CPEを対象とする感染対策/サーベイランス―4学会か
らの提言―

公益社団法人日本化学療法学会耐性菌感染症対策
ワーキンググループ委員長/東邦大学

舘田 一博
カルバペネムに耐性を示す腸内細菌科細菌の出現は
1994年に初めて報告されました．はじめてのカルバペネ
ムであるイミペネムが臨床応用されたのが 1985年ですの
で，約 9年後にこの耐性菌が見つかってきたことになりま
す．当時，そのような耐性菌は稀であったことから，今日
のように世界中でカルバペネム耐性菌が問題となるとは予
測されていませんでした．幸いなことに，他国に比べて本
邦におけるカルバペネム耐性腸内細菌科細菌の広がりはそ
れほどではありません．しかし，腸内細菌科細菌という特
殊性を鑑みると，本耐性菌の今後の蔓延に関しては特別な
注意が必要です．
このような背景から，感染症関連 4学会の耐性菌に関す
る委員会が中心となり，カルバペネム耐性腸内細菌科細菌
の課題に対して臨床現場でどのように対応すべきかについ
て，現時点での委員会のコンセンサスをまとめさせていた
だきました．本提案はあくまでも 2017年 9月時点でのも
のです．新しい疫学的知見，検査法・治療薬の開発により，
その対応が変化する可能性があります．本発表では，提言
の内容に沿って以下の項目について解説させていただきま
す．
1．カルバペネム耐性腸内細菌科細菌の定義は？
2．なぜ CPEをターゲットとする耐性菌サーベイラン
ス・感染対策が重要なのですか？

3．カルバペネマーゼの種類にはどのようなものがあり
ますか？

4．臨床検体からの CPEの検出法と注意点は？
5．CPE検出時の感染対策は？
6．CPE感染症に対する抗菌薬療法の考え方は？
7．CPEおよび CPE感染症に残された課題は？
第 59回日本感染症学会中日本地方会学術奨励賞【基礎
部門】
ベトナム渡航者における基質特異性拡張型 βラクタ

マーゼ産生大腸菌の保菌実態
大阪大学大学院薬学研究科１），大阪健康安全基盤
研究所細菌課２），大阪府立大学微生物制御研究セ
ンター３）

中山 達哉１） 山口 貴弘２）

河原 隆二２） 久米田裕子３）

グローバル化による基質特異性拡張型 β―ラクタマーゼ

（ESBL）産生大腸菌の拡散化，また耐性遺伝子の伝播に
よる難治性感染症を引き起こすリスクは近年懸念されると
ころである．そこで本研究ではベトナム渡航による ESBL
産生大腸菌保菌状況の実態を解明することを目的とした．
2015年 4月から 2016年 3月までに日本からベトナムへの
渡航者 22人 37回の渡航（滞在期間 2日から 14日）を対
象に渡航前後において ESBL産生大腸菌の検出を行い，ま
た渡航後保菌者について不検出になるまで追跡調査を行っ
た．検出方法は糞便 0.1gを PBSで懸濁後，セフォタキシ
ム 1ug/mL含有 CHROMagarに播種し菌の定量を行い，
Disk拡散法による薬剤感受性及び ESBL確認テストを
行った．ベトナム渡航前後で ESBL産生大腸菌の検出を
行った結果，渡航者が渡航後に 94.6％（35/37）おいて
AmpC産生菌を含む ESBL産生大腸菌を保菌しているこ
とが判明した．
渡航後における ESBL産生大腸菌数を計測した結果，平
均 2.7×106 CFU/0.1g保菌していることが判明した．また
渡航日数 1泊 2日でも渡航後 4.9×107CFU/0.1g保菌して
いる例もあり，容易に保菌することが考えられる．渡航後，
不検出に至るまでの平均保菌期間は約 2カ月（8.4週間）で
あり，長期保菌者では 12カ月以上保菌している渡航者も
いた．また菌株解析を行った結果，307分離株のうち 267
株が ESBL産生大腸菌であり，40株が AmpC産生大腸菌
であった．さらに渡航直後に分離された 170株を対象に菌
株解析を行った結果，ESBL産生大腸菌は 87.1％（148/170）
であることが判明し，ESBL遺伝子グループの型別を行っ
た結果，CTX-M-9（60.8%：90/148），CTX-M-1（38.5%：
57/148）の順であった．また Phylogenetic groupは D
（46.6%：69/148），B2（25.0%：37/148）の順であった．こ
れらの結果はベトナムの健常人から分離されるパターンと
類似していた．さらに長期保菌者において分離株を PFGE
法により菌株間比較を行った結果，渡航後直後及び数カ月
後に分離された株ともに同じパターンであった．これらの
結果から，ベトナム渡航による ESBL産生大腸菌の保菌
リスクは極めて高く，渡航後不検出になるまでには約 2カ
月間要することが判明した．
第 59回日本感染症学会中日本地方会学術奨励賞【臨床
部門】
持続的血液濾過透析（CHDF）施行例におけるリネゾリ
ド（LZD）の適正投与量の検討

兵庫医科大学病院感染制御部１），兵庫医科大学集
中治療医科学２）

植田 貴史１） 竹末 芳生１）

中嶋 一彦１） 小濱 華子２）

【目的】ICUや救命救急では，sepsisや septic shockに対
する腎代替療法や体液恒常性の維持目的として，持続的血
液濾過透析（continuous hemodiafiltration；CHDF）が導
入されることがある．リネゾリド（LZD）は腎機能低下
症例に対しても 600mg ×2回/日を減量する必要はないと
されているが，腎機能低下は血小板減少のリスク因子であ
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ることが報告されている（Takahashi Y，et al . J Infect
Chemother. 2011；17：382-7）．先行研究において，CHDF
施行例では半減期が延長し，通常の 600mg ×2回/日では
蓄積が問題となることを報告している（Ide T，et al：
ICAAC 2011）．今回，CHDF施行例に対する LZDの減量
投与の有用性について検討した．
【目的】2014年 4月から 2016年 10月の間に，当院 ICU
で感染制御部が介入し CHDF施行中に LZDを投与する症
例を対象とした．CHDFの透析液と濾過液の合計流量は
800～1,000mL/hとした．LZDの投与量は初日，2日目は
600mg×2回，3日目以降 600mg×1回に減量，LZD投与
開始 5～6日目に血中濃度を測定した．採取時間は，投与
直前，投与後 1，1.5，2，3，5時間の 6点とし，1―コンパー
トメントモデルで薬物動態パラメータを評価した．Pri-
mary endpointとして目標トラフ値，目標 AUC0-24の達成，
secondary endpointとして臨床効果，副作用発現を評価
した．臨床効果はグラム陽性菌が検出された症例を対象と
して，5日目改善傾向，治療終了時の臨床効果，細菌学的
効果，28日死亡を評価した．副作用は血小板減少を評価
し，LZD投与前に血小板補充した症例は除外とした．血
小板減少低下を回避するための目標トラフ値を≦10μg/
mL（Zoller M，et al . Crit Care 2014；18：R148），有効
性の高めるための目標 AUC0-24を≧200μg・h/mL（Rayner
CR. Clin Pharmacokinet 2003）とした．
【結果】対象症例は 14例，男性/女性 11/3例，年齢は 50.0
±24.3歳，体重は 57.4±8.9kgであり，菌血症（心内膜炎）
5（1）例，肺炎 6例，膿胸 2例，骨関節感染 2例であった．
検出菌はMRSA 5例，Enterococcus faecium 4例，グラ
ム陽性菌検出なし 5例であった．透析液と濾過液の合計流
量は 821.4±57.9mL/hrだった．各薬物動態パラメータは
T1/2 8.3±4.2h，CL 2.3±0.8L/h，Vd 24.9±7.2Lであり，健
常人と比較して，半減期の延長やクリアランスの低下が認
められた．トラフ値は 5.8±3.4μg/mLで≦10μg/mLの達
成は 85.7%であり，AUC0-24は 282.8±90.7μg・h/mLで≧
200μg・h/mLの達成は 78.6%だった．臨床効果について，
5日目改善傾向が 77.8%（7/9例），治療終了時の臨床効果
は 44.4%（4/9例），細菌学的効果は 100%（8/8例），28
日死亡は 66.7%（6/9例）であった．AUC0-24と治療終了
時の臨床効果に関して，AUC0-24＜200μg・h/mLでは 66.7%
（2/3例），≧200μg・h/mLでは 33.3%（2/6例）で一定の
相関は認められなかった．14例中，血液疾患が 8例で全
例 LZD投与前に血小板補充がされていたため，血小板減
少の評価の対象が 6例と少なかった．そのうち，血小板減
少は 50.0%（3/6例）で認められ，6例中トラフ値＞10μg/
mLは 2例であり，2例とも血小板減少が認められた．
【結論】CHDF施行例において，今回提案した LZDの投
与設計（初日，2日目は 600mg×2回，3日目以降から 600
mg×1回に減量）は目標トラフ値，AUC0-24を高率に達成
しており，有用性が示された．しかし，AUC0-24が目標に
達成しない症例が約 2割認められたため，今後ローディン

グ期間の延長も考慮する．今後，臨床例を増やして臨床成
績との関わりを検討していく．
（非学会員共同研究者：西 信一，井手 岳；兵庫医科
大学集中治療医科学・ICU，森川則文，猪川和朗；広島大
学大学院医歯薬保健学研究科医歯薬学専攻薬学専攻プログ
ラム薬学講座臨床薬物治療学研究室）
第 59回日本感染症学会中日本地方会学術奨励賞【臨床
部門】
小児専門医療機関における深在性真菌症の生存分析

兵庫県立こども病院血液・腫瘍内科１），同 感染
症科２）

岸本 健治１） 伊藤 雄介２） 笠井 正志２）

【序文】深在性真菌症（IFD）は免疫抑制状態にある患者
に発症し，しばしば重症化する．これまでに我が国の小児
を対象とした IFDの発症動向をまとめた疫学調査は乏し
く，また IFDを発症する危険因子は多く報告されている
が，IFD発症後の予後因子の報告は少ない．我々は小児
専門医療機関における IFDの発生動向と IFD患者の予後
因子の描出を目的として，単一施設における後方視的研究
を行った．
【対象と方法】2011年 1月から 2015年 12月に兵庫県立こ
ども病院にて入院治療を受けた患者を対象とした後方視的
横断研究と後方視的コホート研究を行った．IFDの定義
には欧州癌研究治療機関/真菌症研究グループ診断基準を
用い，proven IFD（培養検査または病理組織学的検査に
よる確定診断例）と probable IFD（宿主因子・臨床的基
準・菌学的基準の 3点が揃った症例）を本研究の対象とし
た．Possible IFD症例は除外した．IFDの発症頻度，IFD
発症患者の生存分析，IFD発症患者の予後因子解析を行っ
た．名義変数の 2群間比較には χ2検定，Fisher直接法，連
続変数の 2群間比較にはMann-Whitney検定，生存分析
には Kaplan-Meier法，Log-rank検定をそれぞれ使用した．
【成績】26例が IFDと診断され，対象期間中の入院患者
の 0.13%であった．フォローアップ期間の中央値は 27カ
月（範囲 6～66カ月）であった．診療科ごとの発症頻度は
血液・腫瘍内科で 2.1%と最も高かった．IFD症例の年齢
は 0～28歳（中央値 6歳），基礎疾患は悪性腫瘍 14例
（54%），先天奇形 7例（27%），先天性免疫不全 2例（8%），
壊死性腸炎 2例（8%），血球貪食性リンパ組織球症 1例
（4%）であった．IFD発症時に 21例（81%）が中心静脈
カテーテルを留置され，8例（31%）で末梢血好中球数＜
500/μLであった．IFDを来した非悪性疾患患者は全例が
抗真菌薬予防投与を受けていなかった．
13例（50%）が proven IFDに相当し，内訳は Candida

血症 8例，Candida 腹膜炎 2例，Candida 髄膜炎 1例，Mu-
cor腹膜炎 1例，播種性 Fusarium 症 1例であった．培養
結果の判明前に死亡した 1例を除く全例が経静脈的抗真菌
薬投与を受けた．13例（50%）が probable IFDに相当し，
そのうち 12例（46%）が肺に IFD病変を持っていた．Prob-
able IFD症例では，血漿 β-D―グルカン頂値は中央値 44.9
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pg/mL（範囲 9.0～1,710pg/mL），Candida 抗原検査，Asper-
gillus 抗原検査はそれぞれ 1例，5例で陽性であった．全
例が経静脈的抗真菌薬投与を受け，5例が死亡した．
IFD発症後 180日目の生存率は全体で 76%，Candida

血症で 88%，肺 IFDで 70%，腹腔内 IFDで 60%であっ
た（p=0.30）．IFD発症後 180日目の生存率は IFD発症前
に造血細胞移植（SCT）を受けた群，ステロイド投与を受
けた群でそれぞれ有意に低かった（SCTあり 60% vs. SCT
なし 80%，p=0.036，ステロイドあり 43% vs. ステロイド
なし 89%，p=0.024）．IFD発症後 180日目の生存率は年
齢，悪性疾患の有無，抗真菌薬予防投与の有無，IFD発
症時好中球減少の有無によって有意差はなかった．
【考察】IFD症例の生存率は過去の報告と比して良好であ
り，診断法の向上と新規抗真菌薬が寄与していると考えら
れた．IFD高リスクの非悪性疾患患者では抗真菌薬予防
投与が IFD発症を減少させる可能性がある．SCTとステ
ロイド投与は小児 IFDにおいて負の予後因子であること
が示唆された．
第 268回 ICD講習会：こんなとき，どうする？（Q＆A：
院内感染対策事例に対処する）
司会のことば

九州大学病院グローバル感染症センター１），大阪
市立大学大学院臨床感染制御学２）

下野 信行１） 掛屋 弘２）

今回の ICD講習会「こんなとき，どうする？（Q＆A：
院内感染対策事例に対処する）」では，院内感染対策にと
どまらず，地域の感染制御にもご活躍中の演者が，実際に
経験した感染対策について Q＆A形式で，会場の参加者
とともに考えたいと存じます．限られた時間ではあります
が，きっと参加者の皆様にとって明日からの感染症対策に
役立つ，実りある講習会になると期待しております．
1．カルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）アウトブレ
イクへの対応
近年，CREは全国の多くの病院で検出され，その感染

対策が注目されています．田代将人先生（長崎大学大学院
医歯薬学総合研究科臨床感染症学分野）には，「CREが分
離された！～どうする？：CRE検出例への対処とアウト
ブレイクへの対応」と題して，長崎大学病院 NICUで経
験された CREのアウトブレイクについて，その対処と収
束に向けた対応についてご講演いただきます．
2．多剤耐性アシネトバクター（MDRA）対策
我が国で検出されるカルバペネム耐性アシネトバクター
は，わずか 2％程度にとどまりますが，海外では耐性株が
50％を超える国もあり，我が国とは事情が異なります．山
田康一先生（大阪市立大学大学院医学研究科臨床感染制御
学）には，「海外で入院していた患者が転院～どうする？：
水際作戦とMDRA検出例への対処」と題して，多剤耐性
菌を保有する可能性がある患者の転院に際してどう対処す
るか．具体的な対策をご講演いただきます．
3．Bacillus 属菌のアウトブレイクへの対応

Bacillus 属菌のアウトブレイクの原因は，一般にはお絞
りやタオルなどのリネンに関連することが知られています
が，広島大学病院ではリネンに関連しないアウトブレイク
を経験しています．どうやってその関連性を疑い，明らか
にして，再発を防いでいったのか．梶原俊毅先生（広島大
学病院感染症科）には，「Bacillus 属菌血症が多発～どう
する？：リネンの関与が無い事例での対応」についてご講
演いただきます．
4．バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）の地域アウトブレ
イクへの対応
VREは我が国では稀な耐性菌でありますが，感染症を
発症すればその致死率は高く，厳重な感染対策が求められ
ます．鈴木克典先生（産業医科大学病院感染制御部）には，
「地域で超多剤耐性菌が流行～どうする？：VRE地域アウ
トブレイクへの北九州の取り組み」と題して，院内を超え
た地域での感染対策の向上にどのように取り組んだかをご
講演いただきます．
5．緑膿菌のアウトブレイクへの対応
緑膿菌は院内感染症の代表原因菌ですが，その病原性は
限られ，アウトブレイクを起こすことは稀です．一方，緑
膿菌は院内の水周りに棲息する環境菌という側面もありま
す．宮良高維先生（関西医科大学呼吸器・感染症内科）に
は，「緑膿菌の連続検出！～どうする？：原因追跡と対応
の例」と題して，緑膿菌のアウトブレイクの原因追求の手
法や対応についてご講演いただきます．
1．CREが分離された！～どうする？：CRE検出例へ
の対処とアウトブレイクへの対応

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学
分野１），長崎大学病院感染制御教育センター２）

田代 将人１）2）

長崎大学病院 NICU（新生児集中治療室）/GCU（継続
保育室）において 2014年 9月以降，複数の患児より CRE
（カルバペネム耐性腸内細菌科細菌）が分離された．検出
された CREはいずれもメタロ βラクタマーゼを産生する
Enterobacter cloacae complexで，遺伝子型が共通であっ
たことから，当院 ICTは院内伝播と判断した．全患児の
監視培養を開始し，入室者の標準予防策および接触予防策
を強化するとともに，NICUと GCU共通エリアで行われ
る調乳関連業務の改善へ向けて介入することで，院内伝播
経路の遮断を試みた．その結果，CRE保菌患者数は減少
し，2015年 1月下旬までの約 1カ月にわたって新規の
CRE検出患者を認めなかった．しかし，2月上旬に新た
な検出者が相次いだため，新規受け入れ患者の入室を中止
した．国公立大学附属病院感染対策協議会および国立感染
症研究所 FETPによる改善支援を受け，外部評価の指摘
事項に対する対応策（主には手指衛生の見直し，ゾーニン
グの明確化による伝播経路の遮断，および汚染環境の清浄
化等の対策）を講じた．3月末には入室者全員が退室し，
外部評価による改善指摘事項への一連の対応が終了したこ
とから，第三者委員会の確認を経て 4月中旬より NICU
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の新規受け入れを再開した．再開後，新たな CRE発生は
見られていない．
入院患児および環境の CREスクリーニング検査に関し
ては，監視培養の検体が便であること，週に 1回，NICU/
GCUの全患児から検体が提出されることから，細菌検査
室では多くの検体を処理する必要があった．そこで CRE
スクリーニング目的に便を提出する際は，主治医よりその
旨コメントを記載してもらい，選択培地（クロモアガー
KPC/ESBL分画培地）を使用した．分離された菌株は，
Modified Hodge Test（MHT）でカルバペネマーゼ産生の
有無を確認した後，SMA法にてメタロ βラクタマーゼの
確認を行った．
環境調査では，手洗い場，クベース（保育器），モニター，

体温計やストップウォッチなどの小物，沐浴槽，オムツ秤
など，数多くの部分をスワブにて複数回実施した．しかし，
手洗い場は CREが培養にて検出されたが，その他の環境
からは一度も CREは培養分離されなかった．これらの結
果から，CREが乾燥した表面で長期間生存する可能性は
低いことが示唆された．
長崎大学病院では，毎朝，感染制御教育センターの医師，
看護師，専任の検査技師，薬剤師でカンファレンスを実施
し，耐性菌の検出状況，院内の問題点などを up to date
に共有している．今回経験した NICUにおける CREアウ
トブレイクは，単一の業種では対応不可能な事例であり，
普段から構築している多職種間の密な連携が重要であっ
た．
本講習会では，我々の経験を元に，CREの検出，保菌
調査，NICUという特殊環境でどのように環境・保菌調査
を行ってアウトブレイクコントロールを行っていくか考え
ていきたい．
2．海外で入院していた患者が転院～どうする？：水際

作戦とMDRA検出例への対処
大阪市立大学大学院医学研究科臨床感染制御学講
座１），大阪市立大学医学部附属病院感染制御部２），
同 感染症内科３）

山田 康一１）2）3）掛屋 弘１）2）3）

近年，海外からの帰国者で複数の耐性菌が検出されたと
いう報告が増えている．2014年には，欧州で入院歴のあ
る 1人の患者から VRE，OXA-23-like型カルバペネマー
ゼ遺伝子陽性の Acinetobacter baumannii，KPC型カル
バペネマーゼ産生 Klebsiella pneumoniae など複数菌が分
離された．また同年，ラオスおよびタイで入院歴のある患
者から多剤耐性アシネトバクター（MDRA），多剤耐性緑
膿菌（MDRP），MRSAが分離された．このように渡航歴
のある患者，特に海外で医療行為を受けた患者の転院が契
機となり，感染が拡大する可能性がある．
アシネトバクターはグラム陰性桿菌であり，ブドウ糖非
発酵菌の一種である．この菌の特徴として多くのグラム陰
性菌と異なり，乾燥を好むことから別名「グラム陰性
MRSA」とも呼ばれる．保菌患者ケア後に医療従事者の個

人防護具の汚染状況を調査した報告ではMDRA保菌患者
をケアした後がMDRP保菌患者をケアした後よりも手袋，
ガウン，ならびに手指の菌の汚染率が高かった．このこと
から他の耐性菌と同様かそれ以上に院内伝播のリスクは高
いと考えられる．
アシネトバクターは抗菌薬の耐性化が各国で大きく異
なっていることも特徴である．アシネトバクターの第一選
択薬であるカルバペネム系薬への耐性率は欧米で約 50～
85%，東南アジアでは約 30～90%と非常に高いが，本邦
での耐性率は約 2%程度である．さらに 2014年の院内感
染対策サーベイランス（JANIS）のデータではMDRAは
約 0.01%であり，MDRP（1.3%）や CRE（0.1～0.2%）と
比べても頻度はまれである．従って海外で頻度の高い耐性
アシネトバクターが本邦に持ち込まれ，検出された場合は
アウトブレイクに準じて初動対応を行い，院内伝播を防ぐ
ための水際作戦を敢行する必要がある．
今回の症例を提示する．「48歳，男性．仕事でベトナム
に海外滞在中に S状結腸穿孔をきたし，緊急手術ならび
に集中治療管理をうけたのちに当院に転院となった．入院
時の喀痰ならびに創部からMDRAを始め複数の耐性菌が
検出された．」
この症例に対する当院での感染対策を紹介し，皆さんと
ともに「水際作戦とMDRA検出例への対処」を discussion
していきたい．
3．Bacillus 属菌血症が多発～どうする？：リネンの関
与が無い事例での対応

広島大学病院感染症科
梶原 俊毅

今回我々は，血液内科病棟で続発する Bacillus 属によ
る菌血症例を経験し，再発防止へ向けた取り組みを行いま
した．
Bacillus 属は芽胞形成性通性嫌気性グラム陽性桿菌で，

周毛性 毛をもち，菌体中央に楕円形の芽胞を形成する菌
です．土，水，大気中，植物など自然界に広く分布し，通
常，病原性は示さない菌です．一般的に血液培養より検出
された場合には汚染菌とされることが多く，日本感染症学
会編集の感染症専門医テキストに Bacillus 属が血液培養
から検出された場合，汚染菌である率は 91.7～94.7％であ
ると記載されています．単発で検出された場合には汚染菌
と判断してしまう可能性が非常に高い菌でありますが，一
方で，真の血流感染である場合もあり，敗血症や感染性心
内膜炎の原因となり得るため注意が必要です．
当院で発生した事例について，検討を行いました．
覚知：血液内科病棟にて 1週間に 2例の Bacillus 属に
よる菌血症が発生したことより，処置や環境等に問題があ
る可能性を考慮し，問題点の抽出を行うこととしました．
患者情報収集：患者は 70歳代の男性と女性，共に急性
骨髄性白血病に対し，中心静脈カテーテルを留置後，化学
療法中の事象でした．
文献情報収集：既報のアウトブレイク事例では，患者周
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辺シーツ及び未使用シーツより高濃度の Bacillus を検出
し，また，複数の病棟の未使用タオル，シーツより Bacillus
属を検出し，環境の中でリネンが原因と報告がありました．
その報告書では，改善策としてリネン関連の対応と血管内
留置カテーテル管理法の見直しが推奨されていることよ
り，当院においても同様にリネン類，清拭タオル，タオル
加温庫の培養を提出し，培養結果が返ってくるまで清拭タ
オルをディスポーザブルのものに変更し，手指衛生の確認，
アクセスポートの消毒法の確認を行いました．
結果：環境培養検査は全て陰性，タオルからは増菌培養
で半数から CNSのみを検出，点滴台等からも Bacillus 属
は検出されませんでした．
数カ月後，さらにもう 1例，血液内科病棟で腹痛，発熱
を主訴とし，血液培養検査より Bacillus 属が検出された
症例が発生しました．
リネンの関与が否定されている段階での多発する Bacil-
lus 属血流感染症に対し，どのようにアプローチします
か？覚知から，再発防止策の周知までを当院の事例を通じ
て，当日会場で Discussionしながらお話します．
4．地域で超多剤耐性菌が流行～どうする？：VRE地域
アウトブレイクへの北九州の取り組み

産業医科大学病院感染制御部
鈴木 克典

腸球菌は本来人体の常在菌の一種であって，通常は感染
症を引き起こすことは少ない．しかし，患者のリスクが高
い状態では心内膜炎や敗血症，複雑性尿路感染症，胆道感
染などを引き起こす．バンコマイシン耐性腸球菌（以下
VRE）は，vanA，vanB など外来性誘導型 VCM高度耐
性遺伝子を有した腸球菌である．欧米では ICUを中心に
VREが院内感染の原因菌として問題となっている．一方，
本邦では，VRE感染は未だ散発例が多く，多くの場合は
感染拡大防止に成功している．しかし，今後 VREの分離
頻度は増すと考えられ，VREを意識した感染対策の必要
性が言われている．
医療の高度化と地域の高齢化の進行によって，1つの医
療機関で医療を完結させることは困難になっている．病診
連携だけでなく，病々連携，在宅連携など様々な連携が行
われている．ひとたび医療機関で耐性菌が持ち込まれれば，
院内伝播するだけでなく，医療連携や地域に根付いてしま
うことで，耐性菌が蔓延してしまう．北九州では，ある医
療機関での VREアウトブレイク事案を契機として，複数
の医療機関で VRE保菌患者の集積を認めた．
北九州地域では契機となった VREアウトブレイク事案
から，北九州地域感染制御チーム（KRICT）を組織して，
有機的な地域感染対策に向けての取り組みが組織化され
た．施設間での医療連携を行う場合には，各々の施設には，
各々の方針やルールがあり，施設間で方針やルールがあわ
ないと十分な連携をとることができない．医師，薬剤師，
看護師，臨床検査技師など多職種による地域連携の中核と
なる組織が存在することで，円滑な連携をとることが可能

になる．中核となる組織は，画一的な感染対策を推進する
のではなくて，各々の組織の実情に合った，各々の施設が
了解可能な感染対策の実施を推進のための支援を行ってい
る．また，他の地域の感染対策の地域連携と大きく異なる
ところは，行政と連携することで，地域の感染対策の推進
を行っているところである．北九州市や地域保健所と連携
して，施設ラウンドや感染対策の教育教育・指導などの実
働を担っている一方で，保健所などに質問することに敷居
の高さを感じている施設の質問に回答するなど感染対策の
推進に寄与している．
感染制御の基本の 1つは，感染拡大の抑制と被害を最小
限にすることである．医療連携が進んだ現在において，自
施設の被害を最小限にするためには，地域の薬剤耐性菌の
蔓延を制御することが必須である．既に単一の施設での感
染対策だけでは十分ではなく，地域連携や医療機関だけで
なくて，広く市中にも蔓延している薬剤耐性菌を制御する
ことが必要である．このためには，薬剤耐性菌対策のため
の地域連携の中核となる施設が必要である．
この様な各々の施設での感染対策の推進と地域連携にも
とづく感染対策の推進の 1つ 1つの取り組みを通じて地域
連携に基づく VREに対する感染制御が可能となった．
5．緑膿菌の連続検出！～どうする？：原因追跡と対応
の例

関西医科大学附属病院感染制御部
宮良 高維

【経緯 1】・X月 8日の ICTミーティング：重症患者管理
部門において，前週の X-1月 29日と 30日の 2日間で 3例
（症例#3，#4，#5）から新規に緑膿菌が検出された．ミー
ティングでは，異常な検出頻度とみなされたため，同部門
における緑膿菌の検出状況の遡及調査を行った．
・X-1月 2日，26日にも各 1件（症例#1，#2），異なる

症例から検出されており，いずれの検体も気道系検体で
あった．
・症例#2のみ 2回の検出があったが，ほかの 4例は単
回のみの検出であった．
・当該病棟に収容後，緑膿菌が検出されるまでの時間は，
症例#1～5の順で，それぞれ翌日，2日後と 4日後，3日
後，4日後，翌日であった．
・本菌の検出を受けて，症例 1以外は，主治医は抗菌薬
投与を行っていた．また，薬剤感受性試験で特殊な耐性菌
では無かった．
・検出されている症例の状態は比較的良好であった．

【対応 1】＊今後何を行うべきか？
1）検出菌に対しては？
2）検出症例については？
3）当該病棟については？
4）院内全体については？

【経緯 2】・更に X/5にも新規症例から緑膿菌が検出され
た（症例#6，収容 10日後検出）
・遡及調査の中で，経過中に当該病棟には収容されてい
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ないが，当該病棟の医師が診療を行った症例（症例#7）か
らも診療日の X-1月 2日に緑膿菌が検出されていたことが
判明した．
【対応 2】＊次に何を行うべきか？
以上の経緯から，我々が何を行い，何が原因と判明した
か，どのような対策を採ったかについて他の自験例も紹介
しながら解説する．
イブニングセミナー 1
今こそ見直そう！結核対策！―結核発病高リスク症例の
潜在性結核感染症診療について―

横浜市立大学附属市民総合医療センター呼吸器病
センター

小林 信明
WHOは先進国および結核中蔓延国の結核感染症の撲滅
を目指して，活動性結核の適切な治療，管理だけでなく，
結核発症リスクの高い潜在性結核感染症（latent tuberculo-
sis infection：LTBI）の治療が重要であると指摘している．
本邦においても，日本結核病学会予防委員会・治療委員会
より潜在性結核感染症治療指針が示されており，医療現場
における LTBIに対する積極的な取り組みは，本邦の結核
蔓延状況を改善する有用な手段となる．
LTBIとは宿主の中で結核が潜在して感染している状態
であり，免疫力の低下や加齢などを契機として活動性結核
を発症し得る．LTBI治療の対象は，無症状であるが新規
感染が疑われる症例（接触者健診陽性例など）と免疫不全
を伴う病態であり，従来の化学予防のエビデンスに基づい
て，より積極的に治療を行う．
LTBIの標準的な治療は INHの 6カ月または 9カ月内
服であるが，最適な治療期間やハイリスク症例における治
療方法，治療中断時の対応などは議論の余地がある．また，
活動性結核の治療と比して使用する薬剤数は少ないとはい
え，実際には肝障害や皮疹，末梢神経障害などの副作用は
しばしば経験する．LTBI治療の対象となる患者は，結核
に関しては無症状であり治療による効果が自覚しづらい中
で，長期間の内服を副作用に注意しながら継続する必要が
あり，治療前後の精神的なケアを含むサポートが求められ
る．
LTBIの標準的な診断法の一つはツベルクリン反応であ
るが，本邦においては BCG定期接種や少なくない非結核
性抗酸菌感染症による偽陽性が問題となる．試験管内でヒ
ト型結核菌特異抗原の刺激による IFN-gamma産生を検出
す る IGRA（interferon-gamma release assay）は，BCG
接種の影響を受けない結核診断の有効な補助診断法であ
り，保険適用となっている．IGRAには試験管内の IFN-
gamma濃度を ELISA法で測定する QFT-GITと，抗原特
異的な反応を示した Tリンパ球数を ELISPOT法により
測定する T-SPOT.TBがある．T-SPOT.TBは検査に際し
て用いるリンパ球数を揃えるため，末梢血中のリンパ球濃
度の違いに影響されない特徴があり，宿主の免疫状態の影
響を受けにくいとする報告が多い．

IGRAは LTBI診断において有用な検査であり，欧米の
ガイドラインにも記載があるが，適応症例や結果の解釈な
どに若干の違いが認められ注意が必要である．また，結核
感染後に陽転化する時期や感染が鎮静化した際の陰性化に
要する期間が不明であること，再現性に問題があるとの指
摘があること，判定不能例の対応などの解決すべき課題が
ある．
先の治療指針の中で，LTBIと診断したら積極的に治療

の検討を行う治療勧告レベル Aのリスク要因には，生物
学的製剤の使用，慢性腎不全による血液透析，臓器移植，
HIV/AIDSなどが挙げられている．これらの中で，生物
学的製剤使用時の LTBI治療はリウマチ専門医を中心にガ
イドラインが策定され積極的に行われており，既に多くの
結核発症を予防していると考えられる．一方で，国内の慢
性腎不全による血液透析症例は人口比で先進国中最多であ
り，また患者の高齢化も顕著であるが，結核の集団感染事
例が度々報告されるハイリスク集団であり一層の対策が必
要と思われる．また，リスク要因が重複した場合に LTBI
治療の検討を行うレベル Bには，ステロイド剤や免疫抑
制剤使用，喫煙者，低体重など，どの診療科でも遭遇する
リスク因子が挙げられており，各診療科の協力だけでなく，
医療スタッフの教育も重要と考えられる．
本セミナーでは，結核対策における LTBI診療の重要性，
LTBI診療の実際，ハイリスク症例の考え方，LTBI診断
における T-SPOT.TBを中心とした IGRAの有用性と問題
点などについて，自験例を交えて概説する．
イブニングセミナー 2
上気道・耳鼻咽喉科感染症におけるエビデンスと都市伝
説

藤沢御所見病院
山中 昇

2015年 5月の世界保健総会にて薬剤耐性対策に関する
グローバルアクションプランが採択され，それを受けて我
が国でも 2016年 4月に薬剤耐性（antimicrobial resis-
tance：AMR）対策アクションプランが制定された．この
中で薬剤耐性対策として抗微生物薬の適正使用が極めて重
要であることを強調している．
では「適正使用」に相対する「不適正使用」とは何か．
アクションプランでは不適正使用を「不必要使用」と「不
適切使用」に大別している．前者は必要でない病態におい
て使用されている状況であり，後者は抗微生物薬を使用す
べき病態だが，その選択，使用量，使用期間が標準的な治
療から逸脱した状態と定義している．「不必要使用」とは
感冒の初期のようにあきらかにウイルス性感染症に対して
抗菌薬を処方するような場合であることは容易に理解でき
る．
では標準治療から逸脱した「不適切使用」とは何か．2017
年 6月に発表された AMR抗微生物薬適正使用の手引き第
1版では，日常臨床において抗菌薬治療が行われる代表的
な疾患の一つである急性気道感染症を「感冒」「急性咽頭・
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扁桃炎」「急性鼻副鼻腔炎」「急性気管支炎」に分け，それ
ぞれの鑑別とエビデンスに基づいた抗菌薬使用の考え方を
提案している．すなわち，
1．感冒に対しては抗菌薬投与を行わない．
2．急性鼻副鼻腔炎では重症度評価を行い，成人では軽
症に対しては抗菌薬投与を行わない．学童期以降の小児で
は遷延性又は重症の場合を除き，抗菌薬投与を行わない．
3．急性咽頭・扁桃炎では A群 β溶連菌が検出されてい
ない場合には抗菌薬投与を行わない．
4．慢性呼吸器疾患等の基礎疾患や合併症のない成人の
急性気管支炎（百日咳を除く）に対する抗菌薬投与を行わ
ない．
ことを推奨している．
感冒，急性咽頭・扁桃炎，急性鼻副鼻腔炎は耳鼻咽喉科
医のみならず，一般内科医，小児科医が日常臨床において
極めて頻繁に遭遇する感染症であり，適切使用と不適切使
用を分ける「標準的な治療」とは何か，悩むことが少なく
ない．
本セミナーでは上気道・耳鼻咽喉科感染症におけるエビ
デンスを整理し，現在まで耳鼻咽喉科領域の診療ガイドラ
インで提案された標準的な治療およびエビデンスレベルは
低いが専門医や学会が認知している診療（Good Practice
Points：GPP）を日常臨床においてどのように使っていく
か解説したい．
イブニングセミナー 3
1．高齢者肺炎の医療的特徴と予防の重要性について

佐賀大学医学部国際医療学講座１），佐賀大学医学
部附属病院感染制御部２）

青木 洋介１）2）

高齢者感染症は壮年患者に比べて，臓器特異的症状より
は，摂食低下や発熱による脱水のための意識障害，転倒や
失禁など非特異的症状が目立つ．肺炎に罹患していても周
囲が気付きにくく，診断された場合には重症化している事
も少なくない．高齢者肺炎においても肺炎球菌は重要な病
原菌であり，加齢あるいは基礎疾患による感染免疫能低の
ため，菌血症，感染性心内膜炎，髄膜炎等の重症合併症を
起こしやすい．治療開始後も，基礎疾患の増悪のため全身
状態の速やかな改善に至ることができず，抗菌薬は奏功し
ているにも関わらず，投与期間が長引くことが多い．つま
り，薬剤耐性菌を保菌するリスクが高くなり，頻回のコン
タクトを要する医療スタッフを介して，施設内に耐性菌が
伝播されやすい状況を生み出すことになる．有限の医療資
源・マンパワーを有効活用するためにも，肺炎予防が期待
できるワクチンがあれば，医師はその接種を広く啓発すべ
きである．成人肺炎診療ガイドライン 2017では肺炎球菌
ワクチン接種が強く推奨されている．結合型ワクチンと多
糖類ワクチンの個別の特性を活かした高齢者肺炎の有用な
予防戦略が今日の我が国の医療事情において喫緊の課題の
一つである．

2．健康寿命延伸に向けた 2種類の肺炎球菌ワクチン接
種の取り組み

県立広島病院呼吸器センター・呼吸器内科
石川 暢久

わが国は世界の中でも有数の長寿国であり，近い将来世
界のどの国でも経験したことのない超高齢化社会を経験す
ると予想される．一方で，いわゆる「健康寿命」は平成 26
年版厚生労働白書によると，日本人男性で 70.42歳，女性
で 73.62歳と，男女ともに平均寿命より約 10年も短いの
が現状である．65歳以上の高齢者は肺炎による入院をきっ
かけに ADL（日常生活動作）・身体機能・嚥下機能・認
知機能が低下し，その結果として肺炎を繰り返し，健康寿
命を損ねる悪循環に怠りやすいことが知られている．以上
より，高齢者における初発の肺炎を予防することが重要と
考えられ，口腔ケアと合わせての肺炎球菌ワクチンの接種
が推進されている．現在，13価肺炎球菌結合型ワクチン
（PCV13）と 23価肺炎球菌多糖体ワクチン（PPV23）の 2
種類の肺炎球菌ワクチンで肺炎の予防が可能である．私た
ちは多職種間の連携を強化し，2種類の肺炎球菌ワクチン
を効率的に接種することによって健康寿命を延ばすことを
目指している．本セミナーでは，1）電子カルテを用いた
ワクチン接種歴の情報共有，2）肺炎球菌ワクチンに関す
る小冊子を用いた接種勧奨，3）病診連携を通じたワクチ
ン接種，などの私たちの取り組みについて概説したい．
イブニングセミナー 4
細菌叢解析で呼吸器感染症の原因菌の推定は可能か？―
細菌叢解析から分かった新たな世界―

産業医科大学呼吸器内科学
川波 敏則

これまで多くの抗菌薬が開発されている中，ともすれば
広域抗菌薬を使用することにより，その 1症例においては
「良好な臨床効果」が得られることも事実ではあるが，一
方で，2016年には薬剤耐性（AMR）対策アクションプラ
ンが提唱され，広域抗菌薬の乱用防止を含めた適切な抗菌
薬の選択の重要性が再認識され，原因菌の把握がその第一
歩と考えられる．
肺炎診療において，これまで培養を中心として原因菌検
索が行われてきたが，現在でも培養法が原因菌の同定，薬
剤感受性の把握など，最適な抗菌薬を選択するに当たって
最も優れたツールであることは疑う余地もない．しかしな
がら，肺炎の原因菌の検出率は高くても 50～60%程度と
低い．その理由として，高齢者や癌等の治療による免疫不
全状態の宿主の増加による弱毒菌による感染や混合感染を
含めた原因菌の複雑化が挙げられることや，培養法を含め
た従来法がいずれも原因菌の経験的予測が必要であり，網
羅的な検索が困難なことも原因菌の同定が困難な理由の 1
つと考えられる．
我々は，呼吸器検体に対して，原因菌の想定を必要とし
ない細菌叢解析法を本学微生物学教室とともに確立した．
細菌叢解析法は，細菌が共通して保有する 16S rRNA遺
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伝子を PCRで網羅的に増幅し，無作為に選択した 96ク
ローンの塩基配列を決定し，相同性検索の上，検出された
それぞれの菌種の優占率（割合）を評価する方法である．
これまで，市中肺炎（community-acquired pneumonia，
CAP）に対して気管支肺胞洗浄液を用いて本解析を行っ
たところ，肺炎球菌やインフルエンザ桿菌，マイコプラズ
マなどの既知の原因菌に加えて，嫌気性菌や口腔レンサ球
菌などが多く検出され，特に従来法で原因菌が不明であっ
た症例で，嫌気性菌や口腔レンサ球菌が多数検出された
（Yamasaki K，et al . PLoS One 2013）．また，一般に CAP
と比較して誤嚥性肺炎が多く含まれる医療・介護関連肺炎
（nursing and healthcare-associated pneumonia，NHCAP）
での検討では，CAPと比較して，従来予想された嫌気性
菌の検出は多くはなかった（Noguchi S，et al . PLoS One
2015）．そこで，市中発症の細菌性肺炎（CAP，NHCAP）
において誤嚥リスクの保有の有無で比較したところ，両群
間では嫌気性菌の検出率，占有率に有意差は認められず，
むしろ口腔レンサ球菌で有意差が見られ，誤嚥性肺炎では
口腔レンサ球菌の関与が強い可能性を明らかにした
（Akata K，et al . BMC Pulm Med 2016）．さらに，どの
ような肺炎症例において嫌気性菌が関与するかをテーマ
に，口腔不衛生との関連性について現在検討中である．
また，薬剤耐性菌として臨床的に原因菌か定着菌かにつ
いても問題となるメチシリン耐性黄色ブドウ球菌
（methicillin-resistant Staphylococcus aureus，MRSA）に
ついて，気管支肺胞洗浄液からMRSAが培養された細菌
性肺炎の検討を行い，細菌叢解析法における黄色ブドウ球
菌の占有率を用いることにより，概ね定着菌群かどうかを
予測できる可能性を示した（Kawanami T，et al . BMC In-
fect Dis 2016）．さらに，潜在性耐性菌（緑膿菌や腸内細
菌科，黄色ブドウ球菌）についても，細菌叢解析法を用い
てリスク因子の評価を行っている．
本セミナーでは，細菌叢解析法のデータを含めて肺炎の
原因菌診断の最新知見を紹介し，これらのデータを下にど
のように抗菌薬適正使用につなげていけるかについて概説
する．
イブニングセミナー 5
免疫 CP阻害剤は私達の肺で何をしているのか―バイオ

マーカーと肺臓炎解析でみえてきたこと―
神奈川県立がんセンター呼吸器内科

加藤 晃史
免疫チェックポイント阻害剤である PD-L1抗体による
重篤な免疫関連有害事象のうちもっとも多いものが肺臓炎
（間質性肺炎）である．発現割合は約 5％，死亡リスクは
約 0.5%と推定される．組織学的にはリンパ球の浸潤がみ
られる器質化肺炎（Organizing Pneumonia）を呈するも
のが最も多い．副腎皮質ホルモン（ステロイド）治療への
反応性は良好であるが，ステロイド剤の減量に伴い再燃を
繰り返すことがあり，減量には注意が必要である．急性間
質性肺炎（Acute Interstitial Pneumonia）類似の病態を

呈した場合はステロイド治療によっても回復が難しく，イ
ンフリキシマブなどの免疫抑制剤でも寛解が難しいケース
が報告されている．
また，従来の薬剤による肺臓炎では見られなかった特徴
として，原発・肺転移病巣の周囲や放射線照射領域の近傍
にすりガラス影や浸潤影，あるいは胸水貯留を呈する一群
があり．免疫チェックポイント阻害剤により再活性化され
たリンパ球の集簇を画像的にとらえている可能性がある．
免疫チェックポイント阻害剤治療中に咳や息切れ症状の
出現，悪化があればすぐに胸部画像検査ならびに血液検査
を行い，経過や CT画像で本事象の特徴を有していれば，
他の検体採取をした上で速やかにステロイド投与を開始す
ることが望ましい．ステロイドにより陰影が寛解した後に
免疫チェックポイント阻害剤を再投与することが可能かど
うかについては現在もまだ明確な指針がなく，再投与後に
再燃し重篤な転帰となった報告もあることから，慎重な対
応が必要と考える．
肺という臓器でみられる新しいタイプの免疫チェックポ
イント阻害剤の反応と考えられ，薬物そのものによる組織
障害ではなく，自己免疫ネットワークを介した事象である
可能性が高い．抗腫瘍効果との関連を指摘する報告もある．
今後，症例報告や発症や重篤化の予測因子に関するデータ
の集積により，より適正な薬剤の使用方法などが確立され
ることが望まれる．
ランチョンセミナー 1
成人用肺炎球菌ワクチン―最近の話題と将来展望―

東北大学加齢医学研究所抗感染症薬開発寄附研究
部門

渡辺 彰
わが国では，感染症学会，化学療法学会，呼吸器学会や
環境感染学会からの当局への要望の効果もあって 2009年
10月，23価莢膜多糖体型肺炎球菌ワクチン（以下，PPSV
23）の再接種が承認されると共に，2014年 10月からは 65
歳以上成人への定期接種が開始された．この national pro-
gramは，毎年度，65歳以上の 5歳ごとの節目の年齢（65
歳，70歳，75歳，…）への PPSV23の接種を行うことで，
2019年 3月末にはわが国の 65歳以上成人の全員が PPSV
23を 1回接種できる機会を持つことになるものである．一
方，2014年 6月には 13価結合型肺炎球菌ワクチン（以下，
PCV13）の 65歳以上成人への接種が承認されたが，諸外
国における PCV13の主な接種推奨対象である免疫不全者
や一部の慢性疾患保有者への接種適応は，わが国では 65
歳未満においては承認されなかった．2つのワクチンの接
種の推奨される対象が内外でねじれの状態にあり，早急な
是正が望まれるところである．定期接種開始直前の 2014
年 9月末の 65歳以上成人における PPSV23の推定接種率
（当該期間の PPSV23の出荷数量を 65歳以上人口数で除
した推定値）は約 20％と目されていたが，2015年 3月末
には約 33％，2016年 3月末に約 43％，2017年 3月末には
約 54％と着実に上昇している．一方，演者が参加してい
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る共同研究において 2016年 6～8月に全国の 1,741自治体
へ行ったアンケート調査（回収率 58％）では，約 41％と
いう接種率が判明している（公衆衛生学会誌投稿中）．先
の出荷ベースを基にする接種率の計算方法からは，この
2016年 6～8月の時期には接種率が 40％台の半ばから後
半の数字が推定されるので，若干の差がみられることにな
るが，演者は，この差の中には再接種者が多く含まれるも
のと考えている．すなわち，各自治体の把握している接種
率は，この national programが初回接種のみを定期接種
の対象としていることから，PPSV23の初回接種率を正確
に表している数字だからである．いずれにしても再接種が
数％はあると思われ，再接種希望者は今後さらに増加する
ことが確実なので，今後は再接種の対象者や安全性の把握
などを確実に行う必要がある．本年初夏には感染症学会か
ら「肺炎球菌ワクチン再接種のガイダンス（改訂版）」を
発表したところであり，参照して頂きたい．講演では，肺
炎球菌ワクチン開発の歴史などを織り交ぜつつ最近の話題
を紹介し，将来展望についても触れたい．
ランチョンセミナー 2
日本版 Antimicrobial Stewardshipのススメ

熊本大学医学部附属病院感染制御部１），同 感染
免疫診療部２）

川口 辰哉１）2）

昨年 5月に三重県で開催された G7伊勢志摩サミットの
首脳宣言の中に，薬剤耐性（antimicrobial resistance：
AMR）への取り組みが明記されたのは記憶に新しい．す
でに 2015年には，世界的な耐性菌の蔓延に危機感を抱い
た世界保健機構（WHO）が AMR克服のためのグローバ
ル・アクションプランの策定を各国に求めており，G7で
も経済活動に大きな影響を与えうる政治課題の一つとして
議論されている．我が国でも，One Healthアプローチに
よる具体的な行動計画が政府より発表され，医療のみなら
ず獣医療，農林水産業，食品，環境など多分野の関連機関
が 6つの目標（1．啓発・教育，2．サーベイランス・モニ
タリング，3．感染予防管理，4．抗微生物製剤適正使用，5．
研究開発・創薬，6．国際協力・グローバルヘルスアーキ
テクチャ）に向かって対策を加速しつつある．
このような背景から，本学会をはじめとする関連学会か
らは，2014年に「新規抗菌薬開発に向けた 6学会提言：
耐性菌の現状と抗菌薬開発の必要性を知っていただくため
に」，2016年に「新規抗菌薬の開発に向けた 8学会提言：
世界的協調の中で進められる耐性菌対策」，また同年には
「抗菌薬の適正使用に向けた 8学会提言：抗菌薬適正使用
支援（Antimicrobial Stewardship：AS）プログラム推進
のために」と，矢継ぎ早に AMR対策の重要性を広く国民
に啓発するための提言が発表された．なかでも抗菌薬適正
使用推進を支援する新たな仕組み（いわゆる ASプログラ
ム）を構築することは喫緊の課題であり，そのために私た
ちが直ちに取り組むべきこととして，①全国の医療機関に
ASチームを組織する，②ASに関わる人的・物的資源を

整える，③ASの標準的プログラムを定める，④ASを実
施することに対する対価を設定する，⑤ASの実践能力を
備えた人材を育成する，⑥AS実践による効果について評
価し，広く公表する，が挙げられている．
このような学会提言を受けて，各医療機関は果たしてど
のように ASを個別展開していけば良いのであろうか？
ASチームの人材確保や業務内容・分担など考えなくては
ならないことは多い．確かに ASで先行する欧米の ASプ
ログラム実践ガイドラインは参考になるが，医療環境が異
なる我国にそのまま応用することは困難である．むしろ，
2012年から導入された感染防止対策加算の算定要件には，
薬剤師を含む 4職種で ICTを組織することや，指定抗菌
薬の届出制・許可制など抗菌薬適正使用の推進も盛り込ま
れており，ASに通じる部分もあることから，これをうま
く応用する形で ASを展開できれば合理的である．現在，
このような日本の特殊事情を考慮した「抗菌薬適正使用支
援プログラム実践のためのガイダンス」が 8学会合同抗微
生物薬適正使用推進検討委員会によって作成中であり，近
日中に発表予定である．本セミナーでは，このガイダンス
を参考に，自施設でどのように ASプログラムを策定し，
AS活動を推し進めて行けば良いのか，我々の取り組みを
実例にあげながら解説してみたい．
ランチョンセミナー 3
ガイドラインに沿ったこれからの呼吸器感染症診療―温
故知新―

東北医科薬科大学病院感染症内科・感染制御部
関 雅文

わが国では，主に日本呼吸器学会（JRS）から 2000年
以降，市中肺炎（CAP），院内肺炎（HAP），そして医療・
介護関連肺炎（NHCAP）のガイドライン（GL）が発刊さ
れ，肺炎診療に関する一定の指針が提示されてきた．これ
らは全国調査のデータを基に構築，改訂が進められてきた
画期的な GL群であり，感染症学会・化学療法学会の
「JAID/JSC感染症治療ガイドライン―呼吸器感染症―」や
感染症治療ガイドの発刊にも一定の影響を与えたと言えよ
う．
今回，JRSから 3つの GLを統合する形で「成人肺炎診
療ガイドライン 2017」が発刊された．最も大きな特徴は，
わが国の実情に合わせ，かつ，よりわかりやすい治療体系
を明示するために，まず NHCAPと HAPをひとくくりと
して，CAPとの診療思想の差異を簡便かつ明瞭にした点
であろう．その結果，大きな問題となっている肺炎として，
若年者を中心とした，いわゆる「重症肺炎」と，高齢者・
有合併症患者を中心とした元々の「予後不良者肺炎」の 2
つのタイプの肺炎が存在することも明白に認識できるよう
になった．さらに，それぞれの肺炎に対して，敗血症の概
念や qSOFAスコアの利用，一方で，看取りや狭域抗菌薬
での治療開始で十分とする「エスカレーション」治療の概
念をはっきりと示した点も大きい．
これらの診療方針は，他領域のトレンドも取り入れたこ
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とを示す一方で，実は，今回の JRS-GL2017では，これま
での GL群で培われてきたわが国のノウハウ，すなわち A-
DROPや I-ROADといった重症度分類が比較的しっかり
としたエビデンスを元に推奨され，CRPなどバイオマー
カーにも言及する形となった点も特徴的である．何よりも，
わが国固有の思想である「NHCAP」の概念が，欧米と異
なって，しっかり残ったことも大きい．これらの事実から
は，今回の JRS-GL2017は，わが国の固有かつ国際的にも
むしろ優れた肺炎診療の方法を，これまでのヒストリーを
踏まえながら，新しいエッセンスとともに昇華させた「温
故知新のガイドライン」と言えよう．
今回のセミナーでは，私自身も関わってきた GL作成時
の課題を改めて振り返るとともに，今後，かくあるべきと
考えている肺炎診療が今回の JRS-GL2017にいかに取り上
げられているかも紹介したい．
ランチョンセミナー 4
救急集中治療における antimicrobial/antifungal stew-

ardship
広島大学大学院救急集中治療学

志馬 伸朗
抗菌薬/抗真菌薬の適正使用の推進は，診療現場のみな
らず国家的な重要課題である．とりわけ，救急・集中治療
領域においては，患者重症度や緊急度が相対的に高いこと
から，感染症（疑い）患者に対して，ともすれば過剰とも
いえる抗菌治療が適用され，不適切使用との嫌疑がかかる
場合は少なくない．
患者救命という主要目標を確実に達成しうえで，抗菌薬
の適正使用を最大限に追求してゆくことが，救急集中治療
医に課せられた重要課題である．救命のみ，あるいは，適
正使用のみ，に傾斜しないバランスのとれた診療を目指す
ことは，とても労力のいる作業であるが，達成しなければ
ならない事項である．
本講演では，特に広域抗菌薬，抗真菌薬，抗MRSA薬

など，使用に際してスチュワードシップの適用が重要であ
る抗微生物薬を特に取りあげる．国内外の敗血症ガイドラ
インなど最新の診療ガイドラインも参照しながら，救命と
適正使用のバランスのとれた使い方を如何に指向してゆけ
ばよいのかを考えてみたい．
ランチョンセミナー 5
新しい手術部位感染予防ガイドラインの解釈

広島大学病院感染症科
大毛 宏喜

ガイドラインとはエビデンスの相対評価，益と害のバラ
ンスなどを考慮し，患者と医療者の意志決定を支援するた
めに最適と考えられる推奨を提示するものとされる
（Minds診療ガイドラインの定義より）．また根拠となる
エビデンスは年々更新されることから，ガイドラインの臨
床適応度は 5年経てば著明に低下すると報告されている．
したがって過去 1年間に相次いで発表された手術部位感染
予防に関する海外の 3つのガイドラインは，当面の周術期

管理において参考となる推奨項目が期待できる一方で，い
ずれも今後変化する可能性があることを理解して活用しな
ければならない．
例えば大腸外科手術における術前経口抗菌薬投与は，
1970年代に報告された腸内細菌数の検討結果に端を発す
る．下剤による機械的腸管前処置は，肉眼的に便がなくな
るものの大腸粘膜上の菌数に大きな変化を認めない．そこ
で好気性菌をカバーするカナマイシンを内服すると，好気
性菌を中心に菌数の減少を認める．さらに嫌気性菌をカ
バーするメトロニダゾールなどを併用内服すると，好気性
菌と嫌気性菌の両方が効果的に減少し，手術部位感染予防
につながることが報告された．
以上の検討は術前 1日のみの抗菌薬内服であったが，我
が国では 1980年代に術前 3日間の経口抗菌薬投与を行っ
た結果，腸内細菌叢の乱れを招いた，重症MRSA腸炎多
発の一因とされ，現在に至るまであまり行われていない．
これに対し 2016年に発表されたWHOのガイドラインで
は，経口抗菌薬投与無しに機械的腸管前処置を行うべきで
ないと強く推奨している．では海外では術前経口抗菌薬を
積極的に使用しているかというと，2017年に報告された
全米 3万 2千件を超える大腸外科手術での調査（Koller SE
ら，PMID28151800）では，術前に経口抗菌薬投与の使用
は 36.7％にとどまった．同じ調査で，経口抗菌薬と機械
的腸管前処置の両方を行った場合，手術部位感染予防効果
のみならず，縫合不全や在院日数でも有意差をもって有効
であることが明らかになったにも関わらず，経口抗菌薬の
使用は拡がっていない．
腸内細菌叢の温存は，Clostridioides difficile 感染症の予

防の観点からも重要である．薬剤耐性菌対策が重視される
中，抗菌薬使用の判断は手術部位感染予防の観点のみにと
どまらない．治療成績の向上には，ガイドラインの有効な
活用に加え，抗菌薬適正使用やプロバイオティクスによる
腸内細菌叢の維持に留意することが求められる．
ランチョンセミナー 6
感染症性 DICにおける対応を考える―病態生理からガ
イドラインまで―

愛知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学
三鴨 廣繁

DICは，感染症などの基礎疾患の重症化によって合併
し，多臓器不全に進展する予後不良の病態である．感染症
では宿主免疫・炎症反応と血液凝固反応が相互に活性化し
全身に波及することで DICを発症する．日本救急医学会
の registry研究では，DIC合併で敗血症症例の死亡率は
約 2倍上昇し，感染制御に加えて DICの早期診断・治療
の重要性が示唆されている．日本版敗血症診療ガイドライ
ンでは，急性期 DIC診断基準が敗血症性 DICの診断に有
用としている．また，感染症に伴う DICのエキスパート
コンセンサスでは，敗血症に合併する臓器障害型の DIC
に対して，遺伝子組み換え型トロンボモジュリン（rTM）
製剤やアンチトロンビン製剤などが推奨されている．本講
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演では，感染症と敗血症，SIRSの概念，注意すべき感染
症の診断と抗菌薬の適正な使用方法について概説する．ま
た，当院における感染症の罹患や耐性菌の発生状況，感染
制御対策の現状と治療成績に加えて，DIC診断および早
期治療開始の重要性と感染症科・感染制御部が DIC診療
に介入する意義について，rTM製剤の使用経験を交えて
紹介する．
ランチョンセミナー 7
AMR対策における微生物検査室の重要性

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診
断学分野（臨床検査医学）

栁原 克紀
2016年 4月に薬剤耐性対策アクションプランが発表さ
れた．その内容は大きく 6項目からなるが，それぞれに達
成目標が明記されている．各々の達成目標が達成可能かど
うかは議論があるが，これら達成目標を支援するのが微生
物検査室であり，今後その役割がますます重要になる．
薬剤耐性対策アクションプランにおいて，病原微生物の
同定および感受性試験はきわめて大切である．しかし現状
では報告までに 4～5日かかっていることから，これをい
かに短縮していくかが求められている．新規迅速機器が普
及しはじめており，これらの紹介とともに，その活用法に
ついても考えてみたい．
質量分析機器は 2010年より国内でも導入され，この 1～
2年でようやく普及し始めてきた．これにより同定検査報
告は格段に速くなり，特に迅速な報告が求められる血液培
養の場合は，培養陽性後 1時間程度で同定菌名を確定，報
告することができるようになった．しかしながら薬剤感受
性試験は従来型機器で実施されるため，培養陽性後さらに
2日程度の時間を要しているのが実態である．特に質量分
析機器を導入した施設の医師からは薬剤感受性試験の迅速
化を要望する声が高まってきている．
そのような背景の中，薬剤感受性結果を迅速に報告でき
る機器の開発が進められ，普及してきている．これにより
MRSAや ESBL等の耐性菌は測定開始から 5時間～6時
間程度で耐性報告が報告できるようになり，また「感性」
報告も従来機器では，測定開始から 24時間～48時間か
かっていたものが，10時間～16時間に短縮化され，抗菌
薬適正使用のための de-escalationも従来よりも早く行う
ことが可能になってきている．
一方，あらたな潮流として遺伝子機器の自動化もある．
遺伝子検査機器の保険適応により，耐性遺伝子の確定や，
血液培養検査報告の迅速化が今後加速していくものと思わ
れる．MRSA感染により医療費は 3.5％，在院日数は約
3.0％，死亡率が約 3.1％増加するとの報告もあり，MRSA
の院内感染が患者のヘルスケアアウトカム，更には医療費
を押し上げている事が証明されている．アクティブサーベ
イランスを積極的に行い，院内伝播を抑止していくことが，
AMR対策でも必要になるであろう．講演では，最新遺伝
子機器を用いた，アクティブサーベイランスの有用性につ

いても長崎大学でのデータも示しながら述べたい．
ランチョンセミナー 8
1．TAF製剤の使用経験

大阪市立総合医療センター感染症内科
白野 倫徳

核酸系逆転写酵素阻害剤であるテノホビルジソプロキシ
ルフマル酸塩（TDF）は，本邦では 2004年にビリアード
錠として，2005年にはエムトリシタビン（FTC）との合
剤ツルバダ配合錠として発売され，以後バックボーンにお
ける推奨薬剤として，長きにわたり抗 HIV治療の中心的
役割を担ってきた．一方で TDFは尿細管障害に起因する
腎障害や骨密度の低下などの有害事象が指摘され，腎機能
低下例や高齢者での使用については懸念があった．HIV
陽性者が高齢化してきた現在，腎や骨への負担が少ない薬
剤への期待が高まっている．
テノホビルの新たなプロドラッグであるテノホビルアラ
フェナミド（TAF）フマル酸塩は本邦では 2016年 7月に
ゲンボイヤ配合錠として，2017年 1月にはデシコビ配合
錠として発売された．米国 International Antiviral Society-
USA（IAS-USA）や Department of Health and Human
Services（DHHS），ヨーロッパ European AIDS Clinical So-
ciety（EACS）など欧米のガイドライン，日本の厚生労働
省「HIV感染症及びその合併症の課題を克服する研究班」
による抗 HIV治療ガイドラインでも推奨レジメンに加え
られ，本邦でも広く使用されるようになった．
TAFは血中に吸収された後，効率的に CD4陽性リンパ
球などの HIV標的細胞内に移行し，主にカテプシン Aに
よる加水分解を受け，中間代謝産物を経て抗 HIV活性を
もつテノホビル二リン酸に変換される．このため投与量と
しては TDFでは 300mgであるのに対し，デシコビ HT
錠では 25mg，LT錠では 10mgとなっており，血漿中の
テノホビル濃度が低く抑えられるため，腎や骨への影響が
少ないとされている．
これまでの臨床試験では，日本人も含む成人ナイーブ症
例を対象とした 292-0104/0111試験において，投与 48週
時点でゲンボイヤ配合錠は TDF製剤であるスタリビルド
配合錠に対しウイルス学的に非劣性が示された．また，
TDF/FTC＋キードラッグによりウイルス学的に抑制され
ている成人症例を対象として TAF/FTCを含むレジメン
に切り替えた 311-1089試験では，48週時点で切り替え群
は前治療継続群に対しウイルス学的に非劣性が示された．
同試験の副次評価では，切り替え群でベースラインからの
尿蛋白/クレアチニン比，尿アルブミン/クレアチニン比，
尿中 RBP（レチノール結合蛋白）/クレアチニン比，尿中
β2-ミクログロブリン/クレアチニン比の低下，腰椎，大腿
骨頸部における骨密度の上昇が認められた．一方，切り替
え群では LDL―コレステロールの上昇が指摘された．
一方，CYP3Aや P-glycoproteinの誘導作用を有するカ
ルバマゼピン，フェノバルビタール，フェニトイン，ホス
フェニトインなどの抗けいれん薬，リファブチン，リファ
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ンピシンなどの抗結核薬，セント・ジョーンズ・ワート含
有食品と TAF製剤との併用は避ける必要がある（ゲンボ
イヤ配合錠では併用禁忌，デシコビ配合錠では併用注意）．
当施設では従来 TDF製剤を使用していた症例は積極的
に TAF製剤に切り替え，約半年が経過した．腎機能や脂
質代謝の指標を切り替え前後で比較検討する．TDF製剤
により腎障害を来たしたことがある症例，クレアチニンク
リアランスが低下した症例等への使用可否など，今後の症
例の蓄積により検討すべき課題もある．本講演では当院で
の使用経験をふまえ，これからの TAF製剤の位置づけに
ついて考察する．
2．HIV/HBV重複感染における TAFの位置付け

九州大学病院総合診療科１），九州大学大学院感染
制御医学２）

古庄 憲浩１）2）

ヒト免疫不全ウイルス（HIV）および B型肝炎ウイル
ス（HBV）は，精液，血液などの体液による感染経路で，
ともに性感染症で，重複感染しやすい．実際，本邦の HIV
感染症における HBV重複感染は 6～13%と報告される．
HIV感染症のコントロールが良くなり AIDS関連死が減
少した近年では HIV感染者の肝疾患関連死が注目される
ようになった．
HIV感染が HBV感染に与える影響として，血中 HBV
DNAが高値となり，HBV関連肝疾患の肝病態の進行を
早め，肝臓関連死を増加させることが知られている．なお，
重複感染の場合，HIV感染症に対する抗 HIV療法中に
HBVの免疫再構築症候群もある．
HIVおよび HBV共に宿主遺伝子に integrateされ，逆
転写酵素阻害剤が有効でウイルス量を抑制することが治療
目標である．HBV治療は，インターフェロン治療もある
が，主流は核酸アナログ治療である．核酸アナログ治療は，
長期投与の観点から，HBV薬剤耐性の抑制はもちろんの
こと，副作用の頻度の少ないエンテカビル，テノホビルジ
ソプロキシルフマル酸塩（TDF）が主流である．一方，テ
ノホビル（TFV）のプロドラックである新薬テノホビル
アラフェナミド（TAF）に臨床医の期待が集まっている．
TAFの特徴として，TDFに比べ，腎機能，骨代謝への影
響が少なく，軽度から中等度の腎機能低下例に対し，用量
調節のない唯一の核酸アナログである（血液維持透析患者
への安全性は治験中である）．また，HIV/HBV重複感染
に対する TAFを含む抗 HIV療法の優れた臨床成績が報
告されている．さらに，TFV投与下の HIV単独感染者が
HBVに新たに感染して慢性化することを抑制する効果も
報告されている．
注）TDFと TAFは製品によって適応症が異なる．
ランチョンセミナー 9
1．わが国における Clostridium difficile 感染症の現状

と課題
名古屋市立大学名古屋市立大学病院感染制御室

中村 敦

Clostridium difficile 感染症（CDI）は，腸管内で毒素を
産生した C. difficile が腸炎や下痢症を引き起こす感染症
である．加齢，重篤な基礎疾患，制酸剤投与，経管栄養な
どの危険因子を有する患者が C. difficile を獲得し，抗菌
薬や抗癌剤などの投与を受け腸内細菌叢が攪乱されると，
消化管内で増殖した C. difficile により CDIを発症する．C.
difficile は好気的環境，乾燥，熱および消毒薬などに耐性
を示し，環境表面に長期間生存する．その病原因子として
toxin A，toxin B，binary toxinという 3種類の毒素が確
認されているが，毒素を産生しない菌株も存在する．CDI
の発症には患者自身の内的要因と周囲環境などによる外的
要因の両者が密接に関与しており，両者が関わる度合いは
施設環境や患者層，診療内容により異なる．
今世紀になって CDIは北米やヨーロッパを中心に増加
傾向にあり，強毒株による重症例や死亡例が増加してきた．
米国では C. difficile が黄色ブドウ球菌を抜いて医療関連
感染の原因微生物の第 1位となり，CDIの診断，治療，感
染管理に対する関心が急速に高まってきた．一方，わが国
では CDIの発生頻度は欧米ほど高くないとされ，現時点
では重篤例や死亡例も散発的な発生にとどまっており，臨
床現場では難治・再発例の治療に難渋しているようにみえ
るが，これを検証するための疫学データが乏しい．
2000～2003年にかけて米国で発生した集団感染事例で
は，多くが ribotype 027株という同一タイプの強毒株に
よるものであり，他の株による CDIと比べて重篤な症例
が多くみられた．強毒株とされる 027株，078株などは
toxin A，toxin Bとともに binary toxinを産生することが
多いとされる．また菌型の分布には地域差があって，027
株は北米・南米や欧州，078株も欧州に多くアジアには少
ないとされている．
最近，わが国における CDIについて全国規模の調査結
果も少しずつ出はじめてきている．山岸らの全国 321医療
施設からの回答によるアンケート調査では，CDIの年間
発生数が 5例以下であった施設が 17.8%と最も多く，1例
も発生しなかった施設が 13.1%とこれに次いでいた．一方
では年間 100例を超えて発生した施設も 3.1％みられるな
ど，施設間の格差がみられた．また中毒性巨大結腸症，消
化管穿孔，イレウスなどの重篤な合併症を呈した例が 20%
以下であった施設が多くを占めていた．国公立大学附属病
院感染対策協議会 26施設が参加した多施設共同疫学研究
では，CDIの感染率は平均 0.2%と低く，ほとんどの症例
で vancomycinないしmetronidazoleによる標準治療が有
効であった．さらに binary毒素産生株の頻度は 5%と低
かった．binary毒素産生株の頻度は全国の感染症拠点病
院 97施設が参加した日本化学療法学会による C. difficile
感染症多施設共同研究においても低値であった．binary
toxinを産生する株が必ずしも重症化を来すとは限らな
い．これまで自施設で 11例 CDI患者から binary毒素産
生株が検出されているが，基礎疾患の重篤度に起因した難
治症例 2例をのぞく 9例は，標準治療によって速やかに軽
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快している．
わが国の CDI診療においては，重症度の判定基準，診

断体系，難治・再発例の治療戦略，感染管理の基準などに
課題がみられ，これらを整備するために患者の臨床像や検
出菌などの疫学情報をさらに蓄積していく必要がある．
2．Clostridium difficile 感染症―進化する診断と治療，
感染対策への展開―

神戸大学医学部附属病院感染制御部
時松 一成

Clostridium difficile 感染症（CDI）は，抗菌薬関連下痢
症・腸炎として発症することが多く，病院だけでなく高齢
者施設などでアウトブレイクでは対応に苦悩することが多
く，その診断と治療は感染対策のうえでも重要な医療関連
感染症である．
一般には glutamate dehydrogenase抗原（GDH抗原）
と便中 CDトキシン検査がよく利用されているが，トキシ
ン検査の感度は高くなく，GDH抗原のみ陽性で CDトキ
シンが陰性の場合必ずしも CDIは否定できない．神戸大
学病院ではこれらの問題を解決するため，抗原検査が陽性
でトキシン検査が陰性の場合は培養検査を加えた 2ステッ
プ法を採用している．2ステップ法で検査されたもののう
ち，約半数近くが培養検査にて毒素産生性が認められてお
り，当院では CDIを疑った時点から接触予防策を実施し
ている．また，これらの検査は治療後長期にわたり陽性が
続くことがあるため，当院では治療効果判定目的の再検査
は推奨していない．
CDI治療の原則は可能な限り投与中の抗菌薬を中止し，
メトロニダゾール（MNZ）やバンコマイシン（VCM）を
投与することである．日本ではいずれの薬剤も in vitro で
の感受性は良好とされており，演者らが行った全国規模の
調査では耐性を示すものの検出はなかった．軽症や中等症
ではMNZと VCMの治療効果に明らかな差はないことよ
り，医療経済性や耐性菌の出現を考慮し，MNZを第一選
択として推奨しているガイドラインが多い．初発患者のほ
とんどでこれらの治療が有効であるにもかかわらず，20～
30%が再発するといわれ，2回目以降の再発例では VCM
が推奨される．ショックや中毒性巨大結腸症を伴うような
重症例では VCMとMNZの併用や，再発を繰り返す例で
は VCMの Tapering療法なども報告されている．また，
新しい治療法では，一部はまだ日本では研究段階であるが，
フィダキソマイシンなどの抗菌薬のほか，既存の薬剤とプ
ロバイオティクスや毒素の吸着作用を有するコレスチラミ
ンの併用，糞便移植療法，CDトキシンに対するヒトモノ
クローナル抗体，細菌毒素に対する免疫グロブリン投与も
報告されている．
CDIの発生リスクの高い高齢者や長期入院患者では，安
易な抗菌薬使用を慎むことが最も重要であるが，発症後の
感染対策としては的確な接触予防策に加え，適切な CDI
の治療を行って医療施設内の「感染伝播力」を下げること
も重要である．本セミナーでは，進化を続けている CDI

の診断と治療について整理し，これからの CDI感染対策
への展開について述べる．
ランチョンセミナー 10
呼吸器感染症診療 up to date

川崎医科大学総合内科学 1
宮下 修行

感染症に対する治療は抗微生物薬の使用であるが，その
不適切使用や乱用は耐性菌を出現させる．すなわち，まず
抗菌薬の必要性を検討し，必要な場合は理論に則った抗菌
薬を選択すべきである．しかし適切な抗菌薬使用が実践さ
れているとは言い難く，世界では薬剤耐性菌が増加してい
る．その反面，新たな抗菌薬の開発が頓挫しているため，
国際社会でも薬剤耐性（AMR，Antimicrobial resistance）
への対応が大きな課題となっている．2015年 5月の世界
保健総会では，AMRに関するグローバル・アクション・
プランが採択され，加盟各国は 2年以内に薬剤耐性に関す
る国家行動計画を策定することを求められた．これを受け，
厚生労働省において，薬剤耐性対策に関する包括的な取組
について議論するとともに，「国際的に脅威となる感染症
対策関係閣僚会議」のもとに，「薬剤耐性に関する検討調
整会議」を設置，関係省庁とも議論及び調整を行い，2016
年 4月 5日，同関係閣僚会議において，我が国として初め
てのアクションプランが決定された．
日本呼吸器学会では，国民の健康増進はもとより菌の薬
剤耐性化蔓延を防止する目的で「呼吸器感染症に関するガ
イドライン」を公表してきた．呼吸器感染症診療に関する
最新トピックスは，これまで公表してきた 3つの肺炎ガイ
ドライン（市中肺炎，院内肺炎，医療・介護関連肺炎）を
統合し，「成人肺炎診療ガイドライン 2017」を公表したこ
とである．本統合ガイドラインではエビデンスを重視し，
クリニカルクエスチョンを設定しシステマティック・レ
ビューならびにメタアナリシスを行ってきた．設定された
クリニカルクエスチョン以外にも多くの問題点が抽出さ
れ，これらに対する統計結果をもとに委員の先生方で投票
を実施し推奨度を決定した．例えば，市中肺炎診療では治
療場所の決定，重症度判定として A-DROPシステムを活
用してきたが，本システムでは現在の重症度は把握可能で
あるが急速進行する症例への対応が困難であった．肺炎に
対する補助療法は効果的か？とくにステロイドに関しては
賛否両論であった．マクロライド併用療法の意義は？未解
決の問題点も山積されているが，今後の課題が明確となっ
た．また高齢者肺炎に対しては，抗菌薬治療を行わない選
択肢もフローチャートに組み込まれた．超高齢化が進む我
が国では，今後の高齢者肺炎，とりわけ終末期肺炎に対す
るアプローチも従来とは大きく異なることが予想される．
本セミナーでは呼吸器感染症のトピックスについてお話し
をさせて頂き，会場の先生方からご意見を頂ければ幸いで
す．
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ランチョンセミナー 11
血管内留置カテーテルの適切な管理

大阪大学国際医工情報センター栄養ディバイス未
来医工学共同研究部門

井上 善文
私は栄養管理の専門家である．経口栄養ではなく，経腸
栄養および静脈栄養の専門家である．血管内留置カテーテ
ルを留置する目的はさまざまであるが，感染という面から
は，栄養管理との関連がきわめて重要である．静脈栄養は
感染しやすいからできるだけ避けて，経腸栄養を実施すべ
きである，これは当然である．しかし，優先すべきは栄養
管理をどのように実施するかであって，他人事のように「静
脈栄養は感染しやすいから」という理由で静脈栄養を避け
ることには問題があると考えている．
1999年からは，故名古屋大学救急医学/集中治療部教授，
武澤純先生とともに，科学技術庁や厚生労働省の研究班と
してカテーテル感染予防対策ガイドラインの策定に携わっ
てきた．栄養管理の面からカテーテル感染予防対策につい
て活動してきた．
2013年 5月，日本静脈経腸栄養学会のガイドライン作
成実行委員会により，静脈経腸栄養ガイドライン第 3版が
完成し，出版された．私はその実行委員長を務めてきた．
このガイドラインにおいては，「静脈栄養アクセスの管理」
の項に，厚生労働省の研究班において策定した内容を土台
として，実行委員会で議論してコンセンサスの得られた
CRBSI予防対策ガイドラインが記載されている．もちろ
ん，2011年に公表された CDCガイドラインも考慮して策
定されている．
CDCガイドラインとは異なる内容もある．それは，CDC
ガイドラインは輸液内容や栄養管理などについての配慮が
不十分であるためである．CDCガイドライン作成班のメ
ンバー 13人の業績をすべてチェックしたが，輸液・栄養
管理に関する業績は全くない．従って，特に日本の輸液・
栄養管理の現状にそぐわない内容もある．この点について
の配慮がなければ，本当の意味での CRBSI予防対策とは
ならないはずである．
アミノ酸輸液は感染すると微生物が急速に増殖するから
使わないほうがよい，TPNは感染しやすいから実施しな
いほうがよい，これらの議論は，輸液・栄養管理の面から
はおかしいと言わざるをえない．アミノ酸輸液，TPNの
感染性の問題は，これらが開発されて使用される当初から
わかっていたことであり，輸液・栄養管理としてこれらが
必要であるために感染対策が講じられてきたのである．本
末転倒としかいいようがない．
CRBSI予防対策は，輸液・栄養管理の面から講じられ

るべきであり，この点においては，日本静脈経腸栄養学会
の静脈経腸栄養ガイドラインが本邦におけるガイドライン
として用いられるべきである．CDCガイドラインの内容
も踏まえた上で作成されているものでもある．
また，カテーテル感染の診断と治療においても，もっと

関心が寄せられるべきであろう．CLABSIと CRBSIにつ
いては，血管内留置カテーテル管理研究会として全国調査
を実施した．CLABSIとして血流感染の発生率を調査する
ことの意義についても考えてみたい．
ランチョンセミナー 12
急増する NTMと CPPA
1．NTMと合併する肺アスペルギルス症

大阪市立大学大学院臨床感染制御学
掛屋 弘

慢性進行性肺アスペルギルス症（Chronic progressive
pulmonary aspergillosis：CPPA）は，世界中には 1年間
に約 300万人も発症し，日本においても年間 8,000人の患
者が推定されている．CPPAは，肺結核後遺症や慢性閉塞
性肺疾患（COPD）などの肺の基礎疾患を有する患者に発
症することが多いが，非結核性抗酸菌症（NTM）も基礎
疾患として重要である．また，我が国では NTM患者の増
加が報告されており，今後 NTMを背景とする CPPAの
増加が懸念される．
我が国の NTM患者に CPPAを合併する割合は 3.9%（石
川ら）～6.8%（藤内ら）と報告されている．一方で，CPPA
の中で基礎疾患が NTMである割合は，11.5%（藤内ら）～
35.7%（Ohbaら）と比較的高い．NTMは慢性進行性であ
り，難治性疾患である．NTM症にアスペルギルス感染が
加われば，その治療はさらに難しくなる．CPPAを合併す
る NTM症患者群の予後は，合併しない NTM症患者群と
比較して，明らかに不良である．そのため，NTM治療経
過観察中には，CPPAの合併を考慮した診療が求められる．
基礎疾患や画像所見，慢性進行性の病態を理解して，その
Risk factorを早期に気づくことにより CPPA患者の予後
を改善させる可能性が示唆されるが，現実的には良いバイ
オマーカーがないのが実情である．血清のアスペルギルス
ガラクトマンナン抗原検査の陽性率（COI＞0.5を用いた
場合）は，50％程度に限られる．一方，慢性の経過を示
唆するアスペルギルス沈降抗体検査は陽性率が高く（約
90%），本症のスクリーニングに有用と考えられるが，抗
体検査は未だ保険収載されておらず，検査が実施されない
施設も多い．また培養検査の陽性率は 50％程度であり，
しっかり喀痰培養や気管支鏡検査による検体の培養を行
い，診断に努めることもポイントである．さらに，気管支
洗浄液のガラクトマンナン抗原検査（COI＞0.7）の有用性
も報告されている．
本セミナーでは NTMに合併する CPPAに関する新し

いエビデンスを紹介しながら，本症のマネジメントを考え
る．
2．肺非結核性抗酸菌症と肺アスペルギルス症の合併に
ついて

公益財団法人結核予防会複十字病院呼吸器セン
ター呼吸器内科

佐々木結花
肺非結核性抗酸菌症患者数は増加しており，菌陽性結核
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患者数を超えたことが報告された．難治性下気道感染症で
あり，治療開始時期，治療期間は定まっておらず，治療効
果は優れていると言い難い．肺アスペルギルス症は既存病
変がある場合胞子が定着し感染しやすいため，非結核性抗
酸菌症を合併する率は高い．今回，本邦で肺非結核性抗酸
菌症中最も患者数が多い肺Mycobacterium avium com-
plex症（以下肺MAC症）と慢性肺アスペルギルス症の
合併について自験例を含め報告する．
両疾患の合併頻度であるが，自験例では 2011から 2013
年の 3年間に NTM診断基準に合致したMAC症例 777例
中，慢性肺アスペルギルス症と診断された症例は 50例
（6.4%）であった．また，同時期に，新たに画像診断およ
び血清アスペルギルス抗原・抗体陽性から，慢性進行性肺
アスペルギルス症と診断された 136例中，新規肺MAC症
症例は 24例（17.6%）であり，既報告と同様の成績であっ
た．
肺MAC症と慢性肺アスペルギルス症が合併した場合治

療について，大きな問題がある．肺MAC症に用いられる
リファマイシン系薬剤はボリコナゾール（VRCZ）と併用
禁忌であり，イトリゾール（ITCZ）は併用注意である．ク
ラリスロマイシン（CAM）は，ITCZとの併用注意であ
る．よって，アゾール系を選択するか，リファマイシン系
薬剤を選択するか，その場合，CAMの併用はどう影響す
るか，患者の全身状態を考えつつ治療を行う必要がある．
また，肺MAC症と慢性肺アスペルギルス症の診断がなさ
れた場合，治療を同時に開始すべきか，進行が肺MAC症
より早いとされる慢性肺アスペルギルス症を優先するのか
明確ではなく，その時点での患者の病勢や疾患の進行状況，
合併症等から，やはり個々の状況で判断せざるを得ない．
治療薬が制限され，かつ，治療方式の選択が明確ではない
このような状況では，専門医でも治療成績の評価が困難で
ある．
肺MAC症および肺アスペルギルス症とも滅菌可能な治

療法ではないため，予後は極めて不良である．2011～2013
年，肺MAC症に新たに慢性進行性肺アスペルギスル症を
診断した自験例 24例中両者診断 12カ月後の死亡例は 4例
（16.7%）と不良で，死因は，アスペルギルス症の悪化 2例
（8.3%），難治性気胸（肺MAC症関連）1例（4.2%），II
型呼吸不全急性増悪 1例（4.2%）であった．今後肺MAC
症患者増加に伴い，肺アスペルギルス症合併症例が増加す
ることが推測されるが，両難治性感染症を完治させること
は困難である．患者の ADLの維持，予後の改善を図るた
めに，薬剤治療のみならず，患者の全身状態を評価し，栄
養，理学療法など，多職種での治療計画が必要である．
日本感染症学会中日本地方会学術奨励賞選考セッション
KS1―1 感中．多施設前向き研究による薬剤耐性大腸菌
のクローン性増殖の実態解明

京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
松村 康史，野口 太郎，田中美智男
中野 哲志，山本 正樹，長尾 美紀

一山 智
【背景】ESBL産生大腸菌の増加はクローン性増殖と密接
に関連していることが明らかになっているが，その他の薬
剤耐性や感受性菌におけるクローン性増殖の実態について
はほとんど知られていない．
【方法】2014年 12月に中日本地区の急性期病院 10施設で
臨床分離された全ての大腸菌を収集した．18薬剤の感受
性をMIC法により検査し，fumC-fimH（CH）typingによ
りクローンを決定した．また，ESBL遺伝子や QRDRを
PCR・シークエンス法により決定した．
【結果】収集された計 329株の大腸菌は CH typingにより
計 103種類の typeに分類された．最も多かった CHタイ
プ 40-30は 25%に存在し，その他の主要な 10タイプ（計
35%）とともに大部分を占めていた．ESBLは全体の 22%，
シプロフロキサシン（CPFX）非感受性は 34%に認めら
れた．CH40-30は ST131 H30/クレード Cに対応し，100%
が QRDRの 4変異を有し 60%が blaCTX-M遺伝子を有し
ていた．また，CPFX非感受性菌のうち 75%，ESBL産生
株の 70%を占め，15薬剤の非感受性菌で最も多い CHタ
イプ（占有率 39～75%）であった．1～2個の QRDR変異
を有しナリジクス酸非感受性かつ CPFX感受性の株は全
体の 16%に認められ，主要 CHタイプ 8つおよび非主要
タイプに分布していた．
【結語】大腸菌臨床分離株の半数以上は，11種類の主要ク
ローンに属していた．主要クローンの中では，CH40-30-ST
131が最も多くを占め，多くの薬剤耐性大腸菌の原因と
なっていた．CPFX低レベル耐性菌が多くの主要クローン
に認められ，今後のフルオロキノロン耐性率増加の可能性
が示唆された．
KS1―2 感中．莢膜型 15A-ST63メロペネム非感受性

肺炎球菌の相同性解析と PBP解析
京都大学医学部附属病院感染制御部

中野 哲志，山本 正樹，松村 康史
長尾 美紀，一山 智

【背景】本邦では 7,13価結合型肺炎球菌ワクチン（PCV7,13）
の普及後，メロペネム非感受性を示す莢膜型 15A-ST63株
の増加が報告されている．これらの株の遺伝子的背景をコ
アゲノムを用いた相同性解析，PBP遺伝子の観点から明
らかにし，海外で検出されている菌株との関連を示す．
【方法】2012～2014年に行った肺炎球菌全国サーベイラン
ス（ニューモキャッチ）で収集した菌株のうち，メロペネ
ム感受性（MEPM-S），あるいは非感受性（MEPM-NS）を
示す 15A-ST63株（34株［MEPM-S：10株，MEPM-NS：
24株］）と 15A以外のMEPM-NS株（32株）を解析した．
次世代シーケンサーによってこれらのドラフト配列を得た
後，15A-ST63株について recombination領域を推定し，
相同性解析を行った．また，PBP1a，2b，2x領域のアミ
ノ酸配列を比較した．
【結果】相同性解析ではMEPM-NS-15A-ST63株とMEPM-
S-15A-ST63株がそれぞれ独立したクローンを形成し，イ
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ギリスやアメリカ，カナダから検出された 15A-ST63株と
異なるクローンに属した．PBP1a配列は全てのMEPM-NS-
15A-ST63株が同一の配列を有し，MEPM-NS-19A，19F，
23F，6A，6Bおよび untypeableと共通であった．PBP2b
配列も全てのMEPM-NS-15A-ST63株が同一の配列を有し
ていたが，他の莢膜型のMEPM-NS株に共通配列は認め
なかった．PBP2x配列ではMEPM-NS-15A-ST63の全 24
株中 22株が同一の配列を有し，MS-15A-ST63のうち 5株
もこの配列を有していた．
【考察】国内で増加しているMEPM-NS-15A-ST63株は，海
外における 15A-ST63株と異なる遺伝学的背景を持ってい
た．同株は国内において PBP1aあるいは 2b領域の recom-
binationによりメロペネム耐性を得たと推測される．
KS1―3 感中．NDM型と TMB型の 2種のメタロ―β―ラ
クタマーゼを有するアシネトバクター属臨床分離株の発見
と解析

大阪市立大学大学院医学研究科細菌学１），大阪市
立大学大学院医学研究科感染症科学研究セン
ター２），国立感染症研究所薬剤耐性研究センター３），
森ノ宮医療大学保健医療学部臨床検査学科４），大
阪市立大学医学部附属病院感染制御部５），大阪市
立大学大学院医学研究科臨床感染制御学６）

老沼 研一１）2）鈴木 仁人３） 佐藤佳奈子１）

佐伯 康匠４） 中家 清隆５） 滝沢恵津子５）

仁木 誠１）5）仁木満美子１）2）山田 康一２）5）6）

柴山 恵吾３） 掛屋 弘２）5）6）金子 幸弘１）2）

【背景】アシネトバクターは，土壌や河川などの自然環境
中に広く生息するグラム陰性桿菌である．Acinetobacter
baumannii などのいくつかの菌種は，院内感染の原因菌
として，感染制御上重要視されている．当院ではこれまで，
感染制御に活用するための情報収集を目的として，アシネ
トバクター属臨床分離株の収集と疫学的解析を行ってき
た．2015年 12月，胸部食道癌患者の吸引痰より，カルバ
ペネムとキノロンの 2剤に耐性の A. baumannii OCU_Ac
16a株が分離された．今回，ゲノム解析を中心として本菌
株のカルバペネム耐性機構の解析を行ったので報告する．
【方法と結果】遺伝子型の判別および耐性因子の特定を目
的として，Illumina社製のMiSeqを用いて OCU_Ac16a
株のドラフトゲノム解析を行った．Pasteurスキームによ
るMLST解析では，本株は ST412型であることが示され
た．ゲノム配列から耐性因子の検索を行ったところ，New
Delhi型および Tripoli型のメタロ―β―ラクタマーゼ（MBL）
遺伝子（それぞれ，blaNDM-1および blaTMB-1）が検出された．
次に，ロングリード型のシーケンサーである PacBio RSII
（Pacific Biosciences）を用いて，本菌株の完全ゲノム配列
を決定した．結果，blaTMB-1は染色体性であるが，blaNDM-1
はプラスミド性であることが判明した．更に，接合伝達実
験の結果，blaNDM-1は他の A. baumannii 株および Acineto-
bacter pittii に伝達されることが判明した．一方，系統的
に比較的遠縁である Acinetobacter nosocomialis への伝達

実験も複数回実施したが，伝達は確認できなかった．
【考察】近年，複数のカルバペネマーゼ遺伝子を保有する
A. baumannii の報告が散見されるが，2種のMBLを有す
る株は極めて稀であり，日本からの分離の報告はない．今
回，そのような株の存在が国内で初めて確認された．プラ
スミド性の NDM-1に関しては，接合伝達による他菌種へ
の拡散の恐れもあり，今後の動向に注視が必要と考えられ
た．
KS1―4 感中．本邦で初めて分離された IMP-6，CTX-

M-35同時産生大腸菌の解析
奈良県立医科大学微生物感染症学講座１），奈良県
立医科大学感染症センター２）

安藤 冴佳１） 中野 竜一１） 鈴木 由希１）

中野 章代１） 斎藤 恭一１） 笠原 敬２）

三笠 桂一２） 矢野 寿一１）

【目的】昨今，カルバペネマーゼ産生腸内細菌科（CPE）の
広がりが世界中で問題視されている．本邦において，特に
西日本では IMP-6産生株が優位に分離され，その多くが
同じプラスミド上に CTX-M-2も保有することが知られて
いる．今回我々は，IMP-6，CTX-M-35（CTX-M-2グルー
プ）同時産生大腸菌を初めて検出したので，その特徴につ
いて明らかにした．
【方法】2014～2015年に本邦の複数の医療機関から分離さ
れた IMP-6産生大腸菌 108株を対象とした．CLSIに従い
薬剤感受性試験を行った．PCRと DNAシークエンシン
グにより，耐性遺伝子を型別した．MLSTと PFGEによ
りゲノム型別を行った．接合伝達実験とプラスミドの不和
合性型別により，プラスミドの特性について解析した．
【結果】遺伝子解析の結果，CTX-M-2（167Pro）同時産生
株 95株と CTX-M-35（167Ser）同時産生株 13株が確認さ
れた．MICを比較すると，CTX-M-35同時産生株は CTX-
M-2同時産生株に比べ，いずれも CAZのMICが高い特
徴があった．CTX-M-35同時産生株はいずれも ST131で
あったが，PFGEでは 6つのパターンに分かれた．いずれ
も IncNプラスミドをコードしており，伝達頻度は 8.6×
0-5～4.0×10-4であった．同一クローンによる拡散とプラス
ミドの拡散が示唆された．7株は IMP-6と CTX-M-35が
同時に伝達したが，別々に伝達した株も 6株みられた．
【結論】今回初めて，IMP-6，CTX-M-35同時産生大腸菌
を検出した．CTX-M-35の基質特異性の特徴により CAZ
のMICが高値であったと思われた．CTX-M-2と CTX-M-
35は 1アミノ酸の違いによることから CTX-M-2が CTX-
M-35に変異したと考えられたが，IMP-6と CTX-M-35が
別々のプラスミド上に位置するものも確認され，本邦で優
位な IMP-6保有プラスミドと由来が異なる可能性も考え
られた．複数の医療機関から検出されたことから，今後そ
の動向に注視する必要がある．
（非学会員共同研究者：水野友貴；奈良医大，小川美保；
株式会社ビー・エム・エル総合研究所細菌検査部）
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KS1―5 感中．メタロ βラクタマーゼ産生 Delftia
acidovoransの全ゲノム解析

京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
山本 正樹，松村 康史，田中美智男
中野 哲志，長尾 美紀，一山 智

【背景】カルバペネム分解酵素の一つであるメタロ βラク
タマーゼ（MBL）はそれをコードする遺伝子がプラスミ
ドを介し，接合伝達により同一菌種間および他菌種間で伝
播することが知られている．Delftia acidovorans におけ
るMBL産生菌の報告は少なく，MBL産生 D. acidovorans
臨床分離株を用い，その薬剤耐性機構を全ゲノム解析によ
り検討した．
【方法】2001年から 2008年の間に，京都の 2病院から 6
株のMBL産生 D. acidovorans の臨床分離株を認めた．2
株以上の検出は 2001年の 2株のみであった．微量液体希
釈法を用いて薬剤感受性試験を行った．各施設で，カルバ
ペネム耐性株に対し，SMA試験を行い，MBL産生を確
認した．さらに当院でMBL遺伝子を PCR法で確認した．
それぞれの菌株についてMiSeq（Illumina社）を用い，全
ゲノム解析を行った．
【結果】解析した 6株の検出部位は，尿が 4検体，腹水 1
検体，不明 2検体であった．感受性試験の結果，全ての株
で，カルバペネム系抗菌薬を含む，ほぼ全ての βラクタ
ム薬に耐性を認めた．また，これらの菌株はフルオロキノ
ロン，アミノグリコシドに対しても耐性であった．rpoB
遺伝子配列から D. acidovorans と確定した．保有する
MBL遺伝子は IMP-1遺伝子 4株，IMP-19遺伝子 2株で
あった．いずれのMBL遺伝子も Class 1インテグロンの
遺伝子カセットとして，プラスミド上に存在していた．1
株を除き，アミノグリコシド修飾酵素の遺伝子も伴ってい
た．2株から検出された IMP-19遺伝子は同一のプラスミ
ド上に存在していた．系統樹解析の結果からは，IMP-1遺
伝子を保有していた 2株（2001年，2004年に検出）が比
較的近縁であったが，6株いずれも別の菌株と考えられた．
【まとめ】今回解析したMBL産生 D. acidovorans は多剤
耐性傾向を認めた．いずれの菌株もプラスミド上にMBL
遺伝子を保有しており，プラスミドを介したMBL遺伝子
の獲得および，本菌が耐性遺伝子のリザーバーとなってい
る可能性が示唆された．
KS2―1 感中．アゾール耐性 Aspergillus fumigatus が

検出された肺移植の 2例
京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学

土戸 康弘，山本 正樹，松村 康史
長尾 美紀，田中美智男，一山 智

【緒言】近年アゾール耐性 Aspergillus fumigatus の増加
が世界的に報告され，本邦でも報告が散見される．
【症例 1】50代男性，肺移植（LT）8年前に特発性間質性
肺炎と診断，LT2年前に HOT導入され PSLと CyAの内
服が開始された．LT 3カ月前に間質性肺炎の増悪で入院．
CTで右肺下葉ブラ内のアスペルギローマが疑われ，

MCFGで 2週間治療後 VRCZに変更されたが肝障害のた
め 9日間で中止しMCFG再開．LT12日前の喀痰培養か
ら A. fumigatus が検出（菌株 1）された．LT10日前から
ITCZ併用の上で両側生体肺移植が実施され，以後 ITCZ
予防内服が継続され経過良好．後日実施した菌株 1の感受
性検査で，MIC（μg/mL）は ITCZ 4，VRCZ 4であり，ITCZ
と VRCZに耐性（MIC＞2μg/mL）であった．
【症例 2】60代男性，LT 3年前に特発性間質性肺炎と診断
され，両側生体肺移植施行（右上葉温存）され ITCZ予防
内服継続となった．LT10カ月後に拒絶疑いで入院し，CT
で右上葉残存肺に浸潤影の増悪を認め，喀痰から A. fumi-
gatus が検出（菌株 2）されたため VRCZで 1週間，L-AMB
で 3週間治療され退院となった．しかし肺炎が再増悪し
LT 1年 1カ月後に入院となった．第 14病日に喀痰から
A. fumigatus（菌株 3）が検出され VRCZ＋MCFGで治療
されたが徐々に呼吸状態が増悪し，第 30病日に死亡退院
された．後日実施した感受性検査では，菌株 2は ITCZ
0.25，VRCZ 0.5であったが，菌株 3は ITCZ 2，VRCZ 4
（他の薬剤はすべて感受性）でありアゾールの耐性化が認
められた．
【考察】症例 1ではアゾール系抗菌薬暴露が短期間であっ
たにも関わらず，耐性株の分離が見られた．症例 2はアゾー
ル系抗菌薬の長期投与が耐性化の一因と考えられた．菌株
の遺伝子学的解析を追加して報告する．
（非学会員共同研究者：伊達洋至，陳 豊史，青山晃博）
KS2―2 感中．小児専門医療機関における侵襲性カンジ
ダ症の臨床像

兵庫県立こども病院血液・腫瘍内科１），同 感染
症科２）

岸本 健治１） 伊藤 雄介２） 笠井 正志２）

【目的】小児専門医療機関における侵襲性カンジダ症の発
生動向を分析し，臨床像を描出する．
【方法】2005年 1月～2016年 12月に当院にて入院加療を
受けた患者を対象とした後方視的研究を行った．病理組織
学的検査または本来無菌部位からの培養検査で Candida
属が検出された場合を侵襲性カンジダ症と定義した．
【結果】対象となった 12年間に 22例が侵襲性カンジダ症
と診断された．20例（91%）が培養検査によって診断さ
れた（Candida glabrata 10例，Candida albicans 5例，Can-
dida parapsilosis 4例，その他 1例）．診断後のフォロー
アップ期間は 1～146カ月（中央値 35カ月）であった．患
者年齢は 0～28歳（中央値 1歳），基礎疾患は短腸症候群
8例（36%），早産児 4例（18%），悪性腫瘍 3例（14%），
先天性心疾患 2例（9％），その他の先天奇形 2例（9%），
先天性免疫不全（慢性肉芽腫症）1例（5%），その他 2例
（9%）であった．好中球減少期に発症した症例は 1例
（5%），抗真菌薬予防投与を受けていた症例は 2例（9%），
中心静脈カテーテルを留置していた症例は 18例（82%）で
あった．感染巣による分類はカンジダ血症 16例（73%），
カンジダ腹膜炎 4例（18％），カンジダ髄膜炎 1例（5%），
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播種性カンジダ症 1例（5%）であった．培養結果の判明
前に死亡した 1例を除く全例が経静脈的抗真菌薬投与か
つ/または中心静脈カテーテル抜去を受けた．侵襲性カン
ジダ症発症後の生存率は全体で 77%，カンジダ血症 94%，
カンジダ腹膜炎 25%であった．2例（9%）が治癒後にカ
ンジダ血症を再燃した．
【考察】侵襲性カンジダ症例の大部分を非悪性腫瘍患者が
占め，抗真菌薬予防投与の普及により悪性腫瘍患者や造血
細胞移植患者では発症が少なかったと推察された．発症後
の生存率は過去の報告と比して良好であり，診断法の向上
と新規抗真菌薬が寄与していると考えられた．
KS2―3 感中．HIV感染者における HBV，HCV，梅毒

の共感染についての検討
石川県立中央病院免疫感染症科

渡邉 珠代
【背景】HIV感染者の診療において，HBV，HCV，梅毒
などの共感染にも注意を払う必要がある．当院に通院中の
HIV感染者における感染率の調査および，STIスクリー
ニングの有用性について検討することを目的とした．
【方法】2016年 10月から 2017年 4月までの間に当院を受
診した HIV感染者を対象として，HBs抗原，HBs抗体，
HBc抗体，HCV抗体，TPHA，RPRを測定した．加えて，
過去に検査歴のある患者での，感染率の比較を行った．
【結果】88名に検査を行い，各検査の陽性率は，HBs抗原
1.1％（1/87），HBs抗 体 3.5％（30/86），HBc抗 体 41.2％
（35/85），HCV抗 体 4.6％（4/87），TPHA 39.8％（35/88），
RPR 18.2％（16/88）であった．HBs抗原，HBs抗体，HBc
抗体のいずれか 1項目以上が陽性であったのは，全体の
44.8％（39/87）であった．88名の患者のうち，過去に検
査歴があった 77名中，2名が TPHA陽転化，1名が RPR
の再上昇を認めた．当科受診歴のある 180名中，118名で
過去に検査歴があり，各検査の陽性率は HBs抗原 5.1％（6/
118），HBs抗体 40.2％（33/82），HBc抗体 54.3％（25/46），
HCV抗 体 4.3％（5/116），TPHA 34.6％（37/107），RPR
17.9％（21/117）であり，HBV，HCV，梅毒の感染率は
それぞれ 38.1％（45/118），4.3％，34.2％（40/117）と推
定された．
【考察】今回の調査での，HBV，HCV，梅毒の感染率はそ
れぞれ 44.8％，4.6％，39.8％と推定された．過去の検査
結果と比較し，明らかな増加は認められなかった．しかし，
無症候性梅毒と診断できた症例があり，梅毒の定期的スク
リーニングの有用性が示唆された．
（非学会員共同研究者：斉藤千鶴，小谷岳春，高山次代，
浅田裕子）
KS2―4 感中．LAMP-TBにおける陽性コントロール試
薬を用いた内部コントロールの有用性

国家公務員共済組合連合会大手前病院中央検査部
志村 敏史

【はじめに】LAMP-TBは迅速性かつ感度に優れた検査法
である．しかし，反応には内部コントロールがなく，増幅

阻害の確認が出来ない問題点がある．そのため，我々はキッ
トに付属している陽性コントロール試薬を使用し内部コン
トロールの代用としている．今回はその取り組みについて
報告する．
【方法】対象は 2016年 4月から 2017年 9月までに LAMP-
TBを実施した喀痰検体 407件とした．反応は 1検体につ
き LAMP-TBチューブにサンプル溶液 30μLを添加したも
のと，代用内部コントロール用にサンプル溶液 30μLに陽
性コントロール試薬 1μLを添加したもので行った．陽性
コントロール試薬を添加したチューブで増幅が認められな
かった場合に増幅阻害，Tt値が 30分以上の場合に増幅遅
延と判定した．
【結果】陽性コントロール添加の反応はM1から P3とな
るに従って，Tt値が延長することが認められた（17分 28
秒～23分 10秒）．今回の期間で増幅阻害と判定されたも
のは 10件（2.5%）であった．また，増幅遅延は 7件（1.7%，
Tt値；31分 48秒～36分 48秒）でみられた．
【考察】本期間において 4.2％の検体で増幅阻害もしくは
増幅遅延が確認され，そのうち 9件が P3の検体であった．
そのため膿性が強い検体で塗抹陽性，LAMP-TB陰性の場
合に増幅阻害による偽陰性か非結核性抗酸菌かの鑑別に陽
性コントロール試薬を内部コントロールとして代用するこ
とは非常に有用であると思われる．また，増幅阻害と判定
された検体を NALC処理検体などで再検査することによ
り，結核菌群の見落としを防ぐことに繋がり，感染管理上
においても有用であると考えられる．
KS2―5 感中．抗菌薬事前投与を受けていない化膿性関

節炎の診断における関節液グラム染色の有用性
神戸市立医療センター中央市民病院

進藤 達哉，水野 泰志，西岡 弘晶
【緒言】化膿性関節炎は死亡率が高く，早期の診断・治療
が重要である．化膿性関節炎の診断では関節液グラム染色
も重要な検査項目とされているが，その感度は高くとも
50%程度とする研究が多い．しかし，これらの研究には
抗菌薬事前投与例や人工関節感染例が含まれており，こう
した因子がない症例の関節液グラム染色の特性は十分には
検討されていない．今回我々は上述の因子のない急性関節
炎で，関節穿刺が施行された患者について，化膿性関節炎
の診断における関節液グラム染色の有用性を検討した．
【対象と方法】2011年 7月から 2017年 2月に当院救急外
来で急性関節炎が疑われた 125例のうち，抗菌薬事前投与
例，人工関節感染例，関節穿刺未施行・不可能例，未成年
例を除いた 58例を後方視的に検討した．関節液培養陽性
例を化膿性関節炎診断のゴールドスタンダード，関節液グ
ラム染色で菌体を認めた場合をグラム染色陽性とし，関節
液グラム染色の感度・特異度を求めた．グラム染色は全例
当院細菌検査室の検査技師により行われた．
【結果】58例中 10例（17%）で関節液培養が陽性となっ
た．血液培養は 9例（16%）で陽性となり，全例関節液培
養と菌名が一致した．血液培養のみ陽性となった症例はな



217

平成30年 3月20日

かった．グラム染色陽性は 8例（14％）で，菌形態と培養
結果は全例一致した．化膿性関節炎における関節液グラム
染色の感度，特異度はそれぞれ 0.80，1.00で，陽性尤度比，
陰性尤度比はそれぞれ∞，0.20だった．関節液培養が陽性
でグラム染色が陰性だった 2例の内，1例は関節液が殆ど
採取できず生理食塩水で希釈したものを検体として提出し
ており，1例は血液培養が陰性だった．
【考察】抗菌薬事前投与や人工関節がない場合，関節液グ
ラム染色は化膿性関節炎の早期診断に有用であることが示
唆された．本研究の限界として，症例数が少なく，培養陽
性率が低いとされる淋菌性関節炎が含まれていないことが
ある．
KS2―6 感中．Point Prevalence Surveyによる 4大学
病院の病院疫学

名古屋大学医学部附属病院１），名古屋大学大学院
医学系研究科臨床感染統御学分野２），京都大学医
学部附属病院検査部・感染制御部３），奈良県立医
科大学感染症センター４），広島大学病院感染症科５）

森岡 悠１） 長尾 美紀３） 一山 智３）

吉原 真吾４） 笠原 敬４） 繁本 憲文５）

大毛 宏喜５） 八木 哲也１）2）

【目的】感染症領域における日本の病院疫学の報告は少な
く，病院毎の差異も不明である．Point Prevalence Survey
（PPS）の手法を用いて，大学病院における病院毎の感染
症に関する疫学を明らかにする．
【方法】名古屋大学医学部附属病院，京都大学医学部附属
病院，奈良県立医科大学病院，広島大学病院において，2016
年 7月の平日に PPSが施行された．プロトコールに沿っ
て全患者を対象に，患者背景，デバイス留置割合，耐性菌
保菌率，抗微生物薬使用率，使用されている抗微生物薬の
詳細について調査を行った．
【成績】4大学で合計 3,199人の患者が対象となった．4大
学病院の年齢の中央値は 61～64歳，入院期間の中央値は
9～13日，悪性腫瘍を基礎疾患に持つ患者の割合は 30.3～
44.0%，造血幹細胞移植が行われた患者は 0.8～3.5%，中心
静脈カテーテル/ポートを留置されている患者割合は 8.6～
15.3%，膀胱留置カテーテル留置患者割合は 5.4～13.8%，3
カ月以内のMRSA検出患者は 3.1～4.5%であった．調査
時点で何らかの治療を要する医療関連感染症は 4.8～9.5%
であり，抗微生物薬を処方されていた患者は 19.3～35.0%
であった．抗微生物薬の使用では，カルバペネム系薬剤が
3/4施設において最も医療関連感染症に使用されていた．
薬剤全体では ST合剤が全施設で最も処方されていた．周
術期抗菌薬の使用していた患者の中で，Post Operative
Day 3以降に抗菌薬を使用していた割合は 0～27.3%，経
口抗菌薬を周術期として使用していた割合は 0～34.8%で
あった．
【結論】大学病院においても，施設によって入院患者背景
は異なり，それに伴い抗微生物薬処方の傾向は異なってい
る．日本全体の疫学を明らかにするには，市中病院含めた

全国サーベイランスによる調査が望ましい．
KS2―7 感中．小児 Mycoplasma pneumoniae 感染症
患者の解析からみえる GENECUBEの有用性

パナソニック健康保険組合松下記念病院臨床検査
科１），関西医科大学附属病院感染制御部２）

大友 志伸１） 宮良 高維２）

【背景と目的】GENECUBE（東洋紡）によるMycoplasma
pneumoniae の検出は，検査の迅速性だけでなく，マクロ
ライド耐性に関与する遺伝子変異も同時に検出できるメ
リットがある．今回，GENECUBEを用いて診断した小児
M. pneumoniae 感染症患者の臨床経過をマクロライド耐
性も含めて後方視的に調査し，本検査の有用性を検討した．
【対象と方法】2016年 7月から 11月に小児科でM. pneu-
moniae 感染症を疑って本検査を実施した 104例中，陽性
となった 43例を対象とした．マクロライド耐性群と感受
性群のそれぞれについて，患者の臨床経過と診断前後の抗
菌薬を比較した．
【結果】耐性群は，43例中 24例（55.8％）と過半数を占め
た．耐性群のうち前医受診歴があったものは 23例（96％）
と大半で，約半数の 12例（50％）が入院となった．耐性
群における前医の処方は，マクロライド系薬が 12例
（50％），β―ラクタム系薬が 7例（29％）であり，診断後，
全てトスフロキサシン（TFLX）もしくはミノサイクリン
（MINO）が処方された．
【考察】当院における耐性群の患者は，前医の治療に反応
しないことから紹介された例がほとんどであった．特に，
入院例では迅速にマクロライド耐性を検出することが出来
たため，有効な抗菌薬を選択可能であった．また，M. pneu-
moniae の迅速検出は，病床数の少ない当院の小児科で
ベッドコントロールを行う際にも有用であった．
【結論】当院の背景より，本検査は治療と感染対策を行う
うえで，非常に有用であるといえる．
KS2―8 感中．周術期抗菌薬適正化による院内抗菌薬処

方量の変化
名古屋大学医学部附属病院１），名古屋大学大学院
医学系研究科臨床感染統御学分野２），同 医学系
研究科３）

森岡 悠１） 加藤 拓樹１） 岡 圭輔１）

松本あかね１） 手塚 宜行１）2）井口 光孝３）

冨田ゆうか１）2）八木 哲也１）2）

【目的】薬剤耐性アクションプランにおいて，経口のセファ
ロスポリン系薬剤を含めた具体的な抗菌薬処方量削減が掲
げられている．名古屋大学医学部附属病院（名大病院）に
おいて，2016年度から取り組んでいる周術期抗菌薬の適
正化がどの程度アクションプランに寄与するかを調査し
た．
【方法】2013年～2017年において，名大病院において処方
された経口セファロスポリン系薬剤，経口フルオロキノロ
ン系薬剤，経口マクロライド系薬剤，静注抗菌薬全体を年
次推移で比較した．入院中の処方については AUDの指標
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を用いて行い，外来処方と（入院＋外来）処方については，
総処方量（g）を用いて評価を行った．
【成績】2013年と比較した 2016年の指標推移を（入院
AUD/外来総量/入院外来総量）で示す．経口セファロス
ポリン系薬剤は（-46.6％/-2.9％/-17.1％）と減少し，経口
フルオロキノロン系薬剤は（-24.6％/-5.6％/-11.3％），経口
マクロライド系薬剤は（＋35.1％/-15.1％/-8.5％），入院中
の静注抗菌薬全体の AUDは（＋1.6％）であった．2017
年度のデータは半期分を当日学会で追加する予定である．
【結論】周術期抗菌薬の適正化は，入院中の経口セファロ
スポリン系薬剤の削減に大きく寄与し，経口フルオロキノ
ロン系薬剤削減にも寄与する可能性が示された．経口マク
ロライド系薬剤・静注抗菌薬全体にはほとんど影響を与え
ないため，削減目標を達成するには別のアプローチを組み
合わせる必要がある．
（非学会員共同研究者：加藤善章；名古屋大学医学部附
属病院薬剤部）
KS2―9 感中．当院における侵襲性肺炎球菌感染症の後

方視的検討
福井大学医学部内科学（1）１），福井大学医学部附
属病院感染制御部２），同 救急部３）

伊藤 和広１） 岩﨑 博道２） 田居 克則１）2）

重見 博子２） 森田 浩史３） 山内 高弘１）

【背景】侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）は，我が国におい
て高齢化が進行している背景もあり深刻な問題となってい
る．IPD患者の死亡率は 9.3％～17％，そのうち 3分の 2
が入院から 72時間以内に死亡していると報告されている．
また，肺炎球菌の血清型や薬剤耐性よりも患者側の因子が
重要との報告もある．
【目的】当院における侵襲性肺炎球菌感染症の実態を解析
し，死亡率やリスク因子との関連を検討することを目的と
する．
【方法】当院において 2010年 1月～2017年 1月に血液培
養から肺炎球菌が検出された患者について，基礎疾患，血
液検査データ，治療薬，入院期間，予後などについて後方
視的に検討した．
【結果】患者は 36名（男性 23名，女性 13名）であり，年
齢中央値は 71歳（1歳～93歳）であった．基礎疾患は悪
性腫瘍 14名，糖尿病 6名，心血管疾患 9名，肝疾患 1名，
肺疾患 3名であり，腎疾患や HIV感染者はいなかった．感
染症による全死亡率は 19％であり，年齢別にみると 50歳
未満で 14％，80歳以上では 44％と 80歳以上での死亡率
が比較的高かった．入院から 72時間以内の死亡は 86％で
あった．血清型はすべてで調べてあるわけではなかったが，
PSSPと PRSPでは死亡率は 21％対 25％で差はなかっ
た．また，既報にあるリスク因子別の死亡率は，WBC＜
4,000/μLで 50％，Cr≧2.0で 67％，LDH≧300IU/Lで 29％
であった．
【考察】当院における侵襲性肺炎球菌感染症の死亡率は，こ
れまでの報告と同等であった．患者背景としては 65歳以

上が 69％を占め，80歳以上の死亡率が高く，死亡患者の
ほとんどは入院から 3日以内の死亡であった．これまでの
報告にあるように，菌自体の因子より患者側の因子がより
予後に関連する可能性が高いと推察された．
KS2―10 感中．当院における肝膿瘍の特徴について

洛和会音羽病院感染症科・総合内科
有馬 丈洋，神谷 亨

【目的】以前に我々が報告した，救急外来における CRP（C
反応性蛋白）高値の疾患において，身体所見が有用でなく
診断が困難なものとして，肝膿瘍が多く認められた．肝膿
瘍については様々な報告がなされているが，身体所見や
CRPなどの補助診断をまとめた報告は少ない．日本の一
般病院における肝膿瘍の臨床的な特徴について，身体所見
の他，CRP値，起因菌や抗菌薬，治療期間，基礎疾患な
どについて検討した．
【方法】2008年 7月から 2017年 2月までの約 10年間に，
当院を肝膿瘍の最終診断名で退院した 100症例について，
カルテレビューを行い，解析した．
【結果】肝膿瘍以外の疾患で入院となった症例や，入院中
の発症と思われる症例については除外，また身体所見や血
液検査などのデータが極端に不足している症例についても
除外し，100症例中 57症例を解析した．年齢は 35歳から
99歳で，小児例は含まれなかった．男女比は 34例対 23
例であった．肝膿瘍を疑う身体所見として，右季肋部痛，
肝叩打痛を調べたが，35症例ではどちらも認めなかった．
来院時の CRP値は 0.68～35.26mg/dLと幅があったが，平
均値は 17.36mg/dLと高値だった．45例は単一であり，12
例は複数個認めた．血液培養もしくは膿培養から検出され
たものを起因菌とし，クレブシエラ菌が 25例で最も多く，
大腸菌が 10例で続いた．その他，連鎖球菌や腸球菌，嫌
気性菌などを認めた．アメーバは 3例だった．また，起因
菌不明も 12例だった．35例はドレナージされた．初期治
療では嫌気性菌までカバーできる抗菌薬が選択される傾向
にあった．基礎疾患としては 19例で糖尿病を認めた．治
療中に死亡した症例を除けば，治療期間は平均 51.1日と
長期になる傾向を認めた．
【考察】初診時には半数以上の症例で，肝膿瘍は鑑別に挙
がっておらず，CRP高値は参考になると考えられた．起
因菌はアジアの他国と同様にクレブシエラ菌によるものが
多く，治療期間は長期であった．
KS2―11 感中．Weighted average法がアンチバイオ
グラムに与える影響

名古屋大学大学院医学系研究科１），名古屋大学医
学部附属病院中央感染制御部２），名古屋大学大学
院医学系研究科臨床感染統御学３）

井口 光孝１）2）冨田ゆうか２） 森岡 悠２）3）

手塚 宜行２）3）岡 圭輔２） 松本あかね２）

加藤 拓樹２） 八木 哲也２）

【背景】薬剤耐性病原体の出現・増加に対し antimicrobial
stewardshipが重要視される中，アンチバイオグラムは
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empirical therapyを決める際の重要な local factorとして
認知されている．
【目的】CLSI M39-A4の appendix Bに記載されている
weighted average法がアンチバイオグラムに与える影響
を評価する．
【対象】2014年から 2016年に当院で検出し感受性を測定
した Staphylococcus aureus（972-1,119-1,144），Escherichia
coli（1,131-1,272-1,200），Enterobacter cloacae complex
（456-509-526），Pseudomonas aeruginosa（635-679-681）（括
弧内は 2014年～2015年～2016年の株数）．
【Weighted average法】検出株全てを対象とし，患者ごと
に感性率を算出した後全体平均を求める方法．
【方法】各菌種の外来・入院別感性率を，初回検出株のみ
を抽出し解析する通常法と weighted average法によりそ
れぞれ 1年区切りで算出・比較した．
【結果】1患者あたりの検出数は外来 1.45株，院内 1.88株
であった（p=0.007）．外来検出株では平均全菌種・全薬剤
で両方法間に感性率の差を認めなかった．院内検出株では，
E. cloacae complexと第三世代セファロスポリン系抗菌
薬，P. aeruginosa と β―ラクタム系抗菌薬の組み合わせで
それぞれ 2～5%程度 weighted average法で算出した感性
率が低下していた．S. aureus，E. coli ではそのような差
は認められなかった．
【考 察】E. cloacae complexは Amp C de-repression，P.
aeruginosa は Amp C de-repressionや D2 porin減少，ef-
flux pump過剰発現などのメカニズムでそれぞれの薬剤に
非感性化した変化を検出したものと推測された．
【結論】Weighted average法による感性率の算出は，特に
治療中に耐性化を生じやすい菌種について有用であると考
えられた．
優秀演題 研修医セッション
400 感西．一般市中病院における呼吸器感染症の網羅
的遺伝子検査（FilmArray system）の有用性の検討

日本赤十字社長崎原爆病院呼吸器内科１），長崎大
学病院検査部２），同 第二内科３），同 感染制御教
育センター４）

廣田 匠吾１） 橋口 浩二１） 賀来 敬仁２）

小佐井康介２） 宮崎 泰可３） 泉川 公一４）

迎 寛３） 栁原 克紀２）

【目的】呼吸器感染症の起因微生物となり得る 17種のウイ
ルス，培養が困難である百日咳菌・肺炎クラミドフィラ・
マイコプラズマの 3菌種の合計 20種類の病原微生物が検
出可能な FilmArrayシステムが，呼吸器感染症診断で有
用であるか検討を行った．
【対象】2016年 1月から 4月に日本赤十字社長崎原爆病院
を急性気道感染症状で受診した 50症例を対象とした．鼻
咽頭拭い液を採取し凍結保存の上，長崎大学病院検査部で
解析を行った．
【結果】年齢中央値は 69.5歳，初期臨床診断は急性上気道
炎：21例，急性気管支炎：9例，肺炎：20例であった．Fil-

mArray systemによって，28例（56%）で病原微生物が
検出された．病原微生物としては，流行期であったためイ
ンフルエンザウイルスが 14例と最も多く，そのうち 6例
は迅速抗原検出キットでは抗原検出できていなかったおら
ず FilmArrayの早期診断の有用性が示された．また，RS
ウイルス（6例），ライノウイルス（6例），コロナウイル
ス（2例），ヒトメタニューモウイルス（2例）など他のウ
イルスも検出され興味深い結果であった．臨床診断名別の
FilmArray陽性率は，急性上気道感染症：85.7%（18/21），
急性気管支炎：55.6%（5/9），肺炎：25.0%（5/20）であり，
細菌感染症が主である肺炎では陽性率が低かった．
【結語】本システムによって，これまで診断が難しかった
ウイルス感染症の診断が可能となりインフルエンザ流行期
においては迅速検査キットより感度が高く他のウイルス感
染との鑑別が可能であった．
401 感中．金沢医科大学病院における偏性嫌気性グラ
ム陰性桿菌の検出状況と感受性検査

金沢医科大学病院臨床研修センター１），同 薬剤
部２），金沢医科大学臨床感染症学３），金沢医科大学
病院感染制御室/感染対策チーム４）

圓山 尚１） 西田 祥啓２）4）多賀 允俊２）4）

薄田 大輔３）4）河合 泰宏３）4）飯沼 由嗣３）4）

【目的】金沢医科大学病院における偏性嫌気性グラム陰性
桿菌（An-GNR）の検出状況と薬剤感受性検査を検討する．
【方法】2013年から 2016年の 4年間に当院で分離された
An-GNRを対象とした．同一患者から同一菌種が分離さ
れた場合には，感受性検査結果がほぼ同一であれば，初回
検出株のデータのみを採用した．同定は Rap ID ANA II
（極東）を，感受性検査は DP43（栄研）を用い，判定基
準は CLSI M100-S24に準拠した．
【結果】研究期間中で，603株が対象となった．菌種別で
は，Prevotella spp. 227株，Bacteroides spp.（BAC）215
株，Fusobacterium spp.（FUS）56株，Porphylomonas spp.
（POR）29株，Eggerthella lenta 3株，Eubacterium sp.
3株，Mobiluncus sp 1株，その他同定困難 An-GNR 69
株となった．全株の感性率では ABPC：39.6％，AMPC/
CVA：91.7％，ABPC/SBT：96.0％，PIPC/TAZ：99.5％，
IPM/CS：99.3％，MEPM：99.0％，CMZ：86.6％，FMOX：
88.0％，CLDM：70.3％，MINO：91.2％，LVFX：56.9％
となった．CMZ，FMOX，CLDM，LVFXは特に non-fragilis
BACでは低く，それぞれ 50.0%，66.7％，42.9％，21.4％
となった．FUSおよび PORでは ABPCの感性率はそれ
ぞれ 94.6％，89.7％と良好であり LVFXの 78.6％，70.5％
を上回った．
【まとめ】β―ラクタム/β―ラクタマーゼ阻害剤合剤および
カルバペネム，MINOは感性率が高かった．嫌気性菌の
同定感受性検査には時間を要することが多いため，検出頻
度の高い菌種について antibiogramの作成が早期の適切な
抗菌薬選択に有用であると考えられる．
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402 感西．C.DIFF QUIK CHEKコンプリートによる
抗原陽性 Toxin陰性例の検討

鳥取大学医学部附属病院卒後臨床研修センター１），
同 検査部２），同 薬剤部３），鳥取大学医学部分子
制御内科分野４），鳥取大学医学部附属病院感染制
御部５），鳥取大学医学部地域医療学講座６），鳥取大
学医学部附属病院高次感染症センター７）

赤松 是伸１） 森下 奨太２）5）岡本 亮１）

岡田 健作５）6）中本 成紀７） 高根 浩３）

室田 博美２） 千酌 浩樹６）7）清水 英治４）

【目的】Clostridium difficile 関連下痢症（CDAD）は増加
傾向を示しており，多くの医療施設において重要な感染制
御上の事案として認識されている．近年広く普及している
迅速診断キットのなかでも C.DIFF QUIK CHEKコンプ
リート（アーリアメディカル）は，高い検出感度によって
有用性が評価されているが，陰性例も存在する．今回は当
院において本キットにより抗原陽性 Toxin陰性と判定さ
れた症例に対して，Toxin産生，非産生 C. difficile 株の頻
度を検討した．
【対象・方法】2012年 4月から 2017年 3月までの 5年間
に，当院で CDADと疑われ，C.DIFF QUIKCHEKコンプ
リートにより抗原陽性 Toxin陰性と判定された症例に対
して各検体を培養し，Toxinの有無を調査した．
【結果】上記の期間に当院で CDADと疑われて迅速検査を
施行した症例数は 2,675例であった．それらの中で C.DIFF
QUIK CHEKコンプリートにより抗原陽性 Toxin陰性と
判定されたのは 356例（約 13.3%）であり，これらのうち
の培養数は 221例であった．さらにこの中における Toxin
陽性例は 148例（約 67.0%）であった．
【結論】当院において C.DIFF QUIK CHEKコンプリート
により抗原陽性 Toxin陰性と判定された症例の約 67.0%
は Toxin陽性例であったことから，本キットによるこの
判定は臨床的な対応を開始する根拠となり得ると考えられ
た．
【結語】Toxin陽性例の頻度は地域，施設，臨床背景によ
り異なる．今後も継続的にデータの蓄積を行うことが重要
と考えられた．
（非学会員共同研究者：田仲祐子，仲田佑未，寺岡千織，
上灘紳子）
403 感西．A群溶血性連鎖球菌による重症感染症の家
族内集団発生事例

佐賀県医療センター好生館感染制御部１），同 好
生館検査部２），同 好生館薬剤部３）

前田裕美子１） 福岡 麻美１） 山口 健太２）

佐野由佳理２） 小塩 和人３）

A群溶血性連鎖球菌は飛沫・接触感染し，学校や施設
などの狭い混雑した空間で集団発生することが知られてい
るが，重症例の集団発生は稀である．今回重症 A群溶連
菌感染症の家族内集団発生事例を経験したので報告する．
【症例】50歳女性．2/22より発熱・咽頭痛，2/25より吸

気時呼吸困難・嗄声が出現し，2/26前医を受診．喘鳴あ
り SpO2低下，CRP高値のため当館へ搬送された．Stridor
を聴取し，CTで咽喉頭の著明な浮腫と気道狭窄・両肺浸
潤影を認めた．喉頭ファイバーで両側声帯の開大制限を認
め気管挿管を施行．咽喉頭炎・肺炎の診断で SBT/ABPC
の投与を開始した．翌日血液培養から Streptococcus pyo-
genes が検出され，血圧低下・咽喉頭の軟部組織炎・全身
の紅斑より劇症型連鎖球菌感染症と診断し，CLDMを追
加した．その後血圧安定し肺炎は改善したが，発熱遷延し
頸部軟部組織の腫脹持続．抜管困難であり，3/13気管切
開施行し人工呼吸器離脱した．声帯運動麻痺改善後に気管
カニューレ抜去し，4/5退院となった．同時期に同居の弟
がインフルエンザ A型，S. pyogenes 菌血症，肺炎・肺
膿瘍，腸炎，DICの診断で他院に入院中であることが判
明．また同居の母親は発熱で同院を受診後に自宅で突然死．
同居の叔母も軟便・下血で他院を受診していた．当館で叔
母の培養検査を実施し，咽頭粘液・喀痰培養から S. pyo-
genes が分離された．家族 3名から分離された S. pyo-
genes 5株はいずれも血清型別 T1/emm1 型，spe（発赤
毒素）遺伝子 A，B，Fを保有しており（溶血性レンサ球
菌レファレンスセンター），同一菌株による家族内集団発
生事例と考えられた．
【考察】経過より弟を発端者とする家族内感染が疑われた．
亡くなった母親も同じ疾患が疑われるが，剖検はなされて
おらず詳細は不明である．最高齢の叔母のみが軽症であっ
た理由ははきりしない．
404 感中．Nocardia farcinica による前立腺膿瘍の 1

例
富山大学付属病院感染症科

上野 亨敏，川筋 仁史，宮嶋 友希
松本かおる，河合 暦美，東 祥嗣
酒巻 一平，山本 善裕

【症例】72歳，男性．
【主訴】混濁尿．
【現病歴】20XX-13年より間質性肺炎の診断でプレドニゾ
ロンおよびシクロスポリンを投与されていた．20XX-1年
10月 22日から細菌性肺炎の診断で当院入院となり，経過
中うっ血性心不全を発症し加療されていた．20XX年 1月
中旬より自覚症状はないが混濁尿を認めるようになり，1
月 18日の尿培養検査で Nocardia farcinica が検出された．
骨盤腔 CTで前立腺膿瘍が指摘されたため，ST合剤 4錠
から治療を開始したが，腎機能障害のため一旦中止となっ
た．また，1月 30日に経会陰前立腺ドレナージおよび経
皮的膀胱瘻造設術を施行した．前立腺膿汁からも N. far-
cinica が検出された．抗菌薬はイミペネム/シラスタチン
1.5g/日に変更した後，現在は ST合剤 2錠とクラブラン
酸/アモキシシリン 2,250mg/日を投与中であり現在も加療
中である．
【考察】ノカルジア感染症の罹患臓器として皮膚，肺や脳
などは多く報告されているが，前立腺は極めて稀であり，
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我々が検索した範囲ではわずか 1例の報告（Scorey H. ID-
Cases 2016）のみであった．感染経路として経気道感染後
の血行性播種を考えたいが，前立腺以外の臓器からは証明
できなかった．ノカルジア感染症は稀な疾患であり，培養
に時間がかかることも多く診断が遅れることがあるため，
ステロイドや免疫抑制剤投与中の症例においては鑑別に挙
げ，微生物学的検査を積極的に行っていく必要がある．
405 感西．意識障害，ショック，多臓器不全を来した

SFTSと日本紅斑熱の 2症例
医療法人近森会近森病院内科

田島 萌夢，榮枝 弘司
北岡真由子，石田 正之

【症例 1】60代男性．
【主訴】発熱・意識障害．
【現病歴】8月初旬，夕方頭痛を訴え横になり，妻が 2時
間後に発見した際には，意識なく救急要請となった．
【来院時現症】JCSIII-300，BP 86/60，HR 106，SpO2 99％
（10L），体温 40℃．
【血液検査】WBC 9,000，CRP 1.9，Pt 6.5万，肝障害，腎
障害．
【経過】血小板減少，高熱，意識障害，ショックが持続し
ているにも関わらず，CRP 1.9と軽度上昇に留まっている
ことから，SFTSを疑い全身検索をしたところ左大腿外側
に痂皮を伴う刺し口を認めた．翌日血清で SFTS陽性
（PCR）であり，SFTSと診断した．しかし多臓器不全進
行し，第 3病日全身状態改善せず死亡された．
【症例 2】68歳男性．
【主訴】発熱・意識障害．
【現病歴】自宅で倒れているところを発見され，近医に救
急搬送となった．40℃の発熱，炎症反応上昇を認め，熱
源は不明のまま，抗菌剤治療（CMZ）を開始された．翌
日より全身に皮疹が出現し，薬疹を疑い抗生剤を変更
（IMPM）．その後も 40℃近い発熱が持続し，第 3病日に
はショック，意識障害，血小板減少，肝・腎機能悪化を認
め，敗血症性ショックの疑いで第 4病日当院に救急搬送と
なった．
【来院時現症】JCSII-20，BP 72/49（NA使用），HR 109，SpO2
100％（10L），体温 40.2℃，全身（手掌を含む）に散在す
る粟粒大の淡い紅斑あり，右鼠径に刺し口あり．
【血液検査】WBC 9,600，CR 15.1，Pt 3.2万，肝障害，腎
障害．
【経過】来院日，紅斑，刺し口などから日本紅斑熱を疑い，
ミノマイシン，シプロフロキサシンで治療開始．翌日血清
と痂皮で PCRが陽性となり，日本紅斑熱と診断した．そ
の後全身状態改善を認め転院となった．
【考察】ほぼ同様の症状を呈した 2症例であったが，皮疹
の有無と CRPの値が鑑別点になり，早期の診断が可能で
あった．紅斑が出現していない時期や紅斑を認めない日本
紅斑熱例では，発症早期の SFTSとの臨床的鑑別は困難
であり，CRPが大きな鑑別点になると思われる．

406 感西．肺非結核性抗酸菌症として治療された肺コ
クシジオイデス症の 1例

長崎医療センター感染症内科１），同 呼吸器内科２），
国立感染症研究所真菌部第 1室３），日赤長崎原爆
諫早病院呼吸器科４），長崎大学病院第二内科５）

芦澤 博貴１）2）岩永 直樹１）2）永吉 洋介１）2）

中村 茂樹３） 福島喜代康４） 宮崎 義継３）

河野 茂５） 迎 寛５）

【症例】32歳，男性．
【現病歴】健診で右上肺野に結節影の指摘あり前医に紹介
され，気管支鏡検査を施行し，気管支洗浄液からMAC-PCR
陽性を認めたため，肺非結核性抗酸菌症と診断された．
CAM 800mg＋RFP 450mg＋EB 750mgで 1年間治療継続
するも陰影に改善傾向なく，切除目的に当院呼吸器外科に
紹介された．胸部 CTで右肺上葉 S2に周囲にわずかに粒
状影を伴う空洞性陰影を認め，胸腔鏡補助下右肺区域切除
術を施行したところ，切除検体の病理組織で，肉芽腫の壊
死部に球形で透明感のある病原体を認め，輸入真菌症の可
能性を考慮し当科に診療依頼あり．病歴を確認すると，当
院受診約 7年前に米国アリゾナ州ツーソンに語学研修のた
めに 2月間滞在しており，帰国後の胸部レントゲンで右上
肺野に新たに結節影の出現を認めていたことから，この時
期に感染が成立したものと考えられた．国立感染症研究所
に依頼し，血清コクシジオイデス抗体及び病理検体の PCR
陽性を認めたことから，肺コクシジオイデス症と診断した．
切除検体を培養検査にも提出していたが，幸いにも分離培
養されなかった．切除断端は陰性で完全切除であったため
後療法は施行せずに，術後半年後の経過観察では再発の徴
候は認めていない．
【考察】結節や空洞性病変の診断・治療においては，渡航
歴等から本症を含めた輸入真菌症を想定した対応が重要で
ある．肺非結核性抗酸菌症として治療された肺コクシジオ
イデス症は極めて稀であり，教育的症例と思われ，文献的
考察を含め報告する．
407 感西．急性咽頭炎としての治療中に診断した成人
川崎病の 1例

宮崎県立宮崎病院内科１），同 小児科２）

原尾 拓朗１） 中谷 圭吾２） 内藤 敦１）

上田 尚靖１） 山中 篤志１）

【背景】川崎病は成人でも発症するが，稀であり診断の遅
れにつながることがある．今回我々は，急性咽頭炎との鑑
別に苦慮した成人発症型川崎病の 1例を経験したので報告
する．
【症例】生来健康な 19歳女性．発熱，咽頭痛，頸部リンパ
節腫大を自覚し近医を受診した．急性咽頭炎の診断で
LVFX処方されたが症状の改善乏しく，前医再診した．
PIPCが投与されたが翌日には皮疹が出現し，高熱も持続
したため当院に紹介入院となった．入院時は 39℃台の発
熱，眼球結膜の充血，咽頭痛，左頸部に圧痛を伴うリンパ
節腫脹を認めた．耳鼻科診察でも急性咽頭炎疑いとされ，
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伝染性単核球症などを鑑別に補液のみで経過観察を行っ
た．入院 2日日（第 6病日）より発熱・咽頭痛増悪した．
炎症所見上昇みられプロカルシトニンも強陽性であったた
め，扁桃周囲膿瘍などの細菌感染を考えて CTRX，CLDM
投与を開始した．頭頸部 CTを施行したが膿瘍形成は認め
ず，ウイルス抗体検査から CMV，EBV感染症も否定的で
あった．入院 3日目（第 7病日）に非感染性疾患として川
崎病を鑑別に挙げ，診断基準を満たすことから小児科にコ
ンサルトした．冠動脈エコーで冠動脈の拡張を認めたこと
から成人川崎病と診断した．免疫グロブリン大量療法，バ
イアスピリン内服を開始し，治療翌日には速やかに解熱し
た．以後発熱なく経過し，他症状も徐々に改善したため入
院 11日目に退院となった．
【考察】初診時には川崎病の主要徴候全て揃っておらず，急
性咽頭炎として加療を開始した．治療に反応せず，眼球結
膜充血，体幹部・四肢の紅斑など多岐にわたる症状が出現
したことから川崎病を疑い，診断に至ることができた．
【結語】川崎病患者の冠動脈瘤形成予防には早期診断およ
び治療が重要となる．多彩な随伴症状を呈する咽頭炎をみ
た際には，年齢に捉われず川崎病も鑑別に挙げたい．
408 感中．西表島の河川におけるレジャー活動が感染
契機と考えられたレプトスピラ症の 1例

鳥取大学医学部附属病院卒後臨床研修センター１），
大阪市立総合医療センター教育研修センター２），大
阪市立総合医療センター感染症内科３）

門脇佳名子１）2）笠松 悠３） 森村 歩３）

白野 倫徳３） 後藤 哲志３）

【症例】31歳男性．20XX年 9月 2日から沖縄県を旅行し
9月 5日に西表島の淡水河川で Stand Up Paddleboard等
のレジャーに参加し帰宅した．9月 18日に 38.6℃の発熱
と嘔吐が，20日より眼球結膜充血と咳嗽が出現したため 22
日に前医を受診し精査加療目的で当院紹介となった．診察
では眼球結膜の充血を認め，血液検査では白血球は 7,520/
μLと正常範囲内であったが，CRPは 19.17mg/dLと著明
に上昇していた．頸部～腹部の広範囲 CTを施行したが明
らかな熱源を指摘出来なかった．海外渡航歴は無いものの，
水系曝露の病歴と発熱や結膜充血といった臨床症状からレ
プトスピラ症を強く疑い，各種培養採取後にセフトリアキ
ソン 1.0g 1日 1回投与を開始した．速やかに解熱し検査
所見も改善したため 7日間の抗菌薬投与の後に自宅退院と
なった．後に，入院時の血漿より Leptospira interrogans
の DNAが，入院 2週間後の血漿より血清型 Grippoty-
phosaの抗体が検出されレプトスピラ症と診断した．
【考察】レプトスピラ症は人畜共通感染症，輸入感染症で
あると同時に国内の風土病として知られ，現在も年間 10～
50例程度が報告されている．特に 2016年は沖縄県で小児
の集団感染を含め過去最多の報告がなされ注目を集めた．
症状は発熱や筋肉痛などの非特異的な症状が主体であり，
本症例も複数の医療機関を受診したが診断に至らず，西表
島におけるレジャー活動などの詳細な病歴聴取が確定診断

に寄与した．
409 感西．血清型 e型のインフルエンザ菌による，肺
炎を伴った侵襲性インフルエンザ菌感染症の 1例

社会医療法人近森会近森病院臨床研修部１），同
感染症内科２），同 臨床検査部細菌検査室３），長崎
大学熱帯医学研究所臨床感染症学分野４），国立感
染症研究所感染症疫学センター５）

竹之熊哲也１） 石田 正之２） 柳井さや佳３）

吉永 詩織３） 森本 瞳３） 村上 光一５）

森本浩之輔４） 大石 和徳５）

症例は 88歳の男性，基礎に糖尿病がある．施設入所中
で，受診 4日前から食欲不振が認められた．受診当日突然
の呼吸困難の出現が認められ，当院に救急搬送となった．
搬送中にショックとなり，到着時は下顎様呼吸であり，直
ちに挿管，呼吸管理が開始された．画像所見では，左肺野
を中心に両側広範に浸潤影が認められ，喀痰塗抹では陽性
連鎖球菌と小型の陰性球桿菌が認められ，MEPMによる
治療が開始された．第 2病日に血液培養陽性となり，グラ
ム染色上小型の球桿菌が認められ，最終的に喀痰・血液か
ら Haemophilus influenzae（Hi）が同定された．抗菌薬
加療（CTRXへ変更），全身管理を行い，その後状態は徐々
に改善した．第 9病日に呼吸器離脱，第 14病日には抗生
剤投与も終了し，第 37病日に継続リハビリ目的に転院と
なった．国立感染研で行った菌株の解析で，今回の Hiの
血清型は e型であったことが判明した．近年成人の侵襲性
インフルエンザ菌感染症が注目されているが，その報告の
多くは無莢膜型である．2008年の小児に対して b型の Hi
ワクチン接種が開始された事に伴い，b型以外の菌型によ
る侵襲性感染症の発生動向が注目されている．b型以外の
血清型を確実に把握することは本菌による感染症の動向を
把握する上で極めて重要である．e型が分離される症例は
稀であるが，その臨床的な特徴は b型と同様と考えられ
るとの報告もあり，今後の本血清型による侵襲性感染症の
動向には注意を要する．
411 感西．血液培養採取の重要性を再認識した下腿蜂
窩織炎の 1例

福岡市民病院感染症内科１），同 臨床検査部２），九
州大学病院検査部３）

井上 健１） 沢 京子１）

堀内 寿志２） 諸熊 由子３）

【症例】55歳男性，主訴は左下肢痛．PSA高値の精査目
的に前立腺生検を行った約 2カ月後から左足がつったよう
な感覚が生じた．湿布などで経過を見ていたが改善せず近
医受診し，当科紹介となった．来院時に左脛骨粗面部の比
較的限局した部位に 15cm大の発赤・腫脹・圧痛を認め，
右脛骨粗面部にも 4cm大の発赤・圧痛を認めた．蜂窩織
炎を疑ったが，WBC 6,700/μL，CRP 0.65mg/dLと炎症反
応が軽微であったこと，歩行可能で全身状態良好であった
ことから，Amoxicillin（AMPC）1,000mg/dayの内服で
の外来加療を行うこととした．しかし，症状が両側性に見
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られたことから菌血症の可能性を考慮して血液培養検査を
行ったところ，2/2setからグラム陰性らせん状桿菌が検
出された（Versa TREK，KOHJIN Bio社）．AMPCの内
服加療で速やかに症状は軽快したが，1週間後の再来時に
は再増悪を認めたため，AMPCから Cefaclor 1,500mg/day
に変更して加療を継続した．その後は安静に応じて増悪寛
解を繰り返したため，AMPC 2,000mg/dayに変更して加
療を継続中である．なお，経過より Helicobacter cinaedi
を想定したが，後に九州大学で行われた質量分析（特異的
PCR）で H. cinaedi と同定しえた．
【考察】H. cinaedi はグラム陰性のらせん桿菌であり，蜂
窩織炎や菌血症といった臨床症状で発症することが知られ
ている．下肢蜂窩織炎全体で見た際の血液培養陽性率は，
20%程度でありグラム陽性球菌が大多数を占め，意義に
ついて疑問視されることもある．しかし，今回のように H.
cinaedi などの再燃を繰り返す微生物が検出されることも
あるため，蜂窩織炎の治療薬・期間の設定や予後予測に血
液培養は重要であると考えられた．
412 感西．成人発症スティル病の加療中に Exophiala
oligosperma による黒色菌糸症を生じた 1例

高知大学医学部附属病院医療人育成支援セン
ター１），同 内分泌代謝・腎臓膠原病内科２），同
検査部３）

北代亮太郎１） 西川 浩文２）

森本 徳仁３） 谷口 義典２）

【症例】86歳女性．
【入院目的】炎症反応，β-Dグルカン上昇に対する精査加
療．
【現病歴】1年前に成人発症スティル病を発症し，プレド
ニゾロン，タクロリムスの併用療法で低疾患活動性を維持
していた．2カ月前より β-Dグルカン上昇あり，精査加療
目的に当院へ転院となった．
【現症】右前腕に掻破痕あり．CRP 0.20mg/dL，WBC 9,100/
μL（NETU 90.3％），β-Dグルカン 12.8pg/mL．各種培養，
ガリウムシンチグラフィーを含めた画像検査など行うも明
らかな focusを認めず．
【経過】イトラコナゾール 100mg/日でエンピリック治療
を開始したが，1カ月後に β-Dグルカン 60.8pg/mLに上
昇し，右前腕に多発する皮内膿瘍，結節を認めた．膿汁の
グラム染色で真菌菌体を認め，ポテトデキストロース寒天
培地での培養で数回にわたり黒色のコロニーを分離．ラク
トフェノール・コットンブルー染色で菌糸側壁から生じた
多数の酵母様出芽細胞が観察された．ITSおよび D1/D2
領域での PCR-sequence法の相同性検索にて Exophiala
oligosperma と同定し，黒色菌糸症と診断した．創部の排
膿に加え，薬剤感受性結果より抗真菌薬をイトラコナゾー
ル 100mg/日＋フルシトシン 3,000mg/日に変更したとこ
ろ，2カ月で皮疹は消退した．β-Dグルカンも 8カ月で陰
性化したため，抗真菌薬は終了し，以後再燃なく経過して
いる．

【考察】黒色菌糸症を発症する Exophiala は，土壌や植物
のみならず，水まわりの生活環境中に普遍的に存在し，“風
呂場の黒カビ”としても知られている．本症は免疫低下宿
主だけでなく，健常者でも軽微な外傷に続発して発症する．
難治性の皮膚結節・膿瘍を認めた場合は，本症の可能性も
考慮する必要があり，文献的考察を加えて報告する．
（非学会員共同研究者：西田愛恵）
413 感中．SLEの分類基準を満たし RPR/TPLA偽陽
性となったパルボウイルス感染症の 1例

加古川中央市民病院内科
井上 綾華，山根 隆志，葉 乃彰
岩田 帆波，西馬 照明

【症例】37歳女性．来院 5日前から発熱，両下肢関節痛が
あり対症療法にて経過観察されていたが，意識変容を認め
たため救急外来を受診した．受診時は意識清明であり，身
体所見では髄膜刺激症状を認めた．血液検査所見では CRP
0.77mg/dLと軽度上昇認め，RPR6.1R.U.（＞1），TPLA 22
T.U.（＞10）（メディエース：積水化学）とともに陽性で
あった．神経梅毒を疑い，頭部 CT・髄液検査を施行した
が髄液 RPR/TPLAも含め異常を認めなかった．第 2期梅
毒として AMPC 1,500mgを開始した．第 2病日に手掌に
浸潤を触れる紅斑が出現し，血液検査にて補体低下・ルー
プスアンチコアグラント（LAC）陽性を認め，SLICC分
類で 5項目を満たすため SLEと診断した．追加検査にて
FTA-ABS IgMは陰性であり RPR/TPLA偽陽性が疑われ
た．再度の病歴聴取にて，数日前に子が発熱と頬部・下肢
の紅斑を認めており，本症例でも第 3病日に下肢のレース
様紅斑を呈していたことから，パルボウイルス B19感染
による SLE様症状を疑った．パルボウイルス B19IgM抗
体を測定しところ 16.63（≧1）と陽性であり伝染性紅斑と
診断した．その後は無治療経過観察にて，SLE様の血清
学的異常も改善し，RPR/TPLAの陰性化を確認した．
【考察・臨床的意義】RPRの生物学的偽陽性はよく知られ
ているが，TPLAは特異度が高く，RPR/TPLAともに偽
陽性を来たすのは非常に珍しいとされる．この度，RPR/
TPLAともに陽性であり，臨床症状からも第 2期梅毒と
診断し治療開始するも，最終的にパルボウイルス B19感
染症と診断し，補体，LACとともに RPR/TPLAも自然
に陰性化した 1例を経験した．稀ではあるが，一過性の免
疫異常に伴い TPLAが陽性化することもあるため診断に
は注意が必要であると思われた．文献的考察をふまえ報告
する．
414 感西．急性骨髄性白血病の治療中に発症した軟部
組織ムーコル症の 1例

長崎大学病院第二内科呼吸器内科１），同 感染制
御教育センター２），同 検査部３）

田中 康大１） 大島 一浩１） 西條 知美１）

河野 圭２） 賀来 敬仁３） 田代 将人２）

小佐井康介３） 山本 和子１）2）今村 圭文１）

宮崎 泰可１） 泉川 公一２） 栁原 克紀３）
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迎 寛１）

【症例】58歳男性．X-14年に真性多血症と診断された．X-
3カ月，急性骨髄性白血病へ急性転化したため，当院血液
内科へ入院した．寛解導入療法を受けた後，X＋0日に臍
帯血移植を施行された．なお，X-10日より好中球減少（＜
500/μL）を認め，X-7日より糸状菌感染症に対する予防と
してミカファンギン（MCFG）の投与を開始されている．
X＋16日より発熱と左頬部～頸部の腫脹が出現し，メロペ
ネムやダプトマイシンで治療を受けるも改善を認めず，頬
の皮膚は壊死を伴うようになった．皮膚の壊死は徐々に拡
大し，X＋24日に皮膚生検を施行した．皮膚所見から皮膚
ムーコル症を疑われ，同日よりアムホテリシン Bリポソー
マル製剤（L-AMB）を 5mg/kgで開始した．X＋26日に
病理組織診断よりムーコル症と診断し，L-AMBを 10mg/
kgへ増量した．また，同日にデブリドマンを施行したが，
下顎骨や周辺の筋組織まで病巣が広範に拡がっており，す
べての病巣は除去できなかった．L-AMB 10mg/kgの投与
を継続したが病状は徐々に悪化し，X＋30日に永眠された．
【考察】本症例は臍帯血移植に伴った高度の好中球減少が
長期に続いており，MCFGの予防投与も受けていた．高
度の好中球減少や臍帯血移植，アスペルギルスに効果を有
する抗真菌薬の投与はムーコル症発症のリスク因子であ
り，本症例はムーコル症発症の高リスク症例であった．ムー
コル症は致死率が高い疾患であるが，特異的な血清診断法
がなく，β-D―グルカンも上昇せず，血液培養も原則陰性
であることから診断が困難である．本症例のような高リス
ク症例でムーコル症を疑う場合は，組織生検を可能な限り
積極的に行うべきであり，また，治療においては適切な抗
真菌薬投与に加え，早期のデブリドマンが肝要である．血
液悪性腫瘍に合併したムーコル症について，文献的考察を
加えて報告する．
415 感西．遺伝子検索で確定診断となった肺非結核性
抗酸菌症の 2例

大分県立病院呼吸器内科１），大分大学医学部呼吸
器・感染症内科学講座２）

大森 幸恵１） 大谷 哲史１） 門田 淳一２）

【症例 1】57歳，女性．生来健康であり異常陰影で 2005年
に当科外来を受診した．胸部 CTで右 S2，S5に粒状陰影
がみられた．2010年に気管支洗浄を行い抗酸菌培養は陽
性であったが菌の同定に至らなかった．経年的に胸部病変
が悪化し，2016年に再度気管支洗浄を行った．抗酸菌培
養は陽性であり，DNA-DNA hybridization（DDH）を施
行したが確定診断に至らなかった．引き続き 16SrRNA解
析を施行しMycobacterium shinjukuense を同定した．
【症例 2】73歳，男性．狭心症で冠動脈バイパス術を施行
され抗血小板薬を内服中であった．2016年に血痰を主訴
に当科外来を受診した．胸部 CTでは右肺尖部の気管支拡
張をともなう器質化および右 S3に粒状陰影がみられた．
気管支洗浄を施行し抗酸菌培養が陽性となった．DDHで
確定診断に至らず，結核研究所に同定依頼を行った．16

SrRNAおよび rpoB解析を施行しMycobacterium kyorin-
ense を同定した．
【考察】今回我々は遺伝子解析を行うことで同定可能となっ
た肺非結核性抗酸菌症の 2例を経験した．Mycobacterium
avium complexやMycobacterium kansasii など主要菌種
においては多くの治療成績やガイドラインでの勧告が示さ
れているが頻度の少ない，いわゆる希少菌種による肺非結
核性抗酸菌症はまだ症例数の集積が不十分で病原性や最適
な治療方法において明らかになっていない点が多い．また
わが国では保険診療の問題もあり希少菌種の同定は DDH
に依っているが本症例のように同定できない菌種，また
Mycobacterium abscessus と Mycobacterium massiliense
のように予後が異なるとされる 2菌種間での鑑別が不十分
な例も報告されている．今後，鑑別が困難な非結核性抗酸
菌症において，症例に応じた遺伝子解析の導入がますます
重要になると考えられたため報告する．
謝辞：抗酸菌の同定に多大なるご協力をいただきました
結核予防会結核研究所の鹿住祐子先生に深謝いたします．
一般演題
001 感西．成人における肺炎球菌性肺炎と侵襲性肺炎
球菌感染症の臨床像の比較―単施設観察研究―

社会医療法人近森会近森病院感染症内科１），同
臨床検査部細菌検査室２），長崎大学熱帯医学研究
所臨床感染症学分野３），国立感染症研究所感染症
疫学センター４）

石田 正之１） 鈴木 基３） 柳井さや佳２）

吉永 詩織２） 森本 瞳２） 森本浩之輔３）

大石 和徳４）

【背景】肺炎球菌は成人の肺炎の原因の 30％を占め，主と
して呼吸器感染症の主要な病原体であり，時に髄膜炎など
侵襲性感染症（IPD）も生じる．今回肺炎球菌感染症の病
型による臨床像の比較検討を行った．
【方法】高知市内の急性期病院で，2014年 1月から 2016
年 12月までに肺炎球菌感染症と診断された症例を対象と
し，臨床情報を収集した．症例を非侵襲性肺炎（A群），
侵襲性肺炎（B群），非肺炎侵襲性感染症（C群）の 3病
型に分類し，臨床特性を比較した．
【結果】症例は 136例で，A群 119例，B群 6例，C群 11
例であった．うち男性は A群 87例（73%），B群 3例
（50%），C群 6例（55%）で，年齢中央値（範囲）は A群
78歳（22～100），B群 83歳（69～93），C群 66歳（24～
88）であった．基礎疾患は A群では心疾患，脳血管障害，
糖尿病を 3割の症例で認め，B群では心疾患，悪性腫瘍を
3例（50%）に，C群では肝疾患，悪性腫瘍を 4例（36%）
に認めた．症状ではいずれの群でも 7割以上に発熱を認め，
B群では意識障害伴う症例を半数に認めた．また B群で
は 7割弱の症例で呼吸管理を要した．肺炎症例（A，B群）
のみで診ると，A群では CAPが 53％と最も多く，B群
では NHCAPが 83％であった．また A，B群ともに 6割
以上で誤嚥素因が認められた．死亡例は A群 7例（6%），
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B群 3例（50%），C群 1例（9%）で，後遺症を伴う割合
もそれぞれ 9%，33%，18%であった．肺炎球菌ワクチン
接 種 例 は 13例（9%）で PPSV-23が 11例，PCV-13が 2
例であった．
【考察】ワクチンの定期接種化や，侵襲性感染症の増加な
ど近年肺炎球菌感染症の動向が注目されている．今回の検
討では IPDでより重篤である事に加えて，IPDで肺炎を
伴う場合より重篤で，予後も悪いことが考えられた．その
要因の一つには高齢，易感染性などの宿主側の要因も大き
く関与していると考えられた．高齢者に対するワクチン普
及により，予後の改善を図れる可能性が考えられる．
002 感西．肺炎球菌性肺炎における Vaccine serotype
と Non-vaccine serotypeでの臨床背景と予後の差異の検
討

産業医科大学呼吸器内科学１），国立感染症研究所
細菌第一部２），長崎大学大学院医歯薬学総合研究
科展開医療科学講座呼吸器内科学分野３）

赤田憲太朗１） 常 彬２） 川波 敏則１）

畑 亮輔１） 内藤 圭祐１） 野口 真吾１）

迎 寛３） 矢寺 和博１）

【背景】本邦において 2014年 10月に高齢者を対象とした
肺炎球菌ワクチンの定期接種が開始された．ワクチン接種
率の増加とともに，今後は Non-vaccine serotype（NVT）
の肺炎球菌性肺炎の頻度の増加が想定されるが，NVTに
よる肺炎についての詳細な検討はこれまでに報告されてい
ない．
【方法】当院において 2011年～2015年に下気道検体から
肺炎球菌が培養された市中肺炎（CAP）ならびに医療ケ
ア関連肺炎（HCAP）121症例（124エピソード）につい
て，後方視野的に検討した．
【結果】NVTの莢膜血清型は，23A 8例（17.4%），15A 7
例（15.2%），6C/34/35B 5例（10.9%），15C 3例（6.5%），
6D/24F 2例（4.3%），16F/23B/37/38 1例（2.2%），そ の
他 5例（10.9%）であった．Vaccine serotype（VT）/NVT
は 78 例/46 例，年 齢 66.9±14.7 歳/67.5±15.4 歳（p=
0.778），男性 53.8%/60.9％（p=0.446），HCAP 29.5％/23.9％
（p=0.502）であった．ワクチン接種歴 11.1%/22.5%（p=
0.108），Charlson comorbidity index 2.14±2.12/2.09±2.16
（p=0.784），基礎疾患なし群 6.4%/8.7%（p=0.725），侵襲
性肺炎球菌感染症合併 6.4%/2.2%（p=0.411），PSI score
96.40±41.66/100.13±40.36（p=0.591），入 院 死 亡 率 は，
6.4%/4.3%（p=0.712）であった．
【考察】VTと NVTで臨床背景，重症度，予後に大きな
違いはなかった．NVTは，基礎疾患がなくても発症する
ことがあり，注意が必要である．
【結語】今後も成人肺炎球菌性肺炎の血清型の推移を調査
することが重要である．
003 感西．肺炎治療中に新規に皮下膿瘍・筋肉内膿瘍
を形成した侵襲性肺炎球菌感染症の 2例

東京都済生会中央病院呼吸器内科１），同 総合診

療内科２），同 血液感染症内科３）

酒井 徹也１） 徐 千恵子１） 藤本裕太郎２）

丸木 孟知２） 谷山 大輔２） 菊池 隆秀３）

中村 守男１）

【症例 1】55歳の男性．呼吸困難と右膝関節痛を主訴に当
院を受診し，市中肺炎・右膝関節炎の診断で入院となった．
血液培養，右膝関節液培養から肺炎球菌の発育を認めたた
め，侵襲性肺炎球菌感染症の診断となった．メロペネム 3
g/dayにて加療開始し，その後ペニシリン G 2,400万単位/
day，セファゾリン 3g/dayに変更した．右膝関節炎に対
してはドレーン挿入し持続潅流を行った．入院 19日目の
CTにて以前は認めなかった右下肢皮下膿瘍を認めたた
め，排膿切開を行った．21日目に感染性心内膜炎除外目
的に経食道心エコーを施行するも明らかな疣贅は認めな
かった．その後 8週間の抗菌薬投与を追加し，その後の再
発は認めていない．
【症例 2】82歳の女性．発熱と呼吸困難を主訴に当院を受
診し，市中肺炎の診断で入院となった．血液培養・喀痰培
養より肺炎球菌の発育を認め，侵襲性肺炎球菌感染症の診
断となった．メロペネム 2g/day，レボフロキサシン 500
mg/dayにて加療を開始し，その後ペニシリン G 24,000
万単位/dayにて加療を継続した．入院 14日目に炎症反応
高値が遷延したため撮影した CTにて入院時には認めな
かった左腸腰筋・梨状筋内膿瘍，腸骨骨髄炎の形成を認め
た．ドレナージは困難であったため，同日から 6週間のア
ンピシリン 8g/day，セファゾリン 6g/dayでの加療を行っ
た．外来にてサワシリン 1.5g/dayにて加療を継続したが，
退院 2週間後に骨髄炎の再燃を認め，再度 4週間のアンピ
シリン 8g/dayの投与を行った．その後の再発は認めてい
ない．
【考察】肺炎球菌性肺炎の治療中に新規の深部膿瘍へと進
展する報告は稀である．今回侵襲性肺炎球菌感染症に至っ
た重症肺炎患者において感受性のある抗菌薬加療中に新規
に皮下膿瘍・筋肉内膿瘍が出現した 2例を経験したため，
文献的考察を踏まえて報告する．
（非学会員共同研究者：石岡宏太；東京都済生会中央病
院呼吸器内科）
005 感中．インフルエンザ菌による市中肺炎にコアグ
ラーゼ陰性ブドウ球菌感染を続発した 1例

一宮市立市民病院
齋藤 裕子，寺島 常郎，笠原 嵩翔

症例は 80歳男性．慢性心房細動，高血圧，高脂血症を
治療中，既往症に心筋 塞，腸閉塞，尿管結石．現病歴：
20XX年 Y月咳，痰出現した．症状改善なく 4日目食事
摂取量低下，夕方に熱発し当院時間外外来を受診した．血
液，画像，喀痰検査を行い左下葉肺炎と診断．検査中に低
酸素血症となり酸素吸入を開始したが，入院準備の間に血
圧低下，急速に低酸素血症の進行を認め，細胞外液と酸素
投与量を増量するも酸素化不良にて NPPVを行った．胸
部レントゲン再検にて，来院時と比較して肺門部を中心と
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したバタフライ様陰影を認めた．短時間に肺水腫が顕在化
し敗血症性ショック，慢性心房細動に伴う急性循環不全と
診断した．入院後昇圧剤は使用せず血圧維持可能であった
が，乏尿となったが第 3病日には回復した．抗菌治療は
MEPM，LVFX 2剤を開始し，第 2病日に血液培養より
グラム陰性桿菌が検出され，2剤を継続し解熱を認めてい
た．血液培養と喀痰より Haemophillus influenzae，喀痰
のみMoraxella catarrhalis を検出し両菌とも感受性良好
であった．入院第 6病日より再度熱発と左肺陰影の悪化を
認めた為，LZDを併用した．同日血液培養検査は陰性，喀
痰検査より Staphylococcus epidermidis，Staphylococcus
capitis ureolyticus を検出し，LZD使用にて炎症反応，画
像検査とも改善した．インフルエンザ菌による市中肺炎は
肺炎球菌に次いで頻度が高く，免疫機能低下状態，COPD
など下気道あるいは心臓の基礎疾患のある場合に見られる
ことが多い．本症例は市中肺炎の経過中に敗血症へ進行，
あるいは経口摂取量低下，発熱による水分喪失により脱水
症をきたし，慢性心房細動があった為急性循環不全に至っ
たと考えられる．超高齢化の進行により，基礎疾患を有す
る高齢者，軽症時の受診ではなく重症化した後に救急搬送
されるケースが著増しており，合併症を考慮した敗血症，
重症感染症診療が重要と考える．
006 感西．市中肺炎入院症例における画像パターン別
の臨床的検討

公益財団法人大原記念倉敷中央医療機構倉敷中央
病院呼吸器内科

山崎 晶夫，伊藤 明広，阿河 昌治
田中 妙，武井玲生仁，古内 浩司
金田 俊彦，横山 俊秀，時岡 史明
有田眞知子，石田 直

【目的】肺炎の画像パターンは肺胞性肺炎・気管支肺炎に
分けられるが，それぞれに代表的な起因菌が存在する．し
かし実地臨床ではそれに合致しない非典型例も経験し，画
像パターンと起因菌・臨床像に関する検討はあまりない．
そこで，当院の市中肺炎入院症例において入院時画像パ
ターン別にその起因菌や臨床像について検討した．
【対象と方法】2013年 11月から 2017年 2月までに，当院
で市中肺炎と診断し入院加療を行った症例のうち起因菌が
判明した症例を対象とし，前向きコホートデータをもとに
解析した．画像パターンは胸部単純レントゲンまたは胸部
単純 CTを呼吸器内科医 2名で確認し，肺胞性肺炎と気管
支肺炎に分類した．画像パターン別に起因菌と起因菌別の
臨床像を検討した．
【結果】全患者は 280例．年齢中央値は 77歳（16歳～100
歳）．男性 188例（67％）．起因菌は肺炎球菌（33％），イ
ンフルエンザ桿菌（18％），モラキセラ・カタラーリス（8％）
ならびにブドウ球菌（8％）の順に多かった．画像パター
ンは肺胞性肺炎/気管支肺炎/両方=136例/142例/2例で
あった．肺胞性肺炎では肺炎球菌が 46％と約半数を占め，
インフルエンザ桿菌（17％），ブドウ球菌（7%）と続いた．

気管支肺炎でも肺炎球菌が 31％と最多であったが，イン
フルエンザ桿菌（19％），モラキセラ・カタラーリス（10％）
の割合も高かった．各菌種毎に画像パターンによる臨床像
の差異を検討したところ，肺炎球菌やモラキセラ・カタ
ラーリスでは臨床像に明らかな違いはなかったものの，イ
ンフルエンザ桿菌においては BLNARで肺胞性肺炎を来
たす割合が高かった（62％，p=0.04）．
【結論】肺胞性肺炎ではインフルエンザ桿菌の割合が比較
的高く，また肺炎球菌性肺炎でも気管支肺炎を呈するもの
が多いなど，実地臨床においては典型例とは異なる例も多
く存在すると考えられた．肺胞性肺炎を呈するインフルエ
ンザ桿菌性肺炎では BLNARの割合が高く，抗菌薬選択
の一助となる可能性がある．
007 感西．可逆性の両側感音性難聴を合併したレジオ
ネラ肺炎の 1例

敬愛会中頭病院感染症・総合内科
戸高 貴文，大城 雄亮，新里 敬

【症例】41歳，男性．
【主訴】発熱，関節痛，難聴．
【現病歴】毎年健康診断を受け異常の指摘のない既往のな
い喫煙歴（40本/日×20年間）のある健常男性．X-7日夜
より 40℃の発熱，倦怠感が出現した．X-6日当院時間外
外来を受診した．インフルエンザ迅速検査は陰性であり解
熱鎮痛剤の内服で経過観察となった．その後も発熱が持続
するため，X-4日再診．血液検査，尿検査，胸部レントゲ
ン検査を行ったが大きな異常なく経過観察となった．X-1
日関節痛，難聴が出現し再診．胸部 CT検査を行い左下葉
S6/9/10に気管支透亮像を有する浸潤影を認め，市中発症
の細菌性肺炎として CTRX 2g投与後外来で治療を行う方
針となった．X日再診．再診時のバイタルサインは，血圧
116/72mmHg，脈拍 127回/分，体温 40.3℃，SAT 98％（室
内気），呼吸 20回/分であった．呼吸音の異常は明らかで
はなかった．血液検査では，肝酵素（AST 896IU/L，ALT
375IU/L，LDH 756IU/L）の上昇，炎症反応の上昇（WBC
8,190/μL，CRP 31.17mg/dL），低ナトリウム血症（Na 121
mEq/L）を認めた．尿中レジオネラ抗原は陽性であり，レ
ジオネラ肺炎の診断で同日入院とし，LVFX（750mg/日）
で治療を開始した．職業は運送業で，エアロゾルを発生す
る人工環境への暴露や最近の旅行歴（温泉含め）はなかっ
た．入院 3日目聴力検査を行ったところ，両側感音性難聴
の所見であった．症状は徐々に改善し 7日間で LVFX投
与は終了し，退院となった．後日，聴力検査を行ったとこ
ろ，聴力は正常化していた（前回の検査から 12日後）．
【考察】レジオネラ肺炎に可逆性の感音性難聴を合併する
ことは非常に稀である．感音性難聴の原因は脳幹脳炎によ
るものであり，ステロイドが有効といわれている．本症例
は，抗菌薬治療のみで難聴の改善を認めた．
008 感中．繰り返すクラミドフィラ肺炎の 1例

社会医療法人中央会尼崎中央病院１），同 感染対
策室２），同 検査室３），同 歯科口腔外科４），同
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内科５）

庄司 浩気１） 岩井 清香２） 神原 雅巳３）

寺元 弘３） 佐々木 昇４） 兵頭英出夫５）

伊福 秀貴５）

【主訴】夜間の発熱，乾性咳嗽，呼吸苦．
【現病歴】1カ月前から夜間の発熱と咳が持続し改善がな
いため近医からの紹介となった．妻が夫のために，うつ治
療にネザーランドドワーフのウサギ 1羽とオカメインコ 1
羽（1年間）を自室にて放し飼いで飼っている．1週間前
から乾性咳嗽からくる呼吸苦が増悪しているため精査加療
入院となった．
【入院後経過と考察】ペット飼育歴を含む病歴からクラミ
ドフィラ肺炎を鑑別にあげ診断に至った．C. ニューモニ
エ抗体 IgA，IgM，IgGの提出後，クラミドフィラ肺炎，
もしくは C. シッタシを抗原にもつオーム病を念頭に治療
開始とした．C. pneumoniae は特異なライフサイクルを
有し宿主細胞に感染できるが増殖できない基本小体と感染
性はないが宿主細胞のエンドソーム内で増殖する網様体の
2パターンがあることが知られている．また細胞壁を持た
ない為 βラクタム剤が無効である．まず，C. pneumoniae
肺炎に対して第一選択薬として，テトラサイクリン系薬ミ
ノマイシン 200mg/日を用いた．投与期間はクラミジアの
特殊な増殖様式から 1週間点滴加療と内服によりさらに 1
週間のニューキノロン系薬（レボフロキサシン 500mg/日）
も抗クラミジア効果を狙って投与した．第 5病日には，C.
シッタシ IgG，IgM 10未満が判明し，オーム病は否定で
き，C. pneumoniae 肺炎と診断に至った．激しい咳には
鎮咳剤を投与，呼吸困難が強く低酸素血症があり，第 5病
日まで酸素吸入を行い，第 7病日には軽快退院となった．
ステロイドの併用は行わなかった．今後，家族内感染の広
がりの有無も調査予定である．感染源は室内飼育されてい
るインコの糞と考えられ，曝露を避けるために通常の清掃
では除去できず転居を提案した．クラミドフィラ肺炎はア
テローム性動脈硬化や冠動脈疾患のリスクファクターの 1
つとして考えられており，今後，心電図，心臓超音波や冠
動脈 CTでフォローアップしていく予定である．
009 感中．腫瘤上陰影を呈し，診断に苦慮したマイコ
プラズマ肺炎の 1例

洛和会音羽病院感染症科
青島 朋裕，神谷 亨

【症例】生来健康な 37歳男性．入院 7日前から頭痛，倦怠
感が出現し，入院 5日前から 39℃台の発熱を認めていた．
前医で DRPM，AZM，LVFXの投与を行われたが，解熱
しないため，精査加療目的に当院へ入院した．全身状態は
比較的良好で，低酸素を認めず，胸部聴診所見は正常だっ
た．血液検査では，WBC 9,300/μL，CRP 8.75mg/dL，LDH
527U/Lであった．入院時胸部 CTで，右下葉から肺門部
にかけた S7領域に周囲にスリガラス影を伴う φ5cm程度
の腫瘤上陰影を認めた．腫瘍性病変にともなう閉塞性肺炎
を考え，CTRXを投与した．入院 3日目に気管支鏡検査

を行ったところ，腫瘍性病変は認めず，内腔の閉塞起点は
明らかでなかった．気管支洗浄液の細胞診は炎症性細胞を
認めるのみであった．肺生検の病理所見は，肺胞内に fibrin
からなる好酸性沈着物が沈着し，組織球・好酸球を含む炎
症細胞が浸潤していた．入院 6日目に抗菌薬を PIPC/TAZ
へと変更したが，発熱は続いた．採血した血液がすぐに凝
固してしまうことに気づき，入院 7日目に寒冷凝集素を測
定したところ 16,384倍と高値であった．マイコプラズマ
抗体受身凝集反応（PA）法は 10,240倍以上であった．マ
イコプラズマ肺炎の診断で，入院 8日目から LVFXを開
始したところ，翌日から解熱し，画像も改善傾向となった．
【考察】マイコプラズマ肺炎の CT画像所見は，小葉中心
性陰影と二次小葉単位のスリガラス陰影が特徴的とされ，
80%以上の症例でこれらの所見が認められるとされる．腫
瘤影を呈するのは非常にまれで，わずかに報告を認めるの
みである．マイコプラズマ肺炎に合併した organizing
pneumonia（OP）の報告は散見され，本症例でも鑑別に
上がるが，病理所見は OPに非典型的であった．マイコプ
ラズマ肺炎の予後は一般的に良好であるが，時に治療に難
渋することもあり，画像上腫瘤影を呈していても否定はで
きないことに留意する必要があると考えられた．
011 感西．高齢化社会におけるマイコプラズマ肺炎の
臨床疫学―APSG-J研究から―

長崎大学病院感染症内科・熱研内科１），長崎大学
熱帯医学研究所臨床感染症学分野２），亀田総合病
院３），十善会病院４），近森病院５），Adult Pneumonia
Study Group―Japan６）

森本浩之輔１）2）6）鈴木 基２）6）青島 正大３）6）

八重樫牧人３）6）麻生 憲史４）6）石田 正之５）

有吉 紅也１）2）6）

高齢化社会の最中にある我が国において，Mycoplasma
pneumoniae（MP）による非定型肺炎は，その疫学が十
分に知られているとは言えない．また，マクロライド耐性
株の問題がクローズアップされる中，成人肺炎におけるそ
の分布や意義は明らかではない．我々は 2011年から 2014
年にかけて，全国 4カ所の市中病院で成人肺炎サーベイラ
ンス（APSG-J研究）を行い，15歳以上の市中発症肺炎を
3,470例登録した．喀痰検体が得られた 2,616例のうち，P1
蛋白遺伝子を同定する PCR法で陽性となったのは 88例
（3.4%＝ MP（＋）肺炎）であった．MP（＋）肺炎はMP（－）
肺炎に比べ，年齢が若く，CURB65スコアで重症が少な
く，外来治療の頻度（57% vs 22%）が高かった．2012年
の推定発生率は，65歳以下と以上でそれぞれ 1/1,000人・
年と 0.5/1,000人・年であり，65歳以上にも一定頻度みら
れた．このうち，38%にMP以外の細菌やウイルスが PCR
により検出され，高齢者に多く，より重症である傾向にあっ
た．
88症例の検体のうち，Domain V of 23s rRNAのシーク
エンスが可能であった 55例でマクロライド耐性遺伝子（A
2063G，A2064G）を検討したところ，32症例（62.7%）で
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陽性であった．また，20～49歳において 80%と非常に高
かった．高齢者における他の細菌との合併感染や誤嚥リス
クの存在は，従来のマイコプラズマ肺炎の概念を変える必
要性を示唆している．また成人マイコプラズマ肺炎の治療
戦略は良質のエビデンスに乏しく，成人における薬剤耐性
マイコプラズマへの的確な対策を講ずるためにも，良質な
臨床研究が必要であると思われた．
（非学会員共同研究者：阿部昌彦；江別市立病院）
012 感西．マクロライド耐性マイコプラズマ感染症流
行期の成人マイコプラズマ肺炎入院患者における初期抗菌
薬の有効性の比較検討

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学
分野１），長崎大学病院感染制御教育センター２），同
第二内科３），同 検査部４）

田代 将人１）2）河野 圭２） 西條 知見３）

山本 和子３） 栗原慎太郎２） 今村 圭文３）

宮崎 泰可１）3）栁原 克紀４） 迎 寛３）

泉川 公一１）2）

【目的】マクロライド耐性マイコプラズマ肺炎の流行期に
おける第一選択薬を比較検討した臨床試験は乏しい．そこ
で大規模データベースを元に propensity score matching
法を用いて，同療法の治療効果を比較検討した．
【方法】DPC調査研究班が全国から収集しているデータ
ベースを用い，マクロライド耐性マイコプラズマが流行し
た 2010年から 2013年の間にペア血清，PCR検査，ある
いは抗原検査を実施しマイコプラズマ肺炎の診断を受けた
18歳以上の入院患者を抽出した．以下の患者は除外した
（入院後 2日以内の退院，入院後 2日以内に複数の抗菌薬
使用，入院後 2日以内に抗菌薬未使用，抗菌薬使用期間が
2日間以内）．初期選択薬にマクロライド，キノロン，テ
トラサイクリンを選択した 3群に分け比較検討した．統計
解析はカテゴリ変数に対してはカイ二乗検定ないしは
Pearson検定を，連続変数に対しては分散分析ないしは
t検定を実施した．Propensity score matchingは，キノロ
ン選択に対する傾向スコアを算出し，テトラサイクリン選
択を対照とし実施した．
【結果】602病院より 1,650患者が解析対象となった．マク
ロライド群は 508名，キノロン群は 569名，テトラサイク
リン群は 573名であった．抗菌薬を変更した患者は，マク
ロライド群で 52.8％，キノロン群で 21.8％，テトラサイク
リン群で 38.6％であった（p＜0.0001）．3群間で入院期間
や 30日死亡率に差は認めなかった（p=0.0995，p＜
0.0001）．キノロン群とテトラサイクリン群で Propensity
score matching法を実施すると，患者背景が統一された
487ペアが選択された．その両群間で比較した場合も，キ
ノロン群はテトラサイクリン群よりも変更した割合は低
かった（21.2% vs 39.6%，p＜0.0001）．
【結論】マクロライド耐性マイコプラズマが流行している
状況では，第一選択薬の変更を要する割合はキノロンが最
も低かった．ただし，入院期間や死亡率は第一選択薬によ

り違いは認めなかった．
013 感西．高齢肺炎患者における誤嚥リスクと短期・
長期予後に関する検討

産業医科大学呼吸器内科学１），戸畑共立病院呼吸
器内科２），長崎大学大学院医歯薬学総合研究科展
開医療科学講座呼吸器内科学分野３）

野口 真吾１） 川波 敏則１） 長神 康雄２）

赤田憲太朗１） 畑 亮輔１） 内藤 圭祐１）

迎 寛３） 矢寺 和博１）

【背景・目的】我が国の高齢化に伴い，近年，肺炎におけ
る誤嚥性肺炎の位置づけが重要な役割を担っており，新し
い肺炎ガイドラインでは，患者背景のアセスメントとして，
まず誤嚥性肺炎のリスクを判断するよう記載された．しか
し，誤嚥性肺炎が予後や肺炎の再発にどのように影響を与
えるかについては報告により様々であり，十分な見解が得
られていない．
【方法】2014年 12月から 2016年 6月までの間に，戸畑共
立病院に入院した肺炎患者 322名を対象とし，誤嚥リスク
の有無と，30日死亡，30日以内の肺炎再発，6カ月死亡
との関連について，後方視的に検討した．なお，意識障害，
長期臥床（Performance status 4），脳血管障害，胃食道
疾患，認知症，睡眠薬の内服のいずれか 1つ以上を満たし
た場合に誤嚥リスクありと判断した．
【結果】平均年齢は 83.4±12.2歳，男性は 135（41.9%）例
であった．また，30日死亡，30日以内の肺炎再発，6カ
月死亡は，それぞれ，25（7.8%），95（31.4%），63（23.3%）
名であった．肺炎患者 322名のうち 286（88.8%）名が誤
嚥リスクあり群に該当した．30日死亡に対して，誤嚥リ
スクあり群で 8.4%，誤嚥リスクなし群で 2.8%，両群間で
有意差を認めなかった（p=0.20）．いっぽう，30日以内の
肺炎再発に対しては，それぞれ，34.5%，8.3%であり，両
群間に有意差を認めた（p=0.002）．また，6カ月死亡に対
して，それぞれ，25.2%，4.0%であり，両群間に有意差を
認めた（p=0.02）．
【考察】誤嚥リスクの定義に関しては今後さらなる検討が
必要であるが，誤嚥リスクの保有は，肺炎の再発および長
期予後に影響を与える可能性が示唆された．
015 感西．医療・介護関連肺炎（NHCAP）診療の実

態調査
長崎大学病院第二内科１），塩野義製薬株式会社メ
ディカルアフェアーズ部２），東北大学加齢医学研
究所抗感染症薬開発寄附部門３），新潟市民病院呼
吸器/感染症内科４），独立行政法人国立病院機構東
京病院呼吸器センター５），名古屋大学大学院医学
系研究科病態内科学講座呼吸器内科学分野６），大
阪大学医学部付属病院感染制御部７），京都大学医
学部付属病院呼吸器内科８），大分大学医学部呼吸
器・感染症内科９）

今村 圭文１） 宮崎 泰可１） 迎 寛１）

斎藤 譲一２） 渡辺 彰３） 塚田 弘樹４）
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永井 英明５） 長谷川好規６） 朝野 和典７）

伊藤 功朗８） 門田 淳一９） 河野 茂１）

【目的】日本における成人肺炎診療ガイドラインは，発症
場所や患者背景の違いから，市中肺炎（CAP），院内肺炎
（HAP），医療・介護関連肺炎（NHCAP）に分けて作成さ
れている．しかし，NHCAP診療ガイドライン作成後，全
国規模の前向き観察研究は行われていない．我々は 2014～
2016年に，入院による注射抗菌薬治療を必要とした
NHCAP患者 596名を対象に，死亡率，改善率，再発率の
把握，NHCAP診療ガイドラインの妥当性確認，初期抗菌
薬選択の現状把握を目的とし，NHCAP患者の診療実態を
調査した．
【方法】選択基準：入院治療を要し，胸部異常陰影に加え
発熱，咳嗽等の諸症状のうち 2項目以上を有し，かつ，
NHCAP定義に該当する患者．調査方法：患者背景，死亡
率，改善率等を調査し，治療区分別，初期抗菌薬選択にお
ける NHCAP診療ガイドライン遵守/非遵守別にこれらに
影響をおよぼす因子について検討した．
【結果】NHCAP診療ガイドラインの治療区分 B～D群の
初期抗菌薬選択におけるガイドライン遵守例は 312/596例
（52.3%）であり，B＞C＞D群の順で遵守傾向が高かった．
ガイドライン推奨の初期抗菌薬治療を受けた患者は，B群
で 222/313例（70.9%），C群 で 88/250例（35.2%），D群
で 2/24例（8.3%）であった．全体の発症 30日後の死亡率
は 11.9%，改善率は投与 3日後 80.3%，投与 7日後 86.6%，
投与終了時 89.5％であった．C群の症例において初期抗
菌薬選択に関しガイドライン遵守群が非遵守群に比し有意
に死亡率が高かった．その要因として BUN高値，低アル
ブミン，発症時胸部 X線陰影の広さが影響していた．発
症 30日後死亡の危険因子は片麻痺なし，歩行不能，BUN
高値，意識障害，アルブミン低値であった．
017 感西．細菌叢解析法により原因菌および成因機序
が推測された器質化肺炎に合併した肺化膿症の 1例

産業医科大学呼吸器内科学
生嶋 一成，川波 敏則，高木 努
畑 亮輔，内藤 圭祐，野口 真吾
矢寺 和博

症例は 80歳代，女性．20xx年 5月末から乾性咳嗽およ
び食欲低下が出現し，A医院を受診した．炎症反応高値
および胸部異常影を指摘され，抗菌薬治療が行われたが奏
効・再燃すため，当科を紹介受診した．初診時胸部 CTで
は左上葉 S1＋2に 4cm大の腫瘤様陰影が認められた．原
因精査のため，2度の気管支鏡検査を実施し，病変部から
の経気管支肺生検で気腔内器質化像の所見が得られたた
め，器質化肺炎と診断した．中等量のステロイド治療（PSL
25mg）から開始し，3週毎に 2.5～5mg/日の減量を行い，
PSL 12.5mg/日まで減量していたが，ステロイド治療開始
後第 100病日で器質化肺炎の再燃が認められ，再増量（PSL
25mg）した．その後も漸減を行っていたが，第 155病日
に炎症所見の再燃および胸部 CTで器質化肺炎内に空洞形

成が認められ，肺化膿症の合併が疑われ，再入院した．肺
化膿症として抗菌薬治療（MEPM 2g/日）を開始したが，
3週間継続したものの改善傾向に乏しく，肺化膿症は下行
大動脈に接していることから穿通する可能性が危惧された
ため，当院第 2外科で左上葉および左 S6の合併切除が行
われた．切除検体の病理所見では，器質化像の内部に細菌
感染叢がみられ，空洞内部の膿検体の細菌培養は陰性で
あったが，16S ribosomal RNA遺伝子を用いた細菌叢解
析法ではプレボテラ属，ポルフィロモナス属などの口腔嫌
気性菌が検出された．肺化膿症の成因として，長期間のス
テロイド治療のほかに，気管支鏡検査の手技により口腔細
菌が押し込まれた可能性が示唆された．
今回，膿検体の細菌叢解析法の結果から肺化膿症の原因
菌だけでなく，成因の機序の可能性が考察され興味深いと
考えられ，文献的考察を加えて報告する．
（非学会員共同研究者：城戸貴志；産業医科大学呼吸器
内科学）
019 感西．結核感染を合併した Streptococcus sali-
varius および Streptococcus mitis/oralis による肺膿瘍の
1例

札幌医科大学医学部呼吸器・アレルギー内科学講
座

小林 智史，本田 宏幸，斎藤 充史
錦織 博貴，黒沼 幸治，高橋 弘毅

症例は 56歳男性，生来健康であった．当科受診 2カ月
前に車で追突事故を起こされ頸椎症を発症，近医整形外科
より PSLが処方され内服していた．PSL内服開始およそ
1カ月後より 38℃の発熱を認めた．経過を見ていたが改
善無く持続するため前医受診となった．採血で炎症反応高
値，胸部レントゲンおよび胸部 CTで両側肺野に多発する
浸潤影を認めたため，肺炎の診断となり入院加療となった．
MEPMによる抗菌薬加療を受けていたが改善しないため，
精査加療目的に当科転院となった．咳や痰などの呼吸器症
状が乏しく，両側肺野多発陰影を呈する画像所見であった
ことから，ABPAやびまん性肺疾患なども鑑別疾患とし
て考えた．全身状態が安定していたこともあり，抗菌薬加
療を一時中止した上で，右下葉病変に対し経気管支肺生検，
右中葉にて気管支肺胞洗浄を施行した．その結果，右下葉
病変の生検組織培養で Streptococcus salivarius および
Streptococcus mitis/oralis が検出された．病理組織では
好中球主体の高度炎症細胞浸潤および膿瘍を認め，肺膿瘍
として矛盾しない所見であった．診断後 TAZ/PIPCによ
る抗菌薬加療を再開したが，同菌の PCGに対する感受性
の観点から，STFXを加えて治療を行った．加療中に経
胸壁心臓超音波検査を施行したが，疣贅など感染性心内膜
炎を示唆する所見は認めなかった．
抗菌薬治療により炎症反応，画像所見ともに改善が得ら
れ退院となったが，入院中に施行した気管支肺胞洗浄液よ
り抗酸菌が培養された．同定の結果，結核菌であることが
判明，INH，RFP，EB，PZAによる多剤併用療法も加え
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現在加療中である．
PSL長期内服および前医での不十分な抗菌薬加療が発
症の原因と考えられるが，積極的な精査により原因を特定
することができた貴重な症例であった．同菌複合感染によ
る肺膿瘍の報告は稀であるため，若干の文献的考察を含め
て本症例を報告する．
020 感中．結核性胸膜炎加療後の被包化胸水より
Streptococcus dysgalactiae ssp equisimilis と Myco-
bacterium tuberculosis の 2菌種を認めた 1例

南和広域医療企業団南奈良総合医療センター感染
症内科１），同 総合内科２）

菱矢 直邦１） 宇野 健司１） 天野 雅之２）

症例は 75歳男性．X-3年に左被殻出血で右片麻痺をき
たし介護が必要な状態となった．X-2年 9月に左胸水貯留
を認め A病院受診した．受診時の胸水穿刺で滲出性胸水，
ADA：72.1IU/Lであり，血液検査で T-SPOT陽性である
ことから結核性胸膜炎と臨床診断され，結核専門病院の B
病院へ転医した．B病院でリファンピシン（RFP），イソ
ニアジド（INH），エサンブトール（EB），ピラジナミド
（PZA）の 2カ月間の導入が行われ，その後 A病院外来で
RFP＋INH＋EBによる加療を X-1年 3月まで行った．治
療後再発の有無ならびに左被包化胸水のフォローで当院外
来通院中の X-1年 12月に発熱を認め，入院管理となり，一
旦肺炎として加療したが改善認めなかった．加療後も発熱，
炎症反応高値，貧血も持続していたため，X年 1月 4日に
左被包化胸水を穿刺したところ抗酸菌塗抹陰性であるもの
の，Streptococcus dysgalactiae ssp equisimilis を分離し
た．同菌による慢性膿胸と診断し，家人希望より外科的治
療は行わず胸腔ドレナージと抗菌薬点滴治療の後，2月 6
日に退院となった．しかしながら，入院中にフォローで行っ
た 1月 16日の胸水穿刺検体から抗酸菌培養陽性となり後
日Mycobacterium tuberculosis と同定された．微熱も伴っ
ていることもあり，2月 17日に結核性胸膜炎の再発なら
びに慢性膿胸で再入院となり，結核菌感受性結果を待ち治
療を行う予定であったが胸部画像陰影の変化もあり，2月
27日より RFP＋EB＋INH＋PZA＋レボフロキサシン
（LVFX）での加療を開始した．治療開始後，初期悪化で
一時的に喀痰抗酸菌塗抹陽性となったものの大きな副作用
なく，徐々に解熱し胸部陰影も改善を認めていった．今回，
被包化胸水内より S. dysgalactiae ssp equisimilis とM.
tuberculosis という異なる 2菌種が分離された 1例を経験
した．被包化胸水内より上記 2菌種を分離した例は希少と
考え，文献的考察を加え報告する．
021 感西．肺ノカルジア症との鑑別を要した，肺 NTM
症に合併した Rothia aeria 肺炎の 1例

古賀総合病院内科１），同 臨床検査科２）

松浦 良樹１） 松岡 均１） 南嶋 洋一２）

【はじめに】Rothia aeria は 2004年に発見されたグラム陽
性の分枝形態をとる菌であり，しばしば Nocardia 属菌と
の鑑別が問題となる．

【症例】高血圧症を基礎疾患とし，介護施設に入所する 89
歳女性．発熱，咳嗽があり TFLX処方されるも改善なく
当院へ紹介され，NHCAPの診断で入院した．CTRX，そ
の後 TAZ/PIPCの投与を行い第 8病日に抗菌薬投与を終
了したが，その後も微熱や気道症状が遷延した．精査を進
めたところ第 10病日に採取した喀痰の抗酸菌染色が陽性，
結核菌 LAMP法検査は陰性であり，第 14病日に採取し
た喀痰グラム染色で染色性の一定しない分枝構造を持つ菌
を多数認めた．同菌は好気発育したため肺ノカルジア症を
疑い第 17病日より ST合剤による治療を開始したところ，
症状は徐々に改善し画像所見も改善傾向となったため第
25病日に退院した．その後，分枝構造を持つ菌が抗酸性
染色陰性であったことなどから Nocardia 属以外の菌を懸
念しMALDI-TOF-MS検査を実施したところ R. aeria と
判定され，抗菌薬を経口 AMPCへ変更し治癒した．また，
喀痰抗酸菌培養では後日，Mycobacterium intracellulare
が複数回検出された．
【考察】本症例では，通常の抗菌薬治療で芳しくない臨床
経過や，分枝構造を持ち好気発育する菌が検出されたこと
などから肺ノカルジア症を想定したが，同菌の抗酸性染色
（キニヨン染色）が陰性であった事実を技術的問題と解釈
したり，別検体で実施した抗酸性染色（チールニールゼン
染色）が陽性であった結果を拡大解釈したりすることで同
診断である蓋然性が高いと判断してしまった．これは，診
断・治療過程でプラン Bを急ぐために生じた心的な
ショートカットが確証バイアスを引き起こし，診断エラー
へ繋がったと考える．
022 感西．気管支拡張症に合併した肺ノカルジア症の
2例

川崎医科大学呼吸器内科
小橋 吉博，吉原 史矩，八十川直哉
橘高 誠，阿部 公亮，白井 亮
加藤 茂樹，岡 三喜男

【症例 1】症例は 50歳，女性．3年前に気管支拡張症を指
摘され，それ以降 3回肺炎を発症しては抗菌薬で改善して
いた．4カ月前にも肺炎を発症したが，マイコプラズマ肺
炎の診断のもとMINOで改善がえられていた．また，そ
の際の喀痰から Nocardia farcinica が検出されたため，後
日 ST合剤での治療を行ったが，副作用により中止し経過
をみていた．今回は 10日前から発熱，咳嗽，喀痰がみら
れるようになり，LVFXを投与したが無効であったため
入院となった．気管支鏡検査にて，いずれの局所検体から
もノカルジアが検出されたため，肺ノカルジア症と診断後
AMK，IPM/csの投与しながら，ST合剤の減感作療法も
併用し，4g/日まで投与が可能になった．ST合剤による
治療をその後 6カ月間継続した結果，陰影も改善し，再燃
はみられていない．
【症例 2】症例は 67歳，女性．既往歴に特記すべきことは
なく，喫煙歴もなかった．2年前に検診で胸部異常影を指
摘され，CTで左舌区に気管支拡張症といわれていた．そ
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の後，咳嗽があったが放置していたところ，再度胸部異常
影を指摘されたため，CTをとったところ左下葉に新たな
結節影もみられたため，気管支鏡検査を実施した．局所検
体から，Nocardia puris が検出されたため，肺ノカルジ
ア症と診断し，ST合剤 4g/日による治療を開始した．副
作用は，軽度の腎機能障害のみであったため，半年間治療
を継続したところ自覚症状と陰影の改善がみられた．
（非学会員共同研究者：池田征樹，黒瀬浩史；川崎医科
大学呼吸器内科）
024 感西．ST合剤の予防投与を受けていない膠原病
患者におけるニューモシスチス肺炎発症のリスクと一次予
防基準についての検討

大分大学医学部呼吸器感染症内科学講座
宇佐川佑子，梅木 健二，山末 まり
小宮 幸作，橋永 一彦，濡木 真一
平松 和史，安東 優，門田 淳一

【緒言】これまで我々は，non-HIVのニューモシスチス肺
炎（PCP）発症のリスクとして体重あたりのステロイド用
量やリンパ球数，生物学的製剤と免疫抑制薬の併用を報告
しているが，基礎疾患としては膠原病が最も多く免疫抑制
治療に関連して発症していた．
【目的】ST合剤の予防投与を受けていない膠原病患者に
おける PCP発症のリスクと現在報告されている一次予防
基準の有用性を検討する．
【対象と方法】2010年から 2015年に PCPの診断で加療し
た non-HIV症例 13例中，基礎疾患として膠原病を有する
8症例について，検査所見や膠原病の治療内容について後
ろ向きに検討した．また一次予防の基準としては 1996年
の Yaleらの報告，2004年の厚生労働省の基準，2007年の
Harigaiらの報告，2007年の斎藤らによる報告などを使用
した．
【結果と考察】PCPを発症した膠原病患者 8例のうち，基
礎疾患は関節リウマチ（RA）が 8例，ANCA関連血管炎
が 1例で（重複あり），治療内容は生物学的製剤（ステロ
イドや免疫抑制薬併用例あり）が 3例，メソトレキセート
（MTX）（ステロイド併用例あり）が 4例，ステロイド単
剤が 1例であった．生物学的製剤使用例では，近年複数報
告されている一次予防の基準を満たす症例がみられたが，
若年で肺疾患の既往がなく基準を満たさない症例でも
PCP発症がみられた．MTX投与例ではこれまでの報告通
り高用量でなくとも PCPを発症しており，MTXは独立
して一つのリスク因子である可能性が考えられた．
【結語】MTXや生物学的製剤などの使用頻度が増えてお
り，膠原病患者特に RAでは，ステロイドの投与量が比較
的少ないことから，治療内容による予防基準について今後
の検討が必要であると思われた．
025 感西．骨髄異形成症候群の支持療法中に合併した
播種性アスペルギルス症の 1例

東京都済生会中央病院総合診療内科１），同 呼吸
器内科２），同 血液・感染症内科３）

丸木 孟知１） 谷山 大輔１） 藤本裕太郎１）

酒井 徹也２） 菊池 隆秀３）

【症例】84歳男性．
【既往歴】2型糖尿病，高血圧，認知症．
【現病歴】入院 1年前に骨髄異形成症候群と診断されたが，
年齢を考慮し支持療法のみで経過観察されていた．入院数
日前から発熱と咳嗽を認めていた．来院時の胸部 CTで両
側肺野に多発性の浸潤影を認め，市中肺炎と診断で入院と
なった．入院後抗菌薬治療に反応せず，精査のために入院
7日目に気管支鏡検査を行った．同検査で右上葉より気管
支肺胞洗浄を行い，その検体からアスペルギルスを疑う糸
状菌を認めた．また入院時に提出した β-Dグルカン高値
と GM抗原陽性が判明した．これらの検査結果から侵襲
性肺アスペルギルス症と診断し VRCZを開始した．しか
し，その後も発熱は持続し，肺の浸潤影も増悪した．入院
12日目に左上腕の熱感を伴う腫瘤が出現し，超音波検査
で筋肉内膿瘍形成が疑われた．同部位を切開排膿したとこ
ろ，その検体から Aspergillus fumigatus が検出された．
この結果からアスペルギルスの播種病変が疑われ，全身
CTを撮影したところ，入院時には認めなかった肝内多発
膿瘍，左縫工筋内膿瘍，右鼠径管内膿瘍を認め，両側肺野
に播種を疑う結節影を多数認めた．状況からアスペルギル
スによる膿瘍形成及び肺への血行性播種と考え，播種性ア
スペルギルス症と診断した．これらの膿瘍に対しドレナー
ジ施行予定であったが，その後急速に呼吸状態が悪化し，
入院 22日目に死亡した．なお，入院経過中に好中球減少
は認めず，合計 12セットの血液培養は全て陰性であった．
【考察】骨髄異形成症候群におけるアスペルギルス症の合
併は主に骨髄移植，化学療法，好中球減少，ステロイド使
用等がリスクとなるが，本症例は骨髄異形性症候群の支持
療法中の患者に生じており，これらのリスクは有していな
かった．支持療法中の骨髄異形成症候群の患者に発症した
播種性アスペルギルス症の報告数は少ないが，臨床的に重
要と考えられるためここに報告する．
（非学会員共同研究者：荒川千晶，足立智英；東京都済
生会中央病院総合診療内科）
026 感中．ART開始後早期に侵襲性肺アスペルギルス
症を発症した AIDSの 1例

富山大学附属病院感染症科
木谷 健人，宮嶋 友希，上野 亨敏
川筋 仁史，松本かおる，河合 暦美
東 祥嗣，酒巻 一平，山本 善裕

【症例】65歳，男性．
【主訴】呼吸困難．
【現病歴】X年 9月末に発熱と咳嗽を自覚し近医を受診し，
抗菌薬を処方されたが症状は増悪した．10月に胸部 CT
で両肺野にびまん性スリガラス影を認めたため間質性肺炎
を疑い，入院の上ステロイドパルス療法が施行された．症
状改善が見られたがステロイド減量に伴い再度発熱したた
め，β-D―グルカンを測定すると高値であった．ニューモ
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シスチス肺炎と臨床診断され ST合剤が投与開始されたが
改善を認めず，10月末に当院へ転院となった．入院時 CD
4数は 4/μL，HIVウイルス量は 21,000copy/mLであり
AIDSの診断となった．ST合剤を継続し，ステロイドパ
ルス療法を再度施行したところ，症状は改善し β-D―グル
カンの陰性化もみられ，11月中旬に ARTを開始した．
ART開始 1週間後から咳嗽，胸痛が出現し，胸部 CTで
両側肺野に新たな浸潤影および多発結節影を認めた．β-D―
グルカン，アスペルギルス抗原，クリプトコックス抗原は
陰性であった．ARTが奏功しているにも関わらず発症し
たことから，免疫再構築症候群（IRIS）と考えMEPMに
よる加療を行った．しかし咳嗽の持続と黄色痰の出現があ
り，胸部 CTにて左上葉に内部に構造物を含んだ空洞を伴
う塊状影を認めたため，12月中旬に気管支鏡検査を施行
したところ，Aspergillus fumigatus が検出され，侵襲性
肺アスペルギルス症（IPA）と診断した．
【考察】IPAは HIV患者での発症は稀であり，IRISとし
ての報告数も少ない．本症例では好中球数は 1,000/μL以
上保たれていたが，長期大量ステロイド投与がリスクとな
り発症したと考えられる．経過中に喀痰培養を複数回行っ
たが糸状菌は検出されず，気管支鏡検査を行った事で確定
診断に至った．HIV感染症患者においても IPAを考慮し，
必要時には侵襲的な検査も行う事が重要と考えられる．
027 感西．インフルエンザ検査陽性後に急性 HIV感染
症と診断された 1例

宮崎大学医学部附属病院卒後臨床研修センター１），
同 膠原病感染症内科２）

木村 賢俊１） 岩尾 浩昭２） 高城 一郎２）

川田 千紘２） 力武 雄幹２） 小村 真央２）

河野 彩子２） 川口 剛２） 松田 基弘２）

梅北 邦彦２） 宮内 俊一２） 岡山 昭彦２）

【症例】44歳男性．当科入院 14日前に発熱，全身倦怠感，
両上肢の筋肉痛を自覚し，A病院でインフルエンザウイ
ルス抗原迅速診断検査を実施されインフルエンザ A型と
診断された．アセトアミノフェンを処方され解熱が得られ
た．再度発熱が出現し，胸腹部・背部に発疹が出現したた
め，当科入院 9日前に Bクリニックを受診したが経過観
察とされた．症状が持続するため当科入院 7日前に C病
院を受診したところ LDH 596U/Lと上昇しており，当科
を紹介された．37℃の発熱，顔面紅斑，口腔内の白苔，皮
疹（胸腹部・背部），両側頸部に 5～10mm大の圧痛を伴
うリンパ節腫脹を複数個認めた．白血球数 7,300/μL，リ
ンパ球数 1,840/μLであった．また，異型リンパ球の出現
を認めた．問診によりMSMであることも判明したため，
HIV抗原抗体を測定したところ陽性（Western Blot法判
定保留）であったことから急性 HIV感染症が疑われ当科
入院となった．HIV-1 RNAは 1.1×106と陽性であり確定
診断とした．CD4陽性 Tリンパ球数は 381/μLであった．
対症療法のみで症状は軽減し入院 4日目に消失した．入院
7日目に口すぼめができずに左口角から水が漏れるなどの

左側表情筋の障害が出現し，HIVによる顔面神経麻痺と
考えた．ステロイド内服により顔面神経麻痺は速やかに改
善した．HIV感染症に対しては外来で ARTを開始した．
【考察】インフルエンザ Aと診断されたあとに発覚した急
性 HIV感染症を経験した．臨床症状が遷延するなど初期
診断に合致しない所見が出現した際には診断を再考し，丁
寧に診察を行い，詳細に問診することが重要と思われた．
028 感中．CD4数 788/μLと高値にも関わらず食道カ
ンジダ症で発症した後天性免疫不全症候群（AIDS）の 1
例

大阪市立総合医療センター感染症内科
入江 稜子，笠松 悠，森村 歩
白野 倫徳，後藤 哲志

【症例】39歳男性．
【主訴】発熱，倦怠感，頭痛．
【現病歴】入院 30日前より頭痛と発熱があり，左大腿部の
皮下膿瘍を続発し，近医で切開排膿され抗菌薬を処方され
たが，2週間の経過でも改善傾向ないため，免疫不全等の
基礎疾患の存在が疑われ当院に紹介受診となった．外来で
施行した HIVスクリーニング検査が陽性であり，後天性
免疫不全症候群（AIDS）が疑われ精査加療目的で入院と
なった．
【入院後経過】頭痛精査目的で髄液検査を施行したところ，
単核球優位の細胞数増加，蛋白増加を認めたが髄液糖の低
下はなく墨汁染色も陰性であった．髄膜炎と暫定診断し，
ヘルペス属 PCRの結果が陰性と判明するまでアシクロビ
ルを投与し，下腿のMRSAによる化膿性皮膚感染症の治
療もかねて，髄液培養が陰性と判明するまで髄膜炎用量の
セフトリアキソンとバンコマイシンを併用投与した．嚥下
痛があり入院 4日目に上部消化管内視鏡検査を施行したと
ころ，下部食道に白苔を認め病理組織で食道カンジダ症と
診断された．フルコナゾール 200mg/日開始したところ
翌々日には症状軽快した．入院 6日目に HIV-1RNA定量
2.5×106copies/mLと高値，Western blot（WB）法は判定
保留と判明し，食道カンジダ症で発症した AIDSと診断し
たが，CD4は 788/μLと高値であり，再検しても 786/μL
と高値であった．次第に症状は改善し，入院 24日目に
EVG/COBI/TAF/FTCで抗 HIV薬を開始し 28日目に軽
快退院となった．病歴上は新しい男性パートナーとの性交
渉歴があり，無菌性髄膜炎の症状，WB法の検査結果から
も急性感染期と考えられた．
【考察】急性感染期に AIDSを発症した報告は散見される
が，本症例にように CD4が 788/μLと著明高値であった
にも関わらず食道カンジダ症で急性感染期に AIDSを発症
した症例は貴重と考え報告した．
029 感中．CMV感染の合併により一時的な薬剤抵抗
性を認めた HIV感染症の 1例

伊勢赤十字病院感染症内科１），同 初期研修医２）

宮崎 悠１）2）坂部 茂俊１） 豊嶋 弘一１）

【症例】60歳代男性．1カ月前からのふらつきを主訴に前
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医受診された．前医にて HIV陽性，MRIでリング造影の
Massを認めた為，当院感染症内科紹介となり，精査目的
に入院となった．入院 2日目より TDF＋FTC，FPVによ
り治療開始とした．入院 4日目に左前頭開頭腫瘍摘出術を
行い，脳悪性リンパ腫の診断となった．治療開始 1日目に
CD4絶対数 31cells/μL，HIV量 360,000copies/μL，治 療
開始 12日目，CD4絶対数 114cells/μL，HIV量 13,000cop-
ies/μL，治療開始 47日目に CD4絶対数 17cells/μL，HIV
量 1,200copies/μLと経時的に HIV量減少していたが，治
療開始 59日目に HIV量 1,900copies/μL，治療開始 72日
目に HIV量 3,600copies/μLであった．また発熱，泥状便
の持続を認めた為，CMV量を測定したところ，治療開始
72日目の CMV量 2,428/μLでありガンシクロビル開始と
した．治療開始 86日目，HIV量 4,700copies/μL，CMV
量 5/μLであり，治療開始 103日目 HIV量 470copies/μL
と改善し，以後経過良好であり，治療開始 111日目退院と
なった．
【考察】ART治療開始より CD4数，HIV量ともに改善し，
治療効果を認めていたが，発熱・下痢の症状出現とともに
HIV量，CD4数が増悪した．薬剤のコンプライアンスは
良好であり，薬剤感受性試験でも TDF＋FTC，FPVは感
受性を認めていた．CMV陽性であったためガンシクロビ
ルによる CMV治療を開始したところ ARTの治療効果を
再度認めた．本症例は CMV感染症に伴う一過性の薬剤抵
抗性 HIV感染症の可能性がある．
【結語】本症例は，CMV治療後に速やかに ARTの治療効
果を認めたことより，CMV感染症により HIVが薬剤抵抗
性をきたした可能性がある．
030 感中．体幹に非特異的な紅斑が出現した溶血性連
鎖球菌によると考えられる感染性心内膜炎，心外膜炎の 1
例

伊勢赤十字病院
金森 泰光，豊嶋 弘一，坂部 茂俊

【症例】60歳代女性．
【既往歴】卵巣癌，糖尿病．
【現病歴】2016年 1月から 38～39℃の症状を伴わない高
熱が続いたためかかりつけ医，大学病院，総合病院を含む
複数の医療機関を受診したが診断にいたらなかった．約 1
カ月後に，夜間呼吸困難感あり当院の救命救急センターを
受診した．肺水腫あり，うっ血性心不全と診断した．他身
体所見として腹部に無痛性の紅斑があった．当院受診まで
に施行された各種検査では CRP値上昇と貧血，低アルブ
ミン血症，ASO高値（952IU/mL）が目立った．入院後，
不明熱診断とあわせ精査した．血液培養検査で細菌は検出
されなかった．当院で追加した検査で目立った所見は心エ
コー検査における僧房弁，大動脈弁逆流症と ASK（20,480
倍）値上昇，造影 CTにおける心外膜の肥厚であった．感
染性心内膜炎に心外膜炎を合併した可能性を考慮し，さら
に経食道エコー，脳MRI撮影を追加した．経食道エコー
では明らかな疣贅を認めなかったが急激に進行する僧房弁

逆流は弁破壊を示唆するもので，一方脳MRIでは左前頭
葉に感染性塞栓を疑う脳 塞があった．皮膚病理検査では
特異性に乏しい所見であったが微小血栓として矛盾しない
との結論に至った．CTRX，LVFX＋MINOで徐々に炎症
所見は改善し，心不全はコントロールされ手術を回避でき
た．組織の遺伝子検査が施行できなかったため，コクシエ
ラ，リケッチアなどの抗体価測定を行ったが有意な上昇は
なかった．ASO，ASK値は経過とともに低下（312IU/mL
および 5,120倍）した．いずれも急性期を過ぎ上昇，その
後低下していることより起炎菌は溶血性連鎖球菌である可
能性が高いと判断した．
【結論】補助的診断にて診断，治癒に至った溶血性連鎖球
菌による心内膜炎，心外膜炎と診断した．特徴的な皮膚所
見があった．
032 感中．脾摘後の侵襲性肺炎球菌感染症，敗血症
ショックののち，可逆性白質脳症と非痙攣性てんかん発作
を発症した 1例

加古川中央市民病院呼吸器内科１），同 リウマチ
膠原病内科２）

岩田 帆波１） 西馬 照明１）

葉 乃彰２） 山根 隆志２）

症例は 64歳女性．15年前に脾嚢胞に対し脾臓摘出術を
施行されたが，肺炎球菌ワクチンは未接種であった．前日
からの発熱と倦怠感のため近医を受診したところ，尿中肺
炎球菌抗原陽性を伴う敗血症ショックの診断で，当院転院
紹介となった．明らかな肺炎像はなかったが，DICを合
併して出血傾向を示し，鼻や耳介周囲の電撃性紫斑を認め
た．大量輸液に加えて，ステロイド少量持続静注，抗菌薬
CTRX 2g×2回/日の投与を継続したところ，翌日には循
環動態は安定した．第 4病日より呼吸状態悪化し，両肺野
の浸潤影をきたしたため，ARDSと判断して気管挿管の
もと人工呼吸器管理となった．その後は感染コントロール
得られ，徐々に酸素化の改善を認めた一方で，鎮静後の意
識障害が遷延した．第 7病日に頭部造影MRIを施行した
ところ，FLAIRで皮質下に広範囲の高信号領域を多数認
めた．脳浮腫改善目的に第 7～9病日にステロイドパルス
療法を施行したが，意識レベルは改善を認めなかった．第
12病日に施行した脳波にて全般性にてんかん波を認め，非
痙攣性てんかん発作としてレベチラセタムやカルバマゼピ
ンを開始した．第 14～16病日に再度ステロイドパルス療
法を施行したところ，徐々に意識レベル改善を認めた．第
22病日に再検した頭部造影MRIでは皮質下の高信号領域
は消褪傾向にあり，敗血症ショックによって誘発された可
逆性白質脳症と考えられた．経過中に気管切開を行ったが，
第 15病日に人工呼吸器離脱可能であり，その後抗てんか
ん薬を漸減，食事摂取や歩行器歩行可能な状態まで回復し
た．皮膚症状も含め後遺症なく経過，リハビリ目的に第 47
病日に転院となった．侵襲性肺炎球菌感染症に合併する意
識障害として，可逆性白質脳症や非痙攣性てんかん発作を
引き起こした珍しい症例を経験したので発表する．
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033 感中．血液培養グラム染色にて非典型的な形態を
呈した肺炎球菌性髄膜炎の 1例

神戸市立医療センター西市民病院総合内科１），同
臨床検査技術部２）

田島 裕之１） 王 康治１） 西尾 智尋１）

江上 和紗２） 小西 弘起１）

【症例】60歳男性．
【主訴】倦怠感，発熱．
【既往歴】マイコプラズマ肺炎，高血圧．
【現病歴】X-3日より倦怠感を自覚し，X-1日に脱力感が
あり，当院救急外来を受診．身体所見，画像所見上熱源が
不明で，血液検査にて肝障害，腎機能低下，血小板減少，
CRP高値を認めたため入院精査を勧められたが帰宅した．
X日に血液培養から連鎖球菌様のグラム陽性球菌が発育し
たため，直ちに再受診を指示され，歩行困難であり救急搬
送となった．搬送時，不穏状態で失見当識を認め，体温
39.0℃，血圧 180/110mmHg，脈拍 110回/分，SpO2 97%，
呼吸回数 20回/分，大腿部に網状皮斑を認めた．項部硬直
は明らかでなかった．熱源不明で，血液培養のグラム染色
像と合わせて感染性心内膜炎が疑われたが，経胸壁心エ
コーにおいて疣贅などの所見は認められなかった．頭部
CT撮影後に腰椎穿刺を施行，髄液所見は淡黄色透明で日
光微塵がみられた．細菌性髄膜炎が疑われ，直ちに採取し
た髄液をグラム染色したところ，Streptococcus pneumo-
niae に典型的なグラム陽性双球菌を認めた．髄液一般検
査の結果，細胞数 11/μL（多核球 6/μL，単核球 5/μL）糖
1mg/dL，蛋白 272mg/dL．S. pneumoniae による髄膜炎
疑いにて抗菌薬治療を開始した．血液培養，髄液培養の結
果，いずれも S. pneumoniae（PISP）と同定された．抗
菌薬治療を継続し，良好に経過したものの，軽度の高次脳
機能障害が認められ，回復期リハビリテーション施設へ転
院となった．
【結語】S. pneumoniae はその特徴的なグラム染色像から，
菌種推定されやすい代表的な菌種であるが，今回血液培養
のグラム染色像が非典型的であり，菌種・感染巣の推定に
迷った症例を経験したので報告する．
034 感西．菌の同定に難渋した Sterptococcus lu-
tetiensis による細菌性髄膜炎・菌血症の 1例

沖縄県立中部病院感染症科
前田 顕子，高倉 俊一，高山 義浩
椎木 創一，成田 雅

【諸言】Streptococcus bovis は感染性心内膜炎や，頻度は
少ないが髄膜炎の起炎菌として知られている．Biotype 1
の Streptococcus gallolyticus は大腸癌や感染性心内膜炎，
Biotype2/2は新生児・高齢者の髄膜炎と関連が示唆され
ている．Streptococcus lutetiensis は S. bovis Biotype 2/
1に分類される．
【症例】79歳女性．入院当日の朝に頭痛の訴えあり，夕方
に意識レベルの低下で救急搬送．来院時，38℃台の発熱，
GCS：E3V4M6の状態だった．身体所見では項部硬直が

あり，髄膜炎を疑い腰椎穿刺施行後，抗菌薬加療を開始．
髄液検査では多核球優位の細胞数上昇及び髄液糖低下，
Gram染色で莢膜を伴わないグラム陽性双球菌を認めた．
入院翌日に血液培養陽性となったが，菌の同定には時間を
要し，最終的に遺伝子検査で S. lutetiensis の診断となっ
た．HTLV-1抗体検査・糞線虫の虫卵培養検査は何れも陰
性であった．入院経過中に上下部消化管内視鏡検査を施行
した．大腸にポリープが発見された以外には異常所見はな
かった．経食道心臓超音波検査にて明らかな疣贅は認めな
かったが，臨床的に感染性心内膜炎の否定できなかったた
め，抗菌薬（ABPC，CTX）28日間の投与を行った．経
過良好で，後遺症なく自宅退院となった．
【考察】S. bovis の感染には腸管粘膜の異常，特に大腸腫
瘍との関連が示唆されている．今回の症例は，肺炎球菌性
髄膜炎のように急激な経過で発症したが，Gram染色の菌
の形態から肺炎球菌以外の菌を考えた．また，S. bovis
groupの菌の同定自体が難しく，菌の同定に難渋し，最終
的には質量分析法・遺伝子検査で S. lutetiensis と確定し
た．
035 感西．IgA血管炎を合併したMSSAによる胸鎖関

節炎・腸腰筋膿瘍・臀部膿瘍の 1例
鹿児島生協病院総合内科

野元 翔平，山口 浩樹，沖中 友秀
小松 真成，佐伯 裕子

【緒言】黄色ブドウ球菌菌血症は膿瘍形成や，菌が産生す
るトキシンにより様々な合併症を生じうる．今回局所注射
が侵入門戸として疑われ胸鎖関節炎・腸腰筋膿瘍・大臀筋
膿瘍を形成し経過中 IgA血管炎を発症した黄色ブドウ球
菌菌血症症例を経験したため報告する．
【症例】高血圧を除き既往のない 70歳女性．X-17日左肩
痛あり他院で鎮痛剤の筋肉内注射をされた．その後も左肩
痛持続し右腰背部痛と右臀部痛あり同院受診し同様の筋肉
内注射をされた．注射後も左肩・右腰背部・右臀部痛が増
強し歩行困難となり X日当院外来を受診した．造影 CT
で左胸鎖関節・右腸腰筋・右臀部に膿瘍形成あり膿瘍穿刺
液からブドウ状グラム陽性球菌を認めブドウ球菌による多
発膿瘍として同日入院加療としセファゾリン投与を開始し
た．入院時の血液培養からブドウ状グラム陽性球菌が検出
され，穿刺液・血液培養いずれもメチシリン感受性黄色ブ
ドウ球菌（MSSA）が同定された．X＋4日多発膿瘍部の
ドレナージ術を施行した．ドレナージ後も発熱が続いたた
め感染巣への移行性考慮しレボフロキサシンを併用した．
X＋8日両側大腿部を中心に一部癒合傾向がある紫斑，小
腸浮腫，血尿・腎機能障害を認めた．血管炎を考慮し X＋
11日目に紫斑部の皮膚生検施行後ステロイド投与を開始
したところ紫斑・小腸浮腫・血尿・腎機能障害は改善し
た．尿所見から IgA腎症が疑われたため腎生検を施行し
たところ IgA腎症の所見を認め臨床症状と合わせMSSA
菌血症に合併した IgA血管炎と診断した．抗菌薬投与と
ステロイド投与で膿瘍消失し血管炎に伴う諸症状も改善し
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たため X＋54日目に自宅退院となった．また本症例の
MSSAは staphylococcal enterotoxin E（SEE）と staphylo-
coccal toxic shock syndrome toxin-1（TSST-1）産生株だっ
た．
【考察】黄色ブドウ球菌菌血症は関節炎や膿瘍など菌によ
る播種性合併症を生じるが，菌が産生するトキシンによる
免疫複合体を介した合併症にも注意を要する．
036 感西．生物学的製剤使用により診断が遅れた多発
化膿性関節炎・皮下膿瘍の 1例

国家公務員共済組合連合会浜の町病院感染症内科
中澤 愛美，内田勇二郎

【現病歴】33歳女性．19歳（X-14年）で関節リウマチと
診断，25歳（X-8年）時からレフルノミド（LEF）＋アダ
リムマブ（ADA）で治療されていた．X年 3月に多関節
炎の悪化を認め，前医 Aで ADAをトシリズマブ（TCZ）
に変更された．その後も関節症状は持続し，X年 4月 28
日に前医 Bへ転医．両側肘関節手関節の腫脹， 痛，両
側前腕の腫脹を認めており， 痛に対しステロイド関節内
注射，および，プレドニゾロン（PSL）20mg内服を開始
された．5月 2日に左手関節に腫脹が出現，関節穿刺を行っ
たところ膿性の排膿を認め，自壊し排膿が持続したため 8
日に当院整形外科に入院となった．
【経過】右肘関節と左手関節の化膿性関節炎・皮下膿瘍の
診断で，左手関節・右肘関節の切開排膿・閉創術を緊急施
行した．両下肢に皮下膿瘍も認められたが，保存的に治療
した．前医 Bから開始されていたセファゾリン（CEZ）か
らセフトリアキソン（CTRX）とクリンダマイシン（CLDM）
へ変更し，5月 20日に感染症内科へ転科した．創部培養
からは Staphylococcus aureus が検出されたため，CLDM
を ST合剤に変更した．PSLは漸減しながらも，RAの悪
化はなく，炎症所見は改善傾向を示した．CTRXによる
薬剤アレルギーが出現したため，6月 9日よりガレノキサ
シン（GRNX）へ変更した．7月 16日に左手関節固定術
を整形外科にて施行され，8月 16日退院となった．ST合
剤＋GRNXの内服治療は 11月末まで施行し，以後，再燃
は認められなかった．
【考察】細菌性関節炎は通常，急性の単関節炎として表現
されるが，関節リウマチなどの基礎疾患がある場合には多
関節炎のかたちをとることも多い．関節リウマチなどで既
に障害の存在する関節は感染をおこしやすく，症状の悪化
を考える際は必ず化膿性関節炎を疑って診察，加療を行わ
ねばならない．
037 感西．薬疹の再燃と鑑別を要したMRSAによる
ブドウ球菌性皮膚剥脱症候群の 1例

佐賀大学医学部附属病院感染制御部１），同 検査
部２）

岡 祐介１） 濱田 洋平１） 浦上 宗治１）

於保 恵２） 草場 耕二２） 青木 洋介１）

【症例】70歳女性．急性心筋 塞にて前医に搬送され経皮
的冠動脈形成術を施行された．入院時に末期腎不全を認め

たため入院 2週間後に内シャント造設し維持透析導入と
なった．入院 2カ月後に発熱と体幹・四肢に紅斑，膿疱が
出現し急性汎発性膿疱性細菌疹や薬疹を疑われ，CTRX
の投与および内服薬の変更とステロイド外用によって膿疱
の消失と紅斑の消退を認めた．その 2日後に再び発熱と皮
膚症状の増悪をみとめたため Stevens-Johnson症候群
（SJS）および中毒性表皮壊死症（toxic epidermal necroly-
sis；TEN）を疑われ当院紹介となった．当院入院時，全
身に紅斑，痂皮付着があり，耳介や後頸部からの滲出液，
悪臭を認めていた．ブドウ球菌性皮膚剥脱症候群（Staphy-
lococcal scaled skin syndrome；SSSS）も鑑別に挙がり，
入院歴や抗菌薬投与歴よりMRSAの可能性も考慮し DAP
を開始した．入院時の血液培養，皮膚分泌物培養より
MRSAを分離したためMRSA菌血症と SSSSと診断し
DAPの投与を継続した．皮膚症状は速やかに改善を認め，
DAPは血液培養陰性化確認から 2週間の投与で終了とし
た．
【考察】SSSSは黄色ブドウ球菌から産生される表皮剥奪
性毒素が原因となり，発熱や表皮剥離を特徴とする基本的
に小児に多い疾患である．通常皮疹の培養から黄色ブドウ
球菌の検出は認めないとされるが，本症例は血液培養から
MRSAを分離し皮膚所見と併せて菌血症を伴う SSSSと
診断した．SSSSと SJSや TENといった重症薬疹は，皮
膚所見が類似する点から鑑別が重要となる．透析や糖尿病
などブドウ球菌感染症のリスクを有する患者における重症
薬疹や改善に乏しい薬疹の診療においては SSSSを鑑別に
挙げることが必要と考える．
038 感中．バンコマイシンとダプトマイシン・アルベ
カシンの併用療法により救命しえたMRSAペースメー
カー感染症の 1例

誠光会草津総合病院
東 長佳，内田 隆一，玉川裕一郎
島田 利彦，中村 文泰，鈴木 孝世

【諸言】MRSAペースメーカー感染は抗菌化学療法のみで
は難治で，ペースメーカーの外科的抜去を要する．だが，
外科的抜去は侵襲が大きく実行困難なことも多い．我々は
VCMと DAP・ABKの併用療法により抗菌化学療法のみ
で救命・治癒せしめた症例を経験したので報告する．
【症例】52歳男性．主訴，発熱．高度房室ブロックでペー
スメーカー植え込み後 3年経過．尿細管アシドーシスで入
院加療，116日目に劇症肺炎・ARDSを来し人工呼吸器管
理となり，喀痰と BALFよりMSSA分離．13日後人工呼
吸離脱したが，同日膵炎を発症し中心静脈カテーテル
（CVC）留置．IVH管理 19日目に発熱，末梢血で白血球・
CRP著明高値にて CVC抜去．同日血液及び CVC先端培
養でMRSA分離．CVC抜去 3日後 VCM開始したが改善
認めず，VCM投与 5日目に再度血液培養でMRSA分離，
経胸壁心エコー（TTE）でペースメーカーリードに疣贅
認め，MRSAペースメーカー感染と診断．同日 ABK，
ABPC，VCM併用開始し解熱，3剤併用 12日で血液培養
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陰性化，15日目に末梢血炎症反応も著明に改善．その 7
日後に再度発熱，血液培養陰性だが，リードの疣贅残存，
DAP，ABK，VCMに変更し解熱．同 3剤併用 27日目
DAP，VCMの 2剤とし，14日後に TTEでリードの疣贅
消失を確認，34日間で 2剤治療を終了した．
【考察】本症例は VCM単剤治療無効で，抗生剤併用療法
を必要とした．アミノグリコシド剤はグリコペプチド剤，
βラクタム剤いずれにも相乗効果を有する．故に，MRSA
の多くは GM耐性だが，米国では人工弁MRSA心内膜炎
に GMと VCM併用が推奨されている．本邦ではMRSA
に有効なアミノグリコシド ABKが使用可能で，かつ，本
症例の分離MRSA株は βラクタム剤 ABPCに感受性を有
し，VCMと ABK，ABPC併用で臨床的改善と菌陰性化
を認めた．しかし，感染症再燃，VCMと DAP，ABK併
用とし治癒せしめた．DAP，ABK両者とも細胞膜直接障
害作用を有し，細胞壁合成阻害剤 VCMと相乗効果を発揮
した可能性が示唆される．
039 感中．Staphylococcus lugdunensis 菌血症の 2

症例
金沢医科大学病院臨床研修センター１），金沢医科
大学臨床感染症学２），金沢医科大学病院薬剤部３），
同 感染制御室・感染対策チーム４）

山里 一志１） 薄田 大輔２）4）河合 泰宏２）4）

西田 祥啓３）4）多賀 允俊３）4）飯沼 由嗣２）4）

【背景】Staphylococcus lugdunensis（SL）はコアグラー
ゼ陰性ブドウ球菌（CNS）に分類されているが，生化学的
性状や病原性の強さから，黄色ブドウ球菌に近い存在であ
ると考えられている．当院で経験した SL菌血症について
報告する．
【症例 1】68歳，男性．20XX年 3月に左足趾壊疽に対す
る治療目的で，左足趾切断術・断端形成術を施行された．
術後 17日目より 38℃台の発熱を認め，創部離開が見られ
た．血液培養 2セットから SLが分離され，感染フォーカ
スとして創部感染が最も疑われた．発熱日より CEZが投
与開始され，薬剤感受性が判明した後に DAPに変更され
た後は速やかに解熱し症状は軽快した．
【症例 2】81歳，男性．左尿管腫瘍による腎後性急性腎不
全のため 20XX年 11月に当院入院となり，左尿管ステン
ト，膀胱カテーテル（バルン）が留置された，その後ステ
ントおよびバルン入れ替えが行われ，入院 29日目にバル
ンは抜去された．抜去翌日に 38℃台の発熱認め，同日採
取した血液培養 2セットと尿培養からブドウ球菌属が検出
された．同定検査では血液培養 2セットからMSSAと SL
が分離され，尿培養からはMSSAのみが分離された．感
染フォーカスとして複雑性尿路感染が最も疑われ，治療薬
として LVFXが使用された．
【考察およびまとめ】SLは下肢や鼠径部に常在し皮膚・軟
部組織感染が最も多く，菌血症は比較的稀である．本症例
では創部感染，複雑性尿路感染症をフォーカスとする菌血
症と考えられた．薬剤感受性検査では 1株がメチシリン耐

性を示した．菌血症起因菌として CNSが分離された場合
には病原性の診断根拠として同定検査の実施が必要と考え
られる．
040 感西．脊椎カリエスに広範囲な結核性膿瘍を合併
した 1例

済生会福岡総合病院感染症内科１），同 消化器内
科２），同 膠原病内科３）

二見 俊人１） 隅田 幸佑１） 中村 啓二１）

谷 直樹１） 吉村 大輔２） 井上 久子３）

【症例】21歳，ネパール人男性．
【現病歴】入院 1カ月前から腰痛を自覚していた．徐々に
右大腿部痛も自覚するようになり，入院 1日前に近医脳神
経外科を受診した．CT検査で右腸腰筋の腫大，MRI検査
で硬膜外膿瘍があり，精査加療目的に当院紹介受診となっ
た．当院で施行した造影 CTの結果，右腸腰筋膿瘍，右脊
柱起立筋膿瘍，仙骨前面膿瘍があり，精査加療目的に入院
となった．入院時は 37℃台の微熱がある以外にバイタル
サインは異常なかった．脊柱起立筋膿瘍を穿刺し，膿瘍を
培養に提出したが一般細菌の塗抹，培養は陰性，抗酸菌の
塗抹も陰性であった．入院 2日目に造影MRIを施行し，CT
の所見に加えて仙骨の脊椎炎，硬膜外膿瘍の所見を認めた．
入院 4日目から 38℃以上の発熱を認めるようになった．入
院 6日目に CTガイド下右腸腰菌ドレナージ，ドレーン留
置を施行した．再度培養提出し，エンピリックに抗菌薬
CEZ，8日目からは CTRX，MNZの投与を行った．しか
し発熱は持続し，膿瘍の一般細菌は培養陰性，抗酸菌の塗
抹は陰性，結核菌 PCRも陰性であった．ドレナージ後は
右下肢の痛みは改善したが，発熱が持続した．悪性疾患や
自己免疫疾患も念頭に置いて鑑別をすすめたが，血清 T-
spot，ツベルクリン反応が陽性であったため，やはり結核
性の膿瘍を疑った．入院 15日目にドレーンは抜去，膿瘍
の検体を再度提出したところ，結核菌 PCRが陽性であっ
た．最終的には仙骨の脊椎カリエス，結核性膿瘍と診断し，
膿瘍の抗酸菌培養も後日陽性となった．入院 20日目から
INH，REP，PZA，EBによる 4剤治療を開始し，22日目
に退院となった．以後は外来で内服を継続しながら加療中
であるが，膿瘍は著明に縮小し良好な経過をたどっている．
041 感西．結核性リンパ節炎を伴う結核性肝膿瘍およ
び大腸結核の 1例

社会医療法人近森会近森病院臨床研修部１），同
消化器内科２），同 感染症内科３）

木田 遼太１） 榮枝 弘司２） 石田 正之３）

【症例】80歳女性．
【主訴】腹部違和感．
【既往歴】なし．
【現病歴】1週間前から腹部の違和感があり，近医受診．腹
部単純 CTにて肝左葉下面から膵頭部の間に 3.4cm大の腫
瘤を認め，大動脈周囲リンパ節腫大もあり，IL2-R抗体
1,020u/mLと高く，悪性リンパ腫疑いで第 15病日に当院
紹介入院となった．血液検査では，WBC 8,200（Neutro
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98.9%），CRP 11.5，RBC 307万，Hb 10.0，と炎症反応上
昇と貧血を認めた．胸部 CTは異常なく，腹部造影 CTに
て肝門部付近に 28mm，38mm大の凹凸を伴う腫瘤を認め，
第 7病日の CTと比べ著明に増大していたことから，肝膿
瘍が疑われた．大動脈周囲や回腸末端周囲にもリンパ節腫
大を認め，門脈本幹には defectがあり，門脈血栓による
閉塞が疑われた．腫瘤による胆管圧排もあり，内視鏡的に
tube stentを挿入し，抗菌剤およびダナパロイドナトリウ
ムを開始した．その後 38℃前後の発熱出現し CRPも減少
せず．第 19病日に単純 CT施行したが，肝門部付近の LDA
は若干増大あり，大動脈周囲リンパ節腫大は変化ないが，
右大腰筋前方に 22mm大の腫瘤があり，その周囲から腸
間膜にかけて小リンパ節を認めた．リンパ節の一部は内部
壊死が疑われ，結核性肝膿瘍および結核性リンパ節炎が疑
われた．腹部 USでは，肝門部の左側の腫瘤は内部不均一
な高エコーを呈し，右側の腫瘤は内部低エコーで，門脈本
幹は脾静脈合流部から本幹まで全て閉塞していた．下部内
視鏡では上行結腸に浅い潰瘍を 2カ所認めた．T-SPOT陽
性，胃液検査にて TRC-TB陽性，チールニールセン染色
陽性（ガフキー 2号）で，大腸生検でも TRC-TB陽性で
あった．他院転院し抗結核剤治療を施行中である．
【考察】肝の結核性腫瘤は造影効果に乏しく，画像的には
悪性リンパ腫，転移性腫瘍，胆管細胞癌，肝膿瘍などとの
鑑別が困難だが，原因不明の肝腫瘤では考慮すべき疾患の
ひとつである．
042 感西．飛蚊症が契機で診断に至った結核性ぶどう
膜炎合併肺結核の 1例

長崎大学病院呼吸器内科（第二内科）１），日本赤十
字社長崎原爆諫早病院呼吸器内科２）

石岡 泰知１） 峰松明日香１） 山本 和子１）

西條 知見１） 今村 圭文１） 宮崎 泰可１）

福島喜代康２） 迎 寛１）

結核性ぶどう膜炎は戦前に多くみられていたが，現在は
遭遇する機会の少ない稀な疾患である．今回，飛蚊症を契
機として診断に至った結核性ぶどう膜炎合併肺結核の 1例
を経験したので報告する．症例は 36歳女性，基礎疾患な
し．X-4月より右眼の飛蚊症を自覚し，X-2月に近医眼科
を受診した．右眼ぶどう膜炎の診断でステロイド眼内注入
療法が行われたが，症状が増悪したため，X月に当院眼科
に紹介となった．サルコイドーシスが疑われ精査中に QFT
が陽性と判明．また X-2月より湿性咳嗽が出現していたこ
ともあり，右眼ぶどう膜炎の原因として活動性結核が疑わ
れ，当科紹介受診．胸部 CTにて左肺 S6，S8に気管支壁
の肥厚と気管支周囲に小葉中心性の粒状影を認め，喀痰抗
酸菌塗抹検査（Gaffky1号），結核菌 PCR検査が陽性で，
肺結核の診断にて入院．INH（300mg/day），RFP（450mg/
day），EB（750mg/day），PZA（1.0g/day）の 4剤 併 用
療法を開始し，入院時に認めた嗄声，咳嗽，喀痰などの呼
吸器症状は著明に改善した．右眼底所見にて結核性ぶどう
膜炎に特徴的とされる血管の閉塞像と周辺網膜に生じた無

血管領域を認めた．失明の危険性があるため，無血管領域
と網膜新生血管に対して抗凝固術（レーザー治療）が施行
された．現在外来で内服加療中であり，肺病変，眼病変共
に改善を認めている．結核の中蔓延国である日本で原因不
明のぶどう膜炎を診たときは，結核性ブドウ膜炎を念頭に
置く必要がある．
（非学会員共同研究者：大野 梢，井上大輔；長崎大学
病院眼科）
043 感西．当院で分離された Mycrobacterium ab-
scessus の 7症例の検討

嬉野医療センター１），川棚医療センター２）

平井 哲１） 原田 陽介１） 佐々木英祐１）

山領 豪２） 黒木 麗喜２）

【背景】Mycrobacterium abscessus による感染症は非結
核性抗酸菌症の中でも比較的稀な疾患であるが治療抵抗性
であり，治療に難渋することが多い．
【対象と方法】対象は当院において最近 6年間に喀痰また
は気管支洗浄液よりM. abscessus が分離された 7症例に
ついて後方視的に情報を収集し，その臨床像について検討
を行った．
【結果】患者背景として，男性 1例，女性 6例で，年齢分
布的には 58から 91歳で平均 68.4歳であった．分離例全
てにおいて基礎疾患を有していた．画像所見では空洞性病
変が 1例，粒状陰影が 6例であった．観察期間については
2から 6年であり，治療を行ったのは 3例である．その他
1例は誤嚥性肺炎で死亡され，残り 3例は無治療で経過観
察とした．治療に至った 3例に関しては血痰の自覚症状と
陰影増悪があり，加療により自覚症状の軽快と陰影の改善
に至っていた．M. abscessus の感受性については 6例で
確認できており，そのうち CAM耐性が 3例であった．
【結語】今回の検討では，当院で分離されたM. abscessus
での症例では女性に多く，基礎疾患を有するものや画像的
に粒状陰影を示したものが多く見られた．M. abscessus
感染症は難治性の疾患で時に進行性で予後不良となりうる
が，無治療で増悪を認めていない症例もあり，疾患の進行
速度は症例によって異なる可能性があると考えらえた．
044 感中．菌球形成を疑う空洞性病変とアスペルギル
ス抗原陽性により慢性進行性肺アスペルギルス症が疑われ
た気管支食道瘻の 1例

富山大学附属病院感染症科
滝澤 大輝，川筋 仁史，木谷 健人
上野 亨敏，宮嶋 友希，松本かおる
河合 暦美，東 祥嗣，酒巻 一平
山本 善裕

【症例】12歳の女児．先天性食道閉鎖症に対し出生 3カ月
後に根治術が施行されたが，気管支食道瘻残存で再手術と
なった．再手術後も食道と胸腔ドレーンとの瘻孔が残存し，
肺炎や胸膜炎により複数回入退院を繰り返していた．20XX
年 3月 8日咳嗽を契機に左気胸を発症し脱気療法にて軽快
したが，胸部 CT上内部に菌球形成を疑う空洞性病変が指
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摘された．血清アスペルギルスガラクトマンナン（GM）
抗原は 5.0ng/mL以上と高値を示し，慢性進行性肺アスペ
ルギルス症（CPPA）が疑われたため当科入院となった．
アスペルギルス沈降抗体および β-Dグルカンは陰性であ
り，複数回施行した喀痰培養では真菌は検出されなかった．
確定診断のため全身麻酔下に気管支鏡検査を施行したとこ
ろ，内部に膿性内容物の貯留を伴う拡張した気管支食道瘻
を認めた．膿性内容物を培養に提出するも真菌の微生物学
的証明は得られず，病理組織学的に細菌塊を付す食物残渣
と判明した．4月 7日に気管支食道瘻閉鎖術が施行され，
術後経過良好のため 4月 24日に退院となった．
【考察】CPPAなどの肺アスペルギルス症は喀痰検査や気
管支鏡検査などによる微生物学的証明が得られにくい疾患
として知られており，アスペルギルス抗原/抗体などの補
助的診断法と画像所見に基づく臨床診断とならざるを得な
いことが多い．血清学的診断としてアスペルギルス GM
抗原の検出は迅速性，特異性に優れているため臨床評価は
高いが，GMは種々の食品に含まれているため，消化管に
解剖学的異常を有する患者や消化管粘膜に損傷がある患者
では偽陽性の可能性を常に考慮に入れる必要がある．確定
診断のためにはやはり局所からの直接的な微生物学的，病
理組織学的証明が必須と考えられた．
045 感中．免疫不全患者に発症したカンジダ髄膜炎の
2例

京都大学医学部附属病院感染制御部
伊藤 航人，中野 哲志，山本 正樹
松村 康史，長尾 美紀，一山 智

【緒言】カンジダ髄膜炎は，早産児や低出生体重児，外傷
後，脳外科術後の人工物挿入患者，慢性髄膜炎などでみら
れるが，中枢神経系に人工物挿入のない成人症例での報告
は限られている．今回われわれは，成人のカンジダ髄膜炎
を 2例経験したので報告する．
【症例 1】60歳代，男性．皮膚筋炎，間質性肺炎の増悪で
入院加療中であった．入院 104日目より発熱を認め，血液
培養より Candida albicans を検出したため，ミカファン
ギンで治療を開始した．入院 107日目よりせん妄を認め，
腰椎穿刺を施行した．髄液細胞数が高値であり，髄液培養
より C. albicans が検出されたことより，カンジダ髄膜炎
と診断した．リポソーマル アムホテリシン B（L-AMB），
フルシトシン（5-FC）で治療を継続したが，肝腎機能障
害が進行し，入院 141日目に間質性肺炎増悪により，永眠
された．
【症例 2】50歳代，男性．自己免疫性多内分泌腺症候群 2
型で入院加療中であった．入院 314日目に発熱，意識障害，
項部硬直を認めたため，腰椎穿刺を施行した．髄液細胞数
が高値であり，髄液培養より Candida tropicalis が検出，
カンジダ髄膜炎と診断した．同時に採取した血液培養は陰
性であった．L-AMBおよび 5-FC，フルコナゾールで治療
された．髄液細胞数は改善傾向であったが，入院 470日目
に一般細菌による敗血症性ショックにより永眠された．本

症例では，髄液（1→3）-β-D-glucan（BDG）を継時的に測
定したところ，髄液細胞数と相関を認めた．一方で，血漿
BDGは髄液所見よりやや遅れて推移する傾向にあった．
【考察】本症例のような場合は，発症当初よりカンジダ髄
膜炎を疑うことは困難であり，かつ死亡率も高い．近年，
髄液 BDGは真菌性髄膜炎の診断に有用とする報告があ
る．免疫不全患者の髄膜炎の場合に髄液 BDG検査を行う
ことで，カンジダ髄膜炎の治療開始の指標になりうると考
えられた．
（非学会員共同研究者：笹井 蘭，遠藤修一郎）
046 感中．当院におけるカンジダ血症の実態及び予後
因子の検討

金沢医科大学臨床感染症学１），金沢医科大学病院
薬剤部２），同 感染制御室・感染対策チーム３）

薄田 大輔１）3）河合 泰宏１）3）西田 祥啓２）3）

多賀 允俊２）3）飯沼 由嗣１）3）

【目的および方法】2015/4/1から 2017/3/31の間に，血液
培養よりカンジダ属真菌が検出された症例を対象として，
実態および予後因子の検討を行った．患者背景，診療情報
（侵襲性カンジダ血症のリスク及び予後因子，治療等）の
各データを収集し，解析を行った．
【結果】研究対象は 41例（重複 1例），内訳は男：女＝23：
18，平均年齢 73.8±10.9歳．侵襲性カンジダ症のリスク因
子として，広域抗菌薬投与 37例（90%），高カロリー輸液
35例（85%）が高頻度であった．フォーカスは，22例が
カテーテル関連血流感染（CRBSI）と確定診断され，すべ
て中心静脈カテーテルが原因であった．分離菌は Candida
albicans 22例，Candida glabrata 6例の順に多く，合併
症，予後は，真菌性眼内炎が 8例（20%），死亡が 11例（27%）
であった．C. glabrata が最も予後が悪く（死亡率 67%），
次いで C. albicans（同 23%）の順であった．血液培養採
取から培養陽性までの時間は，C. tropicalis が最短（19.5
±15.1時間），C. glabrata が最長（42.2±54.1時間）であっ
た．早期死亡例および真菌性眼内炎発症例を除く 31例に
ついて予後因子の解析を行った（生存 23例，死亡 8例）．
血清 β-Dグルカン値は，生存群：死亡群=162.6±199.5：
340.6±228.6pg/mL（p=0.08），血液培養採取から治療開始
までの期間は，生存群：死亡群=1.3±0.8：3.1±3.5日（p=
0.02）であり，血液培養採取から陽性までの期間（36時間
以上）は，生存群：死亡群=5/25：3/6（p=0.16）であっ
た．その他の予後因子については，有意差を認めなかった．
【結論】当院におけるカンジダ血症の 46％が non-albicans
Candidaであり，全体での死亡率は 27％であった．血清
β-Dグルカン高値，血培採取から治療開始までの期間が長
いことが予後不良と関連する可能性がある．
047 感西．小児の真菌血症における薬剤感受性の検討

久留米大学医学部感染制御学講座１），同 医学部
小児科学講座２）

後藤 憲志１）2）多々良一彰１）2）中嶋 洋介１）2）

寺町麻利子２） 渡邊 浩１）
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【はじめに】真菌血症は易感染宿主においては致死的な感
染症である．よって適切な抗真菌薬の選択が必要である．
しかし小児における真菌血症の菌種および薬剤感受性を検
討した報告は少ない．今回新生児を含む小児において血液
培養より分離された真菌の薬剤感受性を後方視的に検討し
たため報告する．
【対象，方法】2014年 4月 1日から 2016年 3月 31日まで
に新生児および小児患者の血液培養より分離された 10菌
種を対象とし，これらの抗真菌薬に対する薬剤感受性を明
らかにする．同 1症例にて繰り返して分離された菌種は 1
菌種とした．また同時に基礎疾患，年齢，性別も診療録を
基に後方視的に検討した．
【結果】真菌血症を呈した 10菌種はすべて酵母様真菌であ
り内訳は Trichosporon asahi：4例，Candida albicans：
3例，Candida parapsilosis：1例，Rhodotorula sp：1例，
Cryptococcus laurentii：1例であった．平均年齢は 3.2歳
年で性差は認めなかった．基礎疾患として超低出生体重児
が 5例，血液腫瘍疾患が 2例，先天性心疾患が 2例，クッ
シング症候群が 1例であった．薬剤感受性にて C. albicans
では 2例は FRCZのMICが 1ug/mL未満であったが，1
例 8ug/mLの株を認めていた．またMCFGのMICも 1
例 16ug/mLの株を認めていた．T. asahi が血液培養から
検出された 4例は全て新生児であり，FRCZのMICは 8
ug/mLでMCFGのMICは＞16ug/mLで あ っ た．C.
parapsilosis では FRCZ，MCFGのMICはともに 1ug/mL
であった．Rhodotorula sp.，C. laurentii における FRCZ，
MCFGのMICはともに＞16ug/mLであった．
【考察】今回の結果では，酵母様真菌分離の報告で経験的
治療として FRCZ，MCFGで治療を開始した場合 80%が
初期治療に失敗する可能性がある．通常，血液培養からは
Candida sp.が検出されやすいが，今回もっとも血液培養
からの分離が多かった菌種は T. asahi であった．新生児
の血液培養で酵母様真菌が分離された場合は T. asahi も
考慮しなければならない．
048 感西．播種性 Fusarium 感染症が致死的となった
急性リンパ性白血病の 1例

自治医科大学附属さいたま医療センター
牧野 淳

症例は特記すべき既往歴のない 40歳代男性，急性リン
パ性白血病に対する初回寛解導入療法中に起炎菌不明の多
発脳・脊髄膿瘍を合併した．広域抗菌薬療法にも関わらず
脳圧コントロールが不良のため，脳室―腹腔シャントが留
置された．化学療法を継続しつつ非完全寛解の状態で第
270病日に同種造血幹細胞移植が施行された．移植後 En-
terococcus faecium 敗血症による多臓器障害で ICUへ入
室，バンコマイシンとダプトマイシンを併用し菌血症は消
失した．同時期に小粒状の黒色皮膚病変が全身に出現，血
液培養から Fusarium が検出されたことから播種性 Fusa-
rium 感染症と診断した．リポゾーマルアムホテリシン B
（L-AMB）とボリコナゾール（VRCZ）を併用し，顆粒球

コロニー刺激因子（G-CSF）を連日投与したが，血液培養
の陰転化は得られず骨髄生着が確認されないまま多臓器不
全は進行してゆき，第 325病日（移植 55日）に死亡した．
病理解剖の承諾は得られなかった．本症例は，急性リンパ
性白血病に対する造血幹細胞移植後に好中球減少症が遷延
し，脆弱な皮膚あるいは粘膜を侵入門戸として発症した播
種性 Fusarium 感染症の 1例である．血液培養の陽性化，
黒色皮膚病変の出現，βDグルカン値上昇の時期がいずれ
も一致したことから，発症時期は第 299病日（移植 29日）
前後と想定された．播種性 Fusarium 感染症に対する治療
は，L-AMB，VRCZなどの抗真菌薬，G-CSF，膿瘍に対
するデブリードメントを組み合わせて行うが，標準的治療
は定まっていないのが現状である．本症例は L-AMBが使
用されていた中で播種性 Fusarium 感染症を発症し，L-
AMBと VRCZの併用治療に加え G-CSFを連日投与した
が救命しえなかった．今回脳・脊髄膿瘍に対して生検は施
行されておらず，播種性 Fusarium 感染症との因果関係は
明らかではなかった．仮に Fusarium による脳・脊髄膿瘍
だった場合，L-AMBにより部分的に治療・コントロール
されていた可能性が示唆された．
049 感西．遷延する好中球減少症に肺 Fusarium so-
lani感染症を合併した 1例

広島大学病院感染症科１），同 検査部２），同 診療
支援部３），千葉大学真菌医学研究センター４）

梶原 俊毅１） 北野 弘之１） 原 稔典３）

川下 遥３） 木場由美子３） 樫山 誠也３）

小野寺 一３） 横崎 典哉２） 村長 保徳４）

亀井 克彦４） 大毛 宏喜１）

【目的】稀な肺単独の Fusarium solani 感染症の 1例を経
験したので報告する．
【症例】56歳男性．肺癌，腹腔内転移，小腸転移の診断下
に，他院にて入院 9カ月前より化学療法施行中であった．
カルボプラチン，ペメトレキセド，ベバシズマブ併用療法
の後，ペメトレキセド，ベバシズマブの併用を行った．2
コース目で PDとなったため，ニボルマブの投与を 3コー
ス施行したところ，Grade 4の発熱性好中球減少症，血小
板減少症を認め近医に入院，G-CSF，輸血，ステロイド全
身投与を行ったが改善せず，当院呼吸器内科に転院した．
前医では TAZ/PIPCに加え，抗菌薬不応性の発熱として
ITCZが投与されていた．当院では ITCZを VRCZへ変更
して経過観察していたが，転院 28日目に胸部 CTにて左
下葉に空洞性病変を認め，喀痰より糸状菌を検出した．こ
のためMCFGに変更するも画像上改善を認めず，喀痰か
らの糸状菌検出が持続するため，MCFGを 300mgへ増量
した．気管支鏡検査は実施しなかった．喀痰からの糸状菌
は F. solani と同定され，比較的感受性良好であった L-
AMBへ変更した．その結果，空洞病変の縮小を認め転院
となった．
【結語】Fusarium は血流感染からの皮膚などへの播種性
病変が多く，肺単独の感染は稀である．しかし遷延する好
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中球減少時に VRCZやMCFG使用している症例で同定困
難な肺糸状菌感染巣が増悪する場合には，本症を念頭に L-
AMBの投与を検討すべきと考える．
（非学会員共同研究者：徳毛健太郎，益田 武，服部
登；広島大学大学院分子内科学，古霜麻紀；広島大学病院
検査部）
050 感西．右完全無気肺を認めたアレルギー性気管支
肺アスペルギルス症の 1例

産業医科大学呼吸器内科学
宮田依未子，川波 敏則，立和田 隆
高木 努，矢寺 和博

症例は 70歳代，女性．喫煙歴および粉塵曝露歴はなく，
既往歴，家族歴，アレルギー歴に特記事項なし．高血圧性
腎硬化症に伴う慢性腎不全に対し X-9年より A病院で維
持透析中であった．X-3年頃から，末梢血好酸球増多症，
移動する浸潤影が認められたため，B病院で精査が行われ
たが確定診断には至らず，吸入ステロイド薬により軽快す
る咳嗽が認められたことから咳喘息として外来で吸入薬治
療が継続されていた．X年 3月末頃より，発熱，咳嗽，喀
痰が認められ，A病院に入院した．同院入院時の胸部 CT
では右肺下葉にコンソリデーションがみられ，両肺に多発
性の斑状すりガラス影が認められた．当初は細菌性肺炎と
してメロペネム（MEPM）0.5g×1が開始されたが改善な
く，リザーバーマスクによる酸素 10L/分吸入下で SpO2
80%台と低酸素血症がみられ，急速に呼吸不全が増悪し
たため，4月 4日に当科に転院した．当院入院時の胸部 CT
では右完全無気肺を呈していた．末梢血好酸球増多，血清
IgE高値，アスペルギルス特異的 IgE（RAST）陽性，血
清アスペルギルス沈降抗体反応陽性であった．第 3病日に
施行した気管支鏡検査では黄白色の粘液栓による右主気管
支の閉塞がみられ，気管内採痰の細胞診では好中球及び好
酸球と糸状菌を多数認め，Aspergillus fumigatus が培養
された．以上より，Agarwalらの診断基準に基づきアレ
ルギー性気管支肺アスペルギルス症（ABPA）と診断した．
維持透析中であり，免疫抑制のリスクからステロイド内服
は行わず，まずはボリコナゾール（VRCZ）200mg/day
と ICS/LABAの吸入で治療を開始した．その後は徐々に
右無気肺は改善し，第 36病日に退院した．完全無気肺を
呈した ABPAの報告は少なく本症例は貴重と考え，若干
の文献的考察をふまえて報告する．
（非学会員共同研究者：田原正浩，川端宏樹，小田桂士，
城戸貴志；産業医科大学呼吸器内科学）
051 感西．喀血後の気管支洗浄液から，Aspergillus de-
lacroxii が検出され，関与が考えられた 1例

徳島県立中央病院呼吸器内科
吉田 成二，稲山 真美
手塚 敏史，葉久 貴司

肺アスペルギルス症は，アスペルギルスに接触する機会
と，免疫不全で菌の排除ができない場合や，陳旧性肺結核，
COPD等による気道線毛運動障害に発症するといわれて

いる．
【症例】73歳，男性．
【主訴】喀血．
【既往歴】15年前，右気胸手術．
【喫煙歴】13本×38年（20～58歳）．
【生活歴】毎日，登山．趣味；盆栽，メダカ飼育．
【経過】COPDにて，他院にて治療中．来院前日から，喀
血，血痰を 8回認めた．同日夕方，救急外来へ受診．CT
検査で，右上葉コンソリデーションと，スリガラス陰影を
認めた．喀血精査のため，7日後に，気管支鏡検査を実施
して，右 B2に凝血塊を認め，気管支洗浄施行．細胞診：
class-II，抗酸菌塗抹（－）TB，MACともに PCR（－）で
あり，止血剤使用で対処して，止血を得て経過観察となる．
その後，気管支洗浄液の細菌培養にて，Aspergillus 属を
検出．1カ月後の CTで，右上葉の陰影は気管支拡張性変
化を残すのみで，コンソリデーション，スリガラス陰影は
ほぼ消失し，気管支鏡検査でも，凝血塊を認めず．しかし，
左下葉に新たな結節影が出現．アスペルギルス感染の関与
を考え，ITCZを 1カ月間使用して陰影は縮小．現在，ITCZ
継続して治療中．検出された Aspergillus 属は，同定困難
であり，今後の治療方針を決定するために，千葉大学真菌
医学研究センターへ同定，薬剤耐性検査を依頼した．後日，
Aspergillus delacroxii と同定され，その薬剤感受性は，
ITCZ，VRCZ，MCFGに感受性があった．肺真菌症は，時
として治療に難渋することがあり，正確な菌名を同定する
ことにより，治療薬の選択につながることがある．今回，
喀血に，比較的稀なアスペルギルス感染の関与が考えられ
た 1例を経験したので報告する．
052 感中．肺移植後のアスペルギルス感染の検討

京都大学医学部附属病院感染制御部
長尾 美紀，田中美智男，中野 哲志
伊藤 航人，山本 正樹，松村 康史
一山 智

【背景】肺移植は，固形臓器移植の中で最もアスペルギル
ス感染のリスクが高い．当院では，肺移植後には全例予防
抗真菌薬の投与を行っているが，抗真菌薬予防投与下での
アスペルギルス感染については不明な点が多い．そこで，
肺移植後のアスペルギルス感染事例における臨床的特徴に
ついて検討を行った．
【方法】2008年から 2016年に肺移植が行われた症例のう
ち，EORTC/MSGで probableあるいは provenのアスペ
ルギルス症と診断された症例のカルテレビューを行った．
【結果】対象症例は 14例であった．肺病変（IPA）のみが
7例，気管・気管支病変（TBA）が 5例，IPA＋TBAが
2例であった．発症時期は，TBAのほうが IPAより早い
傾向にあった．14例中 13例が予防抗真菌薬投与中の発症
であった．ITCZあるいは VRCZが投与されていた 11例
中 10例は発症前に目標トラフ以下の時期があり投与量の
調節が必要であった．（1→3）―β-D―グルカンあるいはア
スペルギルス抗原が陽性となった症例は IPAで 4/9例，



241

平成30年 3月20日

TBAで 1/5例のみであり喀痰培養あるいは組織診での診
断が必要であった．90日以内に死亡した症例は IPAで 5/
9例であったが，TBAでは死亡例はなかった．
【考察】肺移植後のアスペルギルス感染は，血清学的検査
では診断がつきにくい．予防投薬下であっても，感染兆候
が出現した場合には血清診断や画像診断に加えて，喀痰真
菌培養，気管支鏡による観察と組織診も行い積極的にアス
ペルギルス感染を検索する必要がある．
（非学会員共同研究者：陳 豊史，青山晃博，伊達洋至）
053 感中．Paecilomyces lilacinus による肺炎が疑わ
れた免疫不全患者の 1例

金沢医科大学臨床感染症学１），金沢医科大学病院
薬剤部２），同 感染制御室・感染対策チーム３）

薄田 大輔１） 河合 泰宏１）3）西田 祥啓２）3）

多賀 允俊２）3）飯沼 由嗣１）3）

【症例】81歳，女性．慢性腎不全あり．慢性関節リウマチ
治療目的で，プレドニゾロン 20mg/日，TNFα阻害剤使
用中．労作時呼吸困難および倦怠感が出現し，胸部 CTで
両肺のすりガラス様陰影を認め入院となる．喀痰 Pneumo-
cystis jirovecii DNA陽性であり，PCPの診断にて治療が
行われた．肺炎および酸素化は改善傾向にあったが，入院
第 17病日に再び悪化傾向となり，侵襲性肺アスペルギル
ス症，サイトメガロウイルス感染症の併発と診断され，カ
スポファンギンとガンシクロビルの治療が行われた．その
後治療が継続され第 43病日に再度肺陰影の急激な悪化と
血清 β-Dグルカン上昇値を認め，喀痰より糸状菌が検出
された．アスペルギルス抗原は陰性であった．
【菌の同定】喀痰の塗抹鏡検では，隔壁があり分岐する菌
糸を多数見られ，スライド培養では，箒状の分生子形成細
胞とそれに連なる多数の卵円型分生子を認めた．ポテトデ
キストロース培地には，表面がビロード状の薄紫色コロ
ニーが発育し，Paecilomyces 属真菌が疑われた．rRNA
遺伝子の ITS領域の塩基配列では Paecilomyces lilacinus
と一致した結果となった．
【考察】Paecilomyces 属真菌は子嚢菌門ボタンタケ目に分
類される土壌真菌で，腐生菌として草木，温室，製材所等
の空気中に胞子が存在する．好中球減少，細胞性免疫不全，
糖尿病，臓器移植後などの基礎疾患が発症のリスク因子と
して挙げられ，眼，皮膚軟部組織，副鼻腔，血流感染等の
日和見感染症の原因となるが，肺炎の報告は稀である．治
療法は確立されていないが，アムホテリシンやキャンディ
ン系抗真菌薬の臨床効果は乏しく，ボリコナゾールが有効
との報告がある．本症例は，キャンディン系抗真菌薬使用
中にブレイクスルー感染として発症したものと考えられ
た．
054 感西．真菌 rRNA遺伝子領域の増幅で診断した
Sterigmatomyces halophilusM 肝膿瘍の小児例

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科小児科学分
野１），同 医歯学総合研究科微生物学分野２），鹿児
島大学病院医療環境安全部感染制御部門３）

児玉 祐一１） 大岡 唯祐２） 藺牟田直子２）

川村 英樹３） 西 順一郎２） 河野 嘉文１）

【背景】深在性真菌感染症は白血病治療中の患者において
重篤な合併症である．今回我々は，難治性の肝膿瘍に対し
て肝生検を行い，Sterigmatomyces halophilus 肝膿瘍と
診断した症例を経験したので報告する．
【症例】B前駆細胞性白血病（ALL）と診断された 6歳男
児．寛解導入療法の後，寛解に至った．早期強化療法 4週
目が終了した時点で，発熱性好中球減少症を発症し抗菌薬
CZOPを開始したが，発熱は持続したため，MCFGを追
加した．その後も解熱せず，腹部 CTで肝内に多数の低吸
収域を認めたため肝膿瘍と診断し，抗菌薬を TAZ/PIPC，
抗真菌薬を L-AMBに変更した．その後，腹腔鏡下で肝生
検を施行し，肝臓周囲に多数の膿瘍を認めた．培養検査で
は菌の検出を認めなかったが，病理組織では球状の菌体を
同定した．組織検体から DNAを抽出し真菌 rRNA遺伝
子の internal transcribed spacer（ITS）領域を標的とす
る PCRによる増幅，配列解析を行い，S. halophilus を同
定した．抗菌薬を中止し，抗真菌薬については最終的に L-
AMBに ITCZと 5FCを併用して，治療開始 3カ月後に治
癒した．肝膿瘍の治療期間中 ALLの治療を中断したが，
寛解を維持していた．白血病細胞は Hypodiploidであり，
肝膿瘍の治療終了後 1カ月で HLA一致の兄から骨髄移植
を施行した．移植後，類洞閉塞症候群，急性移植片対宿主
病を合併したが，それぞれ改善し，移植後 4カ月経過し，
ALLは寛解を維持し，肝膿瘍の再燃もない．
【考察】S. halophilus は 1966年 Fellにより海水から分離
された真菌で，これまでヒトでの感染症の報告はない．培
養で同定できないような場合には ITS領域による原因菌
の検索は有用な方法である．
055 感西．免疫正常者に発症したクリプトコッカス髄
膜炎治療中に免疫再構築症候群を合併した 1例

佐賀県医療センター好生館感染制御部１），同 好
生館検査部２），同 好生館薬剤部３）

福岡 麻美１） 山口 健太２）

佐野由佳理２） 小塩 和人３）

中枢神経クリプトコッカス症は細胞性免疫不全患者に多
くみられる深在性真菌感染症であり，免疫正常者に発症す
ることは稀である．今回健常人に発症し，治療経過中に免
疫再構築症候群（IRIS）を合併した 1例を経験したので報
告する．
【症例】45歳男性，著患者なし．1/10より激しい頭痛，発
熱，嘔吐を認め前医受診．抗菌薬を投与されたが症状改善
なく 1/20当院紹介となった．髄液検査で初圧上昇，単核
球優位の細胞数増加，蛋白上昇，糖低下を認め，無菌性髄
膜炎の診断で CTRX，ACV，DEXの投与が開始された．1/
23髄液培養からクリプトコッカスが分離され，髄液墨汁
染色でも莢膜を有する酵母様真菌を認めた．髄液・血清の
クリプトコッカス抗原も陽性であった．HIV検査，HTLV-
1抗体は陰性であったが，CD4は 162/μLと低下していた．
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CTで肺病変は認めなかった．L-AMB＋5-FCによる導入
療法を開始したが，DEX中止後発熱，頭痛が増強．髄液
検査で初圧高値持続していたが，培養は陰性化しており治
療を継続した．しかしその後さらに発熱，頭痛，嘔吐が増
強し，L-AMBまたは 5-FCの副作用を疑い 2/10より
FLCZ内服に変更した．その後も症状改善なく，Cryptococ-
cus neoformans に対する FLCZのMICが 16μg/mLであ
ることが判明．また 2/14頭部MRIで髄膜の増強効果増悪，
一部脳実質への炎症波及を疑う所見あり IRISを疑った．
CD4は 690/μLと回復していた．2/17より抗真菌薬を
VRCZに変更，PSLの内服を追加した．その後頭痛，発
熱軽減し 2/24退院．現在外来で VRCZ継続，PSL漸減中
である．
【考察】クリプトコッカス髄膜炎は，免疫正常者に発症す
ると予後不良と言われている．免疫不全患者だけでなく，
免疫正常者においても抗真菌薬治療に伴い免疫再構築症候
群を合併することがあり注意が必要である．
056 感西．薬剤性肺障害が肺クリプトコッカス症の臨
床経過を修飾した 1例

福岡大学病院呼吸器内科
温 麟太郎，中尾 明，串間 尚子
石井 寛，渡辺憲太朗，藤田 昌樹

【症例】72歳男性．20XX年 2月頃より労作時息切れが出
現し，呼吸機能検査で閉塞性換気障害を認めたため当科紹
介となった．その際，胸部 X線写真，胸部 CTで右上葉
結節影を認め，経過観察されていたが増大傾向であった．
気管支内視鏡検査では気管支粘膜の経度腫脹と白色調の分
泌物を認めた．TBLB検体では特に悪性所見認めず，生検
後洗浄液の菌培養も結核菌・真菌ともに陰性だった．クリ
プトコッカス抗原が陽性であり，肺クリプトコッカス症を
疑った．髄液検査では，墨汁染色陰性でクリプトコッカス
抗原も陰性であった．FLCZで治療開始したが右上葉の陰
影が増悪し，ITCZに変更したが，陰影に改善なく，L-AMB
に変更した．再度気管支内視鏡検査施行し，生検を行った．
病理組織として好酸球を伴う器質化肺炎を認めた．寄生虫
のスクリーニング検査は陰性だった．胸腔鏡下肺生検が必
要と考えたが，L-AMBによる腎障害が出現し，無治療経
過観察したところ，陰影は自然に改善した．
【考察】肺クリプトコッカス症は Cryptococcus neoformans
の経気道的感染によって発症する真菌症で，胸部 CT像は
孤立または多発結節が多いとされるが，浸潤影，スリガラ
ス影を認めることもあり多彩である．本症例はクリプト
コッカス抗原陽性であったことから肺クリプトコッカス症
を疑ったが，最終診断は不明であった．FLCZにより増悪
し，その後自然に改善しており，FLCZによる薬剤性肺障
害が経過を修飾したものと考えられた．示唆に富んだ症例
であり，若干の文献的考察を加えて報告する．
058 感西．当院における肺クリプトコッカス症の 21

例の検討
産業医科大学呼吸器内科学

川波 敏則，野口 真吾，赤田憲太朗
畑 亮輔，内藤 圭祐，立和田 隆
高木 努，矢寺 和博

【背景・目的】肺クリプトコッカス症は，低免疫宿主に加
えて健常者にも発症しうる深在性真菌症として重要な感染
症である．今回，当院で経験した肺クリプトコックス症の
臨床像について後方視的に検討した．
【対象と方法】2006年 1月から 2017年 4月までに，当院
で肺局所からの細胞診および組織診，培養法のいずれかに
よって診断された肺クリプトコックス症 21例に関して，臨
床背景，診断法，画像所見，治療内容などについて後方視
的に検討した．
【結果】21症例の平均年齢 63.3歳で男女比は 13/8例であっ
た．基礎疾患なしが 6例，ありが 15例であった．脳髄膜
炎合併例は 2例のみで HIV感染例であった．主な基礎疾
患は，糖尿病 5例，関節リウマチ 5例，間質性肺炎 4例で，
ステロイド投与は 9例であった．診断に関して，細胞診 9
例，組織診 9例，培養法 11例で陽性であった．血清抗原
価は陽性 10例（未検 8例）であった．画像所見は，結節
影 14例，浸潤影 7例であった．治療に関して，アゾール
系抗薬が 19例，ポリエン系薬 1例であった．1例で外科
切除のみであった．治療期間は，転医による不明 9例，脳
髄膜炎合併 2例を除いて，基礎疾患合併例で 6カ月，非合
併例では 3カ月で治療を終了していた．1例に本症による
死亡，1例に再発を認めた．
【考察】肺クリプトコッカス症のアゾール系薬による治療
は，基礎疾患合併が 6カ月，非合併例では 3カ月で概ね良
好であった．
（非学会員共同研究者：城戸貴志；産業医科大学呼吸器
内科学）
059 感西．C型肝炎治癒後に出現した多発肝腫瘤から
診断されたトキソカラ症の 1例

広島大学病院総合内科・総合診療科１），九州大学
病院総合診療科２）

柿本 聖樹１），小川 栄一２），松本 佑慈２）

久佐賀 晃２），浦 和也２），加勢田富士子２）

林 武生２），豊田 一弘２），村田 昌之２）

古庄 憲浩２）

【緒言】トキソカラ症は，主に牛・鶏レバーの生食により，
イヌ回虫，ネコ回虫が感染し発症する．腸管から経門脈的
に全身（主に肝と肺）に散布し腫瘤性病変を形成するため，
肝あるいは肺腫瘤を呈する寄生虫疾患として，本症を鑑別
に挙げる必要がある．今回，C型肝炎治癒後に出現した肝
腫瘤から診断されたトキソカラ症の 1例を経験した．
【症例】30歳代女性．主訴は右側腹部痛．入院 10カ月前
に子宮頸部高度異形成の術前精査で C型慢性肝炎と診断
され，直接作用型抗ウイルス薬治療によりウイルス学的著
効を達成した．入院 3カ月前から右側腹部痛が出現し，症
状が持続するため前医を受診したところ，肝内占拠性病変
を認め肝癌が疑われ，当科入院となった．呼吸器症状なく，
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右側腹部の自発痛を認めていた．体温 36.8℃，腹部の圧痛
や叩打痛なし．WBC 9,050/μL（Eo 23%），ALT 10U/L，
AFP 2.2ng/mL，PIVKA2 22mAU/mL，HCV-RNA未 検
出．腹部エコーで肝 S8に 10mm大の低エコー域があり，
造影 CTで肝 S3，S8に iso-lowiso patternの腫瘤影，S3
腫瘤は門脈の貫通を認めた．肝硬変の所見や肺腫瘤は認め
られなかった．トキソカラ抗体価の上昇を認め，肝腫瘤生
検で悪性所見なく，広範囲に好酸球浸潤が認められた．CT
の 2週間後に施行した造影MRI検査では，右肺 S9に横
隔膜を介した病変が新規に認められ，虫体の直接浸潤の可
能性が示唆された．眼及び神経病変は認められず，内蔵型
トキソカラ症と診断した．追加問診で入院 10カ月前に牛
レバーの生食があったことを確認した．治療はアルベンダ
ゾール 600mg/日を 28日間内服し，右側腹部痛の軽減と
好酸球数減少を認め，腹部エコーで肝 S8腫瘤は消失した．
【結語】特に，背景に肝疾患がある場合の肝腫瘤では悪性
腫瘍が鑑別の上位に挙がるが，好酸球増多を認める場合は，
本症を含め常に寄生虫疾患を鑑別に挙げる必要がある．
060 感西．多施設共同研究による C型慢性肝炎イン
ターフェロンフリー抗 HCV療法（DAA）の成績

九州大学病院総合診療科１），九州大学大学院感染
制御医学２），新小倉病院肝臓病センター３），原土井
病院九州総合診療センター４）

古庄 憲浩１）2），小川 栄一１）2），村田 昌之１）

豊田 一弘１），高山 耕治１），加勢田富士子１）

野村 秀幸３），林 純４）

【目的】C型慢性肝炎に対する DAAは，高齢者，代償性
肝硬変例，腎障害・維持血液透析例への治療も可能となり，
100%近い完治（SVR）が達成されるようになったが，少
数の非 SVR例に関する検証が必要である．今回，実臨床
でしばしば用いられる Sofosbuvir/Ledipasvir（SOF/LDV）
療法（GT1），Ombitasvir/Paritaprevir/Ritonavir（OMV/
PTV/r）療法（GT1），および SOF/Ribavirin（RBV）併
用療法（GT2）のウイルス学的効果について多施設で検討
した．
【方法】対象は，SOF/LDV療法 1,098例，OMV/PTV/r
療法 106例，SOF/RBV療法 661例の合計 1,865例である．
各々の治療のウイルス学的効果（SVR）を検討した．HCV
GT1のみ治療前 NS5A薬剤耐性変異（L31，Y93）を direct
sequence法で解析した．
【成績】SOF/LDV療法において，SVR率は 98.7%（980/993）
と高率で，同療法の非 SVRは 13例のみで，Daclatasvir/
Asunaprevir（DCV/ASV）無効例の SVR率は 37.5%（3/
8）と低率であった．SOF/LDV療法の非 SVR13例は，GT
1a，肝硬変，DCV/ASV無効または NS5A-Y93変異のい
ずれかの因子を有し，再燃時には全例で NS5A-Y93変異
を獲得した．これらの因子を有しない 622例は，全て SVR
を達成した．OMV/PTV/r療法において，SVR率は 97.8%
（87/89）と高率で，同療法の非 SVR 2例は NS5A-Y93変
異を有し，うち 1例は DCV/ASV無効例であった．SOF/

RBV療法において，SVR率は 96.2%（577/600）と高率で，
同療法の非 SVR独立因子は肝硬変および既治療で，RBV
減量は SVRに影響しなかった．同治療の非 SVRにおい
て，GT2 subtypeが判明している 20例中，非肝硬変は 9
例で，うち 8例が GT2aであった．
【結論】GT1に対する IFN-free DAA療法において，非 SVR
は NS5A-Y93変異および肝硬変の存在が関わり，DCV/
ASV無効例の SVR達成が困難である．GT2に対する
SOF/RBV療法において，肝硬変および既治療が非 SVR
に関わり，GT2aでは非肝硬変でも非 SVR例が存在する．
（非学会員共同研究者：九州大学関連肝疾患治療研究会
（KULDS））
061 感西．Sofosbuvir併用インターフェロンフリー

（DAA）療法による完治（SVR）後の肝癌発症の検討
九州大学病院総合診療科１），九州大学大学院感染
制御医学２），新小倉病院肝臓病センター３），原土井
病院九州総合診療センター４）

古庄 憲浩１）2），小川 栄一１）2），村田 昌之１）

豊田 一弘１），高山 耕治１），加勢田富士子１）

野村 秀幸３），林 純４）

【目的】DAAである NS5Bポリメラーゼ阻害剤 Sofosbuvir
（SOF）が導入され，HCV治療は 95%以上の完治（SVR）
が達成される．同治療の中心は高齢者または肝硬変例であ
り，SVR後の肝病態または肝発癌抑止に関する検討が必
要である．今回，SOF/Ledipasvir（LDV）併用療法（GT
1）および SOF/Ribavirin（RBV）併用療法（GT2）の SVR
例の治療後の肝病態および肝発癌に関して多施設で検討し
た．
【方法】対象は，SOF/LDV療法または SOF/RBV療法で
SVRを達成し，治療終了後 1年経過した 1,426例（GT1 890
例，GT2 536例，平均年齢 64.4歳）である．治療前後の
血清アルブミン（Alb）値，ALT値，AFP値の推移，治
療開始後の肝癌発症および死亡例について調査した．
【成績】全対象において，Alb値・ALT値は治療早期から
改善し，AFP値も有意に改善した．特に，肝硬変症例の
平均 Alb値および AFP値は，各々，治療前 Alb 3.6g/dL，
AFP 24.3ng/mL，治療終了時 Alb 3.8g/dL，AFP 9.8ng/
mL，治療終了 12週後 Alb 4.0g/dL，AFP 7.9ng/mLと，
有意な改善が認められた（p＜0.001）．治療終了後 1年以
内の肝発癌は 46例（3.2%）に認められ，特に，肝癌既往
の 142例において 26例（18.3%）で再発が認められた．肝
癌既往のない 1,284例における肝発癌は 20例（1.6%）で，
うち 16例（80%）は肝硬変症例であった．肝癌発症 46例
中，肝癌診断時の AFP値が SOF-base治療前と比べ低値
の症例が 39例（84.8%）と主流であった．死亡は 6例（0.4%）
で，うち 4例は肝癌もしくは肝不全であった．
【結論】SOF-base治療により SVRを達成した症例は，治
療早期から肝病態の改善が認められる．しかし，肝癌既往・
肝硬変においては，SVR後に AFP値が改善しても肝癌発
症リスクがあり，慎重な追跡診療が必要である．
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（非学会員共同研究者：九州大学関連肝疾患治療研究会
（KULDS））
062 感西．Genotype 1型 C型慢性肝炎に対する El-

basvir・Grazoprevir療法の成績
九州大学病院総合診療科１），九州大学大学院感染
制御医学２），新小倉病院肝臓病センター３），原土井
病院九州総合診療センター４）

古庄 憲浩１）2），小川 栄一１）2），村田 昌之１）

豊田 一弘１），高山 耕治１），加勢田富士子１）

野村 秀幸３），林 純４）

【目的】Genotype 1型 C型慢性肝炎に対する IFN-freeの
抗 HCV療法（DAA）療法として，NS5A阻害剤の Elbasvir
（EBR）と NS3プロテアーゼ阻害剤の Grazoprevir（GZR）
併用療法が認可されたが，実臨床における成績はいまだ十
分に検討されていない．今回，Genotype 1型 C型慢性肝
炎に対する EBR/GZR療法の有効性と安全性の成績につ
いて多施設で検討した．
【方法】対象は，2017年 2月までに EBR/GZR療法が導入
された，Genotype 1型 C型慢性肝炎 88例（男性 42例，
女性 46例，初回治療 70例，既治療 18例，透析症例 8例）
である．治療前に IL28B遺伝子（rs8099917）および NS5
A薬剤耐性変異（L31および Y93）を測定し，同治療に対
するウイルス学的効果および安全性について検討した．本
研究は当院の倫理審査委員会の承認を得ている．
【成績】治療 4週目の HCV RNA陰性化率は 76.3%（58/76）
で，肝硬変や NS5A薬剤耐性変異の有無で差は認められ
なかった．12週治療が終了している 23例全てで治療終了
時の HCV RNA陰性化が認められ，viral breakthrough
は 1例もなかった．治療前 NS5A薬剤耐性変異を有する
例および透析例においても抗ウイルス学的効果は同等で
あった．主な有害事象は ALT値上昇で，治療終了 23例
中 3例（13.0%）で認められた．いずれも治療 8週以降の
発症で，最大 ALT値は正常上限 5倍未満で，肝不全徴候
は認められず，治療終了後 ALT値上昇は速やかに改善し
た．その他，重篤な有害事象や治療中止例はなく，順調に
治療が遂行できている．
【結論】HCV genotype 1型に対する EBR/GZR療法の治
療経過は良好であるが，治療終盤に ALT値上昇を認める
例があり，注意深い経過観察が必要である．
（非学会員共同研究者：九州大学関連肝疾患治療研究会
（KULDS））
066 感西．重症熱傷に合併した劇症性溶血性連鎖球菌
感染症の 1例

鳥取大学医学部付属病院
生越 智文

症例は 87歳男性．午後 8時半ごろ，浴槽に入ろうとし
たところ，浴槽内が熱湯に気づかず入ったため受傷された．
当院に救急搬送となり，臀部，陰部，右側胸部に 2度熱傷
45％，3度熱傷 19％を認めた．輸液投与したが血圧，尿
量ともに維持することができなかったため，Noradrenaline

（0.06γ）を投与開始した．その後も血圧の上昇を認めず Nad
0.25γに上げても血圧上昇を認めず AVP 1U/hr，adrena-
lineも投与開始した．血圧上昇するも尿量を確保できず，
CHDFを開始した．発熱も認め敗血症を考え各種培養提
出．血液よりグラム陽性球菌を認め入院 4日目よりMEPM
を 0.5g×2開始，MRSAも考え DAPも追加した．同時に
PMXを開始した．DICも認め rTM（5日間），anthitrombin
（5日間）を投与開始した．後日創部よりMRSA，Strepto-
coccus dysgalactiae を認めた．4日目より四肢の先端が炭
化してきており 6日目に劇症性溶血性連鎖球菌感染症（G
群連鎖球菌）と診断した．ここから CLDMを投与開始．昇
圧剤は中止できたため，入院 9日目に壊死している部分の
切断より先にまず湿潤している熱傷部位のデブリと分層植
皮を開始．16日に目にデブリ，分層植皮，19日目に気管
切開を施行した．臀部の植皮のため 52日目に人工肛門を
作成した．70日目，80日目に臀部のデブリードメン，植
皮を行った．右下腿，両手指の壊疽が残存しており後日切
断予定．劇症性溶血性連鎖球菌感染症を発症したが何とか
救命でき，熱傷の植皮もほぼ行うことができたが，ADL
の回復は難しく今後の利生などのリハビリテーションが今
後の問題と思われる．
067 感西．健常成人に発生した市中感染型メチシリン
耐性黄色ブドウ球菌による多発膿瘍の 1例

琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化
器内科学講座（第一内科）１），琉球大学医学部附属
病院感染対策室２），同 検査部３）

上 若生１） 池宮城七重１） 山里 将慎１）

橋岡 寛恵１） 平井 潤１） 仲村 秀太１）

仲松 正司２） 原永 修作１） 健山 正男１）

藤田 次郎１）2）上地 幸平２）3）

近年，欧米では市中感染型メチシリン耐性黄色ブドウ球
（CA-MRSA；community-associated methicillin resistant
Staphylococcus aureus）による感染症の報告が増加して
おり，免疫低下などのリスク因子のない健常人で皮膚・軟
部組織感染症や肺炎，骨髄炎などの症例が報告されている．
今回，我々も健常人に発症した市中感染型メチシリン耐性
黄色ブドウ球菌による多発筋肉内膿瘍症例を経験したので
報告する．症例は 38歳男性．通所リハビリ施設の職員で
リハビリを担当していた．来院 2カ月前から手指の膿痂疹
を認め，近医で伝染性膿痂疹と診断されていたが，自然治
癒していた．今回，来院 10日程前から悪寒を伴う発熱と
右腰痛が出現し，徐々に腹痛も認めるようになったため当
院を受診した．造影 CTで右腰部筋内と左大腿部筋内に膿
瘍を認め，即日，切開排膿したところ，膿の塗抹にて多数
のブドウ球菌を認めた．患者背景と経過，培養・抗菌薬感
受性結果から CA-MRSAが疑われ，後日 PVL産生株であ
ることが判明した．抗MRSA薬とクリンダマイシンによ
る治療を行ったところ症状，画像所見は改善し，合計 90
日間の治療にて膿瘍の消失を認めた．CA-MRSAによる
感染症は皮膚・軟部組織への感染が多いとされている．本
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症例は経過から手指の膿痂疹から感染が広がり多発の筋肉
内膿瘍を呈したと推測される．同様な症例の報告は少なく
貴重な症例であると考え報告する．
068 感西．肺炎球菌による多発筋膿瘍，蜂窩織炎

宮崎大学医学部膠原病感染症内科
川田 千紘，河野 彩子，松田 基弘
高城 一郎，力武 雄幹，岩尾 浩昭
小村 真央，川口 剛，宮内 俊一
梅北 邦彦，岡山 昭彦

【症例】72歳男性．主訴は発熱，四肢の浮腫，多関節痛，
腰痛．基礎疾患として軽度の糖尿病があった．入院 5日前
より悪寒，腰痛が出現し，体動困難となった．整形外科で
鎮痛薬の投与を受けたが改善しなかった．その後，38℃
台の発熱，四肢の浮腫，多関節痛が著明となり，WBC
16,700/μL，CRP 35mg/dLと炎症高値より，MINO，FOM
を投与されたが改善に乏しく，近医内科に転院となった．
蜂窩織炎を疑われ血培採取の上，MEPM，VCMを投与さ
れたが，原因精査目的に翌日当科転院となった．入院時，
四肢の浮腫および多関節痛あり，特に右手関節周囲の発赤，
腫脹，圧痛が著明であった．また体動困難な腰痛もみられ
た．WBC 16,200/μL，CRP 28.83mg/dL，プロカルシトニ
ン陽性であり，細菌感染症として前医からの抗菌薬を継続
した．胸部 CTでは明らかな肺炎像はみられなかったが，
尿中肺炎球菌抗原陽性であった．造影MRIで腰椎レベル
の脊柱管周囲にリング状の造影効果を伴う領域を多発性に
認め膿瘍が疑われた．また右手造影MRIでも炎症性変化
を認めた．さらに Gaシンチグラフィーでは同様の部位に
異常集積を認めた．
当科の血液培養は陰性であったが，前医での血液培養で
Streptococcus pneumniae 陽性が判明し，侵襲性肺炎球菌
感染症と診断した．薬剤感受テストの結果から ABPCに
変更したが，炎症反応が完全には陰性化せず，組織移行性
の良好な CPFXに変更し良好な経過を得た．
【考察】一般成人において肺炎球菌が多発筋膿瘍や皮膚軟
部組織感染症の原因菌となることは稀であり，本例では肺
炎の合併もみられなかった．本例の侵襲性肺炎球菌感染症
は前医で血液培養が行われていたため診断が可能であり，
適切な治療を行うことができた．抗菌薬治療前の血液培養
の重要性を改めて認識させられた症例であった．
069 感西．2010/11年から 2016/17年シーズンにお
けるインフルエンザ臨床分離株に対する NA阻害薬の感受
性について

日本臨床内科医会インフルエンザ研究班
池松 秀之，河合 直樹
岩城 紀男，柏木征三郎

【目的】本邦で現在使用されている NA阻害薬 4薬剤のイ
ンフルエンザウイルスにおける耐性動向を検討するため，
2010/11年シーズンから感受性調査を実施している．今回，
2016/17年シーズンまでの成績を報告する．
【方法】各シーズン 11月～4月の間に研究参加施設を受診

したインフルエンザ感染症患者から治療前に分離されたウ
イルス株について，オセルタミビル活性体，ザナミビル，
ラニナミビル，ペラミビルの NA阻害活性 IC50値を測定し
た．ウイルスの型・亜型の同定は PCR法を用いて行った．
【成績】IC50値を解析したウイルス株は，2010/11年～2015/
16年シーズンの 6シーズン各々，269，325，329，327，219，
312株だった．2015/16年シーズンまでに，ザナミビル，ラ
ニナミビル，ペラミビルの IC50値が標準株の IC50値の 100
倍以上を示す株は，A（H1N1）pdm09，A（H3N2），B
の全てでみられなかった．オセルタミビル活性体の IC50値
が標準株の IC50値の 100倍以上を示す株は A（H3N2）お
よび Bでは見られなかったが，A（H1N1）pdm09では，
2010/11年，2013/14年および 2015/16年シーズンに，各々
2株（1.1%，1.2%，1.0%）認められた．2015/16年シーズ
ンまでの各シーズンにおける Victoria系統と Yamagata
系統の IC50値は僅かに異なっていたものの，臨床効果への
影響は考えにくかった．
【結論】2010/11年から 2015/16年シーズンにおける検討
では，A（H1N1）pdm09，A（H3N2），Bで NA阻害薬 4
薬剤に対する耐性化の傾向は認められていない．なお，
2016/17年シーズンの結果も併せて報告する．
070 感西．2011/12年から 2016/17年シーズンにお
けるラニナミビル治療後の臨床効果の検討

日本臨床内科医会インフルエンザ研究班
池松 秀之，河合 直樹
岩城 紀男，柏木征三郎

【目的】ラニナミビルのウイルス型・亜型別の臨床的な有
効性について，2011/12年から 2016/17年シーズンまでの
成績を報告する．
【方法】2011/12年から 2016/17年シーズンまで 6シーズ
ンにおいて，参加施設を受診して迅速診断キットで陽性と
なったインフルエンザ患者を対象として，ラニナミビル吸
入から平熱になるまでの時間（解熱時間），全てのインフ
ルエンザ症状が消失または軽度になるまでの時間（罹病時
間）を調査した．平熱の基準は，治験の際の基準であった
10歳以上 36.9℃以下，10歳未満 37.4℃以下とした．ウイ
ルスの型・亜型および B型でのビクトリア系統と山形系
統の判定は，治療前に採取された検体より分離されたウイ
ルスを用いて行った．
【成績】2011/12年から 2015/16年シーズンの有効性評価
症例数は，A（H1N1）pdm09は 0例，2例，101例，0例，
125例，A（H3N2）は 190例，204例，37例，205例，17
例，Bは 21例，4例，84例，19例，59例であった．2015/
16年シーズンの解熱時間の中央値は A（H1N1）pdm09，
A（H3N2），Bで 40.0時間，41.0時間，47.0時間であった．
罹病時間の中央値は，それぞれ，87.0時間，76.0時間，93.0
時間であった．A（H1N1）pdm09，A（H3N2），Bのい
ずれにおいても，2011/12年から 2015/16年シーズンの解
熱時間と罹病時間に，臨床的に注目されるような差はみら
れなかった．2011/12年から 2015/16年シーズンまでの各
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シーズンにおけるビクトリア系統と山形系統の解熱時間と
罹病時間は臨床的にほぼ同等であった．
【結論】2011/12年から 2015/16年シーズンまでのラニナ
ミビル吸入後の解熱時間と罹病時間は，A（H1N1）pdm09，
A（H3N2），Bのいずれにおいても大きな変化はみられず，
再現性が認められた．なお，2016/17年シーズンの成績も
併せて報告する．
071 感 西．Usefulness of a hearing survey on sea-
sonal influenza morbidity among the population vacci-
nated against influenza in a clinic : Comparison be-
tween two seasons

くばがわメディカルクリニック１），琉球大学医学
部附属病院長２）

久手堅憲史１） 藤田 次郎２）

【Background】A simple survey on the morbidity of influ-
enza is desired because usual survey methods about in-
fluenza infection are too complicated and expensive.
【Methods】We conducted a hearing survey in person or
by telephone after the influenza season, with the popula-
tion administered with the quadrivalent inactivated influ-
enza vaccine in our clinic between October 1 and Janu-
ary 31 in 2015-16 and 2016-17 in each season ; the survey
focused on hearing about those suffering from influenza
and the diagnosis of types A or B using rapid influenza
diagnostic tests (RIDTs). On the other hand, for the pa-
tients diagnosed in my clinic with RIDTs, we asked them
about receiving the influenza vaccine in-person.
【Results】Overall, 593 and 577 individuals were adminis-
tered with the influenza vaccine and 530 and 535 indi-
viduals responded to our questions in each season, re-
spectively. Types A and B were diagnosed 0.94% and
0.75%, and 4.30% and 0.38% in each season, respectively.
The mean age of the survey participants was 63.9 and
63.4 years, respectively. For the first and second season,
164 and 157 influenza patients diagnosed in my clinic an-
swered the survey. Of those diagnosed with type A,
25.0% and 32.0% of patients, and with type B, 25.0% and
0% of patients, received the vaccine in each season, re-
spectively.
【Conclusion】These results are consistent with other na-
tional and prefecture-wide reports. It was also suggested
that our hearing survey method is useful as a survey on
influenza.
072 感西．2016-2017シーズンにおける当院の成人イ
ンフルエンザ重症例の検討

公益財団法人大原記念倉敷中央医療機構倉敷中央
病院呼吸器内科１），同 感染症科２）

石田 直１） 伊藤 明広１） 山崎 晶夫１）

時岡 史明１） 有田真知子１） 橋本 徹２）

【目的】日本呼吸器学会のインフルエンザ・インターネッ

トサーベイ 3シーズン目の 2016～2017シーズンの当院に
おける登録状況を報告し，成人重症例の現況をみる．
【対象と方法】2015.9～2016.4までに，倉敷中央病院にお
いて，インフルエンザ罹患に伴い，肺炎を発症，あるいは
他の原因により入院を要してインターネットサーベイに登
録した成人症例を検討し，全国の状況と比較した．
【結果】期間中 65例（うち入院例 64例）の対象患者を登
録した．入院時期は，2017年 1，2月に 70％以上が集中
し，年齢層は平均 76.2歳（40～92歳）で 80歳代が最も多
く 36.9％を占め，70歳代が続いた．ウイルス型では，ほ
ぼ全例が A型であり，A型と B型が混在して見られた昨
シーズンと対照的であった．入院理由としては，肺炎合併
が最多で 35例（市中肺炎 26例，医療・介護関連肺炎 9例）
であり，ついで気管支喘息発作，気管支炎，全身状態不良，
心不全，COPD急性増悪が続いた．肺炎の原因菌は 13例
で特定され，肺炎球菌が 10例と最多であった．抗ウイル
ス薬は 60例で使用され，ペラミビル 34例，オセルタミビ
ル 19例，ラニナミビル 7例であった．酸素吸入は 30例，
人工呼吸管理は医療・介護関連肺炎 1例で行われ，死亡例
はこれによるもののみであった．
【考察と結語】全国的にも A（H3N2）が優勢であり，当
院と同様の傾向が認められた．昨シーズンと比較すると，
流行の立ち上がりが早かったことと B型が少なかったこ
と，人工呼吸管理を要するような重症呼吸不全例が少な
かったことが特徴として挙げられる．
073 感中．尼崎中央病院におけるインフルエンザの動

向 2017―波状的 A型アウトブレイク―
尼崎中央病院内科１），同 感染対策室２），同 検査
室３），同 歯科口腔外科４）

兵頭英出夫１） 岩井 清香２） 神原 雅巳３）

寺元 弘３） 佐々木 昇４） 庄司 浩気１）

伊福 秀貴１）

当院は 1日約 4万人が利用する JR尼崎駅より徒歩 5分
の二次救急病院で，京阪神地域の成人感染症動向を反映し
やすい．兵庫県内の 12月のインフルエンザ週報から 2017
年早期流行を予想し，積極的対策を採ったが大アウトブレ
イクが発生した．2017年 3/1までの陽性検出者総数は計
372名すべて A型で，ほとんど H3N2（A香港）であった
と推定された．経緯は，12/31に入院患者 1名が発症した
が 1/7で一旦終息した．1/15，7名の新規患者発生でアウ
トブレイク宣言を行い，感染予防策の警報喚起，患者の隔
離，紹介患者受け入れ制限，同室者に対する抗インフルエ
ンザ薬の予防投与を開始した．しかし，院外からの持ち込
み例の波状的発生で終息が見えず，病棟の面会禁止を含む
強化対策を採り 2/27で終息した．県内情報や院内集計は
1～2週遅れのため，尼崎市周辺の大流行の把握はアウト
ブレイクと同時になっていた．2017年第 1週の当院の外
来を含めたインフルエンザ検出者数は 54名（陽性率
45.4%）と前週から急増しており，持ち込み例が波状的に
発生したことがアウトブレイク遷延の要因と推定された．
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今後の対策として，独自に外来定点患者数や検査陽性率の
上昇から大流行の探知を行い，1～2週早く面会制限など
抑止策をとる基準を策定した．電子カルテ上，日毎に発生
状況を集計表示するシステム導入も決定され 2018年の対
策に結び付くものと考えている．また，療養病棟入院患者
でワクチン接種者（21名）と非接種者（29名）でインフ
ルエンザ発生数からワクチン効果を検討したこと，アウト
ブレイク直前に 50人の職員日帰りバス旅行が催行されて
おり，新規患者数の動向調査から院内アウトブレイクへ関
わりの有無を検討したことを合わせて報告する．
074 感中．フィリピンから帰国後に発症した PVL陽

性の CA-MRSAによる皮膚軟部組織感染症および敗血症
性肺塞栓症の 1例

奈良県立医科大学病原体・感染防御医学講座１），奈
良県立医科大学感染症センター２），奈良県立医科
大学微生物感染症学講座３）

平位 暢康１）2）笠原 敬２） 吉原 真吾２）

藤倉 裕之２） 西村 知子２） 大森慶太朗２）

小川 吉彦２） 小川 拓２） 米川 真輔２）

矢野 寿一３） 吉川 正英１） 三笠 桂一２）

【症例】46歳男性．病歴：当院入院 13日前から 9日前ま
で仕事（デスクワーク）のためフィリピンに渡航した．入
院 11日前に左大腿に 2cm程度のせつを認めたため，帰国
後 A病院を受診し切開排膿および AZMを処方された．症
状が改善しないため B病院を受診したが，左大腿の腫脹
が強く炎症反応高値・肝腎機能障害を認めたため同日当院
総合内科へ紹介入院となった．入院時現症では，左大腿部
に潰瘍を伴う硬結・熱感・腫脹を認め，全肺野に coarse
cracklesを聴取，レントゲンにて両側全肺野に浸潤影を認
めた．血液および左大腿部膿汁培養検査よりMRSAを検
出し，壊死性筋膜炎・敗血症性肺塞栓症と診断した．
VCM・MEPM・MINO・CLDMを開始したがMRSAと
判明後は抗MRSA薬のみに変更し，合計 6週間の静脈投
与を行い，ST合剤の内服へ変更して退院となった．検出
したMRSAは βラクタム薬以外の多くの抗菌薬に感受性
を示し，PCR-based ORF typing（POT）法では POT 110-
16-49，SCCmec type IV，Panton-Valentine leucocidin
（PVL）陽性であった．
【考察】本症例は当初海外渡航歴があったためマラリアや
レプトスピラ，発疹チフスなどが考えられたが結果的には
市中で感染したと考えられるMRSAによる重症感染症で
あった．米国では USA300と呼ばれる PVL陽性の市中感
染型MRSAが問題になっているが，日本では PVL陽性
のMRSAは少ない．USA300の POT型の多くは 106-77-
113であり，本症例のMRSAは USA300と異なるMRSA
と考えられる．敗血症や多臓器不全を伴う市中感染の皮膚
軟部組織感染症では日本でも PVL陽性の CA-MRSAの可
能性も考慮して診療を行わなければならないと考えられ
た．

075 感西．我が国における結核スクリーニング検査を
再考するきっかけとなった結核高蔓延国からの外国人肺結
核の 1例

沖縄県立八重山病院内科
横山 周平

【背景】平成 27年の我が国における新規結核患者は 18,280
人で近年は減少傾向となっている．一方，外国生まれの新
規登録結核患者数は 1,164人であり前年から 63人増加し
た．年齢階級別では 20～29歳のうち外国生まれの者の割
合が 50.1％となっている．今回，就労目的で来日した外
国人若年男性に発症した肺結核を経験した．外国人を対象
とした結核スクリーニングの課題について考察する．
【症例】ベトナム農村部から就労目的で来日した 19歳男性．
来日 1カ月後に実施された健診の胸部単純 X線（以下，
CXR）では異常なしと判定されたが，8カ月が経過した頃
から咳嗽と胸痛を自覚した．来日 9カ月後に症状改善なく
当院受診．左中肺野に空洞病変を認め喀痰塗抹は強陽性（ガ
フキー 10号）であり肺結核と診断した．来日 1カ月後の
CXRを振り返るとすでに異常陰影を認めていた．抗結核
薬開始後は経過良好で，現在は外来フォロー中である．
【考察】我が国の結核スクリーニング検査は学校保健安全
法や労働安全衛生法に基づく健康診断の一環として CXR
が行われる．外国人などハイリスクグループに特化した健
診はこれとは異なり，ある地域では外国人研修・就労者を
対象とした結核健康診断を行う一方で，別の地域では日本
語教育機関に結核健康診断を行うなど地域ごとにばらつき
があるが，いずれにせよ就学・就労目的に入国した外国人
は結核スクリーニングを受けることとなる．我が国の結核
スクリーニングは入国後健診に注力しているが，米国など
ではビザ申請時に健診結果提出を義務付け入国前結核スク
リーニングを実施している．我が国でも入国前に CXRを
実施するなど入国前結核スクリーニングを行うことで早期
診断が可能かもしれない．また，我が国の肺結核の半数以
上は 70歳以上であり外国人の肺結核とは患者背景が異な
る．高蔓延国からの外国人が症状を認めた場合には積極的
に CXRおよび喀痰検査を行い結核早期発見に努めること
が重要である．
076 感中．レプトスピラ症による急性腎障害を来たし
たスペイン人男性の 1例

日本赤十字社和歌山医療センター感染症内科
大棟 浩平，水野 真介，久保 健児
古宮 伸洋，大津 聡子

中国広東省に在住のスペイン国籍の 28歳男性．当院受
診の 1週間前からフィリピンのパラワン島にて野外活動を
行い，中国へ一時帰国後に日本に渡航した．来日直後から
発熱がみられ，解熱鎮痛剤を内服したが改善が見られず，
当院を受診したところ Cre 8.92mg/dLと腎機能障害を認
め入院となった．血液・便培養とマラリア・デング熱の迅
速診断テストは陰性であり，野外活動中に素足で活動しネ
ズミを食べていた病歴からレプトスピラ症を疑いセフトリ
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アキソンにて初期加療を開始した．抗菌薬開始後から解熱
し，腎機能障害の改善も見られ血液浄化療法は要さず帰国
なった．尿からレプトスピラ 毛遺伝子が検出され，血清
中の抗体価上昇からレプトスピラ症と診断した．
レプトスピラ症は国内で散発的に報告があるが，衛生環
境の向上とともに発生数が減少している人獣共通感染症で
ある．多彩な臨床症状を呈するため診断が困難な事が多く，
動物接触歴が決め手になることが多い．治療が遅れると時
に急激な経過を辿り，黄疸を呈する例では死亡率が高くな
るとされ，集学的な治療を要する可能性がある．また腎障
害は尿細管障害が中心であり可逆的であることが多いとさ
れている．本症例では重篤な腎障害をきたしていたが，レ
プトスピラ症を疑い早期の抗菌薬投与にて軽快を得ること
ができた．
近年，流行地域からの輸入感染例や都市部でもネズミと
接触する機会がある職業での報告がされている．また土壌
がレプトスピラのリザーバーとなっていることが示唆され
ており，洪水後の集団発生例も見られている．多様な感染
経路があるため国内でも本疾患と出会う可能性はあり，原
因不明の発熱，黄疸，腎・肝機能障害があれば，本疾患を
想起し重症化に注意を払う必要があると思われた．
078 感中．異種マラリア原虫の混合感染に対する薬剤
効果のベイズ統計学的メタ解析について

京都大学大学院医学研究科病原細菌学講座１），京
都大学東南アジア地域研究研究所２），東京大学医
科学研究所実験動物研究施設３）

白川 康一１）3）西渕 光昭２）

【背景】マレーシアサラワク州におけるマラリア患者には，
熱帯熱マラリアと四日熱マラリアや三日熱マラリアと二日
熱マラリア（サルマラリア）など，異種マラリアの混合感
染が見られる．感染時の治療には抗マラリア剤が用いられ
るが，異種感染を起こしている場合には，使用する抗マラ
リア剤の種類によって分子標的が異なり，駆除が十分に行
われないために患者の症状を重篤化する可能性が懸念され
ている．
【方法】過去に実施されたマラリアの混合感染症例研究や
症例報告のデータを収集し，メタ解析を行った．本研究で
は，これまでのメタ解析で行われている，ケース群とコン
トロール群の 2種類の治療法の比較とともに 3種類以上の
薬剤を用いた治療法の同時比較に関する解析も行った．特
に 3種類以上の結果を統合する方法は，multiple treatment
comparison，またはネットワーク・メタアナリシスと呼
ばれ，これまで解析が困難とされていたが，本研究では，
統計ソフト Rを使用してベイズ統計学的手法によって解
析を行った．
【結果】収集した論文では，過去に直接比較試験を実施し
ていない治療法の比較が十分に行えなかった．しかし，ベ
イズ法によってどの抗マラリア剤を使用した治療法が最良
であるか，すなわち，治療法のランク付けを可能とし，患
者への効果的な薬剤の種類とのその使用法が得られた．

【結論】異種マラリアの混合感染の症例報告は比較的少な
く，各症例研究で得られた抗マラリア剤の効果が一致して
いないことが多い．また，個々の症例研究のサンプルサイ
ズの多くが一人と極めて小さく，統計学的有意な結果が見
出せない，サンプルサイズの算定を大きく見積もった場合
でも，算定通りのサンプルを収集することが経済的・時間
的に困難な場合が多い．ベイズ法を導入したメタ解析は，
これらの問題の解消と共に，異種混合感染における薬剤効
果のエビデンスの構築に有用な方法であることを示唆する
ものである．
079 感中．当科で経験したツツガムシ病 8例の臨床的
検討

黒部市民病院皮膚科１），同 感染対策室２）

大石 直人１） 丸山裕美子２） 能登 明子２）

2016年度当院ではツツガムシ病を 8例（16～92歳，男
女比は 1：1）経験した．今回，この 8例に対し，臨床的
検討を行った．全て 10～11月に発症し，発生者の居住地
は黒部川右岸流域の地域であった．ツツガムシ病の 3徴と
して，発熱，皮疹，刺し口といわれているが，全ての症例
で発熱（38.3℃～40.0℃）と体幹・四肢の境界不明瞭な大
小不同の紅斑を認めた．しかし，刺し口は 1例で認めず，
診断に苦慮した．刺し口の分布は，体幹で 3例，四肢近位
部で 3例（上腕：2例，大腿：1例），四肢遠位部（前腕）
で 1例であった．また，リンパ節腫脹は，自覚症状のない
所属リンパ節腫脹を 2例のみであった．他の症状として，
全身倦怠感が全例で，頭痛は 2例，関節痛は 3例で認めた．
血液検査では，全ての症例で血液分画の左方移動があり，
好酸球は 0であった．その中で，異型リンパ球は 5例で認
めた．肝機能障害は 8例中 7例であった．確定診断には，
血清ツツガムシ病抗体価，痂皮と血液 PCRを用いたが，全
て Kawasaki型であった．血清ツツガムシ病抗体価は，急
性期 IgMでは 6例のみ上昇していた（回復期では，全例）．
IgGペア血清は全例で陽性であった．刺し口のない 1例を
除いて，全ての症例で血液，痂皮の PCRを行ったが，全
ての症例で Kawasaki型陽性であった．治療は，全ての症
例でミノサイクリン投与（5例は入院の上，経静脈投与，3
例は外来で内服投与）を行い，全ての症例で翌日には解熱
し，約 2週間で略治した．
080 感西．ツツガムシ病における間接蛍光抗体法の評
価と問題点―多施設共同研究―

亀田総合病院総合内科１），長崎大学医歯薬学総合
研究科２），同 熱帯医学研究所３）

山藤栄一郎１）2）3）有吉 紅也２）3）

【背景】日本においてツツガムシ病は，第 4類感染症に指
定され，年間 400～500例程度の報告がある．標準的診断
方法として間接蛍光抗体法（indirect immunofluorescence
assays，IFA）があり，ペア血清における抗体価の有意上
昇または IgMの検出によって診断される．しかし日本の
保険診療上，IFAは 3種の標準型しか施行できず，その
問題点は十分に評価されていない．そこで我々は，リケッ
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チア感染症が疑われた IFA施行例を検討した．
【方法】2004年 1月から 2015年 12月の間に，亀田メディ
カルセンター，安房地域医療センター，亀田ファミリーク
ニック館山を受診した患者のうち，リケッチア感染症を疑
われて IFAを施行した症例を対象とした．一部は IFAに
加え，間接免疫ペルオキシダーゼ法（indirect immunoper-
oxidase assays，IP）を行い，標準型に Irie，Hirano，Shi-
mokoshiを加えた 6種で検査した．また，痂皮 PCRによっ
て株（血清型）の同定を可能な限り施行した．
【結果】研究期間中に 661例が登録された．204例がツツ
ガムシ病と診断され，うち 150例がペア血清で 4倍以上の
抗体価上昇，54例が IgM 40倍以上によって診断された．
IFAの急性期血清における IgM≧40であったのは，45%
のみであった．標準型において有意な抗体価上昇を認めた
のは各々 Katoが 31例，Karpが 27例，Gilliamが 115例
であった．また，22例で株（血清型）が同定され，全て
が非標準型である Irie（16例）と Hirano（6例）であっ
た．
【考察】急性期血清のみでは約半数の症例を見逃す危険が
あり，IFAではペア血清での診断を行うべきである．ま
た，本研究では 3種の標準型によるツツガムシ病はなく，
少なくともこの地域では，Irie，Hirano，Shimokoshiを加
えた 6種を用いるべきである．また地域で流行している血
清型を把握せず，標準三株のみで血清型の判定を試みるこ
とは誤った判断をする可能性がある．
082 感西．南アフリカから帰国後に発熱と皮疹を認め
African Tick Bite Feverの診断となった 1例

長崎大学病院感染症内科１），特定非営利活動法人
ジャパンハート２），国立感染症研究所ウイルス第
一部第五室３）

佐野 正浩１） 神白麻衣子１）2）高橋 健介１）

山下 嘉郎１） 高木 理博１） 田中 健之１）

森本浩之輔１） 安藤 秀二３） 有吉 紅也１）

【症例】43歳女性．
【病歴】2月に出張で 11日間南アフリカ共和国の複数の地
域を訪問．出張中は問題なく過ごしていたが帰国後 6日に
38℃の発熱が出現．解熱薬を使用しても効果が切れれば
再発熱することが続き当院を受診．
【現症】体温 37.1℃，右大腿裏に 5×4mmの痂皮とその周
囲に発赤を認める他全身に散在する 1mmの紅斑・小水
疱・小丘疹あり．
【検査】血算・電解質に異常なし，軽度肝逸脱酵素の上昇
あり，CRP 1.78mg/dL，尿蛋白±．
【経過】アフリカへの渡航歴と痂皮を認めたためリケッチ
ア感染症を疑い入院の上，ミノサイクリン 200mg/日の投
与を開始（day1）．翌日には解熱し全身状態も良好であっ
たために入院 3日で退院し外来にてフォローし 11日間の
抗菌薬投与で治療終了．感染症研究所に依頼した抗体検査
（IF法）では Rickettsia japonica，Rickettsia conorii，Rick-
ettsia africae のペア血清で day1に検出感度以下であった

ものが day14には 320倍や 640倍になり，痂皮 PCRにて
Rickettsia 科 17kDaタンパク遺伝子が陽性となり R. afri-
cae と一致し African Tick Bite Fever（ATBF）と診断．
【考察】我々が検索した限り，ATBFの日本での報告は 6
例である．アフリカへの渡航者の発熱の原因として 2番目
に多い疾患がリケッチア感染症である事を考えると輸入症
例はあるが軽症で医療機関を受診しなかったり抗菌薬の投
与で改善し報告されていない例が多数あると思われる．
ATBFのように軽症で死亡例がないもの以外に同じアフ
リカで感染する地中海紅斑熱の致死率は 2.5%である事を
考慮するとアフリカ渡航者の発熱には常にリケッチア感染
症が鑑別に上がる．また本症例の抗体検査で日本紅斑熱等
と交差反応を示していたように適切な問診をして検査依頼
しなければ日本紅斑熱と診断されていた可能性がある．
083 感西．血清中ウイルス量の経時的変化と各種体液
のウイルス量を測定した重症熱性血小板減少症候群の 1
例

長崎大学病院感染症内科（熱研内科）１），同 集中
治療部２），長崎大学熱帯医学研究所ウイルス学分
野３）

増田 真吾１） 北庄司絵美１） 島守佳菜子１）

池田恵理子１） 柿内 聡志１） 高木 理博１）

山下 嘉郎１） 田中 健之１） 森本浩之輔１）

関野 元裕２） 嶋田 聡３） 森田 公一３）

有吉 紅也１）

重症熱性血小板減少症候群（SFTS：severe fever with
thrombocytopenia syndrome）の重症例では血清中ウイル
ス量が 108から 1010copies/mLまで上昇し，105copies/mL
を超える場合は死亡のリスクファクターとされる．確立し
た治療法はなく ICUでの集学的治療が主で，血漿交換，リ
バビリン，ファビピラビルによりウイルス量の減少を認め
たとの報告もある．症例は 82歳男性．6月 X-8日，転倒
し路上で体動困難となっている所を知人に発見されたが医
療機関受診はしなかった．その後徐々に筋力低下を自覚し，
X-1日に 39℃台の発熱を認めたため前医を受診した．血
液検査で白血球 1,400/μL，血小板 61,000/μLと低下し，
AST 479IU/L，LD 852IU/L，CK 13,959IU/Lと上昇を認
め，横紋筋融解症の診断のもと，精査加療目的に X日に
当科紹介入院となった．当初，右腋窩リンパ節の腫大以外
は明らかな所見もなく，安静・補液を開始し経過観察とし
た．しかし入院 3日目には意識障害が出現してショックバ
イタルとなり，WBC 1,000/μL，Plt 34,000/μLと血球減少
が進行していた．SFTSを疑い長崎大学熱帯医学研究所ウ
イルス学分野で血清の SFTSウイルス―PCRを行ったとこ
ろ検査が陽性と判明した．ICUでステロイドパルス，血
漿交換，リバビリンの投与を含めた集学的治療を行った．
血清中のウイルス量は，入院 3日目には 104copies/mLで
あったが，入院 7日目に最大 1010copies/mLまで上昇し，
その後減少し，入院 13日目に血清中のウイルス量は検出
限界以下となった．入院 10日目の血漿交換前後で血清中
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のウイルス量は 107copies/mLから 1010copies/mLと増加
していた．また同日測定した尿，胸水，腹水，汗，涙液中
のウイルス量をリアルタイム PCRで測定したところ，各々
103copies/mL，106copies/mL，106copies/mL，検出限界以
下，検出限界以下であった．治療によるウイルス量の変化
と臨床的治療効果について，文献的考察を加え報告する．
084 感西．重症熱性血小板減少症候群患者を対象とし
たファビピラビルの臨床試験

愛媛大学医学部附属病院第 1内科１），宮崎県立宮
崎病院内科２），高知県立幡多けんみん病院内科３），
徳島県立中央病院呼吸器内科４），同 総合診療科５），
広島大学病院感染症科６），県立広島病院総合診療
科・感染症科７），香川大学医学部附属病院血液内
科８），国立感染症研究所ウイルス第 1部９），長崎大
学１０）

東 太地１） 内藤 敦２） 山中 篤志２）

姫路 大輔２） 大窪 秀直３） 川村 昌史３）

末盛浩一郎１） 葉久 貴司４） 田岡真理子５）

大毛 宏喜６） 繁本 憲文６） 梶原 俊毅６）

広沢 秀泰７） 谷口 智宏７） 今滝 修８）

下島 昌幸９） 河野 茂１０）西條 政幸９）

安川 正貴１）

【目的】重症熱性血小板減少症候群（SFTS）は，ブニヤ
ウイルスの SFTSウイルス（SFTSV）によって発症する
ダニ媒介感染症の一つであり，死亡率は 10%を上回る非
常に重篤な疾患である．現在，SFTSに対する有用な治療
はない．今回我々は，抗インフルエンザ薬の一つであり，
RNAポリメラーゼ阻害作用を有するファビピラビルによ
る SFTSに対する有効性と安全性を検討した．
【対象と方法】2016年 4月から 2016年 12月の間に，SFTS
と確定診断された患者，又は SFTSV感染症が強く疑われ
る患者を対象に，ファビピラビルを 10～14日間経口投与
し，その有効性と安全性を検討した．主要評価項目は投与
開始後 28日間の患者生存率とし，副次評価項目として，血
液を検体とした SFTSV分離検査が陰性となるまでの日
数，同検体を用いた real-time RT-PCRによるウイルス量
の推移，SFTSV感染症特有の症状が軽快するまでの日数
とした．
【結果】西日本を中心とする 34施設で多施設共同試験を
行った．7施設より合計 12名（男性 8名，女性 4名，年
齢は 56歳から 81歳（中央値 68歳））が登録された．2名
は治療開始翌日に SFTSウイルス陰性が確認され，投薬
は中止された．治療継続された 10名のうち 8名は回復し
たが，2名はいずれも治療 6日目に SFTSによる多臓器不
全のため死亡した．回復した 8名では治療開始後に血中
SFTSウイルス量は減少し，4日目から 14日目（中央値 7
日目）には陰性となった．死亡した 2名は治療開始後 3日
目の時点でウイルス量はいずれも増加していた．
【考察】ファビピラビルにより速やかな臨床症状の改善が
得られた症例も認められ，その有効性も示唆されたが，10

例中 2例は進行を抑えられず回復が得られなかった．今回
登録された症例数は限られており，統計学的にファビピラ
ビルの有効性を示すことはできなかったが，SFTSは有効
な治療薬がなく，非常に致死率が高い疾患であり，今後さ
らに臨床試験を行って治療を確立していく必要がある．
085 感西．島根県における日本紅斑熱及び重症熱性血
小板減少症候群の患者発生状況について

島根県保健環境科学研究所
藤澤 直輝，田原 研司

日本紅斑熱及び重症熱性血小板減少症候群（SFTS）は，
共にマダニ媒介性感染症であり，日本紅斑熱は発熱，紅斑，
刺し口の 3徴候を伴う疾患，SFTSは発熱，消化器症状，
血小板減少を引き起こす疾患で，両疾患共に死亡例も報告
されている．
これらの感染症については，西日本を中心に患者発生が
多いが，徐々に患者発生地域が拡大する傾向にある．
島根県においても，今まで患者発生の無かった地域で相
次いで患者が発生した．
・日本紅斑熱は，本県では 1987年に島根半島の弥山山
地で初めて患者発生が確認され，その後，1999年から 2017
年 10月までに 164例の患者発生がある．その発生地域は
弥山山地を中心としていたが，2014年以降，今まで発生
の無かった益田市で 9例，浜田市で 2例，江津市で 3例，
大田市で 3例及び雲南市で 1例と本県の広い範囲で患者が
発生した．
・SFTSは，本県では 2013年 7月に浜田市で 1例目の

患者発生があったが，その後の 2年間は患者発生がなかっ
た．しかし，2016年以降，益田市で 1例，浜田市で 3例，
大田市で 2例，雲南市で 2例，松江市で 1例の患者が発生
し，10例となった．
このように島根県においてマダニ媒介性感染症の患者発
生地域がこれまでと異なる動向を示しており，今後，県下
全域で患者が発生する可能性がある．
また，これら患者発生地域においてマダニの採取を行っ

たのでその状況についてもあわせて報告する．
086 感中．マダニ媒介性感染症好発地域における住民
の意識調査

伊勢赤十字病院感染症内科
坂部 茂俊，豊嶋 弘一，玉木 茂久

【背景】三重県伊勢市周辺では 2016年までに 300件を越え
る日本紅斑熱，5例の SFTS発生がある．地域住民のなか
では疾患に関する話題が絶えない．医療者，行政職員はマ
ダニ刺症予防や，刺 後の対策を示す必要があるが，実態
を十分把握できていない．
【方法】2017年 4月に，地域で最も罹患率が高く，累計感
染者数が人口 1万人当たり 50名を超えた度会郡南伊勢町
で，マダニ媒介性感染症に関する講演に集まった地域住民
を対象に匿名アンケート調査を行った．
【結果】アンケート回答者は 106名（男性 52名），平均年
齢 66歳だった．農業を行うもの 59％，林業を行うもの 28％



251

平成30年 3月20日

だった．マダニ刺 の経験はないと答えたものが 14%，わ
からないと答えた者が 51％，あると答えた者が 17％で，
あると答えた者の 61％は「頻回」であった．80%がマダ
ニ対策を行っており，うち 75%は長袖などの服装で対応，
64%は忌避剤を使用，他に「地面に座らない」，「殺虫剤
を使用する」などの回答があった．予防策の自己評価は
77%が「一定の効果がある」，7%が「完璧に予防できる」
と答えた．マダニ刺 時の対応として 31％は「病院に行
く」と答え，57％は「自分で処理する」と答えた．「マダ
ニに刺 のたびに病院を受診することが可能である」と答
えたのは 73％だった．
【考察】1．回答者は自主的に役場に集まっており，平均的
住民よりも意識が高く，フットワークが軽い傾向がある．2．
マダニ刺 経験は「わからない」が最も多い．日本紅斑熱
患者でもマダニ刺症の記憶がないものが多く，当事者がと
らえきれない状況を示唆している．
【結論】1．住民はマダニ刺症のリスクを認識しているが，
その実態を十分捉えていない．2．マダニ忌避剤に頼る部
分が大きいため，効果を検証する必要がある．3．施 時
に医療機関を受診する意識は比較的高いが，実際には自身
で対応している傾向がある．住民に受診を勧めるならば，
医療機関における対応を標準化する必要がある．
087 感西．何が病院感染のメルクマールとなるか―症
例把握からの検討，医師の立場から―

東京逓信病院感染症内科１），同 ICT２）

吉川 博子１） 佐藤 明子２）

中井 達郎２） 小野 正恵２）

【目的】病院の中では様々な感染症が日々起こっている．そ
のすべてを感染制御のチームで把握することは困難であっ
ても，病院全体にとってリスクとなる感染症に関しては，
把握する必要がある．リスクの高い感染症の一つとして血
流感染がある．これをルートとして，病院全体の感染症の
問題点を探る方法を模索した．
【方法】2013年度より，ICTでは医師，看護師，臨床検査
技師，薬剤師の 4職種で 1回/週の頻度で血培ラウンドを
行っている．昨年度は，合計 214名，延べ 444名を対象に
検討した．
【結果】内訳は，血液培養陽性が 196名，抗菌薬適正使用
に関する助言が 15件，感染発生対応が 3名であった．感
染症内訳で最も多かったのは，尿路感染症だった．また検
討結果では，経過観察中に軽快したものが 92件，細菌培
養結果および感受性結果でディエスカレーションを行うな
ど診療科の治療が適正と判断した件数が 24件だった．全
体を通して，感染症内科から助言，介入をした件数は 51
件だった．
【考察】血培ラウンドを開始後の数年間は，個々の症例の
把握より，病院全体の問題点の把握が必要であった．その
詳細は，共同演者らが報告している．今後は，評価方法お
よび介入の基準などをさらに検討し，抗菌薬指標による抗
菌薬使用状況の評価，血培コンタミ率の推移等をみながら

活動を継続する予定である．
088 感西．何が病院感染のメルクマールになるか―緩
和ケア病棟の現状把握，緩和ケア医の立場から―

東京逓信病院緩和ケア科１），同 ICT２），同 感染
症内科３）

伊藤 惠子１） 佐藤 明子２） 中井 達郎２）

小野 正恵２） 吉川 博子３）

【はじめに】緩和ケアは根治困難な病態を抱えた患者の
QOLを，可能なかぎり改善しようというアプローチであ
る．予後が週単位と見込まれる緩和ケア期の患者では，高
熱，悪寒などのエピソードは散見されるが，抗菌薬治療を
行うことが患者の QOL改善に有益かについては種々の見
解がある．先行研究では抗菌薬治療と予後との関連が話題
に上っており，適切な予後予測という視点から抗菌薬治療
の適否を検討する意義があると考えた．
【方法】当院 ICT報告（2013年 10月～2017年 5月）を基
に，当院緩和ケア病棟入院患者の血液培養採取症例を抽出
した．患者背景，入院経過，入院時の予後予測指標（PPI）
をカルテより読み取った．血液培養採取時の病態から，こ
の時点での PPIを後ろ向きに再評価した．PPIは予後 3週
間前後の終末期患者の予後予測を行う視標で，総スコア 6.5
点以上だと予後 3週間以内の可能性が高いと判定される．
【結果】対象期間中の血培採取症例中，起炎菌判明は 7例．
感染症の内訳は敗血症 2例，カテーテル感染 2例，菌血症
2例，胆管炎 1例．血培採取の契機と入退棟イベントの関
連でみると，入棟初日～1週間以内が 4例，死亡 4週間以
内に血液採取症例が 3例．7症例中 6例は抗菌薬治療によ
り解熱した．全身倦怠感，微熱，以前から出現していた
痛は軽減せず持続していた．PPI 6.5以上の 5症例の臨床
経過を見ると，3例は 3週間以上の経過であった．
【考察とまとめ】血培採取時予後 3週未満であっても，3
例は予測より長い経過となったことは抗菌薬治療の効果と
判断されるが，他の身体的苦痛感の軽減は困難なことが多
かった．予後予測指標を活用することで終末期患者の抗菌
薬治療についてより客観的な検討が可能となることが示唆
された．
089 感西．何が病院感染のメルクマールとなるか―コ
ンタミ率を指標とした消毒方法への介入，看護師の立場か
ら―

東京逓信病院 ICT１），同 感染症内科２）

佐藤 明子１） 中井 達郎１）

小野 正恵１） 吉川 博子２）

【目的】病院内でおこっているリスクの高い感染症の一つ
である血流感染症を正確に把握するため，当院では，2013
年より血培ラウンドを行っている．実際の症例に介入する
以前の問題点として，培養陽性の菌株のうち，かなりの株
がコンタミであることを観察してきた．これを指標として，
感染管理看護師の立場から介入することができたので，報
告する．
【方法】2014年 4月から 2014年 12月までを第一期介入と
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した．この時は，消毒方法の変更は行わず，血培方法の教
育を行った．2016年 10月より，消毒薬の変更を含む介入
を主に感染管理認定看護師の立場で行った．
【結果】第一期介入期は，介入前（2014年 4月～9月）の
コンタミ率 34.5％から，介入後（2014年 10月～12月）は
25％のコンタミ率まで低下した．第二期介入期には，介
入前（2016年 1月～9月）のコンタミ率 34.7％から，介
入後（2016年 10月～12月）のコンタミ率は，8.9％に低
下した．
【考察】第一期介入期も教育の効果で，コンタミ率の低下
傾向が認められたが統計学的な有意差は認められなかっ
た．第二期介入期では，統計学的に有意の低下が認められ
た．両時期とも，医師と協力し，血培方法の教育を行った．
第二期には，教育だけでなく，消毒薬の変更と周知徹底を
行った．消毒薬変更の効果が有意であることが示唆された．
090 感西．何が病院感染のメルクマールとなるか―コ
ンタミを評価する方法の検討，細菌検査技師の立場から―

東京逓信病院 ICT１），同 感染症内科２）

中井 達郎１） 佐藤 明子１）

小野 正恵１） 吉川 博子２）

【目的】病院内でおこる感染症を把握するために，我々は，
2013年から，血培ラウンドを行い，最初の数年間は，個々
の症例の把握以前に，病院全体の問題点の把握に努めた．
その結果，培養が陽性になる菌株のうち，コンタミと判定
される菌株が多い傾向があることが認められた．細菌検査
室の立場でコンタミの評価方法について検討した．
【方法】2016年 10月より，消毒方法の変更を含めた介入
を行い，コンタミ率を評価した．通常のコンタミ率の算出
方法（A法：一般的に汚染菌とされる菌種において，同
日 2セット以上血培が提出された症例における，1セット
のみ陽性検体数/2セット以上提出検体数の合計）と当院
では，培養陽性株中のコンタミと判定された菌株の割合を
算出するという方法（B法）の 2種類の評価を行っている．
【結果】介入前の 2016年 1月～9月 A法によるコンタミ
率は 6.0%，B法によるコンタミ率は 34.7%であった．介
入後の 2016年 10月～12月の A法によるコンタミ率は
2.4%，B法によるコンタミ率は，8.9%であった．コンタ
ミ率低下の評価を目的とし χ2検定を実施した結果，A法
では p=0.03，B法では p=0.00008と有意差が認められた．
【考察】病院内でおこっていることの評価方法として，A
法は，他施設との比較がしやすいという利点がある．今回
我々が検討した B法は，病院内で，よりわかりやすい数
値化の指標として有用であった．血液培養陽性の全株の判
定を行うことが必要であるため，細菌検査技師だけでは困
難であるが ICTとの協力体制があれば実現可能であると
考えられた．
091 感西．市中精神科病院における感染対策への取組
み

四国大学看護学部看護学科１），香川大学医学部分
子微生物学２）

長尾多美子１） 桑原 知巳２）

【背景】精神科病院に入院中の患者は，自覚症状の訴えが
困難であり，衛生管理や隔離・行動制限に対する協力が得
られにくい特性がある．療養環境では，1．閉鎖的環境で
ある，2．長期入院が多い，3．嘔吐物や排泄物による環境
汚染が頻繁といった特徴がある．このような背景から，職
員は感染対策に関する高い実践力が求められるが，感染対
策への関心が低く，組織的取組みも遅れている傾向にある．
そこで B病院の職員の感染対策への関心や実践力，病棟
環境について調査したので報告する．
【方法】B病院は 180床を有する精神保健福祉法指定病院
である．職員の感染対策への関心を把握するため，2016
年 9月にアンケート調査を実施（対象者 107名，回収率
94％）した．感染対策の実践や現状を把握する為，同年 12
月と翌年 3月に病棟で環境調査を含むラウンドを実施し
た．アンケート調査の回答は「はい・いいえ」，ラウンド
の評価は「○・△・×」とした．アンケート調査で半数以
上が「はい」と回答した項目をラウンド結果と比較した．
【結果】比較したのは，全 17項目中，医局が 12，急性期
病棟が 9，療養病棟が 13項目であった．ラウンドは画一
的評価が困難であるが，「×」評価の中には「ベッド周囲
の環境整備を毎日しているか」，「湿性生体物質で汚染する
可能性がある時，PPEを使用しているか」等，半数以上
が「はい」と回答した項目も多かった．培養調査では薬液
等の準備に使用している清潔区域から多数の汚染菌が検出
され，談話室のテーブルからMRSAが検出された病棟も
あった．
【まとめ】アンケート調査とラウンドの結果の相違は，職
員の誤った知識による事が示唆された．また，患者特性や
療養環境の特徴から感染対策を諦めている職員も多かっ
た．中小規模の市中精神科病院では，個々の病院の特性を
ふまえ，感染対策の専門家が職員教育を通して実現可能な
感染対策システムを職員と共に構築する必要性がある．
本研究は科研費（16K12012）の助成を受けている．
092 感中．大学 4年生に対する B型肝炎ワクチン接種
の効果―3回接種後の抗体陽転率と抗体価―

名城大学薬学部微生物学研究室１），同 薬学教育
開発センター２）

小森由美子１） 黒野 俊介２） 長谷川洋一２）

【目的】大学 4年生に対する HBワクチン 1シリーズ接種
の効果を検証するため，7年間のデータ解析を行った．
【方法】2010～2016年度の 4年進級者 1,651名に対し HBs
抗原・抗体検査を CLEIA法で実施し，陰性の 1,625名中
1,556名に対して学内でワクチン接種（2010～2014年：
ビームゲン，2015～2016年：ヘプタバックス）を実施し
た．ワクチン接種後の抗体価確認は，3回目接種の 2.5カ
月後に実施した．なお HBs抗体は「＜10.0mIU/mL」を
陰性とした．
【結果】プログラムに参加し 1シリーズの接種を行った学
生 1,556名は男性 561名，女性 995名で，平均年齢は 21.5
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歳であった．接種後の抗体陽転率は 96.0%（男性：95.2%，
女性：96.5%）で，男女間に有意差はなかった．男性の
38.2%，女性の 37.8%が抗体価 1,000＜mIU/mLとなり，抗
体価の中央値は 676.9mIU/mL（男性 645.2，女性 693.3）で
あった．抗体が陽転しなかった 62名のうち男性 96.3%，女
性 91.4%は，抗体価が 10.0mIU/mLには達しなかったも
のの，接種前の抗体価「0.1mIU/mL」より数値の上昇が
認められた（平均 4.6mIU/mL）．
【考察】各種報告やワクチンのインタビューフォームでは，
女性，若年者の方がワクチン接種後の抗体価陽転率が高い
とされていることから，今回男女間の陽転率に有意な差は
認められなかったのは，接種対象者の平均年齢 21.5歳と
比較的若かったことによる可能性がある．抗体価が陽転し
なかった学生の多くは，接種後に若干の上昇がみられてい
ることから，今後の追加接種により抗体価上昇が期待でき
る可能性がある．
093 感中．医療関係者麻疹抗体 5年の推移より考える

記録に基づく麻疹含有ワクチン接種歴管理
名古屋医療センター感染制御対策室

鈴木奈緒子，後藤 拓也，荒川美貴子
濱田 博史，脇坂 達郎，片山 雅夫

【目的】医療関係者のためのワクチンガイドライン（第 2
版）（以後，ガイドライン）では，医療関係者は麻疹免疫
を獲得した上で勤務すること，ワクチン接種回数は 1歳以
上で 2回が推奨される．職員数 1,200名地域医療支援病院
の A院では 2012年に全職員，以後雇入時に検査を行い，
抗体が基準未満の職員にワクチン接種を行ってきたが，ワ
クチン接種歴は 1回の職員が多かった．2016年に再度全
職員を対象に検査したところ基準未満者が多数に及んだ．
今回，この抗体検査の結果及び ICTで管理する職員のワ
クチン接種歴より，医療関係者の麻疹免疫管理に係るコス
トと効率を検討した．
【方法】2012年 4月～2016年 12月に，A院職員対象に院
内感染対策として行った麻疹抗体検査（PA法），麻疹含
有ワクチン（MR）接種記録，及び同職員の A院勤務前 1
歳以上の麻疹含有ワクチン接種記録を対象とし，2012年
及び雇入時検査を「前検査」，2016年 12月の検査を「後
検査」とし，双記録のあった 1,084名について，ガイドラ
インの「抗体基準未満」とフローチャートで「要ワクチン
群」について「前」「後」で比較した．さらに全対象者が
基準を満たすために必要なコストを算出した．なおこの間，
「前検査」で基準に満たない職員にはワクチン接種を推奨
し，A院費用負担によるMRワクチン接種を行った．
【結果】「抗体基準未満」は「前検査」で 154名（14%）で
あったが「後検査」では 296名（27%）となった．後検査
で「抗体基準未満」者にワクチン接種を行う場合は，検査
費 1,084名分 109万円に加えワクチン購入費 296名 148万
円の計 257万円を要した．しかし「抗体基準未満」のうち
121名（41%）の 2回麻疹含有ワクチン接種歴が ICTに保
管されていたため，ワクチン接種対象を 175名（59%）に

減らせた．
【結語】職員の麻疹抗体は年推移で著しく低下するため，ワ
クチン接種歴の管理は院内感染対策費用削減に欠かせない
と考える．
094 感西．入院患者のインフルエンザ発症の解析

宮崎大学医学部附属病院感染制御部
高城 一郎，岩尾 浩昭，岡山 昭彦

【目的】当院は 632床の特定機能病院でありハイリスク患
者の入院が多いが，毎年インフルエンザ流行期には入院患
者のインフルエンザ発生がみられるため，アウトブレイク
防止が重要である．当院の入院患者のインフルエンザ発生
状況とその対応について報告する．
【方法】2016～2017シーズンに当院入院後に迅速キットで
インフルエンザと診断された患者を対象とした．感染経路，
治療・予防薬，予後などについて後方視的に解析した．
【結果】31名の入院患者がインフルエンザと診断され，治
療薬はタミフル 13名，ラピアクタ 10名，イナビル 7名，
治療なし 1名であった．入院時問診 48時間以内に診断さ
れた例が 12名，外泊後 48時間以内に診断された例が 4名
であり，持ち込みと判断した．基礎疾患は多岐にわたった
が，ハイリスク患者が多かった．31名の患者への接触者
は 351名（患者 93名，職員 258名）であった．予防投与
者数は 307名（患者 87名，職員 220名）で，予防投与薬
はイナビル 169名，タミフル 127名，リレンザ 11名の順
に多かった．同一病棟で 3名以上の入院患者からのインフ
ルエンザ発生が 1事例あり，発端者や感染経路ははっきり
しなかったが，集団発生がみられた．多病室からの発生で
あり，インフルエンザと診断されていない介在者の存在が
疑われた．
【考察】ワクチンを接種している場合は症状が軽微な場合
もあり，インフルエンザ流行時は特に職員の健康状態の把
握と，手指衛生の徹底が重要と思われた．また，入院後や
外泊後にインフルエンザと診断された症例が半数を占め，
流行期には入院時や外泊後の問診の改善が必要であると考
えられた．
096 感中．院内インフルエンザ感染報告と県内感染状
況の関連性の後方視的解析

福井大学医学部呼吸器内科１），同 医学部血液内
科２），同 医学部小児科３），同 医学部感染制御部４）

重見 博子１）4）伊藤 和広２） 田居 克規２）4）

早稲田優子１） 山田 健太３） 山内 高弘２）

石塚 全１） 岩﨑 博道４）

【背景と目的】インフルエンザの院内感染は患者，職員の
双方にとって注意せねばならぬ重要な課題である．免疫不
全患者については特に注意が必要である．本院では毎年，1
月から 2月にかけ院内インフルエンザ感染患者数が最多と
なるが，2015/2016シーズンのインフルエンザ発症数は患
者群，職員群においてその患者数発症推移は本県の県内調
査結果に一致した．また，本院は県の中心地から車で約 1
時間の距離にあり，公共機関の利用は限られている．発症
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の関連性について後方視的に解析した．
【方法】2015/2016シーズンにインフルエンザ様症状を示
した対象者（患者・職員）において，インフルエンザ迅速
キット検査を実施した．感染時期および感染者の行動様式
にも着目した．感染時期については本県健康福祉部健康増
進課感染症疾病対策グループから配信される報告と比較し
た．また，2014/2015シーズンのインフルエンザの感染の
実態についても公式報告との比較を行った．
【結果】職員と患者のインフルエンザは院内にて感染が伝
播する．2015/2016インフルエンザでは，患者 30名，職
員 98名が感染し，2016/1/24週に発症数がピークを示し，
2014/2015インフルエンザにおいては 2015/2/3週と 2016/
2/24週の 2峰性のピークを示した．この発症頻度経過は，
感染症疾病対策グループから配信される報告とほぼ同様で
あった．本院においてインフルエンザの予防接種率は 90%
以上であり，標準予防策および手指衛生の徹底，マスク着
用の教育もなされているが，感染症発生動向情報の定期的
確認は不十分であった．
【結語】インフルエンザの発症頻度の推移は，感染症疾病
対策グループの報告とほぼ同様であったことより，郊外で
あってもその地域性は認められず，対策グループからの報
告を常時確認し，職員，患者に情報を迅速に発進すること
により，本院での院内感染蔓延を縮小させ得る可能性が示
唆された．
097 感西．入院期間中に 3種類のカルバペネム耐性腸

内細菌科細菌（CRE）を検出した 1例
高知医療センター ICT１），国立感染症研究所細菌
第二部２）

福井 康雄１） 山崎みどり１） 松井 真理２）

鈴木 里和２） 柴山 恵吾２） 黒田 誠２）

【は じ め に】カ ル バ ペ ネ ム 耐 性 腸 内 細 菌 科 細 菌
（Carbapenem-Resistant Enterobactericeae以 下 CRE）は
カルバペネム系薬剤及び β―ラクタム剤に対して耐性を示
す腸内細菌科細菌である．今回，入院期間中に異なる 3菌
種から CREを検出した症例を経験したので報告する．
【症例】70歳代，男性．大動脈弁狭窄症に対し弁置換術受
けその後腎出血と周囲膿瘍を発症した．慢性腎不全に対す
る腹膜透析を受けており，骨髄異型性症候群も合併してい
た．第 1回目 CREは閉鎖膿から Citrobacter koseri を検
出した．その 86日後に CVカテ先から Enterobacter cloa-
cae，さらにその 128日後に CVカテ先から Escherichia
coli を検出した．今回，同症例以外にも CRE検出があっ
たため保健所・衛生研究所及び国立感染症研究所で遺伝子
解析を行って頂いた．その結果，3菌種は全て β―ラクタ
マーゼ（IMP-1型）陽性であった．さらに各プラスミドの
塩基配列は共有率が高く相同性の高さが示された．又，
LVFXに対する感受性は初回検出菌において Sであった
が，その後 I，Rと耐性化していた．
【考察】CREはプラスミドを介することで菌種を超えて耐
性機構が伝播することが知られており，自験例でも異なる

菌種に高い相同性をもつプラスミドが検出された．これは
入院中の患者腸管内でプラスミドの接合伝達があったもの
と推定される．一方，菌交代に関しては初回検出後のキノ
ロン系薬剤使用の関連が考えられるがその機序は不明であ
る．
【まとめ】異なる 3菌種の CREを同一患者から検出した．
治療にあたっては CREに感受性のある薬剤選択と使用期
間に配慮する必要がある．
（非学会員共同研究者：高橋富世，高木春佳，戸梶彰彦，
松本道明；高知県衛生研究所・保健科学課）
098 感西．荒木脳神経外科病院における ESBL産生大
腸菌検出状況調査を尿路感染対策につなげた取り組みにつ
いて

医療法人光臨会荒木脳神経外科病院
島中 延枝

【目的】広島県では，大腸菌に占める基質特異性拡張型 β
ラクタマーゼ（ESBL）産生菌の割合が約 2割となってい
る．当院での大腸菌の ESBL産生率は，2015年度の 20％
から 2016年度には 34％まで増加した．ESBL産生菌の検
出状況を調査し，尿路感染対策につなげる．
【方法】2015年 4月～2017年 4月に当院の入院患者より，
ESBL産生菌が検出された 75例を対象とし，入院前の生
活環境，入院歴，尿路感染症歴の有無，年齢，1年以内の
抗菌薬の使用状況，感受性，ESBL産生菌が検出されるま
で に Enterococcus faecium ， Staphylococcus aureus
（MRSA），Candida spp.，Clostridium diffeicile，Acineto-
bacter baumanii，Pseudomonas aeruginosa，Enterobacter
spp.（以下，ESCAPEとする）のいずれかが培養検査結果
履歴の有無を後方視的に調査した．
【結果】当院では，大腸菌に占める ESBL産生菌の割合は，
85.3％であり，対象患者の平均年齢は，81.3歳であった．75
例のうち，菌量が 105CFU/mL以上は，27例（36％）で
あった．ESBL産生菌検出のリスク因子として考えられる
ニューキノロン系の 1年以内の抗菌薬の使用状況は，3例
のみであった．ESBL産生菌が検出されるまでに ESCAPE
のいずれかが培養検査結果履歴にあった例は，E. faecium
は 2例，S. aureus（MRSA）は 13例，Candida spp.は 4
例，C. diffeicile は 1例，A. baumanii は 5例と全体の 3
割はであった．
【結論】当院では，ESBL産生菌の検出率が増加している．
抗菌薬耐性の獲得が問題となる細菌（ESCAPE）の検出
履歴がある場合，ESBL産生菌検出リスク因子の指標とし
て対応していくことも検討課題として挙げられると考え
る．高齢者や入院歴のある患者が多いため，尿路感染対策
を早急に取り組む必要がある．現在，取り組んでいるため，
当日は，取り組んだ結果も併せて報告する予定である．
099 感西．糞便からコリスチン耐性遺伝子 mcr-1保持
大腸菌が分離された 1症例

琉球大学医学部附属病院感染対策室１），琉球大学
大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学
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講座（第一内科）２），琉球大学医学部附属病院検査・
輸血部３），同 薬剤部４），順天堂大学医学部微生物
学講座５）

仲松 正司１）2）上地 幸平１）3）潮平 英郎１）4）

眞榮城咲子１） 西山 直哉２） 仲宗根 勇１）

健山 正男２） 切替 照雄５） 藤田 次郎２）

近年世界的に薬剤耐性菌の広がりが問題となっている
中，コリスチンは最後の砦の薬剤（last-resort antibiotics）
として多剤耐性グラム陰性桿菌に対して使用されている．
コリスチン耐性はこれまで，細菌の染色体上の遺伝子変異
による耐性が知られていたが，2015年 11月に中国におい
て，人と家畜からプラスミド上のコリスチン耐性遺伝子で
あるmcr-1を有する大腸菌が分離されたことが報告され
た．それ以降世界で家畜，食肉，ヒトからの分離が報告さ
れている．日本でもこれまで食肉からの分離は報告されて
いるが，ヒトからの分離例は報告されていない．今回当院
においてmcr-1保持大腸菌が分離された症例を経験した
ため報告する．
【症例】10歳代，男性．
【基礎疾患】血液悪性腫瘍．
【抗微生物使用歴】血液悪性腫瘍治療に伴い，抗MRSA薬，
カルバペネム系薬，抗真菌薬など多種類の抗微生物薬使用
歴有り．
【海外渡航歴】入院 2年ほど前に台湾に渡航歴有り．現地
での病院受診は無し．
【動物接触歴】牛や豚との接触歴有り．
【経過】血液悪性腫瘍治療目的で約 7カ月間入院中，下痢
が持続するために提出した糞便培養でコリスチンスクリー
ニング培地上に発育した Escherichia coli を全ゲノム解析
したところ，プラスミド上にmcr-1遺伝子を同定した．分
離された E. coli はコリスチン以外の薬剤には感受性で
あった．感染症の原因菌ではなく保菌と判断し，治療適応
とはしなかった．感染対策として同時期に同病棟に入院し
ていた患者を対象にスクリーニング検査を行ったがmcr-1
を保持している細菌分離は認められなかった．今後も院内
で継続的にモニタリングを行うと共に，保健所や県とも連
携し今後の対応を行っていく予定である．
100 感西．培養法によるMRSA Active Surveillance
の有効性

広島大学病院感染制御部１），同 検査部２），同 診
療支援部３），同 感染症科４）

森 美菜子１） 横崎 典哉２） 小野寺 一３）

樫山 誠也３） 木場由美子３） 原 稔典３）

吉松由香里１） 北野 弘之１）4）梶原 俊毅１）4）

繁本 憲文１）4）大毛 宏喜１）4）

【目的】培養法によるMRSA Active Surveillanceの院内
感染対策上の有効性を検討した．
【方法】2010年 4月～2017年 3月の 7年間で，当院の高度
救命救急センターに入院した患者 4,046人を対象とし，入
院時および 1週間ごとの鼻腔培養法にて Active Surveil-

lanceを行った．培養結果判明までは接触感染対策を実施
し，陽性例での除菌は行わなかった．院内伝播が疑われる
事例では，POT法による簡易 Genotype分析を行い，伝
播経路分析と対策立案を行った．MRSA検出率の推移を
基に，Active Surveillanceの有効性を検討した．なお，入
院 48時間以降に検出したものを院内伝播と定義した．
【結果】検討期間中のMRSA検出数は 452件で，保菌症例
は 383件（84.7％），感染症例は 69件（15.3％）であった．
また，持込症例は 288件（63.6％），院内伝播症例は 165
件（36.4％）であった．次に，MRSA検出率の年度推移は，
2010年度の 12.7/1,000 patient-daysから，2016年度には
8.9/1,000 patient-daysまで低下した．そのうち持込率は
2010年度の 9.4/1,000 patient-daysから，2016年度には
5.9/1,000 patient-daysまで低下し，院内伝播率は 2011年
度の 4.8/1,000 patient-days￥を最高に，2016年度は 3.0/
1,000 patient-daysまで低下した．それに伴い，院内全体
の Staphylococcus aureus に占めるMRSAの検出頻度は
2004年の 51.1％から 2016年には 30.4％まで低下した．
【結語】ハイリスク部署に限定してMRSAを対象とする
Active Surveillanceを行った結果，持込率の低下はある
ものの，院内伝播率の低下を認めており，院内全体の
MRSA検出率の低下につながったと考える．PCR法と比
較して安価な培養法を用いて検出し，かつ陽性例に対する
除菌を行わなくても，保菌症例を含めたMRSA検出例を
把握することは，院内感染対策上有効性が得られると考え
られた．
101 感西．当院の感染管理対策チーム導入前後におけ
る黄色ブドウ球菌感染症の比較

済生会中央病院総合診療内科
藤本裕太郎，酒井 徹也
谷山 大輔，菊池 隆秀

【背景】黄色ブドウ球菌は皮膚軟部組織をはじめとする様々
な部位から体内に侵入し，感染症を引き起こす．黄色ブド
ウ球菌菌血症は，感染性心内膜炎や深部膿瘍，骨髄炎等に
なりうる危険性があり，死亡率は 20～40%と高い．その
ため，早期から抗菌薬を適正に投与し，十分な投与期間を
設ける必要がある．またこれらの疾患の検索を行うために，
心臓超音波検査や造影 CT検査等を考慮する必要がある．
実際に過去の文献によると，黄色ブドウ球菌感染症をきた
した患者のうち，感染症科が介入する事で，適切な抗菌薬
の選択や適切な検査が施行され，院内死亡率も非介入群に
比べて効果があったとされた．当院でも 2015年 4月から，
感染管理対策チーム（ICT）が発足し，血液培養陽性患者
に対して介入を行っている．
【方法】当院感染症疫学統計情報を用い，ICT導入前の 2013
年 4月～2015年 3月と，ICT導入後の 2015年 4月～2017
年 3月の 2群に分け，血液培養から黄色ブドウ球菌が検出
された症例を抽出した．年齢，性別，診療科，菌種（MSSA
or MRSA），感染巣，施行された検査（血液培養，デバイ
スの抜去，経胸壁または経食道心臓超音波，造影 CT），
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抗菌薬投与期間，de-escalationの有無，転帰の各項目につ
いて両群を比較検討した．
【結果】年齢，性別，診療科，菌種（MSSA or MRSA），
感染巣に関しては両群で差は認めなかったものの，各検査
の実施率は ICT導入後で上昇し，同様に抗菌薬の投与期
間，抗菌薬の選択も適正に行われた．転帰に関しても院内
死亡率は，ICT導入後で減少した．
【考察】今回の結果をふまえ，過去の文献と比較し考察を
行う．
103 感西．PD腹膜炎の起因菌について 当院での 3
年間の症例からの検討

岡山済世会総合病院臨床研修部
大谷 天人

【目的】腹膜透析関連腹膜炎（以下 PD腹膜炎）は腹膜透
析患者における主要な感染性合併症であり死亡や離脱につ
ながる重大な問題であり，今回 PD腹膜炎の起因菌につい
て検討を行った．また ISPD腹膜炎ガイドライン/勧告で
は表皮常在菌に対する抗菌薬と緑膿菌含めたグラム陰性桿
菌に対する抗菌薬の併用が推奨され，当院では CEZ＋
AMKの腹注を標準治療としておりこの 2剤への感受性に
ついても検討を行うこととした．その他当院通院中の患者
については発症率についても検討した．
【方法】感染制御支援システムにて 2014年 4月から 2017
年 3月の 3年度の間に腹膜透析排液から検出された菌のう
ち起因菌と判断した 53株（32患者）について検討した．
【結果】表皮由来と推定されたのが 30株（57%）でありブ
ドウ球菌 15株のうち 8株がMRSであった．環境由来の
菌が 7株，腸内細菌が 9株，緑膿菌が 2株であり，真菌は
3株が 1患者から同時に検出されたのみであった．当院通
院中の患者ではブドウ球菌 7株のうち 3株がMRSであっ
た．検出細菌 50株のうち CEZまたは AMKに感受性があ
るのは 36株であり，CEZ,AMK,VCMすべて無効なものは
4株（8%）であった．また当院通院中の患者の培養陰性
の PD腹膜炎 12例中 10例が CEZ＋AMKで軽快してい
た．発症率は 1患者年あたり 0.196例で 2013年の全国調
査の平均である 0.195例と差はなく，また年齢による発症
率の差は見られなかった．
【考察】PD腹膜炎において当院の標準治療で改善に乏し
い例の大半はMRSによるものと考えられ，CEZ＋AMK
＋状態に応じ VCMでエンピリックに加療できていると考
えた．ブドウ球菌の半数程度がMRSであり今後状態に応
じ積極的な使用を判断する必要があると考えた．
104 感中．大動脈置換術後に発症した Proteus vul-
garis による壊死性皮膚軟部組織感染症の 1例

名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
加藤 拓樹，森岡 悠，松本あかね
岡 圭輔，手塚 宜行，井口 光孝
冨田ゆうか，八木 哲也

【症例】3年前に A型急性大動脈解離に対して弓部全置換
術を行われた既往のある 53歳男性．解離性下行大動脈瘤

切迫破裂により入院し，保存的加療後，待機的に右半側臥
位にて下行大動脈置換術を施行された．出血のコントロー
ルに難渋し 23時間を超える長時間手術となり経皮的心肺
補助（PCPS）下で帰室した．術後 2日目，周術期抗菌薬
として CEZを使用中，PCPS挿入部位である右鼠径部よ
り悪臭を伴う排膿を認め，ショック状態となったため血液
培養採取後に VCM初回 2gとMEPM 1g×3回/日が開始
された．術後 3日目，血液培養からグラム陰性桿菌が検出
された．右大腿外側部の皮膚は黒紫色化下行し水疱を形成
しており壊死性皮膚軟部組織感染症と診断した．デブリー
ドメントを推奨したが，この段階では画像上ガス像や膿瘍
を認めず見送られた．Proteus vulgaris が血液・水疱内容
液培養から検出され，右鼠径部からは P. vulgaris に加え，
Klebsiella pneumoniae が検出された．感受性結果をもと
に術後 6日目に CMZ 2g×2回/日へ変更した．術後 10日
目，右大腿部に対して切開排膿，デブリードメントを行っ
たところ不安定であった血行動態は改善に向かった．術後
14日目に緑膿菌による肺炎が疑われ CAZ 1g×2回/日に
変更となった．以後，壊死組織除去を繰り返し行い術後 28
日目に抗菌薬投与が終了となった．壊死組織除去部に対し
ては陰圧閉鎖療法を開始し現在創傷治癒を図っている．
【考察】今症例では PCPS刺入部の汚染，または手術中の
出血に伴う虚血腸管から P. vulgaris が侵入し，長時間手
術で圧迫壊死した部位への感染が生じたと考えられた．P.
vulgaris は CEZに耐性で，周術期抗菌薬により選択され
たと考えられる．術後早期に生じる重症の皮膚軟部組織感
染症では原因菌としてグラム陰性桿菌を含んだ周術期抗菌
薬に感受性のない菌も鑑別に挙げる必要がある．
105 感西．僧房弁置換術，大腸癌を背景とした緑膿菌
による感染性心内膜炎の 1例

鳥取大学医学部附属病院卒後臨床研修センター１），
鳥取大学医学部地域医療学講座２），鳥取大学医学
部附属病院感染制御部３），同 高次感染症セン
ター４），同 検査部５），同 薬剤部６），鳥取大学医
学部分子制御内科学分野７）

岡本 亮１） 岡田 健作２）3）赤松 是伸１）

中本 成紀４） 森下 奨太３）5）高根 浩３）6）

千酌 浩樹３）4）清水 英治７）

【症例】84歳男性．
【現病歴】X-14年に僧帽弁狭窄兼閉鎖不全症のため当院で
機械弁への僧帽弁置換術を行われ，慢性心不全，慢性心房
細動，脂質代謝異常症，高尿酸血症のため A病院通院中
であった．X年 9月，発熱を認め B病院へ入院．血液培
養で緑膿菌が検出され尿路感染症として治療を行われた．
しかし，その後も発熱のため B病院入院を繰り返し，X
年 12月に感染性心内膜炎を疑われ当院紹介となった．
【入院時現症】体温 40℃，脈拍 100/分，呼吸数 24/分，血
圧 133/44mmHg，左眼瞼結膜点状出血あり，両側手掌・
左足底に暗赤色の有痛性結節あり，Janeway疹なし，爪
部線状出血なし，心雑音なし．
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【経過】血液培養 4/4セットより緑膿菌を検出．経食道心
エコーで明らかな疣贅・弁不全・シャント血流などの所見
なし．頭部MRIで多発微小 塞，多発微小出血，微小く
も膜下出血あり．造影 CTで S状結腸に腸重積あり．上記
所見から Duke臨床的診断基準の大基準 1項目，小基準 4
項目に該当し確診例と診断した．MEPM＋GMによる治
療を開始したが，薬剤感受性により CFPM＋TOBに変更
し継続した．X＋1年 1月 1日に提出した血液培養の陰性
化を確認し，同日から 6週間以上の治療期間を確保する方
針とした．その後，腎機能低下のため TOBを CPFXに変
更し，腸重積の原因として大腸癌が明らかとなったため，
X＋1年 2月に腹腔鏡下 S状結腸切除を行った．血液培養
陰性を確認後，計 8週間の抗菌薬点滴静注を行い，CPFX
内服へ移行し退院となった．その後再発無く経過している．
【考察】緑膿菌は感染性心膜炎の起因菌となる頻度は低く，
海外では静注薬の使用と関連した報告が散見される．今回
我々は僧帽弁置換術，大腸癌を背景とし発症した症例を経
験したので報告する．
（非学会員共同研究者：川谷俊輔，柳原清孝，山本一博；
鳥取大学医学部病態情報内科学分野）
106 感西．古典的不明熱の精査で判明した Haemophi-
lus parainfluenzae 菌血症の 1例

自治医科大学さいたま医療センター総合診療科１），
自治医科大学附属病院臨床感染症センター感染症
科２）

望月 美岐１） 鈴木 貴之１）2）

福地 貴彦１） 菅原 斉１）

【症例】弁膜症や脾摘の既往のない 65歳男性．定期的に歯
科を受診している．先行する中耳炎，副鼻腔炎症状はない．
悪寒戦慄を伴う間欠熱が連日出現したため，第 5病日に前
医に救急搬送され，精査目的に入院した．2回の血液培養，
髄液検査，胸腹骨盤部造影 CT，頭部 CT，ガリウムシン
チグラフィー，経食道心臓超音波検査では熱源が判明せず，
各種自己抗体も陰性であった．抗菌薬を使用せず熱型観察
が行われたが，悪寒戦慄を伴う間欠熱が遷延した．古典的
不明熱の原因精査のため，第 28病日に当科に転院した．第
29病日に悪寒戦慄を伴う発熱，網様皮疹が出現し，血液
培養から Haemophilus parainfluenzae が検出された．
Modified Duke criteriaの大基準 1項目，小基準 1項目を
満たし，感染性心内膜炎を疑ったが，経食道心臓超音波検
査の再検では疣贅や弁破壊を認めなかった．髄液培養は陰
性であった．薬剤感受性試験結果を踏まえ，アンピシリン
点滴投与を行い，血液培養陰性化が得られた．抗菌薬治療
期間は HACEKによる感染性心内膜炎に準じて 4週間と
し，特に心不全徴候はなく経過した．
【考察】H. parainfluenzae 菌血症症例のうちmodified
Duke criteriaの definitiveもしくは possible diagnosisを
満たす症例は 55%と報告されている．感染性心内膜炎と
診断されなかった H. parainfluenzae 菌血症症例の感染巣
として，髄膜炎，虫垂炎，硬膜外膿瘍，尿路感染症が報告

されているが，本症例ではこれらの所見を認めなかった．
本症例は感染性心内膜炎の possible diagnosisと判断し，ア
ンピシリン点滴投与により良好な経過が得られた．
107 感西．過 粘 稠 性 Klebsiella pneumoniae subsp.
ozaenae による肺膿瘍の 1例

鹿児島生協病院総合内科
沖中 友秀，山口 浩樹
小松 真成，佐伯 裕子

【緒言】string test陽性の過粘稠性 Klebsiella 肺炎は陰性
と比較して侵襲的な病態を引き起こしやすい．Klebsiella
属の中でも Klebsiella pneumoniae subsp.ozaenae（以下，
K. ozaenae）による市中肺炎の頻度は低く，また K. pneu-
moniae と同様の大葉性肺炎を生じたという報告例も少な
い．今回 string test陽性の過粘稠性 K. ozaenae による肺
膿瘍を経験したため報告する．
【症例】基礎疾患のない 68歳女性．来院 4日前から 38℃
台の発熱と右胸痛・右肩痛を認め，近医の整形外科を受診
した．胸部レントゲンで右上肺野に浸潤影を認めたことか
ら当院紹介となった．胸部 CTで右上葉に大葉性の浸潤影
を認め，肺膿瘍・胸膜炎の診断で入院し，CTRXを開始
した．発熱持続し，入院 2日目にせん妄が出現したため，
抗生剤をMEPMに変更した．入院時の喀痰培養から感受
性良好な K. ozaenae が分離され，K. ozaenae による肺膿
瘍と診断した．呼吸状態は良好であったが，発熱持続して
いたため，入院 6日目に組織移行性を考慮して LVFXを
追加したところ，入院 7日目に解熱がみられ，せん妄も改
善 し た．入 院 9日 目 にMEPMか ら ABPC/SBTに de-
escalationし，現在入院 32日目であるが，経過良好であ
る．
【考察】K. ozaenae は髄膜炎や胆嚢炎，尿路感染症などの
起炎菌として分離されたという報告はあるが，肺炎・肺膿
瘍についての報告例は少なく頻度は不明である．今回感受
性良好な K. ozaenae 感染症であったにも関わらず βラク
タム系抗菌薬単剤では改善に乏しかった原因として，組織
移行性が乏しかったことが挙げられ，キノロン系抗菌薬を
併用したことで改善した．K. ozaenae による肺膿瘍の報
告は少なく，最適な抗菌薬治療については未だ確立されて
おらず，今後の検討を要する．
108 感中．Actinomyces oris による膿胸の 1例

兵庫県立柏原病院内科１），神戸大学大学院医学研
究科地域医療支援学部門２）

山本 直希１） 見坂 恒明１）2）

【症例】67歳男性．基礎疾患にパーキンソン病があり，10
年来治療中．
【主訴】意識消失．
【現病歴】受診数日前から発熱と歩行困難が出現した．受
診当日に意識消失しているのを家人が発見し，救急要請さ
れた．心肺停止状態で，心肺蘇生が行われた．救急外来到
着後，アドレナリン静注で蘇生し，人工呼吸管理となった．
また，血糖値 8mg/dLであり，ブドウ糖静注後に意識は
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改善した．蘇生後の CT検査で気腫肺に伴う右続発性気胸
と右膿胸を認めた．
【入院後経過】経口摂取不良や膿胸等による敗血症性ショッ
クにより低血糖，心肺停止に至ったと考えられた．昇圧剤
使用や人工呼吸管理を行いつつ，VCM＋MEPMで初期治
療を開始した．気胸・膿胸に対して持続的胸腔ドレナージ
を行った．血液培養よりMSSA，右膿胸培養より Actino-
myces oris が検出され，抗菌薬を ABPC/SBTに変更し
た．右膿胸改善後も，中心静脈カテーテル関連血流感染症，
左膿胸，左腹壁下膿瘍等を次々と来たした．人工呼吸器も
離脱できず，緩和的治療の方針となり治療開始から 10カ
月後に死亡した．
【考察】Actinomyces 属は，口腔内，消化管，泌尿生殖器
に常在する嫌気性のグラム陽性桿菌である．Actinomyces
oris は 2009年に Actinomyces 属細菌の再分類により新
たに定義された．Actinomyces 属は，膿胸から分離され
る嫌気性菌のうちで約 4％と稀な原因微生物であり，その
半数以上が A. odontolyticus である．A. oris は口腔内バ
イオフィルムを構成する細菌の 1つで，齲歯や歯周疾患を
引き起こすことが知られている．本症例では歯周病を来し
た歯が 1本のみ残っており，ここが感染の温床となり誤嚥
により膿胸を来したと考えられた．検索し得た範囲で，A.
oris による膿胸・肺化膿症の報告はなく，学術的意義が
高いと考え，報告する．
（非学会員共同研究者：山本哲也，河崎 悟，鈴木智大，
京谷 萌，水木真平；兵庫県立柏原病院内科，上霜 剛；
同検査部）
109 感西．診断に難渋し，複数の抗菌薬投与にも関わ
らず検出された Actinomyces による左上顎洞炎の 1例

岡山大学病院総合内科１），同 感染症内科２）

大村 大輔１） 頼 冠名１） 草野 展周２）

【症例】生来健康な 60歳代男性．
【主訴】開口障害．
【現病歴】201X-1年 6月から左上顎 8番内側の歯肉に異物
感を自覚し，7月から開口障害を伴うようになった．9月
に近医歯科にてスプリント治療施行されるも 1横指程度の
開口量が更に減少していった．12月に当院口腔外科に紹
介となり，左側歯肉頬移行部に潰瘍を伴わない硬結を認め，
CTでは上顎左側頬側歯肉から頬部，上顎洞，咀嚼間 に
波及する炎症所見を認めるほか，歯槽骨吸収を認め，顎周
囲膿瘍や 筋の炎症性肥大が認められた．左上顎歯肉頬移
行部から FNAを施行，LVFX 500mg/day内服が開始さ
れた．内服開始 12日後に，炎症や開口障害の目立った改
善を認めなかったため，CAM 400mg/dayに変更され，X
年 1月には AMPC 1,000mg/dayに変更された．2月に耳
鼻科に紹介となり，超音波で左頸部リンパ節腫脹も見られ
たが生検では非特異的炎症のみであった．炎症反応高値が
続き，SBT/ABPC 3gq8hの投与が開始されたが改善乏し
く，原因精査目的で当科紹介となった．
【経過】開口は 5mm弱とさらに障害が進行していた．骨

破壊像から放線菌による感染症を考え，嫌気性容器で組織
診再提出を行い，ABPC 2gq8hで加療を開始した．培養
開始後 12日目に Actinomyces sppが陽性となり，ABPC
2gq6hに増量した．その後，一旦炎症反応の上昇を認めた
ため CLDM 600mgq12hを追加したところ，再度炎症反応
は減少傾向を示した．血液検査については順調に改善を示
したが，開口障害はほぼ改善を認めず，外科治療を含めて
検討する方針となった．
【考察】Actinomyces 属は頭頸部，腹部骨盤，中枢神経系
など様々な部位に感染症をきたすことが知られており，顎
口腔部では齲歯，歯周病，下顎骨骨折を基盤とし， 痛が
ないことが多い．本症例では歯科感染リスクは認めず診断
に難渋した．
【結語】骨破壊を伴う病変の診断において，悪性腫瘍以外
に Actinomyces 感染症も念頭におく必要がある．
110 感西．腫瘤中心部からの検体採取が診断に有用で
あった肺放線菌症の 2例

宮崎大学医学部附属病院卒後臨床研修センター１），
宮崎大学医学部内科学講座神経呼吸内分泌代謝学
分野２），同 医学部社会医学講座データマネジメ
ント分野３）

後庵 篤１） 松尾 彩子２） 坪内 拡伸２）

今津 善史２） 有村 保次３） 松元 信弘２）

中里 雅光２）

【はじめに】肺放線菌症はしばしば悪性腫瘍との鑑別が問
題になるが，通常の培養検査や経気管支生検による診断率
は低く，診断確定のために外科的切除を要したとする報告
も多い．今回我々は腫瘤中心部からの検体採取により確定
診断に至った肺放線菌症 2例について報告する．
【症例 1】歯周病を有する 49歳の女性．当科入院の 4カ月
前から発熱と湿性咳嗽，左胸痛を認め，胸部単純 X線写
真と CTで左上葉腫瘤影を指摘された．前医で肺炎と診断
され抗菌薬を投与されたが，症状は遷延し，左上葉腫瘤影
は徐々に増大して内部に嚢状の低吸収域を認めた．当科で
の気管支鏡検査では診断に有用な所見を得られなかった．
悪性腫瘍との鑑別のため，CTガイド下に中心部の低吸収
域を含めた部位を生検したところ，細胞診で放線菌状の細
菌を認め，肺放線菌症と診断した．アンピシリンの投与に
より症状の消失と腫瘤影の縮小を認めた．
【症例 2】未治療の齲歯と 2型糖尿病を有する 62歳の女性．
当科入院の 20日前から少量の喀血を認め，胸部単純 X線
写真と CTで右上葉に腫瘤影を指摘された．前医の気管支
鏡検査では診断に有用な所見を得られなかった．その間少
量の喀血は持続し，腫瘤影の増大と内部に低吸収域の出現
を認めた．当科でガイドシース併用気管支腔内超音波断層
法（endobronchial ultrasonography with a guide-sheath；
EBUS-GS法）併用の気管支鏡を用いて腫瘤中心部の低吸
収域を重点的に狙った生検と気管支擦過を行った．気管支
擦過物の細胞診よりイオウ顆粒を認め，肺放線菌症と診断
した．アンピシリンの投与により喀血は速やかに消失し，
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腫瘤影も縮小した．
【まとめ】肺放線菌症の画像所見において，内部の低吸収
域は放線菌菌塊と周囲に形成された膿瘍を反映し，その辺
縁部は広範な肉芽組織と炎症細胞浸潤を反映すると報告さ
れている．したがって，肺放線菌症を疑った際には病巣中
心部からの検体採取が診断確定のために重要と考えられ
た．
111 感西．腫瘤影を呈し肺癌との鑑別を要した続発性
肺クリプトコックス症の 1例

長崎みなとメディカルセンター呼吸器内科１），長
崎大学病院第二内科２）

矢田 秀雄１） 古賀 哲１） 井手昇太郎１）

吉岡寿麻子１） 澤井 豊光１） 松尾 信子１）

迎 寛２）

【症例】症例は 84歳の男性．リウマチ性多発筋痛症などの
ため近医通院中でプレドニゾロン 2.5mg/日とメトトレキ
サート 8mg/週が投与されていた．201X年 9月中旬頃よ
り咳嗽が出現し改善が乏しいため，9月 20日に同院を受
診した．胸部画像検査で右上肺野の肺炎が疑われ，同院入
院の上セフタジジムによる抗菌薬療法が開始された．しか
し，胸部陰影の改善が乏しかったため，9月 28日に当科
外来を紹介受診となった．胸部 CT上，右 S1に径 5×4cm
の腫瘤影が認められ，CYFRA 4.9ng/mLと軽度上昇して
いたことから原発性肺癌を疑い，9月 29日，気管支鏡下
に右 B1bより気管支擦過・洗浄および気管支肺生検を
行った．その結果，悪性細胞はみられず，マクロファージ
に貪食されたクリプトコックスと思われる菌体が認められ
たため肺クリプトコックス症と診断した．確定診断後に血
清クリプトコックス抗原を測定したところ 256倍と高力価
であった．その後，フルコナゾール 200mg/日による抗真
菌薬療法を開始し腫瘤影は徐々に縮小している．
【考察】肺クリプトコックス症は自然界に広く分布してい
る酵母様真菌である Cryptococcus neoformans による亜
急性ないしは慢性の深在性真菌感染症であり，ハトなどの
糞を介して経気道的に菌を吸入することにより感染する．
胸部画像所見は多彩であるが，健常者に発生する原発性の
場合には孤立結節影，多発結節影を呈することが多く，免
疫不全者に発生する続発性では浸潤影を認めることが多い
とされており，腫瘤影を呈する症例は比較的稀である．今
回，腫瘤影を呈し原発性肺癌との鑑別を要した続発性肺ク
リプトコックス症の 1例を経験したので，若干の文献的考
察を加えて報告する．
112 感西．化学療法後に生じた Pantoea agglomerans

による敗血症に対して PMX-DHP療法が奏功した 1例
宮崎大学医学部内科学講座神経呼吸内分泌代謝学
分野

福島 理紗，坪内 拡伸，松尾 彩子
今津 善史，有村 保次，松元 信弘
中里 雅光

【症例】50歳代男性．

【主訴】咳嗽．
【現病歴】201X年 8月に左肺上葉を原発とする進展型小細
胞肺癌（T3N3M1a，cStage4）と診断した．同年 9月から
1次治療として cisplatin（60mg/m2）と irinotecan（60mg/
m2）による化学療法を開始し，11月初旬に 3コース目を
投与した．化学療法開始 6日後に 38℃台の発熱を認め，抗
生剤（sulbactam/ampicillin）の投与を行った．化学療法
開始 7日後に意識障害，血圧低下，39℃台の発熱が出現
し，血小板数の減少および炎症反応の上昇を認めた．血液
培養では Pantoea agglomerans が検出された．DICを合
併した敗血症性ショックと判断し，ICUへの入室，抗生
剤の変更（tazobactam/piperacillin＋gentamicin），recom-
binant thrombomodulinの 投 与 お よ び polymyxinB-
immobilized fiber column direct hemoperfusion（PMX-
DHP）療法を行った．PMX-DHP療法開始後に全身状態
は改善し，sequential organ failure assessment（SOFA）
scoreは 11点（PMX-DHP療法開始前）から 3点（開始 5
日後）へ低下した．PMXDHP療法開始 5日後に ICUを
退室し，ICU退室 2週間後に 2次治療の全身化学療法（car-
boplatin＋etoposide）を開始した．2次治療以降の化学療
法の実施において重篤な感染症の合併はなく，化学療法を
継続した．
【考察】P. agglomerans はヒトや動物の糞便および植物の
種子から検出されるグラム陰性桿菌で，同菌による敗血症
の報告は稀であるが，その死亡率は 11.1％～55％と高い．
PMX-DHP療法は敗血症における 28日間生存率を改善す
ることが示唆されているが，結論は得られていない．また，
P. agglomerans 感染症に対して PMX-DHP療法を行った
報告はない．本症例において PMX-DHP療法導入後に速
やかな SOFAスコアの改善が認められていることから，P.
agglomerans による敗血症に PMX-DHP療法の併用が有
用である可能性が示唆された．
113 感西．基礎疾患のない成人女性に発症した Fuso-
bacterium 肝膿瘍の 1例

広島大学病院
井口 紘輔，柿本 聖樹

【緒言】肝膿瘍は稀に口腔内感染巣に起因し，血行性感染
により膿瘍を形成することがある．今回，基礎疾患のない
成人女性に発症した Fusobacterium 肝膿瘍の 1例を経験
した．
【症例】37歳女性．入院 5日前より 38℃台の発熱，全身
倦怠感，右季肋部に圧迫感が出現した．入院 4日前に前医
を受診され，インフルエンザウイルス B型抗原陽性と診
断された．オセルタミビル 150mg/日による治療を開始さ
れたが，症状の改善は認められなかった．再診され，血液
検査で炎症所見の上昇を認め，セフトリアキソン 1gの点
滴加療をされた後，同日当科へ紹介入院となった．体温
38.6℃，消化器症状なく，右季肋部に圧痛を認めていた．
WBC 13,790/μL（Neut 85%），CRP 42.5mg/dL，ALT 50
U/L，ALT 111U/L，γ-GTP 176U/L，腹部エコーで肝右
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葉に約 7cmの低エコー域があり，造影 CTで肝後区域に
ring enhance￥を伴う多房性腫瘤を認めた．経皮的ドレ
ナージでは膿性排液を認め，膿汁の細菌培養から Fusobac-
terium 肝膿瘍と診断した．入院時の血液培養は陰性であっ
た．治療は持続ドレナージ，及びタゾバクタム/ピペラシ
リン 13.5g/日とメトロニダゾール 500mg/日を開始した．
Fusobacterium の抗菌薬感受性結果より治療開始 7日後
にタゾバクタム/ピペラシリンからペニシリン G 2,400万
単位/日へ変更し，赤痢アメーバ抗体価が陰性であったた
め，治療開始 13日後よりメトロニダゾールを中止した．症
状の再燃はなく，CTで膿瘍の縮小を認めた．
【結語】本症例は，口腔内に軽度の齲歯及び歯周炎の所見
であったが，菌の侵入門戸として，他に肝膿瘍の感染源と
なる異常所見がみられず，口腔内感染巣から膿瘍を形成し
たと考えられた．化膿性肝膿瘍の感染源として，常に口腔
内感染巣を考慮する必要がある．
114 感中．Campylobacter coli による化膿性脊椎炎と
考えられた 1例

金沢医科大学病院臨床研修センター１），金沢医科
大学病院薬剤部２），金沢医科大学臨床感染症学３），
金沢医科大学病院感染制御室/感染対策チーム４）

能丸 遼平１） 西田 祥啓２）4）多賀 允俊２）4）

薄田 大輔３）4）河合 泰宏３）4）飯沼 由嗣３）4）

【背景】Campylobacter 属菌による，菌血症や腸管外感染
症の合併は，Campylobacter fetus が最も多く，Campylo-
bacter jejuni/coli は稀である．今回 C. coli による化膿性
脊椎炎と考えられた 1例を経験したので報告する．
【症例】75歳，男性．左乳癌術後，化学療法目的で当院通
院中．入院前日に背部の違和感と体動時の腰痛が出現し，
近医にて鎮痛薬を処方されたが改善なく，体動困難となり
当院に紹介入院となる．発熱と背部痛を認め，腰椎MRI
検査で第 11胸椎化膿性脊椎炎と診断された．また，入院
時血液培養 2/2セットから C. coli が検出された．同菌に
よる化膿性脊椎炎と考え，感受性検査結果に基づき LVFX
が治療薬として選択され，93日間の治療が行われた．そ
の後再発は認めていない．
【考察とまとめ】Campylobacter 属菌による菌血症のリス
ク因子として，免疫不全などの基礎疾患，高齢などが知ら
れている．C. fetus は，他の菌種と比較して菌血症および
化膿性脊椎炎の頻度が最も高い．一方，C. jejuni/coli は
下痢起因菌として頻度は最も高いが，腸管外感染症や菌血
症の報告，特に化膿性脊椎炎の報告は稀である．消化管症
状も明らかではなく病巣部の微生物検査も未実施であった
が，病態として腸管から脊椎への血行性播種が疑われた．
本症例では LVFXによる約 13週間の治療が行われ治癒し
たと考えられたが，最適な治療薬および期間については，
さらに症例を集積し解析する必要がある．
115 感西．日本国内で感染が疑われたアジア条虫症の
1例

東京都済生会中央病院総合診療内科

井上 泉，谷山 大輔
藤本裕太郎，丸木 孟知

【症例】48歳日本人男性．
【主訴】便に虫が混ざる．
【既往歴】なし．
【社会歴】会社員．東南アジアの渡航歴なし．自宅で犬を
飼育している．
【現病歴】20年以上前から豚の生レバーを喫食する習慣が
ある．店での豚の生レバーの販売が禁止された後は屠場の
直売所から加熱用の豚の生レバーを買い，自身で加熱せず
に自宅で喫食していた．喫食の頻度は年に 3回程度であり，
直近 2回は 2016年 11月頃と 2017年 1月頃中旬に喫食し
た．2017年 3月初旬頃から 1日 1回程度，便の中に 2×1cm
程度の動く白い虫が出るようになった．駆虫目的に市販薬
の蟯虫駆除薬を服用したが，症状が治まらないため当院を
受診した．受診時の身体所見は腹部違和感を認めるのみで
あった．受診後，本人が持参した片節を国立感染症研究所
寄生動物部第 2室で遺伝子解析を行ったところ，アジア条
虫と同定された．駆虫目的にプラジカンテル（20mg/kg）
を内服し，数時間後に 280cm程度の虫体の排泄を認めた．
排泄物を詳細に観察したが，頭節は確認できなかった．
【考察】アジア条虫症は豚を中間宿主とするため，豚の生
のレバーの喫食により感染する疾患である．アジア条虫は
韓国，台湾など東南アジアを中心に分布するが，日本には
分布していないとされていた．しかし 2010年～2013年に
かけて国産豚レバーの喫食に起因するアジア条虫の国内感
染が 30例程度報告されている．本症例も海外渡航歴がな
いことから国産豚レバーによる感染が疑われた．アジア条
虫症は感染症法の届け出疾患ではなく，食品衛生法による
食中毒の届け出の対象になっている疾患である．本症例の
発見は感染豚の生産と出荷が依然続いていることを意味
し，国内感染が疑われるアジア条虫症は今後も一定数発生
する可能性があるため，診断した際は届け出を確実に行い，
行政と共に感染経路の特定と蔓延防止を促していく必要が
ある．
（非学会員共同研究者：河野 恵，荒川千晶，足立智英；
東京都済生会中央病院総合診療内科，杉山 広，山崎 浩，
森嶋康之；国立感染症研究所寄生動物部）
116 感西．Pseudoterranova azarasi による扁桃寄生

虫症の 1例
聖路加国際病院内科１），同 感染症内科２）

福井 翔１） 松尾 貴公２）

森 信好２） 古川 恵一２）

【症例】特記すべき既往歴のない 25歳女性．
【現病歴】来院 6日前に刺身を摂取した後，右耳咽頭部後
方に持続的な 痛を自覚した．来院 5日前には近医受診し，
咽頭痛に対して消炎鎮痛剤を処方された．内服により 痛
は改善したが異物感が出現した．来院 3日前に自ら鏡で咽
頭内を観察したところ，長さ数 cmの黒色の線状虫体を認
め，来院 2日前に前医を受診した．腹部症状や便通異常は
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なく，バイタルサインは正常，視診にて扁桃に付着した黒
色の寄生虫を認め，鑷子にて摘出を行った．来院当日，虫
体を生理食塩水ボトル内に持参し，当院感染症科外来を紹
介受診された．
【バイタルサイン】異常なし．
【来院時身体所見】咽頭所見に特記すべき事項なし．
【血液検査所見】白血球 7,300/μL，好酸球 340/μL，アニ
サキス IgG/IgA陰性．
【虫体】黒色で，長さ 38mm，幅 1mm．PCR．
【結果】Pseudoterranova azarasi の第 4期幼虫（宮崎大学
感染症学講座）．
【考察】Pseudoterranova はアニサキス科に属す線虫であ
り，アニサキスと同様に胃を中心とした消化管や咽頭，扁
桃への感染を起こすことが知られ，広義のアニサキス症に
含まれる．しかしながら，本症例のように黒色で，一般に
アニサキスと比べて大型であること，また感染力が弱く，
症状が軽微であること等の相違点も存在する．日本におい
てアニサキス症の報告は 10年間で 20倍と急増しており，
その中でシュードテラノバによるものの比率が増加してい
る．また世界的にも刺身や寿司といった魚の生食がより一
般的となっているため，今後より重要になると考えられる．
P. azarasi のヒトへの感染報告例は非常に稀である．また
扁桃アニサキス症に関してはアニサキスによるものが大半
を占め，Pseudoterranova decipiens による報告はあるも
のの P. azarasi による報告はないため，貴重な 1例として
報告する．
117 感中．マラウィで不完全治療後に再燃し治療中に
重症化した熱帯熱マラリアの 1例

大阪市立総合医療センター感染症内科
北浦 美帆，笠松 悠，小西 啓司
森村 歩，白野 倫徳，後藤 哲志

【症例】40歳男性．既往歴特記事項なし．
【現病歴】20XX-1年 12月上旬から 20XX年 2月下旬まで
マラウィに滞在．2月中旬に発熱，倦怠感，白色下痢が出
現し，現地医療機関でマラリアと診断され，詳細不明の抗
マラリア薬を 3日間処方された．内服 2日目に皮疹が出現
したため 2日間で自己中断した．症状は軽快したが，2週
間の経過で再度発熱，下痢，黒褐色尿が出現したため，帰
国後に検疫所に相談し当院紹介受診となる．末梢血スメア
ギムザ染色で熱帯熱マラリア原虫を認め（寄生率 0.1%），
緊急入院となった．
【入院後経過】寄生率も低く，全身状態も良好であったた
め，アトバコン 1,000mg・プログアニル 400mgの内服で
治療開始した．しかし，その後も解熱せず入院 3日目より
JCS10程度の意識障害が出現し，原虫寄生率が 0.5%と上
昇したため，治療をグルコン酸キニーネ静注に変更した．
その後は速やかに解熱し，意識状態は改善した．入院 4日
目にマラリア寄生赤血球の陰性確認をし，入院 5日目より
後療法としてアトバコン 1,000mg・プログアニル 400mg
を 3日間内服投与した．経過中に認めた貧血や電解質異常

は対症療法で改善し入院 9日目に軽快退院となった．入院
時に採取した便培養からは Campylobacter jejuni が検出
され重複感染と考えられた．
【考察】現地で一般的に流通している抗マラリア薬はアー
テメータ/ルメファントリンであり，初回治療として使用
されたと推察する．近年ではアフリカでも耐性の報告があ
り，また，原虫寄生率が高い症例にアーテスネートによる
不完全治療が行われた際に薬剤耐性を有した原虫が再燃す
るとの報告もある．本症例の場合，アレルギーの疑いがあ
りアトバコン・プログアニルで治療したが，カンピロバク
ター腸炎の合併による腸管での薬剤吸収不良が効果不十分
の一因となった可能性も考慮された．
118 感中．当院における経口抗菌薬の使用状況に関す
る調査―AMR対策アクションプランの成果指標達成に向
けて―

金沢医科大学病院薬剤部１），同 感染制御室２），金
沢医科大学臨床感染症学３）

西田 祥啓１）2）多賀 允俊１）2）薄田 大輔２）3）

河合 泰宏２）3）飯沼 由嗣２）3）

【目的】AMR対策アクションプランの成果指標の一つに，
経口抗菌薬の使用量の削減が掲げられている．そこで，当
院においてアクションプランの対象となる経口抗菌薬の
2013年と 2016年の使用量の比較と 2016年の診療科別使
用状況を調査したので報告する．
【方法】2013年と 2016年の経口抗菌薬（経口セファロス
ポリン系薬，フルオロキノロン系薬，マクロライド系薬）
の 1,000入院患者日数あたりの抗菌薬使用量（以下，AUD）
と外来受診患者 1,000人あたりの抗菌薬使用量（以下，外
来 AUD）を調査し，2013年と 2016年の比較を行った．ま
た，2016年の各抗菌薬の使用量を DDDで除した値（以
下，g/DDD）を算出し，診療科毎に比較した．
【結果】対象とする経口抗菌薬の 2013年に対する 2016年
の AUDは 7.4%（85.4→79.1），外 来 AUDは 7.0%（291.4
→271.0）減少した．2016年の入院 g/DDDと外来 g/DDD
はそれぞれ経口セファロスポリン系薬で 7,389，14,998，フ
ルオロキノロン系薬で 7,899，20,855，マクロライド系薬
で 3,073，57,184であり，各抗菌薬群において外来 g/DDD
が入院 g/DDDを大きく上回った．外来における診療科別
の g/DDDは経口セファロスポリン系薬で歯科口腔外科，
泌尿器科，皮膚科，フルオロキノロン系薬で呼吸器内科，
血液・リウマチ科，耳鼻咽喉科，マクロライド系薬で呼吸
器内科，耳鼻咽喉科，小児科の順に多かった．
【結論】診療科別 g/DDDの算出により，外来での使用機
会が多い経口抗菌薬の使用傾向の把握が可能となり，適正
使用推進の指標となり得ると考えられた．
124 感中．抗菌薬適正使用のための近大医学部附属病
院感染対策室の取り組み―第 3報―

近畿大学医学部附属病院薬剤部１），同 感染対策
室２），同 中央臨床検査部３）

西之坊実里１），岩崎 尚美２），戸田 宏文３）
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古垣内美智子３），久光 由香２），三五 裕子２）

吉田耕一郎２）

国内の医療現場ではこれまで，主として ICTが院内感
染対策を担ってきた．その精力的な活動は耐性菌の院内伝
播防止に一定の効果を上げている．同時に感染症の正確な
診断，抗菌薬の適正選択，理論的な用法・用量，および過
不足のない治療期間の設定も，耐性菌選択抑制の観点から
極めて重要である．
Antimicrobial stewardship（以下 AS）活動も一部の病
院ですでに導入され，その成果が報告されつつある．当院
においても現場に即した AS活動を模索しながら積極的に
活動を行っている．私たちは一昨年の本学会から毎年，当
院の AS活動状況とその成果について報告している．今回，
昨年報告した期間以降の症例を対象に報告を行った．
2016年 6月 1日～2017年 5月 31日 ま で にMEPM，
DRPM，IPM/CS，PAPM/BP，BIPMの 5種の抗菌薬を
8日以上継続して使用していた患者を対象とした．患者背
景と抗菌薬使用日数，介入による抗菌薬の変更状況，30
日間生存率，カルバペネム無効菌分離状況などを調査し，
2012年 5月 1日～2012年 7月 31日までの期間の成績と比
較した．
AST介入後におけるサブ解析で AST介入あり群と介
入なし群の比較にて 30日間生存率に有意差が認められた
ことから，介入により抗菌薬適正使用を促すことで生存期
間を延長できる可能性が示唆された．
また，介入により薬剤変更もしくは中止など ASTの提
案を受け入れた症例は 7割であり，さらにその中でも de-
escalationや経口薬へスイッチした割合が 9割にのぼるこ
とから ASTは介入の必要な症例を適切に選択できている
と考えられる．
AST介入前に比較し，介入後の使用日数が優位に延長
した．AST介入後の方が高齢者の比率が優位に高く，ま
た患者背景として重症感染症や基礎疾患が重篤なものも多
かったことが考えられる．
今後も診断のあり方などを含めて適切な感染症治療につ
いて積極的に啓蒙していきたい．
126 感中．当院における 3年間の感染症診療のまとめ

金沢医科大学臨床感染症学１），金沢医科大学病院
薬剤部２），同 感染制御室・感染対策チーム３）

河合 泰宏１）3）薄田 大輔１）3）西田 祥啓２）3）

多賀 允俊２）3）飯沼 由嗣１）3）

【背景】当院では，全診療科を対象とした感染症専門医に
よる感染症診療を行っている．主な診療契機として，血液
培養陽性や対診依頼により，感染症の診断および治療方針
の提案を行い，状態が安定するまでフォローを行っている．
【目的と方法】2014年 4月から 2017年 3月までの 3年間
に行った感染症診療について解析を行った．
【結果】3年間で延べ 1,559例が診療の対象となった．2014
年度は 514例，15年度は 507例，16年度は 538例であっ
た．年齢は日齢 17日から 100歳で平均 68.3歳．成人が

1,508例，小児が 51例，男性 954例，女性 605例であった．
診療科は計 33科で，内科系（12科）が 834例，外科系（10
科）が 483例，内科外科以外の 11科で 242例であった．内
科系では肝胆膵内科 160例，血液・リウマチ膠原病科 154
例，腎臓内科 142例，外科系では一般・消化器外科 264例，
整形外科 74例，心臓血管外科 42例，内科外科以外では泌
尿器科 70例，救命救急科 49例，産婦人科 41例の順に多
かった．診療契機としては血液培養陽性が 1,022例
（65.5％），対診依頼が 522例（33.5％），その他が 15例（1％）
であった．対診依頼は 2014年度が 151例（29.4％），15年
度は 183例（36.1％），16年度は 188例（35％）と増加傾
向にあった．抗菌薬の de-escalationについては，実施可
能と考えられた 254例中 207例（81.5％）で施行されてい
た．
【まとめ】診療対象症例はほぼ全診療科にわたっていたが，
内科系が約半数を占めた．全診療対象に占める対診依頼の
比率は増加傾向にあり，de-escalationを指標とした感染症
診療適正化は 80％を超えた．抗菌薬適正使用の視点から，
指定抗菌薬使用例や血培陰性の重症感染症例を対象とした
診療支援について検討中である．
127 感中．小児専門医療機関における抗菌薬適正使用
支援チームの展開

兵庫県立こども病院血液・腫瘍内科１），同 感染
症科２）

岸本 健治１） 伊藤 雄介２） 笠井 正志２）

【緒言】抗菌薬耐性菌の出現と蔓延は感染症治療のみなら
ず医療経済の点からも世界的な問題となっている．薬剤耐
性菌への対策として，感染制御と並んで抗菌薬の適正使用
が重要視され，医療機関には抗菌薬の適正使用を支援する
チーム（AST）の整備が近年求められている．小児医療
機関では感染症診療の機会が多いが，抗菌薬適正使用の普
及は進んでいないとされている．当院では 2016年度に
ASTを発足させ，院内における抗菌薬適正使用の普及を
図ったため，その過程を報告する．
【方法】（1）ASTメンバーの募集，（2）定期モニタリング
の開始，（3）治療薬物モニタリング（TDM）の推進，（4）
抗菌薬処方マニュアルの整備，（5）啓発活動の推進．
【結果】（1）ASTメンバー：医師 8名（感染症科，外科，
救急科，集中治療科，血液腫瘍科，新生児科，麻酔科），
感染管理認定看護師 1名，検査技師 1名，薬剤師 1名で発
足した．（2）定期モニタリング：週 1回のミーティング時
に広域スペクトラム抗菌薬（piperacillin/tazobactam，cef-
tazidime，cefepime，meropenem，ciprofloxacin）使用例，
長期抗菌薬使用例，抗菌薬耐性菌の検出状況，を毎週評価
した．また広域スペクトラム抗菌薬の入院 1,000病床・日
当たりの治療日数 DOT（days of therapy）を毎月評価し
た．（3）TDM：vancomycinと gentamicin使用症例にお
けるた薬物動態モニタリングと投与量調整を積極的に推進
した．（4）抗菌薬処方マニュアル：周術期，外来診療にお
ける抗菌薬処方についてそれぞれ指針を作成した．（5）啓
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発活動：抗菌薬の適正使用に関する教育活動，抗菌薬適正
用に関する院内アンケートの実施，抗菌薬啓発週間に合わ
せた広報，学会発表を行った．
【考察】AST発足以前と比較して抗菌薬適正使用の普及に
向けた枠組みが整備されつつある．今後はモニタリング情
報の提供を通して各診療科との連携を進め，介入とフィー
ドバックによる前向きな抗菌薬管理への移行を進める予定
である．
133 感西．当院における ICTの活動ー感染症専門医の

立場からー
JA徳島厚生連吉野川医療センター内科１），同 検
査部２）

中野万有里１） 井添 千恵２）

吉野川市は徳島県北部のほぼ中央，吉野川の南岸に位置
している．人口は 42,000人強であるが，近隣に 2次救急
病院がなく，吉野川医療センター（以下当院）が周辺地域
の救急もほとんどすべてカバーしているのが現状である．
当院は病床数 290床の 2次救急病院で，患者の平均年齢は
68.3歳，内科の年間の外来患者数は 15,000人弱，入院は
8,000人弱である．そのうち 61歳以上の患者の割合は 73%
である．3名の常勤医で診療を行っている．徳島県全体で
感染症専門医は 8名であり，地方急性期病院で外来，入院
ともに診療を行っているのは当院のみである．内科は慢性
的に医師不足であり，感染制御部に専従ということは実質
的に不可能であり，一般臨床のかたわら，感染症治療，感
染制御に携わっている．他県でも同様の施設は複数あると
考えられるが，当院の ICTは非常によく機能しており，他
施設にとって参考になる部分も提示できるのではないかと
考えた．詳細は職種毎で発表するが，薬剤師の協力により，
抗菌薬の適正使用が実施でき，当院の Streptococcus pneu-
moniae のMEPMに対する感受性は 1年間で 67%から
87%に回復した．また，感染症に対する関心も医師の間
で高くなっており，その結果，培養検査提出数が 1年間で
1.31倍に増加した．アンケートも実施したところ，以前よ
り感染対策に興味を持つようになったと答えた医師は
100%であり，そのうち 65%が ICT，または感染症専門医
に相談を行っていた．問い合わせの回答は適切であり，相
談により改善，効果があったと満足度も高かった．当院
ICTが 5名と少人数体制で行っていることも，直接治療
に介入しやすい因子ではないかと考えられる．当院におけ
る ICTの特徴や感染症専門医の活動につき，実際の相談
症例も交えながらご紹介させていただく．
（非学会員共同研究者：榎本由香；JA徳島厚生連吉野川
医療センター薬剤部，岩佐真弓；同看護部）
134 感西．当院における ICTの活動―検査技師の立場

から―
JA徳島厚生連吉野川医療センター１），同 内科２）

井添 千恵１） 中野万有里２）

吉野川医療センターは徳島県北東部に位置する吉野川市
にあり，病床数 290床の 2次救急病院である．患者の平均

年齢は 68.3歳と高齢であり，感染症が原因の患者も多く
来院している．当院では陰圧室は備えておらず SFTSや
肺結核の発症時に入院の対応が困難なことがある．当院の
ICTは 5名と他施設に比べ少人数で活動しているが，各
職種間の連携が効率よく機能することにより，細菌検体数
の増加・薬剤使用の適正化による薬剤感受性の改善がみら
れるようになった．この経験は他施設の参考となる部分も
あると考え，ICT連携内容の紹介と細菌検査の検体数・
薬剤感受性の変化を報告させていただく．ICTは耐性菌・
流行感染症などに対応することが多く，薬剤耐性化防止や
患者予後の改善効果には乏しい側面がある．しかし，当院
では注意を要すると考える菌の検出があった場合は耐性菌
でなくても ICT間で連絡しあい，各職種の見解を共有す
ることによって医師からの適正薬剤に関する問合わせ（薬
剤師が対応）などに貢献している．薬剤師と医師が適正薬
剤を検討する際に活用される細菌検査結果には検体提出は
かかせない．そのため検体提出数が増加し，そこから得ら
れた情報を基に適正薬剤を選択することにより薬剤感受性
の改善がみられた．今回は緑膿菌と肺炎球菌のカルバペネ
ム系薬の感受性率の改善を紹介したい．また ICT活動の
充実に伴う細菌検査検体数の増加は一般細菌だけでなく抗
酸菌の検体数の増加も顕著であった．検体数の増加内容と
共に検出数が増加した菌の報告し，新規導入した抗酸菌の
遺伝子検査の病院への貢献も併せて報告する．
（非学会員共同研究者：榎本由香；JA徳島厚生連吉野川
医療センター薬剤部，岩佐真弓；同看護部）
139 感西．骨原発腫瘍と鑑別を要したメチシリン感受
性黄色ブドウ球菌による肋骨骨髄炎の 1小児例

愛媛大学大学院医学系研究科小児科学
越智 史博，田内 久道

【緒言】肋骨骨髄炎は全骨髄炎の中で約 1％と非常に稀で
あり，骨成長期に多く発症するとされている．
【症例】生来健康な 5歳男児．1カ月前からの左側胸部痛
を主訴に紹介医を受診した．左第 6肋骨に腫瘤を触知し，
胸部 CT検査で左第 6肋骨に骨融解を伴う軟部腫瘤影を認
めた．腫瘍性病変を疑われ，精査加療目的で当科を紹介さ
れ受診した．受診時，左第 6肋骨に圧痛を伴う 15mm×15
mm大の腫瘤を触知したが，周囲の皮膚に発赤，腫脹は認
めなかった．腹部に異常はなく，表在リンパ節の腫脹も認
めなかった．血液検査は，WBC 7,700/μL（Neutr 58.5％），
RBC 440万/μL，Hb 11.7g/dL，Plt 49.6万/μL，CRP 3.87
mg/dLであった．左第 6肋骨にMRI T1強調画像で low
intensity，T2強調画像で high intensityを示す 13mm×14
mm×15mmの腫瘤を認め，鑑別のため整形外科により切
開生検術を施行した．病理検査結果から急性骨髄炎と診断
し，細菌培養より Staphylococcus aureus（MSSA）を検
出した．なお，血液培養は陰性であった．掻爬術を施行し，
CVA/AMPCを合計 6週間投与し治癒した．
【考察】肋骨骨髄炎では，本症例のように発熱といった全
身症状がなく局所症状のみの症例も存在することから，小
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児の肋骨部腫瘤では鑑別すべき疾患の一つと考えられる．
（非学会員共同研究者：木谷彰岐，藤渕剛次，林 正俊，
石井榮一）
140 感中．Helicobacter cinaedi による菌血症に伴う
化膿性脊椎炎の 1例

福井県立病院皮膚科
越後 岳士

【症例】76歳女性．
【既往歴】約 20年前～皮膚硬化限局型全身性強皮症（ステ
ロイドを含め免疫抑制薬は無使用），抗リン脂質抗体症候
群，多発性ラクナ 塞．
【現病歴】約 2カ月前に発熱，上気道症状があり，改善し
たが倦怠感が遷延していた．約 1カ月前から再び発熱を繰
り返し，発熱時には腰痛，下腹部痛を自覚していたが，下
痢など消化器症状はなく無治療のまま予約日に当科受診．
【現症】体温 35.7℃．心内膜炎なし，臍部に軽度の圧痛あ
り，脊柱叩打痛なし．
【検査】末梢血白血球数 8,500/μL，ヘモグロビン 12.4g/dL，
血小板数 9.9万/μL，LDH 232U/L，CRP 24.12mg/dL，プ
ロカルシトニン 0.15ng/mL，検尿異常なし．頸～骨盤 CT：
大動脈終末近傍に脂肪濃度上昇あり．
【経過】入院の上，重症感染症として CTRX 2g/日の点滴
を開始した．血液培養検体採取 4日目にグラム陰性らせん
菌が検出され，PCR法で Helicobacter cinaedi と同定した．
抗菌薬を感受性のあるMEPM 2g/日に変更した．腰椎叩
打痛はなかったが腰痛が増強したため，骨・軟部組織感染
症の可能性を考え，腰髄MRIを撮影すると椎体椎間板炎
（L3～5）が確認された．MEPM 2g/日点滴を計 25日間，
次いで FRPM 600mg/日内服を計 35日間にて治癒し，そ
の後の再発はない．
【考察】H. cinaedi 感染症は稀であるが菌血症を起こしや
すく，基礎疾患や治療薬により免疫低下状態の症例が多い
が，自験例のように免疫抑制状態ではない症例にも感染す
ることがある．また，培養困難で発育が遅いので見逃ささ
ないように注意を要する．
141 感中．Fusobacterium nucleatum による小児大腿

骨骨髄炎の 1例
愛知医科大学病院感染症科１），同 感染制御部２）

渡邊 弘樹１）2）浅井 信博１）2）小泉 祐介１）2）

山岸 由佳１）2）三鴨 廣繁１）2）

【緒言】Fusobacterium nucleatum は無芽胞グラム陰性嫌
気性桿菌の 1つであり，口腔内や下部消化管，産道に常在
する．今回，F. nucleatum が原因となった小児骨髄炎を
経験したので報告する．
【症例】生来健康な 7歳男児．入院 18日前に誘因の無い左
膝痛を主訴に近医整形外科クリニックを受診し，診察と左
膝の単純 X線写真上異常を指摘されなかった． 痛の持
続があったため入院 10日前に当院整形外科を受診した．左
膝MRIを撮影したところ左大体骨遠位内側後方に T1
low，T2highの占拠性病変を認め，STIRで病変周囲の炎

症を示唆する所見を認めた．同所見から軟骨芽細胞腫を含
めた腫瘍もしくは炎症性病変が疑われた．骨掻爬術目的で
入院し同日に手術を施行され，関節液培養と骨組織検体が
提出された．手術後 CEZで治療が開始された．入院 5日
後，骨髄炎の病理診断が確定し，術中の関節液培養より F.
nucleatum が検出された．同日抗菌薬を SBT/ABPCと
CLDMの併用へ変更し，以後全身状態悪化なく経過した．
菌の進入部位や播種病変精査のため頸部から腹部の CTを
撮影の上，口腔外科と耳鼻咽喉科に併診を依頼した．齲歯
や中耳炎，副鼻腔炎の有無や深部膿瘍や感染性塞栓病変を
検索したが，何れも認めなかった．
【考察】F. nucleatum は Lemierre症候群や膿胸の原因菌
として知られているが，小児骨髄炎の原因菌としての分離
頻度は稀であり，検索した範囲では複合感染を含めて報告
数は 15例程度，単独分離例の報告は 10例程度に留まって
いる．しかしながら本菌は検出が難しいため，潜在的な患
者数はより多い可能性が示唆される．骨髄炎は長期間の治
療が必要であり，抗菌薬の選択も重要となるため，文献的
考察を加え報告する．
142 感西．Peptostreptococcus micros による脊髄硬
膜外膿瘍，敗血症性肺塞栓症の 1例

社会医療法人近森会近森病院
矢野慶太郎，石田 正之

症例は 81歳男性．糖尿病，高血圧症，陳旧性脳 塞の
既往あり．受診 1カ月前から後頸部痛が持続していたが近
医で処方された鎮痛剤の内服で自宅療養していた．しかし
症状の改善なく呂律困難も出現したため当院に救急搬送さ
れた．来院時は不穏状態，ショックバイタルで，検査では
炎症反応亢進，肝機能障害，腎機能障害，DIC，耐糖能異
常を認めた．頭頸部 CTで C3-C4レベルの脊柱管前方に air
を認め，MRI T2強調画像で同部位は高信号であった．胸
腹部 CTでは両肺に結節影が多数散在しておりスリガラス
影を伴っていた．臨床所見と合わせて脊髄硬膜外膿瘍，お
よび敗血症性肺塞栓症が疑われた．敗血症性ショック，DIC
に対し輸液，全身管理を施行し抗生剤点滴で加療した．当
初 PIPC/TAZ，MINOを投与していたが，翌日血液培養
からグラム陽性球菌を検出し SBT/ABPCへ変更した．そ
の後血液培養 4セットから Peptostreptococcus micros が
発育し，その感受性から ABPCに変更した．その後全身
状態は安定し後頸部痛も軽快したが，四肢麻痺が出現し，
増悪が認められた．抗生剤は 6週間投与後に一時終了して
いたが，頸部MRIで一部膿瘍の増大を認めたため ABPC
点滴を再開した．抗生剤再開 6週間後の頸部MRIで膿瘍
は著明に縮小していたため，抗生剤点滴は終了とし AMPC
内服に変更後，リハビリ目的に転院とした．転院時には四
肢麻痺は改善傾向で，その他の神経症状は認めなかった．
本症例はコントロール不良の糖尿病が基礎にあったことに
加えて，口腔内の衛生環境が悪く頬粘膜に裂傷を認めてい
たことから，口腔内感染から菌血症を発症し，無治療のま
まであったことから脊髄硬膜外膿瘍，敗血症性肺塞栓，多
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臓器不全などを起こしたものと考えられた．
143 感西．ワクチン接種後に肺炎球菌性髄膜炎と椎体
炎を発症した脾摘患者の 1例

佐賀大学医学部附属病院感染制御部１），同 検査
部２）

濱田 洋平１） 岡 祐介１） 浦上 宗治１）

於保 恵２） 草場 耕二２） 青木 洋介２）

【症例】23歳男性．22歳時に脊髄脂肪腫と膵尾部腫瘍を指
摘された．膵尾部腫瘍に対し膵体尾部切除および脾臓摘出
術を施行後，23価肺炎球菌多糖体ワクチンを接種し，そ
の後脊髄脂肪腫の部分摘出術を施行した．1年後に発熱，
頭痛を主訴に受診し，感染臓器不明の発熱として CTRX
投与および LVFX内服にて帰宅となったが，同日血液培
養でグラム陽性双球菌が分離された．この時点で入院の同
意が得られなかったが，3日後に頭痛の増悪と頻回の嘔吐，
腰痛がみられ緊急入院となった．入院時，髄膜刺激症状と
腰椎穿刺にて多核球優位の細胞数増多，蛋白上昇，糖低下
がみられ，血液培養は既に Streptococcus pneumoniae
（PCG：0.5，CTRX：≦0.25）と同定後であったため，PRSP
による侵襲性肺炎球菌感染症（invasive pneumococcal dis-
ease：IPD），細菌性髄膜炎として CTRX 2g×2を開始し
た．髄液塗抹ではグラム陽性球菌がみられたが培養陰性で
あり，抗菌薬の効果や Autolysinによる自己融解像と考え
た．抗菌薬加療にて発熱，頭痛，嘔吐は改善したが腰痛が
遷延したためMRIを撮像したところ，入院 10日目には異
常はみられなかったが，30日目の再撮像で腰椎 L1/2，L3，
4に椎間腔と椎体内に液貯留を認め，一元的に肺炎球菌性
椎体炎が疑われた．髄膜炎に対し 2週間の CTRX投与の
後，GRNX内服へ変更し画像上椎体内の液貯留改善まで
計 3カ月の治療を行った．その後 13価肺炎球菌結合型ワ
クチンを接種した．
【考察】脾摘後のワクチン接種者に IPDとして髄膜炎・椎
体炎を発症した 1例である．肺炎球菌の血清型は 23型と
判明したが，23価肺炎球菌多糖体ワクチン株（23F）とワ
クチン株以外（23A，23B）との判別が行えず，vaccine fail-
ureについては不詳である．肺炎球菌ワクチンは IPD予
防に一定効果が期待できるが，肺炎球菌の血清型置換も報
告されており，脾摘後など液性免疫障害を有する患者の重
症敗血症ではワクチン接種後でも常に念頭に置く必要があ
る．
146 感西．CD4陽性 Tリンパ球数が 400/μL以上の
HIV患者に発症した重症ニューモシスチス肺炎の 1例

琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化
器内科学講座（第一内科）

喜友名 朋，宮城 一也，健山 正男
當銘 玲央，西山 直哉，橋岡 寛恵
新里 彰，新垣 若子，鍋谷大二郎
金城 武士，古堅 誠，原永 修作
屋良さとみ，藤田 次郎

【諸言】HIV患者において CD4陽性 Tリンパ球数（CD4

数）が 200/μL以下でニューモシスチス肺炎（PCP）の発
症リスクが高くなることが報告されている．今回我々は
CD4数が保たれているにも関わらず，広範な嚢胞性病変
を呈した重症 PCPの 1例を経験したため報告する．
【症例】54歳の白人男性．10～20kg/3カ月の体重減少を
主訴に近医受診し，乾性咳嗽，酸素化低下，労作時呼吸困
難，口腔内カンジダを認めた．胸部 CTにて両肺に多発嚢
胞性病変を認めたため HIV感染症を疑い精査加療目的で
当院紹介となった．精査にて HIV感染症と診断，当院初
診時の CD4数は 413/μLであったが，KL-6 1,012U/mL，β-
Dグルカン 947.2pg/mLと高値であり PCPと臨床診断し
ST合剤およびプレドニゾロン内服にて治療を開始した．
ST合剤開始後呼吸状態の改善を認めたが，皮疹や発熱を
認めたためペンタミジンへ変更とした．変更後，皮疹は改
善したが発熱は持続したためペンタミジンをアトバコンに
変更し合計 22日間の投与で PCPの治療は終了した．アト
バコンへ変更後も発熱は持続し，経過で黄色痰がみられ胸
部 X線写真および CT検査にて既存の嚢胞内への感染を
認めた．喀痰からMSSAが検出され，MSSAによる嚢胞
感染と診断し抗菌薬による治療を開始したところ 7日目に
解熱した．CD4数は 1カ月間で 252/μLと急速に低下を認
めたため，PCPの治療終了後，入院 33日目より cARTを
開始した．4カ月後の CTフォローで嚢胞性病変は著明に
縮小を認めた．入院時の喀痰のニューモシスチス・イロベ
チ定量は 6×104コピー/μgDNAと陽性であった．
【考察】HIV患者の PCPにおいて嚢胞を形成する症例で
は有意に CD4数が低いと報告されている．当院における
過去 6年間，21症例中 5例で嚢胞性病変を認めており CD
4数は嚢胞性病変を認めない 16例と比べ有意に低値で
あった．本症例では CD4数高値にも関わらず両側に多発
嚢胞性病変を認めている点で非典型例であり，教育的示唆
に富む症例であるため報告する．
147 感西．サイトメガロウイルス脳炎を合併した後天
性免疫不全症候群の 1例

宮崎県立宮崎病院内科１），国立国際医療センター２）

山中 篤志１） 西村 直矢１） 内藤 敦１）

的野多加志２） 上田 尚靖１） 川口 剛１）

姫路 大輔１） 菊池 郁夫１）

37歳男性．帯状疱疹後 痛持続するため近医に入院し，
入院中は表情乏しく活動性も低下し，健忘も認めていた．
体重減少も認めていたことから上部消化管内視鏡検査施行
され食道カンジダの診断から HIVと診断され，全身性痙
攣が出現したため当院に救急搬送された．頭部MRI検査
にて脳室周囲，大脳皮質，皮質下などに多数の高信号域を
認め，当初悪性リンパ腫などを鑑別に挙げた．入院翌日に
はサイトメガロウイルス（CMV）C7-HRPが 1,067個/5
万個と著明に増加していることが判明し，画像所見から
CMV脳炎と診断し，トキソプラズマ脳症合併も鑑別に，
ガンシクロビル（GCV）およびピリメサミンの投与を開
始した．入院 9日目には意識消失伴う全身性痙攣を認めた



266

感染症学雑誌 第92巻 第 2号

ため GCVにフォスカルネットの併用を加えた．その後の
頭部MRI検査では徐々に改善傾向を認め，全身状態は改
善し，C7-HRPは陰性化を維持した．トキソプラズマ疑い
に対する 6週間の治療を終えてから DTG，TDF/FTCに
よる HIV治療を開始し，GCVは維持量へ減量し経過良好
のため入院 130日目に CMV治療を終了し退院とした．し
かしながら退院 25日目に C7-HRP陽性となり，CMV網
膜炎も出現し，頭部MRI検査でも CMV脳症再発の所見
を認めたために治療再開し，退院 42日目に再入院とし
GCV点滴治療を再開した．その後，頭部MRIにて改善認
めたためにバルガンシクロビル内服に切り替え，入院 64
日目に退院として治療を継続した．以降は脳症，網膜炎所
見は改善するも記憶障害は改善乏しい状態で経過してい
る．HIV患者における頭蓋内病変は診断に苦慮すること
も多い．今回，C7-HRPの著名な上昇，髄液 PCR検査お
よびMRI画像から CMV脳炎と診断し治療し奏功したも
のの，脳炎の治療期間や ARTの開始時期の判断が難しい
症例であった．
148 感西．当院の HIV感染者における HBV感染と
occult HBV infection

九州大学病院総合診療科
加勢田富士子，村田 昌之，高山 耕治
豊田 一弘，小川 栄一，古庄 憲浩

【背景及び目的】HIV感染者では HBs抗原陰性であっても
血液中より HBV DNAが検出される，occult HBV infec-
tionを経験することがあるが，本邦の HIV感染者におけ
る occult HBV infectionの状況を報告したものは少ない．
今回，HIV感染者における HBV関連抗体保有率を調査し，
occult HBV infectionの発症状況を検討する．
【方法】対象は 2003年より 2017年までに当院を初診し，
ART未導入だった HIV感染者 147人．HBs抗原，HBs
抗体，HBc抗体，HBV DNA量を測定した．
【結果】HIV感染者 147人のうち，HBs抗原陽性が 21人
（14.3%），HBs抗体及び HBc抗体陽性が 47人（32.0%），
HBc抗体単独陽性が 22人（15.0%），HBs抗体単独陽性が
7人（4.7%），いずれも陰性が 50人（34.0%）だった．Occult
HBV infectionは，HBs抗体陽性及び HBc抗体陽性で 2
人（4.3%），HBc抗体単独陽性で 6人（27.3%），いずれも
陰性で 1人（2.0%）であり，全体では 9人（6.1%）だった．
HBV DNAは平均 1.90Log copies/mLと低ウイルス量
だった．Occult HBV infectionの患者は非 occult HBV in-
fectionと比べて HBc抗体単独陽性者が有意に高率で（67%
vs 15%，p=0.001），また AIDS指標疾患を有する者が有
意に高率だった（78% vs 35%，p=0.027）．9例ともに抗 HBV
活性のある ARTを開始後 HBV DNA量は速やかに陰性
化した．
【結論】HIV感染者では，HBc抗体単独陽性，AIDS指標
疾患を有している場合には HBs抗原陰性であっても HBV
DNAが検出されることがあるため注意が必要である．

149 感西．HAND患者に発症した感染性動脈瘤に対し
て Sitafloxiacinを長期使用が奏功した 1例

産業医科大学病院感染制御部
鈴木 克典

44歳男性，2008年尖圭コンジローマを契機として HIV
感染症が判明し，サイトメガロウイルス感染症，ニューモ
システィス肺炎を発症した後天性免疫不全症候群症例．
2008年 3月より ART導入して，数カ月は通院していたが，
金銭的な問題で 2011年 9月より自己中断．その後，2012
年 11月に ART再開した．しかしながら，定期受診時に
処方薬は定期的に服用していると言ったが，HIV RNA量
も 30～90万 copy/mL，CD4 1ケタで推移していた．2013
年 9月，視野の低下を認め，右目のほぼ失明状態となって
入院した．サイトメガロウイルス網膜症と診断された．入
院後，ガンシクロビルでの治療，ARTを再開した．アド
ヒアランス不良であることから，HANDであることが想
定されたため，2014年 6月再診時に，入院の必要性を説
明．入院時は看護師のもと直接内服を確認し ARTを徹底
させた．患者自身の在宅療養の希望が強く，自宅退院とな
ることになった．在宅療養支援として自立支援医療による
訪問看護を導入した．アドヒアランスは良好になり，
HANDも改善を認めた．腹部症状を契機として施行した
腹部 CTで 20mm大の感染性動脈瘤が判明して，28mm
まで急激な増大を認めたが，CD4＜1,000と言う状態であっ
たので，現時点は手術困難という評価であった．感染性動
脈瘤に対して Sitafloxiacinによる加療を半年間行い，CD4
が改善を認めた．患者自身の手術の意志が強く，腹部感染
性動脈瘤に対して手術を施行し，現在ににいたるまで良好
に経過している．感染性動脈瘤に対する抗菌薬の選択に際
しては，腹部大動脈から腸骨動脈にかけての感染性動脈瘤
では，ブドウ球菌や嫌気性菌を含む腸内細菌の感染が多い
こと，長期入院していたことから，緑膿菌に対する抗菌活
性も有していた方が良いことから，Sitafloxiacinを選択し
た．半年間の投与期間中，有害事象もなく投与可能であっ
た．感染性動脈瘤の際の保存療法の選択肢の 1つとして Si-
tafloxiacinも考慮される．
150 感西．HIV感染者における脂肪肝評価 controlled
attenuation parameter（CAP）の検討

九州大学病院総合診療科
村田 昌之，加勢田富士子，山嵜 奨
高山 耕治，豊田 一弘，小川 栄一

古庄 憲浩
【目的】抗レトロウイルス療法（ART）による HIV感染
者の生命予後の改善に伴い，脂肪肝などの長期合併症の管
理が重要となってきている．近年，肝脂肪化の非侵襲的定
量評価に，Transient elastographyを用いた controlled at-
tenuation parameter（CAP）の有用性が報告されている
が，本邦での HIV感染者における報告は少ない．今回，当
院 HIV感染者における CAP値について検討した．
【方法】対象は 2013年 1月から 2017年 4月までに当院で
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CAPを測定した HIV感染者 55名．CAP値と血液検査値，
生活習慣病，body mass index（BMI）等との関連を検討
した．
【結果】年齢中央値 43歳［39～51］，男性 54例，BMI中
央値（kg/m2）23.7［21.5～27.5］，ART施行 43例（89%），
CD4数 495/μL［328～615］，ウイルス肝炎既往なし 16例
（29%），HBV既往 28例（51%），HBs抗原陽性 9例（16%），
HCV既往 2例（4%），2型糖尿病 4例（7%），高血圧症 5
例（9%），脂質異常症 19例（35%）であった．CAP中央
値（dB/m）は 236［189～290］，肝硬度中央値（kPa）は
4.7［3.7～6.3］で，肝炎既往なし群，HBV既往群と HBs
抗原陽性群で有意差は認められなかった．CAP高値群（≧
236 dB/m）では BMI，AST，ALT，γ-GTP，脂質異常症
合併率，肝硬度が有意に高値であった．
【結語】HIV感染者においても CAP測定は肝脂肪化の非
侵襲的な評価として利用できることが示唆された．
153 感西．Capnocytophatga sputigena による感染性

心内膜炎の 1症例
徳島大学病院循環器内科１），同 感染制御部門２），
国立感染症研究所獣医学科学第一室３）

轟 貴史１） 東 桃代２） 鈴木 道雄３）

Capnocytophaga 属菌は，発育に 5から 10％の炭酸ガ
スを要求し，集落形成に 2から 4日を要する通性嫌気性の
グラム陰性桿菌である．Capnocytophaga 属菌は動物やヒ
トの口腔内などに常在する．Capnocytohaga 属には現在
8つの種が含まれており，このうち Capnocytophaga cani-
morsus と Capnocytophaga cynodegmi の 2菌種は主に
イヌやネコの口腔内に常在ししている．これらの動物によ
る 傷や掻傷によってヒトに敗血症などを惹起する可能性
が あ る．ま た Capnocytophaga sputigena，Capnocyto-
phaga gingivalis，Capnocytophaga granulosa，Capnocyto-
phaga haemolytica，Capnocytophga ochracea，Capnocy-
tophaga leadbetteri の 6菌種はヒトの口腔内に常在する．
易感染性宿主では口腔内を侵入門戸とし敗血症に関与する
ことがある．C. sputigena は特に幼少期からヒトの口腔内
に常在し歯周病の原因として注目されているほか易感染宿
主での敗血症などの報告が散見される．症例は 11歳時に
感染性心内膜炎にて大動脈弁，僧帽弁人工弁置換術のある
19歳女性で意識消失で救急搬送された．僧帽弁血栓弁の
診断で抗血栓療法開始した．しかしながら血行動態改善認
めず急速に悪化．第 4病日に僧帽弁再置換術施行した．術
後発熱持続し経食道心エコーにて僧帽弁に疣贅付着みとめ
た．血液培養にて C. suptigena が陽性であり感染性心内
膜炎と診断した．本症例の治療経過について若干の文献的
考察を加え報告する．
（非学会員共同研究者：佐藤雅美；徳島大学病院細菌検
査部，小野朱美，早渕康信，香美祥二；徳島大学病院小児
科，荒瀬裕己，北市 隆，北川哲也；徳島大学病院心臓血
管外科，西條良仁，楠瀬賢也，山田博胤，佐田政隆；徳島
大学病院循環器内科）

154 感西．市中発症の緑膿菌敗血症性ショック後に
ペースメーカーリード感染，感染性心内膜炎を合併した 1
救命例

長崎労災病院感染症内科１），同 救命集中治療科２）

池田恵理子１） 古本 朗嗣１） 中村 利秋２）

グラム陰性桿菌による菌血症のうち，緑膿菌の頻度は院
内発症で約 20%であるのに対し，市中発症では約 2～7%
と少数である．本菌の菌血症での ICU管理症例の死亡率
は高いとされている．また本菌の人工物感染を生じた場合
は難治化し除去が必要となる．今回，当院で経験した市中
発症の緑膿菌敗血症性ショックを来し，菌血症の陰性化を
確認したものの感染性心内膜炎（IE），ペースメーカー
（PM）リード感染を合併した救命例について文献的考察
を加え報告する．
【症例】84歳女性，完全房室ブロックに対し PM植え込み
術後．来院 1週間前より全身の痛みが出現し，徐々に体動
困難，尿量低下，意識変容を来したため，20XX年 12月 24
日当院救急搬送となった．敗血症性ショックと診断し，ICU
入室，人工呼吸管理，カテコラミン使用に加え CHDFや
エンドトキシン吸着療法などの全身管理を開始した．
APACHEスコア 38点，胸部 CTにて敗血症性塞栓症を
示唆する所見を認め，黄色ブドウ球菌などを想定し，セフ
トリアキソンとバンコマイシンで治療開始．翌日血液培養
より緑膿菌が分離され，メロペネム（MEPM）とシプロ
フロキサシン（CPFX）へ変更，入院 4日目にはセフタジ
ジムと CPFXへ変更した．入院時の心エコーでは疣贅は
認めなかった．33日目に ICU退室となり，血液培養陰性
化 4週以上経過していることを確認し，35日目に抗菌薬
も終了した．しかし，38日目に悪寒戦慄を伴う 39.6℃の
発熱を認め，血液培養より再度緑膿菌が分離された．心エ
コーでは三尖弁に疣贅，右室内リードの肥厚を認め，同菌
による IEおよび PMリード感染と診断した．MEPMと
CPFXで治療再開し 2日後には血液培養陰性化を確認した
が，リード抜去，三尖弁置換術のため A病院心臓血管外
科へ転院となった．術後経過良好で当院転院となり，6週
間の抗菌薬治療終了後も再燃は認めていない．
【考察】緑膿菌による菌血症を生じた人工物挿入例では菌
血症陰性化確認後も，人工物感染合併に注意を払う必要が
ある．
155 感中．内因性眼内炎をきたした感染性心内膜炎の
2例

京都大学医学部附属病院感染制御部
松村 拓朗，野口 太郎，土戸 康弘
伊藤 航人，中野 哲志，山本 正樹
松村 康史，長尾 美紀，高倉 俊二
一山 智

【背景】内因性眼内炎を合併した感染性心内膜炎症例を 2
例経験したので報告する．
【症例 1】50歳代女性．入院 4日前より発熱を来たし，入
院当日朝より両眼の急激な視力低下を自覚して眼科を受
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診，ぶどう膜炎の診断にて入院となった．心尖に収縮期雑
音を聴取し，経胸壁心エコー上僧房弁逆流を認めたが疣腫
は認めなかった．入院時に採取した血液培養より Strepto-
coccus agalactiae を検出した．入院 2日目の眼所見で角
膜混濁，前房蓄膿を認め，眼脂培養より同菌を検出，細菌
性眼内炎と診断された．入院 6日目より心不全が増悪，経
食道心エコー上疣腫は明らかではなかったが僧帽弁破壊の
進行によるMRの増悪を認めた．入院 10日目に僧帽弁置
換術を施行，僧帽弁後尖の疣腫および弁周囲膿瘍を認めた．
化膿性脊椎炎も合併したが抗菌薬投与で改善した．左眼は
失明したが，右眼は白内障・緑内障・網膜剥離に対し 2回
の手術を要したものの，0.1程度の視力を維持し得た．
【症例 2】60歳代男性．僧帽弁狭窄症に対し 8年前に僧帽
弁置換術（人工弁）施行歴あり．入院 6週前に歯槽膿漏で
歯科受診した．入院 4週前より発熱が持続，入院 8日前に
左視力低下を自覚したため眼科受診，細菌性眼内炎が疑わ
れ紹介受診．胸壁心エコーでは疣贅は明らかでなかったが，
入院 2日目の経食道心エコーで僧帽弁・大動脈弁に疣腫を
認め，血液培養より Streptococcus viridans が検出され，
感染性心内膜炎と診断された．抗菌薬治療のみで心不全徴
候の出現なく経過，また，左眼内炎も改善したため 8週間
で抗菌薬投与を終了し，待機的に僧帽弁置換術を施行した．
【考察】細菌性眼内炎所見があれば，感染性心内膜炎を念
頭に置き，血液培養，経食道心エコーも含めてフォーカス
検索を行うべきである．S. agalactiae のように組織破壊性
が高い菌種による場合は生命予後，視力予後とも不良であ
り，抗菌薬治療に加え積極的な外科的治療を適切な時期に
行う必要性がある．
156 感西．脳出血を契機に診断した Rothia mucilangi-
nosa による感染性心内膜炎の 1例

済生会福岡総合病院感染症内科１），同 消化器内
科２），同 膠原病内科３）

谷 直樹１） 隅田 幸佑１） 中村 啓二１）

吉村 大輔２） 井上 久子３）

【現病歴】入院 3カ月前から腰椎圧迫骨折があり，前医に
入院治療中であった．入院 17日前に 37℃台の発熱を認め
たが自然に解熱した．入院 7日前から再度 37℃台の発熱
があったが，経過観察となっていた．入院当日に意識レベ
ルの低下あり，頭部 CTで多発する皮質下脳出血を認めた
ため，精査加療目的に当院脳神経外科紹介入院となった．
来院時に当科にコンサルトがあり，診察したところ，両側
眼瞼結膜に点状出血班があり，指先に Osler結節を疑う所
見あり，大動脈弁，僧帽弁置換術の既往と併せて感染性心
内膜炎が強く疑われた．血液培養採取後，抗菌薬 SBT/
ABPC，VCM投与を開始した．経胸壁心エコーでは明ら
かな疣贅はなく，経食道心エコーは全身状態を考慮して施
行しなかった．後日血液培養 2セットから Rothia mu-
cilanginosa を検出し，Duke診断基準で小基準 5つを満た
したため，感染性心内膜炎と診断した．脳出血については
当初は保存的に経過観察となったが，入院 2日目に頭部

CTで出血巣が拡大したため，同日開頭血腫除去術を施行
された．手術翌日に抜管し，一旦状態は落ち着いたものの，
入院 7日目に再度意識レベルの低下があり，頭部 CTで皮
質下に再出血の所見を認めた．ご家族と相談の上，これ以
上侵襲的な手術は行わずに保存的にみる方針となり，抗菌
薬投与を継続したが，徐々に全身状態悪化し，入院 12日
目に死亡退院となった．
【考察】R. mucilanginosa はヒトの口腔内または上気道に
常在する通性嫌気性グラム陽性球菌である．本菌における
感染性心内膜炎の症例は海外では散見されるが本邦では極
めて稀であり，文献的考察を加えて報告する．
157 感西．Helicobacter fennelliae 菌血症に心外膜炎
を合併したと考えられた 1症例

九州大学病院免疫・膠原病・感染症内科１），同
検査部２），九州大学病院臨床教育研修センター３），
九州大学病院グローバル感染症センター４）

岩坂 翔１） 有田 康佑１） 米川 晶子１）

西田留梨子１）2）三宅 典子１）3）鄭 湧１）

下田 慎治１）3）下野 信行１）4）

【症例】60歳，男性．
【主訴】発熱，左胸痛．
【現病歴】濾胞性リンパ腫の診断で，外来でリツキシマブ
の治療を受けていた．入院前に原因不明の化膿性脊椎炎の
診断で 2回入院歴があった．入院 2カ月前に下痢が持続し
た後から微熱を認め，徐々に息切れと吸気時に左前胸部痛
を伴うようになった．入院 1カ月前に外来で検査を施行し
たが，胸部 CT上は異常なく，心臓超音波検査で心嚢液貯
留を認め入院 2週間前より心外膜炎の診断で NSAID内服
を開始した．内服開始後，胸痛は軽快したが 38℃を超え
る発熱は持続しており，再受診した．その時の血液培養 2
セットから 3日後にグラム陰性らせん菌が分離され（BAC-
TEC FX system使用），当科入院となった．入院時には
心嚢液は減少していたが，心電図上全般性に陰性 T波が
出現しており心外膜炎の自然経過と考えられた．入院後，
MEPM 1g 1日 3回の投与で初期治療を開始した．入院時
の血液培養も 2セット陽性であり持続する菌血症であった
が，抗菌薬開始後は速やかに陰性化した．菌は 16s rRNA
解析で Helicobacter fennelliae と同定され，以後は ABPC
2g 1日 4回の投与に変更した．治療開始後，速やかに症
状は改善して心電図上 T波も平低化した．治療期間は内
服と合わせて計 4週間とした．
【考察】今回，心外膜炎を惹起する各種ウイルス抗体のペ
ア血清で有意な上昇を得られず経過から心外膜炎は H.
fennelliae 菌血症に合併したものと考えられた．Helicobac-
ter 属による，心外膜炎の報告はほとんど認めていない．
同じく腸管内のグラム陰性らせん菌である Campylobac-
ter 属の菌血症では一部心外膜炎合併の症例報告を認め
る．Campylobacter 属による心外膜炎の発症機序は明ら
かではないが，心外膜への菌の直接波及の他に，菌体から
放出される毒素の影響，菌に対する自己免疫の応答など複
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数の原因が想定されている．今回は，発熱後遅発性に胸部
症状の出現を認めており自己免疫による機序が可能性とし
て想定された．
158 感西．Listeria monocytogenes 菌血症の 1例

大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座
佐田健太朗，松本 紘幸，山末 まり
宇佐川佑子，後藤 昭彦，橋永 一彦
小宮 幸作，梅木 健二，安東 優
平松 和史，門田 淳一

症例は 73歳の男性．間質性肺炎に対して prednisolone
（PSL）17.5mg/日，azathioprine 100mg/日を併用してい
た．20XX年上旬に発熱，呼吸困難の増悪があり，当科を
受診した．嘔吐，下痢など消化器症状は認めなかった．胸
部 CT所見で，間質性肺炎の増悪が疑われたが，両下葉で
は嚢胞周囲の壁肥厚を認め細菌性肺炎の合併が示唆され，
PSLを 40mg/日へ増量した上で，CTRX 2g/日を併用し
た．血液培養検査から Listeria monocytogenes が検出さ
れたため，第 5病日より SBT/ABPC 6g/日へ変更した．そ
の後，発熱や炎症所見は改善し，血液培養では L. monocy-
togenes は陰性化した．しかし，間質性肺炎の増悪による
呼吸不全が進行し，第 46病日に死亡した．L. monocyto-
genes は高齢者，妊婦，新生児，免疫不全者では，菌血症
や髄膜炎を来たし，重篤化しやすいとされる．菌血症の場
合，侵入門戸は食品を介して経腸的に起こることが多いと
されるが，高齢者では誤嚥などを契機に経気道的な経路も
報告されている．本症例では，消化器症状は伴わず病巣と
して肺炎が疑われた．誤嚥リスクの高い患者でもあり，喀
痰や気管支洗浄液から L. monocytogenes を検出すること
はできなかったが，誤嚥性肺炎を契機とした可能性も考え
られた．今回，L. monocytogenes による菌血症の 1例を
経験したため，多少の文献的考察を交えて報告する．
159 感西．Parvimonas micra 感染による菌血症―腰
椎椎体炎・大腰筋膿瘍を合併し，結腸癌を認めた 1症例―

聖路加国際病院臨床研修部
藤野 貴久，古川 恵一
森 信好，松尾 貴公

【症例】69歳女性．
【現病歴】入院 11日前，体動時に右腰周囲に異常感覚が出
現．6日前に右腰部痛が出現し，改善せず，体動困難となっ
たため当院に緊急入院した．
【既往歴】再生不良性貧血：シクロスポリン 200mg/日，プ
レドニン 5mg/日，エルトロンボパグ 25mg/日治療中．
【入院時身体所見】体温 36.3℃，血圧 140～98，脈拍 86/分，
呼吸数 20/分齲歯あり，心雑音なし，腰部 L3/4周囲に叩
打痛あり，右腸腰筋徴候陽性．
【検査所見】WBC 7,900/μL，Hb 11.5g/dL，Plt 70,000/μL，
Cr 1.35mg/dL，CRP 10.8mg/dL，腰 椎 造 影MRI：L3/4
椎体炎，周囲の軟部組織の炎症あり，右大腰筋内に径 14
mm膿瘍形成あり．
【細菌学的検査】血液培養：Parvimonas micra 陽性 2/2．

MIC e-test（μg/mL），PCG 0.008 CTX 0.125，VCM 0.125，
MEPM 0.032．
【入院後経過】初期治療として ABPC/SBT 3g 6時間毎，
CTRX 2g 24時間毎を開始した．入院 10日目に入院時の
血液培養 P. micra 陽性となり，ABPC 2g 4時間毎 6回，
CLDM 600mg 8時間毎に変更した．腰痛は徐々に改善し
炎症反応も改善しフォローのMRIで膿瘍は消失した．合
計 6週間の静注抗菌薬を継続し第 43日目に AMPC内服
に変更して退院し，軽快した．なお大腸内視鏡検査で結腸
に径 13mm，11mmの 2個のポリープ様分化型腺癌があり
切除した．
【考察】P. micra はグラム陽性の嫌気性球菌で口腔や消化
管の細菌叢を構成している．本菌による椎体炎・周囲膿瘍
の報告は比較的少ない．本症例で認めた結腸癌と本菌感染
の関係について今後検索すべきである．
160 感西．Globicatella sanguinis による菌血症の 1

例
東京都済生会中央病院内科

徐 千恵子，酒井 徹也
谷山 大輔，中村 守男

【症例】87歳女性．神経因性膀胱に起因する尿路感染症を
繰り返している ADL全介助の女性．来院 5日前より 39℃
台の発熱を認め，往診医より LVFXの内服を開始される
も発熱が持続することから当院へ紹介となった．尿中白血
球陽性，尿グラム染色でグラム陽性球菌，グラム陰性桿菌
を認め，単純 CTで両側尿管の拡張，膀胱壁肥厚を認めた
ことから尿路感染症と診断し，CTRXで加療開始した．入
院時に採取した血液培養 2セット，尿培養から α―Strepto-
coccus 属に類似したグラム陽性球菌，また血液培養 1セッ
ト，尿培養から ESBL産生の大腸菌が検出され，第 4病
日に抗菌薬をMEPMに変更した．第 19病日に 16SrRNA
遺伝子の塩基配列相同性からグラム陽性球菌が Globi-
catella sanguinis であると同定された．経食道心エコーを
施行したところ，大動脈弁に可動性のある付着物を認め，
疣贅が疑われた．ESBL産生の大腸菌に対してMEPMを
14日間投与後，G. sanguinis による感染性心内膜炎とし
て抗菌薬を ABPCに変更してさらに 14日間投与し，計 28
日間の治療を行った．治療終了後の経食道心エコーでは疣
贅の消失が確認された．
【考察】G. sanguinis はカタラーゼ陰性グラム陽性球菌で
あり，Streptococcus 属に類似した性質を有する．日常検
査において菌種レベルまで同定することが困難であるた
め，本邦では髄膜炎や尿路感染症において数例のみの症例
報告にとどまっている．今回我々は G. sanguinis による
菌血症および感染性心内膜炎が疑われた貴重な症例を経験
したので文献的考察を交えて報告する．
（非学会員共同研究者：杉原 快，石岡宏太，高橋左枝
子，笹田真滋；東京都済生会中央病院内科）
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161 感西．Hypermucoviscosity phenotypeの肺炎桿
菌による感染性腹部大動脈瘤の 1例

沖縄県立南部医療センター・こども医療センター
感染症内科

豊川 貴生
【患者】59歳，男性．
【主訴】1週間かけて増悪する左側腹部痛．
【現病歴】X-7日より左側腹部痛出現．徐々に増悪したた
め X-1日に近医受診．受診時に 38℃台の発熱を認め，CT
検査にて両側の腎盂腎炎および感染性腹部動脈瘤を示唆す
る所見を認め，セフトリアキソン（CTXR）1g投与の上
外科的介入目的のため当院紹介入院となる．入院時発熱，
頻脈，頻呼吸を認め，腹部触診上臍左部に最強点を有する
圧痛を認め，血液検査では著明な炎症性マーカーの上昇と
軽度肝胆道系酵素の軽度上昇，HbA1cの軽度高値を認め
た．また尿検査にて膿細菌尿を認めた．造影腹部 CTでは
両腎に急性巣状細菌性腎炎の存在を示唆する複数の低吸収
域と腹部大動脈に周囲脂肪織の毛羽立ち像を伴う直径 34
×33mm大の腹部大動脈瘤を認めた．身体所見および画像
検査等から感染性腹部動脈瘤が疑われ，抗菌薬をセファゾ
リン（CEZ）へ変更し，第 3病日に人工血管置換術および
大網充填術を施行した．前医での血液および尿培養，術中
の組織培養より String test陽性過粘稠性を示す肺炎桿菌
を検出した．感受性結果を参考に抗菌薬をセフォタキシム
＋ゲンタマイシンに変更し，経過中に腎機能障害を認めた
ためセフォトリアキソンへ抗菌薬を変更，第 X＋45日に
前医へ転院となった．後日東邦大学医学部微生物・感染症
学講座で実施して頂いた菌株の解析によると，莢膜血清型
は K2型と判明，莢膜外多糖体の合成調節遺伝子である
rmpA遺伝子は未保有であった．
【考察】成人の感染性動脈瘤の原因菌としては，黄色ブド
ウ球菌やレンサ球菌，サルモネラ属が多く，肺炎桿菌が原
因菌となることは稀であるとされている．しかし，近年，
東・東南アジアを中心に過粘稠性を有する肺炎桿菌株によ
る原発性肝膿瘍や細菌性髄膜炎，脾膿瘍，壊死性筋膜炎や
感染性動脈瘤といった多彩な深部膿瘍を呈し，一部で内因
性眼内炎や中枢への播種性病変を合併する症例の報告が相
次いでいる．日本国内でも今後の動向に注意が必要である
と考えられた
（非学会員共同研究者：村上 優，宗像 宏，摩文仁克
人，久貝忠男，宮里博子，仲間美香）
162 感中．関節リウマチへの生物学的製剤投薬中に
Campylobacter jejuni 菌血症を来した 1例

トヨタ記念病院呼吸器科１），同 感染症科２），（株）
グッドライフデザインラボラトリー事業部３）

松浦 彰伸１） 加藤 早紀１） 木村 元宏１）

高木 康之１） 杉野 安輝１） 川端 厚２）

須垣 佳子３）

症例は 25歳男性．関節リウマチに対して，近医でアダ
リムマブ皮下注，メトトレキサート内服，プレドニゾロン

内服にて治療中であった．某年 8月 29日より 37℃台の発
熱があり，翌 8月 30日に 39℃台までの上昇，悪寒戦慄も
あり当院内科を受診した．軽微な咽頭痛，悪心，下痢の他，
明らかな随伴症状は認めなかった．血液検査上は白血球
8,700/μL，CRP 4.0mg/dLと軽度の炎症反応上昇を認めた
が，頸胸腹部 CTでは若干の腸管浮腫以外に明らかな異常
は認めなかった．初期評価時には明らかな感染源は特定さ
れなかったが，SIRS 3項目に該当し敗血症が疑われ，全
身状態不良であったため，同日より入院となり，セフトリ
アキソン 2g/日静注での治療が開始された．第 2病日の時
点で 36℃台までの解熱が得られたが，同日より下痢の増
悪があり，第 3病日に血液培養でらせん菌の発育を認めた．
Campylobacter 属を想定しアジスロマイシン静注を追加
し，並行で同定検査を施行した所，第 8病日に Campylobac-
ter jejuni が同定された．治療により，発熱，下痢等の各
症状は良好に改善し，第 12病日にアジスロマイシン投薬
を終了，第 13病日に退院となった．
Campylobacter 属による菌血症は，Campylobacter fe-
tus が来しやすいとされているが，C. jejuni 菌血症の報告
は少数である．今回，C. jejuni 菌血症という稀な病態を
経験したため，報告する．
（非学会員共同研究者：近藤友喜；トヨタ記念病院呼吸
器科）
163 感西．敗血症に対する免疫グロブリン製剤投与例
から検討した SIRS（全身性炎症反応症候群）基準の重要
性

国立病院機構別府医療センター総合診療科１），同
感染制御部２）

久保 徳彦１）2）児玉真由子１）2）

金内 弘志２） 井本 達也２）

【背景】2016年 2月に発表された敗血症新定義（Sepsis-3）
は，以前の診断基準から SIRS基準が外れ，SOFAスコア
の推移が採用された．さらに，ICU外での敗血症の新た
なスクリーニングとして qSOFAが採用された．当院でも
感染を疑う症例では qSOFAでスクリーニングを行い，敗
血症のフローチャートに沿って診断を進めているが，SIRS
基準による全身炎症の程度も合わせて評価している．今回，
私共は Sepsis-3から外れた SIRS基準の重要性について検
討し考察したので報告する．
【方法・結果】2016年 1月 1日から 12月 31日まで，当科
で敗血症に対する免疫グロブリン製剤を 23例に投与した．
男女比は 13：10，SIRS基準 2項目以上は 21例（91.3%），
qSOFA 2項目以上は 13例（56.5%）であった．急性期 DIC
スコア 4点以上は 12例（52.1%），トロンボモジュリン製
剤で DIC治療を行ったのは 11例（47.8％），PMXを用い
たのは 4例（17.4%）であった．qSOFA 2項目以上を満た
さない 10例は，全例で SOFAスコア 2点以上の急上昇を
認めた．その 10例中 8例（80.0%）は SIRS基準 2項目以
上を満たしており，さらにその 8例中 4例（50.0%）は血
液培養陽性であった．



271

平成30年 3月20日

【考察】採血不要で評価可能な qSOFAは，重症感染症を
早期に察知することができ，敗血症を簡便にスクリーニン
グできる．しかし，qSOFAは敗血症患者の転帰に重点を
置いた指標の簡便な組み合わせであり，いずれも感染症に
特異的な評価項目ではないため，qSOFAで拾い上げられ
ない敗血症症例が存在する．Sepsis-3から外れても，SIRS
基準は全身炎症の程度を評価する重要な指標であることに
変わりはなく，qSOFAで診断基準を満たさない場合でも，
感染を完全に否定するまでは感染症の可能性を疑わなけれ
ばならない．今後，敗血症スクリーニングにおける qSOFA
の問題点や補助項目の必要性を検証する必要があることが
示唆された．
164 感西．当院で経験した Edwardsiella tarda 敗血症
7症例の後方視的検討

三豊総合病院内科
松浦 宏樹

【緒言】Edwardsiella tarda は爬虫類の腸内常在菌で自然
界に広く分布しており，様々な水生生物の病原菌として分
離される．魚類ではヒラメやマダイのエドワジエラ症，ウ
ナギのパラコロ病などに関連し養殖産業に大きな被害をも
たらす疾病として知られている．E. tarda のヒトへの感染
は極めて稀であり，また感染症例のおよそ 80％は腸管感
染が占めているが，抗菌薬投与を必要とせず軽快する症例
が大多数である．一方で腸管以外の感染では致死率が高く，
壊死性筋膜炎や敗血症など様々な報告が散見される．特に
敗血症は糖尿病，悪性腫瘍，肝硬変など何らかの基礎疾患
を伴う易感染性宿主に多くみられ，致死率はおよそ 50％
と報告されている．今回当院で血液培養から E. tarda が
検出された 7症例について後方視的に検討した．
【対象】2008年 1月から 2016年 3月までに当院で血液培
養より検出された E. tarda の 7症例．
【方法】年齢，性別，既往歴，悪性腫瘍の併存，抗菌薬感
受性，混合感染の有無，死亡率などについてカルテレビュー
により後方視的に検討した．
【結果】平均年齢：82.3歳（74～91歳），性別（男/女）：
5/2，基礎疾患は高血圧症 5例，2型糖尿病 3例，閉塞性
胆管炎 2例，アルコール性肝硬変 1例，悪性腫瘍 4例（う
ち転移性肝癌 2例，肝細胞癌 1例）．ST合剤を除く全て
の抗菌薬感受性は良好．2症例で混合感染を認め（Strepto-
coccus anginosus 及び Klebsiella oxytoca），死亡率は 43％
（3/7）であった．
【まとめ】E. tarda による敗血症は肝硬変などの肝疾患，悪
性腫瘍を併存する症例が多数を占め，一般的な抗菌薬感受
性に問題がないにも関わらず死亡率は依然高い．しかし実
臨床の現場で本菌はヒトの病原菌として十分認知されてい
るとは言い難く，今後さらなる症例の集積が必要である．
臨床医は本菌の存在及び重症化因子をあらためて認識する
必要がある．

165 感西．300床規模市中病院における市中発症菌血
症症例の臨床的検討と感染症医による診療支援効果の検討

鹿児島生協病院総合内科
山口 浩樹，沖中 友秀
小松 真成，佐伯 裕子

【目的】市中中規模病院における市中発症菌血症症例の疫
学と感染症医による診療支援が与える影響を検討し適切な
診療指針の参考とする．
【方法】感染症医による血液培養陽性症例への診療支援を
行う前後の 1年間（支援前：2014年度，支援後：2015年
度）で市中発症と考えられた症例の臨床的特徴と微生物学
的特徴を検討した．
【結果】2014年度が 67例，2015年度が 82例の計 149例（男
性 80人，年齢の中央値 79.8歳）が該当した．総菌種数 169
株で，グラム陽性菌 72株，グラム陰性菌 97株だった．侵
入門戸は尿路感染症 47例が最多で，次いで腹腔内感染症
44例，皮膚軟部組織感染症 18例だった．支援前後で有意
に増減した侵入門戸はなかった．グラム陽性菌では β-
streptococci 15株が最多で，グラム陰性菌では Escherichia
coli 45株が最多だった．支援前後で有意に増減した菌種
はなかった．耐性菌が分離された症例は 15例（13％）で，
ESBL産生菌 10株（6％）が最多だった．来院時 shockだっ
た症例は計 32例（21％）だった．血液培養採取後 28日以
内の死亡例は計 18例（12％）で，生存例と比べ来院時 shock
だった例が有意に多かった（p＜0.001）．死亡例のうち耐
性菌分離症例は 2例だった．菌血症判明後適切な抗菌薬が
使用された症例は 2014年度 54例，2015年度 79例で支援
後が有意（p=0.003）に適切な抗菌薬投与が行われていた．
de-escalationが行われた症例は 2014年度が 26例，2015
年が 50例で支援後有意（p=0.009）に抗菌薬の狭域化が行
われていた．支援前後で 28日死亡率に有意差はなかった．
【考察】市中中規模病院において感染症医が菌血症症例へ
の診療支援を行うことは適切な抗菌薬治療と培養判明後の
抗菌薬狭域化につながる．約 20％の症例が血液培養採取
時 shockであり，予後改善のためには培養陽性前からの
診療支援を考慮する必要がある．
167 感西．血液悪性疾患に対するがん薬物療法後の発
熱性好中球減少症において血液培養から緑色連鎖球菌が検
出された 20例の臨床的検討

福岡大学病院腫瘍・血液・感染症内科１），同 感
染制御部２）

尾畑由美子１） 佐藤 栄一１）

戸川 温１）2）高田 徹１）2）

【目的】血液悪性疾患に対するがん薬物療法後の発熱性好
中球減少症（FN）時に緑色連鎖球菌（viridans streptococci）
菌血症を発症した患者背景と臨床像について検討を行う．
【対象】2009年 4月～2017年 3月の 8年間に，当科で血液
悪性疾患治療後の FN発症時に血液培養から緑色連鎖球菌
が陽性となった 19名，20例．
【方法】分離菌と患者背景，その臨床像についてカルテを
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用いて後方視的に検討を行った．
【結果】男性 9例，女性 10例，年齢中央値は 62歳（35～81）．
血培から検出されたグラム陽性菌にしめる緑色連鎖球菌は
25％，Streptococcus mitis/oralis 14例，Streptococcus sali-
varius 2例，Streptococcus agalactiae 1例，そ の 他 4例
であった．基礎疾患は AML 16例，ML 4例．レジメンは
全例でシタラビンを使用しており，好中球数は全例が 100/
μL以下．粘膜障害を 63％に認め，30日以内の菌血症に
よる死亡例は認めなかった．緑色連鎖球菌の抗菌薬感性は
PCG：90％と保たれており，LVFXは 55％が低感性株で
あった．CFPM，VCMは 100％感性であった．キノロン
系抗菌薬による予防投与は 13/20例（CPFX 11例，LVFX
3例），投与群の 6割が低感性株であった．感性にもかか
わらずブレークスルーした 5例では服用期間，粘膜障害，
Mg製剤に関して明らかな原因は不明であった．初期エム
ピリック治療薬は 4世代セファロスポリン系薬 9例，カル
バペネム系薬 7例，PIPC/TAZ 4例で，12例で血液培養
分離後に抗MRSA薬を併用開始されていた．血培陽性後
に歯科評価を行った 12例では 75％に口腔内病変を認め，
歯肉周辺病変が 70％を占めた．
【結論】シタラビンのような粘膜障害性のあるレジメンに
よる FN下の菌血症の原因菌として緑色連鎖球菌の重要性
が再認識された．今回の分離菌では約 6割がキノロン低感
性であり，キノロン投与下におけるブレイクスルー感染症
の原因として緑色連鎖球菌を常に念頭におく必要がある．
169 感中．小児がん治療中の Streptococcus mitis 菌
血症に関する検討

京都府立医科大学附属病院小児科１），同 感染症
科２），同 臨床検査部３）

家原 知子１） 中西 雅樹２）3）山田 幸司３）

木村 武史３） 藤田 直久２）3）

【緒言】小児がん患者の血流感染症で，特に重症となり得
る Streptococcus mitis 菌血症について対策を講じ，重症
化を防ぎ得たので報告する．
【目的】2004年 1月 1日から 2015年 12月 31日までの 12
年間を 1～4期に分けて，S. mitis 菌血症について検討を
行った．
【対象と方法】同期間に当院に入院した小児がん患者の血
液培養陽性 173イベントを対象とした．2005年に検査室
が 365日対応となり，迅速な報告が可能となった．2009
年に当院の好中球減少時の発熱ガイドラインを作成し，血
液培養採取と口内炎等の粘膜障害時にはグリコペプチドの
併用を推奨した．2013年から歯科口腔ケアを導入した．
【結果】S. mitis 陽性率は 1，2，3，4期でそれぞれ，10%，
10%，20%，24%と年々増加傾向にあった．ショック症例
は各期で 2，3，0，0例と減少し，死亡例は無かった．発
熱からグリコペプチド開始日数は各期で，3.8日，2.4日，1.3
日，1.1日とガイドライン作成以降短縮されていた．一方，
同定された S. mitis の CFPM耐性率は 65.3％であり，同
時期の当院での成人患者の 25％や，小児がん以外の小児

患者の 33.3％耐性率と比べて高かった．なお，各薬剤耐
性率は年次的に減少していた．VCMに対しては 100％感
受性を示した．
【考察】小児がん患者において S. mitis の菌血症は致死的
となり得るが，CFPM耐性菌の増加を考慮した早期のグ
リコペプチド系抗菌薬の投与と口腔ケアの介入が重症化の
防止に有用であった．
171 感西．成人侵襲性連鎖球菌感染症に対する臨床像
の菌種別検討

社会医療法人近森会近森病院感染症内科１），同
臨床検査部細菌検査室２），長崎大学熱帯医学研究
所臨床感染症学分野３），国立感染症研究所感染症
疫学センター４）

石田 正之１） 鈴木 基３） 柳井さや佳２）

吉永 詩織２） 森本 瞳２） 森本浩之輔３）

大石 和徳４）

【目的】成人侵襲性連鎖球菌感染症の菌種による臨床像の
違いを明らかにする．
【方法】高知市内の急性期病院で 2014年 1月から 2016年
12月の間，血液培養で連鎖球菌陽性となった症例を対象
とし，診療録情報から臨床情報を収集した．
【結果】対象例は 86例で，肺炎球菌（SP）17例，A群溶
連菌（GAS）9例，B群溶連菌（GBS）33例，C，G群溶
連菌（SDSE）27例であった．うち男性は SP 9例（53%），
GAS 7例（78%），GBS 18例（55%），SDSE 14例（52%），
年齢中央値は SP 81歳（24～93），GAS 51歳（15～82），
GBS 78歳（46～90），SDSE 84歳（71～101）であった．
基礎疾患を有する例は，SP 15例（88%），GAS 4例（51%），
GBS 33例（100%）SDSE 27例（100%）で，死亡例は SP
3例（18%），GAS 0例（0%），GBS 5例（12%），SDSE 0
例（0%）であった．β溶連菌の中で，劇症型の定義を満
たす例は，GAS 1例（14%），GBS 4例（12%），SDSE 1
例（4%）あった．感染様式としては SPでは肺炎を伴う
敗血症（36%）が，GAS，SDSEでは骨軟部組織感染症（57%，
52%）が，GBSでは菌血症（24%）が多く認められた．
【考察】近年，高齢者における侵襲性連鎖球菌感染症の増
加が報告がされている．今回の検討では発症年齢分布，基
礎疾患の状況，感染様式は従来の報告と類似する結果で
あった．一方で予後に関しては，GAS，SDSEにおいて従
来よりも良好な結果がえられた．今後さらに増加が懸念さ
れている疾患群であり，適切な検体採取の継続，継続的な
動向調査の継続は重要と考えられる．
172 感中．当院における Streptococcus dysgalactiae
subsp. equisimilis（SDSE）血流感染症の臨床的および
細菌学的検討

公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院
白田 全弘，井上 大生，丸毛 聡
羽田 敦子，福井 基成

【緒言】Streptococcus dysgalactiae subsp. equisimilis（以
下 SDSE）は，Lancefieldの分類で主に C群または G群
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に属するレンサ球菌群の一種であり，健常人の咽頭，皮膚，
性器などの常在菌であるが，近年，基礎疾患を有する成人
での壊死性筋膜炎や劇症型連鎖球菌感染症（streptococcal
Toxic Shock Syndrome：以下 STSS）としての報告が増
加している．今回，当院の血液培養から検出された SDSE
について臨床的および細菌学的検討を行ったので報告す
る．
【対象と方法】2015年 1月から 2016年 12月までの間に血
液培養から分離された SDSE 17例について，患者背景，感
染巣，検査所見，使用抗菌薬，薬剤感受性試験などについ
て後方視的に検討を行った．
【結果】男性 11例，女性 6例であり，年齢中央値は 75歳
であった．何らかの免疫能低下因子を有すると考えられる
患者は 9例（悪性腫瘍 3例，糖尿病 2例，慢性腎不全 2例，
肝硬変 2例）で，SDSE菌血症の既往は 3例において認め
られた．16例で来院時 38℃以上の発熱を認め，15例で
SIRS診断基準を満たした．感染巣としては，蜂窩織炎が
12例，関節炎が 1例，筋炎が 1例，3例は感染巣不明であっ
た．使用抗菌薬はペニシリン系が 12例，セフェム系が 3
例，その他が 2例であった．薬剤感受性試験では，ペニシ
リン（PCG）の最小発育阻止濃度は全て 0.06μg/mL以下
で低感受性株は認めなかったが，マクロライド系（クラリ
スロマイシンまたはアジスロマイシン）に 3例，テトラサ
イクリン系（ミノサイクリン）に 4例，リンコマイシン系
（クリンダイマイシン）に 3例が耐性（Rまたは I）を示
した．
【考察】SDSEによる血液培養陽性例は，何らかの免疫能
低下因子を有する高齢患者に多く，ほとんどの症例で SIRS
診断基準を満たした．今回の検証では壊死性筋膜炎や
STSSを来たした重症例や死亡例は認めなかったが，蜂窩
織炎を疑う場合は本菌も念頭に置いた早期の治療介入が必
要と考えられる．
174 感中．侵襲性肺炎球菌感染症の臨床背景と予後の
検討

神戸大学医学部附属病院感染制御部１），同 検査
部２）

時松 一成１） 小林 沙織２）

楠木 まり１）2）中村 竜也１）2）

【目的】血液より肺炎球菌が分離される病態は，侵襲性肺
炎球菌感染症（IPD）と呼び，感染症法においては 5類感
染症に位置づけられ，全例届出が義務付けられた．小児や
高齢者への肺炎球菌ワクチン接種が開始され，好発年齢や
患者背景が変化していると推測される．我々は IPDの臨
床背景を検討し報告する．
【方法】2013年 4月以降，血液から肺炎球菌が検出された
29例を対象とし，その臨床背景，治療抗菌薬，予後，ワ
クチン接種歴などについて調査した．
【結果】男性 19例，女性 10例で，2例が複数回発症して
いた．小児が 9例（32％），65歳未満の成人が 10例（34％），
65歳以上が 10例（34％），成人での年齢の中央値は 64歳

であった．患者背景ではステロイド剤などの免疫抑制療法
が 13例，固形癌の合併や既往が 12例，喫煙が 11例，糖
尿病 6例であった．尿中抗原検査の陽性率は 62％（8/13
例）で，病型では，菌血症のみが 13例（45％），肺炎合併
が 11例（38％）で，他に髄膜炎，胆道炎，関節炎の合併
例があった．院内発症を 7例認め，うち 6例は ERCPや
PTCDなどの消化管検査や治療後の菌血症であった．市
中発症例の平均入院期間は 15日で，菌判明後の治療薬で
は，ABPC，CTRX，CTXが多かった．死亡例が 2例あ
り，いずれも入院時に意識がなく 2日で死亡していた．ワ
クチン歴は小児では 9例中 4例，成人では 20例中 3例に
あった．PRSPは 29株中 13株認めた．
【考察】IPDは小児および 65歳以上の高齢者が多いとされ
ていたが，今回の検討では 65歳未満の成人が 1/3を占め，
成人では基礎疾患を有する症例が多く，免疫不全患者が約
半数を占めていた．気道が侵入門戸になることが多いとさ
れているが，我々の検討では，消化管検査や治療手技が IPD
発症の要因になる可能性も示唆された．血清型やムコイド
型と臨床背景の相関についても調査し報告する予定であ
る．
176 感中．中心静脈カテーテル挿入者への教育により
中心ライン関連血流感染発生率は減少するのか―系統的レ
ビュー―

兵庫県立尼崎総合医療センター ICT
大迫ひとみ，片岡 裕貴
遠藤 和夫，松尾 裕央

【目的】中心静脈カテーテル挿入術者への教育が，カテー
テル感染発生率を減少させるのか系統的レビューを行い，
本邦において術者への教育を行う有用性を評価する．
【方法】1）研究デザイン：系統的レビュー，2）組み入れ
基準：（1）研究の種類：前後比較研究も含めコントロー
ルが設定されたすべての研究（2）対象者：中心静脈カテー
テルを挿入する医師，看護師．（3）介入の種類：中心静脈
カテーテル挿入実施者にトレーニングを行う．3）アウト
カム：（1）全米医療安全ネットワークの診断基準を満た
した中心ラインカテーテル関連血流感染発生率，（2）実技
チェック等による挿入者のマニュアル遵守率．4）データ
ベース検索：医中誌．5）バイアスリスク評価：ランダム
化比較試験はコクランバイアスリスクツール，ランダム化
比較試験以外は RoBANSのバイアスリスクツールを使用
し，高リスク，低リスク，不明の 3つのドメインで評価す
る．
【結果】表題・抄録スクリーニング，本文適格基準評価を
行い，採用した文献は 5件であった．5文献の属性は，研
究デザインはランダム化比較試験 1件，前後比較研究 4件．
対象は研修医が 2件，医師が 3件．アウトカム指標は，ラ
ンダム化比較試験はパーフォーマンススコア，前後比較研
究 4件のうち 2件は穿刺成功率，2件は合併症発生率で
あった．ランダム化比較試験のバイアスリスクが高かった
項目は，患者と医療者の盲検方法の評価であった．前後比
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較研究でバイアスリスク高かった項目は，参加者の選択の
評価項目とアウトカム評価の盲検化であった．
【結論】感染率をアウトカム指標とした研究は報告されて
おらず，術者への教育がカテーテル感染の低減に効果があ
るという一次研究は得られなかった．中心静脈カテーテル
挿入術者への教育において，カテーテル感染をアウトカム
とした本邦での一次研究が必要である．
177 感中．医師の教育機会は自動尿量測定器の不適正
使用に関連する

大阪医科大学感染対策室
嶋 英昭，川西 史子，大井 幸昌
柴田有理子，中野 隆史，浮村 聡

【背景】自動尿量測定器（AUM）の使用が院内感染に影響
する可能性が指摘されており，一方で AUMの尿収集精度
に問題がある上に手動尿量記録よりも管理が煩雑であるた
めに，AUMの存在意義は乏しいことが報告されている．
当院では AUMが全ての病棟に存在しており，このたび
AUMの使用実態調査を行った．
【方法】2016年 4～7月に 2週間に 1回 ICT回診として各
病棟の AUM使用について抜き打ち調査を行い，AUM使
用例の患者背景だけでなく指示者背景や病棟管理体制まで
含めて検討した．AUMの使用に関して，尿量測定の場合
は尿量の診療記録がなされ活用されていること，蓄尿利用
の場合は蓄尿検査が依頼されていることをもって適正使用
と判断し，本基準を満たしていても尿道カテーテル留置例
や 2週間以上の長期 AUM使用指示例は不適正使用と判断
した．
【結果】609件の AUM使用が確認されたが，適正使用は
わずか 30件だった．分野別に AUM使用でみると循環器・
腎臓・消化器だけで全体の 65%を占めており，通常尿の
運搬や蓄尿してはならない揮発性有毒薬剤を含む化学療法
実施中の AUM使用が 31%に確認された．AUMの適正
使用例と不適正使用例とでは，年齢・性・リハビリテー
ション・化学療法・指示医の体液管理教育機会に統計学的
有意差があった（p＜0.01）．年齢・性・腎機能・リハビリ
テーション・日常生活動作・炎症・電解質異常などで調節
した多変量解析において，医師の体液管理教育機会は独立
した関連因子であった（オッズ比 40.0，95%CI11.4～191.2，
p＜0.01）．
【結論】当院では適正のない AUM使用が非常に多く，そ
の背景に医師への体液管理教育機会が乏しいことを見出し
た．
178 感西．集中治療に従事する医療従事者のスマート
フォンの保菌状況―横断研究―

倉敷中央病院救急 ICU
栗山 明

【目的】スマートフォンで医療情報の迅速な検索や慢性疾
患のモニタリング等が可能になった．汎用性が高いので，
スマートフォンは医療現場に浸透してきた．医療従事者の
携帯電話の 90％が保菌し，10～20％が院内感染症の起炎

菌であるという報告もある．また，携帯電話が細菌を媒介
するリスクも示唆されている．しかし，スマートフォンに
着目した同様の研究は 1報しかない．集中治療室に従事す
る医療従事者のスマートフォンの取り扱い方とその保菌状
況を本研究では記述する．
【方法】三次医療機関の 2件の集中治療室に勤務し，スマー
トフォンを有する医療従事者を対象とした．まず，スマー
トフォンと手指衛生に関する質問紙調査を行った．次に，
生理食塩水で浸軟させたスワブでスマートフォンのタッチ
画面をぬぐい，保菌している菌種を同定した．
【結果】70名の医療従事者のうち，スマートフォンを持つ
69名（医師 19名，看護師 47名，秘書 3名，薬剤師 1名）
が本研究に参加した．医療情報の検索が主たる目的で，20
名（29％）［医師 16名，看護師 3名，薬剤師 1名］がベッ
ドサイドでスマートフォンを携帯していた．スマートフォ
ンに触れる前および後で手洗いをする者はそれぞれ 5名
（7％）と 4名（6％），スマートフォンを定期的に消毒する
者は 6名（8％）であった．21件のスマートフォンからの
べ 24菌株（Bacillus sp. 8，CNS 14，α―Streptococcus 1，
Actinomyces 1）が検出されたが，院内感染の起炎菌は検
出されなかった．
【結論】集中治療室に勤務する医療従事者のスマートフォ
ンの約 30％は保菌していたが，病原菌は検出されなかっ
た．既存の研究と比較しても保菌率は低かった．しかし，
スマートフォンに触れる前後の手指衛生や消毒に関する意
識は低かった．
179 感西．洗浄後ファイバースコープの微生物汚染の
実態と対策

山口大学医学部附属病院感染制御部
枝國 信貴，松永 和人

【目的】院内のファイバースコープについて汚染の知見は
限られている．そこで，院内の各診療科で保有するファイ
バースコープの汚染実態の把握を目的に調査を実施した．
【方法】当院では過酢酸製剤を用いた自動洗浄機でファイ
バースコープを洗浄しているため過酢酸を中和する目的で
チオ硫酸ナトリウムを溶解した滅菌生理食塩水を浸した
ガーゼでファイバースコープ外表面を払拭しガーゼに付着
した微生物を抽出し血液寒天培地に培養した．またチャネ
ル孔については同様にチオ硫酸ナトリウムを溶解した滅菌
生理食塩水 20mL（上下部内視鏡は 50mL）で送水し同様
に培養を行い汚染状況の調査をした．
【結果】一部の下部消化管内視鏡の外表面より Corynebac-
terium，CNS，Bacillus が検出された．またチャネル孔
より Candida glabrata が複数回検出された内視鏡があっ
た．ERCP用胆膵ファイバースコープ表面から Staphylo-
coccus lugdunesis，Staphylococcus haemolytics が 検 出
された．これらのファイバースコープも外表面に軽微な破
損が認められた．また，十二指腸内視鏡からは Chryseobac-
terium meningosepticum，Delftia acidovorans が多数検
出されたが業者立ち会いで再度洗浄を行うことでこれら検
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出菌は認めなかった．
【結論】過酢酸製剤を用いた自動洗浄機で洗浄後にもかか
わらず内視鏡表面の汚染が判明した．原因としてファイ
バースコープ表面が破損の関与が考えられた．またチャネ
ル孔より複数回 Candida glabrata が検出された内視鏡は
内部破損，もしくはわずかに残留した洗浄剤や消毒剤の成
分が新たなコンディショニングフィルムを形成し，そこに
細菌が定着している可能性が考えられた．また皮膚常在菌
が検出された原因として素手でファイバースコープを触る
医療スタッフがあり，不適切なハンドリングが考えられた．
（非学会員共同研究者：敷地恭子；山口大学医学部附属
病院微生物検査室主任）
180 感中．医療従事者は自己の手指衛生遵守率を客観
的に認識できているのか

住友病院感染制御部
林 三千雄，藤原 広子
中井依砂子，幸福 知己

【背景】手指衛生は院内感染対策の根幹をなす部分であり，
近年は「手指衛生が必要な 5つの瞬間」を「直接観察」し
て，手指衛生遵守率（以下，遵守率）を測定し，現場にフィー
ドバックする手法がとられるようになってきた．これによ
り遵守率が向上したとの報告が多数寄せられる一方，十分
に遵守率が改善しない施設も見られている．当院でも 2012
年よりこのような手指衛生活動を行っているが，病院全体
の平均遵守率が 60％あたりから改善が鈍るようになった．
直接観察法の結果では手指衛生する職員と手指衛生しない
職員が固定してきていることが指摘され，また手指衛生出
来ていない職員への聞き取り調査では低遵守者は手指衛生
が出来ていないことの認識が欠如していることが疑われ
た．
【目的】医療従事者は自己の遵守率を客観的に捉える事が
出来ているのかを調査する．
【方法】一定期間，当院 A病棟看護師全員のの手指衛生遵
守率を測定し，各人ごとの遵守率を算出した．また，測定
期間中に各人ごとに自分の遵守率を予想してもらい，実測
値と予測値を比較した．各個人毎の遵守率測定には当院で
2015年より使用している自動手指衛生遵守率測定システ
ムを用いた．なお，同システムの測定する遵守率は，人に
よる遵守率測定とほぼ一致する結果が得られていることは
すでに以前の研究で示している．
【結果】2017年 4月 20日から 1週間，A病棟 31名の看護
師について，計 8,556回の手指衛生機会が観察された．各
看護師の遵守率は 59％から 95％までに分布しており，平
均は 80％であった．一方，予測遵守率は 50％から 95％
までに分布しており，平均は 74％であった．しかし両者
には相関は見られなかった（相関係数-0.104）．
【考察】医療スタッフは自分の遵守率を正確に評価するこ
とが出来ておらず，このことが病棟の平均遵守率をフィー
ドバックしても遵守率が向上しにくい一因となっている可
能性がある．

181 感中．POT法を利用した耐性菌等アウトブレイ
クサーベイランスが院内感染対策に有用である

国立病院機構名古屋医療センター感染制御対策室
片山 雅夫，後藤 拓也，鈴木奈緒子
荒川美貴子，濱田 博史，脇坂 達郎

【目的】PCR-based ORF typing法（以下，POT法）は PCR
（polymerase chain reaction）による細菌の分子疫学解析
法である．当院ではメチシリン耐性黄色ブドウ球菌（以下，
MRSA）および緑膿菌に対して POT法を用いた菌株同定
を行っている．POT法を用いた院内感染対策事例などを
紹介し同法利用の有用性を検討する．
【方法】POT法を用い，検査した分離株が同一遺伝子型で
あるか否かを判定した．入院患者で検出されたMRSAお
よび緑膿菌に対して POT法による遺伝子型を測定し，院
内伝播の可能性やアウトブレイクの発生の有無を検討し
た．
【結果】入院患者の 2016年度に細菌検査検体数は 3,924検
体でMRSAが検出されたのは 190件（4.84％）であった．
救命救急病棟や外科病棟などでは 4～7件（患者数）/月の
検出がみられることもあった．同一病棟において 7件/月
検出例では新規MRSA検出が 4例あり，院内伝播が疑わ
れたが，POT法により同一遺伝子型は 2例のみであり，ア
ウトブレイクには該当しなかった．緑膿菌では 2017年 2
月の 1カ月間の救命救急病棟での緑膿菌検出件数（患者数）
は 6件であったが，POT法ではすべて別々の遺伝子型を
呈し院内伝播はなかった．昨年度の検討ではMRSA，緑
膿菌ともにアウトブレイクはなかった．
【考察】大規模病院においては同一病棟内で複数例の
MRSAが検出される頻度は高く，アウトブレイクの判断
や監視において遺伝子型で菌株を判別する POT法は不可
欠となっている．また，緑膿菌は，免疫能の低下した患者
に院内感染症を引き起こす代表的な細菌であり，近年では
多剤耐性化の問題もあるため，院内感染対策が重要とされ
ている．POT法は耐性菌と同様，緑膿菌感染対策にも利
用でき，耐性化の予防や早期発見にも有用と考えられた．
【結論】POT法によりアウトブレイク警鐘事例に客観的な
データに基づいて，迅速に対策を講じることが可能となり，
同法は大規模病院での院内感染対策に不可欠と考えられ
た．
182 感西．結核病棟における Clostridium difficile in-

fectionの流行
独立行政法人国立病院機構東佐賀病院小児科

沖 眞一郎，小林 弘美
当院の結核病床は 30床で，福岡県南部，佐賀県の結核
患者を収容しています．2016年から 17年にかけての Clos-
tridium difficile（以下 CDI）の患者推移を示します．検
査はイムノクロマト法にて行っています．10月より徐々
に増加傾向を示し，1月には当院では 2名の死亡者を認め
ています．院内感染のアウトブレイクを疑い，3月に保健
所へ連絡，外部監査を受けることとなりました．一般的に
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言われるリスクファクターをあげています．2例の死亡症
例の経過表を示します．2名に共通することは，入院前よ
り抗生剤を使用されており，CDI発症後は，原因抗菌薬
を中止する目的で抗結核薬を中止していることです．その
ことにより，1例目は結核の増悪により死亡．2例目は急
性増悪の症例で 2週間程度の経過で死亡した症例です．外
部監査後の死亡症例です．2例ともに，消失・再発を繰り
返しています．10月からの全症例 20例を示します．赤字
で記載された患者が結核患者で，赤線の患者が死亡患者で
す．また増悪因子である PPIの投与は 20例中 5例に認め
ています．院内感染を疑い同一細菌かどうかを調べる目的
で，便の嫌気培養を行い感受性検査を施行しています．結
果は最低 2種類以上の細菌の関与が疑われる結果でした．
以下まとめです．
2017年 1月に 2名の CDI関連死亡の患者を認めた．前
年にわたって患者推移を調査したところ院内感染のアウト
ブレイクが疑われ，3月に保健所へ連絡，結果は明らかな
院内感染とは判断できないであったが，その後外部監査を
施行した．その後結核病棟においては入院時検査として，
CDI検査を実行している．依頼した細菌の遺伝子検査の
結果を提出します．すべての細菌はバイナリートキシン陰
性でした．結核病棟の入院時検査では 6割から 7割の患者
が CDIで入院することがわかりました．
183 感中．インターネットWebサイトを利用した微
生物検査情報発信に関する解析結果

神戸市立西神戸医療センター臨床検査技術部
山本 剛

【はじめに】微生物検査結果は文字と数値のみで表現され
るため解釈が難しい．特に検出機会の少ない微生物が分離
された場合や毎年のように検査方法が変更になる耐性菌情
報は更に判断を複雑にしている．検査結果はより具体化し
たものが良いが病態に応じた具体化した検査結果の発信は
あまり行われていないのが現状である．個人的ではあるが
2007年よりWebサイトを利用した微生物検査情報を発信
しているが，その情報が有益なものかどうか検証できてい
ない．今回は過去 3年間にWebサイトの訪問記録を解析
した結果報告をする．
【対象および方法】対象は 2014年 1月 1日から 2017年 4
月 30日の間にWebサイト「グラム染色道場」を訪問し
た 391,694件．ココログ解析ソフトにて検索内容と訪問者
属性，閲覧状況について解析した．
【解析結果】流入元は検索エンジンが最も多く 66.7%，検
索ワード上位 3つは「グラム染色道場」が最も多く 29.8%，
次いで「グラム染色」が 8.5%，「BVスコア」3.9%であっ
た．閲覧ページ上位 3つは最新ページが 31.8%，次いで
Lancefield分類の記事が 3.5%，血液培養の記事が 2.6%で
あった．訪問者は 20代が 58.8%，次いで 30代で 16.2%，性
別では男性 55.5%で，アクセス地域は東京都 21.2%，次い
で大阪府の 6.6%であった．訪問時間はウィークデーが殆
どで，閲覧時間は 16時台，11時台の順であった．訪問機

関は殆どが医療機関で，閲覧は PCが 53.3%，スマートフォ
ンが 46.3%であった．
【考察】結果より最新記事の閲覧者が多く，グラム染色に
関する情報や微生物検査の内容，報告およびその解釈に関
する情報を希望しているユーザーが多く見られた．多くの
ユーザーはウィークデーに PCおよびスマートフォンから
の情報検索を行っており，日常業務の中で微生物検査に関
する情報が不足していることが予測された．書籍や現場教
育だけでは微生物検査情報の共有は不足しており，ネット
配信による情報提供を継続することは有用であると思われ
た．当日は詳細な報告を予定している．
184 感西．原発事故現場における感染対策について

産業医科大学病院感染制御部
鈴木 克典

東日本大震災は 2011年 3月 11日に発生し，巨大な津波
と原子力発電所の爆発という 2つの大イベントが続きまし
た．
原発の緊急炉心冷却システムは，電力供給が完全に失わ
れたために機能せず，原子力事故を引き起こした．水素爆
発はプラントの 1号機，3号機，4号機で発生し，かなり
の量の放射性物質が大気中に放出された．原発をはじめと
する様々な企業に所属する多数の労働者が工場の安定化に
取り組んでいた．彼らは放射線だけでなく他の健康被害に
さらされていた．放射線被ばくを防止するためのプログラ
ムを実施したが，他の健康リスクを管理するための効果的
なシステムがなく，感染制御の専門家が健康リスク管理に
貢献しなかった．
産業医科大学は，2011年 5月から医師を重要免震棟に
派遣し，応急処置サービスを提供を開始した．
多くの労働者がプラントの重要免震棟内に休息し，スト
レス下にあり，栄養の偏りが懸念された．感染症に関して
インフルエンザウイルス，ノロウイルスなどが懸念された．
感染制御の専門家の関与と他の予防措置の実施は，原子
力事故の初期段階では不十分であった．
我々は，既存の感染リスクから労働者を保護するための
戦略的アプローチをとった．
詳細な助言を行い，可能な貢献をしました．感染対策を
総合的に実施しました．インフルエンザに対する労働者の
ほとんどを予防接種を行った．感染症対策のチェックリス
トを請負業者に提供しました．私たちは注意を払うべき健
康状態のリストを彼らに提供し，定期的に労働者の健康状
態をチェックするよう促しました．感染症が発生した場合，
関係する請負業者に対し，発生を防止するための根本的な
原因と対策を報告するよう要請した．感染対策を実践した．
185 感西．HTLV-1定量検査におけるデジタル PCR

法とリアルタイム PCR法の比較
長崎大学病院検査部１），長崎大学大学院医歯薬学
総合研究科病態解析・診断学分野２）

吉田 彩香１） 長谷川寛雄１）2）山川 壽美１）

山川 智弘１） 賀来 敬仁１）2）小佐井康介１）2）
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栁原 克紀１）2）

【はじめに】HTLV-1は成人 T細胞白血病（ATL）や HTLV-
1関連脊髄症などに代表される HTLV-1関連疾患の原因ウ
イルスである．HTLV-1感染に関する検査として，抗
HTLV-1抗体検査や HTLV-1プロウイルスを検出する核
酸検査がある．長崎県は HTLV-1感染のエンデミックエ
リアであり，本施設では抗体検査だけではなく HTLV-1
プロウイルス核酸検査も実施している．HTLV-1プロウイ
ルス核酸検査はリアルタイム PCR（qPCR）法により
HTLV-1感染細胞数の推定が可能であるが，プロウイルス
量が少ない場合は 2倍以下のコピー数の違いを求めるのが
困難である．近年，新しい定量 PCR法としてデジタル PCR
（dPCR）法が開発・普及してきており，サンプル中の核
酸コピー数を直接算出することが可能となった．今回我々
は dPCR法を用いた HTLV-1プロウイルス定量法の検討
を行った．
【対象および方法】対象：HTLV-1感染患者由来単核球
DNAおよび HTLV-1感染細胞株 DNA．方法：DNAと
PCR Master mixを混合し，HTLV-1プロウイルス DNA
及び内部コントロール遺伝子のコピー数を qPCRおよび
dPCRにて算出した．その結果を用い HTLV-1プロウイル
ス感染率を算出した．検討内容：qPCRおよび dPCRにお
ける測定値の日差再現性及び相関性．
【結果】日差再現性は，qPCRの内部コントロール CV%：
16.9%，プロウイルス CV%：22.5%であった．一方 dPCR
の内部コントロール CV%：5.0%，プロウイルス CV%：
13.1%であり，日差再現性は dPCRの方が優れていた．ま
た qPCRと dPCRのプロウイルス感染率の相関係数は
0.9526と良好な結果が得られたが，プロウイルス感染率が
qPCRにおいて 100％を超えるようなサンプルでは結果に
乖離が見られた．
【まとめ】dPCRの再現性は qPCRと比較して良好であり，
測定結果は相関性が高く，良好な結果が得られた．しかし，
ウイルス感染率が 100％を超えた場合は dPCRの値が
qPCRの値よりも低値となる傾向があった．今後は HTLV-
1プロウイルス感染率の乖離の原因を解析していくことと
した．
（非学会員共同研究者：佐々木大介，上野友郁，松本成
良，山内俊輔；長崎大学病院検査部，宇野直輝；長崎大学
病院検査部，長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解
析・診断学分野）
186 感西．RSウイルスの欠損型 Pは RSウイルスの
ポリメラーゼ活性を阻害する

久留米大学医学部感染制御学講座
八板謙一郎，原 好勇
柏木 孝仁，渡邊 浩

【目的】RSウイルス（RSV）は乳幼児期における重要な
病原体であり，乳児に感染すると細気管支炎や肺炎といっ
た重篤な症状を引き起こす場合がある．しかし，有用な抗
ウイルス薬，ワクチンがないため未だ治療・予防法が確立

されていない．そこで当研究室では，ウイルスの構成成分
を用いた，いわゆるウイルスのウイルスによる阻害という
手法でウイルス阻害物質を探索している．これまでの研究
で，RSVのポリメラーゼ活性化に働く Pに変異を入れた
「欠損型 P」がポリメラーゼ活性を著しく阻害することを
見出した．今回，欠損型 Pの解析をさらに進め，その作
用機序の解明を試みた．
【方法】実験系には RSVミニゲノム系を用いた．RSVの
L，P，N，M2-1，モデル RNAおよび欠損型 Pを発現す
る各プラスミドを BSR T7/5培養細胞へトランスフェク
ションし，24時間後にモデル RNAから発現するルシフェ
ラーゼを定量しポリメラーゼ活性の指標とした．
【結果および考察】欠損型 Pのポリメラーゼ活性阻害作用
は C末側領域にあることが分かった．阻害効果の発揮に
は少なくとも Pの 3つの機能部位である 4量体形成部位
（120～150 aa），N結合部位（160～180 aa），L結合部位
（212～241 aa）が必須であることが分かった．これらの結
果から，欠損型 Pは P，N，Lを標的とし，ウイルスの核
酸タンパク質複合体（RNP）の合成を阻害するものと予
想される．
188 感西．微小重力下における宿主―病原体の相互作
用解析モデルの構築―

山口大学大学院医学系研究科ゲノム・機能分子解
析学講座

白井 睦訓，浅岡 洋一
宇宙船内環境における微生物感染は，宇宙飛行士の健康
に深刻な影響を与えるリスク要因である．近年，微小重力
下で宿主に対する微生物の病原性の増悪が報告されるな
ど，宇宙環境では宿主（ヒト）―病原体の相互作用の変化
が微生物感染リスクに深く関わることが明らかになってき
た．しかしながら，微小重力が宿主―病原体の関係性へ影
響を及ぼすメカニズムについては依然として不明な点が多
い．これまでに JAXAを中心に小型魚類をモデル生物と
した宇宙実験用の装置・器具の開発が精力的に進められて
おり，地上飼育メダカと宇宙飼育メダカの比較解析は，宇
宙環境のヒトへの影響を研究する優れた動物モデル実験系
として認知されている．こうした背景のもと，浅岡らは最
近メダカを用いた解析により，Hippoシグナルの標的分子
YAPが三次元臓器形成に必須の重力耐性遺伝子であるこ
とを見出した［Porazinski et al . Nature（2015）］．そこで
我々は培養細胞およびメダカを用いた細菌感染モデルを構
築し，擬似微小重力環境あるいは地上における Hippo-YAP
シグナル伝達系の発現解析を検討することとした．予備実
験として，RNA-sequencing法によりメダカ野生型と YAP
変異体との間の比較トランスクリプトーム解析を行った結
果，いくつかのシグナル伝達系の構成因子に顕著な発現変
動が確認された．現在，特に免疫系のシグナル伝達分子に
着目して解析を進めている．今後は，サルモネラを感染さ
せたメダカ胚を擬似微小重力環境あるいは地上で飼育し，
転写産物を抽出して RNA-sequencing法による網羅的な
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転写産物の比較解析を行い，最終的には微小重力環境にお
ける宿主―病原体の相互作用変化の新たな分子機構の解明
に迫ることを考えている．
189 感中．全自動核酸抽出増幅検査システム（BD

MAX）を用いた Clostridium difficile toxin B DNA検出の
有用性

市立豊中病院中央診療局臨床検査部
笹垣 貴美

【目的】Clostridium difficile（CD）は抗菌薬関連下痢症の
主要原因菌であり，院内感染対策上重要な菌とされている．
一般的に用いられているイムノクロマト法による toxin検
出は感度が低いことが指摘されており，当院では培養法を
併用して得られた分離培養株を用いて再度 toxin検出を
行っている．しかし，結果を得るまでに時間を要するため
院内感染対策上，難点となっている．今回，早期に検出可
能な全自動核酸抽出増幅検査システム（BD MAX）を用
いた C. difficile toxin B DNA検出の有用性について検討
した．
【方法】2016年 6月 1日から 2017年 1月 31日までに CD
toxin検査依頼のあった便検体 239検体のうち，迅速診断
キット（GEテストイムノクロマト―CDGDH/TOX「ニッ
スイ」，日水製薬）にて GDH抗原陽性・CD toxin陰性と
なった 22検体を対象とし，全自動核酸抽出増幅検査シス
テム（BD MAX，日本 BD）で測定した．同時に CCMA
培地（極東製薬）にて培養を実施し，分離培養株を用いて
再度，迅速診断キットにて測定した結果と比較検討した．
【成績】22検体中，BD MAXで toxin B DNA陽性は 12
検体，陰性は 10検体であった．培養法にて発育を認めた
19検体において分離菌株よりイムノクロマト法を実施し
た結果，toxin陽性が 6検体，陰性が 13検体であった．発
育を認めなかった 3検体においては BD MAXで toxin B
DNA陰性であった．
【結論】イムノクロマト法のみでは検出できなかった toxin
の検出が可能であり，培養法での再検査は結果を得るまで
に 2～3日を要するが，全自動核酸抽出増幅検査システム
（BD MAX）では約 2時間と迅速に結果を得ることが出来
る．簡便かつ短時間に C. difficile infection（CDI）の診断
に有用であり，速やかに適切な感染対策を遂行出来るとい
う観点からも有用であると思われる．
191 感西．グラム陽性球菌菌血症におけるMRSA選
択分離培地の有用性について

健和会大手町病院感染症内科１），同 臨床検査部２）

林 健一１） 永原 千絵２） 山口 征啓１）

【目的】グラム陽性球菌菌血症においてメチシリン耐性黄
色ブドウ球菌（MRSA）とメチシリン感受性黄色ブドウ球
菌（MSSA）の鑑別は非常に重要である．質量分析や遺伝
子検査にて両者の迅速鑑別は可能であるが一般病院でこれ
らの検査法の導入は容易ではない．今回一般の検査室でも
可能なMRSA選択分離培地を用いた簡便な迅速鑑別法の
有用性について検討した．

【方法】対象は 2016年 8月 24日から 2017年 9月 30日ま
でに血液培養にてグラム陽性球菌が検出された 311検体．
全て前向きに以下の方法にて検討を行った．1）検体を通
常の培地に加えてMRSA選択分離培地（BDクロムアガー
MRSAII寒天培地）に分離．2）24時間経過後にMRSA
選択分離培地のコロニーを観察し特有の赤紫色を呈した場
合に「陽性コロニー」，コロニーの形成を認めない場合「コ
ロニー陰性」，赤紫以外のコロニーは「他コロニー」と判
定．3）同時に通常培地のコロニーを用いてコアグラーゼ
テストを施行．4）菌種同定と感受性検査は通常法にて確
認．
【結果】311検体中MRSA選択分離培地のコロニー性状の
確認，コアグラーゼテスト，菌種の同定と感受性がすべて
評価可能であったのは 266検体であった．同定結果が
MRSAだったのは 21検体で，全てが「陽性コロニー」か
つコアグラーゼテスト陽性であった．「陽性コロニー」の
MRSA鑑別法としての感度は 100%，特異度 98.4%であっ
たが，偽陽性と誤記載の疑いを除くと特異度も 100%で
あった．
【考察】今回の方法を用いると血液培養検体陽性化 24時間
後にMRSAの鑑別が可能で，早期の抗菌薬 de-escalation
に有用と考えられた．
192 感中．当院における β溶血性レンサ球菌感染症の
臨床的特徴の検討

神戸市立医療センター西市民病院臨床検査技術
部１），同 総合内科２）

江上 和紗１） 王 康治２）

西尾 智尋２） 小西 弘起２）

【背景】β溶血性レンサ球菌はときに重症の侵襲性感染症
を起こす菌として知られており，これらの菌による感染症
の増加が近年報告されている．
【目的】β溶血性レンサ球菌の主要な 3菌種が検出された
症例の臨床的特徴を明らかにする．
【方法】当院で 2015年 1月から 2017年 5月の間に血液培
養で Streptococcus pyogenes（以下 GAS），Streptococcus
agalactiae（以下 GBS），Streptococcus dysgalactiae subsp.
equisimilis（以下 SDSE）が陽性となった 47例（GAS 12
例，GBS 9例，SDSE 26例）を対象とし，年齢・基礎疾
患の有無・感染臓器等について後ろ向きに検討した．
【結果】年齢の中央値は GAS 66.7，GBS 84.1，SDSE 83.6
であり，GASでは比較的若年であった．感染臓器は，GAS，
GBS，SDSEで皮膚軟部組織感染（55.6%，33.3%，65.4%），
骨関節（33.3%，25.0%，7.7%），尿路感染症（0%，16.7%，
3.8%）感染巣不明（11.1%，16.7%，11.5%）であった．基
礎疾患を有する症例は（11.1%，41.7%，69.2%）であった．
蜂窩織炎症例では，血液培養が採取された段階で感染巣が
特定されず，後に皮膚所見が明らかとなった症例が散見
（GAS 2/3例，GBS 2/5例，SDSE 3/16例）された．SDSE
では，適切な抗菌薬治療にも関わらず再燃した例（2/16
例）がみられた．
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【考察】GBSではほかに比べ尿路感染症，感染巣不明の割
合が多くみられた．GBSや SDSEでは高齢で基礎疾患を
有する例が多く，過去の報告に類似する結果となった．初
診時に皮膚所見が明らかでない蜂窩織炎症例や感染巣が特
定されない例，SDSEでは再燃例も存在し，注意を要する
と考えられた．
193 感西．MRSA菌血症における SCCmec typeの変
化

長崎大学医学部医学科１），長崎大学病院検査部２），
同 第二内科３），長崎大学病院感染制御教育セン
ター４）

石毛 昌樹１）2）賀来 敬仁２） 小佐井康介２）

宮崎 泰可３） 泉川 公一４） 迎 寛３）

栁原 克紀２）

【背 景・目的】我 々 のMRSA菌 血 症 の 2003～07年 と
2008～11年の比較において，血液培養で検出されたMRSA
の SCCmec typeに変化があることが明らかとなった．そ
こで，その後の経時的変化を把握するためにMRSA菌血
症の臨床検討を行った．
【対象・方法】2011年から 2015年の 4年間に，長崎大学
病院で血液培養からMRSAが検出された 87症例を対象と
した．血液培養提出日を基準に，患者背景，使用抗菌薬お
よび予後を調査した．また，保存菌株については realtime
PCR法で SCCmec typingを行い，一部の菌株については
次世代シーケンサー（Ion PGM）を用いて whole-genome
MLSTを行った．
【結果】患者平均年齢は 68.3±14.4歳，男性 59例（67.8%），
女性 28例（32.2%）であり，入院診療科は呼吸器内科，消
化器外科，心臓血管外科がともに 10例（11.5%）と多かっ
た．30日以内の使用抗菌薬は，MEPMが 23例（26.4%）
と最も多く，次いで VCM：15例（17.2%），TAZ/PIPC：
14例（16.1%）であった．血液培養提出後 7日以内に使用
された抗MRSA薬は，VCM：41例（47.1%），DAP：13
例（14.9%），LZD：13例（14.9%），TEIC：4例（4.6%），
ABK：1例（1.1%）であり，15例（17.2%）では抗MRSA
薬が投与されていなかった．全期間死亡率は 25.3%，30日
以内死亡率は 16.1%であった．保存菌株 67株を解析した
ところ，SCCmec I：27株（40.3%），II：15株（22.4%），
III：1株（1.5%），IV：24株（35.8%）で あ り，2003～07
年および 2008～11年と比較して経時的に SCCmec IIは有
意に減少し，SCCmec Iおよび IVが増加していた．
SCCmec I株のうち 17株で whole-genome MLSTを行っ
たところ，いずれも ST8であった．
【考察】当院で血液培養から検出されたMRSAでは，
SCCmec typeが経時的に変化していた．海外においても
SCCmec IIが減少して，IVが増加していることは報告さ
れているが，本検討では SCCmec Iが増加しており，更
なる検討が必要である．未解析の SCCmec I株を whole-
genome MLSTおよび POT法で解析して報告する．

195 感西．グラム染色が診断に直結した稀な起炎菌に
よる感染症の 2例

県立広島病院総合診療科・感染症科
広沢 秀泰，谷口 智宏，岡本 健志

【背景】稀な起炎菌による感染症では，通常の培養検査の
みでは起炎菌をとらえきれない場合があるが，グラム染色
の併用により的確な診断に結びつくことがある．
【症例 1】2型糖尿病があり，来院 1カ月前に膵体部癌の手
術を施行した 80歳女性．発熱と左腰部違和感のため受診．
膀胱刺激症状はなく，38℃の発熱，左腰部の叩打痛を認
めた．血液検査でWBC 16,700/μL，CRP 19.3mg/dL，尿
グラム染色で白血球と多数のグラム陰性双球菌を認めた．
直近の入院歴と抗菌薬暴露歴から Acinetobacter 属と推
定し，メロペネムで治療を開始した．翌日，尿好気培養で
は検出されず，嫌気培養を追加した．治療により経過良好
で，2週間の抗菌薬治療終了時に Veillonella 属と同定さ
れた．
【症例 2】特に既往のない 69歳の男性．感冒症状の先行後
に発熱と悪寒，呼吸苦を認め救急搬送．40℃の発熱，呼
吸数 30回/分，SpO2 98%（10Lマスク）で右下肺にクラッ
クルを聴取．WBC 9,000/μL，CRP 1.2mg/dL，CT検査で
両下肺に浸潤影あり．喀痰グラム染色で，扁平上皮なし，
白血球多数，Corynebacterium 属を疑うグラム陽性桿菌
を多数認めた．アンピシリン・スルバクタム，バンコマイ
シンを併用して治療開始したが，翌日皮疹が出現したため
バンコマイシン単剤とした．その後 Corynebacterium pro-
pinquum と同定，同菌による肺炎と診断し，経過良好の
ため 1週間の抗菌薬投与で終了した．
【考察】嫌気性菌による腎盂腎炎は稀で，Veillonella 属の
報告はほとんどない．グラム染色で見えた菌が培養されず，
嫌気培養を依頼したことが診断に結びついた．C. propin-
quum による市中肺炎の報告は散見されるが稀である．Co-
rynebacterium 属は常在菌のため通常重視されないが，グ
ラム染色で起炎菌であると考えた．グラム染色は，的確な
診断，治療に欠かせない．
199 感 中．血 液 由 来 Acinetobacter baumannii の

POT法とMLSTによる遺伝子型の比較
大阪市立大学大学院医学研究科細菌学１），同 医
学研究科感染症科学研究センター２），国立感染症
研究所薬剤耐性研究センター３），森ノ宮医療大学
保健医療学部臨床検査学科４），大阪市立大学医学
部附属病院感染制御部５），大阪市立大学大学院医
学研究科臨床感染制御学６）

榮山 新１）2）老沼 研一１）2）鈴木 仁人３）

佐藤佳奈子１） 佐伯 康匠４） 中家 清隆５）

滝沢恵津子５） 仁木 誠５） 仁木満美子１）2）

山田 康一２）5）6）柴山 恵吾３） 掛屋 弘２）5）6）

金子 幸弘１）2）

Acinetobacter spp.は，院内感染の原因菌として重要な
グラム陰性桿菌の一つであり，近年，多剤耐性菌の出現が
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世界的に大きな問題となっている．本学附属病院では，2011
年 6月から 2014年 12月までの期間中に，様々な原疾患を
有する患者の血液から，13株の Acinetobacter spp.が分
離された．rpoB の遺伝子配列の結果から，Acinetobacter
baumannii 4株，Acinetobacter pittii 4株，Acinetobacter
soli 2株，Acinetobacter ursingii 1株，Acinetobacter GS
13BJ/14TU 1株，Acinetobacter nosocomialis 1株であっ
た．また，POT（PCR basedOpen Reading Frame Typing）
法による遺伝子型を解析した結果，A. baumannii 4株の
うち 3株で同一遺伝子型を示したが，同 3株のMLST
（Multilocus Sequence Typing，Pasteur）解析の結果，ST
25（3-3-2-4-7-2-4），ST138（3-3-7-26-7-1-4），ST911（3-1-5-1-
7-1-4）と異なる株であることが明らかとなった．3株中最
も遺伝的に近い ST25と ST138でも 3 locusの相違が見ら
れることから，遺伝子学的に同一性は否定できると考えら
れる．一般に，POT法は解像度の高い手法として知られ
ており，集団発生などにおいて，簡便で有用な方法である．
しかしながら，本例のように，MLSTで異なると判定さ
れた株が，同一の POT型を示す場合があり，解釈には注
意が必要であると考えられた．
201 感西．当院における放線菌症症例の検討

大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座
橋永 一彦，宇佐川佑子，山末 まり
吉川 裕喜，梅木 健二，濡木 真一
安東 優，平松 和史，門田 淳一

【背景】放線菌症の診断には，放線菌の検出，硫黄顆粒の
証明，または組織での証明が必要である．このうち放線菌
の検出は，臨床検体からの培養同定が容易ではないため，
困難な場合も多い．しかし近年，MALDI-TOF MSの普
及により，各種培養検体からの放線菌同定件数が増加して
いる．今回，当院における放線菌症の検討を行った．
【方法】2001年 1月から 2016年 12月までの期間に当院で
放線菌症と診断された症例を対象とした．なお当院では
2013年にMALDI-TOF MSが導入されており，対象期間
のうち，導入前の 11年間を前期，導入後の 4年間を後期
とした．放線菌症症例の診断方法や治療，予後について検
討した．
【結果】放線菌症と診断された症例は，発症部位別に頸部・
顔面 6例，胸部 4例，腹部 1例，骨盤部 5例の計 16例で
あった．放線菌症の診断の根拠としては，前期には組織診
11例，放線菌の同定 2例であったのに対し，後期には組
織診 1例，放線菌の同定 2例となり，放線菌の同定による
診断例の割合が増加していた．当院検査部にて検査が行わ
れた全培養検体より放線菌が培養同定された件数は，前期
は 2件であったが，後期には 32件と急増していた．治療
抗菌薬は，多くの症例で ABPCや AMPC等のペニシリン
系薬が選択されていた．抗菌薬投与期間は，病巣部の外科
的切除を実施した症例の一部を除く多くの症例において 3
カ月以上の長期間の投与を要していた．
【考察】今後MALDI-TOF MSの普及等により，放線菌の

培養同定件数が増加することが予想されるが，その中には
口腔や消化管の定着菌の検出例も混在している可能性を考
慮する必要がある．真の放線菌症である場合，特に外科的
縮小を実施しない症例においては長期間の抗菌薬投与が必
要となる．放線菌が培養同定された場合には，適切な治療
方針決定のために，感染か否かの慎重な判断が重要と考え
られる．
202 感西．猫ひっかき病血清診断 IgM-ELISAの確立
とその有用性

山口大学大学院医学系研究科保健学専攻病態検査
学講座１），同 医学系研究科保健学専攻基礎検査
学講座２）

大津山賢一郎１），柳原 正志２），常岡 英弘１）

【目的】猫ひっかき病（CSD）は Bartonella henselae によ
る感染症で，本症の診断には，血清学的診断法である間接
蛍光抗体法（IFA）が有用である．しかし特に IgM-IFA
は感度が低いため，高感度 IgM-ELISAの開発が求められ
ている．我々は，界面活性剤 N―ラウロイル―サルコシン（サ
ルコシン）処理による B. henselae 抗原抽出法による
ELISAの開発を進めている．今回サルコシン不溶沈殿物
を抗原とした IgM-ELISAを確立し，従来の IFA（自家製）
と比較すると同時にその有用性を検討した．
【方法】1．IgM-ELISAの使用抗原：B. henselae ATCC
49,882株のサルコシン処理後の不溶沈殿物をイオン交換ク
ロマトグラフィ DEAEで 170～330mM NaCl溶出中の蛋
白質を精製したものを抗原とした．2．対象検体：臨床的
に CSDが疑われた患者血清 47例（IFA陽性 21例：IgG
陽性・IgM陽性 10例，IgG陽性・IgM陰性 8例，IgG陰
性・IgM陽性 3例，IFA陰性 26例）と健常人血清 85例
について検討した．また精製抗原を SDS-PAGEやウエス
タンブロット（WB：IgM-IFA陽性 4例）で解析した．
【結果および考察】精製抗原の SDS-PAGE解析では 45kDa
付近以下のタンパク質で構成され，WBでは 8～10kDa付
近に強い反応蛋白が認められた．本抗原使用 IgM-ELISA
は健常人血清に対して，IgM-IFA同様，陽性例は認めら
れなかった（特異度 100％：0/85）．一方，患者血清では
感度は 64％（30/47）で，IgM-IFAの感度 28％（13/47）
より高率であった．即ち，IgM-IFA陽性 13例は全例 IgM-
ELISA陽 性，IgM-IFAで 陰 性 で あ っ た 17例 が IgM-
ELISA陽性となり，本 IgM-ELISAの CSD診断の有用性
が示唆された．
203 感西．猫ひっかき病検査診断における血清抗体価
測定と末梢血 PCR検査の併用の有用性について

山口大学大学院医学系研究科保健学専攻基礎検査
学講座１），同 医学系研究科保健学専攻病態検査
学講座２）

柳原 正志１），大津山賢一郎２），常岡 英弘２）

【目的】猫ひっかき病（CSD）原因菌 Bartonella henselae
は患者からの分離培養が困難であるため，CSDの検査診
断には間接蛍光抗体（IFA）法による血清抗体価測定が標
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準法である．リンパ節や膿などが得られた場合には PCR
法による B. henselae DNAの検出が合わせて行われる．し
かし，本症は適切な抗菌薬の投与によりリンパ節の腫脹や
発熱等の症状の改善が見込めるため，患者が小児の場合に
はリンパ節切除による確定診断などの患者に負担を与える
侵襲的な処置の選択が難しい場合も少なくない．一方，CSD
患者の末梢血から B. henselae DNAを検出した報告が散
見されるものの，その有用性については不明な点が多い．
本研究では，CSDの検査診断における末梢血 PCR検査の
有用性について検討した．
【方法】当施設に検査依頼のあった CSD疑い患者 80名を
対象に，IFA法による血清抗体価測定と rea-time PCR
（RT-PCR）法による末梢血から B. henselae DNAの検出
を行った．
【結果・考察】CSD疑い患者 80例中 17例（21.3%）で IFA
法が，11例（13.8%）で RT-PCR法がそれぞれ陽性となっ
た．全体では 80例中 22例（27.5%）が CSDの確定診断に
至った．本検討では，IFA法陰性の 5例の末梢血から B.
henselae DNAを検出した．このうち 4例は発熱とリンパ
節腫脹を伴う定型例で，1例はリンパ節腫脹を伴わない不
明熱（非定型例）であった．これらの症例では，確定診断
後，速やかにマクロライド系抗菌薬が投与され，症状の改
善がみられた．末梢血 PCR検査は単独では感度が十分で
はなかったものの，IFA法と末梢血 PCR検査の両者を併
用することで，CSDの確定診断率の向上を認めた．末梢
血 PCR検査は血清抗体価測定と同等の低侵襲な検査法で
あり，血清抗体価測定の結果が曖昧な場合でも，簡便に末
梢血から B. henselae DNAを検出できる利点がある．CSD
検査診断の first stepとして，血清抗体価測定と末梢血
PCR検査を同時に実施することが強く推奨される．
204 感中．菌数を敗血症の新規バイオマーカーとする
迅速検査システムの開発

富山大学医学部臨床分子病態検査学講座１），同
医学部感染予防医学講座２）

仁井見英樹１） 東 祥嗣２） 山本 善裕２）

【目的】敗血症の院内死亡率は 30%以上と予後不良である．
現在用いられているプレセプシン，プロカルシトニン，体
温，白血球数，CRPなどは臨床的な重症度と必ずしも一
致しない．これまでの敗血症のバイオマーカーは全てホス
ト（ヒト）側の反応をみているが，我々は菌数を直接定量
することが敗血症の重症度として最も理に適っているので
はないかと考えた．本研究の目的は，敗血症患者血液中の
菌数測定を可能とする方法を開発し，得られた菌数と従来
のバイオマーカーとを比較して，その実用性を評価するこ
とである．本研究は 2016年度の AMED産学連携医療イ
ノベーション創出プログラムに採択された．
【方法】菌数を正確に測定するため，eukaryote-made ther-
mostable DNA polymeraseを 用 い た bacterial DNA
contamination-free PCRと，Tm mapping法 の 2つ の 技
術を用いた．起炎菌同定（Tm mapping法）と定量とは

同時並行で行う．定量結果はコントロールとして用いた大
腸菌としての菌数となるが，Tm mapping法で同時に起
炎菌が同定されるので，この起炎菌の 16S ribosomal RNA
のコピー数で菌数を補正する．その結果，採血後 3時間半
程度で起炎菌の同定と定量結果とが同時に得られる．
【成績】敗血症患者 5名の治療前，治療後 24，72時間の菌
数の推移を調べた．その結果，感受性の高い抗菌薬を使用
した場合，24時間後に菌数は劇的に減少し，72時間後に
は更に減少した．それと同時に敗血症の病態の改善をみた．
一方で，他のバイオマーカーは菌数の減少とは逆に上昇す
ることもあり，必ずしも菌数の推移と一致しなかった．
【結論】我々は敗血症起炎菌を 3.5時間以内に同定・定量
する技術を開発した．本方法では抗生物質により短時間・
劇的に減少する血中菌量を定量することができ，治療効果
をリアルタイムに知ることができることが判明した．本方
法を発展させることにより，抗生物質の適正使用の早期判
断に貢献できる可能性がある．
205 感西．16S rRNA遺伝子による細菌叢解析を用い
た細菌感染関連胸水の菌種別にみた患者背景及び臨床的特
徴の比較

産業医科大学医学部呼吸器内科学１），同 医学部
微生物学２），長崎大学病院第二内科３）

畑 亮輔１） 川波 敏則１） 野口 真吾１）

福田 和正２） 内藤 圭祐１） 赤田憲太朗１）

齋藤 光正２） 迎 寛３） 矢寺 和博１）

【背景・目的】細菌感染関連胸水（細菌性胸膜炎，膿胸）の
主 な 原 因 菌 と し て，Streptococcus anginosus group
（SAG），嫌気性菌群などが知られているが，菌種による
臨床像の違いを検証した報告はない．本症例の約 30～40%
は培養困難のため原因菌が不明である．本検討では，細菌
感染関連胸水について培養に依存しない細菌叢解析法を行
いて菌種を推定し，菌種の違いによる臨床的特徴の差異を
明らかにする．
【対象・方法】2006年 1月から 2015年 12月の間に，当院
および関連施設で細菌感染関連胸水と診断され，胸水から
細菌叢解析法によって細菌 DNAが増幅された 30例を対
象とした．細菌叢解析法は，胸水から 16S rRNA遺伝子
を PCRで網羅的に増幅し，無作為に選択した 96クローン
についてそれぞれの塩基配列を決定後に相同性検索を行
い，菌種を推定した．細菌叢解析法により得られた最優占
菌種を一般細菌群，SAG群，嫌気性菌群の 3つに分類し，
診療情報をもとに 3群間での患者背景や臨床的特徴につい
て後方視的に検討した．
【結果】全 30例のうち，一般細菌群が 12例（40%），SAG
群が 6例（20%），嫌気性菌群 12例（40%）であった．患
者背景は，SAG群が年齢 81.2±6.1歳で，一般細菌群（67.5
±10.0歳），嫌気性菌群（59.9±13.7歳）と比較し高齢で
あった（p＜0.01）．基礎疾患では，一般細菌群では慢性呼
吸器疾患の合併が 7例（58.3%）にみられ，嫌気性菌群 2
例（16.7%）と比較し高頻度であった（p＜0.05）．また，発
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症から入院までの期間は，嫌気性菌群が一般細菌群と比較
し長かった（p＝0.0371）．最優占菌種が 80%以上を占め
た症例は，一般細菌群で 11例（91.7%），SAG群で 6例
（100.0%）と多く，嫌気性菌群では 2例（16.7%）と少なかっ
た（p＜0.01）．
【結語】細菌感染関連胸水に対する細菌叢解析による 3群
間比較において，年齢，併存疾患，発症から入院までの期
間，単独感染の有無に違いがみられ，各菌群の特徴となり
得ると考えられた．
（非学会員共同研究者：城戸貴志；産業医科大学医学部
呼吸器内科学）
206 感西．岡山大学病院における主要グラム陽性球菌
に対する抗MRSA薬の薬剤感受性動向（2012～2016）

岡山大学病院医療技術部検査部門１），同 感染症
内科２），同 感染制御部３）

能勢 資子１）3）草野 展周２）3）

【はじめに】MRSAは，依然として病院感染の原因菌とし
て重要な菌であり，治療や感染管理の面で問題となってい
る．しかし，臨床で抗MRSA薬を使用される症例は，
MRSA以外のグラム陽性球菌感染症の場合が多い現状か
ら今回我々は，2012年から 2016年までの 5年間に岡山大
学病院において分離された主要グラム陽性球菌 4菌種
MRSA，（00Staphylococcus epidermidis，Enterococcus
faecalis，Enterococcus faecium）における，抗MRSA薬
のうち CLSIの基準がある VCM，TEIC，DAP 4剤につ
いて薬剤感受性動向を検討した．
【対象と方法】2012年から 2016年までの 5年間に岡山大
学病院で各種臨床材料から分離し，薬剤感受性検査を実施
し たMRSA，S. epidermidis，E. faecalis，E. faecium 合
計 7,634株を対象とした．薬剤感受性試験は，DP栄研（栄
研化学）を使用し CLSI準拠による微量液体希釈法で測定
した．
【結果】抗MRSA薬の使用量（AUD）を経年的に比較す
ると，全体では増加しており，薬剤別に比較すると VCM
や TEICは増減が認められないのに対し，DAPと LZDは
増加が認められた．薬剤感受性は，VCMは，感性以外に
分布していた菌種は E. faecium のみでMIC≧8μg/mLを
示す株は，年間 0～7.1％を占めていた．それらの株はす
べてバンコマイシン耐性遺伝子 vanB保有株（持ち込み症
例）であった．他の菌種は，すべて感性であり年次的には
感性傾向であった．使用量の増加が認められた DAP，LZD
については，菌種ごとによる分布の差は認められるものの
すべて感性であり，経年的には感性傾向にあった．
【結論】抗MRSA薬 4薬剤について，抗菌薬使用量と薬剤
感受性動向を検討したが，使用量の増加に伴うMICのシ
フトは認められなかった．しかし，DAPや LZDについて
は，今後使用量の更なる増加も考え得るため，監視が必要
と考える．
（非学会員共同研究者：東恩納司，田坂 健，岡崎昌利；
岡山大学病院薬剤部，後神克徳，岡田 健；岡山大学病院

医療技術部検査部門）
207 感中．3次病院において Staphylococcus aureus

のペニシリン感受性結果はどの程度活用されているか
神戸大学医学部附属病院臨床検査部１），同 感染
症内科２），同 感染制御部３），神戸大学都市安全研
究センター４）

大路 剛１）3）4）楠木 まり１）3）海老沢 馨２）

中村 竜也１）3）小山 泰司２）

【Introduction】多くの Staphylococcus aureus は βラクタ
マーゼを産生することにより PCGや ABPCに誘導耐性を
獲得している．2012年 CLSIM100の改定からペニシリン
のMICsが≦0.12μg/mLから感受性と判定されても誘導
耐性を確認するために Disk zone edge testを施行するこ
とが推奨されている．しかし，判定には若干の慣れを必要
とし，感度は 100%ではないとされる．我々は微生物検査
室において Disk zone edge testを施行し，ペニシリン感
受性と報告した症例の中で実際に PCGまたは ABPCに
de-escalationさ れ て 治 療 さ れ た Penicillin sensitive S.
aureus：PSSAの原因疾患と検出検体を検討した．
【Method】 2016年 1月から 2017年 4月までに神戸大学
医学部附属病院微生物検査室において無菌検体および閉鎖
腔内膿瘍から検出された PSSAの原因疾患およびどこま
で de-escalationされたかを検討した．
【Result】対象期間内に PSSA感染症は 27症例認められた．
内訳は CRBSI：11例，皮膚軟部組織感染症および骨軟部
組織感染症 7例，感染性心内膜炎（Infective endocarditis：
IE）：3例，細菌性髄膜炎：1例，尿路感染症：1例，人
工透析由来血流感染症：1例，Occult bacteremia：1例，
胆道感染症：1例，肺炎：1例であった．このうち，7症
例のみ ABPCに de-escalationされていた．内訳は IE：2
例，人工透析由来血流感染症：1例，皮膚軟部組織感染症：
2例，髄膜炎：1例，硬膜外膿瘍：1例であった．
【Discussion】De-escalationされなかった症例では CEZへ
の de-escalationで十分とされていたと推測される．日本
の微生物検査室でどこまで S. aureus のペニシリン感受性
検査が必要とされているか，今後の検討が必要と考えられ
る．
209 感中．IMP型メタロ β―ラクタマーゼ産生大腸菌
に対する Carbapenem-Salvaging Therapyの検討

大阪大学医学部感染制御部
阿部隆一郎，萩谷 英大，吉田 寿雄
山本 倫久，明田 幸宏，朝野 和典

【背景】高度な薬剤耐性を示す Carbapenem-resistant En-
terobacteriaceae（CRE）は，近年世界各地に急速に広ま
りつつある．中でも，メタロ β―ラクタマーゼに分類され
る IMP-6産生 CREは西日本を中心に拡散しており，治療
法についての研究が急務である．今回我々は，IMP-6産生
菌に対するメロペネム（MEPM）・セフメタゾール（CMZ）
併用療法についてダブルディスクシナジー法（DDST）及
びチェッカーボード法により検討した．
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【方法】対象株は国内分離された IMP-6産生大腸菌 3株と
した．0.5 McFarlandに調整した菌液をミューラーヒント
ン培地に均一に接種し，MEPM及び CMZ含有ペーパー
ディスクを各々置いた後，37℃で 18時間培養し，阻止円
の大きさについて評価した．さらにMEPM/CMZの 2倍
希釈系列を用いたチェッカーボード法にて，MEPM/CMZ
の併用効果について評価した．Fractional inhibitory con-
centration（FIC）indexが 0.5以下の場合にシナジー効果
ありと定義し，triplicateで再現性を確認した．
【結果】DDSTでは全ての株についてディスク間距離 10
mm以内の条件下で，阻止円の変形を認めた．またチェッ
カーボード法でもすべての株で再現性をもって FIC index
0.5以下であった．
【考察】MEPM/CMZ併用療法は IMP-6産生 CREに対し
て有効である可能性が示唆された．IMPに対する CMZの
親和性が比較的高いことが，阻害剤として有効に機能する
理由であると推測されるが，併用効果の詳細なメカニズム
は不明である．CMZは ESBLによる加水分解を受けにく
く，ESBLが蔓延しつつある臨床現場においても阻害剤と
して応用可能であると考えられる．今後は殺菌曲線実験お
よび動物実験等でその有効性を評価していく必要がある．
211 感中．腸内細菌科細菌の PIPC/TAZ耐性化とカ

ルバペネム耐性化への抗菌薬曝露の影響
金沢医科大学病院薬剤部１），同 感染制御室２），金
沢医科大学臨床感染症学３）

多賀 允俊１）2）西田 祥啓１）2）薄田 大輔２）3）

河合 泰宏２）3）飯沼 由嗣２）3）

【目的】近年，腸内細菌科細菌の広域抗菌薬への耐性化が
進んでおり，特にカルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）
の増加が問題となっている．抗菌薬曝露がその一因とされ
ているが，耐性化例に対し症例ベースで検討した報告は限
られている．そこで今回，当院で使用している広域抗菌薬
である PIPC/TAZとカルバペネムに対し耐性化した腸内
細菌科細菌が検出された症例について抗菌薬曝露の影響を
検討したので報告する．
【方法】2014年 1月 1日～2016年 12月 31日に当院にて同
一患者から 2回以上検出された Enterobacter 属と大腸菌
の内，PIPC/TAZに対する感受性が「過去の検出→今回
の検出」で「感性→中間耐性または耐性」もしくは「中間
耐性→耐性」となった症例（PIPC/TAZ中間耐性・耐性
化例）と「過去の検出→今回の検出」で「非 CRE→CRE」
（CREは感染症法の判定基準に基づく）となった症例（CRE
化例）を対象とした．PIPC/TAZ，カルバペネム，β―ラ
クタム薬，抗菌薬について過去の検出から今回の検出まで
の投与歴の有無を調査した．
【結果】Enterobacter 属と大腸菌の PIPC/TAZ中間耐性・
耐性化例はそれぞれ 10例と 8例であり，CRE化例はそれ
ぞれ 4例と 2例であった．PIPC/TAZ中間耐性・耐性化
例の内，PIPC/TAZ，カルバペネム，β―ラクタム薬，抗
菌薬の投与歴有りはそれぞれ 6例（33%），5例（28%），15

例（83%），16例（89%）であり，抗菌薬投与歴が無くて
も PIPC/TAZ中間耐性・耐性化した例があった．CRE化
例ではそれぞれ 2例（33%），3例（50%），5例（83%），6
例（100%）であり，カルバペネムの投与歴が無くても CRE
化していた．
【結論】更なるデータ蓄積は必要であるものの，腸内細菌
科細菌の PIPC/TAZやカルバペネム耐性化防止にはこれ
らの広域抗菌薬の適正使用のみでは不十分であり，抗菌薬
全般にわたる適正使用の重要性が示唆された．
213 感西．ステロイドが有効であった免疫再構築症候
群を生じた生物学的製剤投与中の粟粒結核の 1症例

琉球大学医学部付属病院総合臨床研修・教育セン
ター１），琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸
器・消化器内科学講座２）

山入端一貴１） 鍋谷大二郎２） 山里 将慎２）

宮城 一也２） 兼久 梢２） 喜友名 朋２）

西山 真央２） 西山 直哉２） 橋岡 寛恵２）

上 若生２） 新里 彰２） 新垣 若子２）

金城 武士２） 古堅 誠２） 原永 修作２）

屋良さとみ２） 健山 正男２） 藤田 次郎２）

以前より結核治療中に生じた臨床的増悪に対するステロ
イド投与の有効性については報告が散見されていたが，近
年では生物学的製剤治療中の結核治療については呼吸器学
会の手引きでも病態悪化があれば免疫再構築症候群を疑い
ステロイドを併用するよう勧めている．今回，免疫再構築
症候群と思われる経過を辿った粟粒結核の症例を経験した
ので報告する．症例 32歳男性．2009年にクローン病と診
断され，インターフェロン γ遊離試験陰性と胸部 CTで異
常がないことを確認の上，インフリキシマブによる治療を
続けていた（最終投与は入院の 3週間前）．1週間持続す
る 38℃台の発熱，咳嗽と左胸水（胸部単純 X線写真）の
ため 5日前に近医から総合病院へ紹介された．胸部 CTで
左胸水に加え両側肺野に散在する粒状～小結節影を認め喀
痰抗酸菌塗抹検査で陽性を認めたため同日前医へ紹介さ
れ，結核 PCR陽性であったことから粟粒結核の診断で入
院し抗結核薬（4剤標準療法）を開始された．クローン病
の加療も併せて行うために当院へ転院となった（治療 6日
目）．前医では入院日以降は解熱しており当院入院後も発
熱は認めなかった．しかし入院 1週間（治療 2週間）頃か
ら 38℃前後の発熱を認めるようになり，薬剤熱を疑い標
準療法を一時中断したがその後も 40℃台の発熱が持続し
た．左胸水の増加や呼吸不全も認め，生物学的製剤使用中
の粟粒結核であったことから免疫再構築症候群を疑い，標
準治療を再開の後入院 19日（治療 24日）より全身ステロ
イド投与を開始した．開始 3日後には解熱が得られ，胸水
も減少し全身状態は速やかに改善した．排菌も入院時以降
認めておらず，入院 36日で退院となった．
214 感中．緊急手術となった腸結核による穿孔性腹膜
炎の 1例

公立陶生病院外科
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吉田 光一，川瀬 義久
腸結核患者において穿孔を来す率は全体の 1.2～7％と
されており比較的少ないが，その半数以上が抗結核薬治療
中に発生し，治療開始 1カ月以内の早期のことが多いとさ
れている．そのうち大半が回腸における穿孔である．消化
管穿孔を合併した症例においては致命的な経過をたどる可
能性もあり，状況に応じた適切な処置が必要となる．今回，
退院にて肺結核，腸結核に対して抗結核薬治療中に消化管
穿孔を来たし，緊急で手術を要した症例を経験したので報
告する．症例は 32歳男性，他院に胸痛を主訴に受診し CT
検査にて胸水，胸膜病変を認め，腹腔内のリンパ節腫脹も
認めた．また T-SPOT陽性であった．大腸カメラ施行し
回腸から上行結腸にかけて潰瘍性病変が多発していた．生
検では Ziehl・Nielsen染色は陰性，非乾酪性肉芽腫を認め
ていたため抗結核薬が開始された．2カ月たった段階で喀
痰の抗酸菌培養は陰性化していたが発熱があり Paradoxi-
cal reactionを疑い抗結核薬の内服が中止されている状態
だった．しかし，その後も急な腹痛が出現し撮影された CT
画像にて腹腔内遊離ガス，腸液の漏出を認め，緊急手術の
必要性があると判断されて当院へ転院搬送となった．腹腔
内の所見としては，腹膜炎の程度は軽かったが腹壁と腸管
の癒着が強く剥離を進めていくと膿瘍腔が確認でき，内部
より便汁の漏出を認めた．また，穿孔部は盲腸であった．
術後は速やかに炎症反応，理学所見の改善を認め，追加の
治療継続のため紹介元へ受診の方針となった．今回，腸結
核による消化管穿孔の 1例を経験し緊急手術により救命で
きたので文献的考察を含めて報告する．
215 感中．活動性肺結核に対する抗結核薬開始後に汎
血球減少を来たし急性骨髄性白血病と診断された 1例

大阪市立総合医療センター感染症内科
小西 啓司，笠松 悠，森村 歩
白野 倫徳，後藤 哲志

【症例】76歳，男性．
【主訴】咳嗽．
【現病歴】201X-1年に前医で診断された骨髄異型性症候群
（MDS）に対してメテノロンの投与によりWBC 1,000前
後，Hb 8前後，Plt 10万前後で推移していた．201X年 1
月頃より咳と痰が出現し，胸部 CTで胸水貯留を認めたた
め精査加療目的で 201X年 2月 28日に当院紹介受診．そ
の際の喀痰検査で抗酸菌塗抹が 1＋，結核菌 PCRが陽性
であったため活動性肺結核の診断で結核専門病院に転院と
なった．リファンピシン（RFP）600mg＋イソニアジド
（INH）300mg＋エタンブトール（EB）750mg＋ピラジナ
ミド（PZA）1,000mgで治療開始していたが，治療開 30
日目頃より汎血球減少が進行したため薬剤性を疑い抗結核
薬は中止となった．G-CSF製剤を 3日間投与したが，7日
間経過してもWBCが 850，Hbが 7.0，Pltが 4万と汎血
球減少の回復が認められないため精査目的に 4月 10日に
当院へ転院となった．
【入院後経過】末梢血スメアでは多数の芽球が観察され，骨

髄生検によりMDSからの急性骨髄性白血病（AML）と
診断した．活動性結核の治療中であり，独居で軽度の認知
症もあったことから AMLの治療は難しいと考えられ，本
人とも相談したところ積極的な治療を望まれなかったこと
から緩和療法の方針となった．抗結核薬を再開の上で 4月
21日に転院となった．
【考察】標準療法に用いられる抗結核薬のすべてに血球減
少の副作用があるが，特に RFPによる血小板や顆粒球減
少の頻度が多く，汎血球減少も起こし得る．本症例の汎血
球減少も当初は薬剤性が疑われた．汎血球減少が遷延する
場合は，粟粒結核や血球貪食症候群なども念頭に積極的に
骨髄検査を施行すべきである．最終的に AMLの診断に
至った本症例は貴重と考え報告した．
216 感西．診断に 1年の経過を要し，気管支狭窄の進
行と腫瘤形成を呈した肺結核症の 1例

産業医科大学医学部呼吸器内科学
中村 碧，池上 博昭，川波 敏則
生嶋 一成，高木 努，矢寺 和博

症例は 75歳，女性．脂質異常症で開業医を通院中．20
XX-1年 4月に近医から抗菌薬不応性の肺炎に対する精査
目的で当院を紹介受診した．胸部 CTでは右 S6に周囲に
小葉中心性粒状影を伴う浸潤影が認められ，インターフェ
ロン γ遊離試験陽性から，抗酸菌感染症が疑われた．頻回
の喀痰検査を行い，抗酸菌塗抹検査が 2度陽性（Gaffky 1
号）であったが，いずれも結核菌 PCR・培養検査が陰性
であったため，抗結核薬治療は行わず，経過観察とした．
その後も頻回の喀痰検査でも抗酸菌塗抹・培養検査は全て
陰性であった．画像上，浸潤影は増悪傾向であったため，
同年 9月に気管支鏡検査を施行した．右肺底区入口部は瘢
痕狭窄し，右肺下葉枝から気管支擦過，気管支洗浄検査を
施行したが，抗酸菌塗抹・培養検査も陰性であった．その
後，右下葉浸潤影は増大し腫瘤形成（68×62mm）を認め
たため，20XX年 1月に再度気管支鏡検査でも診断には至
らなかったため，同年 2月に外科的に腫瘤を切除した．腫
瘍の滑面は黄色充実性で内部は黄色の膿が多量に認められ
た．膿検体の抗酸菌塗抹検査・結核菌 PCRは陰性であっ
たが，腫瘍の病理所見で多核巨細胞を伴う類上皮細胞肉芽
腫が認められ，抗酸菌感染症が疑われた．膿検体に対して
抗酸菌 16S rRNA遺伝子に特異的なプライマーを用いて
PCRを行い，その塩基配列を検索したところ，Mycobacte-
rium tuberculosis が検出され，肺結核種と診断した．そ
の後，膿検体から数コロニーの抗酸菌が培養され，結核菌
PCRも陽性であった．
今回繰り返す喀痰検査，気管支鏡検査を施行するも確定
診断には至らず，外科的肺生検を施行し確定診断に至った
肺結核症の 1例を経験した．結核性気管支狭窄はよく知ら
れているが，約 1年の間，画像増悪にもかかわらず排菌も
なかったことから，病状の進行により気管支狭窄が顕著と
なったことで診断が困難となった可能性が示唆され，興味
深い症例と考えられた．
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（非学会員共同研究者：小田桂士，城戸貴志；産業医科
大学医学部呼吸器内科学）
217 感中．RFPを除く化学療法中に異なる耐性遺伝子
変異を持つ RFP耐性株が分離された耐性結核の 1例

NHO近畿中央胸部疾患センター臨床研究セン
ター感染症研究部１），NHO近畿中央胸部疾患セン
ター内科２），神戸市環境保健研究所３）

吉田志緒美１） 露口 一成１）

鈴木 克洋２） 岩本 朋忠３）

【背景】結核の多剤併用療法の有用性は，（1）各薬剤に対
する結核菌の耐性は一定の確率で起こる突然変異，（2）耐
性となる確率は系統の異なる薬剤間では独立する，という
セオリーに基づく．耐性結核の場合，その薬剤に対する耐
性度（MIC）は耐性薬剤を使用しない限り上昇しない．今
回われわれは，RFPを除く化学療法下において RFP耐性
結核のMIC値が変動する事例を経験した．
【症例】53歳男性，前医にてMDRTBと判明し，当院紹
介となる．当院初診時の分離株は高度 RFP耐性であった
（MIC＞32）．いったん排菌停止となり 1年後の再発時には
RFPのMICは 0.03であった．
【方法】分離株を対象にMiSeqによる比較ゲノム解析を行
い，VNTRパターンと耐性遺伝子変異の確認を行った．
【結果】初診時分離株は rpoB のコドン 176（V→F）を有
していたのに対し，再発時は V176L変異株であった．V176
L変異株が LVFX感受性であったのに対し，V176F変異
株は gyrA 変異を有する LVFX耐性でもあった．その後，
自己中断時に V176L変異株が分離され，LVFXを含む服
薬のコンプライアンスを遵守した場合に V176F変異株が
分離された．この患者から分離されたすべての株の VNTR
パターンは同一であった．
【考察】既報では rpoB の変異を持つ株の多くは gyrA 変
異を持つとされているが，本症例は LVFX服薬時におい
てキノロンと RFP間における薬剤相互作用により RFP耐
性度の上昇が誘導される現象と考えられた．
218 感西．粟粒結核加療中に血球貪食症候群を来した
ベーチェット病患者の 1例

福岡大学病院医学部総合診療部
廣瀬 繭子

【症例】79歳女性，主訴は発熱と胸水貯留．50歳時にベー
チェット病と診断され，以降プレドニゾロン（PSL）10mg/
日を内服していた．急性副腎不全等で当科に入院し，PSL
増量後病状落ち着いたため他院に転院していた．約 1カ月
前からの発熱，胸水貯留，呼吸状態が次第に悪化し，肺炎
を疑われ当科に再入院となった．入院時に酸素化の低下を
認め，レントゲン・CTにて小結節影の多発と胸水を認め
た．エンピリックにタゾバクタム/ピペラシリン（TAZ/
PIPC）を開始．第 5病日に喀痰塗抹検査よりガフキー 2
号（後に結核菌を検出），βDグルカン陽性であったため，
肺結核，肺アスペルギルス症を疑い，ミカファンギン
（MCFG）静注，イソニアジド（INH），リファンピシン

（RFP），エタンブトール（EB），ピラジナミド（PZA）の
内服を開始した．第 7病日に汎血球減少，CRP上昇，凝
固系亢進，肝障害があり，敗血症性 DICとしてトロンボ
モジュリンの投与を開始，抗菌薬の変更を行った．第 9病
日に血小板の著明な低下を認め，第 10病日に LDH 3,237
U/L，フェリチをン 6,040ng/mLと高値をであったため，
臨床的に血球貪食症候群（HPS）を疑った．PSL内服を
中止し，水溶性プレドニゾロン 200mg/day静注投与を開
始するも第 11病日に死亡退院となった．剖検病理結果よ
り肺に抗酸菌を証明し，肺，骨髄，肝，脾に乾酪性壊死を
認めた．また骨髄に組織球による血球貪食像を認めたため，
粟粒結核および血球貪食症候群と診断した．
【考察】本症例は抗結核薬による治療開始後数日で HPSを
来して死亡した稀な症例である．病態の機序は不明である
が抗結核薬に対する Hypersensitivity，粟粒結核に続発し
た HPS，副腎不全など様々な原因が考えられる．粟粒結
核の治療初期には急な病態変化が起こりうるため注意する
必要がある．
219 感西．当科における粟粒結核症例の臨床的検討

福岡大学病院呼吸器内科
中尾 明，平野 涼介，松本 武格
串間 尚子，石井 寛，藤田 昌樹
渡辺憲太朗

【背景・目的】近年の高齢化や基礎疾患の多様化に伴い，不
明熱の原疾患としても重要な粟粒結核にときに遭遇する．
今回，当科で経験した最近の粟粒結核症例の臨床的特徴に
ついて検討した．
【方法】2009年 4月から 2017年 4月までの 8年間に当科
で診断した 7例を対象とし，患者背景，症状，検査所見，
予後などに関して，同期間内に診断した粟粒結核以外の結
核症例 14例との比較検討を行った．
【結果】粟粒結核症例では，免疫抑制状態が他の結核症に
比べ有意に多かった．粟粒結核症例は食思不振や下痢と
いった消化器症状が多く，他の結核症より咳嗽が少なかっ
た．粟粒結核症例では他の結核症に比べて末梢血好中球比
率，血清 CRP，BUN，T-bil，LDH，随時血糖が高い傾向
に，一方末梢血リンパ球数，血清 TP，Alb，Na，Cl値は
低い傾向にあり，既報に合致する結果であった．各データ
について発症前と発症時との差を比較すると，粟粒結核は
他の結核症に比べ，発症時までの血清 CRPと随時血糖の
上昇率が高かった．また粟粒結核は有意に予後不良であり，
治療開始までの期間が予後に相関していた．
【結論】粟粒結核は既報に違わず予後不良であることが示
され，早期診断の重要性が明らかであった．免疫抑制状態
にある症例で不明熱を見た場合，粟粒結核も念頭に置き，
画像や検査所見とともに，発症前の検査所見との比較も必
要である．
220 感中．当院における結核診療の現状

国立病院機構金沢医療センター呼吸器内科
北 俊之，新屋 智之，市川由加里
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【背景】当院は金沢市中心部に位置する 554床の総合病院
である．結核病床を有しておらず，塗抹陽性患者は結核病
床を有する病院へ移送している．当院受診時に塗抹陽性が
判明する症例や入院中に塗抹陽性が判明し活動性肺結核と
診断される症例もある．
【目的】当院における結核診療の現状に関して検討した．
【対象と方法】2014年 1月～2016年 12月までに金沢医療
センターで結核と診断された 40症例を対象に，年齢，性
別，主訴，基礎疾患，抗酸菌検査の結果，治療方法，転院
の有無，転帰について電子カルテを基に後方視的に調査し
た．
【結果】性別は男性 22名，女性 18名．平均年齢は 73.6歳．
肺結核 30例，肺外結核（肺結核重複例を含む）10例であっ
た．基礎疾患（重複あり）は，悪性腫瘍 10例，心血管疾
患 10例，糖尿病 6例，脳血管疾患 6例，肺結核既往 8例
であった．ステロイド投与中に発症した症例は 4例，抗悪
性腫瘍薬投与中の発症は 2例，胸部放射線治療後の発症が
1例であった．受診時，自覚症状を認めなかった症例は 15
例（胸部異常陰影 12例，IGRA陽性 3例）であった．抗
酸菌塗抹陽性 24例，抗酸菌塗抹陰性 16例であった．初期
治療は A法 12例，B法 22例，その他 2例，未治療 4例
であった．塗抹陽性患者 24例は結核専門病院に転院した．
当院入院中，死亡後に抗酸菌培養陽性が判明した症例は 4
例であった．
【考察】結核病床を有さない当院では，排菌陽性結核患者
は全例速やかに結核専門病院へ転院となった．
【結語】呼吸器内科以外の診療科の入院患者で診断が遅れ
た症例が存在したことから，基礎疾患や多くの併存疾患を
伴う入院患者に対して各科が連携し早期診断に努める必要
があると考えられた．
221 感西．2008年から 2017年の約 9年間で久留米大

学病院小児科外来にコッホ現象疑いとして紹介された 50
症例の検討

久留米大学医学部感染制御学講座１），同 医学部
小児科学講座２）

多々良一彰１）2）後藤 憲志１）2）中嶋 洋介２）

寺町麻利子２） 津村 直幹２） 渡邊 浩１）

【背景，目的】久留米大学病院は福岡県筑後地区の予防接
種センターと小児感染症専門外来の役割を担っており，一
般開業医で接種困難と思われる症例の予防接種や，専門医
の診察が必要な症例の診察，治療を行っている．BCG接
種直後に生じる局所の発赤，すなわちコッホ現象は結核既
感染の可能性があり，筑後地区では同現象を疑った場合，
久留米大学病院に紹介していただき判定を行う方針をとっ
ている．今回，当院に紹介となったコッホ現象疑いの症例
50例について，とくに BCG接種の定期接種としての期間
が変更となった 2013年 4月以降で紹介数や最終的な診断
にどのような変化があったか検討を行った．
【対象，方法】2008年 1月 1日から 2017年 3月 31日の約
9年間で久留米大学小児感染症外来にコッホ現象疑いとし

て紹介となった 50症例を対象とし，最終的な診断とその
後の経過について電子カルテを用いて後方視的に検討し
た．
【結果】対象期間中にコッホ現象疑いで紹介された症例は
50例（月齢 1～12カ月，中央値 6カ月）であり，2013年
4月以降に紹介されたのは 30例であった．結核感染の判
断はツベルクリン反応試験にて行い，胸部画像検査（Xp，
CT），結核特異的 IFNγ測定を補助検査として行った．結
核既感染と判断された 8例のうち，肺結核が 1例，潜在性
結核が 7例であった．また 8例中，2013年 4月以降に結
核既感染と診断されたのは 7例であった．治療に関しては，
肺結核には INH＋RFP＋PZA 2カ月間内服＋その後 INH
＋RFP 4カ月内服を，潜在性結核には INH 6カ月内服で
行い，治療開始後 2年間は管理健診を行った．
【考察】紹介数，実際に感染していた症例数ともに 2013年
4月以降に増加を認めていた．理由の一つとして接種推奨
期間が 3カ月以降から 5カ月以降に変更となったことが関
与している可能性が示唆された．
222 感西．胸水中に高い Galecitin-9を認めた結核性
胸膜炎の 1例

吉備国際大学１），国立病院機構仙台医療センター
呼吸器内科２），仙台市立病院呼吸器内科３）

服部 俊夫１） 宇佐美 修２） 芦野 有悟３）

【目的】以前に結核感染において，マトリセルラー蛋白
（MCP）である Osteopontin（OPN）が肉芽腫により産生
され，メモリー T細胞の遊走を促進すること，及び同じ
MCPである Galectin-9（Gal-9）が上昇していることを示
した（Shiratori B，et al . IJMS 2016）．今回は結核性胸膜
炎患者の病態に Gal-9がどのように関与するかを明らかに
するために胸水中の Gal-9及び他のサイトカインの血漿と
比較検討をした．
【方法】患者は 29歳の東南アジア出身の男性である．Gal-
9は ELISAで他のサイトカイン・ケモカインは Luminex
で測定した．また胸水あるいは末梢血由来単核球を用いて，
ELISPOT assayを行った．さらに Gal-9を培養系に添加
し，その影響を観察した．また診断用に得られた腹膜組織
の免疫組織学的解析を行った．
【成績】胸水中と血漿中の測定したバイオマーカーの値を
比較検討した．インターフェロンガンマは（55.5 vs 1.6pg/
mL），インターロイキン 10は（179.9 vs. 4.2pg/mL）で Gal-
9は（936.0 vs. 3pg/mL）と胸水中では高値を示した．単
離した単核球は胸水由来が末梢血由来より 257倍の Gal-9
を産生した．また胸水由来のリンパ球に Gal-9を添加する
ことにより，抗原非存在下でもインターフェロンガンマが
産生されまた，アポトーシスが誘導されるという bimodal
な活性が示唆された．免疫組織学的検索では CD4，Gal-9，
CD68，Tim-3及び OPNが肉芽腫及びその周辺に染色され
た．また OPNは巨細胞によく染色され，その周辺にリン
パ球が認められた．
【結論】Gal-9が結核性胸膜炎の胸水中に存在し，インター
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フェロンガンマ産生促進とアポトーシスの誘導の bimodal
機能があることを明らかにした．さらに VEGFも胸水中
で上昇しているので，胸水を産生する透過性の亢進にも関
与している可能性がある．
謝辞：本研究は AMEDの新興・再興感染症に対する革
新的医薬品等開発推進研究事業の支援を受けた．
（非学会員共同研究者：浩 日勒；東北大学災害科学国
際研究所災害感染症学分野）
223 感中．結核菌感染における液性免疫の役割

大阪市立大学大学院医学研究科細菌学１），同 医
学研究科感染症科学研究センター２），国立感染症
研究所ハンセン病研究センター３），大阪市立大学
医学部附属病院感染制御部４）

仁木満美子１）2）星野 仁彦３） 仁木 誠１）4）

老沼 研一１）2）金子 幸弘１）2）

【背景】結核は日本国内最大の感染症であり，今日でもな
お毎年 100万人以上が結核を原因として死亡している．さ
らに近年では多剤耐性菌の出現により，もはや過去の病気
とはいえない状況である．BCGは唯一の結核予防ワクチ
ンであり，乳幼児結核の予防効果が高いことが知られてい
る一方で，免疫効果の持続期間については個人差も大きく，
また再免疫の効果についてはさまざまな説が存在する．こ
のことから，BCGに代わるより効果的なワクチンの開発
が望まれているが，これまでの細胞性免疫を主体としたワ
クチン研究では未だに BCGを超える成果を得られるには
至っておらず，新たなアプローチによるワクチン開発が必
要と考えられる．本研究では，液性免疫を主体とした抗結
核ワクチン開発を目標とし，結核の発症および病態におけ
る液性免疫の役割について検討を行った．
【方法と結果】抗結核抗原 IgGの血中抗体価については活
動性結核患者群で最も高く，陳旧性，潜在性結核患者群が
それに続き，健常人群で最も低いという結果が得られた．
このことから，IgG抗体価は感染している菌量を反映して
いると推察される．これに対し，IgA抗体価を観察したと
ころ，初診時の CRP値が低い患者群は，結核菌抗原であ
る HrpA（Acr2とも呼ばれる）に対する IgAの値が有意
に高いことがわかった．また，初診時の CRP値が高い患
者群はレントゲン所見，塗抹検査，またアルブミン値によ
り示される結核の重篤度が有意に高いという結果が得られ
た．以上のことから，HrpAに対する IgAは菌抑制的に
作用し，その結果抗体価と臨床マーカーが相関を示した可
能性が示唆された．
224 感西．16S rRNA遺伝子 PCR陰性，T-SPOT陰

性の頸部結核性リンパ節炎の 1例
横浜市立大学医学部血液免疫感染症内科１），横浜
市立大学附属病院感染制御部２），同 臨床検査部３），
横浜市衛生研究所微生物検査研究課４）

加藤 英明１）2）佐野加代子２）3）松本 裕子４）

太田 嘉４） 酒井 梨紗１） 寒川 整１）

中島 秀明１）

【緒言】肺外結核の診断は時として難しく，切除組織また
はより侵襲が軽度な吸引針生検（FNA）による培養検査
が標準である．しかし組織培養，抗原特異的インターフェ
ロン―γ遊離検査（IGRA），組織の PCR検査とも感度は十
分ではない．
【症例】肺結核の家族歴のある 75歳女性．2週間前より頸
部の皮下腫瘤を自覚し紹介された．明らかな免疫抑制を示
唆する病歴，検査結果はなかった．
【経過】頸部正中の皮下に弾性軟の腫瘤を触知した．FNA
組織の培養は陰性で，切除をかねてリンパ節生検を行った
ところ病理組織像で類上皮肉芽腫を認め，結核性リンパ節
炎が疑われた．BCG染色では陽性所見を認めなかった．雑
菌処理のため N―アセチルシステイン（NALC）処理を行っ
た組織培養は陰性であった．2回の IGRA（T-SPOT法，
外注）はいずれも陽性パネル数 0であった．切除 2カ月後
に再度同部位に 2cm大の皮下腫瘤を認め，再度 FNAが
行われた．穿刺液に 16S rRNA，真菌 ITS領域のユニバー
サルプライマーを用いた PCR検査を行ったがバンドは確
認されなかった．NALC処理を行わず培養したところ 3
週間で抗酸菌の発育を認め，最終的にMycobacterium tu-
berculosis と同定された．
【考察】明らかな免疫抑制状態のない患者の肺外結核で診
断に難渋した 1例を経験した．IGRAは結核曝露歴の評価
に適した検査だが，繰り返し陰性の場合でも結核菌感染症
を十分に除外できないこと，組織 PCRの感度も十分では
ないことに留意する必要がある．NALC処理をしない組
織培養が感度を上昇させる可能性がある．
（非学会員共同研究者：池宮城秀崇，片岡俊朗）
225 感西．結核の免疫学的診断における次世代の
QFTPlusの有用性

日本赤十字社長崎原爆諫早病院１），長崎大学第二
内科２），長崎大学３）

福島喜代康１） 久保 亨１） 森下 竜二１）

松竹 豊司１） 坂本 憲穂２） 迎 寛２）

河野 茂３）

【目的】2015年の本邦の新登録結核患者は 18,820人で，昨
年より 1,335人減少した．人口 10万対新登録結核患者数
も 14.4と減少傾向にあるが，まだ中蔓延国であり，特に
高齢者の結核が多い．今回，活動性肺結核について欧州，
豪州，シンガポール，韓国などで導入されている次世代の
新規 IGRA：QuantiFERON-TB Gold plus（QFT-Plus）に
ついて臨床的に検討した．
【対象・方法】対象は 2014年 6月から 2016年 9月までに
日赤長崎原爆諌早病院で研究同意を得た活動性肺結核 77
例（男 41例，女 36例；平均 79.9歳）を対象とした．QFT-
Plusは TB1あるいは TB2いずれかの IFN-γ産生が 0.35
IU/mL以上を陽性，いずれも 0.1IU/mL未満を陰性例と
し中間を判定保留とした．また末梢血リンパ球 CD4（CD
4）は院内フローサイトメトリ（Abbott社）で測定した．
【結果】活動性肺結核 77例の QFT-Plusの陽性（率）は，72
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例（93.5%）であった．80歳以上の高齢者は 57例（74.0％）
で，高齢者での陽性（率）は，53例（93.0%）であった．
さらに，末梢血の CD4値が 200/μL未満は 23例（29.9%）
であったが，CD4値が 200/μL未満での QFT-Plus陽性
（率）は 19例（82.6％）であった．
【結論】活動性肺結核において，次世代の QFT-Plusの陽
性率は高齢者だけでなく，末梢血 CD4値が 200/μL未満
でも高く，臨床的有用性が示唆された．今後は本邦でも
QFT-Plusの早期承認が切望される．
226 感西．当院における Mycobacterium avium com-
plex分離症例の臨床的検討

国立病院機構沖縄病院呼吸器内科１），琉球大学医
学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学講座２）

比嘉 太１） 名嘉山裕子１） 藤田 香織１）

仲本 敦１） 大湾 勤子１） 健山 正男２）

藤田 次郎２）

【目的】Mycobacterium avium complex（MAC）感染症
は多様な臨床像を呈し，その対応は必ずしも容易ではない．
病態の多様性は宿主側の要因とともに菌側の要因も指摘さ
れている．また，MACの分離状況は地域によって異なる．
沖縄病院におけMACの分離状況とその臨床的意義を検討
する．
【方法】2012年 4月から 2016年 6月の間における当院に
おける非結核性抗酸菌の分離状況を調査した．MACが分
離された症例について，カルテよりレトロスペクティブに
情報を収集し，その臨床像について検討を行った．
【結果】調査期間中に非結核性抗酸菌が分離されたのは 183
検体であり，Mycobacterium intracellulare が最も多く 72
検体であった．一方で，M. avium は 19検体であり，M. in-
tracellulare がMACの 84.7%を占めていた．MACが分
離された 80症例のうち，M. intracellulare は 62例のうち
男性 31例 女性 31例であり，M. avium は男性 9例，女
性 10例であった．M. intracellulare 分離例とM. avium
分離例の年齢分布はほぼ同様であった．
【結論】当院で分離されるMACはM. intracellulare が優
位であった．M. intracellulare 分離例とM. avium 分離例
に性差や年齢差は認めなかったが，臨床像についての解析
を加えて報告する．
（非学会員共同研究者：知花賢治）
227 感西．16S ribosomal RNA遺伝子を用いた抗酸菌

群の clone library methodによる肺非結核性抗酸菌症の予
後と早期発見の検討

産業医科大学医学部呼吸器内科学１），同 医学部
微生物学２），長崎大学大学院医歯薬学総合研究科
展開医療科学講座呼吸器内科学分野（第二内科）３）

内藤 圭祐１） 川波 敏則１） 福田 和正２）

山崎 啓１） 畑 亮輔１） 赤田憲太朗１）

野口 真吾１） 迎 寛３） 齋藤 光正２）

矢寺 和博１）

【背景】肺非結核性抗酸菌（NTM）症は未だに十分有効な

抗菌薬治療がなく，複数の抗酸菌が検出された症例などで
は正確な診断や治療に難渋することがある．また，近年免
疫抑制剤や生物学的製剤，抗癌剤の種類や使用が増加して
おり，肺 NTM症の早期発見も重要である．
【方法】2010年 7月以降に産業医科大学および関連病院で
肺 NTM症を疑い気管支鏡検査を施行した 120例を対象と
した．気管支洗浄液から DNAを抽出し，抗酸菌群の 16S
rRNA遺伝子を網羅的に PCR法で増幅した．PCRが陽性
になった症例に関しては PCR産物の clone libraryを作成
し，無作為に選択した 96クローンの塩基配列と基準株で
分子系統樹を作成し，各々の菌種を推定し，患者背景や胸
部 CT所見，経過などを後方視的に検討した．
【結果】全 120例のうち気管支洗浄液の抗酸菌培養で 55例
が陽性であった．培養陽性 55例のうち 52例（94.5%）で
抗酸菌群特異的 PCRが陽性となった．52例のうち，抗酸
菌群の clone library methodで単一の phylotypeが検出し
た群（単一群）が 45例（86.5%）で，複数の phylotypeが
検出した群（複数群）が 7例（13.5%）であった．複数群
では有意に治療を要した症例が多く（p=0.032），治療が行
われても症状が改善した症例が少なく（p=0.016），胸部 CT
で陰影の増悪がみられる傾向（p=0.048）にあった．NTM
培養陰性 65例中，PCR陽性が 11例（16.9%）であり，そ
のうち 6例は初回検体採取後，平均 6.2±2.1カ月の検体で
抗酸菌培養が陽性となり，PCR陰性の 54例では経過観察
（平均 20±19.7カ月）中に培養が陽性となった症例はな
かった．
【考察】抗酸菌群の clone library methodで複数の NTM
が検出された症例は症状の改善率が低く，胸部 CTが増悪
する頻度が高く，予後が悪い可能性が示唆された．気管支
洗浄液の抗酸菌培養が陰性でも PCRが陽性だった症例で
は半数以上がその後 1年以内に肺 NTM症と診断されてお
り，十分注意して経過観察することが重要と考えられた．
228 感西．吸引喀痰より Mycobacterium massiliense

が同定された 15症例の臨床的検討
国立病院機構西別府病院内科１），大分大学医学部
附属病院呼吸器・感染症内科学講座２）

内田そのえ１） 小宮 幸作１）2）瀧川 修一１）

梅木 健二２） 門田 淳一２）

2014年 8月から 2016年 2月までの間に，当院で進行性
神経筋疾患患者の吸引喀痰よりMycobacterium massil-
iense が同定された 15症例について後方視的に検討した．
症例は 23歳から 82歳まで，平均年齢 64歳の男女 15名（男
性 11名，女性 4名）で，全例で気管切開が施行され，人
工呼吸器装着中であった．期間中に気道感染が疑われ，喀
痰検査が行われた中の 15例において抗酸菌が培養され，
DDHでMycobacterium abscessus と判定されたが，専門
機関に詳細な菌種同定を依頼したところmultiplex PCR
でM. massiliense と同定された．15例より分離されたM.
massiliense に，VNTR型別解析を施行したところ，すべ
て同一の型であった．通常M. massiliense の画像所見は
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M. abscessus に類似しているが，今回の 15症例では非典
型的であったため，それぞれの主治医の判断で 14例は通
常の細菌性肺炎として治療が行われ，1例は無治療で経過
観察されたがその中で悪化した症例はなく，定着菌として
矛盾しない経過であった．M. massiliense が喀痰から同定
された場合に，その病的意義は明らかになっておらず，ど
のような症例で治療導入が必要であるかは今後の症例の蓄
積と検討が必要と考えられた．DDHでM. abscessus と
同定された場合，M. massiliense の可能性も考慮し，積極
的な菌種同定を行うことが，治療方針の検討に参考になる
と考えられた．
229 感西．単発空洞病変で発症した肺非結核性抗酸菌
症の 2例

国立病院機構宮崎東病院呼吸器内科
伊井 敏彦，佐野ありさ，北村 瑛子

【症例 1】31歳，男性．X年の検診で右上肺野に単発の小
空洞影を指摘された．X＋1年，＋2年と陰影の増大傾向
を認めたため X＋2年当科初診した．胸部自覚症，検査値
異常はなかった．喀痰抗酸菌培養陽性であったが，菌種同
定不能だった．徐々に空洞が拡大し，散布性病変も増加し
たため X＋4年根治を目的に右上葉切除を施行した．空洞
壁は類上皮細胞肉芽腫で構成され，複数の細気管支と交通
があり，周囲には明らかな線維化はなく正常の肺胞組織と
隣接していた．繁殖性反応期の空洞と考えた．化学療法は
施行せず，術後 1年の経過では再発は認めていない．
【症例 2】59歳，男性．X年の検診で胸部異常影を指摘さ
れた．自覚症がないため放置していた．X＋4年精査を希
望され当科初診した．気管支鏡では診断に至らず，X＋5
年には空洞が拡大し周囲組織のひきつれが顕著になった
が，散布性病変に乏しかった．肺癌との鑑別が必要と判断
し VATSを施行した．切除組織は気管支と交通する，中
心部が壊死した結節性病変であった．抗酸菌陽性，多核巨
細胞を含んだ類上皮細胞肉芽腫で，周囲の肺隔にも炎症細
胞浸潤を認めたが明らかな線維化はなかった．術中に抗酸
菌塗抹陽性のため肺抗酸菌症と診断し，術後の検体培養で
Mycobacterium kansasii と同定した．12カ月の化学療法
により病変は縮小し，治癒終了とした．以上より単発の空
洞病変では肺抗酸菌症を念頭に置いた検査と診断が必要と
考える．
230 感中．Mycobacterium abscessus の血流感染を
きたし，肺病変を伴った小児例

埼玉県立小児医療センター感染免疫科１），国立病
院機構近畿中央胸部疾患センター臨床研究セン
ター感染症研究部２）

高野 忠将１） 吉田志緒美２） 上島 洋二１）

佐藤 智１） 菅沼 栄介１） 川野 豊１）

【症例】13歳 女性．
【主訴】発熱，咳嗽．
【既往歴】3歳，胆道拡張症手術．9歳，絞扼性イレウスに
よる腸管壊死のため短腸症候群となり中心静脈栄養開始．

10歳から 13歳までに 6回中心静脈カテーテル（CV）関
連感染を繰り返している．
【家族歴】特記事項なし．
【現病歴】入院 5カ月前に CV出口部感染をきたし，CV
入れ替え後も倦怠感が持続するため入院となった．CV出
口部の浸出液からMycobacterium abscessus complexが
検出された．入院から 42日目に 37℃台の微熱と咳嗽が出
現したため，CVを抜去して末梢挿入型中心静脈カテーテ
ル（PICC）を挿入した．抜去した CVの培養は陰性だっ
た．入院 52日目に 39℃の発熱が出現し，咳嗽も増悪した
ため当科に診察依頼があった．血液培養からM. abscessus
（亜種解析により同定）が検出されたため，PICCを抜去
しその後は解熱した．抜去した PICCからもM. abscessus
が検出され，胸部 CTではスリガラス状陰影が多数認めら
れた．
【経過】CAM＋IPM/CS＋AMKで治療開始後は症状の再
燃を認めず，炎症反応と血液培養の陰性化，胸部 CTの肺
病変消失を確認した．IPM/CSと AMKは 4週間で投与を
終了し，CAM＋LVFXの内服を 12カ月続けた．
【考察】小児期では稀な，抗酸菌によるカテーテル関連血
流感染を経験した．カテーテル抜去と抗菌薬投与により良
好な経過が得られたが，抗菌薬の選択と治療期間の設定に
は確立されたものがないため，症例の蓄積が必要である．
（非学会員共同研究者：鈴木啓介，川嶋 寛；埼玉県立
小児医療センター外科）
231 感中．診断・治療に難渋し，多剤抗菌薬併用で制
御しえた播種性非結核性抗酸菌（NTM）感染症の 1例

田附興風会医学研究所北野病院呼吸器センター内
科

小谷 アヤ，北島 尚昌，白田 全弘
井上 大生，丸毛 聡，福井 基成

【症例】73歳，男性（HIV感染なし）．2013年 10月に高
熱，体重減少，体幹・四肢に多発する紅斑，肝機能障害，
高度炎症所見があり，他院で肝生検を施行され類上皮細胞
肉芽腫を認めた．ミノサイクリン投与により一旦軽快した
が，その後再度 39度の発熱を認めたため当院を受診した．
肺野粒状影，縦隔リンパ節腫大，脾腫を認めており，縦隔
リンパ節穿刺液塗抹で抗酸菌陽性が判明した．TB-PCR・
MAC-PCRはいずれも陰性であった．粟粒結核を想定しイ
ソニアジド（INH）＋リファンピシン（RFP）＋エサンブ
トール（EB）を投与したが効果は不十分で，播種性 NTM
症も考えクラリスロマイシン（CAM），レボフロキサシン
（LVFX）を追加し 5剤併用で改善を得た．なお培養では
抗酸菌の発育を認めなかった．INH，LVFXは 1年間，
CAM，RFP，EBは 2年間継続し，2016年 6月に抗生剤
治療を終了した．しかし同年 9月より 38℃台の発熱，盗
汗が出現したため当科を受診した．前回と同様の皮疹，肝
障害，縦隔リンパ節腫大，肺野粒状影を認め，播種性 NTM
症の再燃が強く疑われたため入院した．
【経過】各臓器検体（血液，下気道，縦隔リンパ節，尿，便，
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骨髄，肝臓）から抗酸菌は証明されなかったが，2014年
時の縦隔リンパ節抗酸菌塗抹陽性に加え，MAC抗体 2.5U/
mL，肝生検で再度肉芽腫性病変が証明されたことから臨
床的に播種性 NTM感染症と診断した．CAM＋RFP＋EB
＋イミペネム/シラスタチン（IPM/CS）3週間投与し一旦
解熱したが，IPM/CSを終了すると再度発熱し，LVFX，
DOXYを追加したところ制御可能となった．
【考察・結語】非 HIV患者の播種性 NTM感染症は稀と言
われており，抗 IFN-γ抗体陽性例が知られている．診断・
治療に難渋し，多剤抗菌薬併用により制御可能となった播
種性 NTM感染症を経験したため報告する．
232 感西．壊疽性膿皮症を合併した免疫不全患者で
Mycobacterium chelonae と緑膿菌の混合感染症をきたし
た 1例

愛媛大学大学院血液・免疫・感染症内科学１），愛
媛大学医学部附属病院検査部２）

末盛浩一郎１） 村上 忍２） 松本 卓也１）

宮本 仁志２） 長谷川 均１） 安川 正貴１）

症例は 67歳男性．骨髄異形成症候群・壊疽性膿皮症・
分類不能型血管炎と診断され，プレドニゾロン 20mg/日
およびシクロスポリン 180mg/日による免疫抑制療法中で
あったが，コントロール不良であった．両下腿に高度浮腫
および結節の自壊排膿が見られ，皮膚科より弾性包帯とゲ
ンタシン外用剤で治療されていた．全身状態が徐々に悪化
する中，40℃の高熱・両下腿の皮膚潰瘍増悪・意識レベ
ル低下で当院緊急受診した．当院受診時，意識レベルは JCS
2桁で，両下腿の潰瘍性病変からの排膿が顕著であった．
全身 CT検査から浸潤影と肺空洞病変が認められ，各種培
養検査（喀痰・血液・排膿）を施行した．喀痰からガフキー
9号および排膿からガフキー 3号の結果を得た．結核 PCR
検査とMAC PCR検査は共に陰性であった．血液検査で
は白血球 2,500/μL（桿状球 40%，分葉核球 49.5%，リンパ
球 4.5%），CRP 23.7mg/dL，PCT 8.88ng/mL，T-SPOT
陰性，抗MAC抗体陰性であった．易感染宿主における重
症感染症と判断し，内服困難であったため，下肢潰瘍性病
変の洗浄を行うと共にMEPM＋CLDM＋LVFX＋L-AMB
による加療を開始した．第 2病日に喀痰・血液・排膿から
緑膿菌が検出され，非結核性抗酸菌症と緑膿菌の混合感染
症と診断した．第 4病日には意識レベルの改善と炎症反応
の低下が見られたが，呼吸状態が悪化し第 9病日に永眠さ
れた．非結核性抗酸菌症は質量分析装置によりMycobacte-
rium chelonae と診断された．M. chelonae は土壌・水・
塵などに常在し，外科処置創部感染などの皮膚部位で見ら
れる稀な菌種である．近年，非結核性抗酸菌症の多様化が
見られており，本菌種も症例の集積が望ましいと考え報告
する．
（非学会員共同研究者：石崎 淳；愛媛大学大学院血
液・免疫・感染症内科学）

233 感西．Ziehl-Neelsen染色陽性培養陰性で結核菌
群 PCRの非特異的反応が診断補助となった播種性 Myco-
bacterium haemophilum 症の 1例

九州大学病院免疫・膠原病・感染症内科１），同
検査部２），九州大学病院グローバル感染症セン
ター３）

岡部 綾１） 三宅 典子１） 諸熊 由子２）

米川 晶子１） 西田留梨子１）2）鄭 湧１）

下田 慎治１） 下野 信行１）3）

【症例】69歳女性．10年来の関節リウマチに対して Inflixi-
mab，Prednisolone，Methotrexateで治療が行われてい
た．X-2年，右頸部リンパ節腫脹，右眼瞼と右下腿に腫瘤
性病変を認め，眼瞼の腫瘤性病変に対し 2回切除術を施行．
病理検査で類上皮細胞を伴った肉芽腫を認めるも，2回と
も培養の提出はなく経過観察となっていた．X年 2月，右
頸部リンパ節腫脹が持続し，頸部リンパ節生検を施行．病
理検査は眼瞼の腫瘤性病変と同様だった．抗酸菌検査にも
提出され，Ziehl-Neelsen（ZN）染色陽性を認めるも，結
核菌群 PCR，MAC-PCR共に陰性，培養陰性（低温培養
実施）であった．その後も右頸部リンパ節と右下腿腫瘤性
病変の生検を施行するも，病理検査，培養検査ともに同様
の結果であった．この時点で ZN染色陽性培養陰性の抗酸
菌症疑いで感染症内科へ相談．検査部に問い合わせたとこ
ろ，全ての検体の結核菌群 PCR（GENE CUBE）で同様
の非特異的反応が認められており，Mycobacterium hae-
mophilum が疑われることが判明した．抗酸菌血液培養は
陰性だったが，全身に腫瘤性病変を認め，播種性M. haemo-
philum 感染症と診断し，Clarithromycinと Rifampicin（後
に副作用出現で Sitafloxacinへ変更）による治療を計 1年
間行った．現在，抗菌薬終了後も腫瘤性病変の再燃なく経
過している．また，組織で確認された抗酸菌はのちに行っ
た遺伝子検査で，M. haemophilum と同定した．
【考察】近年M. haemophilum 症は生物学的製剤の使用や
骨髄移植などの免疫抑制治療増加に伴い発症報告が増えて
いる．一方で，M. haemophilum は至適培養条件が通常の
抗酸菌培養と異なり，時に培養陰性となり診断に難渋する．
本症例はM. haemophilum を疑って低温培養なども施行
したが培養陰性で，結核菌群 PCRの非特異的反応と細菌
検査室との情報共有が診断の一助となった教訓的症例だっ
たため報告する．
234 感 西．Paradoxical reactionが 疑 わ れ た Myco-
bacterium intracellulare による左手関節 滑膜炎の 1例

長崎労災病院感染症内科
池田恵理子，古本 朗嗣

Mycobacterium intracellulare による 滑膜炎は呼吸器
感染症に比べ少ないものの最近報告例が増加している．ま
た，治療抵抗を示す症例も多く治療期間も確立されていな
い．今回，本菌による手根部 滑膜炎症例で治療中に悪化
傾向を認め paradoxical reactionが示唆された症例を報告
する．症例は 65歳男性．左尺骨突き上げ症候群の診断で
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骨切り術など 2回の手術歴あり．その後次第に左手根部に
腫脹を認め，20XX年 1月左手根部の滑膜炎と診断，滑膜
切除術を受けた．その際糖尿病合併も判明した．採取され
た組織検体の滑膜組織内に乾酪性壊死を伴った類上皮肉芽
腫を認め，組織培養にてM. intracellulare が分離同定さ
れ，本菌による手根部 滑膜炎と診断した．リファンピシ
ン（RFP），クラリスロマイシン（CAM），エタンブトー
ル（EB）にて治療開始．しかしその後患部の腫脹増悪を
繰り返し，滑膜切除術，デブリードマン，CAMの増量や
レボフロキサシン追加などを行ったにもかかわらず，20XX
＋1年 1月に再度症状増悪し，精査加療目的に 1月 23日
入院となった．デブリードメントごとの組織検体を評価し
たが，滑膜組織に類上皮肉芽腫を認めるも抗酸菌は分離さ
れておらず，創部感染症も否定的であったため，治療抵抗
性 滑膜炎の原因として paradoxical reactionの可能性を
考えた．RFP，CAM，EBにストレプトマイシンを加え，
結核における paradoxical reactionでの治療を参考に，PSL
30mg/day（0.5mg/kg/day）の併用を開始した．病巣部切
開でのデブリードメントすることなく手根部腫脹は改善を
示し，入院 22日に退院となった．その後 PSL漸減したが，
腫脹の再燃は現在のところ認めていない．本菌による 滑
膜炎の治療抵抗性の一因として paradoxical reactionの関
与も示唆され，今後更なる症例検討が必要と思われる．
（非学会員共同研究者：本田祐造；元長崎労災病院整形
外科/愛野記念病院整形外科）
236 感中．家族内感染が疑われた健常成人に発症した
ヒトメタニューモウイルス肺炎の 1例

大阪警察病院感染管理センター１），同 臨床検査
科２）

水谷 哲１）2）福田 望美２） 寺地つね子１）

【はじめに】ヒトメタニューモウイルス（hMPV）による
感染は 3月から 6月に流行し，小児気道感染症の 5～10%，
成人気道感染症の 2～7%を占める．多くは軽症の気管支
炎を発症，数日の経過で改善するが，高齢者，慢性呼吸器
疾患，免疫不全患者では肺炎など重症化がみられ，また高
齢者施設内感染や医療関連感染，家族内感染も報告されて
いる．
【症例】30歳代女性，生来健康，職業医師．4月初旬，2
歳の子供が咳，鼻水等の上気道症状を認め看病していた．
約 1週間後より乾性咳嗽と 37℃台微熱が出現持続，会話
で咳込むようになり 4月中旬，外来受診．同時期に子供の
面倒を見ていた母親も咳，発熱の症状を認めていた．胸部
レントゲン異常なし，鼻腔インフルエンザ迅速検査陰性，
咽頭マイコプラズマ迅速検査陰性で AZM内服と吸入ステ
ロイドが処方されたが改善せず．2日後，38℃発熱，咳の
増強，痰も多く認めるようになり再診．胸部レントゲンお
よび CTで左肺に気管支壁肥厚と一部スリガラス陰影を伴
う気管支肺炎像を認めた．WBC左方移動認めず正常，CRP
0.55mg/dL，肝機能正常，肺炎球菌尿中抗原陰性，喀痰検
査原因菌認めず．鼻腔インフルエンザ迅速検査（2回目）

陰性，咽頭マイコプラズマ LAMP陰性，咽頭 hMPV迅速
検査陽性．hMPV肺炎と診断，細菌性肺炎の合併を考慮
し LVFX内服を処方，数日で症状は改善治癒した．
【考察】hMPV迅速検査は感度，特異度共に約 90%と信頼
性の高い検査である．本例は hMPVの流行時期，家族内
感染，ウイルス感染を疑う血液所見，hMPV感染に特徴
の中枢側から細気管支の壁肥厚やスリガラス陰影を伴う気
管支肺炎像の CT所見，hMPV迅速検査陽性，他の原因
微生物を認めず．以上より hMPV肺炎と診断した．
【結語】健常成人であっても，家族内感染を伴う原因不明
の肺炎の場合は，hMPV感染を疑い迅速検査を実施すべ
きである．
238 感中．BKウイルス血尿症を伴った肺再移植後リ
ンパ脈管筋腫症の 1例

名古屋大学医学部附属病院呼吸器内科
奥村 隼也，進藤有一郎
近藤 征史，長谷川好規

【症例】45歳，女性．
【主訴】なし．
【現病歴】20XX-17年にリンパ脈管筋腫症と診断され，20
XX-15前に両側生体肺移植を施行され，以後は免疫抑制
剤による治療を継続していた．20XX-3年頃より，両側肺
に嚢胞性変化，混合性呼吸障害進行を認め，リンパ脈管筋
腫症の再発および移植後閉塞性細気管支炎合併と臨床診断
していた．画像所見の増悪，呼吸不全は継時的に増悪傾向
を認め，20XX-4年で脳死肺再移植待機となり，20XX-1
年 3月他院にて，両側脳死肺移植施行された．免疫抑制剤
容量調節を継続し，当院再紹介受診となった．スクリーニ
ング尿細胞診検査において decoy cell指摘された．尿中及
び血液中の PCR検査において BKウイルス陽性認め，BK
ウイルス血尿症と診断した．慎重に経過観察を行いながら，
移植術後予定通りにステロイド及び免疫抑制剤を減量した
結果，血液・尿中の BKウイルス抗原値は測定限界以下と
なった．
【考察】BKウイルスは，高度免疫不全下に再活性化をき
たし尿細管・腎間質病変を引き起こすとされる．腎移植患
者において BKウイルス腎症は腎障害進行させ移植腎廃絶
を引きおこすとされ，免疫抑制剤の減量などの治療を要す
るとされている．肺移植との関連に関しては報告が少なく
不明な点が多いが，肺移植後の免疫抑制剤治療はタクロリ
ムスなど腎機能に応じた薬剤調節が必要な薬剤が含まれ，
慎重な経過観察ならびに免疫抑制剤の容量調節が必要と考
えられた．
239 感西．過去 10年間に当院に入院した成人ヒトパ
ルボウイルス B19感染症の臨床像の検討

徳島県立中央病院感染症科１），同 呼吸器内科２），
同 総合診療科３），同 メディエンス（細菌検査
室）４）

山口 普史１） 吉田 成二２） 田岡真理子３）

市原新一郎３） 早川 貴範４）
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【背景】ヒトパルボウイルス B19（HPVB19）感染症は，成
人では小児と異なる多彩な臨床像のために診断が困難なこ
とがある．
【目的】過去 10年間（2007年 1月～2017年 9月）に HPVB
19感染症と診断された成人症例（入院と外来）と小児症
例の臨床像の差違について検討した．そのなかで，発熱，
筋肉痛で入院となった症例を提示する．
【症例】46歳，男性．
【臨床経過】入院 7日前から発熱が出現し近医で感冒とい
われた．両側のふくらはぎの筋肉痛が出現したため，入院
前日に別の病院を受診した．入院当日，39℃の発熱と両
側上肢も痛くなり動けなくなったため救急搬送された．来
院時，両側上肢と腓腹部の腫脹と筋肉痛，両側手指の浮腫
を認めた．血液検査ではWBC 13,400/μL，CRP 8.1mg/dL
と炎症反応の上昇を認めた．尿検査では，尿蛋白 3＋，尿
潜血 3＋と腎炎合併が疑われた．成人 Still病など疑い入院
10日目にプレドニゾロン 20mg/日を開始した．入院 12日
目に HPVB19IgM抗体が陽性と判明し，急性糸球体腎炎
を合併した HPVB19感染症と確定診断した．筋肉痛は徐々
に改善し，尿潜血は入院 6日目，尿蛋白は入院 12日目に
それぞれ陰性化した．経過中に皮疹は認めなかった．21
日間入院し，プレドニゾロンは漸減し 38日間で中止した．
【結果と考察】HPVB19感染症例の入院（6名）と外来（16
名）の比較では，入院の方が，WBC（6,530±3,985 vs 3,720
±1,373）と CRP（3.8±5.7 vs 0.53±0.50）が有意に高値で
あった．小児（19名）と成人（22名）の比較では，皮疹
の出現率（100% vs. 59.1%）は成人では有意に低下してい
た．関節痛の出現率（0% vs.45.5%）は成人が有意に高かっ
た．
【結語】成人 HPVB19感染症は多彩な症状を示し，ときに
重篤な症状を認めることがあるので診断の遅延のないよう
留意する必要がある．
240 感西．塗抹染色から糸状菌を疑った強ムコイド型
Pseudomonas aeruginosa 腹膜炎の 1例

県立宮崎病院臨床検査科１），同 内科２）

佐多 章１） 山中 篤志２）

【症例】87歳，女性．当院泌尿器科において左尿管癌で外
来フォロー中．1カ月前から左腰痛，2週間前から発熱，右
側腹部～下腹部の 痛を認め，20XX年 2月 15日に当院
受診．腹部 CT検査で，腹水（＋），虫垂腫大，回腸，結
腸の浮腫状変化があり，精査加療目的に入院となった．入
院後セフメタゾール 1g×2/day開始した．その後，腹部
緊満感が増強，エコーで腹水の増量が確認され，2月 24
日右腹腔穿刺施行し，黄色混濁腹水 350mL程度排液があっ
た．腹水グラム染色で多核球多数，グラム陰性の管腔状の
大きな構造物を多数認めた．大きさから細菌は否定的と考
え，明らかな分枝を認めないが糸状菌を疑い，真菌性腹膜
炎として 2月 26日からミカファンギン点滴開始された．2
月 27日に再度腹腔穿刺施行し，腹水を 15mL程度排液し
た．グラム染色では 24日の穿刺時よりも菌量は減少し，菌

体も縮小して分節状となっていた．グラム染色では確認で
きなかったが，後日実施したチールネルゼン染色では，ム
コイドに包まれた小さな桿菌が確認できた．また，後日実
施したアルシアンブルー染色にて，陽性に染まった．24
日の腹水で培養 8日目に血液寒天培地に微小なムコイド型
コロニーが発育し，質量分析による同定の結果，Pseudo-
monas aeruginosa であった．入院 11日目の早朝から血圧
が低下し，同日死亡退院となった．剖検が実施され，その
際採取された腹水・胸水からも P. aeruginosa が検出され
た．
【考察】ムコイド型 P. aeruginosa は，スムース型に比べ
発育が遅く，発育に数日を要する場合がある．今回は，ム
コイドが厚く菌体を確認できず，糸状菌様に見え，また発
育が非常に遅かったため，細菌ではなく糸状菌等を疑うこ
ととなった．本例では時間の経過とともにムコイド内の菌
体の確認が可能となったが，グラム染色以外の染色法を追
加することにより，より迅速に菌種の推定ができる可能性
がある．
241 感西．急性胆嚢炎を発症したチフス菌（Salmo-
nella Typhi）無症状保菌者の 1例

社会医療法人近森会近森病院臨床検査部１），同
感染症内科２）

植村 里美１） 柳井さや佳１）

吉永 詩織１） 石田 正之２）

【症例】73歳，男性．主訴：発熱．来院時に右季肋部痛を
認め，検査所見では汎血球減少と CRPの上昇があり，CT，
USより胆石，胆嚢腫大，脾腫を認め，巨大胆嚢結石に伴
う急性胆嚢炎の診断となった．胆嚢の壁肥厚が軽度であり，
症状が改善傾向であったため SBT/CPZで治療を開始した
が，再び 39℃台の発熱があり第 3病日に PTGBDが施行
された．PTGBD時に提出された胆汁培養よりグラム陰性
桿菌が観察され，翌日ヒツジ血液寒天培地と BTB寒天培
地にコロニーの発育を認め，Salmonella sppと同定され
た．血清型別検査で O群血清 O9に凝集し，試験管培地で
の生化学的性状の一致から S .Typhiを疑った．高知県衛
生研究所にて精査を依頼し，結果 S. Typhi（O9：d：―）
と同定された．PTGBD施行時以降の，胆汁および便から
は本菌は検出されず炎症反応の改善がみられていた為，11
日間で抗生剤治療は終了となった．後日，根治目的に腹腔
鏡下胆嚢摘出術が施行された．術前の検査で再び胆汁と便
より本菌が検出された為，術後は 1カ月間 LVFXの投与
を行った．投与後 3カ月間にわたり 3度便培養を施行した
が本菌は検出されず除菌されたと判断した．
【考察】本症例は，これまでにチフスによる有意な自覚症
状はなく，胆嚢に菌を保有し糞便中に菌を排出する無症状
保菌者であった．チフス患者の中でも無症状保菌者の存在
は知られているが，衛生状況の整備された日本では S. Ty-
phiの保菌例は稀である．しかしながら，二次感染による
感染拡大の可能性があり，加えて本感染症は敗血症など重
篤となることが多く死亡例もある為，感染拡大を防ぐため
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速やかな対応を要する．
（非学会員共同研究者：岡林康夫；高知県衛生研究所所
長，山本泰正；社会医療法人近森会近森病院消化器内科，
津田昇一；社会医療法人近森会近森病院外科）
242 感中．胆道感染症の治療中に発症した Ochrobac-
trum anthropic 菌血症の 1例

名古屋市立大学病院感染制御室１），同 薬剤部２）

朝岡みなみ１）2）中村 敦１）

【背景】Ochrobactrum anthropic は医療関連感染の日和
見病原体として知られる環境菌であるが，国内での感染症
報告は少ない．今回我々は O. anthropic による急性胆道
感染由来の菌血症を経験したため報告する．
【症例】80歳代男性，胃癌術後（幽門側胃切術後 Rouxen-
Y法）．
【現病歴】2年前に総胆管結石を指摘されていた．X年 7
月，上腹部痛・嘔吐が出現し救急外来を受診，急性胆管炎
と診断され，入院となった．
【入院後経過】sulbactam/cefoperazone（SBT/CPZ）の投
与と共に内視鏡的胆道ドレナージ術を施行した．経過良好
なため，第 5病日に抗菌薬を中止，第 10病日に退院となっ
た．入院時の血液から Escherichia coli（SBT/CPZ：S），
胆 汁 か ら Bacteroides thetaiotaomicron，Prevotella
melaninogenica，E. coli，Klebsiella pneumoniae，Entero-
coccus sp.が検出された．退院翌日に腹痛，右季肋部痛が
出現し，急性胆嚢炎と診断され，ceftriaxone（CTRX）を
開始し，再入院となった．胆嚢穿刺，isepamicinによる洗
浄と共に tazobactam/piperacillin（TAZ/PIPC）へ抗菌薬
を変更，第 17病日にmeropenem（MEPM）へ変更した．
経過良好なため，第 20病日に抗菌薬を中止，第 25病日に
退院となった．再入院時の血液から O. anthropic（CTRX：
R，TAZ/PIPC：R，MEPM：S，gentamicin：I），胆嚢穿
刺液から O. anthropic，B. thetaiotaomicron，Enterococcus
faecalis，Acinetobacter baumannii が検出された．
【考察】O. anthropic による感染症にはカテーテル関連感
染，胆道感染，肺炎等の報告があり，患者背景として免疫
不全と医療器具留置例が多い．また本菌は多くの βラク
タム系薬への耐性が知られている．今回，胆管用カテーテ
ル留置と SBT/CPZ使用後に O. anthropi による菌血症を
発症した．本菌と胆道感染症との関係および発症経路につ
いて文献的考察を加え報告する．
（非学会員共同研究者：近藤周平，田上由紀子，小川綾
花，近藤 啓，野尻俊輔，木村和哲）
243 感西．著明な血管内溶血に伴う高カリウム血症に
より心停止に至った Clostridium perfringens 感染症の 1
例

関東労災病院臨床感染症部
芳賀 吉輝，丹羽 一貴

【症例】84歳，男性．
【主訴】発熱．
【既往歴】2型糖尿病，糖尿病性網膜症，全盲．79歳：総

胆管結石（内視鏡的乳頭括約筋切開術）．
【現病歴】X日，自宅前で倒れたため，訪問看護師による
診察を受けた．嘔吐，発熱，SpO2低下を認め，誤嚥性肺
炎を疑われ，13時頃，当院へ救急搬送となった．来院時，
意識清明，血圧 127/84mmHg，心拍数 92回/分，呼吸数
20回/分，SpO2 92%（室内気），体温 39.1℃，身体所見上，
神経学的所見を含め，有意所見を認めなかったが，診察中
に悪寒戦慄を認めた．血液検査では，WBC 20,100/μL，Hb
11.9g/dL，Plt 19.1万/μL，AST 104U/L，ALT 88U/L，ALP
255U/L，LDH 589U/L，T/D-Bil 3.7/1.1mg/dL，Cr 1.01
mg/dL，Na/K/Cl 132/4.1/103mmol/L，CRP 2.81mg/dL，
BS 249mg/dL，動脈血液ガスでは，呼吸性アルカローシ
ス，Lac 2.4mmol/Lであった．検査室より溶血の連絡があ
り，再検したが，いずれの検体でも溶血を認めた．腹部単
純 CTで肝 S6に 20mm大のガス像を伴う腫瘤影を 2つ認
め，肝膿瘍を疑い，ピペラシリン・タゾバクタムの投与を
開始，入院となった．18時 30分頃，血圧の低下なしに，
急激な徐脈を呈し，心停止に至った．心肺蘇生を行うも，
心拍再開せず，死亡確認となった．心肺蘇生時の血液検査
では，著明な溶血，Hb 7.3g/dL，腎障害を伴わない代謝
性アシドーシス，K 9.6mmol/Lであった．血液培養では，
Clostridium perfringens，Escherichia coli，Enterococcus
faecalis が検出された．
【考察】一般的な胆管炎，肝膿瘍，グラム陰性桿菌敗血症
では説明がつかない経過と考えられるが，急激に進行した
高度の血管内溶血所見が C. perfringens の α毒素による
ものと考えると，これにより高カリウム血症を呈し，来院
から 5時間 30分という短時間で心停止に至った可能性が
考えられる．類似した経過を呈する劇症型 C. perfringens
感染症の報告も散見されるため，文献的考察を含めて報告
する．
245 感西．当院における CAPD排液の培養検査状況

市立三次中央病院検査科
須々井尚子

【はじめに】腹膜透析は血液透析に比べて時間的拘束が少
なく，厳重な食事管理も不要であるなどのメリットがある．
一方で，感染のリスクがあり，患者本人による清潔操作が
重要である．今回われわれは，CAPD排液培養からの検
出菌について検討したので報告する．
【方法】2009年 4月から 2017年 4月までに当院で提出さ
れた 44人 96検体の CAPD排液培養について検討した．
【結果】培養で菌が検出されたのは，96検体中 60検体
（62.5％）であった．検出菌では，陽性球菌が 72.7％（48/
66菌株）と多数を占めた．多かったものは，Enterococcus
faecalis 6株，MRSA 5株，MSSA 5株などであった．CAPD
腹膜炎の再発率は，47.7％（21/44人）であった．
【考察】CAPD腹膜炎は，ときに CAPDの中止を余儀な
くされることがあり，重要な問題であると思われる．排液
からの検出菌の傾向をつかむことは，早期に適切な抗菌薬
を投与する上で重要と思われた．
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（非学会員共同研究者：三上慎祐）
246 感西．緊急帝王切開施行後に劇症型 A溶血性連鎖

球菌感染症「分娩型」を発症した 1例
山口県済生会下関総合病院呼吸器科１），産業医科
大学呼吸器科２）

宇山 和宏１） 矢寺 和博２）

【症例】35歳女性．
【現病歴】生来健康であり，X-2年に正常分娩で第一児を
分娩している．X-1年 10月に第二児妊娠が発覚し，その
後当院産婦人科で外来経過観察されていた．妊娠 29週 4
日目の X年 4月に発熱と腰痛が出現し当院受診したとこ
ろ，胎児機能不全を認めたため同日に帝王切開の方針と
なった．一部常位胎盤早期剥離を認めていたが一旦は無事
に終了した．しかし術後 2時間にショック状態となり羊水
塞栓症による産科 DICの診断で再度開腹，腹式単純子宮
全摘術を施行した．術翌日に呼吸不全と ARDSを認め，血
液培養では A群溶血性連鎖球菌陽性であった．上記経過
より劇症型 A溶血性連鎖球菌感染症「分娩型」と診断し
た．BiPAPによる呼吸器管理と利尿薬・ステロイド投与，
アンピシリン，クリンダマイシン高用量による治療を行い，
全身状態の軽快を認め，罹患より約 1カ月後に自宅退院と
なった．
【考察】今回は妊娠中に発熱を認め，急に分娩に至った後
に A群溶血性連鎖球菌による敗血症性ショックを発症し
軽快した 1例を経験した．本邦では産科領域で妊娠時に発
症した後急速に分娩に至った劇症型 A群連鎖球菌感染症
「分娩型」として 1993年に初めて報告された．妊娠末期に
おいて主に上気道からの血行性子宮筋層感染により発症
し，陣痛を誘発し分娩を進行させるとともに急激に敗血症
性ショックが進行する病態と定義される極めてまれな病態
であるが，発症すると高頻度に母体死亡に至るため十分な
注意が必要であるため，今回は若干の文献的考察を踏まえ
て報告する．
（非学会員共同研究者：平野洋子，松嶋 敦，小畑秀登；
山口県済生会下関総合病院呼吸器科，岡田真希，高崎彰久；
山口県済生会下関総合病院産婦人科）
250 感中．尿中クレアチニン分解と考えられた症例

金沢医科大学臨床感染症学１），金沢医科大学病院
薬剤部２），同 感染制御室・感染対策チーム３）

河合 泰宏１）3）薄田 大輔１）3）西田 祥啓２）3）

多賀 允俊２）3）飯沼 由嗣１）3）

【症例】69歳，男性．膀胱癌に対する化学療法目的で当院
入院．抗がん剤の投与量設定に際し 24時間クレアチニン
（Cre）クリアランス（Ccr）検査を施行したところ，尿中
Creが 0.24mg/dLと異常低値を示し，原因の精査を行っ
た．
【対象と方法】検体採取の不備および非特異・阻害物質に
よる影響は否定され，随時尿中の Creも 0.20mg/dLと異
常低値を示した．次に，患者尿を健常人尿に等量添加した
結果，経時的な尿中 Creの低下がみられ，尿中細菌によ

る Creの分解が疑われた．尿中細菌を分離培養し，検出
された細菌による尿中 Creの低下を検証した．また，尿
中 Cre分解に最適な温度および菌量についても検証した．
【結果】患者尿検体より分離された好気性菌 2種，嫌気性
菌 9種のうち嫌気性菌 2菌種（Prevotella loescheii：PL，
Anaerococcus tetradius：AT）の添加で Cre低下を認め
た．保存条件では，室温よりも 37℃で最も低下率が高く，
24時間保存では，PLで 45.7％，ATで 80.2％低下した．
また菌量依存性の低下がみられ，24時間室温保存で，PL106

添加で 15％，AT107添加で 54％，それぞれ低下した．
【考察とまとめ】本結果より患者尿中に存在する 2種類の
嫌気性菌が産生する Cre分解酵素が尿中 Cre低下の原因
と考えられた．また随時尿でも尿中 Creが低下しており，
37℃で分解が最も促進されたことから，蓄尿中よりも膀
胱内での Cre分解が推測された．Cre分解酵素産生菌は好
気性菌から通性，偏性嫌気性菌まで複数の報告がある．尿
中 Cre値の評価に関しては，蓄尿，随時尿に関わらず細
菌尿が誤差要因となる可能性について認識しておく必要が
ある．
（非学会員共同研究者：宇納英幸，河村佳江；金沢医科
大学病院中央臨床検査部）
251 感中．尿路結石による閉塞性腎盂腎炎の臨床的検
討

神戸大学泌尿器科１），同 保健学科２），神戸大学病
院感染制御部３），兵庫県立尼崎総合医療センター４），
原泌尿器科病院５），三田市民病院６）

重村 克巳１）2）3）山道 深４）5）中野 雄造１）

荒川 創一６） 時松 一成３）

【目的】尿路結石による閉塞性腎盂腎炎はしばしば敗血症
に至ることが多く，迅速な診断，治療を必要とする．今回，
我々は尿路結石による閉塞性腎盂腎炎の臨床的検討を行っ
た．
【対象と方法】神戸大学医学附属病院ならびに関連施設に
おいて，過去 7年間で後方視的に調査可能であった 102例
を対象とした．これらの症例において，年齢，性別，基礎
疾患の有無，原因菌，治療法について検討し，更に敗血症
性ショックに至った症例については，リスク因子を検討し
た．
【結果】年齢は 17歳～89歳（中央値 73歳）で，男性 35
例（34.3%），女性 67例（65.7%）であった．尿路分離菌は
述 べ 94株 で あ り，そ の う ち Escherichi coli が 39株
（41.5％）と最も多く，うち 11株は ESBL産生菌であった．
敗血症性ショックに至った症例は 32例（31.4%）で，うち
31例がドレナージを必要とした．初回抗菌薬はMEPMが
21例（65.6%）と最も多かった．敗血症性ショックに至る
リスクは糖尿病（p＜0.05），CRP高値（p＜0.05）が独立
した因子であった．
【結論】尿路結石による閉塞性腎盂腎炎では，糖尿病の既
往，CRP高値の症例は敗血症性ショックに至る可能性が
高く，迅速な尿路ドレナージに加え，適切な抗菌薬治療が
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必要であると考えられた．
252 感中．結石性腎盂腎炎の原因細菌同定に腎盂尿培
養は必須か？自然尿培養で代用可能か？

清仁会洛西ニュータウン病院泌尿器科１），現・丹
後中央病院泌尿器科２）

高橋 彰１） 福井 勝一２）

尿管結石による閉塞性腎盂腎炎は，急性有熱性感染症の
原因疾患として重要である．重症の場合には経尿道的尿管
ステント留置や経皮的腎瘻造設などドレナージ術と適切な
抗生剤投与が必要となる．閉鎖腔内の感染である以上，原
因微生物の特定にあたっては，本来「抗生剤投与前」に「腎
盂内の尿」を採取し，これを検体として培養検査に提出す
べきである．実際，ステント留置術や腎瘻造設術の際にこ
れを行うことは可能である．しかし実臨床では自然尿培養
でこれの代用として，泌尿器科的介入前に抗生剤が開始さ
れることはよく行われている．ここで，「自然尿培養」結
果は「腎盂尿培養」結果と同じか？との危惧が生じる．実
際，閉塞性腎盂腎炎で炎症は高度であるにもかかわらず，
自然尿沈渣で白血球数が意外と少ないことは経験され，完
全閉塞の場合に閉鎖腔の細菌が自然尿まで流れ出ていない
可能性は否定できない．今回，我々は「抗生剤投与前」に
「自然尿培養」と「腎盂尿培養」の両方を検査提出できた
症例を集積し，両者の結果について比較検討した．
【対象】2011年 9月から 2017年 4月の期間に，結石性腎
盂腎炎で先述の 2検体を採取できた 8例．
【結果】全例で腎盂尿の培養検出細菌は自然尿の培養でも
検出されていた．また血液培養が施行され，陽性であった
場合は全て自然尿・腎盂尿の培養でも検出されており，診
断の正確性を担保できていると考えられた．抗菌薬感受性
についてもほぼ完全な一致を見ていた．
【結語】結石性腎盂腎炎においては，自然尿培養で腎盂尿
培養を代用できると考えられた．
（非学会員共同研究者：塩山力也；清仁会洛西ニュータ
ウン病院・泌尿器科，益田良賢；現・宇治徳洲会病院・泌
尿器科，岡村靖久；岡村医院）
257 感西．尿培養提出時における ESBL産生大腸菌の

予測モデル
島根県立中央病院総合診療科１），同 感染症科２），
同 地域医療科３），同 総合診療科４）

樋口 大１） 中村 嗣２）

増野 純二３） 今田 敏宏４）

【目的】ESBL産生大腸菌の市中感染が拡大しており，そ
の対応が必要である．前回我々は，高齢者，女性，炎症反
応高値，尿路感染が，ESBL産生大腸菌の予測因子と考え
られることを報告した．今回は，尿路感染が疑われる患者
群に対して尿培養提出時の ESBL産生大腸菌を予測する
モデルを考案した．
【方法】島根県立中央病院にて，2015年 7月から 2016年 3
月に尿培養検査が実施された患者を対象とした．2015年 7
月 1日から 9カ月間の患者を Derivation setとしてモデル

作成し，2016年 4月 1日から 3カ月間の患者を Validation
setとしてモデル確認を行った．統合情報システムにより，
患者情報（年齢，性別，尿路感染，入院，受診診療科，紹
介，抗菌薬治療歴，ADL），培養からの細菌検出状況（ESBL
産生大腸菌検出の有無，血液培養，尿培養），検体検査（白
血球数，UN，Cr，CRP）のデータを抽出した．単変量解
析はカイ 2乗検定，Fisher検定，t―検定，Wilcoxon順位
和検定で行い，多変量ロジスティック解析にて予測因子を
検討した．
【結果】研究対象は 1,185名で，女性は 643名（53%），年
齢中央値は 75歳だった．ESBL産生大腸菌は 185名
（16%），尿路感染は 704名（59%）であった．単変量解析
では，ESBL産生大腸菌は女性，75歳以上，入院患者，紹
介患者，尿路感染既往，ADL低下，白血球増多，BUN高
値，CRP高値で有意差に多かった．多変量解析では，女
性（オッズ比：4.2［95% Confidential Interval：2.9～6.2］），
CRP≧5（1.87［1.3～2.7］），尿路感染既往（1.52［1.1～2.1］）
の関連が示唆された．β係数を用いて女性を 14点，CRP
≧5を 6点，尿路感染既往を 4点とスコアリングしたとこ
ろ，合計点 10点以上が ESBL産生大腸菌が予測する因子
と考えられた（ROC：0.67［0.63～0.70］）．
【結論】尿路感染が疑われる患者に対して，プレディクショ
ンルールを用いて ESBL産生大腸菌を予測した診療が，初
期からの抗菌薬の適正使用かつ有効治療につながると考え
る．
259 感西．経尿道的 double J尿管ステント留置にお
ける有熱性尿路感染症の発症予測因子と予防的抗菌薬の妥
当性

広島大学病院感染症科１），同 腎泌尿器科学２）

北野 弘之１）2）梶原 俊毅１） 大毛 宏喜１）

【背景と目的】経尿道的尿管ステント留置により発症する，
有熱性尿路感染症に対する予防的抗菌薬の是非は明確に指
針が示されていない．そこで感染症発症予測因子と原因菌
から，予防的抗菌薬の適応と選択を明らかにすることを目
的に検討を行った．
【対象と方法】2014年 1月～2015年 12月までに広島大学
病院泌尿器科で経尿道的 Double J（DJ）尿管ステント留
置を施行した 298例を対象とした．年齢，性別，尿検査所
見，患側，水腎症，排尿障害，易感染性（糖尿病罹患とス
テロイド内服），低栄養状態（血清 Alb＜4.0g/dL），腎機
能低下（血清 Cr＞1.1mg/dL），感染予防目的の抗菌薬投
与の有無と有熱性尿路感染症の関連を，また腎盂尿培養検
査と尿培養検査から分離された原因菌を後ろ向きに検討し
た．
【結果】有熱性尿路感染症の発症は 14例（4.7％）に認め
た．両側 DJ尿管ステント留置と易感染性が有意に有熱性
尿路感染症の発症と関連していたが（p=0.03，0.04），抗
菌薬投与の有無は関連がなかった（p=0.37）．さらに，両
側 DJ尿管ステント留置は独立した発症予測因子（p=0.04，
オッズ比=3.1）であった．腎盂尿培養検査を施行した 10
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例から 14検体を認め，Enterococcus faecalis と Proteus
milabiris が各 3検体（21.4%）と最も多かった．キノロン
系抗菌薬を投与された 72例のうち 1例（1.1%）が，セフェ
ム系抗菌薬を投与された 130例のうち 9例（4.7%）が有熱
性尿路感染症を発症した．両群で発症率に有意差は認めな
かった（p=0.10）が，セフェム系抗菌薬の投与群で高い傾
向であった．
【結語】感染症発症の高リスクである両側留置例では，予
防的抗菌薬の使用を考慮すべきと考える．その場合セフェ
ム系よりキノロン系薬の方が有効である可能性が示唆され
た．
（非学会員共同研究者：松原昭郎；広島大学病院腎泌尿
器科学）
261 感西．小児腸管由来 ESBL産生 K1陽性大腸菌

O1・O18株の遺伝的背景の検討
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科微生物学分
野１），鹿児島大学病院検査部２），同 医療環境安全
部・感染制御部門３）

藺牟田直子１） 大岡 唯祐１） 古城 剛２）

児玉 祐一３） 川村 英樹３） 吉家 清貴１）

西 順一郎１）

【目的】大腸菌の K1莢膜は，新生児・乳児の髄膜炎に関
連する病原因子として知られており，髄膜炎患児の脳脊髄
液から検出される大腸菌は K1莢膜を保有した O1または
O18の株が多い．しかし，小児の腸管由来大腸菌における
これらの株の頻度や薬剤耐性は明らかでない．われわれは，
2001年から当教室で収集している小児腸管由来大腸菌の
なかで，2011年以降の株に基質拡張型 βラクタマーゼ
（ESBL）CTX-M遺伝子を保有した K1莢膜陽性 O1・O18
を初めて見出しており，今回その遺伝学的背景を検討した．
【方法】対象は下痢症患児の便および髄膜炎患児の脳脊髄
液・血液由来の K1陽性 O1・O18大腸菌 24株．内訳は，
便由来 ESBL産生菌 9株（2011～13年），便由来 ESBL非
産生菌 8株（2013年）および脳脊髄液・血液由来 7株
（2002～17年，ESBL非産生）である．PCRとシークエン
スで系統群とMLST（multi locus sequence type）を決定
し，系統解析を行った．K1抗原は莢膜遺伝子 neuCを PCR
で確認した．
【結果】すべての株が系統群 B2に属し，STは以下のとお
りだった：ST95，15株；ST357，5株；ST1193，2株；ST
420，1株；ST141，1株．この中で ST95と ST357は，便
由来 ESBL産生群，便由来 ESBL非産生群，脳脊髄液・
血液群のいずれの群にも共通してみられた．MLSTのシー
クエンスをもとにした系統樹では，3群の株が O血清群に
関わらず STに応じて混在して分布した．
【結論】小児の腸管内において，K1陽性大腸菌 O1・O18
が ESBL遺伝子 CTX-Mを獲得しており，それらは脳脊髄
液・血液由来株と同じ系統であった．現在のところ ESBL
産生大腸菌による髄膜炎はまれであるが，今後の増加に注
意が必要であり，腸管内の ESBL産生菌を選択しないた

めに適正な抗菌薬使用が望まれる．
（非学会員共同研究者：郡山豊泰；鹿児島大学病院・検
査部）
264 感中．フィリピンの環境より分離されたカルバペ
ネム耐性グラム陰性桿菌の解析

奈良県立医科大学微生物感染症学講座１），東北大
学大学院医学系研究科感染制御・検査診断学分
野２），大東文化大学スポーツ・健康科学部３）

鈴木 由希１） 中野 竜一１） 中野 章代１）

斎藤 恭一１）2）中島 一敏３） 矢野 寿一１）

【背景】One Health理念の普及を受け，薬剤耐性（AMR）
の問題についてもヒト・動物・環境における実態とその相
互関連の解明は重要な課題である．今回我々は，フィリピ
ンの環境よりカルバペネム耐性グラム陰性桿菌を多数分離
したため，その性状解析を行った．
【方法】フィリピンの異なる 3カ所（マニラ，タクロバン，
ビリラン）の病院排水および環境水（水田，水たまり，河
川など）から 8検体を採取し，DHL寒天培地にて培養し
た．コロニー形態と薬剤感受性パターンの異なる株を選択
し，質量分析（MALDI-TOF MS）及び 16S rRNAの遺伝
子解析により菌種を同定した．薬剤感受性は，CLSIに準
拠した寒天平板希釈法により決定した．カルバペネマーゼ
について，CIMと耐性遺伝子の PCRにて確認した．
【結果】採取した環境水より 160株が選択され，カルバペ
ネマーゼ産生グラム陰性桿菌を 8株分離・同定した．菌種
は Enterobacter cloacae 1 株，Escherichia coli 1 株，
Acinetobacter towneri 2株，Pseudomonas putida 2 株，
Pseudomonas mendocina 1株，Pseudomonas alcaligenes
1株と多様であった．カルバペネム系薬の薬剤感受性は
IPMが 2～128μg/mL，MEPMが 1-＞256μg/mLであった．
耐性遺伝子は，IMP型が 1株，VIM型が 3株，NDM型
が 4株検出された．
【結論】本研究により，フィリピンの環境におけるカルバ
ペネム耐性グラム陰性桿菌の存在が明らかとなった．ヒト
から検出される耐性遺伝子と一部同様のものもあり，環境
からの汚染や，環境からヒトへの感染の可能性が推測され
る．ヒトのみならず環境からの耐性菌にも注意が必要であ
り，今後も継続した調査が必要と思われる．
267 感西．国内で分離された VanD型バンコマイシン
耐性 Enterococcus faecium のゲノム解析

広島大学院内感染症プロジェクト研究センター１），
広島大学大学院医歯薬保健学研究院細菌学２），群
馬大学大学院医学研究科薬剤耐性菌実験施設３），同
医学系研究科細菌学４）

久恒 順三１）2）富田 治芳３）4）菅井 基行１）2）

【目的】バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）は院内感染の
原因菌として重要である．日本での主な臨床分離菌種は，
Enterococcus faecalis 及 び Enterococcus faecium で あ
り，9種類の van 遺伝子型のうち VanA型と VanB型が
殆どを占める．VanD型は世界でも極めて稀で今までに 10
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株程度しか報告されていない．本研究では 2012年に国内
で分離された VanD産生腸球菌のゲノム解析を行った．
【検体】2012年に便検体より分離され，国立感染症研究所
での遺伝子解析で vanD5 と 100%一致を認め，VanD陽
性と判定された E. faecium MRY12-252株を用いた．
【検査】ゲノム情報はイルミナ社MiSeqを用いて，全ゲノ
ム概要配列を取得し，vanD 遺伝子及びその周辺構造につ
いて解析した．
【結果と考察】ゲノム塩基配列解析の結果，MRY12-252株
の vanD 遺伝子クラスターは，約 120kbの大型断片とし
て integronを介して染色体上に組み込まれたと考えられ
た．興味深い事に，この断片の両端を含む一部の領域はヒ
ト腸管優勢菌種で新属の Blautia sp. YL58株の染色体ゲ
ノムの一部の領域と相同性が高い事が判明した．私どもは
2014年に広島で分離された VanD陽性株 JH5687の vanD
遺伝子領域が高頻度接合伝達プラスミド pMG1上の topoi-
somerase遺伝子内に難培養性腸内細菌由来と考えられる
IS256 family transposaseを介して挿入されていることを
既に報告している（第 85回日本感染症学会西日本地方
会）．これらの結果から，vanD 遺伝子クラスターは水平
伝搬によって腸球菌が獲得し，その由来はヒト腸内細菌叢
の細菌であることが推察された．
（非学会員共同研究者：松井真里，鈴木里和；国立感染
症研究所薬剤耐性研究センター，柴山恵吾；国立感染症研
究所薬剤耐性研究センター一室・細菌第二部，谷本弘一；
群馬大学大学院医学研究科薬剤耐性菌実験施設，群馬大学
大学院医学系研究科 細菌学）
268 感中．2014～2015年に中部地方の医療施設より
分離されたインフルエンザ菌の感受性サーベイランス

中部アンチバイオグラム研究会１），富山化学工業
株式会社綜合研究所２）

田中 知暁１）2）野村 伸彦１）2）満山 順一１）2）

浅野 裕子１） 岩﨑 博道１） 大野 智子１）

澤村 治樹１） 柴田 尚宏１） 末松 寛之１）

山岡 一清１） 山本 善裕１） 山岸 由佳１）

三鴨 廣繁１）

【目的】インフルエンザ菌は，肺炎球菌と並んで小児呼吸
器感染症や中耳炎，細菌性髄膜炎の主要な原因菌の一つで
ある．近年，β―ラクタマーゼ（BL）非産生アンピシリン
耐性インフルエンザ菌（BLNAR）が増加し，臨床上問題
となっている．今回我々は 2014～2015年に中部地方で分
離されたインフルエンザ菌の薬剤感受性，耐性遺伝子及び
血清型について検討した．
【方法】岐阜県，愛知県，富山県及び福井県の医療施設で
分離されたインフルエンザ菌 175株を用い，CLSIの方法
に従い微量液体希釈法により薬剤感受性を測定した．PBP
3をコードしている ftsI 遺伝子の変異及び TEM型 BL産
生遺伝子の検出には「インフルエンザ菌遺伝子検出試薬」
（湧永製薬）を，血清型の判別には「インフルエンザ菌莢
膜型別用免疫血清」（デンカ生研）を用いた．また，BL

産生能は「ニトロセフィン」（Oxoid）を用い，ニトロセ
フィンスポットプレート法により確認した．
【結果及び考察】β―ラクタム薬のMIC90は，TAZ/PIPCが
0.125μg/mLで最も低く，次いで CTRXが 0.25μg/mLで
あった．キノロン薬では TFLXが 0.0156μg/mLで最も低
かった．耐性分類は，gBLNASが 29株（16.6%），gBLNAR
が 114株（65.1%）であった．小児由来 82株の血清型は，
無莢膜型が 79株（96.3%），f型が 2株（2.4%），b型は 1
株（1.2%）であった．2009～2010年のサーベイランスと
比較して，gBLNARの頻度は僅かに減少していたが，依
然として高い水準を維持していた．また，小児由来株にお
いて b型の頻度は減少していた．抗菌薬の適正使用の一
助となるべく，今後も継続的なサーベイランスの実施が重
要であると考えられた．
（非学会員共同研究者：太田浩敏，寺地真弓，波多野正
和，松川洋子，松原茂規，森田恵理，八島繁子）
271 感中．抗菌薬投与が誘因と考えられたビタミン K
欠乏症による易出血の 1例

社会医療法人若弘会若草第一病院
山口 哲央，足立 規子，谷口 道代

【症例】72歳男性．
【主訴】意識障害．
【既往歴】特になし．
【現病歴】行政支援で独居生活．当院受診の 2日前から連
絡が取れなかったが，自宅で意識朦朧の状態で尿便失禁を
呈し倒れていたところを発見され，当院へ救急搬送された．
【薬歴】なし．
【入院時現症】身長 164cm，体重 45kg，血圧 130/60mmHg，
体温 36.1℃，脈拍 118回/分・整，呼吸数 20回/分，SpO2
94%（室内気下）．心肺雑音聴取せず．意識レベルは JCSII-
10．右頬部，右肩部に黒色痂皮を伴う褥創．
【検査所見】WBC：9,870/μL，Hb：18.4g/dL，Plt：144,000/
μL，CRP：21.0mg/dL，Alb：3.3g/dL，TG：188mg/dL，
AST：233U/L，ALT：118U/L，LDH：927U/L，CPK：
8,512U/L，BUN：158mg/dL，Cr：3.4mg/dL，UA：17.3
mg/dL，PT-INR：1.03，APTT：31.4sec．胸腹部 Xp・CT
で気管支肺炎の所見．頭部MRI，心エコーは特記なし．迅
速インフルエンザ検査で A型抗原が陽性，尿中肺炎球菌
莢膜抗原も陽性．尿一般・沈渣，髄液検査は特記なし．血
液培養 2セットよりMSSA検出．喀痰培養からもMSSA
を検出．尿・髄液培養は陰性．
【入院後経過】来院時より peramivir 100mg，CTRX 2g×
2/日を開始．第 6病日に培養結果が判明．MSSAによる
肺炎と診断．Cr：1.0mg/dLの改善を確認．抗菌薬を CEZ
2g×3/日へ変更．しかし経口摂取不良は改善せず．第 9
病日の PT-INR：2.89，APTT：56.7sec．第 10病日より口
腔・鼻腔内から易出血傾向が出現．第 14病日の PT-INR：
6.55，APTT：測定 不 能，PIVKAII：71,500mAU/mLで
ありビタミン K欠乏症の出現が考えられ，menatetrenone
を投与し出血はおさまった．第 16病日の PT-INR：1.09，
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APTT：34.0sec．低栄養改善のため，第 18病日より経鼻
経管栄養開始．第 53病日に摂取カロリーは経口摂取のみ
で十分となった．
【考察】本症例は来院時より強い脱水を認めたが Alb低値，
褥創も認められた．この様な低栄養状態が認められる症例
では，抗菌薬投与時にビタミン K欠乏症の出現とそれに
伴う出血に十分な注意が必要であると考えられた．
273 感中．セフメタゾール使用中に致死的出血イベン
トを生じた 2例の検討

洛和会音羽病院感染症科
井藤 英之，岩田 暁，有馬 丈洋
青島 朋裕，神谷 亨

【背景】N―メチルテオドラール基をもつ抗菌薬はビタミン
K（Vit.K）合成サイクルを抑制し，Vit.K依存性凝固因子
の合成阻害を生じる．Vit.K欠乏による凝固因子欠乏や出
血が生じるリスクや期間に関しては，経口摂取不良や 1～
3週間程度の絶食時に生じるとする報告もあるが，十分な
検討は行われていない．今回セフメタゾール投与中に致死
的な出血を生じた 2例を経験したため，報告する．
【症例 1】75歳男性．前頭側頭型認知症があり，胃瘻造設
の上，他院入院中であった．発熱・腎機能障害があり，加
療目的に当院転院となった．入院後発熱は認めなかったが，
入院 5日目に発熱し，入院時の尿培養で ESBL産生大腸

菌を認めていたため，セフメタゾールで加療開始した．入
院 18日目に喀痰吸引中に鼻腔から出血を認め，誤嚥性肺
炎を生じた．入院 19日目の血液検査で PT-INR過延長を
認めた．ビタミン K投与を行い，PT-INRは改善したが，
血性吸引物は持続し，胸部陰影増悪・低酸素血症進行を認
め，入院 22日目に死亡した．
【症例 2】87歳女性．アルツハイマー型認知症・慢性腎臓
病があり，入院 10日前に転倒し ADL低下があり当院受
診．低体温・左慢性硬膜下血腫を認め，精査加療目的で入
院となった．敗血症による低体温症疑いで入院後よりアン
ピシリン・スルバクタム投与した．入院 2日目に血液培養
陽性，入院 5日目に ESBL産生大腸菌と判明し，尿培養
も同様の結果であったため，同菌による尿路感染症として
セフメタゾールに変更した．治療中経口摂取不良であった
が，家族と協議のうえ補食・末梢静脈点滴で経過観察して
いた．入院 11日目に不正出血を認め，入院 12日目に Hb
低下・PTINR延長を認めた．ビタミン K投与し，PT-INR
は正常化したが，出血持続し，入院 36日目に死亡となっ
た．
【結語】今回の 2例のセフメタゾール使用中の出血症例で
は，絶食状態やビタミン K量不十分な経管栄養下で，セ
フメタゾール使用後 2週間以内・腎機能低下があることが
特徴であった．


